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2020年は、新型コロナウイルス感染症により、世界全体がこれまで経験したこ
とのない困難に直面しただけでなく、様々な安全保障上の課題や不安定要因がより
顕在化・先鋭化し、これまで国際社会の平和と繁栄を支えてきた普遍的価値に基づ
く国際秩序が大きな試練に晒される一年になりました。

わが国周辺に目を向けますと、中国は東シナ海や南シナ海において、一方的な現
状変更の試みを続けています。わが国固有の領土である尖閣諸島周辺においては、
中国海警船がほぼ毎日接続水域において確認されるとともに、わが国領海への侵入
を繰り返しています。さらに、領海に侵入した中国海警船が日本漁船へ接近する動
きを見せる事案も発生するなど、状況はますます深刻化しています。こうした中、
中国は本年2月、あいまいな適用海域や武器使用権限等、国際法との整合性の観点
から問題がある規定が含まれる海警法を施行しました。この海警法により、わが国
を含む関係国の正当な権益を損なうことがあってはならず、東シナ海や南シナ海な
どの海域において緊張を高めることになることは断じて受け入れられません。
また、北朝鮮は、極めて速いスピードで弾道ミサイル開発を継続的に進めてきて

います。2021年に入ってからも新型の弾道ミサイルを発射するなど、核・ミサイ
ル開発を含むその軍事動向は、わが国の安全に対する重大かつ差し迫った脅威と
なっています。

インド太平洋地域は世界の活力の中核であると同時に、このように安全保障面で
は様々な課題を抱えており、グローバルなパワーバランスの変化の最中にあって、
その重要性は増すばかりです。こうした安全保障環境上の課題に対抗していくため
には、わが国自身の防衛力を強化し、自らが果たしうる役割を拡大していくことは
もちろんのこと、わが国と基本的価値を共有する国々との緊密な連携が不可欠です。

令和3年版防衛白書の刊行に寄せて

防 衛 大 臣
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特に、わが国唯一の同盟国である米国との連携は最も重要です。私は、米国の新
政権の発足後も、防衛相会談や日米「2＋2」などの機会を通じ、日米間の緊密な
連携を図ってまいりました。また、バイデン大統領就任後初めての対面での外国首
脳との会談として日米首脳会談が行われたことは、米国も日米同盟を非常に重要視
していることの現れであると考えています。日米同盟は地域の平和と安全、そして
繁栄の礎であり、揺るぎない日米同盟の絆をさらに確固たるものとするべく、同盟
の抑止力・対処力の一層の強化に努めてまいります。
また、わが国は、法の支配に基づく自由で開かれた秩序を実現することにより、

地域全体、ひいては世界の平和と繁栄を確保していくという考えのもと、「自由で
開かれたインド太平洋」というビジョンを推進しています。防衛省・自衛隊として
も、同盟国である米国だけではなく、オーストラリア、インド、英仏独をはじめと
する欧州諸国、カナダ、ニュージーランドなど、わが国が掲げる「自由で開かれた
インド太平洋」というビジョンを共有する国々と積極的に協働し、地域と国際社会
の平和と安定により一層貢献してまいります。

わが国は平和国家としての歩みを一歩一歩重ねる中で、自由や民主主義、法の支
配、基本的人権の尊重といった普遍的価値の旗を堂々と翻す国となりました。我々
は、志を同じくする仲間と手を携え、インド太平洋地域における普遍的価値の旗手
として、自由を愛し、民主主義を信望し、人権が守られないことに深く憤り、強権を
もって秩序を変えようとする者があれば断固としてこれに反対していかなければなり
ません。国民の心の奥底まで根付いたこうした価値観まで含めて、日本という国を
守っていく、そういう決意でもって、自衛隊員は日々厳しい任務に就いています。
防衛省・自衛隊は、いつ如何なるときも、国の防衛の最前線で真摯に任務に励み、

国民の命と平和な暮らし、わが国の領土・領海・領空を守り抜くとの責務を果敢に
全うするとともに、地域と国際社会の平和と安定、そして繁栄を確固たるものとす
べく全力をあげてまいります。
この白書が、激変する安全保障環境の中にあっても、防衛省・自衛隊にわが国を

守り抜く揺るぎない意思と能力があるということを、国民のみなさまにしっかりと
ご説明するとともに、防衛省・自衛隊の活動や取組についてより一層のご理解を賜
るための一助となることを願っております。
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わが国を取り巻く
安全保障環境Ⅰ第 部
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1 	現在の安全保障環境の特徴	現在の安全保障環境の特徴
現在の安全保障環境の特徴として、第一に、国

家間の相互依存関係が一層拡大・深化する一方、
中国などのさらなる国力の伸長などによるパワー
バランスの変化が加速化・複雑化し、既存の秩序
をめぐる不確実性が増している。こうした中、自
らに有利な国際秩序・地域秩序の形成や影響力の
拡大を目指した、政治・経済・軍事にわたる国家
間の競争が顕在化している。

このような国家間の競争は、軍や法執行機関を
用いて他国の主権を脅かすことや、ソーシャル・
ネットワークなどを用いて他国の世論を操作する
ことなど、多様な手段により、平素から恒常的に
行われている。こうした競争においては、いわゆ
る「ハイブリッド戦」が採られることがあり、相
手方に軍事面に止まらない複雑な対応を強いてい
る。また、いわゆるグレーゾーンの事態が国家間
の競争の一環として長期にわたり継続する傾向に
あり、今後、さらに増加・拡大していく可能性が
ある。こうしたグレーゾーンの事態は、明確な兆
候のないまま、より重大な事態へと急速に発展し
ていくリスクをはらんでいる。

第二に、テクノロジーの進化が安全保障のあり

方を根本的に変えようとしている。情報通信など
の分野における急速な技術革新に伴う軍事技術の
進展を背景に、現在の戦闘様相は、陸・海・空の
みならず、宇宙・サイバー・電磁波といった新た
な領域を組み合わせたものとなっている。各国は、
全般的な軍事能力の向上のため、また、非対称的
な軍事能力の獲得のため、新たな領域における能
力を裏付ける技術の優位を追求している。

さらに、各国は、人工知能（A
Artificial Intelligence

I）技術、極超音速
技術、高出力エネルギー技術など将来の戦闘様相
を一変させる、いわゆるゲーム・チェンジャーと
なり得る最先端技術を活用した兵器の開発に注力
している。

軍事技術の進歩は、民生技術の発展に依るとこ
ろも大きく、民生技術の開発や国際的な移転が、
各国の軍事能力向上に大きな影響を与える可能性
が考えられる。今後のさらなる技術革新は、将来
の戦闘様相をさらに予見困難なものにするとみら
れる。

第三に、一国のみでの対応が困難な安全保障上
の課題が顕在化している。

まず、宇宙・サイバーといった新たな領域の安

1第 章 概観

「グレーゾーンの事態」と「ハイブリッド戦」 とは

いわゆる「グレーゾーンの事態」とは、純然たる平時でも有事でもない幅広い状況を端的に表現したものです。
例えば、国家間において、領土、主権、海洋を含む経済権益などについて主張の対立があり、少なくとも一方の当事者が、武力攻撃に当た
らない範囲で、実力組織などを用いて、問題にかかわる地域において頻繁にプレゼンスを示すことなどにより、現状の変更を試み、自国の
主張・要求の受入れを強要しようとする行為が行われる状況をいいます。
いわゆる「ハイブリッド戦」は、軍事と非軍事の境界を意図的に曖昧にした現状変更の手法であり、このような手法は、相手方に軍事面に
とどまらない複雑な対応を強いることになります。
例えば、国籍を隠した不明部隊を用いた作戦、サイバー攻撃による通信・重要インフラの妨害、インターネットやメディアを通じた偽情
報の流布などによる影響工作を複合的に用いた手法が、「ハイブリッド戦」に該当すると考えています。このような手法は、外形上、「武力
の行使」と明確には認定しがたい手段をとることにより、軍の初動対応を遅らせるなど相手方の対応を困難なものにするとともに、自国
の関与を否定するねらいがあるとの指摘もあります。
顕在化する国家間の競争の一環として、「ハイブリッド戦」を含む多様な手段により、グレーゾーンの事態が長期にわたり継続する傾向に
あります。
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定的利用の確保が国際社会の安全保障上の重要な
課題となっている。近年、各国においては、国全
体としてのサイバー攻撃対処能力の強化が進めら
れているほか、国際社会においては、宇宙空間や
サイバー空間における一定の行動規範の策定を含
め、法の支配を促進する動きがみられる。

また、海洋に関しては、既存の国際秩序とは相
容れない独自の主張に基づいて自国の権利を一方
的に主張し、行動する事例がみられるようになっ
ており、公海における航行の自由や上空飛行の自
由の原則が不当に侵害されるような状況が生じて
いるほか、各地で海賊行為などが発生している。

さらに、核・生物・化学（N
Nuclear, Biological and Chemical

BC）兵器などの大
量破壊兵器とそれらの運搬手段である弾道ミサイ
ルなどの拡散や国際テロの問題は、依然として、
国際社会にとっての大きな脅威の一つとして認識
されている。

また、2019年末以降中国で発生した新型コロ
ナウイルス感染症の対応にあたって各国は、流行
当初から医療機関とともに軍の衛生機能や輸送
力、施設なども活用して自国の同感染症への対応
に努めた。一方で、軍の中でも感染者が発生し、

1 EEAS SPECIAL REPORT UPDATE: Short Assessment of Narratives and Disinformation Around the COVID-19 Pandemic （UPDATE 
DECEMBER 2020 - APRIL 2021）, 28 April 2021

訓練や共同演習の中止・延期を余儀なくされるな
ど、軍事活動などにも様々な影響・制約をもたら
した。その後、ワクチンの開発が進むと、米国な
どにおいては、ワクチン接種に関する業務に軍が
動員される事例がみられた。

新型コロナウイルス感染症に関しては、偽情報
の流布を含む様々な宣伝工作やいわゆる「ワクチ
ン外交」など、自らに有利な国際秩序・地域秩序
の形成や影響力の拡大を目指した動きも指摘され
ている。例えば、ロシアと中国は、自国で開発し
たワクチンを世界中で集中的に宣伝し続けてお
り、いわゆる「ワクチン外交」は、欧米製ワクチン
などに対する信頼を損なうための偽情報や工作活
動と結びついている旨指摘されている1。また、中
国は、周辺国の軍へワクチンを提供しており、最
近の南シナ海をめぐる中国の動きに対する警戒感
への懐柔を図っているとの指摘もある。このよう
に、今後、新型コロナウイルス感染症への対応を
めぐって国家間の戦略的競争が一層顕在化してい
くと考えられることから、安全保障上の課題とし
て重大な関心をもって引き続き注視していく必要
がある。

2 	わが国周辺の安全保障環境	わが国周辺の安全保障環境
わが国周辺には、質・量に優れた軍事力を有す

る国家が集中し、軍事力のさらなる強化や軍事活
動の活発化の傾向が顕著となっている。

また、わが国を含むインド太平洋地域の各国
は、政治体制や経済の発展段階、民族、宗教など
の面で多様性に富み、また、安全保障観、脅威認
識も様々であることなどから、安全保障面の地域
協力枠組みは十分制度化されておらず、地域内に
おける領土問題や統一問題といった従来からの問
題も依然として残されている。

朝鮮半島においては、半世紀以上にわたり同一
民族の分断が継続し、南北双方の兵力が対峙する
状態が続いている。また、台湾をめぐる問題のほ

か、南シナ海をめぐる問題なども存在する。さら
に、わが国について言えば、わが国固有の領土で
ある北方領土や竹島の領土問題が依然として未解
決のまま存在している。

これに加えて、近年では、領土や主権、経済権
益などをめぐる、純然たる平時でも有事でもな
い、いわゆるグレーゾーンの事態が国家間の競争
の一環として長期にわたり継続する傾向にあり、
今後、さらに増加・拡大していく可能性がある。
こうしたグレーゾーンの事態は、明確な兆候のな
いまま、より重大な事態へと急速に発展していく
リスクをはらんでいる。
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図表Ⅰ-1-1 わが国周辺の安全保障環境等

主要国・地域の兵力一覧（概数）

ロシア

米国
中国

インド

フランス

英国

北朝鮮

韓国

ドイツ

イタリア

イラン

イスラエル

わが国の周辺は大規模な軍事力が集中

（万人）

凡例
陸上兵力 海上兵力

（万トン）

航空兵力

（機）

日本

オーストラリア

260688

250206
3704011

2602310
350
213

340
16

50

150193

880

46

124

1,380
202

33

550
11

110

3505114

640
26

46

3,520729

67

2,900

212

97

主要国・地域の兵力一覧（概数）

陸上兵力（万人） 海上兵力（万トン（隻数）） 航空兵力（機数）
1 インド 124 1 米　国 729（970） 1 米　国 3,520
2 北朝鮮 110 2 中　国 212（730） 2 中　国 2,900
3 中　国 97 3 ロシア 202（1,130） 3 ロシア 1,380
4 米　国 67 4 英　国 78（140） 4 インド 880
5 パキスタン 56 5 インド 46（300） 5 韓　国 640
6 イラン 50 6 フランス 40（310） 6 エジプト 600
7 韓　国 46 7 インドネシア 27（170） 7 北朝鮮 550
8 ベトナム 41 8 韓　国 26（230） 8 台　湾 520
9 ミャンマー 38 9 イタリア 23（180） 9 サウジアラビア 450
10 ロシア 33 10 トルコ 22（210） 10 パキスタン 440
― 日　本 14 ― 日　本 51（140） ― 日　本 350

（注1） 陸上兵力はMilitary Balance 2021上のArmyの兵力数を基本的に記載＊、海上兵力はJane’s Fighting Ships 2020-2021を基に艦艇のトン数を防衛
省で集計、航空兵力はMilitary Balance 2021を基に防衛省で爆撃機、戦闘機、攻撃機、偵察機等の作戦機数を集計

（注2） 日本は、令和2年度末における各自衛隊の実勢力を示し、作戦機数（航空兵力）は航空自衛隊の作戦機（輸送機を除く）および海自の作戦機（固定翼のみ）の合
計

＊万人未満で四捨五入。米国は、陸軍49万人のほか海兵隊18万人を含む。ロシアは、地上軍28万人のほか空挺部隊5万人を含む。イランは、陸軍35万人のほか、革命ガード地上部隊の15万人を含む。
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わが国周辺の安全保障環境

（注）中国の「近代的駆逐艦・フリゲート」についてはレンハイ・ルフ・ルーハイ・ソブレメンヌイ・ルーヤン・ルージョウの各級駆逐艦及びジャンウェイ・ジャ
ンカイの各級フリゲートの総隻数。このほか、中国は50隻（2021年）のジャンダオ級小型フリゲートを保有

地対空ミサイル
S‐300V4
2020年、択捉・国後両島
に配備

ステレグシチー級フリ
ゲート
2020年、太平洋艦隊に配
属

【ロシア国防省】

【ロシア国防省】
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図表Ⅰ-1-2-1 わが国周辺における主な兵力の状況（概数）

極東ロシア
320機260隻 61万t8万人（12）

2,900機

730隻 212万t

海兵隊 4万人（8）
97万人（210）

中国
550機800隻 11万t

北朝鮮
110万人（33）

640機

230隻 26万t

46万人（52）
海兵隊 2.9万人（3）

韓国

80機
2万人（5）

在韓米軍

350機

140隻 51万t

14万人（15）

日本

150機
2万人（1）

在日米軍

50機（艦載）

30隻 40万t

米第7艦隊

520機
250隻 20.5万t

海兵隊 1万人（3）
9万人（15）

台湾

（注）　１　資料は、米国防省公表資料、「ミリタリー・バランス（2021）」などによる。
　　　２　日本については令和2年度末における各自衛隊の実勢力を示し、作戦機数は空自の作戦機（輸送機を除く）および海

自の作戦機（固定翼のみ）の合計である。
　　　３　在日・在韓駐留米軍の陸上兵力は、陸軍および海兵隊の総数を示す。
　　　４　作戦機については、海軍および海兵隊機を含む。
　　　５　（　）内は、師団、旅団などの基幹部隊の数の合計。北朝鮮については師団のみ。台湾は憲兵を含む。
　　　６　米第7艦隊については、日本およびグアムに前方展開している兵力を示す。
　　　７　在日米軍及び米第7艦隊の作戦機数については戦闘機のみ。

凡例
陸上兵力

（20万人）
艦艇

（20万t）
作戦機

（500機）

500km
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米国第1節

1 	安全保障・国防政策	安全保障・国防政策
2017年1月から2021年1月までの4年間にわ

たるトランプ大統領の在任期間中においては、国
際テロ組織に対する軍事作戦に進展がみられる一
方で、政治・経済・軍事にわたる世界的な競争が
より一層顕在化してきた。こうした新たな安全保
障環境のもと、トランプ前政権は、「米国第一」の
方針や力が中心的な役割を果たすという現実主義
的な考え方に基づき、米国の世界への関わり方を
これまでのものから大きく変化させてきた。

トランプ前政権は、安全保障・国防の方針を明
らかにした戦略文書において、中国及びロシアを
修正主義勢力と位置づけ、両国との戦略的競争を
重視する姿勢を明らかにした。

同政権は、特に中国を抑止するためとして、イ
ンド太平洋地域の安全保障を最重視する姿勢とと
もに、地域における前方軍事プレゼンスを維持す
る姿勢を示していた。中国に対しては、米艦艇に
よる南シナ海における「航行の自由作戦」や台湾
海峡通過を繰り返し実施したほか、軍事転用のお
それもある技術分野の競争力確保や技術窃取防止
を意図した措置も強化するなど、対中抑止の姿勢
を強めてきた。

トランプ前政権は、インド太平洋地域における
対中抑止に次いで、欧州地域における対露抑止を
国防戦略の優先課題に位置づけた。

ウクライナをめぐるロシアの行動を踏まえ、
NATOの安全保障への関与及び抑止力を強化す
るため、東欧に部隊を展開させるとともに、米軍
のプレゼンスの強化などを行う取組である「欧州
抑止イニシアティブ」の関連予算をオバマ政権の
時期よりも大幅に増額させた。さらに、ロシアの非

戦略核兵器との戦力ギャップを埋めるための低出
力核兵器の開発・配備にかかる取組も進めてきた。

戦略文書において、「ならず者国家」と位置づけ
られている北朝鮮の核・ミサイル開発にかかる行
動や政策などに対しては、制裁を維持しつつ、北
朝鮮による完全な非核化を追求する取組を続けて
きた。

本節1項3（インド太平洋地域への関与）p.9

また、同じく「ならず者国家」と位置づけられ
ているイランに対して、米国は、交渉の場に引き
戻すためとして多方面で圧力を強めてきた。

トランプ前政権発足当初に最優先とされたイス
ラム過激派テロ組織の打倒に関して、2019年3月
には、イラクとレバントのイスラム国（I

Islamic State of Iraq and the Levant
SIL）が支

配するイラク及びシリアの全ての領土が解放され
た旨発表するとともに、同年10月には、ISILの指
導者が米軍の作戦により死亡した旨を発表した。

また、アフガニスタンに関して、米国とタリバ
ンは2020年2月、米軍の条件付き段階的撤収を
含む合意に署名した。ミラー国防長官代行は
2021年1月、イラクとアフガニスタンの駐留兵
力について、それぞれ2,500人規模まで削減した
旨を発表した。こうした動きに加えて、ソマリア
から部隊の大部分を撤収することを発表するな
ど、トランプ前政権は中東地域やアフリカ地域な
どの戦力を削減してきた。

このほか、「力による平和」の方針のもと、削減
傾向にあった国防予算を増額し、米軍の即応性を
回復させるとともに、近代化を促進してきた。ま
た、負担の少ないことが指摘される一部の同盟国
が、応分の負担を負うべきであるとの考え方を示
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してきた。
こうした中、2021年1月20日に就任したバイ

デン大統領は、就任演説の中で、分断ではなく結
束が必要である旨を米国民に対して呼びかけると
ともに、国際社会に対しては、同盟を修復して再
び世界に関与し、単に力を示すだけではなく、模
範としての力をもって主導していくとの基本姿勢
を明らかにした。この力を示すことに関して、同
大統領は、同年2月の国防省における演説におい
て、必要に応じて武力を行使することをためらわ
ないとする一方、武力は最後の手段であり、最初
の手段ではないとの位置づけを強調している。

また、同大統領は、同月の外交方針に関する演
説において、前述の基本姿勢を受けた対外政策の
骨格を明らかにした。同大統領はこの演説で、中
国やロシアなどによって権威主義化が進むととも
に、感染症の拡大や気候変動、核拡散といった世
界的な課題を抱える新たな時代に対応しなければ
ならないとの認識を示した。そのうえで、これを
米国が単独で実現することはできないとし、同盟
関係を米国の最大の資産と位置づけ、同盟国や
パートナーと緊密に協力して対応していくとの考
えを示した。このほか、対外政策と国内政策の間
に明確な境界線は存在しないとし、国内経済の再
生に喫緊の焦点を定めるとの考えも示している。

軍事政策に関しては、米軍の「世界的な戦力態
勢の見直し」を実施することが明らかにされた。
本演説を受け、オースティン国防長官は声明を発
表し、この中で米軍の配備、資源、戦略、任務に関
する世界的な戦力態勢の見直しを実施することを
明らかにするとともに、同盟国などとも協議しな
がら見直しを進めていく考えを示した。

バイデン政権は、同年3月に発表した国家安全
保障戦略暫定指針（以下、「暫定指針」という）に
おいて、インド太平洋地域と欧州地域における米
軍のプレゼンスを最重視する方針を表明してお
り、特に、中国について、安定し開かれた国際シ
ステムに対して持続的に挑戦する能力を秘めた唯
一の競争相手と位置づけ、長期的に対抗していく

1	 サリバン大統領補佐官の会見（2021年2月4日）及びプライス国務省報道官の会見（2021年2月2日）において、「ロシアによる有害活動」と言及。
2	 トランプ前政権期の2020年7月、国防省は、在独米軍を中心とした欧州軍の再編計画を公表した。本計画によれば、約1万1,900人がドイツから移転し、

在独米軍の規模は、約3万6,000人から約2万4,000人に削減となる。

考えを示している。
同政権は、中国への対応にあたっては、強い立

場を基盤とした取組を重視する方針を示してお
り、国内の経済基盤の強化、国際機関における主
導的な地位の回復、民主主義的価値観の国内外で
の擁護、軍事力近代化、同盟関係などの再活性化
といった方策により、米国の優位性を再構築し、
中国との戦略的競争に勝利するとの考えを示して
いる

また、中国との関係について、気候変動や軍備
管理など利益を共有する分野においては協力を追
求していく意向を示しているほか、同盟国やパー
トナーと力を結集して中国に関与していくとの考
えを示している。

対北朝鮮政策については、日本や韓国といった
同盟国やパートナーと緊密に協議しつつ、検討を
進める意向を明らかにしている。

欧州に関しては、ロシアとの関係について、同
国による「有害活動」1を考慮に入れ、近年見られ
たこうした活動を許容しないとの方針のもとに同
国との関係の包括的な見直しを行うとしている。
また、前述の世界的な戦力態勢の見直しが行われ
ている間、トランプ前政権が発表したドイツから
の米軍部隊の撤収を停止するとしている2。

中東に関しては、長期にわたる戦争に責任ある
終わりをもたらすとし、同年4月にバイデン大統
領は、同年9月11日までにアフガニスタンから
米軍を撤収させると発表した。また、イランが核
合意に対する厳格な遵守に戻るのであれば、更な
る交渉の開始点として合意に復帰するとの立場を
表明している。このほか、イエメンでの軍事紛争
における攻撃的な作戦に対する米国の支援を終了
し、紛争の解決に向けた外交を強化するとの方針
や、サウジアラビアの防衛への支援を継続すると
の方針を示している。

新政権が発足し、国際協調を基軸とした対外政
策の方向性が示される中で、同盟国やパートナー
との協議を重視したうえで検討が進められる安全
保障政策の全般的な見直しの動向が注目される。
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また、バイデン政権が最優先と位置づける新型コ
ロナウイルス感染症対策や、同じく融和が必要と
位置づけている国内政治上の分断に対応していく
中で、これらに必要となる財政的・政治的な資源
が安全保障政策にどのような影響を与えるのかに
ついても注目される。

1　安全保障認識

トランプ前政権期の2017年12月に公表され
た国家安全保障戦略（N

National Security Strategy
SS）は、米国、同盟国及

びパートナーに対して競争をしかける主要な挑戦
者として、中国及びロシアという「修正主義勢
力」、イラン及び北朝鮮という「ならず者国家」、
ジハード主義テロリストをはじめとする「国境を
越えて脅威をもたらす組織体」、の3つを掲げた。

また、2018年1月に公表された国家防衛戦略
（N

National Defense Strategy
DS）は、米国の安全保障上の主要な懸念は、テ

ロではなく、中国及びロシアとの長期にわたる戦
略的競争であり、中国とロシアは、米国や同盟国
が築いた自由で開かれた国際秩序を害しており、
独自の権威主義モデルと合致する世界を形成しよ
うとしていることが一層明確化しているとした。

バイデン政権は、暫定指針において、感染症の
拡大や気候変動、大量破壊兵器の拡散などの世界
的な課題が深刻な脅威をもたらすとともに、世界
の力の分布が変化し、新たな脅威を生み出してい
る現実に対応する必要があるとの認識を示してい
る。この中で、中国とロシアの両国については、
米国の力を弱め、利益や同盟国を守るための米国
による取組を阻害することに精力を注いできたと
し、特に中国は急速に対外的な主張を強めてきて

いるとの認識を示している。これに関し、バイデ
ン大統領は、2021年2月の国防省における演説
において、中国がもたらす課題に対応する必要が
あるとの考えを強調しており、戦略や作戦構想、
戦力態勢などを検討するために国防省が立ち上げ
た中国タスクフォースについて言及している。ま
た、同政権は、暫定指針において、イランや北朝
鮮を地域的勢力と位置づけ、米国の同盟国やパー
トナーを脅かし、地域の安定に挑戦する一方で、
ゲームチェンジ技術を追求し続けていると評価し
ている。さらに、統治が脆弱な国や米国の利益を
阻害する能力を有する非国家主体からの課題にも
直面しているほか、テロリズムと暴力的過激主義
は依然として深刻な脅威であるとの見方を示して
いる。こうした認識を考慮すれば、米国は、トラ
ンプ前政権に引き続き、中国及びロシア、中でも
中国がもたらす脅威を優先的に対処すべき課題と
して位置づけるとともに、北朝鮮、イラン及び過
激派組織のほか、大量破壊兵器の生産・拡散・使
用がもたらす脅威にも対処する方針であると考え
られる。さらに、バイデン政権は、気候変動が安
全保障に及ぼす影響についても高い関心を示して
おり、同年4月にバイデン大統領が主催した気候
変動サミットにおいて、オースティン国防長官か
ら今後の安全保障政策には気候変動の観点が不可
欠であるとの発言があったことからも、今後、気
候変動問題を踏まえた安全保障政策が進められて
いくものと考えられる。

2　安全保障・国防戦略

トランプ前大統領が策定したNSSは、「米国第
一」や、国際政治では力が中心的な役割を果たす
という現実主義に基づくとしつつ、過去20年間、
米国が行ってきた関与や国際社会への取り込みに
よって、競争相手が無害な相手や信頼できるパー
トナーに変わるという想定に基づく政策を変える
必要があるとしている。そのうえで、NSSは、競
争的世界において、①米国民、本土及び米国の生
活様式の保護、②米国の繁栄の促進、③力を通じ
た平和の維持、④米国の影響力の推進、の4つの
死活的利益を守るとの戦略方針を掲げている。

2021年1月、就任演説を行うバイデン大統領【米国務省】
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また、米国の軍事力を再建し、最強の軍隊を堅
持するとともに、宇宙やサイバーを含む多くの分
野で能力を強化するほか、インド太平洋、欧州及
び中東において力の均衡が米国を利するものにな
るよう努めるとしている。さらに、同盟国やパー
トナーは米国の偉大な力であり、緊密な協力が必
要であるとしつつ、同盟国やパートナーに対し、
共通の脅威に立ち向かうために意志を示し、能力
面で貢献するよう求めている。なお、米国は、世
界の至る所で高まりつつある政治的、経済的及び
軍事的競争に対応するとする一方、唯一無二の軍
事力を保有し、同盟国及び米国が持つすべての力
の手段を完全に統合することで、有利な立場か
ら、競争相手と協力できる分野を模索していくと
している。

NSSを踏まえてマティス国防長官（当時）が策
定したNDSは、中国・ロシアとの長期にわたる
戦略的競争を、米国の安全保障と繁栄に及ぼす脅
威が増大する可能性から、国防省の主要な優先事
項と位置づけている。そのうえで、競争空間を拡
大するため、①決定的な攻撃力を有する戦力の構
築、②同盟の強化及び新たなパートナーの獲得、
③より大きな成果と予算活用のための国防省改
革、の3つに取り組む方針を掲げている。

このうち、①の戦力構築においては、戦争に備
えることを優先し、戦時において、1つの主要国
による侵攻を打ち破り、機に便乗した侵攻が他の
地域で生じることを抑止することを念頭に、機動
力、抗たん性及び即応性を有し、柔軟性がある戦
力態勢や運用方法を構築するほか、核戦力、宇
宙・サイバー空間、C
Command, Control, Communication, Computer, Intelligence Surveillance, Reconnaissance

4ISR、ミサイル防衛、先進
的な自律型システムなどにおける能力の近代化を
推進するとしている。また、侵略を抑止する決意
は示す一方、動的な戦力展開、軍事態勢及び作戦
は敵に予測不可能なものとする考えを示してい
る。また、②の同盟の強化においては、（ⅰ）相互
の尊重、責任、優先順位及び説明責任という基礎
を守ること、（ⅱ）地域的な協議メカニズム及び共
同計画の拡大、（ⅲ）相互運用性の深化、の3つを

3	 国家安全保障戦略（NSS）と国家防衛戦略（NDS）はともに、法律により一定期間での議会への提出が定められている。NSSは新たな大統領の就任から150
日以内に、NDSは、大統領選挙後に新たな国防長官を指名した場合においては、上院による指名承認後可能な限り速やかに議会に報告書を提出することが
合衆国法典第50編及び同第10編でそれぞれ定められている。

重視している。一方で、防衛能力の近代化への効
果的な投資を含め、相互に有益な集団安全保障に
対して同盟国及びパートナーが公平な分担に貢献
することを期待するとしている。

バイデン政権は、2021年3月、国家安全保障戦
略を策定している間の方向性を示すものとして、
暫定指針を発表した。本指針は、米国が今日の課
題に対して強い立場から対応できるように、その
永続的な優位性を更新する必要があるとしつつ、
それは米国の最も基礎的な優位性である民主主義
の再活性化から始めるとの考えを示している。よ
り具体的には、民主主義、経済、国防などの米国
の力の源泉を守り育てるとともに、敵対者を抑止
するための望ましい力の分布の促進に努め、安定
した開かれた国際システムを主導し維持していく
という形で今後の取組の方向性を示している。ま
た、米国単独の取組ではこうした目標を達成でき
ないため、世界中の同盟やパートナーシップを活
性化するとしており、同盟国と協力して公平に責
任を分担するとともに、同盟国が自国の優位性に
投資するよう促していくとの姿勢を示している。
軍事面では、米軍が世界で最高の訓練を受け、装
備を整えた軍隊であり続けることを確保すると
し、最先端の能力への資源を捻出するため、旧式
の兵器システムから重点を移行するとしている。
このほか、気候に対する抗たん性とクリーンエネ
ルギーに対する国防上の投資を優先事項とする考
えを示している。

バイデン政権は、暫定指針の発表後も国家安全
保障政策の全般的な見直しを進めており、同政権
下での新たな国家安全保障戦略及び国家防衛戦略
の内容が注目される3。

3　インド太平洋地域への関与

トランプ前政権においては、インド太平洋地域
を米国の最優先地域と位置づけ、同地域への米国
のコミットメントや地域におけるプレゼンスの強
化を通じ、同地域を重視する姿勢を示してきた。
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トランプ前大統領は、2017年11月に行ったア
ジア歴訪において、わが国が掲げる「自由で開か
れたインド太平洋」というビジョンに共鳴する形
で、法の支配の尊重、航行の自由などの原則の遵
守を重視する、自由で開かれたインド太平洋地域
を促進していくことを表明するとともに、地域に
おける同盟関係を強化することを強調した。

これに関連し、NSSは、中国がインド太平洋地
域から米国を追いやり、自身に有利に地域秩序を
変えようとしているとしつつ、米国の同地域への
アクセスを制限し、自らがより自由な手足を得る
ために計画した急速な軍事近代化の取組を進めて
いると強調した。

同様に、NDSは、中国が軍隊の近代化、浸透工
作及び略奪的経済を活用し、他国に強要する形で
インド太平洋地域を自国にとって好都合になるよ
う再構築し、覇権を築くことを目指していると指
摘した。

2019年6月に公表された米国防省のインド太
平洋戦略報告（I

Indo-Pacific Strategy Report
PSR）は、NSS及びNDSの戦略

方針を受け継ぎながら、この方針をインド太平洋
地域の特性に合わせて具体化している。まず、力
による平和の達成のためには、紛争初期からの勝
利に向けて準備された戦力が必要であるとして、
戦闘力の高い戦力をインド太平洋地域に配備する
とともに、高烈度の軍事能力を保有する敵に備え
た決定的な攻撃力などの整備に向けて優先的に投
資するとしている。次に同盟やパートナーによる
ネットワークは、抑止などのための戦力を増強す
るものとしたうえで、既存の同盟やパートナーと

の関係を強化しつつ、新たなパートナーとの関係
を拡大・深化するとしている。さらに、米国の同
盟とパートナーシップを、ルールに基づく国際秩
序を維持するためのネットワーク化された安全保
障構造に進化させるとの考えを示している。

中国の海洋進出をめぐる問題をめぐって、米国
防省は2020年7月、中国が南シナ海で軍事演習
を実施する決定をしたことに対して懸念を表明し
た後、およそ6年ぶりに2個空母打撃群を南シナ
海に展開して演習を実施するとともに、同月内に
2個空母打撃群を再び集結させて演習を実施した。
こうした中、ポンペオ国務長官は同月、中国によ
る南シナ海ほぼ全域の資源に関する主張及び資源
をコントロールするための活動は完全に不法であ
り、中国が一方的に自国の意思を押し付ける法的
根拠を有しないとの米国の立場を表明した。その
うえで、中国が、南シナ海及びその他の海域で「力
こそ正義」との考えを押し付けることを拒否する
とした。また、米政府が同年5月に公表した「中
国に対する米国の戦略アプローチ」において、世
界的な「航行の自由作戦」プログラムの一環とし
て、米国は中国の覇権主義的で過剰な主張に対抗
するとしたうえで、ポンペオ国務長官は同年8月、
国防省が東シナ海や南シナ海、台湾海峡において

「航行の自由作戦」を強化している旨指摘した。
インド太平洋地域におけるプレゼンス強化をめ

ぐる動きとして、米軍は、2017年1月に海兵隊仕
様のF-35B戦闘機を岩国基地に配備したほか、
2019年12月には、強襲揚陸艦「ワスプ」に代わ
り、F-35B戦闘機を含む艦載機の運用能力を強化
した強襲揚陸艦「アメリカ」を佐世保に配備する
とともに、ドック型輸送揚陸艦「ニューオリンズ」
を佐世保に追加配備している。また、グアムでは
2020年1月、MQ-4C「トライトン」無人海洋偵
察機が初展開している。米沿岸警備隊も2019年
1月から11月にかけて、巡視船を交代させながら
西太平洋地域に展開し、第7艦隊と行動をともに
しており、2020年10月には西太平洋地域に巡視
船を配備する方針が示された。さらに、陸軍は、
人間の認知面を含むすべての領域などにおいて作
戦を同時並行的に実施するマルチドメイン任務部
隊を地域に配備する予定としており、海兵隊は制

2020年7月、南シナ海で演習を行う	
ニミッツ及びロナルド・レーガン両空母打撃群【米海軍】
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海と海洋拒否の任務を重視した海兵沿岸連隊を創
設し地域に配備する考えを表明している。このほ
か、米軍は、2018年3月には、空母「カール・
ヴィンソン」を米空母として40年以上ぶりにベ
トナムに寄港させており、2020年3月にも空母

「セオドア・ルーズベルト」をベトナムに寄港さ
せている。

バイデン政権においては、2021年2月の米中
首脳電話会談において、バイデン大統領が「自由
で開かれたインド太平洋」の維持が優先事項であ
ると主張したことを公表しており、同ビジョンを
追求する米国の姿勢に変更がないことを明らかに
している。また、同年1月の米比外相電話会談後
に発表した会談の概要においても、米比同盟は

「自由で開かれたインド太平洋」のために重要で
あることを両外相間で確認しているほか、米国が
中国による南シナ海での国連海洋法条約によって
認められた範囲を超える海洋権益に関する過剰な
主張を拒否するとの姿勢を明らかにしている。こ
のような姿勢のもと、バイデン政権は同年2月以
降、「自由で開かれたインド太平洋」へのコミット
メントを示すとして、米海軍艦船による台湾海峡
の通過を複数回公表している。また、同月には、
南シナ海において「航行の自由作戦」を実施した
ことを公表した。この際、米国はインド太平洋地
域において多くの責務を担っており、国際法に
則った航行の権利と自由の擁護はその中の一つで
あるとし、今後も「航行の自由作戦」を継続する
との考えを明らかにしている。さらに同月、南シ
ナ海において2個空母打撃群が活動したことを公
表するとともに、同年4月にも同地域において米
空母打撃群と米水陸両用即応群が統合演習を実施
したことを公表し、この地域の同盟国などに、米
国が「自由で開かれたインド太平洋」の推進に尽
力していることを示し続けるとした。

米国は、以上のような地域に対する姿勢に基づ
き、「自由で開かれたインド太平洋」というビジョン
に基づく取組を引き続き進めていくと考えられる。

一方、北朝鮮をめぐっては、2018年6月に行わ
れた史上初の米朝首脳会談以降、米朝間で交渉が
行われたが、北朝鮮の大量破壊兵器・ミサイルの
廃棄に具体的な進展は見られない。同会談を受け、

米国防省は、米韓指揮所演習「フリーダム・ガー
ディアン」や米韓合同の定例飛行訓練「ヴィジラ
ント・エース」などを停止したほか、例年春に実
施されていた米韓合同演習「キー・リゾルブ」及
び「フォール・イーグル」を終結することを決定
した。こうした米韓演習の停止について、シャナ
ハン国防長官代行（当時）は、米韓の軍事活動の
緊密な連携が外交的取組を引き続き後押しすると
しつつ、米韓連合軍の連合防衛態勢を引き続き確
保するとともに、確固たる軍事的即応性を維持す
るとして、在韓米軍を維持する姿勢を明確にして
いた。

こうした状況の中、北朝鮮は2019年5月以降、
弾道ミサイルを計20発以上発射したほか、同年
12月には、米国の敵視政策が撤回されるまで戦
略兵器開発を続ける旨を発表した。

また、2021年1月には、金
キム・ジョンウン

正恩国務委員長が、
米国は「最大の主敵」である旨述べたうえ、米国
で誰が政権についても、米国の対北朝鮮政策は変
わらない旨述べる一方で、新たな米朝関係の樹立
の鍵は、米国が北朝鮮への敵視政策を撤回するこ
とであるなどと述べた旨発表した。

バイデン政権は、北朝鮮について、核・ミサイル
計画が継続されており、米国にとって喫緊の優先
事項であると位置づけるとともに、北朝鮮の非核
化に引き続き取り組むとの方針を明らかにしてい
る。バイデン政権は、北朝鮮政策の包括的な検討を
行うとの方針を示しており、現政権下で策定が進
められる新たな北朝鮮政策の内容が注目される。

2021年1月に成立した2021年度国防授権法
は、「太平洋抑止イニシアチブ」と名付けられた事
業の創設について規定している。同イニシアチブ
は、インド太平洋地域における米国の抑止力と防
衛態勢の強化、同盟国とパートナーへの安心の提
供及び地域における能力と即応性の強化を目的と
しており、今後の具体的な事業内容が注目される。

4節1項5（1）（米国との関係）p.72

4　国防分野におけるイノベーション

トランプ前政権は、国防省のイノベーション構
想は最優先課題の一つであると位置づけてきた。
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同政権のNSSは、伝統的な防衛産業基盤の外で
発展している核心的技術を活用すべきとの方針を
掲げているほか、NDSも、国防省は、修正主義国
家などに対し、イノベーションで勝る必要がある
としつつ、基層的な軍事的優位を獲得するための
民間技術の迅速な応用を含め、自律型人工知能や
機械学習の軍事への応用に幅広く投資するとして
いる。

バイデン政権は、2021年2月の国防省における
バイデン大統領の演説において、新興技術のもた
らす危険性と機会に対処し、サイバー空間におけ
る能力を強化し、深海から宇宙に至るまでの新時
代の競争を主導するとして、国防政策における技
術の重要性を強調している。また、中国との戦略
的競争においても、イノベーションを含む技術的
競争が中心的な課題の一つになるとの認識を示し
ており、本分野における今後の取組が注目される。

5　核・ミサイル防衛政策

トランプ前政権期の2018年2月に公表された
「核態勢の見直し」（N

Nuclear Posture Review
PR）は、核の役割や規模を

低減させる米国の取組に他国も続くと期待した
が、中国及びロシアによる核戦力増強、北朝鮮に
よる核・ミサイル開発の進展など、前回のNPR
が公表された2010年以降、安全保障環境は急速
に悪化し、これまでにない脅威や不確実性がもた
らされていると指摘した。そのうえで、米国の核
兵器の役割として、①核・非核攻撃の抑止、②同
盟国及びパートナーに対する保証、③抑止が失敗
した場合における米国の目標達成、④将来の不確
実性に対するヘッジ、を掲げている。

また、米国、同盟国などの死活的な利益を守る
べき極限の状況においてのみ核兵器の使用を検討
するとしつつ、極限の状況には、米国及び同盟国
に対する重大な非核戦略攻撃を含み得ることを明
確にするとともに、先制不使用政策は採用せず、
核で対応する可能性がある状況への曖昧性を保持

4	 核の3本柱は、「ICBMミニットマンⅢ」、「SLBMトライデントⅡD5搭載の戦略原子力潜水艦（SSBN）」及び「戦略爆撃機B-52及びB-2」からなる。
5	 ルード国防次官（当時）は2020年2月、米海軍がSLBMに搭載するための低出力化核弾頭W76-2を既に配備していることを公表した。この補完的能力に

より、ロシアのような潜在的敵対者に対して、限定的な核兵器の使用には優位性がないことを示すとしている。
6	 エスパー国防長官（当時）は2019年8月、新たに開発する地上発射型の巡航及び弾道ミサイルについて、実際の保有までに数年間を要することになる旨述

べている。

する政策を維持する考えを示している。さらに、
様々な敵対者、脅威、状況に対応して効果的に抑
止を行うため、個別に対応したアプローチを適用
するとともに、核の近代化や新たな核能力の開
発・配備を通じ、核能力の柔軟性及び多様性を高
めることにより抑止力の実効性を確保する方針を
掲げている。具体的には核の3本柱4を維持しつつ
換装するほか、新たな核能力として、短期的には
既存の潜水艦発射弾道ミサイル（S

Submarine-Launched Ballistic Missile
LBM）の一部

の弾頭を改修して低出力化する5とともに、長期
的には既存技術を活用して核搭載の海洋発射巡航
ミサイル（S

Sea-Launched Cruise Missile
LCM）を追求するほか、老朽化した

核・ 非 核 両 用 戦 術 航 空 機（D
Dual-Capable Aircraft

CA）に 代 わ り、
F-35Aに核能力を組み入れていくとしている。ま
た、同盟国に対する拡大抑止にコミットし、必要
であれば、北東アジアなど、欧州以外の地域に
DCAと核兵器を前方展開する能力を維持する姿
勢を示している。

なお、トランプ前政権は、ロシアとの間で締結
している中距離核戦力（I

Intermediate-Range Nuclear Forces
NF）全廃条約について、

ロシアが条約を遵守していないとして、2019年
8月2日に脱退した。

また、エスパー国防長官（当時）は同日、これま
で同条約で発射試験や生産・保有が規制されてい
た中距離射程を有する通常弾頭搭載地上発射型巡
航・弾道ミサイルの開発を追求する旨を公表し
た。米国は同月に500km以上の飛距離を持つ通
常弾頭仕様の地上発射型巡航ミサイルの発射実験
を、同年12月に同様の仕様の地上発射型弾道ミ
サイルのプロトタイプの発射実験をそれぞれ実施
した6。トランプ前大統領は、同条約の枠外で中距
離ミサイル戦力を強化してきた中国を含めた軍備
管理の必要性にも言及していた。

バイデン政権は、暫定指針において、戦略的抑
止が安全かつ効果的であり続けることや、同盟国
に対する拡大抑止が強固で信頼性のあるものであ
り続けることを確保しつつ、国家安全保障戦略に
おける核兵器の役割を低減させるための措置を講
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じる旨示している。また、費用のかさむ軍拡競争
を回避し、可能であれば新たな軍備管理の枠組み
を追求するとしているほか、戦略的安定性にかか
わる様々な新興軍事技術開発について、ロシア及
び中国と建設的に協議するとの意向を表明してい
る。同政権は2021年2月、ロシアとの合意によ
り、新戦略兵器削減条約（新S

Strategic Arms Reduction Treaty
TART）の期限を

2026年2月5日まで5年間延長している。今回の
新START条約の期限延長は、暫定指針で示され
たような同政権の考えを踏まえたものとみられ、
同政権は、今回の延長について、21世紀の安全保
障課題の解決に向けて取り組む端緒に過ぎないと
して、延期された5年間を用いて、核兵器を管理
する枠組みの更なる強化を目指す考えを明らかに
している。まず、核の3本柱にかかる発射機や配
備ミサイル・爆撃機、配備核弾頭を対象とする新
START条約に対して、議会や同盟国などとの協
議のうえで、全ての核兵器を対象とする軍備管理
の枠組みをロシアとの間で追求するとしている。
また、中国の近代的かつ増強中の核兵器からの危
険を減少させるための軍備管理の枠組みも追求す
るとの考えを示している。

5節3項1（核戦力）p.81

一方、トランプ前政権期の2019年1月に公表
された「ミサイル防衛見直し」（M

Missile Defense Review
DR）は、北朝鮮

が引き続き米国に深刻な脅威をもたらしており、
核ミサイルで米本土を脅かす能力や、太平洋上の
米領土、駐留米軍、同盟国を攻撃する能力を持っ
ているとした。また、ロシアと中国は、既存のミ
サイル防衛システムに挑む先進的な巡航ミサイル
や極超音速ミサイルを開発していると指摘した。
そのうえで、MDRは、①「ならず者国家」による
ミサイル脅威の先を行くこと、②海外展開米軍を
防衛し、同盟国などの安全を支えること、③新た
な概念・技術を追求すること、がミサイル防衛を
支える原則と位置づけている。また、ミサイル防
衛戦略の要素として、①包括的な防衛能力、②柔
軟性・適応性、③攻撃・防御の統合と相互運用性
の強化、④宇宙領域の重要性、を掲げたうえで、
MDRは、①抑止、②積極的・消極的ミサイル防
衛、③攻撃作戦、を組み合わせた統合化アプロー
チを採用する方針を示した。

このような方針のもと、本土防衛では、地上配
備型迎撃ミサイル20基の2023年までの追加配
備、各種レーダーの改良・配備、SM-3ブロック
ⅡAを使用したI

Intercontinental Ballistic Missile
CBM対処の追求などを通じ、ミ

サイル防衛能力の拡充・近代化への投資を拡大す
る計画を掲げている。一方、地域防衛においては、
T
Terminal High Altitude Area Defense

HAAD、イージス・システム及びペトリオット
の各迎撃ミサイルの追加調達、BMD対応イージ
ス艦の増強、SM-3ブロックⅡAのイージス・ア
ショアへの搭載などを進めるとしている。また、
新 た な 技 術 の 追 求 で は、極 超 音 速 滑 空 兵 器

（H
Hypersonic Glide Vehicle

GV）などへの対処も見据え、宇宙配備セン
サー、ブースト段階における迎撃を実現するため
の、①指向性エネルギー兵器、②宇宙配備迎撃シ
ステム、③F-35戦闘機搭載の迎撃ミサイル、の研
究・開発に取り組むほか、ICBMの複数の弾頭や
デコイなどへの対処能力を向上させるため、多目
標迎撃体（M

Multi-Object Kill Vehicle
OKV）に取り組む方針を打ち出して

いる。さらに、同盟国などとの協働では、相互運
用性の深化、負担共有の拡大、米国との相互運用
が可能なミサイル防衛能力への同盟国による投資
促進などに焦点を当てる姿勢を示している。

バイデン政権においては、ミサイル防衛に関す
る政策を示すような戦略文書はこれまでのところ
発表されていないが、2021年3月、インド太平洋
軍司令官が議会の公聴会において、グアムへの
イージス・アショア配備の重要性を訴えるなど、
引き続き重要な政策分野であるとみられ、同政権
による今後の取組が注目される。

6　22会計年度予算

バイデン政権は、2021年5月に2022会計年度
予算要求を発表し、国防省予算要求額は、前年度
成立比約1.6％増となる7,150億ドルを計上した。
本予算について、国防省は、①新型コロナウイル
ス感染症の克服、②刻々と深刻化する中国の脅威
への対応、③ロシア、イラン、北朝鮮などの脅威
への対応、④極超音速兵器やAIなどの技術革新
及び近代化、⑤気候変動への対処を重視すると
し、暫定指針で示した戦略的な方向性を反映させ
る内容としている。
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また、インド太平洋地域における敵対行為の抑
止に必要となる通常戦力の優位性を維持するた
め、太平洋抑止イニシアチブに51億ドルを要求
し、さらに、核の近代化や長射程ミサイルの開発・
配備に重点を置くとともに、先進科学技術の研究

7	 配備済みのICBM及び潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM：Submarine-Launched	Ballistic	Missile）に搭載した弾頭並びに配備済みの重爆撃機に搭載した核
弾頭（配備済みの重爆撃機は1つの核弾頭としてカウント）

8	 2021年3月1日現在の数値であるとしている。

開発に過去最大の1,120億ドルを要求している。
兵力規模では、前年度比約4,600人減となる134
万6,400人の確保、装備品の調達では、F-35戦闘
機85機（同96機）の調達などの目標が示された。

図表Ⅰ-2-1-1（米国の国防費の推移）

2 	軍事態勢	軍事態勢

1　全般

米軍の運用は、軍種ごとではなく、軍種横断的
に 編 成 さ れ た 統 合 軍（Unified Combatant 
Command）の指揮のもとで行われており、統合
軍は、機能によって編成された4つの機能統合軍
と、地域によって編成された7つの地域統合軍か
ら構成されている。

陸上戦力は、陸軍約48万人、海兵隊約18万人
を擁し、ドイツ、韓国、日本などに戦力を前方展
開している。

海上戦力は、艦艇約970隻（うち潜水艦約70
隻）約730万トンを擁し、西太平洋及びインド洋
に第7艦隊、東太平洋に第3艦隊、南米及びカリ
ブ海に第4艦隊、米東海岸、北大西洋及び北極海
に第2艦隊、東大西洋、地中海及びアフリカに第
6艦隊、ペルシャ湾、紅海及び北西インド洋に第5
艦隊を展開している。

航空戦力は、空軍、海軍と海兵隊を合わせて作

戦機約3,530機を擁し、空母艦載機を洋上に展開
するほか、ドイツ、英国、日本や韓国などに戦術
航空戦力の一部を前方展開している。

核戦力を含む戦略攻撃兵器については、オバマ
前政権において米国は2011年2月に発効した新
戦略兵器削減条約に基づく削減を進め、配備戦略
弾頭7 は1,357発、配備運搬手段は651基・機で
あると公表した8。米国はさらに、核兵器への依存
を低減させるための新たな能力の一つとして、「通
常兵器による迅速なグローバル打撃」（C

Conventional Prompt Global Strike
PGS）構

想を研究している。
また、サイバー空間での脅威の増大に対処する

ため、2018年5月、戦略軍の隷下にあったサイ
バー軍を、統合軍に格上げした。

さらに、米国は2019年8月、地域別統合軍と
して宇宙コマンドを創設するとともに、同年12
月には6番目の軍種として空軍省内に宇宙軍を創
設している。

図表Ⅰ-2-1-2（統合軍の構成）

 参照

 参照

図表Ⅰ-2-1-1 米国の国防費の推移

（％）（億ドル）

（注）　1　Historical Tables（Outlays）による狭義の支出額
2　2021年度の数値は推定額

（年度）
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2　	インド太平洋地域における現在の
軍事態勢

太平洋国家である米国は、インド太平洋地域に
陸・海・空軍と海兵隊の統合軍であるインド太平
洋軍を配置し、この地域の平和と安定のために、
引き続き重要な役割を果たしている。インド太平
洋軍は、最も広い地域を担当する地域統合軍であ
り、隷下には、統合部隊である在韓米軍や在日米
軍などが存在している。

インド太平洋軍は、太平洋陸軍、太平洋艦隊、太
平洋海兵隊、太平洋空軍などから構成されており、
それらの司令部は全てハワイに置かれている。

太平洋陸軍は、ハワイの第25歩兵師団、在韓米
軍の陸軍構成部隊である韓国の第8軍、また、ア

9	 本項で用いられている米軍の兵力数は、米国防省公刊資料（2020年12月31日現在）による現役実員数であり、部隊運用状況に応じて変動しうる。
10	 ブレイスウェイト海軍長官は2020年12月、上院の公聴会において、インド太平洋地域における態勢を向上させるため、インドと南アジア地域を責任海域

とする「第1艦隊」を編成すると発言した。同長官は、同艦隊について、太平洋艦隊に属し、現在の第7艦隊の責任地域を分割して担当すると説明している。
11	 脚注9参照

ラスカ陸軍などを隷下に置くほか、日本に第1軍
団の前方司令部・在日米陸軍司令部など約2,500
人を配置している9。

太平洋艦隊は、西太平洋とインド洋などを担当
する第7艦隊、東太平洋やベーリング海などを担
当する第3艦隊などを有し、艦艇約200隻を擁し
ている10。このうち第7艦隊は、1個空母打撃群を
中心に構成されており、日本、グアムを主要拠点
として、領土、国民、シーレーン、同盟国その他米
国の重要な国益を防衛することなどを任務とし、
空母、水陸両用戦艦艇やイージス巡洋艦などを配
備している。

太平洋海兵隊は、米本土と日本にそれぞれ1個
海兵機動展開部隊を配置している。このうち、日
本には第3海兵師団とF-35B戦闘機などを装備
する第1海兵航空団約2万1,000人が展開してい
るほか、重装備などを積載した事前集積船が西太
平洋に配備されている11。

太平洋空軍は3個空軍を有し、このうち、日本
の第5空軍に3個航空団（F-16戦闘機、C-130輸
送機などを装備）を、韓国の第7空軍に2個航空
団（F-16戦闘機などを装備）を配備している。

図表Ⅰ-2-1-3（米軍の配備状況）
図表Ⅰ-2-1-4（インド太平洋地域への関与（イメー
ジ））

 参照

図表Ⅰ-2-1-2 統合軍の構成

大統領

国防長官

統合参謀本部議長

アフリカ軍

戦略軍 輸送軍特殊作戦軍 サイバー軍

中央軍 欧州軍 北方軍 南方軍 宇宙コマンドインド太平洋軍

：機能別統合軍
：地域別統合軍
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図表Ⅰ-2-1-4 インド太平洋地域への関与（イメージ）

・2017年6月、マティス国防長官（当時）は、海軍艦艇の60％、
陸軍の55％、艦隊海兵軍の約3分の2を太平洋軍（当時）の
責任地域に配備しているほか、海外の戦術航空アセットの
60％を同地域に配備する旨発言。18年5月、「インド太平洋
軍」へ改称

・2021年1月、2021年度国防授権法において、インド太平洋
地域における米国の抑止力の強化等を目的とする「太平洋
抑止イニシアチブ」を発表

【シンガポール】
・沿岸域戦闘艦（LCS）のロー
テーション展開

・P-8のローテーション展開

【インド】
・アパッチ攻撃ヘリ、C-17輸送機などを
供与

【ベトナム】
・空母がダナン港に寄港
（ベトナム戦争終結後初）
・海軍艦艇がカムラン港に
寄港

【フィリピン】
・対テロ用装備品の比軍への提供
・共同演習（バリカタン）で上陸訓練の実施

【台湾】
・武器売却を決定
・米艦艇による台湾海峡通過
・2018年国防授権法において、①武器調達支
援、②艦艇の台湾寄港検討、③台湾の演習への
参加、④高官交流などを促す条項あり

【グアム】
・無人海洋偵察機の展開

【日本】
・MV-22オスプレイ、F-35Bの配備
・BMD対応型イージス艦の追加配備
・ドック型輸送揚陸艦の追加配備
・F-35Bを搭載可能な強襲揚陸艦「アメリカ」を配備

【韓国】
・THAADの配備

【オーストラリア】
・海兵隊のローテーション展開
・米空軍航空機のローテーション展開を増加

図表Ⅰ-2-1-3 米軍の配備状況

アフリカ軍

中央軍

欧州軍

北方軍

南方軍

インド太平洋軍

 陸軍 ： 約2.6万人
 海軍 ： 約0.7万人
 空軍 ： 約3.0万人
 海兵隊 ： 約0.1万人
 総計 ： 約6.4万人

（1987年総計約35.4万人）

ヨーロッパ正面

 陸軍 ： 約47.8万人
 海軍 ： 約34.2万人
 空軍 ： 約33.0万人
 海兵隊 ： 約18.1万人
 総計 ： 約133.1万人

（1987年総計約217万人）

米軍の総兵力

陸軍 ： 約3.5万人
海軍 ： 約3.8万人
空軍 ： 約2.9万人
海兵隊 ： 約2.8万人
 総計 ： 約12.9万人

（1987年総計約18.4万人）

アジア太平洋正面

（注）　１　資料は、米国防省公刊資料（2020年12月31日）などによる。
　　　２　アジア太平洋正面の配備兵力数には、ハワイ・グアムへの配備兵力を含む。
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中国第2節

1 	全般	全般
中国は長い国境線と海岸線に囲まれた広大な国

土に世界最大の人口を擁し、国内に多くの異なる
民族、宗教、言語を抱えている。固有の文化、文明
を形成してきた中国特有の歴史に対する誇りと
19世紀以降の半植民地化の経験は、中国国民の
国力強化への強い願いとナショナリズムを生んで
いる。

中国国内には、人権問題を含む様々な問題が存
在している。共産党幹部などの腐敗・汚職の蔓延
や、都市部と農村部、沿岸部と内陸部の間の経済
格差のほか、都市内部における格差、環境汚染な
どの問題も顕在化している。さらに、最近では経
済の成長が鈍化傾向にあるほか、将来的には、人
口構成の急速な高齢化に伴う年金などの社会保障
制度の問題も予想されており、このような政権運
営を不安定化させかねない要因は拡大・多様化の
傾向にある。さらに、チベット自治区や新

しん
疆
きょう

ウイ
グル自治区などの少数民族に対する人権侵害に関
する抗議活動や分離・独立を目的とした活動も行
われている。新疆ウイグル自治区の人権状況につ
いては、国際社会からの関心が高まっている。ま
た、2019年以降の一連の大規模な抗議活動の発
生を受け、2020年6月には、「中華人民共和国香
港特別行政区国家安全維持法」が成立・施行され、
翌7月1日の香港特別行政区成立記念日には、同
法違反による逮捕者が出るなど、施策に対する民
衆の懸念が広がっている。このような状況のもと、
中国は社会の管理を強化しているが、インター
ネットをはじめとする情報通信分野の発展は、民
衆の行動の統制を困難にする側面も指摘されてい
る一方、近年急速に発達する情報通信分野の技術
が社会の管理手段として利用される側面も指摘さ
れている。2014年以降、対外的な脅威以外にも、
文化や社会なども安全保障の領域に含めるという

「総体的国家安全観」に基づき、中国は、国内防諜

体制を強化するための「反スパイ法」（2014年11
月）、新たな「国家安全法」（2015年7月）、国家統
制の強化を図る「反テロリズム法」（2016年1月）、
海外NGOの取り締まりを強化する「域外NGO
域内活動管理法」（2017年1月）や「国家情報法」

（2017年6月）などを制定してきている。
「反腐敗」の動きは、習

しゅう・きんぺい
近平指導部発足以後、

「虎もハエも叩く」という方針のもと大物幹部も
下級官僚も対象に推進され、党・軍の最高指導部
経験者も含め「腐敗」が厳しく摘発されている。
習総書記が「腐敗は我々の党が直面する最大の脅
威である」としていることからも、「反腐敗」の動
きは今後も継続するとみられる。

こうした活動などを通じて、習総書記の中国共
産党における権力基盤をより一層強固なものにす
る姿勢が近年強まっている。例えば、2017年10
月に開催された中国共産党第19回全国代表大会

（第19回党大会）において、習総書記の名前を冠
した政治理念である「思想」を行動指針として党
規約に盛り込むことが決定されたが、現役指導者
の名を冠した行動指針が明記されたことは、毛沢
東国家主席（当時）以来である。さらに、2018年
3月に開催された第13期全国人民代表大会第1
回会議においては、国家主席などの任期撤廃を含
む憲法改正案が採択され、習氏の国家主席として
の権力もより強化されているものと考えられる。
こうした中で、「世界一流の軍隊」を目指す「強軍
思想」が提起され、2017年第19回党大会で党規
約に「習近平の強軍思想」が明記され、人民解放
軍を指導する思想となった。強軍思想とは、習氏
が進める国防・軍改革の理論的な柱であり、党の
軍隊に対する絶対的な指導、軍事能力の強化によ
る強軍改革、軍民融合を最重要視、科学技術によ
る軍の振興、法に基づく軍の統治といった内容を
含むものである。
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2 	軍事	軍事

1 中国は2013年11月23日、尖閣諸島をあたかも「中国の領土」であるかのような形で含む「東シナ海防空識別区」を設定した。対象空域を飛行する航空機
に対し中国国防部の定める規則を強制し、従わない場合は中国軍による「防御的緊急措置」をとるとするなど上空飛行の自由の原則を不当に侵害するもので
ある。東シナ海における現状を一方的に変更するこのような動きに対し、わが国のほか、米国、韓国、オーストラリア及び欧州連合（EU：European 
Union）も懸念を表明した。

1　全般

中国は、過去30年以上にわたり、透明性を欠い
たまま、継続的に高い水準で国防費を増加させ、
核・ミサイル戦力や海上・航空戦力を中心に、軍
事力の質・量を広範かつ急速に強化している。そ
の際、軍全体の作戦遂行能力を向上させるため、
また、全般的な能力において優勢にある敵の戦力
発揮を効果的に阻害する非対称的な能力を獲得す
るため、情報優越を確実に獲得するための作戦遂
行能力の強化も重視している。具体的には、敵の
通信ネットワークの混乱などを可能とするサイ
バー領域や、敵のレーダーなどを無効化して戦力
発揮を妨げることなどを可能とする電磁波領域に
おける能力を急速に発展させるとともに、敵の宇
宙利用を制限することなどを可能とする能力の強
化も継続するなど、新たな領域における優勢の確
保を重視してきている。このような能力の強化は、
いわゆる「A2／AD」能力の強化や、より遠方で
の作戦遂行能力の構築につながるものである。さ
らに、軍改革などを通じた軍の近代化により、実
戦的な統合作戦遂行能力の向上も重視している。
加えて、技術開発などの様々な分野において軍隊
資源と民間資源の双方向での結合を目指す軍民融
合政策を全面的に推進しつつ、軍事利用が可能な
先端技術の開発・獲得にも積極的に取り組んでい
る。中国が開発・獲得を目指す先端技術には、将
来の戦闘様相を一変させる技術、いわゆるゲー

ム・チェンジャー技術も含まれる。
また、2019年7月に公表された国防白書「新時

代における中国の国防」においては、世界の軍事
動向について「インテリジェント化（智能化）戦
争が初めて姿を現している」としており、中国軍
による人工知能（AI）の活用などに関する取組が
注目される。

作戦遂行能力の強化に加え、中国は、既存の国
際秩序とは相容れない独自の主張に基づき、東シ
ナ海をはじめとする海空域において、力を背景と
した一方的な現状変更を試みるとともに軍事活動
を拡大・活発化させている。特に海洋における利
害が対立する問題をめぐっては、高圧的とも言え
る対応を継続させており、その中には不測の事態
を招きかねない危険な行為もみられる。加えて、
力を背景とした現状変更の既成事実化を着実に進
めるなど、自らの一方的な主張を妥協なく実現し
ようとする姿勢も示している。

中国軍指導部がわが国固有の領土である尖閣諸
島に対する「闘争」の実施、「東シナ海防空識別
区」1 の設定や、海・空軍による「常態的な巡航」
などを軍の活動の成果として誇示し、今後とも軍
の作戦遂行能力の向上に努める旨強調しているこ
とや、近年実際に中国軍が東シナ海や太平洋、日
本海といったわが国周辺などでの活動を急速に拡
大・活発化させてきたことを踏まえれば、これま
での活動の定例化を企図しているのみならず質・
量ともにさらなる活動の拡大・活発化を推進する

いわゆる「アクセス（接近）
阻止／エリア（領域）拒否」

（「A2／AD」）能力 とは

KEY	WORD

米国によって示された概念で、アクセス（接近）阻止（A2）能
力とは、主に長距離能力により、敵対者がある作戦領域に入
ることを阻止するための能力を指す。また、エリア（領域）拒
否（AD）能力とは、より短射程の能力により、作戦領域内で
の敵対者の行動の自由を制限するための能力を指す。

軍民融合 とは

軍民融合は中国が近年国家戦略として推進する取組であり、
緊急事態を念頭に置いた従来の国防動員体制の整備に加え、
緊急事態に限られない平素からの民間資源の軍事利用や、軍
事技術の民間転用などを推進するものとされている。特に、
海洋、宇宙、サイバー、人工知能（AI）といった中国にとって
の「新興領域」とされる分野における取組が軍民融合の重点
分野とされている。

KEY	WORD
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可能性が高い。こうした中国の軍事動向などは、
国防政策や軍事に関する不透明性とあいまって、
わが国を含む地域と国際社会の安全保障上の強い
懸念となっており、今後も強い関心を持って注視
していく必要がある。

2　国防政策

中国は、国防政策の目標及び軍隊の使命・任務
を、中国共産党の指導、中国の特色ある社会主義
制度及び中国の社会主義近代化を支えること、国
家の主権・統一・安全を守ること、海洋・海外に
おける国家の利益を守り、国家の持続可能な「平
和的発展」を支えること、国際的地位にふさわし
い、国家の安全保障と発展の利益に応じた強固な
国防と強大な軍隊を建設すること、そして中華民
族の偉大なる復興という「中国の夢」を実現する
ために強固な保障を提供することなどであるとし
ている。なお、中国は、このような自国の国防政
策を「防御的」であるとしている2。

中国は国防と軍隊の建設に際し、政治による軍
建設、改革による軍強化、科学技術による軍振興、
法に基づく軍統治を堅持するとともに、「戦える、
勝てる」実戦的能力の追求、軍民融合の一層の重
視、機械化・情報化の融合発展の推進、軍事の智
能化発展の加速により、「中国の特色ある近代軍事
力の体系」を構築するとの方針を掲げている。こ
れは、世界の軍事発展の動向に対応し、情報化局
地戦に勝利するとの軍事戦略に基づいて、軍事力
の情報化を主眼としていた方針が深化したものと
考えられる。こうした中国の軍事力強化は、台湾問
題への対処、具体的には台湾の独立及び外国軍隊
による台湾の独立支援を抑止・阻止する能力の向
上が最優先の課題として念頭に置かれ、これに加
えて近年では、拡大する海外権益の保護などのた
め、より遠方の海域での作戦遂行能力の向上も課
題として念頭に置かれているものと考えられる。

また、中国は、軍事や戦争に関して、物理的手
段のみならず、非物理的手段も重視しているとみ
られ、「三戦」と呼ばれる「輿

よ
論
ろん

戦」、「心理戦」及

2 国防白書「新時代における中国の国防」（2019年7月）による。

び「法律戦」を軍の政治工作の項目としているほ
か、軍事闘争を政治、外交、経済、文化、法律など
の分野の闘争と密接に呼応させるとの方針も掲げ
ている。

国防と軍隊の建設の今後の目標について、中国
は、第19回党大会（2017年10月）の習総書記の
報告や2019年に公表された国防白書において、
①2020年までに機械化を基本的に実現し、情報
化を大きく進展させ、戦略能力を大きく向上させ
る、②2035年までに国防と軍隊の近代化を基本
的に実現する、③21世紀中葉までに中国軍を世界
一流の軍隊に全面的に築き上げるよう努めるとし
ている。これらは、従来掲げていた「21世紀中葉
に国防と軍隊の近代化の目標を基本的に実現す
る」という「三段階発展戦略」の第三段階の目標時
期を15年前倒ししたものとされているが、この前
倒しは、軍近代化に関し、中国自らの想定以上の
発展がみられたことを踏まえた決定と考えられる。
また、2020年10月に開催された中国共産党第19
期中央委員会第5回全体会議（五中全会）では、
2027年に建軍100年の奮闘目標の実現を確保す
るとした。これは、前述の第一段階の目標をおお
むね達成し、2035年を達成期限とする第二段階
の目標までの中間目標として新たに設定された可
能性がある。一方で、中国は、軍近代化の水準と
国家の安全保障に必要な水準との間、中国軍と世
界の先進的な軍の水準との間には未だ大きな格差
があるとの認識を示している。このような認識の

2020年10月の中国共産党第19期中央委員会第5回全体会議に臨む 
習近平総書記【中国通信／時事通信フォト】
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もとで、国力の向上に加え、習総書記の中国共産
党における権力基盤の強化や中央軍事委員会3主
席としての権力のより一層の掌握を背景に、軍近
代化の動きは今後さらに加速する可能性がある。

3　国防政策や軍事に関する透明性

中国は、従来から、軍事力強化の具体的な将来
像を明確にしておらず、軍事や安全保障に関する
意思決定プロセスの透明性も十分確保されていな
い。また、具体的な装備の保有状況、調達目標及
び調達実績、主要な部隊の編成や配置、軍の主要
な運用や訓練実績、国防費の内訳などについて十
分に明らかにしていない。

また、中国軍の活動について、当局が事実と異
なる説明を行う事例や事実を認めない事例も確認
されており、中国の軍事に関する意思決定や行動
に懸念を生じさせている。例えば、2018年1月に
は、中国海軍潜水艦によるわが国尖閣諸島周辺の
接続水域内の潜没航行が確認されたが、中国はそ
の事実を認めていない。

同様に、中国の軍事に関する意思決定や行動に
懸念を生じさせるような説明は、中国が一方的な
現状変更とその既成事実化を進める南シナ海に関
してもみられる。習国家主席は2015年9月、米
中首脳会談後の会見で、南シナ海で「軍事化を追
求する意図はない」と述べていたが、その後
2016年2月、王

おう・き
毅外交部長は、南シナ海における

施設は中国が国際法に基づき「必要な防衛施設」
を整備しているものと説明した。さらに、2017
年には、公式メディアにおいて、中国は「必要な
軍事防衛を強化」するために南シナ海の島・岩礁
の面積を合理的に拡大したとの主張もみられた。

中国は1998年以降、ほぼ2年ごとに国防白書
を公表してきている。直近では2019年7月に、
約4年ぶりとなる「新時代における中国の国防」
と題する国防白書が公表された。なお、2013年
及び2015年に公表された国防白書は、特定の

3 中国軍の指導・指揮機関。形式上は中国共産党と国家の二つの中央軍事委員会があるが、党と国家の中央軍事委員会の構成メンバーは基本的には同一であり、
いずれも実質的には中国共産党が軍事力を掌握するための機関とみなされている。

4 中国の公表国防予算は2007中国会計年度に日本の防衛関係費を上回り、2021中国会計年度においては日本の約4倍となっている（各年度の為替レートで
機械的に換算）。なお、日本の防衛関係費は、約20年間ほぼ横ばいで推移している（30年間では約1.2倍）。

テーマが記述されたのみで、全体の記述量も減少
したが、2019年に公表された国防白書は、再び
中国の国防政策全般を扱う総合型白書として発行
された。

中国は、政治面、経済面に加え、軍事面におい
ても国際社会で大きな影響力を有するに至ってい
る。中国に対する懸念を払拭するためにも、中国
が国際社会の責任ある国家として、国防政策や軍
事に関する透明性を向上させていくことととも
に、自らの活動に関して事実に即した説明を行
い、国際的な規範を共有・遵守することがますま
す重要になってくる。今後、具体的かつ正確な情
報開示などを通じて透明性を高めていくことが強
く望まれる。

4　国防費

中国は、2021年度の国防予算を約1兆3,553
億元（1元＝15円で機械的に換算すると、日本円
で約20兆3,301億円）と発表した4。これを前年
度の当初予算額と比較すると約6.8％（約873億
元）の伸びとなる。中国の公表国防予算は、1989
年度から2015年度までほぼ毎年二桁の伸び率を
記録する速いペースで増加してきており、公表国
防予算の名目上の規模は、1991年度から30年間
で約42倍、2011年度から10年間で約2.3倍と
なっている。中国は、国防建設を経済建設と並ぶ
重要課題と位置づけており、経済の発展に合わせ
て、国防力の向上のための資源投入を継続してき
たと考えられるが、公表国防予算増加率が経済成
長率（国内総生産（GDP）増加率）を上回る年も
少なくない。中国経済の成長の鈍化が、今後の国
防費にどのような影響を及ぼすか注目される。

また、中国が国防費として公表している額は、
実際に軍事目的に支出している額の一部にすぎな
いとみられる。例えば、外国からの装備購入費や
研究開発費などは公表国防費に含まれていないと
みられ、米国防省の分析によれば、2019年の中
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国の実際の国防支出は公表国防予算よりも260
億ドル以上多いとされる5。

国防費の内訳については、過去の国防白書にお
いて2007年度、2009年度及び2010～2017年
度の公表国防費に限り、人員生活費、訓練維持費
及び装備費それぞれの内訳（2007年度及び2009
年度の国防費については、さらに現役部隊、予備
役部隊及び民兵別）が明らかにされたものの、そ
れ以上の詳細は明らかにされていない。

図表Ⅰ-2-2-1（中国の公表国防予算の推移）

5　軍事態勢

中国の武装力は、人民解放軍、人民武装警察部
隊（武警）と民兵から構成され、中央軍事委員会
の指導及び指揮を受けるものとされている。人民
解放軍は、陸・海・空軍、ロケット軍、戦略支援
部隊、聯

れん
勤
きん

保障部隊などからなり、中国共産党が
創建、指導する人民軍隊とされている。

なお、武警は主にパトロール、突発事態対処、
対テロ、海上における権益擁護・法執行、緊急救
援、防衛作戦などに従事するものとされ、兵は平
時においては経済建設などに従事しつつ、有事に

5 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

は戦時後方支援任務を負うものとされる。

（1）軍改革
中国は、近年、建国以来最大規模とも評される

軍改革に取り組んできたとされる。2015年11月、
習主席は軍改革の具体的方向性について初めて公
式の立場を表明し、軍改革を2020年までに推進
する旨発表した。

2016年末までに、「首から上」と呼ばれる軍中
央レベルの改革は概成したとされる。具体的には、
従来の「七大軍区」が廃止され、作戦指揮を主導
的に担当する「五大戦区」、すなわち東部、南部、
西部、北部及び中部戦区が新編された。また、海
軍・空軍指導機構と同格の陸軍指導機構、ロケッ
ト軍、戦略支援部隊、聯勤保障部隊も成立した。
さらに、中国軍全体の指導機構が、統合参謀部、
政治工作部、後勤保障部、装備発展部など、中央
軍事委員会隷下の15の職能部門へと改編された。
2017年以降、「首から下」と呼ばれる現場レベル
での改革にも本格的に着手しながら、軍改革は着
実に進展していると考えられる。例えば、着上陸
作戦などを任務とするとされる海軍陸戦隊の編制
拡大や、武警の指導・指揮系統の中央軍事委員会

 参照

図表Ⅰ-2-2-1 中国の公表国防予算の推移
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（注） 「国防費」は、「中央一般公共予算支出」（2014年以前は「中央財政支出」と呼ばれたもの）における「国防予算」額。「伸び率」は、対前年
度当初予算比。ただし、2002年度の国防費については対前年度増加額・伸び率のみが公表されたため、これらを前年度の執行実績か
らの増加分として予算額を算出。また、16年度、18年度、19年度、20年度及び21年度は「中央一般公共予算支出」の一部である「中央
本級支出」における国防予算のみが公表されたため、その数値を「国防費」として使用。

国防費（億元）
伸び率（％）

日本の2021年度
防衛関係費は、
5兆1,235億円
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への一元化、陸軍集団軍の18個から13個への改
編、30万人の軍の人員削減、海警部隊（海警）の
武警隷下への編入などが確認された。

これら一連の改革は、統合作戦遂行能力の向上
とともに、平素からの軍事力整備や組織管理を含
めた軍事態勢の強化を図ることにより、より実戦
的な軍の建設を目的としていると考えられる。ま
た、指導機構の改編は、指導機構の分権化による
軍中央での腐敗問題への対応が狙いであるとの指
摘もある。なお、第19回党大会（2017年10月）
以降の中央軍事委員会の委員には、習主席と関係
が深いと指摘される人物が多く登用されている。
そのうえで、習主席の就任以降、上将をはじめと
する将官人事は、習主席の信頼の厚い者の昇任が
多数行われているとの指摘もある。こうしたこと
から、中央軍事委員会、ひいては軍に対する習主
席の指導力のさらなる強化が図られているものと
考えられる。

急速な改革によって軍内部や退役軍人の間で不
満が募っているとの見方もあり、軍改革を2020
年までに推進してきたとされる中、2020年12月
に第13期全国人民代表大会常務委員会第24回会
議において、新たに改正された「中華人民共和国
国防法」（改正国防法）が採択された。本法には、
海外利益の擁護、「習近平の強軍思想」の貫徹や、
重大安全保障領域として宇宙、電磁、サイバー空
間などが新たに規定されているが、2020年内に
改正国防法を成立させることにより、主要な政
策・制度改革を達成したと印象づける狙いがある
と考えられ、今後は海外や新たな領域での活動が
注目される。

（2）核戦力及びミサイル戦力
中国は、核戦力及びその運搬手段としてのミサ

イルについて、1950年代半ば頃から独自の開発
努力を続けており、抑止力の確保、通常戦力の補
完及び国際社会における発言力の確保を企図して
いるものとみられている。核戦略に関して、中国
は、核攻撃を受けた場合に、相手国の都市などの
少数の目標に対して核による報復攻撃を行える能

6 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。
7 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

力を維持することにより、自国への核攻撃を抑止
するとの戦略をとっているとみられている。その
上で、中国は、核兵器の「無条件の先行（第一）不
使用」、非核兵器国及び非核兵器地帯に対しては
無条件で核兵器の使用及び使用の威嚇を行わない
とする「無条件の消極的安全保証」、自らの核戦力
を国家の安全保障に必要となる最低限のレベルに
維持するといった核戦略を堅持すると表明してい
るが、一方で、近年はこうした説明に疑問を呈す
る指摘もある6。さらに、米露間で戦略核戦力の上
限を定めた新戦略兵器削減条約（新START）の
枠組みについて、米国から参加を求められている
が、中国は一貫して参加を否定している。

また、1990年代以降は通常ミサイル戦力の増
強も重視されてきたとみられるが、世界の軍事動
向における精密打撃能力の重要性の高まりがその
背景として指摘されている。また、中国は核戦力
の拡大・近代化を進めており、核弾頭の数が今後
10年間で少なくとも2倍の規模になると予測され
るとともに、いわゆる「核の三本柱」を追求してい
るとの指摘もあり7、中国は核・ミサイル戦力を今
後も引き続き重視していくものと考えられる。

中国は、大陸間弾道ミサイル（I
Intercontinental Ballistic Missile

CBM）、潜水艦
発射弾道ミサイル（S

Submarine-Launched Ballistic Missile
LBM）、中距離弾道ミサイル

（I
Intermediate-Range Ballistic Missile/Medium-Range Ballistic Missile
RBM/MRBM）、短距離弾道ミサイル（S

Short-Range Ballistic Missile
RBM）

といった各種類・各射程の弾道ミサイルを保有し
ている。これらの弾道ミサイル戦力は、液体燃料
推進方式から固体燃料推進方式への更新による残
存性及び即応性の向上が行われているほか、射程
の延伸、命中精度の向上、終末誘導機動弾頭

（M
Maneuverable Reentry Vehicle

aRV）化や個別目標誘導複数弾頭（M
Multiple Independently targetable Reentry Vehicle

IRV）化
などの性能向上が図られているとみられている。

戦略核戦力であるICBMについては、これまで
その主力は固定式の液体燃料推進方式のミサイル
DF-5であった。近年、中国は、固体燃料推進方式
で、発射台付き車両（T

Transporter-Erector-Launcher
EL）に搭載される移動型

のDF-31を配備している。また、中国は射程約
11,200kmで10個の弾頭を搭載可能と指摘され
る 新 型ICBMで あ るDF-41を 開 発 し て お り、
DF-41は2019年10月に行われた建国70周年を
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記念する軍事パレードにおいて初めて登場した。
SLBMについては、射程約8,000kmとみられ

ているJL-2を搭載するためのジン級弾道ミサイ
ル搭載原子力潜水艦（S

Ballistic Missile Submarine Nuclear-Powered
SBN）が運用中とみられ、

ジン級SSBNの核抑止パトロールにより、戦略核
戦力は大幅に向上するものと考えられる。加えて、
中国は射程12,000kmから14,000kmに達する
SLBMとも指摘される射程延伸型のJL-3及びそ
れを搭載するための新型SSBNの開発も行ってい
るとの指摘もある。

中国の保有するミサイル戦力は、米国とロシア
間の中距離核戦力（INF）全廃条約の枠組みの外
に置かれてきており、中国は同条約が規制してい
た射程500～5,500kmの地上発射型ミサイルを
多数保有し、地上発射型弾道・巡航ミサイルにつ
いては米国に先んじているとの指摘もある8。わが
国 を 含 む イ ン ド 太 平 洋 地 域 を 射 程 に 収 め る
IRBM/MRBMについては、TELに搭載される移
動型で固体燃料推進方式のDF-21やDF-26があ
り、これらは、通常・核両方の弾頭を搭載するこ
とが可能とされる。中国はDF-21を基にした命
中精度の高い通常弾頭の弾道ミサイルを保有して
おり、空母などの洋上の艦艇を攻撃するための通
常弾頭の対艦弾道ミサイル（A

Anti-Ship Ballistic Missile
SBM）DF-21D（空

母キラーとも呼称される）を配備している。また、
グアムを射程に収めるDF-26（グアム・キラーと
も呼称される）は、DF-21Dを基に開発された「第
2世代ASBM」とされており、2018年4月、「戦
闘序列に正式に加わった」として部隊配備が公表
された。さらに、中国は、射程1,500km以上の長
射程の対地巡航ミサイルであるCJ-20（CJ-10）
及びこの巡航ミサイルを搭載可能なH-6爆撃機
を保有している。これらは、弾道ミサイル戦力を
補完し、わが国を含むインド太平洋地域を射程に
収める戦力とみられている。また、2019年10月
の建国70周年軍事パレードにおいては、超音速
巡航ミサイルとされるCJ-100/DF-100も初めて
展示された。これらASBM及び巡航ミサイルの
戦力化は、「A2／AD」能力の強化につながるも
のと考えられる。SRBMについては、固体燃料推

8 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

進方式のDF-16、DF-15及びDF-11を多数台湾
正面に配備しており、わが国固有の領土である尖
閣諸島を含む南西諸島の一部もその射程に入って
いるとみられる。

また、中国は、ミサイル防衛の突破が可能な打
撃力を獲得するため、弾道ミサイルに搭載して打
ち上げる複数モデルの極超音速滑空兵器の開発を
急速に推進しているとみられ、2014年以降飛翔
試験が行われてきたと報じられている。2019年
10月の建国70周年軍事パレードにおいては、極
超音速滑空兵器を搭載可能なMRBMとされる
DF-17が初めて登場した。また、2018年8月に
は、「ウェーブライダー」と呼ばれる形状の極超音
速飛翔体の実験を行ったとされる。これらの兵器

JL-2潜水艦発射弾道ミサイル

諸元・性能
最大射程：8,000km

概説
中国海軍の戦略核戦力とされ
る潜水艦発射弾道ミサイル

（SLBM）。戦略核戦力のさら
なる強化のため、射程を延伸
し たJL-3 SLBM（ 最 大 射 程
12,000～14,000km）の開発が行われているとされる。

【Avalon/時事通信フォト】

DF-17中距離弾道ミサイル

諸元・性能
最大射程：1,800～2,500km

概説
DF-16短距離弾道ミサイルを
ベースに開発されたとされ、
極超音速滑空兵器（HGV）を
搭載可能とされる準中距離弾
道ミサイル。2019年10月の
建国70周年軍事パレードで初めて登場した。

【Avalon/時事通信フォト】

DF-41大陸間弾道ミサイル

諸元・性能
最大射程：11,200km

概説
2019年10月の建国70周年
軍事パレードで初めて登場し
た新型大陸間弾道ミサイル。
10個の個別目標誘導複数弾
頭（MIRV）を搭載可能と指摘
されているとともに、高い精度での攻撃が可能とされる。

【Imaginechina/時事通信フォト】
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は、超高速で低高度を飛行し、高い機動性を有す
ることから、ミサイルによる迎撃がより困難とさ
れている。

中国は、ミサイル防衛技術の開発にも力を入れ
ているとみられる。2010年以降、ミッドコース
段階におけるミサイル迎撃実験を行ってきている
とされており、直近では2021年2月に同実験を
実施している。また、2019年10月には、ロシア
のプーチン大統領が、ロシアが中国の「ミサイル
攻撃早期警戒システム」構築を支援している旨述

べている。中国は迎撃ミサイル及び警戒システム
を含む弾道ミサイル防衛システムの構築に取り組
んでおり、弾道ミサイル防衛技術は衛星破壊用ミ
サイルへの応用可能性を有することからも、中国
のミサイル防衛の今後の動向が注目される。

図表Ⅰ-2-2-2（中国（北京）を中心とする弾道ミサイ
ルの射程（イメージ））
図表Ⅰ-2-2-3（中国の地上発射型弾道ミサイル発射
機数の推移）

 参照

図表Ⅰ-2-2-2 中国（北京）を中心とする弾道ミサイルの射程（イメージ）

（注）　上記の図は、便宜上北京を中心に、各ミサイルの到達可能距離を概略のイメージとして示したもの
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DF-21/A/B/C/D/Eの最大射程
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DF-31/A/AGの最大射程

DF-5/A/Bの最大射程

図表Ⅰ-2-2-3 中国の地上発射型弾道ミサイル発射機数の推移

IRBM

ICBM

MRBM

SRBM

※　中国の保有する弾道ミサイルの発射機数、ミサイル数、弾頭数などについては、公表されていない。
※　本資料は、中国の保有する弾道ミサイルの発射機数について、ミリタリーバランス各年版を基に一般的な基準に

よりICBM、IRBM、MRBM及びSRBMに分類して示したもの。
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（3）陸上戦力
陸上戦力は、約97万人とインド、北朝鮮に次い

で世界第3位である。中国は、部隊の小型化、多
機能化、モジュール化を進めながら、作戦遂行能
力に重点を置いた軍隊を目指している。具体的に
は、これまでの地域防御型から全域機動型への転
換を図り、歩兵部隊の自動車化、機械化を進める
など機動力の向上を図っているほか、空挺部隊

（空軍所属）、陸軍・海軍所属の水陸両用部隊、特
殊部隊及びヘリコプター部隊の強化を図っている
ものと考えられる。なお、海軍陸戦隊の増強は完
了し、遠征作戦に集中し続けているが、全体とし
て、海軍陸戦隊の改革と近代化は遅れているとの
分析もみられる9。

中国は、「跨
こ

越
えつ

」、「火力」及び「利
り

刃
じん

」といった、
複数の区域に跨がる機動演習を毎年実施してい
る。これは、陸軍の長距離機動能力、民兵や公共
交通機関の動員を含む後方支援能力など、陸軍部
隊を遠隔地に展開するために必要な能力の検証・
向上などを目的とするものである。また、2014
年以降は「統合（聯合）行動」で兵種合同・軍種統
合演習が実施されている。さらに、実戦的な作戦
遂行能力向上のため、対抗訓練が多く取り入れら
れているとされる。これらの取組により、実戦的
な統合作戦遂行能力の向上を企図していると考え
られる。

前述の武警は、各省や自治区などの行政区分に
基づき編成・設置される内衛部隊、固定された担

9 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。
10 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。
11 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

任区域を持たず、地域をまたいで任務を遂行する
機動部隊、国家の主権、安全及び海上権益の擁護
や法執行を行うとされる後述の海警等から構成さ
れる。また、装甲車、回転翼機、重機関銃などの装
備を保有しているとされる。さらに、武警は国内
治安維持、人民解放軍との統合作戦に注力してお
り、即応性、機動性、対テロ作戦のための能力を
開発してきているとの指摘がある10。

図表Ⅰ-2-2-4（中国軍の配置（イメージ））

（4）海上戦力
海軍海上戦力は、北海、東海及び南海艦隊の3

個の艦隊から編成される。米海軍を上回る規模の
艦艇を保有し、世界最大とも指摘される海軍海上
戦力11の近代化は急速に進められており、海軍は、
静粛性に優れるとされる国産のユアン級潜水艦
や、艦隊防空能力や対艦攻撃能力の高い水上戦闘
艦艇の量産を進めている。また2020年1月には、
中国海軍最大規模のレンハイ級駆逐艦の1番艦が
就役し、2021年3月には2番艦が就役した。レン
ハイ級駆逐艦は、最新鋭のルーヤンⅢ級駆逐艦の
約2倍に上る数の発射セル（112セル）を有する
垂直ミサイル発射システム（V

Vertical Launch System
LS）などを搭載し

ているとされ、当該VLSは長射程の対地巡航ミサ
イルや超音速で着弾するYJ-18対艦巡航ミサイル
を発射可能とされる。大型の揚陸艦や補給艦の増
強なども行っており、2019年9月以降、大型の
Type-075揚陸艦が順次進水し、2021年4月には
1番艦とみられる「海

かい
南
なん

」が就役した。また、2017
年9月以降、空母群への補給を任務とすると指摘
されるフユ級高速戦闘支援艦（総合補給艦）が就
役している。さらに、対地巡航ミサイルを搭載可
能な新たな潜水艦の開発に関する指摘もある。

空母に関しては、初の空母「遼
りょう

寧
ねい

」が2012年9
月に就役後、2013年11月に南シナ海へ、2016
年12月に太平洋へそれぞれ初めて進出したとさ
れる。また、同月には、渤海において、艦載戦闘機
による実弾発射を含む実弾演習が、「遼寧」が参加
する初の総合的実動演習として実施された。

 参照

中国建国70周年祝賀軍事パレードで展示された無人潜水艇
（2019年10月）【Avalon/時事通信フォト】
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2018年3月から4月にかけては、南シナ海で海
上閲兵式に参加した「遼寧」がその後太平洋に進
出し、艦載戦闘機の活動を含む対抗訓練を行った
と発表されている。2017年4月に進水した中国
初の国産空母（中国2隻目の空母）については、
2019年12月、「山東」と命名され南シナ海に面
した海南島三亜において就役し、2020年12月に
は、台湾海峡を通過したとされている。「山東」は

「遼寧」の改良型とされるスキージャンプ式の空
母であり、搭載航空機数の増加などが指摘されて
いる。さらに、国産空母2隻目を建造中であり、
当該空母は固定翼早期警戒機などを運用可能な電
磁式カタパルトを装備する可能性があるとの指摘
や、将来的な原子力空母の建造計画が存在すると
の指摘がある。

ま た、中 国 は 軍 事 利 用 が 可 能 な 無 人 艦 艇
（U

Unmanned Surface Vehicle
SV）や無人潜水艇（U

Unmanned Underwater Vehicle
UV）の開発・配備も進

めているとみられる。こうした装備は、比較的安
価でありながら、敵の海上優勢、特に水中におけ
る優勢の獲得を効果的に妨害することが可能な非
対称戦力とされる。

このような海上戦力強化の状況などから、中国

12 海上保安庁「海上保安レポート2021」による。

は近海における防御に加え、より遠方の海域にお
ける作戦遂行能力を着実に構築していると考えら
れる。

また、軍以外の武装力の一つである武警は、隷
下に海上権益擁護などを任務とするとされる海警
を有しており、海警は北海、東海及び南海分局の
3個の機関から編成される。近年、海警に所属す
る中国船舶は大型化・武装化が図られている。中
国海警は2020年12月末時点において満載排水量
1,000トン以上の船舶を131隻保有12しており、
世界最大規模の海上法執行機関であるとされるほ
か、保有船舶の中には世界最大級の1万トン級の
巡視船が2隻含まれるとみられる。また、海軍艦

空母「山東」

諸元・性能
満載排水量：66,000トン
速力：30ノット（時速約56km）
搭載機：J-15戦闘機36機など

概説
空母「遼寧」を改良したスキー
ジャンプ式の中国初の国産空
母。2019年12月、南シナ海に面する海南省三亜において就役
した。

【Avalon/時事通信フォト】

図表Ⅰ-2-2-4 中国軍の配置（イメージ）

500km
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（注1）　●戦区司令部　　戦区陸軍機関　　戦区海軍司令部
（注2）　戦区の区割りについては公式発表がなく、上地図は米国防省報告書や報道等を元に作成
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艇と同水準の能力を有する大型の76mm砲とみ
られる武器を搭載した船舶も確認されている。ま
た、新型船舶は旧型船舶と比較して大幅に大型
化・高性能化しており、その大半がヘリコプター
設備や大容量放水銃、30mm～76mm砲を備えて
いるとし、長期間の運用に耐えることができる、
より遠洋での活動が可能であるとの指摘がある13。

さらに、海警の体制強化も確認されている。中
国の海上における監視活動などは、従来、国土資
源部国家海洋局「海監」、農業部漁業局「漁政」、海
関総署海上密輸取締警察などを統合した「中国海
警局」が中国国務院公安部の指導のもとで実施し
てきた。「中国海警局」は2018年7月、武警隷下
に「武警海警総隊」として移管され、中央軍事委
員会による一元的な指導及び指揮を受ける武警の
もとで運用されている。移管後、海軍出身者が海
警トップをはじめとする海警部隊の主要ポストに
補職されたとされるなど、軍・海警の連携強化は
組織・人事面からも窺われる。また、海軍の退役
駆逐艦・フリゲートが海警に引き渡されていると
されるなど、軍は装備面からも海警を支援してい
るとみられる。

2018年1月、習主席は武警への隊旗授与式にお
いて、「武警を軍の統合的な作戦体系に組み込む」
旨発言した。さらに、軍・海警が共同訓練を行っ
ている旨も指摘されている。海警を含む武警と軍
は、こうした連携強化などを通じて統合作戦運用
能力を着実に強化する狙いであると考えられる。
このような動向を踏まえ、海警と海軍との連携の
みならず、海警と海軍以外の軍種との連携の進展

13 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

などについても状況を注視していく必要がある。
こうした中、2020年6月には「中華人民共和国

人民武装警察法（武警法）」が改正され、武警の任
務に「海上権益擁護・法執行」を追加するととも
に、武警は、党中央、中央軍事委員会が集中・統
一的に指導することが明記された。同法改正では、

「海上権益擁護・法執行」任務の遂行については、
法律により別途規定するとされていたところ、
2021年1月、海警の職責や武器使用を含む権限
を規定した「中華人民共和国海警法」（海警法）が
新たに成立し、同年2月から施行された。中国外
交部報道官は、海警法の制定は中国全人代の通常
の立法活動であり、中国の海洋政策は変わってい
ないと説明しているが、一方で、海警法には、曖
昧な適用海域や武器使用権限等、国際法との整合
性の観点から問題がある規定が含まれているとみ
られる。海警法によって、わが国を含む関係国の
正当な権益を損なうことがあってはならず、ま
た、東シナ海などの海域において緊張を高めるこ
とになることは全く受け入れられない。また、米
国や一部の周辺国は同法に関する懸念を表明して
いる。各国の中国に対する懸念を払拭するために
も、中国には、今後、具体的かつ正確な対外説明
などを通じて透明性を高めていくことが強く望ま
れる。

さらに、軍以外の武装力の一つである民兵の中
でも、いわゆる海上民兵が中国の海洋権益擁護の
ための尖兵的役割を果たしているとの指摘があ
る。海上民兵については、南シナ海での活動など
が指摘され、漁民や離島住民などにより組織され
ているとされている。2009年、南シナ海の公海
上で中国海軍艦艇などが米海軍調査船「インペッ
カブル」を妨害した際、同船のソナーを取り外そ
うとした漁船に海上民兵が乗船していたと指摘さ
れているほか、最近では2019年にベトナムの排
他的経済水域内において中国の海洋調査船が活動
した際、中国海警船とともに海上民兵船の活動が
指摘されている。このほか、海上民兵は、企業や
個人の漁師から漁船を頻繁に借用する一方で、南
シナ海において海上民兵のために国有の漁船団を

世界最大級とされる「1万トン級海警船」
【海上保安庁】
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中国は、近年、軍をはじめとする様々な組織・制
度改革を進めてきました。その背景には、実戦的な
統合作戦遂行能力の向上とともに、より実戦的な軍
の建設を目的にしているとされています。中国は、
今世紀中葉までに中国軍を「世界一流の軍隊」にす
るとの目標を掲げています。また、中央軍事委員会、
ひいては軍に対する習総書記の権力の一層の掌握と
いった観点からも、一連の改革を推進してきたとも
言われています。

中国は、こうした軍の組織・制度改革の一環とし
て、各種法整備も実施してきました。とりわけ、
2020年6月には「中華人民共和国人民武装警察法

（武警法）」が、12月には「中華人民共和国国防法
（国防法）」が改正され、2021年1月には「中華人民
共和国海警法（海警法）」が新規に制定されました。
これは、一連の改革を法的にも裏付けるものとみら
れます。例えば、2015年末には宇宙・サイバー・
電子戦に関する任務を担当しているとみられる戦略
支援部隊が設立されていますが、改正国防法では、
防衛領域として領土・領海・領空だけでなく、宇
宙・電磁・サイバー空間が新たに「重大安全保障領
域」として追加されています。また、同法では、防衛
対象として主権や領土だけではなく「発展利益」が
追加され、これらが脅威を受けた場合、国防動員も
可能とされており、中国軍の活動領域の拡大がみて
とれます。

こうした一連の法整備において、海警法をはじ
め、中国の海上法執行機関である海警をめぐる法整
備については、その内容から、内外で多くの関心が
集まっています。

具体的にみると、2018年、海警を中央軍事委員
会の一元的な指揮を受ける武警の隷下へ編入したこ
とを受け、改正武警法で、武警の任務に「海上権益
擁護・法執行」が追加されるとともに、武警は、党
中央、中央軍事委員会が集中・統一的に指導するこ
とが明記されました。

また、新たに制定された海警法では、中国の「管
轄海域及びその上空」において「海上権益擁護・法
執行活動を展開し、本法律を適用する」との規定が
ありますが、この「管轄海域」の範囲が明確に示さ
れていません。国連海洋法条約では内水、領海、接
続水域、排他的経済水域、大陸棚といった海域ごと
に認められる沿岸国の権利を規定しており、仮に中

国が同条約によって主権や主権的権利、管轄権を認
められていない事項について海警法を執行すれば、
国際法に違反することとなります。

さらに、海警機構について、「外国軍船舶及び非商
業目的に使用される外国政府船舶の違反行為に対し
て警戒及び管制措置を講じて制止し、関連する海域
から直ちに退去することを命じる権利を有する」と
し、「退去を拒否するとともに重大な危害又は脅威
を発生せしめたものに対して、即刻退去、強制退去、
強制引き離し等の措置を講じる権利を有する」こと
や、「国家の主権、主権的権利及び管轄権が海上にお
いて外国組織及び個人の違法な侵害を受ける場合」
に、「武器の使用を含む一切の必要な措置を講じ」る
権利について規定されています。

海警は、人民解放軍や民兵と同様中国の「武装力」
の1つとして定義される武警の隷下にあり、人民解
放軍との関係が注目されています。中国国防白書

（2019年）によると、「武警は人民解放軍の序列に
は入らない」としており、武警と軍を明確に区別す
るとしています。また、中国外交部報道官は、今回
の海警法制定について、法執行のための法的根拠を
確保するものであり、中国全人代の通常の立法活動
に過ぎず、海洋政策は変わっていないとも説明して
います。一方で、海警法は、前述のとおり、曖昧な適
用海域や武器使用権限等、国際法との整合性の観点
から問題がある規定を含むほか、海警が「法執行活
動」に加え「防衛作戦等の任務を遂行する」旨の規
定もみられます。

中国が東シナ海や南シナ海において、一方的な現
状変更の試みを継続・強化している中、海警法に
よって、わが国を含む関係国の正当な権益を損なう
ことがあってはならず、また、東シナ海や南シナ海
などの海域において緊張を高めることになることは
全く受け入れられません。こうしたわが国の強い懸
念については、中国側に対してもしっかり伝えてき
ています。

こうした中、周辺国であるベトナムでは、海警法
について問われた外務省報道官が「ベトナムは関係
国に対して、南シナ海におけるベトナムの主権、主
権的権利、管轄権を尊重し、責任を持って、また誠
実に、国際法及び国連海洋法条約を履行し、緊張を
高める行動を避けるよう求める。」などとコメント
しています。また、フィリピン外相も海警法に関し

最近の中国の組織・制度改革等について～海警法をはじめとする法整備を中心に～解　説
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設立しているとの指摘がある。南シナ海に隣接す
る海南省政府は、南沙諸島における活動を強化す
るため十分な資金援助を行いつつ、強力な船体と
弾薬庫を備えた84隻の大型民兵漁船の建造を命
じ、民兵がこれらの船舶などを2016年末までに
受領するとともに、この海上民兵の部隊は、退役
軍人から採用されており、職業軍人並みの部隊で
あり、商業的な漁業活動とは別途に給料が支払わ
れているとの指摘がなされている14。

海上において中国の「軍・警・民の全体的な力
を十全に発揮」する必要性が強調されていること
も踏まえ、こうした非対称的戦力にも注目する必
要がある。

図表Ⅰ-2-2-5（海警の武警への編入）

（5）航空戦力
航空戦力は、主に海軍航空部隊及び空軍から構

成される。第4世代の近代的戦闘機としては、ロ
シアからSu-27戦闘機、Su-30戦闘機及び最新型
の第4世代戦闘機とされるSu-35戦闘機の導入な
どを行っている。また、国産の近代的戦闘機の開
発も進めている。Su-27戦闘機を模倣したとされ
るJ-11B戦闘機やSu-30戦闘機を模倣したとされ
るJ-16戦闘機、国産のJ-10戦闘機を量産してい
る。空母「遼寧」にも搭載されているJ-15艦載機
は、ロシアのSu-33艦載機を模倣したとされる。

14 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

さらに、第5世代戦闘機とされるJ-20戦闘機の
作戦部隊への配備を開始したとされており、J-31
戦闘機の開発も進めている。なお、J-31戦闘機は、
J-15艦載機の後継機の開発ベースとなる可能性
も指摘されている。

爆撃機の近代化も継続しており、中国空軍は、
核弾頭対応とされる長射程の対地巡航ミサイルを
搭載可能とされるH-6爆撃機の保有数を増加させ
ている。さらに、爆撃機の長距離運用能力の向上

 参照

て外交的抗議を行ったことを明らかにしています。
さらに、米国も国務省報道官がコメントを発表する
など、海警法に関する懸念を表明しており、2021
年3月に行われた日米安全保障協議委員会（日米「2
＋2」）においては、東シナ海及び南シナ海を含め、
現状変更を試みるいかなる一方的な行動にも反対す
るとともに、中国による海警法に関する深刻な懸念
を表明しました。

各国の中国に対する懸念を払拭するためにも、今
後、具体的かつ正確な対外説明などを通じて透明性
を高めていくことが強く望まれます。わが国として
も、一連の法整備及びその運用を含め、中国側の組

織・制度改革の動向を、しっかり見極める必要があ
ります。

2018年1月　武警部隊に対する隊旗授与式【Avalon/時事通信フォト】

J-20戦闘機

諸元、性能
最大速度：時速3,063km

概説
ステルス性を有する第5世代
戦闘機。2018年2月、作戦部
隊へのJ-20の引き渡しが開
始された旨、中国国防部が発
表。

【Imaginechina/時事通信フォト】

H-6爆撃機

諸元、性能
最大速度：時速1,015km
主要兵装（H-6K）：空対地巡
航 ミ サ イ ル（ 最 大 射 程
1,500km）

概説
国産爆撃機。H-6爆撃機は、核弾頭を搭載できる巡航ミサイル

（CJ-20）を搭載することが可能
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を図っており、空中給油により長距離飛行が可能
なH-6N爆撃機の運用を開始したとされるほか、
H-20とも呼称される新型の長距離ステルス爆撃
機を開発中とされており、こうした爆撃機に搭載
可能な核兵器対応の空中発射型弾道ミサイルの開
発も指摘されている。また、ステルス戦闘爆撃機
の開発も指摘されている。

このほか、H-6U及びIL-78M空中給油機やKJ-
500及びKJ-2000早期警戒管制機などの導入に
より、近代的な航空戦力の運用に必要な能力を向
上させる努力も継続している。また、2016年7月
以降、独自開発したY-20大型輸送機の配備を進
めているが、同輸送機は空中給油機などの開発
ベースにもなっているとの指摘がなされている。

さらに、偵察などを目的に高高度において長時

間滞空可能な機体（H
High Altitude Long Endurance

ALE）や、ミサイルなどを
搭載可能な機体を含む多種多様な無人航空機

（U
Unmanned Aerial Vehicle

AV）の自国開発も急速に進めており、その一
部については配備や積極的な輸出も行っている。
実際に、空軍には攻撃を任務とする無人機部隊の
創設が指摘されているほか、周辺海空域などで偵
察などの目的のためにUAVを頻繁に投入してい
る。なお、2019年10月の建国70周年軍事パレー
ドにおいては、攻撃型ステルス無人機とされる
GJ-11と呼称される機体や高高度高速無人偵察機
とされるWZ-8と呼称される機体が初めて展示
された。中国国内では低コストの小型UAVを多
数使用して運用する「スウォーム（群れ）」技術の
向上も指摘されている。

このような航空戦力の近代化状況などから、中
国は、国土の防空能力の向上に加えて、より遠方
での戦闘及び陸上・海上戦力の支援が可能な能力
の向上を着実に進めていると考えられる。

図表Ⅰ-2-2-6（中国海警船の勢力増強）
図表Ⅰ-2-2-7（中国の主な海上・航空戦力）

（6）宇宙・サイバー・電磁波の領域に関する能力
軍事分野での情報収集、指揮通信などは、近年、

人工衛星やコンピュータ・ネットワークへの依存
を高めている。そのような中、中国は、「宇宙空間
及びネットワーク空間は各方面の戦略的競争の新

 参照

図表Ⅰ-2-2-5 海警の武警への編入

※1　武警部隊の指導・指揮一元化（2018年1月1日）
※2　海警の武警への編入（2018年7月1日）
※3　武警法の改正（2020年6月21日）

→ 有事には、中央軍事委員会、又は、軍の戦区が武警隷下部隊を指揮する体制が確立
（参考）
武装警察に編入され、指揮を受ける中国海警局の範囲は不明
赤破線の範囲は、再編（2013年）前の中国海警局が有していた部隊

（※1）
（※3）

（※2）

中央軍事委員会

民兵

公安部

海警 海監 漁政 海関

海洋権益保護
（犯罪取締、海上治安維持・安全防衛、資源開発、漁業管理、密輸取締等）

海　巡

武装警察

中国海警局

海関総署

海事局

海上
交通管理

人民
解放軍

自然
資源部

農業
農村部

交通
運輸部

国務院（中央政府）

漁業局

中国建国70周年祝賀軍事パレードで展示されたGJ-11無人機
（2019年10月）【Avalon/時事通信フォト】
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たな要害の高地（攻略ポイント）」であると表明
し、紛争時に自身の情報システムやネットワーク

15 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2019年）による。

などを防護する一方、敵の情報システムやネット
ワークなどを無力化し、情報優勢を獲得すること
が重要であると認識しているとみられる。実際に、
2015年末に設立された戦略支援部隊は、全軍に
対する情報面での支援を目的として宇宙・サイ
バー・電子戦に関する任務を担当しているとみら
れる。

宇宙領域について、中国は、2016年12月に発
表した自国の宇宙利用の立場などに関する「中国
の宇宙」白書においても軍事利用を否定していな
い。中国の宇宙利用にかかわる行政組織や国有企
業が軍と密接な協力関係にあると指摘されている
ことなども踏まえれば、中国は宇宙における軍事
作戦遂行能力の向上も企図していると考えられ
る15。中国の宇宙プログラムは、世界で最も短期
間で発達したとされる。具体的には、近年、軍事

図表Ⅰ-2-2-7 中国の主な海上・航空戦力
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の各級フリゲートの総隻数

※2　このほか、中国は50隻（2021年）のジャンダオ級小型フ
リゲートを保有第4・第5世代戦闘機
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図表Ⅰ-2-2-6 中国海警船の勢力増強
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目的にも利用しうる人工衛星の数を急速に増加さ
せており、例えば、中国版GPSとも呼ばれ、弾道
ミサイルといった誘導機能を有する兵器システム
への利用などが指摘されるグローバル衛星測位シ
ステム「北斗」は、2018年末に全世界での運用が
開始され、2020年6月に本システムを構成する
全衛星の打ち上げが完了したとされる。さらに、
紛争時に敵の宇宙利用を制限・妨害するため、ミ
サイルやレーザーを用いた対衛星兵器を開発して
いるほか、キラー衛星などの開発を進めていると
も指摘されている16。

サイバー領域について中国は、サイバーセキュ
リティを「中国が直面している深刻な安全保障上
の脅威」であるとし、中国軍は「サイバースペー
ス防護能力を構築し、サイバー国境警備を固め、
クラッカーを即座に発見して防ぎ止め、情報ネッ
トワークセキュリティを保障し、サイバー主権、
情報安全と社会安定を揺るぐことなく守る」と表
明している17。現在の主要な軍事訓練には、指揮
システムの攻撃・防御両面を含むサイバー作戦な
どの要素が必ず含まれているとの指摘がある。ま
た、敵のネットワークに対するサイバー攻撃は、
中国の「A2/AD」能力を強化するものであると
考えられる。なお、中国の武装力の一つである民
兵の中には、サイバー領域における能力に秀でた

「サイバー民兵」も存在すると指摘されている。
さらに電磁波領域について、中国軍は、電子戦

環境下での各種対抗訓練を日常的に行っていると
の指摘もある。これに加えて、わが国周辺にたび
たび飛来しているY-8電子戦機のみならず、J-15
艦載機やJ-16戦闘機、H-6爆撃機の中にも、電子
戦ポッドを備え、電子戦能力を有するとみられる
ものの存在が指摘されている。

（7）統合作戦遂行能力構築に向けた動き
中国は、近年、前線から後方に至る分野におい

て統合作戦遂行能力を向上させる取組を進めてい
る。中国共産党が最高戦略レベルにおける意思決
定を行うための「中央軍事委員会統合作戦指揮セ
ンター」は、この一環として設立されたと考えら

16 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2019年）による。
17 国防白書「新時代における中国の国防」（2019年7月）による。

れる。また、2016年2月に新編された5つの戦区
は、常設の統合作戦司令部とされる。さらに、
2017年1月、袁

えん・よはく
誉柏海軍中将が陸軍種以外で初

めて戦区司令員に任命されたことから、人事面に
おいても統合に向けた動きが進展していると考え
られる。同時に中国は、近年、実戦を強く意識し
た三軍統合演習など統合作戦遂行能力を向上させ
るための訓練も実施しているが、こうした動き
は、前述の組織改革などによる統合作戦遂行能力
向上の取組の実効性を確保することなどを目的と
しているものと考えられる。なお、2019年末以
降中国で発生した新型コロナウイルス感染症への
対応に際しては、軍の統合運用のみならず民間資
源の動員が行われているとされており、各戦区及
び軍種の支援を得つつ、軍の統合後方支援を専門
とする聯勤保障部隊が軍の中核として任務にあ
たっているほか、民兵や国防動員により徴用され
た人員も対応しているとされ、総合的な後方支援
能力が窺われる事例としても注目される。

習総書記は、2017年10月の第19回党大会に
おいて統合作戦遂行能力の向上や、「戦える、勝て
る」実戦的能力の追求について累次言及している。
また、最近では、2020年11月の中央軍事委員会
軍事訓練会議においても、統合訓練を強化・発展
させ、統合作戦能力の向上を加速させなければな
らないなどとも述べている。こうしたことからも、
前述の統合に向けた動きは今後とも進展していく
と考えられる。

6　海空域における活動

（1）全般
近年、中国は、いわゆる第一列島線を越えて第

二列島線を含む海域への戦力投射を可能とする能
力をはじめ、より遠方の海空域における作戦遂行
能力の構築を目指していると考えられる。その一
環として、海上・航空戦力による海空域における
活動を急速に拡大・活発化させている。特に、わ
が国周辺海空域においては、訓練や情報収集を
行っていると考えられる海軍艦艇や海・空軍機、
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太平洋やインド洋などの遠方へと進出する海軍艦
艇、海洋権益の保護などを名目に活動する中国海
警局所属の船舶や航空機が多数確認されている。
このような活動には、中国海警船によるわが国領
海への断続的侵入や、領空侵犯のほか、自衛隊艦
艇・航空機への火器管制レーダーの照射や戦闘機
による自衛隊機・米軍機への異常接近、「東シナ
海防空識別区」の設定といった上空における飛行
の自由を妨げるような動きを含め、不測の事態を
招きかねない危険な行為を伴うものもみられ、強
く懸念される状況となっており、また、極めて遺
憾である。また、南シナ海においては、軍事拠点
化を進めるとともに海空域における活動も拡大・
活発化させており、力を背景とした一方的な現状
変更の既成事実化を推し進めている。中国には、
法の支配の原則に基づき行動し、地域や国際社会
においてより協調的な形で積極的な役割を果たす
ことが強く期待される。

（2）わが国周辺海空域における軍の動向
近年、尖閣諸島に関する独自の主張に基づくと

みられる活動をはじめ、中国海上・航空戦力は、
尖閣諸島周辺を含むわが国周辺海空域における活
動を拡大・活発化させており、行動を一方的にエ
スカレートさせる事案もみられるなど、強く懸念
される状況となっている。空自による中国機に対
する緊急発進の回数は、平成28（2016）年度に
は851回と過去最多を更新し、以降も引き続き高
水準にある。また、インド洋などの遠方へと進出
する海軍艦艇によるわが国近海の航行や、太平
洋、日本海などへの進出を伴う海上・航空戦力の
訓練とみられる活動を継続的に行ってきている。
中国はこのような活動の「常態化」を企図してい
ると考えられるが、「常態化」を通じて活動への警
戒感を低減させることを企図しているとの見方が
ある18。その上で、近年その活動内容は質的な向
上をみせている。実戦的な統合作戦遂行能力の向
上の動きもみられており、わが国周辺海空域にお
ける軍の動向については、引き続き重大な関心を
もって注視する必要がある。

18 2009年台湾「国防報告書」による。

ア　東シナ海（尖閣諸島周辺を含む）での活動
東シナ海においては、中国海軍艦艇が継続的か

つ活発に活動している。中国側は尖閣諸島に関す
る独自の立場に言及したうえで、管轄海域におけ
る海軍艦艇によるパトロールの実施は正当かつ合
法的であるとしており、中国海軍艦艇はわが国尖
閣諸島に近い海域で恒常的に活動している。また
2016年6月には、ジャンカイⅠ級フリゲート1
隻が海軍戦闘艦艇としては初めて尖閣諸島周辺の
接続水域に入域した。2018年1月には、潜没航行
していたシャン級潜水艦及びジャンカイⅡ級フリ
ゲートそれぞれ1隻が同日に尖閣諸島周辺の接続
水域内に入域した。潜没潜水艦による同接続水域
内の航行は、この時初めて確認・公表された。ま
た、2020年6月には、奄美大島周辺の接続水域に
おいて中国国籍と推定される潜水艦の潜没航行が
確認されている。さらに、近年、海軍情報収集艦
の活動も複数確認されている。2015年11月、尖
閣諸島南方の接続水域の外側の海域でドンディア
オ級情報収集艦1隻が往復航行を実施した。また、
2016年6月には、同型情報収集艦1隻が、口

くちの
永
え

良
ら

部
ぶ

島
じま

及び屋久島付近のわが国領海内を航行した
後、北大東島北方の接続水域内を航行し、その後、
尖閣諸島南方の接続水域の外側を東西に往復航行
した。中国海軍艦艇による領海内航行は2004年
以来約12年ぶりであった。

中国軍航空戦力も、平素から東シナ海で活発に
活動を行っている。その中には、警戒監視や空中
警戒待機（C

Combat Air Patrol
AP）、訓練が含まれていると考えら

れる。近年、中国軍航空戦力は、沖縄本島をはじ
めとするわが国南西諸島により近接した空域にお
いて活発に活動するようになっている。この活動
は、「東シナ海防空識別区」の運用を企図してのも
のである可能性がある。また、2018年4月には、
偵察用無人機BZK-005と推定される無人機が東
シナ海を飛行していることが確認されている。さ
らに、近年、尖閣諸島に近い空域において中国軍
用機による活動も確認されている。
イ　太平洋への進出

中国海軍の戦闘艦艇部隊によるわが国近海を航
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行しての太平洋への進出及び帰投は、高い頻度で
継続している。進出経路については、沖縄本島・
宮古島間の海域のほか、大隅海峡や、与那国島と
西表島近傍の仲ノ神島の間の海域、奄美大島と横

よこ

当
あて

島
じま

の間の海域、津軽海峡や宗谷海峡を中国海軍
艦艇が通過する事例が確認されている。このよう
な活動を通じ、中国はわが国近海の航行を伴う太
平洋への進出行動の「常態化」を企図しつつ、外
洋へのアクセス能力の向上、ひいては外洋での作
戦遂行能力の向上も目指しているものと考えられ
る。2016年12月には、複数の艦艇とともに空母

「遼寧」が東シナ海を航行し、沖縄本島・宮古島間
の海域を通過して初めて太平洋へ進出した。
2018年4月には、「遼寧」及び複数の艦艇がバ
シー海峡を通過して太平洋に進出し、艦載戦闘機
の活動を含む対抗訓練を実施した旨、中国国防部
が発表した。その際、警戒監視にあたった海上自
衛隊が、初めて太平洋上における推定艦載戦闘機
の発着艦を確認している。また、2019年6月にも

「遼寧」は、空母群への補給を任務とすると指摘さ
れるフユ級高速戦闘支援艦などとともに、沖縄本
島、宮古島間の海域を通過して太平洋へ進出した。
さらに、2020年4月、沖縄本島と宮古島の海域を
通過して太平洋に進出した空母「遼寧」を含む艦
隊は、バシー海峡を通過して南シナ海に展開した。
その後、同艦隊は再びバシー海峡を通過して太平
洋に進出し、同月のうちに沖縄本島と宮古島の海
域を通過して東シナ海に向けて航行した。2021
年4月にも空母「遼寧」やレンハイ級駆逐艦を含
む艦隊が、沖縄本島と宮古島の間の海域を南下し
て太平洋へ進出し、同月のうちに同海域を北上し
て東シナ海に向けて航行した。2020年4月及び
2021年4月の航行においても、太平洋上におけ
る艦載戦闘機の発着艦が確認されている。これら
の活動は、空母をはじめとする海上戦力の能力向
上や、より遠方への戦力投射能力の向上を示すも
のとして注目される。

航空戦力については、2013年7月に海軍航空
部隊のY-8早期警戒機1機が沖縄本島・宮古島間
を通過して太平洋に進出したことが初めて確認さ

19 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2018年）による。

れ、2015年には空軍の太平洋進出も確認された。
2017年以降、同空域の通過を伴う太平洋進出は
一層活発になっており、同空域を通過する軍用機
の種類も年々多様化の傾向にある。2016年まで
にはH-6K爆撃機やSu-30戦闘機、2017年7月
にはY-8電子戦機が確認された。また、ミサイル
形状の物体を搭載していた爆撃機も確認されてい
る。こうした爆撃機の飛行に関連して、米国防省
は、中国軍が米国及び同盟国を目標とした訓練な
どを実施しているとみられると指摘している19。
さらに、飛行形態も変化してきている。沖縄本
島・宮古島間を経由し東シナ海から太平洋へ進出
した後に再び同じルートで引き返す飛行やバシー
海峡方面から太平洋へ進出した後に再び同じルー
トで引き返す飛行に加え、2016年11月以降、
H-6K爆撃機などによる台湾を周回するような飛
行が確認されている。2017年8月には、H-6K爆
撃機が沖縄本島・宮古島間を通過して太平洋に進
出した後、紀伊半島沖まで進出する飛行が初めて
確認された。このように、太平洋への進出を伴う
爆撃機などによる長距離飛行の高い頻度での実施
や、飛行経路及び部隊構成の高度化などを通じ、
航空戦力は、わが国周辺などでのプレゼンス誇示
や、実戦的な作戦遂行能力のさらなる向上を企図
しているとみられる。

また、太平洋進出を伴う空対艦攻撃訓練と思わ
れる活動など、海上・航空戦力による遠方におけ
る協同作戦遂行能力の向上を企図したと考えられ
る活動も近年見られている。2019年4月及び
2020年2月には、中国軍東部戦区が台湾東方海
域において統合訓練を行った旨発表した。太平洋
における中国の海上・航空戦力による活動は今後
一層の拡大・活発化が見込まれる。
ウ　日本海での活動

日本海での活動については、従来から訓練など
の機会に活動していた海上戦力に加え、近年で
は、航空戦力の活動も活発化している。2016年8
月に中国海軍艦隊による日本海での「対抗訓練」
の実施が発表され、その際、対馬海峡を通過して
初めて日本海に進出したH-6爆撃機2機を含む計
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3機が同演習に参加したと考えられる。
2017年12月には、中国空軍機（H-6K爆撃機）

が対馬海峡を通過して日本海へ進出した。その際、
中国軍戦闘機（Su-30戦闘機）の日本海進出も初
めて確認された。また、2018年2月にはY-9情報
収集機が日本海に進出したが、対馬海峡の西水道

（長崎県対馬と朝鮮半島の間の海峡）の通過飛行
はこの際に初めて確認されている。

中国海上・航空戦力は、2018年以降、対馬海
峡の通過を伴う日本海での活動を一層活発化させ
ている。日本海における中国軍の活動は、今後と
も拡大・活発化すると考えられる。

（3）尖閣諸島周辺などにおける中国海警船をはじ
めとする船舶・航空機の活動

わが国固有の領土である尖閣諸島周辺において
は、中国海警船がほぼ毎日接続水域において確認
され、わが国領海への侵入を繰り返している。尖
閣諸島周辺のわが国領海で独自の主張をする中国
海警船の活動は、そもそも国際法違反であり、厳
重な抗議と退去要求を繰り返し実施してきてい
る。しかしながら、わが国の強い抗議にもかかわ
らず、令和2（2020）年度においても依然として
領海侵入が継続しており、2020年5月、7月、8
月、10月、11月、12月、2021年1月、2月、3月、
4月及び5月には、中国海警船がわが国領海に侵
入し、付近を航行していた日本漁船へ接近しよう
とする事案が発生した。中でも2020年10月に
は、過去最長となる57時間以上にわたって尖閣
諸島周辺の領海に侵入している。

過去の経緯として、「海監」に所属する中国船舶

は2008年12月、わが国領海に初めて侵入し、徘
はい

徊
かい

・漂泊といった国際法上認められない活動を
行った。その後も、「海監」及び「漁政」に所属す
る船舶は、徐々に当該領海における活動を活発化
させてきた。2012年9月のわが国政府による尖
閣三島（魚釣島、北小島及び南小島）の所有権の
取得・保有以降、このような活動は著しく活発化
した。また、領海侵入の際の隻数は、2016年8月
までは2～3隻程度であったが、それ以降は4隻
で領海侵入することが多くなっている。

近年、中国海警船によるわが国領海への侵入を
企図した運用態勢の強化は、着実に進んでいると
考えられる。具体的には、尖閣諸島近海に派遣さ
れる船舶は大型化が図られ、2014年8月以降、わ
が国領海に侵入してくる船舶のうち、少なくとも
1隻は3,000トン級以上の船舶である。さらに、
2015年2月以降、3,000トン級以上の船舶が3隻
同時にわが国領海に侵入する事案も確認されてい
る。また、同年12月以降、機関砲とみられる武器
を搭載した船舶がわが国領海に繰り返し侵入する
ようになっている。

中国海警船の運用能力の向上を示す事例も確認
されている。2020年4月から8月にかけて、中国
海警船が尖閣諸島周辺の接続水域において111
日間連続で確認され、過去最長となった。また、
同年一年間に尖閣諸島周辺の接続水域で確認され
た中国海警船の活動については、活動日数が333
日、活動船舶数が延べ1,161隻となり、いずれも
過去最多となった。

さらに、中国が必要に応じ、多数の中国海警船
等を尖閣諸島周辺海域に同時に投入する能力を有
していると考えられる事案も発生した。2016年
8月上旬、約200～300隻の中国漁船が尖閣諸島
周辺の接続水域に進出したが、この際、最大15隻
もの中国海警船等が同時に接続水域内で確認さ
れ、さらに、5日間にわたり多数の中国海警船等
及び漁船が領海侵入を繰り返す事案が発生した。

尖閣諸島周辺のわが国領空及び周辺空域におい
ては、2012年12月に、国家海洋局所属の固定翼
機が中国機として初めて当該領空を侵犯する事案
が発生し、その後も2014年3月までの間、同局
所属の航空機の当該領空への接近飛行がたびたび

尖閣諸島周辺において領海侵入を繰り返す中国海警局の船舶
【海上保安庁】
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確認された。2017年5月には、尖閣諸島周辺のわ
が国領海侵入中の中国海警船の上空において小型
無人機らしき物体が飛行していることが確認され
た。このような小型無人機らしき物体の飛行も領
空侵犯に当たるものである。

このように中国は、尖閣諸島周辺において力を
背景とした一方的な現状変更の試みを執拗に継続
しており、強く懸念される状況となっている。事
態をエスカレートさせる中国の行動は、わが国と
して全く容認できるものではない。

尖閣諸島周辺以外においては、2017年7月、中
国海警船が対馬（長崎県）、沖ノ島（福岡県）及び
津軽海峡付近のわが国領海内を航行したことが確
認された。同船舶は、同年8月、佐多岬から草垣
群島（いずれも鹿児島県）にかけてのわが国領海
内も航行したことが確認されている。また、2019
年7月、中国海警船が龍飛埼及び大間埼（いずれ
も青森県）付近のわが国領海内を航行したことが
確認されている。

図表Ⅰ-2-2-8（わが国周辺海空域における最近の中
国軍の主な活動（イメージ））
図表Ⅰ-2-2-9（中国戦闘艦艇の南西諸島及び宗谷・
津軽海峡周辺での活動公表回数）
図表Ⅰ-2-2-10（中国軍機の沖縄本島・宮古島間の通
過公表回数）
図表Ⅰ-2-2-11（中国戦闘艦艇の対馬海峡通過公表回
数）
図表Ⅰ-2-2-12（中国軍機の対馬海峡通過公表回数）
図表Ⅰ-2-2-13（中国機に対する緊急発進回数の推移）
図表Ⅰ-2-2-14（中国海警局に所属する船舶等の尖閣
諸島周辺における活動状況）

（4）南シナ海における動向
中国は、東南アジア諸国連合（A

Association of Southeast Asian Nations
SEAN）諸国な

どと領有権について争いのある南沙（スプラト
リー）・西沙（パラセル）諸島などを含む南シナ海
においても、既存の海洋法秩序と相いれない主張
に基づき活動を活発化させている。

中国は2014年以降、南沙諸島にある7つの地
形（ファイアリークロス礁・ミスチーフ礁・スビ
礁及びクアテロン礁・ガベン礁・ヒューズ礁・

 参照

図表Ⅰ-2-2-8 わが国周辺海空域における最近の中国軍の主な活動（イメージ）
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海上戦力
航空戦力

H-6爆撃機 Su-30戦闘機シャン級潜水艦

わが国周辺で確認された中国海空軍（海上・航空自衛隊撮影）

紀伊半島沖までの爆撃機進出
（2017年8月）

沖縄・宮古島間を
通過しての頻繁
な太平洋進出

潜没潜水艦等の尖閣
諸島接続水域等航行
（2018年1月）

中国軍と推定される潜水艦が接続
水域内を潜没航行（2020年6月）

東シナ海及
び上空での
中国海空軍
の活動頻繁な日本海進出中露海軍共同演習

「海上協力2017」

中露海軍共同演習
「海上協力2019」

中露爆撃機が長距離共同飛行
（2019年7月：東シナ海～日本海）
（2020年12月：東シナ海～日本海
～太平洋）

太平洋での空母艦載
戦闘機（推定含む）の
飛行
（2018年4月）
（2020年4月）
（2021年4月）
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図表Ⅰ-2-2-9
中国戦闘艦艇の南西諸島及び宗谷・

津軽海峡周辺での活動公表回数
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図表Ⅰ-2-2-10
中国軍機の沖縄本島・宮古島間の 
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図表Ⅰ-2-2-11
中国戦闘艦艇の 

対馬海峡通過公表回数
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図表Ⅰ-2-2-12
中国軍機の対馬海峡通過公表回数
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図表Ⅰ-2-2-13 中国機に対する緊急発進回数の推移
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図表Ⅰ-2-2-14 中国海警局に所属する船舶等の尖閣諸島周辺における活動状況

領海侵入日数の推移
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接続水域における確認状況

年 確認日数（日） 延べ確認隻数（隻）
2012 79 407
2013 232 819
2014 243 729
2015 240 709
2016 211 752
2017 171 696
2018 158 607
2019 282 1,097
2020 333 1161
2021 81 300

※　2012年は9月以降、2021年は3月末時点
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ジョンソン南礁）において、大規模かつ急速な埋
立てを強行してきた。2016年7月には比中仲裁
判断において、中国が主張する「九段線」の根拠
としての「歴史的権利」が否定され、中国の埋立
てなどの活動の違法性が認定された。しかし、中
国はこの判断に従う意思のないことを明確にして
おり、砲台といった軍事施設のほか、滑走路や港
湾、格納庫、レーダー施設などをはじめとする軍
事目的に利用しうる各種インフラ整備を推進しつ
つ、軍事活動を継続するなど同地形の軍事拠点化
を推し進めている。

南沙諸島のうち、ビッグ・スリーとも称される
ファイアリークロス礁、スビ礁及びミスチーフ礁
は、対空砲などを設置可能な砲台やミサイルシェ
ルター、弾薬庫とも指摘される地下貯蔵施設のほ
か、水上戦闘艦艇の入港が可能とみられる大型港
湾や戦闘機、爆撃機などが離発着可能な滑走路が
整備された。

ファイアリークロス礁においては、2016年4
月に南シナ海哨戒任務中の海軍哨戒機が急患輸送
を名目に着陸し、スビ礁及びミスチーフ礁におい
ても、同年7月、大型機の離着陸が可能な滑走路
において、航空機による試験飛行が強行されてい
る。2018年1月には、ミスチーフ礁上にY-7輸送
機が、同年4月にはスビ礁上にY-8特殊任務機が、
2020年12月にはファイアリークロス礁上に
Y-20輸送機がそれぞれ確認されたと報じられて
いる。また、2018年4月、対艦巡航ミサイル及び
地対空ミサイルが軍事訓練の一環としてファイア
リークロス礁、スビ礁及びミスチーフ礁に展開し
たと報じられたほか、レーダー妨害装置がミス
チーフ礁上に展開したと報じられている。さらに、
2020年5月には、中国がY-8哨戒機及びY-9早
機警戒機などをファイアリークロス礁にローテー
ション展開させている可能性が報じられている。

その他の4つの地形でも、港湾、ヘリパッド、
レーダーなどの施設建設の進展に加え、大型対空
砲や近接防空システムとみられる装備がすでに配
備された可能性が指摘されている。これらの地形
が本格的に軍事目的で利用された場合、インド太

20 2016年3月のリチャードソン米海軍作戦部長（当時）の発言による。

平洋地域の安全保障環境を大きく変化させる可能
性がある。

また、中国は南沙諸島に先がけて、西沙諸島に
ついても軍事拠点化を推し進めてきた。ウッ
ディー島においては、2013年以降、滑走路を
3,000m弱まで延長したとされるほか、2015年
10月や2017年10月、2019年6月にはJ-11や
J-10といった戦闘機の展開が、2016年2月や
2017年1月には、地対空ミサイルとみられる装
備の所在が確認されている。2018年5月に中国
国防部が発表した南シナ海でのH-6K爆撃機の離
発着訓練は、ウッディー島で実施されたと指摘さ
れている。

また、2012年4月に中比政府船舶が対峙する事
案が発生したスカーボロ礁においても、近年、中
国の艦船による測量とみられる活動が確認された
とされているほか、今後、新たな埋立てが行われ
る可能性も指摘されている20。仮に、スカーボロ礁
において埋立てが実施されレーダー施設や滑走路
などの設置が行われた場合、周辺海域における中
国の状況把握能力や戦力投射能力が高まり、ひい
ては南シナ海全域での作戦遂行能力の向上につな
がる可能性も指摘されている。こうした点も踏ま
え、今後とも状況を注視していく必要がある。

海空域における活動も拡大・活発化している。
2009年3月、2013年12月及び2018年9月には、
南シナ海を航行していた米海軍艦船に対し中国海
軍艦艇などが接近・妨害する事案が発生した。
2016年5月や2017年2月及び5月には、中国軍
の戦闘機が米軍機に対し接近したとされる事案な
どが発生している。比中仲裁判断後の2016年7
月及び8月には、中国空軍のH-6K爆撃機がス
カーボロ礁付近の空域において「戦闘パトロール
飛行」を実施し、今後このパトロールを「常態化」
する旨、中国国防部が発表した。また、H-6爆撃
機が2016年12月に「九段線」に沿って飛行した
との報道もある。同年9月には中露海軍共同演習

「海上協力2016」が初めて南シナ海で実施された。
2018年3月下旬から4月にかけては、空母「遼

寧」を含む海軍艦艇などによる実動演習及び中国
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建国後最大規模と評される海上閲兵式が、同海域
で実施された。これらに加え、2019年には対艦
弾道ミサイルの発射試験が初めて南シナ海で行わ
れたとされるほか、同年及び2020年4月には空
母「遼寧」がフユ級高速戦闘支援艦などを伴い同
海域に展開したとされる。さらに、中国海警船が
周辺諸国の漁船に対して威嚇射撃を行う事案も生
起しているほか、2019年7月から10月にかけて、
ベトナムの排他的経済水域内における同国による
石油・天然ガス開発に対して中国海警船が妨害行
為を行った際には、中国海警船はファイアリーク
ロス礁に寄港して補給を受けたとされる。

また、2020年4月、海南省三沙市の下に「西沙
区」及び「南沙区」と称する行政区の新設を一方
的に公表したほか、同年7月には、3海域（南シナ
海、東シナ海、黄海）で同時に軍事演習を実施し、
同年8月には中距離弾道ミサイルを発射したとみ
られている。このように中国は、南シナ海におい
て、軍事にとどまらない手段も含め、プレゼンス

21 米国防省「アジア太平洋海洋安全保障戦略」（2015年8月）による。

の拡大及び継戦能力を含む統合作戦遂行能力の向
上を企図しているものと考えられる。

中国による既存の海洋法秩序と相いれない主張
に基づく活動は、一方的な現状変更及びその既成
事実化を一層推し進める行為であり、わが国とし
て深刻な懸念を有しているほか、米国やG7諸国
をはじめとした国際社会からも同様の懸念が示さ
れている。例えば、米国は2020年7月、中国の南
シナ海における海洋権益に関する主張は不法であ
る旨の国務長官声明を発出した。

中国は、フィリピンやベトナムなど幾つかの
ASEAN諸国による地形の不法占拠などを主張し
ているが、中国の地形開発はその他の国々が行っ
ている活動とは比較にならないほどに大規模かつ
急速である21。

いずれにせよ、南シナ海をめぐる問題はインド
太平洋地域の平和と安定に直結するものであり、
南シナ海に主要なシーレーンを抱えるわが国のみ
ならず、国際社会全体の正当な関心事項である。

図表Ⅰ-2-2-15 中国による南シナ海の軍事拠点化（イメージ）
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中国を含む各国が緊張を高める一方的な行動を慎
み、法の支配の原則に基づき行動することが強く
求められる。

図表Ⅰ-2-2-15（中国による南シナ海の軍事拠点化
（イメージ））

（5）インド洋などのより遠方の海域における動向
中国軍海上戦力は、「遠海防衛」型へとシフトし

ているとされており、近年、インド洋などのより
遠方の海域における作戦遂行能力を着々と向上さ
せている。大型戦闘艦艇や大型補給艦の整備と
いった装備面における取組のほか、運用面におけ
る取組についても進展がみられる。例えば、2008
年12月以降、海賊に対処するための国際的な取
組に参加するため、中国海軍艦艇がソマリア沖・
アデン湾に展開している。2019年12月には、中
国海軍はロシア及びイラン海軍と初の3か国共同
演習をインド洋北部で実施した。海軍潜水艦の活
動もインド洋方面において継続的に確認されるよ
うになってきており、スリランカ・コロンボ、パ
キスタン・カラチ、マレーシア・コタキナバルへ
の寄港も報じられている。また、2020年1月にア
ラビア海北部において実施された中国軍・パキス
タン軍の共同演習にも、中国軍は潜水艦を派遣し
たとされている。

中国軍の活動は、インド洋以外にも拡大してい
る。2016年9月には、中露海軍共同演習「海上協
力」が地中海を含む海域で実施された。また、
2019年11月には、中国海軍はロシア及び南アフ
リカ海軍と初の3か国共同演習を喜望峰周辺海域
で実施した。さらに、宇宙観測支援船を南太平洋
に展開させているほか、南太平洋から中南米など
にかけて「調和の使命」と呼称する任務のもとで
軍病院船を派遣し、医療サービスの提供などを
行っている。

このほか、2015年9月、中国軍艦艇5隻がベー
リング海の公海上を航行し、アリューシャン列島
周辺で米国の領海を航行したとされている。中国
は、2018年1月に北極政策に関する白書「中国の
北極政策」を発出し、そのなかで、北極海航路の開

22 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2019年）による。
23 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

発を通じて「氷上シルクロード」の建設を進める
こととしているなど、北極事業への積極的な関与
も打ち出している。科学調査活動や商業活動を足
がかりとして、北極海において軍事活動を含むプ
レゼンスを拡大させる可能性も指摘されている22。

また、中国が遠方の海域における作戦に資する
海外における港湾などの活動拠点を確保しようと
する動きも顕著になっている。例えば、2017年8
月には、アデン湾に面する東アフリカの戦略的要
衝であるジブチにおいて、中国軍の活動の後方支
援を目的とするとされる「保障基地」の運用が開
始され、2018年4月以降、「保障基地」沿岸にお
いて大型補給艦の停泊が可能とみられる埠頭が建
設されている。さらに、ジブチ以外にも、海外の
軍事兵站施設を検討・計画している可能性も指摘
されている23。また、近年中国は、ユーラシア大陸
をはじめとする地域の経済圏創出を主な目的とす
るとされる「一帯一路」構想を推進しているが、
中国軍が海賊対処活動による地域の安定化や共同
訓練による沿線国のテロ対処能力の向上などを通
じ、同構想の後ろ盾としての役割を担っている可
能性がある。さらに、同構想には中国の地域にお
ける影響力を拡大するという戦略的意図が含まれ
ているとも考えられる中、同構想が中国軍のイン
ド洋、太平洋などにおける作戦遂行能力のより一
層の向上をもたらす可能性がある。例えば、パキ
スタンやスリランカ、バングラデシュといったイ
ンド洋諸国やバヌアツといった太平洋島嶼国での
港湾インフラ建設支援は、軍事利用も可能な拠点
の確保につながる可能性がある。

（6）海空域における活動の目標
中国による海上・航空戦力の整備状況及び活動

 参照

「一帯一路」構想 とは

習近平国家主席が提唱した経済圏構想。2013年9月に「シル
クロード経済ベルト」構想（一帯）が、同年10月に「21世紀
海上シルクロード」構想（一路）が提唱され、以降、両構想を
あわせて「一帯一路」構想と呼称。
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諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
2
章

40日本の防衛

第2節中国

防衛2021_Ⅰ-2-2.indd   40防衛2021_Ⅰ-2-2.indd   40 2021/06/10   10:06:552021/06/10   10:06:55



状況、国防白書における記述、中国の置かれた地
理的条件、グローバル化する経済などを考慮すれ
ば、海・空軍などの海空域における近年の活動に
は、次のような目標があるものと考えられる。

第一に、中国の領土、領海及び領空を防衛する
ために、可能な限り遠方の海空域で敵の作戦を阻
止することである。これは、近年の科学技術の発
展により、遠距離からの攻撃の有効性が増してい
ることが背景にある。

第二に、台湾の独立を抑止・阻止するための能
力を整備することである。中国は、台湾問題を解
決し、中国統一を実現することにはいかなる外国
勢力の干渉も受けないとしており、中国が、四方
を海に囲まれた台湾への外国からの介入を実力で
阻止することを企図すれば、海空域における作戦
遂行能力を充実させる必要がある。

第三に、中国が独自に領有権を主張している島
嶼
しょ

の周辺海空域において、各種の監視活動や実力
行使などにより、当該島嶼に対する他国の支配を
弱め、自国の領有権に関する主張を強めることで
ある。また、こうした活動には、中国独自の「法律
戦」の発想のもと、一方的な現状変更を既成事実
化し、独自の主張を正当化する根拠の一環として
用いようとする側面もあると考えられる。

第四に、海洋権益を獲得し、維持及び保護する
ことである。中国は、東シナ海や南シナ海におい
て、石油や天然ガスの採掘及びそのための施設建
設や探査を行っているが、2013年6月以降には、
東シナ海の日中中間線の中国側において、既存の
4基に加え、新たに12基の海洋プラットフォーム
の建設作業などを進めていることが確認されてい
る。また、2016年6月下旬には、1基のプラット
フォーム上に対水上レーダー及び監視カメラの設
置が確認されるなど、これらの機材の利用目的も
含め、プラットフォームにかかる中国の今後の動
向が注目される。中国側が一方的な開発を進めて
いることに対しては、わが国から繰り返し抗議を
すると同時に、作業の中止などを求めている。

第五に、自国の海上輸送路を保護することであ
る。この背景には、中東からの原油の輸送ルート
などの海上輸送路が、中国の経済活動にとって、
生命線ともいうべき重要性を有していることがあ

る。近年の海上・航空戦力の強化を考慮すれば、
その能力の及ぶ範囲は、中国の近海を越えてより
遠方の海域へと拡大していると考えられる。

こうした中国の海空域における近年の活動の目
標や近年の動向を踏まえれば、今後とも中国は、
東シナ海や太平洋といったわが国近海及び南シナ
海、インド洋などにおいて、活動領域をより一層
拡大するとともに活動の活発化をさらに進めてい
くものと考えられる。

一方、近年、中国は、海空域における不測の事
態を回避・防止するための取組にも関心を示して
いる。例えば、2014年4月、中国は、西太平洋海
軍シンポジウム（W

Western Pacific Naval Symposium
PNS）参加国海軍の艦艇及び

航空機が予期せず遭遇した際の行動基準を定めた
「 洋 上 で 不 慮 の 遭 遇 を し た 場 合 の 行 動 基 準
（C

Code for Unplanned Encounters at Sea
UES）」につき、日米などとともに一致した。

また、2018年6月、自衛隊と中国軍の艦船・航空
機による不測の衝突を回避することなどを目的と
する「日中防衛当局間の海空連絡メカニズム」の
運用を開始した。

7　軍の国際的な活動

中国軍は近年、平和維持、人道支援・災害救援、
海賊対処といった非伝統的安全保障分野における
任務に対しても積極的な姿勢を示し、海外にも多
くの部隊・人員を派遣している。

中国は、国連PKOを一貫して支持するとともに
積極的に参加するとしており、中国の国連PKOに
おける存在感は高まっている。また、中国は、
2020年9月に国連PKOに関する白書「中国軍の
国連平和維持活動への参加30年」を初めて公表
し、これまでに国連PKOに延べ4万人以上の要員
を25のミッションに派遣してきたとしている。ま
た、国連によれば、中国は2020年12月末時点で、
国 連 マ リ 多 面 的 統 合 安 定 化 ミ ッ シ ョ ン

（M
United Nations Multidimensional Integrated Stabilization Mission in Mali

INUSMA）などの国連PKOに国連安全保障理
事会の常任理事国中最多である計2,520人の部隊
要員、文民警察要員及び軍事監視要員を派遣して
いるほか、予算の分担率も大幅に増加している。
なお、国連PKO予算における中国の分担率をみる
と、2016年以降、米国に次ぐ第2位となっている。
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さらに、中国は、ソマリア沖・アデン湾におけ
る海賊対処活動や、人道支援・災害救援活動にも
積極的に参加している。また、リビア情勢の悪化
を受け、中国は2011年、初めて軍による在留中
国人の退避活動を行った。

中国のこうした姿勢の背景には、中国の国益が
国境を越えて拡大していることに伴い、国外にお
いて国益の保護及び増進を図る必要性が高まって
いること、オペレーションを通じて部隊の長距離
展開を含む対応能力を検証すること、自国の地位
向上を目的に国際社会に対する責任を果たす意思
を示すこと、軍の平和的・人道的なイメージを普
及させること、アフリカ諸国をはじめとする
PKO実施地域との関係強化を図ることなどがあ
ると指摘されている。

8　教育・訓練などの状況

中国軍は、近年、「戦える、勝てる」軍隊を建設
するとの方針のもと、作戦遂行能力の強化を図る
ことなどを目的として実戦的な訓練を推進してお
り、戦区主導の統合演習、対抗演習、上陸演習、区
域をまたいだ演習、遠方における演習などを含む
大規模演習、さらには夜間演習、諸外国との共同
演習なども行っている。2018年1月から施行さ
れた新たな「軍事訓練条例」においても、実戦化
訓練の確実な実施を原則とする旨言及されている
ほか、ネットワーク情報システムに基づいた統合
作戦や全域作戦などの遂行についても言及されて
いる。また、2019年3月から施行された「軍事訓
練監察条例（試行）」は、実戦の要求に沿わない訓
練を修正する手順や、軍事訓練における悪習・規
律違反を特定する基準などについて定めた制度で
あり、このような制度の整備は中国にとって初め
ての試みであるとされる。

中国軍は、教育面でも、統合作戦遂行能力を有
する軍人の育成を目指している。2003年から、
統合作戦・情報化作戦に対応した軍の指揮や建設
などを担う高い能力を持つ人材育成のための人材
戦略プロジェクトが推進されている。2017年に

24 ストックホルム国際平和研究所（SIPRI：Stockholm International Peace Research Institute）Insights on Peace and Security, No. 2020/2（January 
2020）による。

は、統合作戦指揮人材を養成するための訓練が中
国国防大学で開始されたと伝えられている。

中国は、2014年の第18期四中全会で「法治」
の推進を示し、軍においても習主席が「法に基づ
く軍の管理」に言及するなど「法治」の貫徹が進
められていると考えられる。また、軍における最
高意思決定機関である第19期中央軍事委員会の
委 員 と し て、苗

びょう・か
華 政 治 工 作 部 主 任 に 加 え て

張
ちょう・しょうみん

升 民 中央軍事委員会規律検査委員会書記が
選出されたことや、2020年1月に「軍事監察工作
条例（試行）」が制定されたことは、この一環と考
えられる。

また、中国は、戦争などの非常事態において民
間資源を有効に活用するため、国防動員体制の整
備を進めている。2010年には基本法となる「国
防動員法」を、2016年には交通分野のための「国
防交通法」を制定した。さらに、現在推進されて
いる軍民融合政策では、非常事態に限らない平素
からの民間資源の軍事活用も念頭に置かれている
ものと考えられる。こうした取組には、民間船舶
による軍用装備の輸送活動などが含まれる。こう
した取組は中国の軍事任務に投入可能な戦力を総
体的に増強するものであり、今後とも積極的に推
進されるとみられることから、中国軍の作戦遂行
能力への影響を注視する必要がある。

9　国防産業部門の状況

中国の主な国防産業については、国務院機構で
ある工業・情報化部の国防科学技術工業局の隷下
に、核兵器、ミサイル・ロケット、航空機、艦艇、
情報システムなどの装備を開発、生産する12個
の集団公司により構成されてきた。中国の国防産
業による武器売却額は、2017年において米国に
次ぐ世界第2位であると指摘されている24。2018
年には中国核工業集団公司と中国核工業建設集団
公司が再編され、2019年には中国船舶工業集団
公司と中国船舶重工業集団公司が合併し、現在は
合併後の中国船舶集団公司を含む計10社で構成
されている。
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中国は自国で生産できない高性能の装備や部品
をロシアなど外国から輸入しているが、軍近代化
のため装備の国産化をはじめとする国防産業部門
の強化を重視していると考えられる。自国での研
究開発に加えて対外直接投資などによる技術獲得
に意欲的に取り組んでいるほか、機密情報の窃取
といった不法手段による取得も指摘されてい
る25。国防産業部門の動向は軍の近代化に直結す
ることから、重大な関心をもって注視する必要が
ある。

中国の軍民融合政策は技術分野において顕著で
あり、中国は、軍用技術を国民経済建設に役立て

25 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。
26 2017年12月のターンブル豪首相（当時）発言による。

つつ、民生技術を国防建設に吸収するという双方
向の技術交流を促すとともに、軍民両用の分野を
通じて外国の技術を吸収することにも関心を有し
ているとみられる。技術分野における軍民融合は、
特に、海洋、宇宙、サイバー、人工知能（AI）と
いった中国にとっての「新興領域」とされる分野
における取組を重視しているとされる。

その上で、近年は、生産段階から徴用を念頭に
置いた民生品の標準化が軍民融合政策の一環とし
て推進されているとされる。こうした取組により、
軍による一層効果的な民間資源の徴用が可能とな
ることなどが見込まれる。

3 	対外関係など	対外関係など

1　全般

中国は、特に海洋において利害が対立する問題
をめぐり、既存の国際秩序とは相容れない独自の
主張に基づき、力を背景とした現状変更の試みや
その既成事実化など高圧的とも言える対応を推し
進めつつ、自らの一方的主張を妥協なく実現しよ
うとする姿勢を継続的に示している。また、国家戦
略として「一帯一路」構想を推進しているが、近年
一部の「一帯一路」構想の協力国において、財政状
況の悪化などからプロジェクト見直しの動きもみ
られている。さらに、安全保障や金融を含む分野
における中国主導の多国間メカニズムの構築な
ど、独自の国際秩序形成への動きや、他国の政治
家の取り込みなどを通じて他国の政策決定に影響
力を及ぼそうとする動きなども指摘されている26。

同時に、中国は、持続的な経済発展を維持し、
総合国力を向上させるためには、平和で安定した
国際環境が必要であるとの認識に基づき、「人類
運命共同体」の構築を提唱しつつ、「相互尊重、公
平正義、協力、ウィン・ウィンの新型国際関係」
の建設推進について言及している。軍事面におい
ては、諸外国との間で軍事交流を積極的に展開し
ている。近年では、米国やロシアをはじめとする
大国や東南アジアを含む周辺諸国に加えて、アフ

リカや中南米諸国などとの軍事交流も活発に行っ
ている。中国が軍事交流を推進する目的としては、
関係強化を通じて中国に対する懸念の払拭に努め
つつ、自国に有利な安全保障環境の構築や国際社
会における影響力の強化、海外兵器市場の開拓、
資源の安定的な確保や海外拠点の確保などがある
ものと考えられる。

また、中国で発生した新型コロナウイルス感染
症について、中国の初動対応や情報提供の遅れを
問う声もある。こうした中、中国は、いわゆる「マ
スク外交」や「ワクチン外交」といった同感染症
対策に関する支援を梃子に、戦略的に自らに有利
な国際秩序・地域秩序の形成や影響力の拡大を図
りつつ、自国の政治・経済上の利益の増進を図っ
ているとの見方もある。

2　ロシアとの関係

1989年にいわゆる中ソ対立に終止符が打たれ
て以来、中露双方は継続して両国関係重視の姿勢
を見せている。90年代半ばに両国間で「戦略的
パートナーシップ」を確立して以来、同パート
ナーシップの深化が強調されており、2001年に
は、中露善隣友好協力条約が締結された。2004
年には、長年の懸案であった中露国境画定問題も
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解決されるに至った。両国は、世界の多極化と国
際新秩序の構築を推進するとの認識を共有し、関
係を一層深めている。

軍事面では、中国は90年代以降、ロシアから戦
闘機や駆逐艦、潜水艦など近代的な武器を購入し
ており、中国にとってロシアは最大の武器供給国
である27。近年、中露間の武器取引額は一時期に
比べ低い水準で推移しているものの、中国は引き
続きロシアが保有する先進装備の輸入や共同開発
に強い関心を示しているとみられる。例えば、中
国はロシアから最新型の第4世代戦闘機とされる
Su-35戦闘機やS-400対空ミサイルシステムを導
入している。なお、ロシアがS-400対空ミサイル
システムを輸出したのは、中国が初めてであると
される。その上でロシアは、中国によるリバース
エンジニアリングへの警戒により、また、陸上で
国境を接する中国に対して自国に脅威が及ぶよう
な特定の高性能武器は供与しないといった方針に
より、対中輸出兵器の性能を差別化している例も
あるとの指摘がある。また、中国の技術力向上に
より、武器輸出における中国との競合を懸念しつ
つあるとの指摘もある。

中露間の軍事交流としては、定期的な軍高官な
どの往来に加え、共同訓練などを実施している。
例えば中国軍は、2018年にはロシア軍による演
習として冷戦後最大規模とされる「ヴォストーク
2018」演習に、2019年には「ツェントル2019」
演習、2020年には「カフカス2020」演習に参加
した。また、中露両国は、海軍による大規模な共
同演習「海上協力」を、2012年以降実施しており、
2016年には初めて南シナ海で、2017年には初め
てバルト海及びオホーツク海で実施した。2016
年 及 び2017年 に は、共 同 ミ サ イ ル 防 衛 コ ン
ピュータ演習「航空宇宙安全」も実施した。また、
中国は、中露二国間もしくは中露を含む上海協力
機構（S

Shanghai Cooperation Organization
CO。2001年6月に設立。）加盟国間で、

対テロ合同演習「平和の使命」を実施している。
中国としては、これらの交流を通じて、ロシア製
兵器の運用方法や実戦経験を有するロシア軍の作
戦教義などを学習することも見込んでいるものと

27 SIPRI Arms Transfers Databaseによる。
28 2019年9月6日付のロシア軍機関紙「赤星」による。

考えられる。
こうした動向に加え、最近、中露関係の深化が

窺われる動きも確認されている。2019年7月に
は「初の共同空中戦略巡航」と称して、中露両国
は日本海で合流した爆撃機を東シナ海に向けて飛
行させた。また、同年9月には、両国間で新たな
軍事及び軍事技術協力に関する一連の文書への署
名が行われている28。2020年においても同様の傾
向は継続しており、同年12月、ショイグ露国防相
と魏鳳和国防部長がオンライン会談を実施し、中
露両国は、弾道ミサイルや宇宙ロケットの発射計
画や実際の発射について相互に通告する政府間協
定の10年間延長に合意した。また同月、両国の爆
撃機が、日本海から東シナ海、さらには太平洋に
かけての長距離にわたる共同飛行を実施し、両国
は、中露の新時代における包括的パートナーシッ
プ関係の深化・発展を目的として実施されたもの
と発表した。

3　北朝鮮との関係

中国は、1961年の「中朝友好協力相互援助条
約」のもとで北朝鮮との緊密な関係を維持してき
た。北朝鮮が金

キム・ジョンウン
正恩体制に移行してからは、中朝

の主要指導者の相互往来の頻度が低下してきてい
るとされていたが、習近平国家主席は2019年6
月、中国国家主席として14年ぶりに北朝鮮を訪
問し、同主席と金正恩委員長との間で5回目とな
る首脳会談を行っている。また、2020年10月、
習近平国家主席は金正恩委員長に朝鮮労働党創立
75周年の祝電を送った。習主席は北朝鮮に対し
て、地域の平和と安定、発展と繁栄を実現する上
で新しく積極的に寄与する用意があると表明し、
コロナ禍においても緊密な関係を維持していく考
えを示した。

中国は朝鮮半島問題に関して「3つの堅持」（①
朝鮮半島の非核化実現、②朝鮮半島の平和と安定
の維持、③対話と協議を通じた問題解決）と呼ば
れる基本原則を掲げているとされ、非核化のみな
らず従来の安定維持や対話も同等に重要との立場
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を採っていると考えられる。こうした状況のもと、
中国は北朝鮮に対する制裁を強化する累次の国連
安保理決議に賛成してきた一方、2019年12月に
は、ロシアとともに国連安保理の制裁を一部解除
する提案などを含む決議案を国連安保理で配布す
るなどの動きも見せている。

なお、国連安保理決議で禁止されている、洋上
での船舶間の物資の積替え（いわゆる「瀬取り」）
に関し、中国側は終始自身の国際義務を真剣に履
行しているとしているが、中国籍船舶の関与が指
摘されている。

4　その他の諸国との関係

（1）東南アジア諸国との関係
東南アジア諸国との関係では、引き続き首脳ク

ラスなどの往来が活発である。また、ASEAN＋
1（中国）やASEAN＋3（日本、中国及び韓国）、
E
East Asia Summit

AS、ASEAN地域フォーラム（A
ASEAN Regional Forum

RF）といった
多国間枠組みにも中国は積極的に関与している。
さらに、中国は「一帯一路」構想のもと、インフラ
整備支援などを通じて各国との二国間関係の発展
を図ってきている。

軍事面では、2018年10月に中国とASEANの
実動演習「海上連演2018」が初めて実施される
など、信頼醸成に向けた動きも見られる。また、
2019年7月、カンボジアとの間でリアム海軍基
地の一部を独占的に利用可能とする密約が結ばれ
た旨報じられた。これについて、カンボジア側は、
外国軍の基地設置は憲法違反であるとし、事実関
係を否定している。

フィリピンとの間においては2016年7月、南
シナ海をめぐる中国との紛争に関し、国連海洋法
条約（U

United Nations Convention on the Law of the Sea
NCLOS）に基づく仲裁判断が下され、

フィリピンの申立て内容がほぼ認められる結果と
なった。その後、フィリピンは仲裁判断への言及
を控えているとされていたが、2019年9月には
フィリピン大統領府報道官が「仲裁判断は現在に
おいても両国間の協議の議題である」旨述べてお

29 2019年4月4日付のフィリピン外務省HPによる。

り、2020年9月、ドゥテルテ大統領は国連総会に
おいて、「仲裁判断は今や国際法の一部であり、こ
れについて妥協したり、価値を減じたり、あるい
は無視することは許されない」旨指摘している。
また、2019年4月には、フィリピンは、同国が実
効支配する南沙諸島ティトゥ島近くで大量の中国
漁船が確認されたことについて、中国政府へ抗議
声明を発表した29。また、フィリピン政府は、
2020年2月、フィリピン艦艇が中国艦艇からレー
ダー照射を受けたとして同年4月に抗議をした旨
発表した。

ベトナムとの間では、2017年7月及び2018年
3月、外国企業がベトナム政府の許可を得て南シ
ナ海で実施していた石油掘削を、中国の圧力を受
け、ベトナム政府が中止させたと報じられている。
また、2019年7月以降は、ベトナムの排他的経済
水域内における石油・天然ガス掘削活動をめぐ
り、中国及びベトナム双方の政府船舶などが対峙
する事態が見られたが、同年10月に採掘リグ

（「HAKURYU-5」）が撤収した後、双方が対峙す
る事態は解消された。また、ベトナム政府は、
2020年4月、西沙諸島においてベトナム漁船と
中国海警船が衝突し、ベトナム漁船が沈没し、中
国側に抗議をしたと発表した。

インドネシアとの間では、従来からインドネシ
アの排他的経済水域内における中国漁船の操業が
たびたび問題となっており、インドネシア側は違
法操業と判断される外国漁船への断固とした対応
を行ってきた。最近では2019年12月から2020
年1月にかけて、インドネシアのナツナ諸島周辺
海域において中国漁船が違法操業したことに対
し、インドネシア政府は強く抗議し、中国が主張
する「九段線」を認めないと改めて表明した。

なお、中国とASEANは「南シナ海行動規範
（C

Code of Conduct of Parties in the South China Sea
OC）」の策定に向けた協議を続けており、

2018年11月、李総理が3年以内の交渉妥結を望
む旨表明している。2019年7月、中国は、中国・
ASEAN外相会議において、COCの「単一の交渉
草案」の一読が完了したことを発表した。
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（2）中央アジア諸国との関係
中国西部の新疆ウイグル自治区は、中央アジア

地域と隣接していることから、中国にとって中央
アジア諸国の政治的安定やイスラム過激派による
テロなどの治安情勢は大きな関心事項であり、国
境管理の強化、SCOやアフガニスタン情勢安定
化などへの関与はこのような関心の表れとみられ
る。また、資源の供給源や調達手段の多様化など
を図るため、中央アジアに強い関心を有してお
り、中国・中央アジア間に石油や天然ガスのパイ
プラインを建設するなど、中央アジア諸国とエネ
ルギー分野での協力を進めている。

（3）南アジア諸国との関係
中国は、パキスタンと従来から特に密接な関係

を有し、首脳級の訪問が活発であるほか、共同訓
練、武器輸出や武器技術移転を含む軍事分野での
協力も進展しているとみられている。海上輸送路
の重要性が増す中、パキスタンがインド洋に面し
ているという地政学上の特性もあり、中国にとっ
てパキスタンの重要性は高まっていると考えられ
る。海軍種間の共同捜索・救難訓練や対テロ訓練
をはじめ、各種の共同訓練が両国間で行われてい
る。中国が建設を支援している中パ経済回廊は、
グワダル港から新疆ウイグル自治区カシュガルま
での地域における電力施設や輸送インフラなどの
開発計画として「一帯一路」構想の旗艦プロジェ
クトと位置づけられている。パキスタンの財務状
況の悪化に伴い、同プロジェクトは遅れや撤回が
見られるなど難しい局面に差し掛かっているとの
指摘もあるが、同プロジェクトの進展は、パキス
タンにおける中国の影響力をますます高めるもの
と考えられる。

中国は、インドとの間でカシミールやアルナー
チャル・プラデシュなどの国境未画定地域を抱え
ている。また、ブータンとの間では、互いにドク
ラム高原の領有権を主張しており、同高原におい
て、ブータンとインドが密接な関係にあることか
ら、2017年6月から8月にかけて中印両軍が対
峙する事案も発生した。一方、近年中国は、パキ

30 中国が2018年12月に発表した対EU政策文書による。

スタンとのバランスに配慮しつつも、インドとの
関係改善にも努めているとされ、インドとの関係
を戦略的パートナーシップの関係にあるとして積
極的な首脳往来を行っている。また、2018年12
月には、ドクラム対峙後中断されていた中印「携
手」対テロ共同訓練が再開された。インドとの関
係進展の背景には、中印両国における経済成長の
重視や米印関係の強化の動きへの対応があるもの
と考えられる。そのような中、2020年5月に、イ
ンドのラダック州の中印国境付近で、中印両軍の
衝突が発生した。同年6月15日の衝突では45年
ぶりに死者が発生するなど両国間の緊張が高まっ
た。同年9月に中印外相がモスクワで会談し、中
印国境問題について、対話を継続することで合意
した。

近年中国は、スリランカとの関係構築も進めて
いる。2015年1月の選挙において勝利したシリ
セーナ大統領は、就任当初、中国資金によるコロ
ンボ港湾都市事業を差し止めたが、2016年1月
にはその再開を表明し、その後、中国との新規開
発事業も進展をみせている。2017年7月には、中
国の融資で建設されているハンバントタ港の中国
企業への権益貸与が合意された。これらの動きに
対しては、いわゆる「債務の罠」であるとの指摘
もある。また、中国は、バングラデシュとの間で
も、海軍基地のあるチッタゴンにおける港湾開発
や、武器輸出などを通じて関係を深めている。

（4）欧州諸国との関係
近年、中国にとってE

European Union
U諸国は、特に経済面に

おいて重要なパートナーとなっている。
欧州諸国は、情報通信技術、航空機用エンジ

ン・電子機器、潜水艦の大気非依存型推進システ
ムなどにおいて中国やロシアよりも進んだ軍事技
術を保有している。EU諸国は1989年の天安門
事件以来、対中武器禁輸措置を継続してきている
が、中国は同措置の解除を求めている30。仮にEU
による対中武器禁輸措置が解除された場合、優れ
た軍事技術が中国に移転されるのみならず、中国
からさらに第三国などへ移転される可能性がある
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など、インド太平洋地域をはじめとする地域の安
全保障環境を大きく変化させる可能性がある。

また、中国は空母「遼寧」の元となった未完成
のクズネツォフ級空母「ワリャーグ」をウクライ
ナから購入しているように、武器調達の面でウク
ライナとの関係が深く、今後のウクライナとの関
係も注目される。

近年の中国による台頭は、北大西洋条約機構
（N

North Atlantic Treaty Organization
ATO）においても注目されている。2019年

12月のNATO首脳会議において採択された「ロ
ンドン宣言」は、中国の台頭が「機会と挑戦の両
方」をもたらすとし、同盟として対処する必要性
に言及している。また、ストルテンベルグNATO
事務総長は同首脳会議後、中国による多数の中距
離ミサイル配備に触れた上で、将来の軍備管理に
中国を含めることができるかの検討をしている旨
述べている。

対中武器禁輸措置に関するEU内の議論や将来
の軍備管理に関連するNATOの対中政策を含め、
中国と欧州諸国との関係については、引き続き注
目する必要がある。

（5）中東・アフリカ諸国、太平洋島嶼国及び中南
米諸国との関係

中国は従来から、経済面において中東・アフリ
カ諸国との関係強化に努めており、近年では、軍
事面における関係も強化している。首脳クラスの
みならず軍高官の往来も活発であるほか、武器輸
出や部隊間の交流なども積極的に行われている。
また、中国はアフリカにおける国連PKOへ要員
を積極的に派遣している。このような動きの背景
には、資源の安定供給を確保するねらいのほか、
将来的には海外拠点の確保も念頭においていると
の見方がある。2016年12月にはサントメ・プリ
ンシペが、2018年5月にはブルキナファソが、そ
れぞれ台湾と断交し、中国と国交を回復した。

中国はオーストラリアにとって最大の貿易相手
国であるが、オーストラリアが中国の新型コロナ
ウイルス感染症発生源をめぐる独立調査の必要性
を提起したのを契機に中国がオーストラリア産牛
肉などの輸入を相次いで制限するなど経済面でも
摩擦が生じている。また、中国は、太平洋島嶼国

との関係も強化しており、積極的かつ継続的な経
済援助を行っているほか、軍病院船を派遣して医
療サービスの提供などを行っている。さらに、パ
プアニューギニアについては、資源開発などを進
めているほか、軍事協力に関する協定を締結して
いる。バヌアツやフィジー、トンガとの間でも、
軍事的な関係強化の動きがみられる。このように
中国が太平洋島嶼国との関係を強化しつつある
中、オーストラリアなどの各国からは、中国によ
るこれらの動きに対する懸念の表明もみられる。
2019年9月には、ソロモン諸島及びキリバスが
台湾と断交し、中国と国交を樹立した。

中南米諸国との関係では、2015年以降は、中
国とラテンアメリカカリブ諸国共同体（C

Comunidad de Estados Latinoamericanos y Caribeños
ELAC）

の閣僚級会議を開催するなど、一層の関係強化に
努めている。軍事面においては、軍高官による訪
問や武器売却に加え、医療サービス、対テロなど
の分野での関係強化がみられるほか、アルゼンチ
ンにおいては宇宙観測施設を運用している。
2017年6月にはパナマが、2018年5月にはドミ
ニカ共和国が、同年8月にはエルサルバドルがそ
れぞれ台湾と断交し、中国と国交を樹立した。

5　武器の国際的な移転

中国は、小型武器、戦車、無人機を含む航空機、
艦船などの輸出を拡大している。具体的には、パ
キスタン、バングラデシュ、ミャンマーが主要な
輸出先とされているほか、アルジェリア、タンザ
ニア、ナイジェリア、スーダンなどのアフリカ諸
国や、ベネズエラなどの中南米諸国、イラン、サ
ウジアラビアなどの中東諸国にも武器を輸出して
いるとされ、最近では欧州諸国の中では初めてセ
ルビアが中国製UAVを導入する見込みである旨
報じられている。中国による武器移転については、
友好国との間での戦略的な関係の強化や影響力拡
大による国際社会における発言力の拡大のほか、
資源の獲得にも関係しているとの指摘がある。中
国は、国際的な武器輸出管理の枠組みの一部には
未参加であり、ミサイル関連技術などの中国から
の拡散が指摘されるなどしている。
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米国と中国の関係など第3節

1 	米国と中国との関係（全般）	米国と中国との関係（全般）

1	 IMF公表数値（2021年4月時点）による。
2	 同上

世界第1位の経済大国である米国（2020年
GDP約20兆9,328億米ドル1）と第2位の中国
（2020年GDP約14兆7,228億米ドル2）との関係
については、中国の国力の伸長によるパワーバラ
ンスの変化、貿易問題、南シナ海をめぐる問題、
台湾問題、香港問題、ウイグル・チベットをめぐ
る中国の人権問題といった種々の懸案などによ
り、近年、両国の政治・経済・軍事にわたる競争
が一層顕在化してきている。特に、トランプ政権
以降、米中両国において相互に牽制する動きがよ
り一層表面化していることに強い関心が集まって
いる。2021年1月、米政府は、2018年2月に大
統領承認を受けた「インド太平洋のための米国の
戦略的枠組み」について、秘密指定を解除して一
部公開した。同文書は、トランプ政権期の3年間
に国家安全保障戦略を実施するための包括的な戦
略的指針として機能してきたものであり、中国が
新たな反自由主義の勢力範囲を確立することを防
ぎつつ、米国の戦略的優越を維持していくことを
国家安全保障上の課題として掲げている。また、
このための取組を検討するにあたり、中国が、米
国とその同盟国やパートナーとの関係の解体を目
論み、また関係の喪失によってもたらされる力の
空白や機会を利用するとの考えを示している。こ
うした点も踏まえて導かれた中国に対する取組と
して、中国によって世界市場が歪められ、米国の
競争力が損なわれることを阻止すること、米国産
業のイノベーション上の対中優位性を維持するこ
と、中国が米国やその同盟国とパートナーに対し
て軍事力を行使することを阻止し、紛争の各種様
相における中国の活動を打ち破るための能力や構
想を向上させることなどが挙げられている。特に、
軍事面においては、いわゆる「第一列島線」内に
おいて、中国による空域及び海域での持続的な優
位性を拒否する能力や、台湾を含めたいわゆる

「第一列島線」に位置する諸国家などを防衛する
能力の保有を目指すこととしている。貿易問題に
ついて、トランプ政権は、中国による長年の不公
正な貿易慣行を理由に、同年6月以降、段階的な
輸入関税引上げなどを通じて中国に対する厳しい
対応を行ってきた。これに対し、中国側も、対抗
措置として段階的な輸入関税の引上げなどを行っ
てきていたが、米中両国は2020年1月、中国に
よる対米輸入拡大を柱とする第一段階の合意に至
り、両国は追加関税の一部引下げも行った。
機微技術や重要技術をめぐって、米国は、中国

に対する警戒感を強めている。米国は、国家安全
保障戦略において経済安全保障を国家安全保障と
位置づけ、機微技術や重要技術の保護・育成に力
を入れている。例えば、同年3月、5Gに関し、米
国の安全保障にリスクを与える通信機材やサービ
スを、政府補助金を使用して購入することを禁止
するとともに、これらを米国のネットワークから
排除することを目的とする法律が成立し、また、
同年5月、米商務省は、中国のファーウェイへの
規制を強化する方針を発表した。さらに同月、米
国防省は、同年3月にホワイトハウスが発表した
「5Gの安全を確保するための米国家戦略」を踏ま
え、「国防省5G戦略」を発表した。同戦略では、
5Gが極めて重要な戦略的技術であり、長期的な
経済的及び軍事的優位の獲得を左右するものであ
るとしたうえで、技術開発や5Gの脆弱性緩和に
努めるとともに、同盟国などとの連携を図るとし
ている。一方、中国は、2019年の国防白書におい
て、米国が軍事技術及び軍事体制の刷新を行い、
絶対的な軍事優勢を得ることを追求していると指
摘しつつ、軍事領域における人工知能など、先端
科学技術の応用が加速し、国際軍事競争の構造に
歴史的な変化が生じているとしている。また、
2020年10月に開催された中国共産党第19期中
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央委員会第5回全体会議（五中全会）において、
科学技術の自立を国が発展する上での戦略的支柱
と捉え、科学技術の革新の体制・メカニズムを整
備しなければならないとしている。
また、米国は、米国の企業秘密の窃取、人権侵
害への関与、さらには南シナ海における軍事化な
どの行動などを理由として、特定の中国人に対す
るビザ制限や、米国からの輸出を規制するエン
ティティ・リストに中国企業を追加するなどの措
置を実施した。それに対し中国も、米国と同様の
エンティティ・リスト制度を新設するとともに、
国家の安全と利益にかかわる技術などの輸出を管
理する輸出管理法を成立させた。さらに、2021
年1月には、外国の法律などの不当な域外適用か
ら中国企業などを保護することを目的とした規則
を新たに成立させた。

3	 米国「国家防衛戦略」（2018年1月）による。

さらに、2020年7月、米国は知的財産権の窃取
に関与しているなどの理由から、在ヒューストン
中国総領事館を閉鎖したが、中国はそれに対抗す
る形で、在成都米国総領事館を閉鎖し、米中間の
現在の局面は、中国側が望んだものではなく、責
任は完全に米側にあるなどと表明した。
米中の技術分野における競争は、バイデン政権

発足後、米国防省高官が、技術的競争の問題が米
中関係において一層重要性を増していることは明
らかである旨発言していることを踏まえれば、今
後一層激しさを増す可能性がある。
中国は自国の「核心的利益と重大な関心事項」

については妥協しない姿勢を示している一方、米
国は自国の安全保障のために妥協しない姿勢を示
しており、今後、様々な分野において、米中の戦
略的競争が一層顕在化していくとみられる。

2 	インド太平洋地域における米中の軍事動向	インド太平洋地域における米中の軍事動向

1　全般

トランプ政権において、米国は、中国を含む修
正主義勢力による長期的な戦略的競争の再出現を
米国の繁栄及び安全保障に対する中心的な課題で
あるとしたうえで、中国が軍近代化などを通じ、
近い将来に向け、インド太平洋における地域覇権
を追求しているとの認識3を示してきた。こうし
た米国による対中抑止の姿勢は、バイデン政権で
も大きな変化はないとみられている。2021年2
月、バイデン大統領は、外交方針に関する演説に
おいて、中国を「最も深刻な競争相手」であると
名指しした上で、同月の国防省における演説で、
インド太平洋や世界での利益のために中国がもた
らす課題に対応する必要がある旨言及した。また、
同演説において、国防省内の中国タスクフォース
の存在に触れ、今後数か月以内に同タスクフォー
スから、オースティン国防長官に主要な優先事項
と決定事項に関する提言を提供すると発表した。
さらに、同年3月、米国は、国家安全保障の戦略
指針を暫定版という形で公表し、中国について

は、「安定し開かれた国際システムに深刻な挑戦
を呈し得る経済、外交、軍事、技術力を有する唯
一の国」としている。同月の議会公聴会において、
デービッドソンインド太平洋軍司令官は、インド
太平洋地域での軍事バランスは、米国と同盟国に
とって好ましくない状況になっており、中国によ
る現状変更のリスクが高まっていると指摘し、中
国がルールに基づく国際秩序における米国の指導
的役割に取って代わるという野心を加速させてお
り、台湾に対する野心が今後6年以内に明らかに
なる旨証言した。このような米国の認識に対し、
中国は、時代遅れのゼロサム思考を捨て、理性的
で実務的な対中政策をとるよう望む旨言及してい
る。
中国は、2017年10月の中国共産党の党大会に

おいて、国防と軍隊の近代化の目標として、今世
紀中葉までに「世界一流の軍隊」の建設を勝ち取
るなどと表明し、軍事力を急速に発展させている。
中国は「世界一流の軍隊」の定義について明らか
にしていないが、米国は、2020年の米国防省年
次報告書において、米軍と同等又は場合によれば
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それを超える軍隊を建設することを目指しうると
評価している。また、同報告書では、こうした中
国の軍事力について、中国軍は艦艇数や地上発射
型のミサイルの数など一部の分野で既に米国を上
回っていることや、米国を脅かすことができる地
上発射型ICBMの弾頭数が、今後5年間で約200
発に増加すると指摘している。
さらに、米国は、2019年8月に失効したロシア
との中距離核戦力全廃条約（INF条約）に関し、
同条約の枠組みの外にあった中国が地上発射型の
ミサイルの戦力を強化してきたことに対し、軍備
管理交渉に中国を含めるべきであると主張した。
また、米国は、2021年2月に延長の決定が行われ
た新戦略兵器削減条約（新START）の延長交渉
の過程においても、同様の主張をしており、中国
のミサイル戦力強化に一定の歯止めをかけたい意
向を示してきている。しかし、中国は、まずは米
国が率先して軍縮を実施するべきとして一貫して
拒否4している。
また、米国は日米安全保障条約第5条が尖閣諸
島に適用される旨繰り返し表明しており、2017
年2月、トランプ政権下での初の日米首脳会談の
共同声明においては、尖閣諸島への同条約第5条
の適用に明示的に言及する形で確認し、バイデン
政権発足後も首脳電話会談、防衛相会談及び外相
会談の場並びに2021年3月の日米「2＋2」共同
発表などにおいて、同方針を継続して確認してい
る。これらに対し中国は、強く反発している。ま
た、南シナ海をめぐる問題について、米国は、海
上交通路の航行の自由の阻害、米軍の活動に対す
る制約、地域全体の安全保障環境の悪化などの観
点から懸念を有しており、中国に対し国際的な規
範の遵守を求めるとともに、中国の一方的かつ高
圧的な行動を累次にわたり批判している。また、
中国などによる行き過ぎた海洋権益の主張に対抗
するため、南シナ海などにおいて「航行の自由作
戦」を実施しているほか、南シナ海の非軍事化を
求めている。
このように、中国が経済成長などを背景に急速

4	 2019年12月11日付の中国外交部HPによる。
5	 ASIA	MARITIME	TRANSPARENCY	INITIATIVE	MARCH	5,	2020
6	 ASIA	MARITIME	TRANSPARENCY	INITIATIVE	DECEMBER	4,	2020

に軍事力を強化する中、米中の軍事的なパワーバ
ランスの変化が、インド太平洋地域の平和と安定
に影響を与え得ることから、南シナ海や台湾をは
じめとする同地域の米中の軍事的な動向について
一層注視していく必要がある。

2　南シナ海

中国は、2014年以降、南沙諸島において急速
かつ大規模な埋立てを実施してきた。2015年の
埋立て完了後、2016年7月の比中仲裁判断にお
いて、中国の埋立てなどの活動の違法性が認定さ
れた後も、この判断に従う意思のないことを明確
にして、同地域の軍事拠点化を進めている。
また、中国は、2020年7月に西沙諸島で軍事演

習を実施するとともに、同年8月には中距離弾道
ミサイルを発射したとみられ、また、同年12月に
は空母による軍事演習を実施するなど、南シナ海
における軍事活動も活発化させている。
さらに、中国は、軍のみならず、海警法におい

て「海上法執行機関」とされている海警やいわゆ
る海上民兵を活用して、周辺諸国に対しての圧力
を強めている。フィリピンが事実上支配している
ティトゥ島周辺において、同年3月時点において、
450日間以上ほぼ恒常的に活動を実施してフィリ
ピンの同島の改修計画の進行を遅らせる結果に
なったと指摘5されている。また、中国が事実上支
配しているスカーボロ礁において、2019年12月
から1年間、海警船が300日近く活動しており、
前年と比較して顕著な増加が見られると指摘6さ
れるなど、新型コロナウイルス感染症の拡大にも
関わらず、南シナ海における中国のプレゼンスを
高めているとみられる。さらに、2020年4月、西
沙諸島において、ベトナム漁船と海警船が衝突し
て同漁船は沈没したほか、同年5月には、海警船
がフィリピン漁業者の操業を妨害するなど、周辺
諸国の南シナ海における漁業活動に支障が生じる
事案も発生している。2021年2月には、海警の権
限などを規定した海警法が施行されたが、同法
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は、曖昧な適用海域や武器使用権限など、国際法
との整合性の観点から問題がある規定を含んでお
り、周辺諸国から中国の動きに対する懸念の声が
出ている。フィリピンは、外相が海警法に関して、
外交ルートで抗議を行ったことを明らかにし、さ
らに、ベトナムは、外務省報道官が「ベトナムは
関係国に対して、南シナ海におけるベトナムの主
権、主権的権利、管轄権を尊重し、責任を持って、
また誠実に、国際法及び国連海洋法条約を履行
し、緊張を高める行動を避けるよう求める」など
とコメントした。
米国は、従来、南シナ海をめぐる問題について
中国の行動を批判し、また、「航行の自由作戦」な
どを実施してきたが、トランプ政権以降、中国の
こうした動きに対して、一層厳しい姿勢を示すよ
うになってきている。
2020年7月、米国は、「南シナ海における海洋
に関する主張に対する米国の立場」と題する国務
長官声明を発出し、南シナ海の大半の地域にまた
がる中国の海洋権益に関する主張について、不法
だと非難した。さらに同年8月、米国務省は、中
国による南シナ海の軍事化などに関する制裁とし
て、中国に対する個人を対象としたビザ制限を発
動する旨発表した。この際、同省高官は、今回の
制裁は南シナ海における有害な活動に関する制裁
として、多くの手段がある中で手始めとしてなさ
れるものである旨言及した。同日、米商務省は、
中国軍が南シナ海において人工島を建設・軍事化
していることを支援したとの理由から、中国企業
24社をエンティティ・リストに追加したと発表
した。バイデン政権発足後も、ブリンケン国務長
官が、中国による南シナ海での海洋権益に関する
主張について米国は拒否するとしたうえで、中国
の圧力に直面する東南アジア諸国とともに立ち上
がると表明し、一貫した対中抑止の姿勢を示して
いる。
また、米国は、南シナ海における軍事的な取組
を強化させてきている。「航行の自由作戦」を頻繁
に実施するとともに、同年7月、2014年以降初め
て2個空母打撃群による合同演習を実施し、バイ
デン政権発足後も、2021年2月、同様の演習を再
び実施している。さらに、わが国やオーストラリ

アといったパートナー国との共同訓練も実施して
いる。それに対し、中国は、地域の平和や安定に
つながらないなどと米国を批判している。
今後、南シナ海において、法の支配に基づく自

由で開かれた秩序の形成が重要である中、軍事的
な緊張が高まる可能性があり、「自由で開かれた
インド太平洋（FOIP）」というビジョンを米国と
ともに推進するわが国としても、高い関心を持っ
て注視していく必要がある。

3　台湾

中国は、台湾は中国の一部であり、台湾問題は
内政問題であるとの原則を堅持しており、「一つ
の中国」の原則が、中台間の議論の前提であり、
基礎であるとしている。中国は、外国勢力による
中国統一への干渉や台湾独立を狙う動きに強く反
対する立場から、武力行使を放棄していないこと
をたびたび表明している。2005年3月に制定さ
れた「反国家分裂法」では、「平和的統一の可能性
が完全に失われたとき、国は非平和的方式そのほ
か必要な措置を講じて、国家の主権と領土保全を
守ることができる」とし、武力行使の不放棄が明
文化されている。
一方、米国は、従来、台湾関係法、米中共同コ

ミュニケ及び6つの保証に基づいて、台湾に関す
る政策を進めてきており、「一つの中国」政策につ
いても変更することはないとしているが、トラン
プ政権以降、台湾への関与をより深めていく認識
を示している。2019年6月に国防省が公表した
「インド太平洋戦略報告」では、台湾との強力な
パートナーシップを追求する旨言及するととも
に、2021年1月にホワイトハウスが公表した「イ
ンド太平洋のための米国の戦略的枠組み」におい
ては、台湾による効果的な非対称防衛戦略及び能
力の開発を援助していくとともに、台湾を含むい
わゆる「第一列島線」の諸国家などを防衛する能
力の保有を目指すとしている。
米国は、台湾関係法に基づき台湾への武器売却

を決定してきており、2017年のトランプ政権発
足以降では11回行われている。2019年には、
F-16C/Dブロック70戦闘機66機などを売却す
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る方針を議会に通知しているが、戦闘機の売却は
1992年以来27年ぶりである。また、2020年10
月から11月には、高機動ロケット砲、長距離空対
地ミサイル、地対艦ミサイルなどを売却する方針
を立て続けに議会に通知している。さらに、米艦
艇による台湾海峡通過を頻繁に実施している。
また、米国は台湾への政府高官訪問をより積極
的に実施していく姿勢を示してきた。2020年8
月にはエイザー保健福祉長官、同年9月にはク
ラック国務次官が台湾を訪問し、2021年1月、ポ
ンぺオ国務長官は、中国政府に配慮して自主的に
設けてきた台湾当局者との接触に関する制限を撤
廃すると発表した。
さらに、米国は、政府のみならず、議会も台湾
に対する支援を一層強化する方針を示してきてい
る。2018年12月に成立した「アジア再保証イニ
シアティブ法」には、台湾への定期的な武器売却
や政府高官の台湾訪問の推進が盛り込まれ、ま
た、2020年3月に成立した「台湾同盟国際保護強
化イニシアティブ法（TAIPEI法）」にも台湾への
定期的な武器売却の推進が盛り込まれている。同
法には、台湾の安全などを脅かす行動をとった国
との経済、安全保障及び外交関係の見直しや、台
湾の国際機関への加盟などの支援などを政府に促

す内容も盛り込まれている。
中国は、台湾周辺での軍事活動をさらに活発化
させている。特に、台湾国防部によれば、2020年
年9月以降、中国軍機による台湾海峡「中間線」
の台湾側への進入や、台湾南西空域への進入が増
加している。台湾国防部によると、同年の1年間
で中国軍機延べ約380機が台湾南西空域に進入
した。また、同年には、空母を含む中国軍艦艇が
バシー海峡を通過して訓練を実施した。これら台
湾周辺での中国側の軍事活動の活発化と台湾側の
対応により、中台間の軍事的緊張が高まる可能性
も否定できない状況となっている。
このような米中間の動向は、バイデン政権でも
継続していくとみられる。米国は、バイデン大統
領就任式に、台湾と断交した1979年以降初めて、
駐米台北経済文化代表処代表を招待した。また、
首脳会談や外交トップ会談を含め、軍事面などに
おいて台湾への圧力を停止するよう繰り返し中国
に求める発言をしている。さらに、米艦艇による
台湾海峡通過も実施しており、中国は、それに対
して強く反発している。2021年1月、10機以上
の中国軍機が、2日連続で台湾南西空域に進入し、
同月、一部中国メディアは、中国軍機による台湾
周辺の飛行は既に常態化しており、台湾上空に出
現することもそう遠くないと指摘した。バイデン
政権が、トランプ政権と同様に、軍事面において
台湾を支援する姿勢を鮮明にしていくなか、台湾
を核心的利益と位置づける中国が、米国の姿勢に
妥協する可能性は低いと考えられ、台湾をめぐる
米中間の対立は一層顕在化していく可能性があ
る。台湾をめぐる情勢の安定は、わが国の安全保
障にとってはもとより、国際社会の安定にとって
も重要であり、わが国としても一層緊張感を持っ
て注視していく必要がある。

専用機で台湾に到着したクラック米国務次官（当時）【台湾外交部HP】
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3 	台湾の軍事力と中台軍事バランス	台湾の軍事力と中台軍事バランス

7	 1992年に中台当局が「一つの中国」原則について共通認識に至ったとされるもの。当事者とされる中国共産党と台湾の国民党（当時の台湾与党）の間で「一
つの中国」にかかる解釈が異なるとされるほか、台湾の民進党は「92年コンセンサスを受け入れていない」としてきている。

8	 2019年9月24日付の台湾外交部HPによる。

1　中国との関係

2016年に就任した民進党の蔡
さい
英
えい
文
ぶん
総統は、「一

つの中国」を体現しているとする「92年コンセン
サス」について一貫して受け入れていない旨を表
明している7。これに対して中国は、民進党が「92
年コンセンサス」の受け入れを拒否することで一
方的に両岸関係の平和的発展という政治的基礎を
破壊しているなどと批判するとともに、「92年コ
ンセンサス」を堅持することは両岸関係の平和・
安定にとって揺るがすことができない基礎である
と強調している。
習総書記は2019年1月の「台湾同胞に告げる
書」40周年記念大会で、「台湾での『一国二制度』
の具体的な実現形式は、台湾の実情を十分に考慮
する」などとして5項目の対台湾政策を提起した。
これに対し、蔡総統は即日、「一国二制度」を断固
受け入れないとする談話を発表し、「公権力を有
する機関同士」の対話を呼びかけた。2020年1月
の総統選において過去最多得票で勝利し再選を果
たした蔡総統は、記者会見で「今回の選挙結果は
台湾人民の価値を代表し、『一国二制度』を拒否す
るものである」などと発言した。これに対して中
国は、「台湾島内の情勢が如何に変化しようとも
世界には一つの中国しかなく、台湾は中国の一部
であるという基本的事実は変わることはない」な
どとし、台湾側をけん制している。
蔡総統の一期目就任前後から、国際機関が主催
する会議などにおいて、これまで参加していたも
のを含め、相次いで台湾代表が出席を拒否された
り、台湾に対する招待が見送られたりするなどし
ている8。さらに、2019年9月にはソロモン諸島
及びキリバスが中国と外交関係を樹立したことに
より、台湾の国交国は2016年5月の蔡政権発足
当初の22か国から15か国に減少している。台湾
当局はこれらを「中国による台湾の国際的空間を
圧縮する行為」などとし、強い反発を示している。

2　台湾の軍事力

中国は、台湾に対する武力行使を放棄しない意
思を示し続けており、航空・海上封鎖、限定的な
武力行使、航空・ミサイル作戦、台湾への侵攻と
いった軍事的選択肢を発動する可能性があり、そ
の際、米国の潜在的な介入の抑止又は遅延を企図
することが指摘されている。このような中国の動
向に対し、台湾は、蔡総統のもと、戦闘機、艦艇な
どの主要装備品と非対称戦力を組み合わせた多層
的な防衛態勢により、中国の侵攻を可能な限り遠
方で阻止する防衛構想を打ち出しており、これは
中国軍の侵攻を遅らせ、米軍介入までの時間稼ぎ
を想定しているとみられる。2019年9月の蔡政
権下で2回目の発表となる国防報告書（2019国
防報告書）でもこの構想を踏襲したほか、台湾は
インド太平洋地域における米国の重要な安全保障
上のパートナーであると明記した。
また、台湾は、2021年3月に2009年以降4回目

となる「4年ごとの国防総検討（QDR）」を公表し
た。同文書は、今後4年間の国防戦略及び戦力整備
の方針を提示し、国防の強化に資することを目的
とする報告書であり、その中で、中国の軍事脅威
を、台湾海峡周辺海域の封鎖や外国軍支援阻止
（A2/AD）の能力を保持しつつ、台湾侵攻を想定し
た着上陸訓練やグレーゾーン戦略の実施などに

量産型コルベット1番艦「塔
とう
江
こう
」【台湾国防部軍事新聞通信社HP】
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よって作戦能力を強化していると評価している。そ
のうえで、台湾は、長射程兵器や非対称戦力の増
強、警戒監視能力の整備などによって防衛能力を
強化し、中国のグレーゾーン事態に対しては、ビッ
グデータ解析などの新技術活用や海軍と海巡署と
の連携などによってこれに対処するとしている。
台湾は1951年から徴兵制を採用してきたが、
兵士の専門性を高めることなどを目的として志願
制への移行が進められ、徴兵による入隊は2018
年末までに終了した。ただし、4か月間の軍事訓
練を受ける義務は引き続き維持され、台湾国防部
は台湾軍の兵役制度を「志願制・徴兵制の併用」
と説明している。
台湾軍の勢力は、現在、海軍陸戦隊を含めた陸
上戦力が約10万人であり、このほか、有事には
陸・海・空軍合わせて約166万人の予備役兵力
を投入可能とみられている。海上戦力については、
米国から導入されたキッド級駆逐艦のほか、自主
建造したステルスコルベット「沱江（だこう）」な
どを保有している。航空戦力については、F-16
（A/B及びC/D）戦闘機、ミラージュ2000戦闘
機、経国戦闘機などを保有している。

3　中台軍事バランス

中国が継続的に高い水準で国防費を増加させる
一方、2021年度の台湾の国防費は約3,618億台湾
ドルと約20年間でほぼ横ばいである。同年度の中
国の公表国防費は約1兆3,553億元であり、台湾
中央銀行が発表した為替レートで米ドル換算して
比較した場合、台湾の約16倍となっている。なお、
中国の実際の国防支出は公表国防費よりも大きい
ことが指摘されており、中台国防費の実際の差は
さらに大きい可能性がある。このような中、蔡総統
は、国防予算を増額するよう指示している。
2019国防報告書では中国の軍事力について、

現時点では「台湾の離島」に対する統合着上陸戦
力のみ保有する一方で、いわゆる第二列島線以西
の海・空域での早期警戒能力や台湾海峡周辺の
海、空域に対する封鎖作戦遂行能力を既に保有す
るなどと評価するとともに、「中国は台湾海峡で
の軍事不均衡を激化させており、台湾の国防安全
保障に対して重大な脅威」との認識を示した。
中国軍がミサイル戦力や海・空軍力の拡充を進

める中で、台湾軍は、装備の近代化が課題となっ

図表Ⅰ-2-3-1 中台軍事力の比較

（注）　資料は、「ミリタリー・バランス（2021）」などによる。
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ている。
中台の軍事力の一般的な特徴については次のよ
うに考えられる。
①　陸軍力については、中国が圧倒的な兵力を
有しているものの、台湾本島への着上陸侵攻
能力は現時点では限定的である。しかし、近
年、中国は大型揚陸艦の建造など着上陸侵攻
能力を着実に向上させている。
②　海・空軍力については、中国が量的に圧倒
するのみならず、台湾が優位であった質的な
面においても、近年、中国の海・空軍力が急
速に強化されている。こうした中で台湾は、
ステルスコルベットなどの非対称戦力の整備
に注力している。
③　ミサイル攻撃力については、台湾は、
PAC-2のPAC-3への改修及びPAC-3の新
規導入を進めるなど弾道ミサイル防衛を強化
している。しかし、中国は台湾を射程に収め
る短距離弾道ミサイルなどを多数保有してお
り、台湾には有効な対処手段が乏しいとみら
れる。

軍事能力の比較は、兵力、装備の性能や量だけ
ではなく、想定される軍事作戦の目的や様相、運
用態勢、要員の練度、後方支援体制など様々な要
素から判断されるべきものであるが、中台の軍事
バランスは全体として中国側に有利な方向に変化
し、その差は年々拡大する傾向が見られている。
今後の中台の軍事力の強化や、米国による台湾へ
の武器売却、台湾による主力装備の自主開発など
の動向に注目していく必要がある。

図表Ⅰ-2-3-1（中台軍事力の比較）
図表Ⅰ-2-3-2（台湾の防衛当局予算の推移）
図表Ⅰ-2-3-3（中台の近代的戦闘機の推移）

 参照

図表Ⅰ-2-3-2 台湾の防衛当局予算の推移

（注）　台湾行政院主計総処HPによる

（％）

12 13 14
0

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000

－10
－5
0
5
10
15
20
25
30

防衛当局予算（億台湾ドル）

対前年度伸率（％）

15 18 191716

（億台湾ドル）

20
（年度）

21

図表Ⅰ-2-3-3 中台の近代的戦闘機の推移

（注）　ミリタリー・バランス(各年版)による

0

100

200

300

400

600

700

500

14 15 17 18 20
（年）
211916

800

900

1,000

1,100

1,200
（機数）

中国（Su-27/J-11、Su-30、Su-35、J-10、J-15、J-16、J-20）
台湾（経国、F-16、ミラージュ2000）

9391 95 97 99 01 03 05 07 09 11 1312

諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
2
章

55 令和3年版	防衛白書

わが国を取り巻く安全保障環境第Ⅰ部

防衛2021_Ⅰ-2-3.indd   55防衛2021_Ⅰ-2-3.indd   55 2021/06/10   10:07:122021/06/10   10:07:12



朝鮮半島第4節
朝鮮半島では、半世紀以上にわたり同一民族の

南北分断状態が続いている。現在も、非武装地帯
（D

Demilitarized Zone
MZ）を挟んで、160万人程度の地上軍が厳し

く対峙している。

このような状況にある朝鮮半島の平和と安定
は、わが国のみならず、東アジア全域の平和と安
定にとって極めて重要な課題である。

図表Ⅰ-2-4-1（朝鮮半島における軍事力の対峙） 参照

図表Ⅰ-2-4-1 朝鮮半島における軍事力の対峙
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1 	北朝鮮	北朝鮮

1	 2013年当時は国防委員会第1委員長。2016年6月に開催された最高人民会議において、国防委員会を国務委員会に改め、金正恩氏が「国務委員長」に就任
したことを受け、金正恩氏の役職は国務委員長に統一している。

2	 第7回朝鮮労働党大会決定書「朝鮮労働党中央委員会事業総括について」（2016年5月8日）では、「軍事先行の原則で軍事を全ての事業に優先させ、人民軍
隊を核心、主力として革命の主体を強化し、それに依拠して社会主義偉業を勝利のうちに前進させていく社会主義基本政治方式」とされる。

1　全般

北朝鮮の金
キム・ジョンウン

正恩国務委員長1は2013年3月の
朝鮮労働党中央委員会総会で、経済建設と核武力
建設を並行して進めていくという、いわゆる「並
進路線」を決定し、2016年5月の朝鮮労働党第7
回大会において、「並進路線」を「先軍政治」2と併
せて堅持する旨明らかにした。北朝鮮は2016年
から2017年にかけ、3回の核実験のほか、40発
もの弾道ミサイルの発射を強行した。これを受け
て、関連の国連安保理決議により制裁措置がとら
れたほか、わが国や米国などは独自の制裁措置を
強化した。

一方、金正恩委員長は、2018年4月の朝鮮労働
党中央委員会総会において、国家核武力が完成
し、「並進路線」が貫徹されたとし、朝鮮労働党の

「新たな戦略的路線」は「全党、全国が社会主義経
済建設に総力を集中すること」であると発表した。
また、「核実験と大陸間弾道ロケット試験発射」の
中止などを決定し、同年5月には、北部の核実験
場の爆破を公開した。同年6月の米朝首脳会談で
金正恩委員長は朝鮮半島の完全な非核化の意思を
表明した。

しかし、2019年2月の米朝首脳会談は、米朝双
方がいかなる合意にも達することなく終了した。
金正恩委員長は同年12月の朝鮮労働党中央委員
会総会において、米国による米韓合同軍事演習の
実施などを理由に、守る相手もいない公約に一方
的に縛られている根拠が消失した旨述べるととも
に、米国の対北朝鮮敵視が撤回されるまで、戦略
兵器開発を続ける旨表明した。また、2021年1月
の朝鮮労働党第8回大会では、金正恩委員長は対
外活動を、「最大の主敵である米国を制圧して屈
服させること」に焦点を合わせるべきなどと米国
を敵視する姿勢を示した。同時に「核戦争抑止力
を一層強化し、最強の軍事力を育てることに全て

を尽くすべき」と言及するなど、核・ミサイル能
力の開発を継続する姿勢を示した。こうしたこと
から、北朝鮮は引き続き戦力・即応態勢の維持・
強化に努めていくものと考えられる。同年1月の
最高人民会議における北朝鮮の発表によれば、北
朝鮮の同年度予算に占める国防費の割合は、
15.9％となっているが、これは、実際の国防費の
一部にすぎないとみられている。

北朝鮮は、これまで6回の核実験を実施したほ
か、近年、前例のない頻度で弾道ミサイルの発射
を繰り返すなど、大量破壊兵器や弾道ミサイル開
発の推進及び運用能力の向上を図ってきた。技術
的には、核兵器の小型化・弾頭化を実現し、これ
を弾道ミサイルに搭載してわが国を攻撃する能力
を既に保有しているとみられる。また、北朝鮮は、
非対称的な軍事能力としてサイバー領域について
大規模な部隊を保持するとともに、軍事機密情報
の窃取や他国の重要インフラへの攻撃能力の開発
を行っているとみられるほか、大規模な特殊部隊
を保持している。加えて、北朝鮮は、わが国を含
む関係国に対する挑発的言動を繰り返してきた。

北朝鮮のこうした軍事動向は、わが国の安全に
対する重大かつ差し迫った脅威であり、地域及び
国際社会の平和と安全を著しく損なうものとなっ
ている。

北朝鮮の核兵器保有が認められないことは当然
であるが、同時に、弾道ミサイルの開発・配備の
動きや朝鮮半島における軍事的対峙、北朝鮮によ
る大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡散の動きなど
にも注目する必要がある。

北朝鮮が極めて閉鎖的な体制をとっていること
などから、北朝鮮の動向の詳細や意図を明確に把
握することは困難であるが、わが国として強い関
心を持って注視していく必要がある。また、拉致
問題については、引き続き、米国をはじめとする
関係国と緊密に連携し、一日も早い全ての拉致被
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害者の帰国を実現すべく、全力を尽くしていく。

2　軍事態勢

（1）全般
北朝鮮は、全軍の幹部化、全軍の近代化、全人

民の武装化、全土の要塞化という四大軍事路線3

に基づいて軍事力を増強してきた。
北朝鮮の軍事力は、陸軍中心の構成となってお

り、総兵力は約128万人である。北朝鮮軍は、依然
として大規模な軍事力を維持している。一方、冷
戦構造の崩壊による旧ソ連圏からの軍事援助の減
少や経済の不調による国防支出の限界、韓国の防
衛力の急速な近代化といった要因により、韓国軍
及び在韓米軍に対して通常戦力において著しく劣
勢に陥っており、その装備の多くは旧式である。

このため北朝鮮は、大量破壊兵器や弾道ミサイ
ルの増強に集中的に取り組むことにより劣勢を補
おうとしていると考えられる。また、情報収集や
破壊工作からゲリラ戦まで各種の活動に従事する
大規模な特殊部隊などを保有している。さらに、
北朝鮮の全土にわたって多くの軍事関連の地下施
設が存在するとみられていることも、特徴の一つ
である。

（2）軍事力
陸上戦力は、約110万人を擁し、兵力の約3分

の2をDMZ付近に展開していると考えられる。
その戦力は、歩兵が中心であるが、戦車3,500両
以 上 を 含 む 機 甲 戦 力 と 火 砲 を 有 し、ま た、
240mm多連装ロケットや170mm自走砲といっ
た長射程火砲をDMZ沿いに常時配備していると
考えられ、首都であるソウルを含む韓国北部の都
市・拠点などがその射程に入っている。

海上戦力は、約800隻、約11万トンの艦艇を
有するが、ミサイル高速艇などの小型艦艇が主体
である。また、旧式のロメオ級潜水艦約20隻のほ
か、特殊部隊の潜入・搬入などに使用されると考
えられる小型潜水艦約40隻とエアクッション揚

3	 1962年に朝鮮労働党中央委員会第4期第5回総会で採択された。
4	 サーマン在韓米軍司令官（当時）は、2012年10月の米陸軍協会における講演で「北朝鮮は、世界最大の特殊部隊を保有しており、その兵力は6万人以上に

上る」と述べているほか、韓国の「2020国防白書」は、北朝鮮の「特殊作戦軍」について、「兵力約20万人に達するものと評価される」と指摘している。
5	 北朝鮮によるサイバー攻撃事案については、3章3節参照

陸艇約140隻を有している。
航空戦力は、約550機の作戦機を有しており、

その大部分は、中国や旧ソ連製の旧式機である
が、MiG-29戦闘機やSu-25攻撃機といった、い
わゆる第4世代機も少数保有している。また、旧
式ではあるが、特殊部隊の輸送に使用されるとみ
られているAn-2輸送機を多数保有している。

また、北朝鮮は、いわゆる非対称的な軍事能力
として、約10万人に達するとみられる特殊部隊4

を保有しているほか、近年はサイバー部隊を重視
し強化を図っているとみられている5。

3章3節2項3（北朝鮮）p.142

3　大量破壊兵器・弾道ミサイル

北朝鮮は、近年、前例のない頻度で弾道ミサイ
ルの発射を行い、同時発射能力や奇襲的攻撃能力
などを急速に強化してきた。また、核実験を通じ
た技術的成熟などを踏まえれば、弾道ミサイルに
搭載するための核兵器の小型化・弾頭化を既に実
現し、これを弾道ミサイルに搭載してわが国を攻
撃する能力を既に保有しているとみられる。

こうした北朝鮮の軍事動向は、わが国の安全に
対する重大かつ差し迫った脅威であり、地域及び
国際社会の平和と安全を著しく損なうものとなっ
ている。また、大量破壊兵器などの不拡散の観点
からも、国際社会全体にとって深刻な課題となっ
ている。

一方、北朝鮮は2018年4月20日に行われた朝
鮮労働党中央委員会総会において、「核実験と大
陸間弾道ロケット試験発射」の中止などを決定し
た。また、同月27日に行われた南北首脳会談や同
年6月12日に行われた米朝首脳会談において、
北朝鮮は非核化に向けた意思を示した。同年5月
24日には、国際記者団を招待し、北部の核実験場
の爆破を公開した。

しかし、現在に至るまで全ての大量破壊兵器及
びあらゆる射程の弾道ミサイルの完全な、検証可
能な、かつ、不可逆的な方法での廃棄は行ってい

 参照
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ない。2019年5月以降、累次にわたり関連安保理
決議に違反する弾道ミサイルの発射を繰り返して
おり、関連技術や運用能力の向上を図っているも
のとみられる。こうした一連の発射は、わが国に
とって断じて看過できるものではなく、国際社会
にとっても深刻な課題である。

また、同年12月の朝鮮労働党中央委員会総会
において、金正恩委員長は米国による米韓合同軍
事演習の実施などを理由に、守る相手もいない公
約に一方的に縛られている根拠が消失した旨述べ
るとともに、米国の対北朝鮮敵視が撤回されるま
で、戦略兵器開発を続ける旨表明した。

さらに、2020年10月及び2021年1月に軍事
パレードを実施し、新型のICBM級弾道ミサイル
の可能性があるものや、新型SLBMの可能性があ
るものなどが登場した。

2021年1月の朝鮮労働党第8回大会では、金
正恩委員長は米国の「対朝鮮敵視政策」は強化さ
れたなどと主張し、米国の「軍事的威嚇」を抑止
するなどとして軍事力を継続的に強化していく姿
勢を示した。また、「戦術核兵器」の開発など核技
術の高度化、核先制及び報復打撃能力の高度化な
どに加え、「極超音速滑空飛行弾頭」の開発などに
も言及し、核・ミサイル能力のさらなる向上に言
及した。

今後、北朝鮮が完全な、検証可能な、かつ、不可
逆的な方法での全ての大量破壊兵器及びあらゆる
射程の弾道ミサイルの廃棄の実現に向けて具体的
にどのような行動をとっていくかを含め、北朝鮮
の今後の動向を引き続き重大な関心をもって注視
していく必要がある。

（1）核兵器
ア　核兵器計画の現状

北朝鮮の核兵器計画の現状は、北朝鮮が極めて

6	 プルトニウムは、原子炉でウランに中性子を照射することで人工的に作り出され、その後、再処理施設において使用済みの燃料から抽出し、核兵器の原料と
して使用される。一方、ウランを核兵器に使用する場合は、自然界に存在する天然ウランから核分裂を起こしやすいウラン235を抽出する作業（濃縮）が必
要となり、一般的に、数千の遠心分離機を連結した大規模な濃縮施設を用いてウラン235の濃度を兵器級（90％以上）に高める作業が行われる。

7	 北朝鮮は2003年10月に、プルトニウムが含まれる8,000本の使用済み燃料棒の再処理を完了したことを、2005年5月には、新たに8,000本の使用済み
燃料棒の抜き取りを完了したことをそれぞれ発表している。なお、韓国の「2020国防白書」は、北朝鮮が50kg余りのプルトニウムを保有していると推定し
ており、「2018国防白書」における評価を維持している。

8	 2016年1月の米国家情報長官「世界脅威評価」は、北朝鮮は「ウラン濃縮施設を拡張し、以前プルトニウム製造に使用していた原子炉を再稼働させ、自身が
表明したことを実行した」と指摘。北朝鮮は2013年8月末には原子炉を再稼働したと指摘され、原子炉が再稼働すれば、1年あたり核爆弾約1個を製造で
きる量のプルトニウム（約6kg）を製造できる能力を有することになるとの指摘がある。

9	 韓国の「2020国防白書」は、（北朝鮮の）高濃縮ウラン（HEU：Highly	Enriched	Uranium）を相当量保有していると評価している。なお、寧辺所在のウラ
ン濃縮施設とは異なるウラン濃縮施設が「カンソン」に存在するとの指摘もある。

閉鎖的な体制をとっていることもあり、その詳細
について不明な点が多い。しかしながら、過去の
核開発の状況が解明されていないことや、2017
年9月の核実験を含め、これまで既に6回の核実
験を行ったことなどを踏まえれば、核兵器計画が
相当に進んでいるものと考えられる。

核兵器の原料となり得る核分裂性物質6である
プルトニウムについて、北朝鮮はこれまで製造・
抽出を数回にわたり示唆してきたほか7、最近では
2015年9月に、2007年2月の第5回及び同年9
月の第6回六者会合で無能力化が合意されていた
原子炉及び再処理工場をはじめとする寧

ヨンビョン
辺の全て

の核施設が再整備され、正常稼働を始めている旨
言明した8。当該原子炉の再稼働は、北朝鮮による
プルトニウム製造・抽出につながりうることか
ら、その動向が強く懸念される。

また、同じく核兵器の原料となりうる高濃縮ウ
ランについては、北朝鮮は2009年6月にウラン
濃縮活動への着手を宣言し、2010年11月には、
訪朝した米国人の核専門家に対してウラン濃縮施
設を公開し、その後、数千基規模の遠心分離機を
備えたウラン濃縮工場の稼動に言及した。このウ
ラン濃縮工場は、2013年8月に施設拡張が指摘
されており、濃縮能力を高めている可能性もある。
こうしたウラン濃縮に関する北朝鮮の一連の動き
は、北朝鮮が、プルトニウムに加えて、高濃縮ウ
ランを用いた核兵器開発を推進している可能性が
あることを示すものであると考えられる9。

これら核関連活動については、ポンペオ米国務
長官が2018年7月、北朝鮮が核燃料の生産を続
けていると上院で証言したほか、グロッシー
IAEA事務局長が2021年3月、IAEA理事会にお
いて、北朝鮮の一部の核施設が稼働している兆候
がある旨述べるなど、北朝鮮が主張する「朝鮮半
島の完全な非核化への意思」とは相容れない動き
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が指摘されている。
核兵器の開発については、北朝鮮は2006年10

月 9 日、2009 年 5 月 25 日、2013 年 2 月 12 日、
2016年1月6日、同年9月9日及び2017年9月
3日に核実験を実施している。北朝鮮は、これら
の核実験により、必要なデータの収集を行うなど
して核兵器計画を進展させている可能性が高い。

北朝鮮は、その核兵器計画の一環として、核兵
器を弾道ミサイルに搭載するための小型化・弾頭
化を追求しているものと考えられる。2017年9
月3日には、金正恩委員長が核兵器研究所を視察
し、ICBMに搭載できる水爆を視察した旨公表10

したほか、同日に強行された6回目の核実験につ
いて、北朝鮮は、「ICBM装着用水爆実験を成功裏
に断行した」と発表している。

一般に、核兵器を弾道ミサイルに搭載するため
の小型化には相当の技術力が必要とされている
が、米国、旧ソ連、英国、フランス、中国が1960年
代までにこうした技術力を獲得したとみられるこ
とや過去6回の核実験を通じた技術的成熟が見込
まれることなどを踏まえれば、北朝鮮は核兵器の
小型化・弾頭化の実現に至っているとみられる11。

また、6回目となる2017年の核実験の出力は
過去最大規模の約160ktと推定されるところであ
り、推定出力の大きさを踏まえれば、当該核実験
は水爆実験であった可能性も否定できない12。

いずれにせよ、北朝鮮による核兵器開発は、大
量破壊兵器の運搬手段たる弾道ミサイルの長射程
化などの能力増強を行っていることとあわせて考
えれば、わが国の安全に対する重大かつ差し迫っ
た脅威であり、地域及び国際社会の平和と安全を
著しく損なうものとして断じて容認できない。
イ　核兵器計画の背景

北朝鮮の究極的な目標は体制の維持と指摘13さ
れる。また、北朝鮮は米国の核の脅威に対抗する

10	 2017年9月3日の朝鮮中央通信は、金正恩委員長による核兵器研究所視察に関する報道で、北朝鮮は「広大な地域に対する超強力EMP（電磁パルス）攻撃」
を加えることができる旨発表している。

11	 北朝鮮が2006年10月に初めて核実験を実施してから既に10年以上が経過し、また北朝鮮はこれまでに6回の核実験を実施している。このような技術開
発期間及び実験回数は、米国、旧ソ連、英国、フランス、中国における小型化・軽量化技術の開発プロセスと比較しても不十分とは言えないレベルに到達し
つつある。韓国の「2020国防白書」においては「北朝鮮の核兵器の小型化能力は相当なレベルに達している」との評価が示されている。

12	 韓国の「2020国防白書」では、6回目の核実験について、「核爆発威力は約50ktでこれは過去核実験に比べて著しく大きく、水素弾試験を実行したと評価
された」としている。なお、北朝鮮は4回目となる2016年1月の核実験についても、水爆実験であった旨主張しているが、当該核実験の出力は6～7ktと推
定されることから、一般的な水爆実験を行ったとは考えにくい。

13	 米国防省「朝鮮民主主義人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する報告」（2016年2月）による。
14	 例えば、2019年1月の米国家情報長官「世界脅威評価」。

独自の核抑止力が必要と考えており、かつ、北朝
鮮が米国及び韓国に対する通常戦力における劣勢
を覆すことは少なくとも短期的には極めて難しい
状況にある。さらに、核兵器は交渉における取引
の対象ではないとの北朝鮮の主張なども踏まえれ
ば、北朝鮮は体制を維持するうえでの不可欠な抑
止力として核開発を推進しているとみられる。

北朝鮮による核開発問題については、2018年
6月の米朝首脳会談などにおいて、金正恩委員長
は朝鮮半島の完全な非核化に向けた意思を表明し
ている。しかし、これらは核保有を前提とした主
張であると考えられる。実際、北朝鮮は、国際社
会に対して、自らの「核保有国」としての地位を
繰り返し主張している。2019年12月の朝鮮労働
党中央委員会総会において金正恩委員長は、米国
が敵視政策を追求するなら朝鮮半島の非核化は永
遠にないであろうと述べるなど、北朝鮮は一方的
な非核化には応じない旨繰り返し主張している。
さらに、北朝鮮は朝鮮半島の完全な非核化を表明
した後においても核開発を継続しているとの指
摘14や、北朝鮮が公表していないウラン濃縮施設
が存在するとの指摘もある。

これらのことも踏まえ、今後、北朝鮮が全ての

ICBMに搭載する水爆と主張する物体
【AFP=時事】
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大量破壊兵器及びあらゆる弾道ミサイルの完全
な、検証可能な、かつ、不可逆的な方法での廃棄
に向けて具体的にどのような行動をとるのかを
しっかり見極めていく必要がある。

（2）生物・化学兵器
北朝鮮の生物兵器や化学兵器の開発・保有状況

については、北朝鮮の閉鎖的な体制に加え、生
物・化学兵器の製造に必要な物資・機材・技術の
多くが軍民両用であるため偽装も容易であること
から、詳細については不明である。しかし、化学
兵器については、化学剤を生産できる複数の施設
を維持し、すでに相当量の化学剤などを保有して
いるとみられるほか、生物兵器についても一定の

15	 例えば、韓国の「2020国防白書」は、「北朝鮮は1980年代から化学兵器を生産し始め、約2,500～5,000トンの様々な化学兵器を貯蔵していると推定さ
れる。また、炭

たん

疽
そ

菌
きん

、天
てん

然
ねん

痘
とう

、ペストなど様々な種類の生物兵器を独自に培養し、生産しうる能力を保有していると推定される」と指摘している。また、
2018年5月に公表された米国防省「朝鮮民主主義人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する報告」は、「北朝鮮は、火砲や弾道ミサイルを含む様々な通
常兵器を改良することにより、化学兵器を使用できる可能性がある」と指摘している。北朝鮮は、1987年に生物兵器禁止条約を批准しているが、化学兵器
禁止条約には加入していない。

生産基盤を有しているとみられる15。化学兵器と
しては、サリン、VX、マスタードなどの保有が、
生物兵器に使用されうる生物剤としては、炭

たん
疽
そ

菌
きん

、天
てん

然
ねん

痘
とう

、ペストなどの保有が指摘されている。
また、北朝鮮が弾頭に生物兵器や化学兵器を搭

載しうる可能性も否定できないとみられている。

（3）弾道ミサイル
北朝鮮の弾道ミサイルは、北朝鮮が極めて閉鎖

的な体制をとっていることもあり、大量破壊兵器
同様その詳細については不明な点が多いが、北朝
鮮は、軍事能力強化の観点に加え、政治外交的観
点や外貨獲得の観点などからも、弾道ミサイル開
発に高い優先度を与えていると考えられる。北朝

図表Ⅰ-2-4-2 北朝鮮が保有・開発してきた弾道ミサイル

10

20

30
(m)

【改良型】

【改良型】

【ER】

（C）

（B）

（A）

【B・C】

（Jane’s Strategic Weapon
Systems等も踏まえ作成）

【火星15】

【火星14】
【火星12】

【北極星】

【注】青字は北朝鮮
の呼称

【北極星2】

【北極星3】

トクサ 新型SRBM 
（A）・（B）・（C）

新型弾道 
ミサイル

スカッドB・C・ER・ 
改良型

ノドン・ 
改良型 SLBM

SLBMの
地上発射
改良型

SLBM ムスダン IRBM級 ICBM級 ICBM級 テポドン2
派生型

射
程

約120 
km

約600km/約400km/ 
約400km※1

約
450km※1

約300km/約500km/ 
約1,000km/分析中

約1,300km/ 
1,500km

1,000km
以上

1,000km
以上 約2,000km 約2,500～

4,000km 約5,000km 5,500km
以上

10,000km
以上※2

10,000km
以上

燃
／
段

固、1 固、1 固、1 固、1 固、1 液、1 液、1 固、2 固、2 固、2 液、1 液、1 液、2 液、2 液、3

運
用 TEL TEL TEL TEL TEL TEL TEL 潜水艦 TEL 潜水艦 TEL TEL TEL TEL 発射場

※1　新型SRBM（A）・（B）・（C)及び新型弾道ミサイルの射程は実績としての最大射程
※2　弾頭の重量等による

諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
2
章

61 令和3年版	防衛白書

わが国を取り巻く安全保障環境第Ⅰ部

防衛2021_Ⅰ-2-4.indd   61防衛2021_Ⅰ-2-4.indd   61 2021/06/10   10:07:312021/06/10   10:07:31



図表Ⅰ-2-4-3 北朝鮮の弾道ミサイルの射程

（注1）上記の図は、便宜上平壌を中心に、各ミサイルの到達可能距離を概略のイメージとして示したもの
（注2）「　」は北朝鮮の呼称

平壌

沖縄

東京

グアム

ハワイ

サンフランシスコ

アンカレッジ

ワシントンＤ．Ｃ．ニューヨーク

北京

キャンベラ

ジャカルタ

ニューデリー

シカゴ

ロサンゼルス

ノドン （射程約1,300㎞/1,500㎞）

スカッドER （射程約1,000㎞）

ムスダン （射程約2,500-4,000㎞）

テポドン2派生型
ICBM級「火星15」
（射程10,000km以上※）

ロンドン※弾頭の重量等による
パリ

モスクワ

IRBM級「火星12」
（射程約5,000km）

1,500km
1,300km

1,000km

4,000km

5,000km

10,000km

5,500km

ICBM級「火星14」
（射程5,500km以上）

図表Ⅰ-2-4-4 北朝鮮の弾道ミサイル発射の主な動向

金正日 金正恩0

5

10

15

20

25

30

1998 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

北朝鮮による弾道ミサイル発射数

①長射程化：ICBM級弾道ミサイル（17年～）など、射程が10,000kmを超えるものも。
②飽和攻撃のために必要な正確性・運用能力の向上：過去に例のない地点から、早朝・深夜にTELを用いて複数発発射するなどを繰り返す（14年～）。
一部の弾道ミサイルには、終末誘導機動弾頭を装備しているとの指摘も（17年～）。

③秘匿性・即時性の向上、奇襲的攻撃能力の向上：SLBMの発射（16年～）。弾道ミサイルの固体燃料化推進（16年～）。
④変則的な軌道：通常よりも低高度で変則的な軌道で飛翔可能ともいわれるイスカンデルとの外形上類似点のある短距離弾道ミサイル（19年～）。
⑤発射形態の多様化：ロフテッド軌道と推定される発射が確認（16年～）。

新型短距離弾道ミサイル

不明
（失敗・弾道ミサイルの
可能性があるもの等）

ICBM級
（「火星14」「火星15」）

IRBM級
（ムスダン、「火星12」）

SLBM

SRBM/MRBM
（スカッド、ノドン、「北極星2」）

テポドン2・派生型
テポドン

7
8

2

23

2

11

8

2021

2

17

25

1

（2021年3月時点）
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鮮が保有・開発してきたとみられる弾道ミサイル
は次のとおりである16。

図表Ⅰ-2-4-2（北朝鮮が保有・開発してきた弾道ミ
サイル）
図表Ⅰ-2-4-3（北朝鮮の弾道ミサイルの射程）
図表Ⅰ-2-4-4（北朝鮮の弾道ミサイル発射の主な動
向）
図表Ⅰ-2-4-5（北朝鮮の弾道ミサイルがわが国上空
を通過した事例）
図表Ⅰ-2-4-6（北朝鮮が弾道ミサイルをロフテッド
軌道で発射した事例）

ア　北朝鮮が保有・開発する弾道ミサイルの種類
（ア）トクサ

トクサは、射程約120kmと考えられる単段式

16	「Jane’s	Sentinel	Security	Assessment	China	and	Northeast	Asia（2021年3月アクセス）」によれば、北朝鮮は弾道ミサイルを合計700～1,000発
保有しており、そのうち45％がスカッド級、45％がノドン級、残り10％がその他の中・長距離弾道ミサイルであると推定されている。

17	 固定式発射台からの発射の兆候は敵に把握されやすく、敵からの攻撃に対し脆弱であることから、発射の兆候把握を困難にし、残存性を高めるため、旧ソ
連などを中心に開発が行われた発射台付き車両。2018年5月に公表された米国防省「朝鮮民主主義人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する報告」に
よれば、北朝鮮は、スカッド用のTELを最大100両、ノドン用のTELを最大50両、IRBM（ムスダン）用のTELを最大50両保有しているとされる。

	 TEL搭載式ミサイルの発射については、TELに搭載され移動して運用されることに加え、全土にわたって軍事関連の地下施設が存在するとみられていること
から、その詳細な発射位置や発射のタイミングなどに関する個別具体的な兆候を事前に把握することは困難であると考えられる。

	 TELの開発動向は、北朝鮮の弾道ミサイル運用能力にかかわるものであることから、弾道ミサイルそのものの開発動向と合わせ、注視していく必要がある。

の 短 距 離 弾 道 ミ サ イ ル で、発 射 台 付 き 車 両
（T

Transporter-Erector-Launcher
EL）17に搭載され移動して運用される。北朝鮮

が保有・開発している弾道ミサイルとしては初め
て固体燃料推進方式を採用したとみられる。
（イ）2019年以降に発射された短距離弾道ミサイ
ル（SRBM）
北朝鮮は2019年以降、少なくとも3種類の新

型と推定される短距離弾道ミサイルを発射した。
北朝鮮が公表した画像では、これら3種類の短距
離弾道ミサイルは装輪式又は装軌式（キャタピラ
式）TELから発射され、いずれの画像でも固体燃
料推進方式のエンジンの特徴である放射状の噴煙
が 確 認 で き る。い ず れ も、2020年10月 及 び

 参照

図表Ⅰ-2-4-5 北朝鮮の弾道ミサイルがわが国上空を通過した事例

・事前に予告落下区域を国際機関に通報し、人工衛星打ち上げと称して実施（3回）
日付 推定される弾種 発射数 場所 飛翔距離

2009.04.05 テポドン2又は派生型 1発 テポドン地区 3,000km以上
2012.12.12 テポドン2派生型 1発 東

トンチャンリ
倉里地区 約2,600km（2段目落下地点）

2016.02.07 テポドン2派生型 1発 東
トンチャンリ

倉里 約2,500km（2段目落下地点）

・事前の通報なく発射（3回）
日付 推定される弾種 発射数 場所 飛翔距離

1998.08.31 テポドン1 1発 テポドン地区 約1,600km
2017.08.29 IRBM級の弾道ミサイル「火星12」 1発 順

ス ナ ン
安付近 約2,700km

2017.09.15 IRBM級の弾道ミサイル「火星12」 1発 順
ス ナ ン

安付近 約3,700km
※1998年8月31日のテポドン1については、発射後に人工衛星の打ち上げであったと発表。
※「　」内は北朝鮮の呼称

図表Ⅰ-2-4-6 北朝鮮が弾道ミサイルをロフテッド軌道で発射した事例

日付 推定される弾種 発射数 場所 飛翔距離 高度・飛翔時間

2016.06.22 ムスダン 2発 元
ウォンサン

山 1発目：約100km（最大）
2発目：約400km 1,000kmを超える（2発目）

2017.05.14 IRBM級の弾道ミサイル
「火星12」 1発 亀

ク ソ ン
城付近 約800km 2,000kmを超える・約30分

2017.07.04 ICBM級の弾道ミサイル
「火星14」 1発 亀

ク ソ ン
城付近 約900km 2,500kmを大きく超える・約40分

2017.07.28 ICBM級の弾道ミサイル
「火星14」 1発 舞

ム ピ ョ ン ニ
坪里付近 約1,000km 3,500kmを大きく超える・約45分

2017.11.29 ICBM級の弾道ミサイル
「火星15」 1発 平

ピョンソン
城 付近 約1,000km 4,000kmを大きく超える・約53分

2019.10.02 SLBM「北極星3」 1発 元
ウォンサン

山 付近 約450km 約900km・約17分
※「　」内は北朝鮮の呼称
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2021年1月の軍事パレードに登場した。
①短距離弾道ミサイルA

2019年5月4日、9日、7月25日及び8月6日
に発射された短距離弾道ミサイル（北朝鮮は「新
型戦術誘導兵器」などと呼称）は同系統と推定さ
れる。各日2発ずつ発射され、200～600km程度
飛翔した。外形上、ロシアの短距離弾道ミサイル

「イスカンデル」と類似点がある。また、通常の弾
道ミサイルよりも低空を飛翔するとともに、変則
的な軌道を飛翔することが可能とみられる。
②短距離弾道ミサイルB

2019年8月10日、16日及び2020年3月21日
に発射された短距離弾道ミサイル（北朝鮮は「新
兵器」や「戦術誘導兵器」などと呼称）は同系統
で、上記Aとは異なるものと推定される。各日2
発ずつ発射され、250～400km程度飛翔した。ま
た、通常の弾道ミサイルよりも低空を飛翔すると
ともに、変則的な軌道を飛翔することが可能とみ
られる。
③短距離弾道ミサイルC

2019年8月24日、9月10日、10月31日、11
月28日、2020年3月2日、9日及び29日に発射
された短距離弾道ミサイル（北朝鮮は「超大型放
射砲」と呼称）は上記A及びBとは異なるものと
推定される。各日2発ずつ発射され、300km～
400km程度飛翔した。発射の間隔が1分未満と推
定されるものもあり、飽和攻撃などに必要な連続
射撃能力の向上を企図していると考えられる。
TELについては、北朝鮮が公表した画像では、
様々な系統が確認できる。

このほか、北朝鮮は2019年7月31日及び8月
2日に、短距離弾道ミサイルの可能性があるもの
を各日2発発射している。

こうした発射を通じ、北朝鮮は、発射の兆候把
握を困難にするための秘匿性・即時性や、奇襲的
な攻撃能力、連続射撃能力の向上など、関連技術
や運用能力の向上を図っているものとみられる。
また、飛翔距離にかんがみれば、発射された短距
離弾道ミサイルの一部は、韓国のみならずわが国
の一部を射程に収めるとみられる。さらに、今後
短距離弾道ミサイルの技術がより射程の長いミサ
イルに応用されることも懸念される。
（ウ）2021年3月に発射された新型の弾道ミサイ
ル
北朝鮮は2021年3月25日、これまでに発射し

たことのない、新型の弾道ミサイル（北朝鮮は「新
型戦術誘導弾」と呼称）を2発発射した。当該ミ
サイルは、2021年1月の軍事パレードに登場し
た、5軸のTELに搭載されたものと同系統と推定
される。発射されたミサイルは、従来から北朝鮮
が保有するスカッドよりも低い軌道を、約450km
飛翔した。また、北朝鮮が公表した画像からは、

短距離弾道ミサイル発射の発表時（2020年3月）に北朝鮮が公表した画像
【EPA=時事】

弾道ミサイル発射の発表時（2021年3月）に北朝鮮が公表した画像
【AFP=時事】

諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
2
章

64日本の防衛

第4節朝鮮半島

防衛2021_Ⅰ-2-4.indd   64防衛2021_Ⅰ-2-4.indd   64 2021/06/10   10:07:342021/06/10   10:07:34



固体燃料推進方式のエンジンの特徴である放射状
の噴煙が確認できる。
（エ）スカッド

スカッドは単段式の液体燃料推進方式の弾道ミ
サイルで、TELに搭載され移動して運用される。

スカッドBは、射程約300km、スカッドCはス
カッドBの射程を延長した射程約500kmとみら
れる短距離弾道ミサイルで、北朝鮮はこれらを生
産・配備するとともに、中東諸国などへ輸出して
きたとみられている。

スカッドE
Extended Range

Rは、スカッドの胴体部分の延長や
弾頭重量の軽量化などにより射程を延長した弾道
ミサイルで、射程は約1,000kmに達するとみら
れており、わが国の一部がその射程内に入るとみ
られる。

これらのほか、北朝鮮は、スカッドミサイルを
改良したとみられる弾道ミサイルを開発してい
る。当該弾道ミサイルは、2017年5月29日に1
発が発射された。発射翌日、北朝鮮は、精密操縦
誘導システムを導入した弾道ロケットを新たに開
発し、試験発射を成功裏に行ったと発表した。

また、北朝鮮が公表した画像に基づけば、装軌
式（キャタピラ式）TELから発射される様子や弾
頭部に小型の翼とみられるものが確認されるな
ど、これまでのスカッドとは異なる特徴が確認さ
れる一方、弾頭部以外の形状や長さは類似してお
り、かつ、液体燃料推進方式のエンジンの特徴で
ある直線状の炎が確認できる。当該弾道ミサイル
は、終末誘導機動弾頭（M

Maneuverable Re-entry Vehicle
aRV）を装備している

との指摘18もある。
北朝鮮は、金正恩委員長が、敵の艦船などの個

別目標を精密打撃することが可能な弾道ミサイル
開発を指示したと発表していることも踏まえれ
ば、弾道ミサイルによる攻撃の正確性の向上を企
図しているとみられる。
（オ）ノドン

ノドンは、単段式の液体燃料推進方式の弾道ミ

18	 例えば、「Jane’s	Sentinel	Security	Assessment	China	and	Northeast	Asia（2021年3月アクセス）」は、2017年5月29日の試験発射は、MaRVを装
備した、スカッドをベースとする短距離弾道ミサイルの初めての発射であるとみられ、北朝鮮による精密誘導システムの進歩を示すものであると指摘して
いる。

19	 北朝鮮は、2015年5月9日にSLBMの試験発射に成功した旨発表したほか、2016年1月8日に、2015年5月に公開したものとは異なるSLBMの射出試
験とみられる映像を公表、2016年4月24日及び8月25日にもSLBMの試験発射に成功した旨発表している。また、北朝鮮は発射の事実を公表していないが、
防衛省としては、同年7月9日にも北朝鮮がSLBMと推定される弾道ミサイル1発を発射したと推定している。

サイルで、TELに搭載され移動して運用される。
射程約1,300kmに達するとみられており、わが
国のほぼ全域がその射程内に入るとみられる。

ノドンの性能の詳細は確認されていないが、命
中精度については、この弾道ミサイルがスカッド
の技術を基にしているとみられていることから、
例えば、特定の施設をピンポイントに攻撃できる
ような精度の高さではないと考えられるものの、
精度の向上が図られているとの指摘もある。この
点、ノドンについては、2016年7月19日のスカッ
ド1発及びノドン2発の発射翌日に北朝鮮が発表
した画像において、弾頭部の改良により精度の向
上を図ったタイプ（弾頭重量の軽量化により射程
は約1,500kmに達するとみられる）の弾道ミサ
イルの発射が初めて確認されている。
（カ）潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）
①「北極星」型潜水艦発射弾道ミサイル

北朝鮮は、SLBM及びSLBMの搭載を企図した
新型潜水艦の開発を行っていると指摘されてきた
が、2015年5月に、北朝鮮メディアを通じて
SLBM（北朝鮮の呼称によれば「北極星」型）の試
験発射に成功したと発表して以降、これまでに4
回19、「北極星」型SLBMの発射を公表している。

これまで北朝鮮が公表した画像及び映像から判
断すると、空中にミサイルを射出した後に点火す
る、いわゆる「コールド・ローンチシステム」の
運用に成功している可能性がある。また、2016
年4月及び同年8月の発射においては、ミサイル
から噴出する炎の形及び煙の色などから、固体燃
料推進方式が採用されていると考えられる。

これまで、「北極星」型SLBMと推定される弾
道ミサイルとして、わが国に向けた飛翔が確認さ
れたのは、2016年8月24日に北朝鮮東岸の新

シ ン ポ
浦

付近から発射された1発で、約500km飛翔した。
SLBMとして初めて約500km飛翔したという点
を踏まえれば、これまでの発射などを通じて課題
の解決に努め、一定の技術的進展を得た可能性も
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否定できない。
さらに、この時発射された弾道ミサイルについ

ては、約500kmを射程とする弾道ミサイルの通
常の高度と比べると、通常よりもやや高い軌道で
発射されたと推定され、仮に通常の軌道で発射す
れば、射程は1,000kmを超えるとみられる。

また、「北極星」型SLBMはコレ級潜水艦（排水
量約1,500トン）から発射されているとみられる。
北朝鮮は現在、同潜水艦を1隻保有しているが、
SLBM発射のためのさらに大きな潜水艦の開発を
追求しているとの指摘もある20。

②「北極星3」型潜水艦発射弾道ミサイル
北朝鮮は、2019年10月2日に、「北極星」型

SLBMとは異なると推定されるSLBM（北朝鮮の
呼称によれば「北極星3」型）1発を発射し、当該
ミサイルは、450km程度飛翔して、わが国の排他
的経済水域（EEZ）内に落下したものと推定され
る。この時発射された弾道ミサイルについては、
最高高度が約900kmに達し、ロフテッド軌道で
発射されたと推定され、仮に通常の軌道で発射さ
れれば、射程は約2,000kmとなる可能性がある。
北朝鮮が公表した画像では、固体燃料推進方式の
エンジンの特徴である放射状の噴煙が確認でき
る。なお、当該弾道ミサイルは、水中発射試験装
置から発射された可能性がある。

こうしたSLBM及びSLBMの搭載を企図した新
型潜水艦の開発により、北朝鮮は弾道ミサイルに
よる打撃能力の多様化と残存性の向上を企図して
いるものと考えられる。さらに、北朝鮮は、2020
年10月及び2021年1月の軍事パレードに、それ
ぞれ「北極星4」、「北極星5」と記載された、新型
SLBMの可能性のあるものを登場させている。
（キ）SLBM改良型弾道ミサイル

北朝鮮は、「北極星」型SLBMを地上発射型に
改良したとみられる弾道ミサイル（北朝鮮の呼称
によれば「北極星2」型）を、2017年2月12日及
び5月21日に1発ずつ発射している。いずれも、
約500km飛翔したものと推定されるが、通常よ
りもやや高い軌道で発射されたと推定され、仮に
通常の軌道で発射されたとすれば、その射程は

20	「Jane’s	Fighting	Ships	2020-2021」などによる。

1,000kmを超えるとみられる。同年2月12日の
発射翌日、2016年8月のSLBM発射の成果に基
づき地対地弾道弾として開発したと発表してい
る。また、2017年5月21日の発射翌日、北朝鮮
は、「北極星2」型の試験発射を再び成功裏に実施
し、金正恩委員長が「部隊実戦配備」を承認した
と発表している。

さらに、北朝鮮が公表した画像には、いずれに
おいても、装軌式（キャタピラ式）TELから発射さ
れ、空中にミサイルを射出した後に点火する、い
わゆる「コールド・ローンチシステム」により発射
される様子や固体燃料推進方式のエンジンの特徴
である放射状の噴煙が確認される。「コールド・
ローンチシステム」や固体燃料推進方式のエンジ
ンを利用しているとみられる点は、「北極星」型
SLBMと共通している。北朝鮮が当該弾道ミサイ
ルの実戦配備に言及していることも踏まえれば、
わが国を射程に入れる固体燃料推進方式の弾道ミ
サイルが新たに配備される可能性が考えられる。
（ク）中距離弾道ミサイル（IRBM）級弾道ミサイル

北朝鮮は、液体燃料方式のIRBM級弾道ミサイ
ル（北朝鮮の呼称によれば「火星12」型）をこれ
までに3発発射している。2017年5月14日には、
飛翔形態から、当該弾道ミサイルは、ロフテッド
軌道で発射されたと推定されるが、仮に通常の軌
道で発射されたとすれば、その射程は、最大で約
5,000kmに達するとみられる。また、北朝鮮が発
射翌日に公表した画像には、液体燃料推進方式の
エンジンの特徴である直線状の炎が確認できるこ
とから、当該弾道ミサイルは液体燃料を使用して
いるとみられる。

同年8月29日及び9月15日には、渡
お

島
しま

半
はん

島
とう

付
近及び襟裳岬付近のわが国領域の上空を通過する
形で当該弾道ミサイルが1発ずつ発射された。北
朝鮮が弾道ミサイルと称するものを発射し、わが
国領域の上空を通過させた事例は、これらが初め
てである。

当該弾道ミサイルは、飛翔距離などを踏まえれ
ば、IRBMとしての一定の機能を示したと考えら
れる。また、短期間のうちに立て続けにわが国上
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空を通過する弾道ミサイルを発射したことは、北
朝鮮が弾道ミサイルの能力を着実に向上させてい
ることを示すものである。

さらに、同年5月及び8月の発射では、装輪式
TELから切り離されたうえで発射された様子が
確認されたが、9月の発射時には、装輪式TELに
搭載されたまま発射された様子が確認できること
及び北朝鮮が同発射について、「実戦的な行動順
序を確認する目的」「『火星12』型の戦力化を実現
した」と主張していることなどを踏まえれば、実
戦的な運用能力を向上させている可能性が考えら
れる。

なお、北朝鮮は2016年、IRBM級の弾道ミサ
イルとみられるムスダン21の発射を繰り返してお
り、同年6月にはロフテッド軌道により一定の距
離を飛翔させたが、同年10月には2回連続で発
射に失敗しているとみられることから、ムスダン
については実用化に向けた課題が残されている可
能性や、IRBM級の弾道ミサイルとしては、「火星
12」型の開発・実用化に集中している可能性が考
えられる。
（ケ）大陸間弾道ミサイル（ICBM）級弾道ミサイル
①「火星14」型ICBM級弾道ミサイル

北朝鮮は、大陸間弾道ミサイル（ICBM）級の
弾道ミサイル（北朝鮮の呼称によれば「火星14」
型）を2017年7月4日及び28日にそれぞれ1発
発射している。飛翔形態から、当該弾道ミサイル
は2発ともロフテッド軌道で発射されたと推定さ
れ、通常の軌道で発射されたとすれば射程は少な
くとも5,500kmを超えるとみられる。

7月4日の発射当日、北朝鮮は「特別重大報道」
を行い、新型の大陸間弾道ロケット（ICBM）の試
験発射に成功した旨発表した。また、7月28日の
発射翌日、北朝鮮は、「核爆弾爆発装置」が正常に
作動し、大気圏再突入環境における弾頭部の安全
性などが維持された旨主張するなど、長射程の弾
道ミサイルの実用化を目指していると考えられる。

北朝鮮の発表した画像に基づけば、「火星14」
型ICBM級弾道ミサイルは、「火星12」型IRBM

21	 ムスダンの射程については約2,500～4,000kmに達するとの指摘があり、わが国全域に加え、グアムがその射程に入る可能性が指摘されている。スカッド
やノドンと同様に、液体燃料推進方式で、TELに搭載され移動して運用される。ムスダンは北朝鮮が1990年代初期に入手した旧ソ連製潜水艦発射弾道ミサ
イル（SLBM）SS-N-6を改良したものであると指摘されている。

級弾道ミサイルと、①エンジンの構成（メインエ
ンジン1基と4つの補助エンジン）、②推進部の下
部の形状（ラッパ状）、③液体燃料推進方式の直線
状の炎、が共通している。こうした点や、それぞ
れの弾道ミサイルについて推定される射程も踏ま
えれば、ICBM級弾道ミサイルは、「火星12」型
IRBM級弾道ミサイルを基に開発した可能性が考
えられる。

また、北朝鮮が発表した画像に基づけば、「火星
14」型ICBM級弾道ミサイルが、KN-08/14（（サ）
において後述）と同様の8軸の装輪式TELに搭載
された様子が確認できるが、一方、発射の時点の
画像では、TELではなく簡易式の発射台から発射
されていることが確認できる。さらに、当該弾道
ミサイルは2段式であったと考えられる。
②「火星15」型ICBM級弾道ミサイル

北朝鮮は、2017年11月29日、ICBM級弾道ミ
サイル（北朝鮮の呼称によれば「火星15」型）1発
を発射した。飛翔形態から、当該弾道ミサイルは
ロフテッド軌道で発射されたと推定される。北朝
鮮は発射当日の「重大報道」で、新たに開発され
たICBM「火星15」型の試験発射が成功裏に行わ
れ、このICBMは米国本土全域を打撃することが
でき、国家核武力の完成を実現した旨発表した。

当該弾道ミサイルについては、①飛翔距離及び
飛翔高度、②北朝鮮の発表（新型のICBM「火星
15」型の試験発射に成功した旨発表）、③これま

「火星15」型ICBM級弾道ミサイル発射の発表時（2017年11月）に	
北朝鮮が公表した画像【AFP=時事】
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でに見られたことのない9軸のTEL、④弾頭の先
端の形状（鈍頭（丸みを帯びた形状））などから、

「火星14」型とは異なる、ICBM級弾道ミサイル
であったと考えられる。また、北朝鮮が公表した
画像によれば、当該弾道ミサイルは2段式である
こと、TELから切り離されたうえで発射された様
子及び液体燃料推進方式の特徴である直線状の炎
が確認できる。

さらに、当該弾道ミサイルについて、その飛翔
高度、距離、公表された映像などを踏まえれば、
搭載する弾頭の重量などによっては1万kmを超
える射程となりうると考えられることから、あら
ためて北朝鮮による弾道ミサイルの長射程化が懸
念される。

また、従来、北朝鮮が保有する装輪式のTELに
ついては、ロシア製及び中国製のTELを改良した
ものとの指摘がある中で、北朝鮮が装輪式TELを
自ら開発したと主張している点も注目される。
（コ）テポドン2

テポドン2は、固定式発射台から発射する長射
程の弾道ミサイルである22。テポドン2は、1段目
にノドンの技術を利用したエンジン4基を、2段
目に同様のエンジン1基をそれぞれ使用している
と推定される。射程については、2段式のものは
約6,000kmとみられ、3段式である派生型につい
ては、ミサイルの弾頭重量を約1トン以下と仮定
した場合、約1万km以上におよぶ可能性がある
と考えられる。テポドン2又はその派生型は、こ
れまで合計5回発射されている。

もっとも最近では、2016年2月、国際機関に通
報を行ったうえで、「人工衛星」を打ち上げるとし
て、北朝鮮北西部沿岸地域の東

トンチャンリ
倉里地区から、テ

ポドン2派生型を発射した。この発射により、同
様の仕様の弾道ミサイルを2回連続して発射し、
おおむね同様の態様で飛翔させ、地球周回軌道に
何らかの物体を投入したと推定されることから、
北朝鮮の長射程の弾道ミサイルの技術的信頼性は
前進したと考えられる。

こうした長射程の弾道ミサイルの発射試験は、
射程の短い他の弾道ミサイルの射程の延伸や、弾

22	 テポドン2を開発するための過渡的なものであった可能性がある弾道ミサイルとして、テポドン1がある。

頭重量の増加、命中精度の向上といった性能の向
上にも資するものであるほか、多段階推進装置の
分離技術や、姿勢制御・推進制御技術などの関連
技術は北朝鮮が新たに開発中の他の中・長距離弾
道ミサイルにも応用可能とみられる。このため、
ノドンなどの弾道ミサイルの性能向上のほか、新
たな弾道ミサイルの開発を含め、北朝鮮による弾
道ミサイル開発全体をより一層進展させるととも
に、攻撃手段の多様化にもつながるものであると
考えられる。
（サ）KN-08/KN-14

2012年4月及び2013年7月に行われた閲兵式
（軍事パレード）で登場した新型ミサイル「KN-
08」は、詳細は不明ながら、大陸間弾道ミサイル
とみられている。また、2015年10月の閲兵式に
は、「KN-08」とみられる新型ミサイルが、これま
でと異なる形状の弾頭部で登場した。この「KN-
08」の派生型とみられる新型ミサイルは「KN-
14」と呼称されている。
イ　弾道ミサイル発射の主な動向

北朝鮮は、これまで各種の弾道ミサイルの発射
を繰り返してきているが、特に2016年来、新型
とみられるものを含め、70発を超える弾道ミサ
イルなどの発射を強行している。

北朝鮮による弾道ミサイル発射の動向について
は、次のような特徴がある。第一に、弾道ミサイ
ルの長射程化を図っているものとみられる。
2017年11月には、弾頭の重量などによっては1

2020年10月の軍事パレードに登場した新型ICBM級弾道ミサイルの	
可能性があるもの【EPA=時事】
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万kmを超える射程となりうるICBM級弾道ミサ
イルを発射している。

長射程の弾道ミサイルの実用化のためには、弾
頭部の大気圏外からの再突入の際に発生する超高
温の熱などから再突入体を防護する技術について
さらなる検証が必要になると考えられるが、北朝
鮮は、同年11月のICBM級弾道ミサイルの発射
当日、弾頭の再突入環境における信頼性を再立証
した旨発表するなど、長射程の弾道ミサイルの実
用化を追求する姿勢を示している。

また、北朝鮮は、2019年12月に2回、東倉里
地区の西

ソ ヘ
海衛星発射場で「重大な実験」を行った

旨発表しており、ICBM級弾道ミサイルのエンジ
ンの試験であった可能性が指摘されている。さら
に、2020年10月 の 軍 事 パ レ ー ド に は、新 型
ICBM級弾道ミサイルの可能性があるものが登場
した。

北朝鮮が弾道ミサイルの開発をさらに進展さ
せ、長射程の弾道ミサイルについて再突入技術を
獲得するなどした場合は、北朝鮮が米国に対する
戦略的抑止力を確保したとの認識を一方的に持つ
に至る可能性がある。仮に、北朝鮮がそのような
抑止力に対する過信・誤認をすれば、北朝鮮によ
る地域における軍事的挑発行為の増加・重大化に
つながる可能性もあり、わが国としても強く懸念
すべき状況となりうる。

なお、北朝鮮は、わが国を射程に収めるノドンや
スカッドERといった弾道ミサイルについては、実
用化に必要な大気圏再突入技術を獲得しており、
これらの弾道ミサイルに核兵器を搭載してわが国
を攻撃する能力を既に保有しているとみられる。

第二に、飽和攻撃などのために必要な正確性、
連続射撃能力及び運用能力の向上を企図している
可能性がある。実戦配備済みのスカッド及びノド
ンについて、2014年以降、過去に例の無い地点
から、早朝・深夜に、TELを用いて、多くの場合、
複数発、朝鮮半島を横断する形で発射している。
これは、スカッド及びノドンについて、任意の地
点から、任意のタイミングで発射できることを示
しており、北朝鮮は弾道ミサイルの性能や信頼性
に自信を深めているものと考えられる。

スカッド及びノドンについては、2016年8月

のノドン発射以来、わが国の排他的経済水域
（EEZ）内に弾頭が落下したと推定される発射が
あり、わが国の安全保障に対する重大な脅威と
なっている。2017年3月6日に発射された4発の
スカッドERとみられる弾道ミサイルは、同時に
発射されたと推定される。

こうした発射を通じて、北朝鮮は、弾道ミサイ
ルについて、研究開発だけではなく、運用能力の
向上を企図している可能性がある。金正恩委員長
は、軍部隊に対し、形式主義を排した実戦的訓練
を行うよう繰り返し指導していることから、こう
した指導が、配備済み弾道ミサイルの発射の背景
となっている可能性も考えられる。

また、2017年5月に発射された、スカッドミサ
イルを改良したとみられる弾道ミサイルについ
て、終末誘導機動弾頭（MaRV）を装備している
との指摘もある。さらに、2019年の弾道ミサイ
ルなどの発射において、北朝鮮が公表した画像で
は、異なる場所から発射し、特定の目標に命中さ
せていることが確認できる。

こうしたことから、北朝鮮は、実戦配備済みの弾
道ミサイルの改良や新たな弾道ミサイル開発によ
り攻撃の正確性の向上を企図しているとみられる。

さらに、2019年11月28日及び2020年3月2
日にそれぞれ2発発射された短距離弾道ミサイル
の発射間隔は1分未満と推定され、飽和攻撃など
に必要な連続射撃能力の向上を企図していると考
えられる。

また、近年、短距離弾道ミサイルと様々な火砲
を組み合わせた射撃訓練などを実施し、実戦的な
運用能力の向上を図っているとみられる。

第三に、発射の兆候把握を困難にするための秘
匿性や即時性を高め、奇襲的な攻撃能力の向上を
図っているものとみられる。

発射台付き車両（TEL）や潜水艦を使用する場
合、任意の地点からの発射が可能であり、発射の
兆候を事前に把握するのが困難となるが、北朝鮮
は、TELからの発射や潜水艦発射弾道ミサイル

（SLBM）の発射を繰り返している。
また、2019年以降に発射された弾道ミサイル

は、いずれも固体燃料を使用しているものとみら
れ、北朝鮮は、弾道ミサイルの固体燃料化を進め
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ているとみられる。一般的に、固体燃料推進方式
のミサイルは、固形の推進薬が前もって充填され
ており、液体燃料推進方式に比べ、即時発射が可
能であり発射の兆候が事前に察知されにくく、ミ
サイルの再装填もより迅速に行え、かつ、保管や
取扱いも比較的容易であることなどから、軍事的
に優れているとされる。こうしたことから、北朝
鮮は奇襲的な攻撃能力の向上を図っているものと
みられる。

第四に、他国のミサイル防衛網を突破すること
を企図し、低高度を変則的な軌道で飛翔する弾道
ミサイルを開発しているとみられる。短距離弾道
ミサイルA及びBは、通常の弾道ミサイルよりも
低空を飛翔するとともに、変則的な軌道を飛翔す
ることが可能とみられる。一般論として、このよ
うなものは、ミサイル防衛網を突破することを企
図していると指摘されている。

第五に、発射形態の多様化を図っている可能性
がある。2016年6月22日、2017年5月14日、7
月4日、7月28日、11月29日及び2019年10月
2日の弾道ミサイル発射においては、通常よりも
高い角度で高い高度まで打ち上げる、いわゆるロ
フテッド軌道と推定される発射形態が確認された
が、一般論として、ロフテッド軌道で発射された
場合、迎撃がより困難になると考えられる。

北朝鮮は、極めて速いスピードで弾道ミサイル
開発を継続的に進めてきており、わが国を射程に
収めるノドンやスカッドERといった弾道ミサイ
ルに核兵器を搭載してわが国を攻撃する能力を既
に保有しているとみられる。

さらに、近年、北朝鮮はミサイル関連技術の高
度化を図ってきており、固体燃料を使用して通常
の弾道ミサイルよりも低空を変則的な軌道で飛翔
する弾道ミサイルの開発など、発射の兆候把握や
早期探知、迎撃を困難にさせることなどを通じ
て、ミサイル防衛網を突破することを企図してい
ると考えられる。このような高度化された技術が
より射程の長いミサイルに応用されることも懸念
される。

このように、北朝鮮は攻撃態様の複雑化・多様
化を執拗に追求し、攻撃能力の強化・向上を着実
に図っており、このような能力の強化・向上は、

発射兆候の早期の把握や迎撃をより困難にするな
ど、わが国を含む関係国の情報収集・警戒、迎撃
態勢への新たな課題となっている。引き続き北朝
鮮の弾道ミサイル開発の動向について、重大な関
心をもって注視していく必要がある。

（4）今後の兵器開発などの動向
北朝鮮は、2021年1月の朝鮮労働党第8回大

会において、「核戦争抑止力」を強化し、「最強の
軍事力」を育てると言及した。今後の目標として、
様々な兵器の開発などにも具体的に言及し、軍事
力を強化していく姿勢を示した。

核・ミサイルに関しては、「戦術核兵器」を開発
するとともに、「超大型核弾頭」の生産も持続的に
推進する旨言及した。また、多弾頭技術、「極超音
速滑空飛行弾頭」、原子力潜水艦、固体燃料推進の
ICBMの開発や研究の推進に言及しており、攻撃
態様のさらなる複雑化・多様化を追求する姿勢を
示した。

核・ミサイル以外にも、同大会においては、軍
事偵察衛星や、無人偵察機などの偵察手段の開発
などに言及された。

こうした目標は、主要国における軍事科学技術
の動向を踏まえ、それらの動向に追随する姿勢を
示し、軍事力の強化を北朝鮮内外に誇示している
とみられる。また、例えば、「極超音速滑空飛行弾
頭」の開発・導入や軍事偵察衛星の運用を「近い
期間内」に行うと言及していることから、北朝鮮
が弾道ミサイル開発と同様に、これらの目標の実
現に注力していくものとみられる。

また、2020年10月及び2021年1月の軍事パ
レードには、新型のICBM級弾道ミサイルの可能
性があるものや、「北極星4」及び「北極星5」と記
載された新型SLBMの可能性があるもの、新型弾
道ミサイル（2021年3月に発射されたもの）が登
場した。このうち、新型のICBM級弾道ミサイル
の可能性があるものについて、弾頭重量の増加に
よる威力の増大や一般に迎撃がより困難とされる
多弾頭化などの可能性が指摘されている。

こうしたことを踏まえ、引き続き北朝鮮の兵器
開発などの動向について、重大な関心をもって注
視していく必要がある。
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4　内政

（1）金正恩体制の動向
北朝鮮では、金正恩委員長を中心とする権力基

盤の強化が進んでいる。2019年4月及び8月に
憲法が改正され、国務委員長は「国家を代表する
朝鮮民主主義人民共和国の最高領導者」であると
規定されるなど、金正恩委員長の権限の強化が進
められた。また、党を中心とした運営を行ってい
るとの指摘があり、2021年1月には朝鮮労働党
第8回大会が開催され、金正恩委員長は党総書記

に就任した。
一方、幹部の頻繁な処刑や降格・解任にともな

う萎縮効果により、幹部が金正恩委員長の判断に
異論を唱え難くなることから、十分な外交的勘案
がなされないまま北朝鮮が軍事的挑発行動に走る
可能性も含め、不確実性が増しているとも考えら
れる。また、貧富の差の拡大や外国からの情報の
流入などにともなう社会統制の弛緩などに関する
指摘もなされており、体制の安定性という点から
注目される。

北朝鮮は、既にわが国を射程に収めるノドンやス
カッドERといった弾道ミサイルを数百発保有して
おり、これらの弾道ミサイルに核兵器を搭載してわ
が国を攻撃する能力を既に保有しているとみられま
す。こうした軍事動向は、わが国の安全に対する重
大かつ差し迫った脅威であり、地域及び国際社会の
平和と安全を著しく損なうものとなっています。
さらに、北朝鮮は、従来からの弾道ミサイル能力

に加え、ここ数年間で、弾道ミサイル技術や運用能
力を極めて速いスピードで向上させています。
2019年5月以降、発射が繰り返されている3種

類の新型の短距離弾道ミサイルは、固体燃料の使
用、低空での飛翔、変則的な飛翔軌道など、発射の
兆候把握や早期探知、迎撃を困難にさせる技術を導
入しているとみられます。これらの新型短距離弾道
ミサイルは、射程にかんがみれば、もっぱら韓国を
標的としたものであると考えられますが、このよう
な技術がより射程の長いミサイルに応用されていく
可能性は十分にありえます。さらに、2021年3月
に発射された弾道ミサイルについても、北朝鮮は変
則的な軌道特性を有すると主張しています。
また、2019年10月に北朝鮮は、新型の「北極星

3」型潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）を発射しま
した。SLBMの開発は、発射の兆候把握をより困難
にし、奇襲的な攻撃能力を向上させうるものです。
その後、SLBMの発射はありませんが、2020年10
月及び2021年1月の軍事パレードにおいて、本体
に「北極星4」や「北極星5」の記載がある新型の
SLBMの可能性があるものが登場しており、また、

SLBMを搭載可能とみられる新型の潜水艦開発を
行っているとの指摘もあり、北朝鮮は引き続きこの
分野の開発も継続しているとみられます。
このように、北朝鮮は、従来のノドンやスカッド
ERに加え、迎撃がより困難な弾道ミサイルを開発
してきました。さらに、2021年1月の朝鮮労働党
第8回大会で金正恩委員長が、多弾頭技術、「極超音
速滑空飛行弾頭」、原子力潜水艦、固体燃料推進の
ICBMなど、迎撃を一層困難にしうる技術の開発や
研究の推進に言及しました。こうした弾道ミサイル
能力向上の取組が継続すれば、地域の安全保障環境
の不安定化を招く懸念があります。
わが国として北朝鮮の核保有を認めることは決し
てなく、北朝鮮の全ての大量破壊兵器及びあらゆる
射程の弾道ミサイルの完全な、検証可能な、かつ、
不可逆的な廃棄の実現に向け、引き続き国際社会全
体が国連安保理決議の完全な履行を進めていくこと
が重要です。

2021年1月の軍事パレードに登場した新型SLBMの可能性があるもの
【EPA=時事】

北朝鮮の弾道ミサイル能力解　説
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（2）経済事情
経済面では、社会主義計画経済のぜい弱性に加

え、冷戦の終結にともなう旧ソ連や東欧諸国などと
の経済協力関係の縮小の影響などもあり、北朝鮮は
慢性的な経済不振、エネルギーと食糧の不足に直
面している23。

また、わが国や米国などによる独自の制裁措置
の強化や、核実験や弾道ミサイル発射を受けて採
択された関連の国連安保理決議による制裁措置
は、北朝鮮の厳しい経済状況と併せて考えた場合、
一定の効果を及ぼしてきたと考えられ、今後も制
裁措置が最大の貿易相手国である中国を含む関係
各国によって厳格に履行されれば、北朝鮮は、さ
らに厳しい経済状況に置かれる可能性がある。

2020年には、制裁に加え、新型コロナウイル
ス感染症及び自然災害が北朝鮮の経済に大きな影
響を与えたとみられる。金正恩委員長は、2021
年1月の朝鮮労働党第8回大会で、「予想しなかっ
た挑戦」により「国家経済の伸張目標が甚だしく
未達成となり、人民生活向上で明白な進展を達成
することができなかった」と言及した。

同大会で金正恩委員長が「何よりも、国家経済
発展の新たな5か年計画を必ず遂行するための決
死的な闘争を繰り広げるべき」と言及しているこ
となどからも、北朝鮮は経済の立て直しを重要視
しているとみられる。一方、北朝鮮が現在の統治
体制の不安定化につながり得る構造的な改革を行
う可能性は低いと考えられることから、経済の現
状を根本的に改善することには、様々な困難がと
もなうと考えられる。

また、北朝鮮は、国連安保理決議で禁止されて
いる、洋上での船舶間の物資の積み替え（いわゆ
る「瀬取り」）などにより国連安保理の制裁逃れを
図っているとみられ24、2021年4月に公表された

「国連安全保障理事会北朝鮮制裁委員会専門家パ
ネル最終報告書」は、2020年1月から9月の間に
年間上限量である50万バレルを数倍超過する量

23	 近年、北朝鮮漁船や中国漁船が大和堆周辺のわが国排他的経済水域で違法操業を行っており、同海域で操業する日本漁船の安全を脅かす状況となっている。
現場海域においては、水産庁と海上保安庁が連携し、外国漁船による違法操業の取締りを行っている。取締りの詳細については内閣府年次報告「海洋の状況
及び海洋に関して講じた施策」、水産白書及び海上保安レポートを参照。

24	 2018年に入ってから2021年3月末までの間に、北朝鮮籍タンカーと外国籍タンカーが公海上で接舷（横付け）している様子を海自哨戒機などが計24回
確認している。これらの船舶は、政府として総合的に判断した結果、「瀬取り」を実施していたことが強く疑われる。これらの事案の詳細や、わが国の対応に
ついては、Ⅲ部1章1節参照。

の石油精製品が、主に「瀬取り」により、北朝鮮へ
不正に輸出されたと指摘している。

図表Ⅰ-2-4-7（北朝鮮に対する安保理決議に基づく
制裁）

5　対外関係

（1）米国との関係
2018年6月、史上初の米朝首脳会談が実施さ

れ、米朝双方が朝鮮半島における永続的で安定し
た平和体制の構築に向け協力するとともに、金正
恩委員長が朝鮮半島の完全な非核化に向けた意思
を明確に示したうえで、引き続き米朝間で交渉を
行っていくことを確認した。

しかし、2019年2月の第2回米朝首脳会談にお
いて、米朝双方はいかなる合意にも達しなかった。

2019年12月の朝鮮労働党中央委員会総会に
おいて、金正恩委員長は米国による米韓合同軍事
演習の実施などを理由に、守る相手もいない公約
に一方的に縛られている根拠が消失した旨述べ
た。また、米国の対北朝鮮敵視が撤回されるまで、
朝鮮半島の非核化は永遠にないであろうこと、戦
略兵器開発を続けることを表明した。さらに、金
正恩委員長は米国の核の威嚇に対する核抑止力を
維持するとともに、北朝鮮の抑止力強化の幅と深
度は米国の今後の立場に応じて調整される旨言及
した。

2021年1月の朝鮮労働党第8回大会において
金正恩委員長は、米国を「最大の主敵」とし、米国
で誰が政権についても、米国の対北朝鮮政策は変
わらない旨言及した一方で、新たな米朝関係の樹
立の鍵は、米国が北朝鮮への敵視政策を撤回する
ことであるなどと言及した。

2021年1月に発足した米国のバイデン政権は、
韓国や日本と連携しながら、増強中の北朝鮮の
核・ミサイル計画に関連する危険に対処するとし
ており、今後の動向が注目される。
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いずれにせよ、現時点で北朝鮮の大量破壊兵
器・ミサイルの廃棄に具体的な進展は見られない。

（2）韓国との関係
2018年、南北関係は大幅に進展した。同年4月

の南北首脳会談では、南北の敵対行為の全面的な
中止や、朝鮮半島の非核化の実現を共通の目標と
して確認することなどを盛り込んだ「板門店宣言
文」を発出した。また同年5月の南北首脳会談で、
金正恩委員長は朝鮮半島の完全な非核化の意思を
改めて明らかにした。さらに、同年9月の南北首
脳会談においては、軍事的な敵対関係の終息など
を盛り込んだ「9月平壌共同宣言」を発出したほ
か、南北の軍事的な緊張緩和のための具体的な措
置について盛り込んだ「「板門店宣言文」履行のた
めの軍事分野合意書」に署名した。

しかし、2019年は、南北間の対話や協力事業

に大きな進展はなく、2020年には、南北関係に
一 時 緊 張 の 高 ま り が 見 ら れ た。同 年6月 に、
金
キム・ヨジョン

与正朝鮮労働党中央委第1副部長は、脱北者団
体が金正恩委員長を非難するビラなどを散布した
ことに反発する談話を発表した。以降、北朝鮮は、
開
ケ ソ ン

城の南北共同連絡事務所を爆破したほか、
DMZ付近での軍事態勢の強化や軍事訓練の再開
を盛り込んだ軍事行動計画の検討を発表（後にこ
れを保留したと発表）するなどの動きを見せた。

一方、同年9月の南北境界線付近の海上での韓
国政府職員射殺事案に際しては、金正恩委員長が
謝罪を表明した。また、同年10月の軍事パレード
に際しての金正恩委員長による演説では、南北が
再び両手を向き合って握る日が訪れることを祈願
すると述べた。2021年1月の朝鮮労働党第8回
大会では、金正恩委員長が、南北関係は2018年4
月の南北首脳会談の際に署名された板門店宣言以

図表Ⅰ-2-4-7 北朝鮮に対する国連安保理決議に基づく制裁

主な内容

品目 制裁内容 関連決議

原油 年間供給量400万バレル又は52.5万トンに制限 2397号
（29年12月）

石油精製品 年間供給量50万バレルに制限 2397号
（29年12月）

石炭 北朝鮮からの輸入を全面禁止 2371号
（29年8月）

船舶間の積み替え（瀬取り） 禁止 2375号
（29年9月）

最近の対北朝鮮制裁にかかる国連安保理決議の概要

年月 決議 契機 主な内容
2006.7.16 1695号 7発の弾道ミサイル発射（2006/7/5） 核・ミサイル計画への関連物資及び資金の移転防止を要求
2006.10.15 1718号 第1回核実験（2006/10/9） 大量破壊兵器関連物資や大型兵器の輸出入禁止

2009.6.13 1874号 テポドン2発射（2009/4/5）、 
第2回核実験（同年5/25） 金融規制導入

2013.1.23 2087号 テポドン2発射（2012/12/12） 制裁対象に6団体・4個人を追加

2013.3.8 2094号 第3回核実験（2013/2/12） 金融規制強化、禁輸貨物運搬が疑われる船舶の自国領域内での貨物検
査を義務化

2016.3.3 2270号 第4回核実験（2016/1/6）、 
テポドン2発射（同年2/7）

航空燃料の輸出・供給の禁止、北朝鮮による石炭・鉄鉱石の輸出禁止
（生計目的かつ核・ミサイル計画と無関係のものを除く）

2016.11.30 2321号 第5回核実験（2016/9/9） 北朝鮮による石炭輸出の上限を設定（年間約4億ドル又は重量750万
トン）

2017.6.3 2356号 2016/9/9以降の弾道ミサイル発射 制裁対象に4団体・14個人を追加

2017.8.6 2371号 ICBM級弾道ミサイル「火星14」発射 
（2017/7/4及び7/28）

石炭輸入の全面禁止、鉄及び鉄鉱石輸入の全面禁止、北朝鮮労働者に
対する労働許可の総数に初めて上限を規定

2017.9.12 2375号 第6回核実験（2017/9/3） 供給規制の対象に石油分野を初めて追加、繊維製品を輸入禁止対象に
追加、海外労働者に対する労働許可の発給禁止

2017.12.23 2397号 ICBM級弾道ミサイル「火星15」発射
（2017/11/29）

石油分野におけるさらなる供給規制、北朝鮮との輸出入禁止対象の拡
大、北朝鮮籍海外労働者等の北朝鮮への送還

※「　」内は北朝鮮の呼称
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前の時期に後戻りしたと言っても過言ではないと
言及したほか、韓国側の態度次第では、南北関係
が平和と繁栄の新たな出発点へと戻ることもあり
うると言及した。2021年3月の米韓連合指揮所
訓練に対しては、金与正朝鮮労働党中央委副部長
が、これを非難する談話を発表し、南北軍事分野
合意書を破棄する可能性にも言及した。

このように、北朝鮮は韓国に対して硬軟織り交
ぜた態度を示しており、今後の南北関係の動向が
注目される。

（3）その他の国との関係
①中国との関係

北朝鮮にとって中国は極めて重要な政治的・経
済的パートナーであり、北朝鮮に対して一定の影
響力を維持していると考えられる。1961年に締
結された「中朝友好協力及び相互援助条約」が現
在も継続している。また、中国は北朝鮮にとって
最大の貿易相手国であり、2019年の北朝鮮の対
外貿易（南北交易を除く）に占める中国との貿易
額の割合は9割超25と極めて高水準で、北朝鮮の
中国への依存が指摘されている。

北朝鮮情勢や核問題に関して、中国は、①朝鮮
半島の非核化、②朝鮮半島の平和と安定、③対話
と協議を通じた問題解決を原則としており、北朝
鮮に対する制裁を強化する累次の国連安保理決議
に賛成する一方、制裁だけでは核問題を根本的に
解決することはできず、対話と協議を通じた問題
解決が重要であるとしている。この点、中国は、

25	 大韓貿易投資振興公社の発表による。

米朝首脳会談など、米朝間の対話への支持を表明
しているほか、北朝鮮及びロシアと共に、朝鮮半
島の非核化は、段階的かつ同時進行的なものであ
り、関係国の相応の措置を伴うものでなければな
らないと主張している。

2018年3月以降、中朝首脳会談は5回実施さ
れた。2021年1月の朝鮮労働党第8回大会にお
いて金正恩委員長は、こうした中朝首脳会談につ
いて、「戦略的意思疎通と相互理解」を深めた旨言
及した。
②ロシアとの関係

北朝鮮の核問題について、ロシアは、中国と同
様、朝鮮半島の非核化や六者会合の早期再開の支
持を表明している。2017年12月に採択された国
連安保理決議2397号に賛成する一方で、北朝鮮
に対する圧力は対話と交渉へと席を譲らなければ
ならないと主張している。

2021年1月の朝鮮労働党第8回大会において
金正恩委員長は、第7回大会以降の成果として、

「ロシアとの親善関係を拡大し発展させることの
できる礎石を整えた」と言及した。
③その他の国との関係

イラン、シリア、パキスタン、ミャンマー、
キューバといった国々との間で、武器取引や武器
技術移転を含む軍事分野での協力関係が伝えられ
ている。

3章6節4項（大量破壊兵器などの移転・拡散の懸念
の拡大）p.156

2 	韓国・在韓米軍	韓国・在韓米軍

1　全般

2017年5月に発足した文
ムン・ジェイン

在寅政権は、対北朝
鮮政策について、南北関係の改善及び緊張緩和を
重視している。文在寅政権による対北朝鮮政策が、
南北関係にどのような影響を与えていくか、引き
続き注目していく必要がある。

韓国には、朝鮮戦争の休戦以降、現在に至るまで
陸軍を中心とする米軍部隊が駐留している。韓国
は、米韓相互防衛条約を中核として、米国と安全保
障上極めて密接な関係にあり、在韓米軍は、朝鮮半
島における大規模な武力紛争の発生を抑止するう
えで大きな役割を果たすなど、地域の平和と安定
を確保するうえで重要な役割を果たしている。
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2　韓国の国防政策・国防改革

韓国は、約1,000万人の人口を擁する首都ソウ
ルがDMZから至近距離にあるという防衛上の弱
点を抱えている。韓国は、「外部の軍事的脅威と侵
略から国家を守り、平和的統一を後押しし、地域
の安定と世界平和に寄与する」との国防目標を定
めている。

この「外部の軍事的脅威」の一つとして、かつ
ては国防白書において「主敵」あるいは「北朝鮮
政権と北朝鮮軍は韓国の敵」との表現が用いられ
ていた。しかし、2019年1月に発刊された「2018
国防白書」では、引き続き北朝鮮の大量破壊兵器
は朝鮮半島の平和と安定に対する脅威であるとし
つつも、北朝鮮を敵とする表現は消え、「韓国の主
権、国土、国民、財産を脅かし、侵害する勢力をわ
れわれの敵とみなす」との表現が用いられている。
また、同白書では、全方位からの安全保障脅威へ
の対応を強調している。2021年2月に発刊され
た「2020国防白書」にも、北朝鮮を敵とする表現
はみられなかった。

韓国は、国防改革に継続して取り組んでいる。
近年では、2018年7月、全方位からの安全保障脅
威への対応、先端科学技術を基盤とした精鋭化及
び先進国家にふさわしい軍隊育成を3大目標とす
る「国防改革2.0」を発表した。本計画では、北朝
鮮の脅威に対応するための戦力の確保を引き続き
推進するとしたほか、兵力削減や兵役期間の短縮
などが盛り込まれている。

3　韓国の軍事態勢

韓国の軍事力については、陸上戦力は、陸軍約
46万人・19個師団と海兵隊約2.9万人・2個師団、
海上戦力は、230隻、約26万トン、航空戦力は、
空軍・海軍を合わせて、作戦機約640機からなる。

韓国軍は、北朝鮮の脅威はもとより、未来の潜
在的な脅威にも対応する全方位国防態勢を確立す
るとして、陸軍はもとより海・空軍を含めた近代
化に努めている。海軍は、潜水艦、軽空母、大型輸
送艦、国産駆逐艦などの導入を進めており、空軍
は ス テ ル ス 性 を 備 え た 次 世 代 戦 闘 機 と し て

F-35A戦闘機の導入を推進している。
2017年11月、韓国政府は、北朝鮮の武力挑発

への抑止力を高めるため、1979年に米韓両政府間
で合意された、自ら保有する弾道ミサイルの射程
などについて定めたミサイル指針について、弾道
ミサイルの弾頭重量制限を解除する改定を行った
ことを発表した。また、北朝鮮の核・ミサイルの脅
威に対応するため、韓国軍のミサイル能力の拡充
に加え、ミサイルなどによる迅速な先制打撃を行
い、北朝鮮の指揮部を直接狙って反撃するシステ
ムである「戦略打撃体系」と、「韓国型ミサイル防
衛システム」（K

Korea Air and Missile Defense
AMD）の構築などに取り組み、対

象も北朝鮮のミサイル脅威対応から、全方位から
の安全保障脅威への対応に変更されている。

弾道ミサイルについては、例えば、射程300～
800kmとされる「玄

ヒョンム
武2」を実戦配備していると

みられるほか、2017年のミサイル指針改定で弾
頭重量の制限が撤廃されたことを受け、2020年、
弾頭重量2トン・射程800kmの「玄武4」の試験
発射に成功したとされる。

巡航ミサイルについては、例えば、地対地巡航
ミサイルとして、射程約500～1,500kmとされる

「玄武3」や、艦対艦・艦対地巡航ミサイルとして、
最大射程1,000km～1,500kmとされる「海

ヘ ソ ン
星」

系列のミサイルを実戦配備しているとみられる。
なお、潜水艦「島

トサンアンチャンホ
山安昌浩」や「2020～2024国防

中期計画」で導入することとされている合同火力
艦に弾道ミサイルを将来的に搭載すると報じられ
ている。

また、2021年5月の米韓首脳会談に際し、ミサ
イル指針の終了が発表された。

さらに、韓国は近年、装備品の輸出を積極的に
図っており、2017年の輸出実績は契約額ベースで
約32億ドルに達し、2006年から11年間で約13倍
となっている。輸出品目についても通信電子や航空
機、艦艇など多様化を遂げているとされている。

なお、2021年度の国防費（本予算）は、対前年
度比約5.4％増の約52兆8,401億ウォンとなっ
ており、2000年以降22年連続で増加している。
なお、「国防改革2.0」によれば、韓国は国防費を
年平均で7.5％増加させていくとしている。

図表Ⅰ-2-4-8（韓国の国防費の推移） 参照
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韓国は、朝鮮戦争を機に、軍の作戦統制権を米軍
に移譲し、国防の大部分を米軍に依存しつつ、自ら
は北朝鮮の膨大な軍事力に備えるため、「量」を重視
した陸軍中心の軍を構築してきました。しかし、
2000年代以降、韓国は、「自主国防」「3軍（陸・海・
空軍）均衡発展」の方針のもと、北朝鮮の脅威のみ
ならず、「全方位の脅威」に備えた「質」とバランス
を重視した陸・海・空軍を整備し、保有するように
なりました。最近では、イージス艦やF-35A戦闘機
などの最新装備のほか、弾道ミサイルや巡航ミサイ
ルも保有するようになり、独自の攻撃力を持つ軍隊
に変貌しました。2020年7月には「世界最大水準
の弾頭重量を備えた弾道ミサイル」（玄武4）を開発
したことが文大統領によって明らかにされました。
さらに、韓国軍が2020年8月に発表した「2021-
2025国防中期計画」によれば、韓国軍は、新型イー
ジス艦、潜水艦、軽空母、次期国産戦闘機といった
最新兵器の獲得のほか、超小型衛星、無人機などに
よる朝鮮半島の準リアルタイム監視網の構築、独自
の弾道弾迎撃ミサイルや北朝鮮の長射程砲を迎撃す
る韓国型アイアンドームの開発・獲得などを計画し
ています。同計画による全体の予算は5年間で計
300.7兆ウォン（約28.6兆円、年平均6.1％増）と
なっています。また、報道によれば、原子力潜水艦や
潜水艦発射弾道弾の開発計画も指摘されています。
こうした装備品開発・取得のため、韓国の国防予

算は2000年以降、22年連続で増加しており、
2018年には購買力平価（各国でどれだけの財や
サービスを購入できるかを、各国の物価水準を考慮
して評価したもの）換算で506億ドルと、わが国の
防衛予算494億ドルをすでに上回っています。仮
に、将来の日韓の防衛予算を、わが国の中期防衛力
整備計画における当初予算の伸び率1.1％と、韓国
の国防中期計画における伸び率6.1％で試算する
と、2025年にその差は約1.5倍に広がります。
韓国による最近の急激な軍備増強の背景には、「だ

れも見くびることができない」強い軍隊を作りたい、
独自に作戦を遂行できる能力を備えて戦時作戦統制
権を米軍から韓国軍に早期に移管したいという文大
統領の考えがあるとされています。また、北朝鮮と
の対話を進めるため、北朝鮮のみならず「全方位」の
脅威への対応を強調しているとの指摘もあります。
文大統領は、朝鮮半島の緊張緩和は、ツー・ト
ラック、すなわち、米朝による非核化と南北による
通常兵器の緊張緩和によって実現するとして、非核
化の進展により、長射程砲と短距離ミサイルなどの
軍縮段階にまで進められるとしています。しかし、
これまでのところ進展はなく、むしろ金正恩委員長
が韓国の最新兵器の獲得、ミサイルの開発を非難す
る一方、核・ミサイル開発を継続し、南北双方の軍
備増強が急速な勢いで続いているのが現状です。

韓国の軍備増強と国防予算解　説

図表Ⅰ-2-4-8 韓国の国防費の推移

（注）　韓国国防部HP（2020年12月アクセス）による。
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4　米韓同盟・在韓米軍

米韓両国は近年、米韓同盟を深化させるため
様々な取組を行っている。

平素から首脳レベルで米韓同盟の強化について
確認している。具体的な取組として、両国は、
2013年3月に北朝鮮の挑発に対応するための「米
韓共同局地挑発対応計画」に署名した。同年10月
の第45回米韓安保協議会議（S

Security Consultative Meeting
CM、両国防相を

トップとする協議体）においては、両国は、北朝
鮮の核・大量破壊兵器の脅威に対応する抑止力向
上の戦略である「オーダーメード型抑止戦略

（Tailored Deterrence Strategy）」を承認した。
また、2014年10月の第46回米韓安保協議会

議においては、北朝鮮の弾道ミサイルの脅威に対
応する「同盟の包括的ミサイル対応作戦の概念と
原則（4D作戦概念）」に合意し、2015年11月の
第47回米韓安保協議会議において、その履行指
針を承認した。

さらに、2016年1月の北朝鮮による核実験の強
行 な ど を 受 け、2017年9月、在 韓 米 軍 に
T
Terminal High Altitude Area Defense

HAAD26が臨時配備された。加えて、同月の米韓
首脳会談において、韓国や周辺地域に、米国の戦略
アセットの循環配備を拡大することで合意した。

米韓合同軍事演習について、北朝鮮との対話の
進展を受けて、米韓両国は、2018年以降、「フリー
ダム・ガーディアン」や「ヴィジラント・エー
ス」、「キーリゾルブ・フォールイーグル」の「終
結」などを発表してきた。2019年には、3月に

「同
ドンメン

盟」と呼ばれる連合指揮所演習を実施したほ
か、同年8月には連合指揮所演習を規模や名称な
どを明確に公表しないまま実施した。同年11月
には、外交的努力と平和を促進する環境をつくる
ための善意の措置として、米韓連合空中訓練を延
期する旨発表した。2020年2月には、新型コロナ
ウイルス感染の拡大を防止するため、米韓連合訓
練を延期すると発表した。同年8月の訓練は、規
模を縮小して実施したとされる。

26	 ターミナル段階にある短・中距離弾道ミサイルを地上から迎撃する弾道ミサイル防衛システム。大気圏外及び大気圏内上層部の高高度で目標を捕捉し迎撃
する。弾道ミサイル防衛システムについては、Ⅲ部1章2節参照

27	 米韓両国は、朝鮮半島における戦争を抑止し、有事の際に効果的な連合作戦を遂行するための米韓連合防衛体制を運営するため、1978年から、米韓連合軍
司令部を設置している。米韓連合防衛体制のもと、韓国軍に対する作戦統制権については、平時の際は韓国軍合同参謀議長が、有事の際には在韓米軍司令官
が兼務する米韓連合軍司令官が行使することとなっている。

さらに、2021年1月の新年記者会見において文
在寅大統領は、米韓合同訓練について、北朝鮮が
毎回鋭敏に反応するとし、南北軍事共同委員会を
通じて北朝鮮と協議可能だと言及した。一方、
2021年3月には、米韓連合指揮所訓練を実施した。
同年4月には、米韓連合空中訓練を実施したとさ
れる。

また、両国では、米韓連合軍に対する戦時作戦
統制権の韓国への移管27や在韓米軍の再編などの
問題についての取組が進められている。

まず、戦時作戦統制権の韓国への移管について
は、2010年10月に移管のためのロードマップで
ある「戦略同盟2015」が策定され、2015年12月
1日までの移管完了を目標として、従来の「米韓
軍の連合防衛体制」から「韓国軍が主導し米軍が
支援する新たな共同防衛体制」に移行する検討が
行われていた。

しかし、北朝鮮の核・ミサイルの脅威が深刻化
したことなどを受け、第46回米韓安保協議会議
において、戦時作戦統制権の移管を再延期し、韓
国軍の能力向上などの条件が達成された場合に移
管を実施するという「条件に基づくアプローチ」
が採られることが決定された。また、2018年10
月の第50回米韓安保協議会議では、戦時作戦統
制権移管後は、未来連合軍司令部として米韓連合
軍司令官に現在の米国軍人に代わり韓国軍人を置
くことを決定した。

同会議では、2019年に韓国軍の運用能力につ
いての基本運用能力（I

Initial Operating Capability
OC）評価を実施すること

も決定した。2019年8月には、連合指揮所演習に
おいてIOC検証が実施された。同年11月の第51
回米韓安保協議会議では、同演習がIOCを検証
するうえで重要な役割を果たしたことが確認さ
れ、2020年に未来連合軍司令部に対する完全運
用能力（F

Full Operational Capability
OC）評価を実施することとされた。し

かし、新型コロナウイルス感染症の影響などのた
め、同年及び2021年3月に、予行演習の実施に
とどまっている。
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韓国軍は、戦時作戦統制権の移管に必要な、米
韓連合防衛を主導する軍事能力と北朝鮮の核・ミ
サイル脅威対応に必要な防衛力を早期に拡充し、
周期的な準備状況の評価を通じて戦時作戦統制権
の移管を加速化していくとしている。

在韓米軍の再編問題については、2003年、ソ
ウル中心部に所在する米軍龍

ヨン
山
サン

基地のソウル南方
の平

ピョン
沢
テク

地域への移転や、漢
ハン

江
ガン

以北に駐留する米軍
部隊の漢江以南への再配置などが合意された。そ
の後、戦時作戦統制権の移管延期に伴い、米軍要
員の一部が龍山基地に残留することや、北朝鮮の
長距離ロケット砲の脅威に対応するため在韓米軍
の対火力部隊を漢江以北に残留することが決定さ
れるなど、計画が一部修正された。

2017年7月に米第8軍司令部が、2018年6月
に在韓米軍司令部及び国連軍司令部が平沢地域に
移転した。在韓米軍の再編は、朝鮮半島における
米国及び韓国の防衛態勢に大きな影響を与えるも
のと考えられるため、今後の動向に引き続き注目
する必要がある。

在韓米軍の安定的な駐留条件を保障するため、
在韓米軍の駐留経費の一部を韓国政府が負担する
在韓米軍防衛費分担金については、2021年3月、
第11次防衛費分担特別協定について米韓が合意
に至った。同協定は2020年から2025年までの6
年間有効で、2020年度の総額は2019年度の水準
に据え置き、2021年度は2020年比13.9%増、
2022年から2025年は前年度の韓国国防費の増
加率を適用するとしている。

5　対外関係

（1）中国との関係
中国と韓国との間では継続的に関係強化が図ら

れてきている一方、懸案も生じている。中国は在
韓米軍へのTHAAD配備について、中国の戦略的
安全保障上の利益を損なうものであるとして反発
しているが、この点、2017年10月、中韓両政府
は、軍事当局間のチャンネルを通じ、中国側が憂
慮するTHAADに関する問題について疎通して
いくことで合意した。また、同年12月に文在寅大
統領が就任後初めて訪中し、首脳間のホットライ
ンを構築し緊密なコミュニケーションを続けてい
くとともに、ハイレベルな戦略的対話を活性化し
ていくことなどで合意している。
「2020国防白書」においても、中国との戦略的

疎通の強化が明記されている。

（2）ロシアとの関係
韓国とロシアとの間では、軍事技術、防衛産業、

軍需分野の協力について合意されている。2018
年6月には文大統領が韓国大統領として19年ぶ
りにロシアを国賓訪問したほか、同年8月、国防
戦略対話を実施し、同対話を次官級に格上げする
こと、空軍間のホットラインを設置することなど
に 合 意 し た。一 方、ロ シ ア は 在 韓 米 軍 へ の
THAAD配備について、米国のミサイル防衛網の
一環であり、地域の戦略的安定を損なうとの理由
で反対している。
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ロシア第5節

1 	全般	全般
これまで「強い国家」や「影響力ある大国」を掲

げ、ロシアの復活を追求してきたプーチン大統領
は、2018年に再選を果たした。同大統領は同年5
月の就任演説において、ロシアが強く、積極的で、
かつ影響力を有する国際社会の一員であり、国家
の安全と防衛力は確実に保障されていると述べた
ほか、生活の質、幸福、安全、健康が重要事項であ
ると言及し、ロシアは歴史的に何度も不死鳥のご
とく復活してきたとして、今後の躍進を確信して
いる旨表明した。

同年3月、大統領選挙前に行われた年次教書演
説で、プーチン大統領は「今日のロシアは強力な
対外的経済力と防衛力を持つ主要な大国の一つで
ある」と述べたほか、戦略核戦力をはじめとする
装備の近代化や米国内外におけるミサイル防衛シ
ステム配備への対抗手段としての新型兵器開発に
ついて強調した。そのうえで、ロシアの軍事力が
世界の戦略的な均衡の維持につながっているとの
認識を示し、国際安全保障及び文明の持続的発展
の新たなシステム構築に向けて交渉する用意があ
る旨表明している。

米国との間で戦略核戦力の削減目標を規定した
新戦略兵器削減条約（新START）は、期限切れ間
近の2021年1月末、プーチン大統領と新たに大
統領に就任したバイデン米大統領との初の電話会
談において5年間の延長が合意された。

その一方、プーチン大統領は、国防省および軍
需企業の幹部との会議（2020年11月）において、
核の三本柱は依然としてロシアの軍事的安全やグ
ローバルな安全保障に関する最重要の保証でもあ
る旨発言し、ロシアは今後も戦略的核兵器の近代
化に取り組む姿勢を明確にしている。

2014年のウクライナ危機以降、ロシアは主要
7か国首脳会議（G7サミット）の参加資格停止や
経済制裁など、対外的に厳しい状況におかれてい
るが、経済面では、輸入代替が進むなど制裁への
抗たん性を高めているほか、外交面では、上海協

力機構（SCO）や新興国5か国（BRICS）など欧
米諸国が参加しない多国間外交の場やG20など
で存在感を示している。軍事分野においては、シ
リアへの軍事介入やリビア内紛への関与を通じて
中東・北アフリカ地域への影響力を拡大させてい
るほか、シリアやスーダンにロシア海軍の拠点を
確保するなど、遠隔地への軍の展開能力を高めつ
つある。また、武器輸出分野においても、NATO
加盟国であるトルコや東南アジア諸国に対して最
新兵器の売り込みを図るなど、輸出先の拡大を
図っている。

内政面では、2020年8月に起きた反体制派指
導者ナヴァリヌィ氏の毒殺未遂事件及びその後の
ロシア当局による同氏の身柄拘束をめぐり、ロシ
ア全土に大規模な抗議活動が広がった。抗議参加
者の要求は、同氏の釈放のみならず、一部では
プーチン大統領の退陣にも及んだ。また、ドイツ
政府が、ナヴァリヌィ氏を治療したドイツの病院
の報告に基づき、同氏の体調不良が軍用神経剤

「ノビチョク」系毒物によるものだったと発表し
たことから、各国・各機関などから厳しい非難が
相次いだ。ウクライナ危機以降の対露制裁が解除
されないまま、現政権に対するロシア国内外から
の批判はさらに強まる傾向にある。また、ロシア
と欧米諸国とのさらなる関係悪化につながる可能
性が指摘されている。

国防省および軍需企業の幹部との会議（2020年11月）において演説する
プーチン大統領（2020年11月）【ロシア大統領府】
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2 	安全保障・国防政策	安全保障・国防政策

1 ロシア財務省及びロシア連邦国庫公表資料による。

1　戦略・政策文書

ロシアは、ウクライナ危機やシリアへの軍事介
入など対外政策の諸要因を背景に2015年12月
に改訂された「国家安全保障戦略」により、内外
政策分野の目標や戦略的優先課題を定めている。
「国家安全保障戦略」では、多極化しつつある世

界で、ロシアの役割はますます増大していると捉
えている。また、NATOの活動活発化や加盟国の
拡大を国家安全保障に対する脅威と認識している
ほか、米国のミサイル防衛（M

Missile Defense
D）システムの欧

州及びアジア太平洋地域などへの配備をグローバ
ルかつ地域的な安定性を低下させるものとして警
戒感を示している。

国防分野では、軍事力の果たす役割を引き続き
重視し、十分な水準の核抑止力とロシア軍をはじ
めとする軍事力の戦闘準備態勢を維持することに
より戦略抑止及び軍事紛争の阻止を実施するとし
ている。
「国家安全保障戦略」の理念を軍事分野におい

て具体化する文書として2014年12月に改訂さ
れた「軍事ドクトリン」では、大規模戦争が勃発
する蓋然性が低下する一方、NATO拡大を含む
NATOの軍事インフラのロシア国境への接近、
戦略的MDシステムの構築・展開などロシアに
対する軍事的危険性は増大しているとの従来から
の認識に加え、NATOの軍事力増強、米国による

「グローバル・ストライク」構想の実現、グローバ
ルな過激主義（テロリズム）の増加、隣国でのロ
シアの利益を脅かす政策を行う政権の成立、ロシ
ア国内における民族的・社会的・宗教的対立の扇
動などについても新たに軍事的危険性と定義し、
警戒を強めている。

核兵器については、同ドクトリンにおいて、核
戦争や通常兵器による軍事紛争の発生を防止する
重要な要素であると位置づけ、その使用基準につ
いては、核その他の大量破壊兵器が使用された場
合のみならず、通常兵器による侵略が行われ、国

家存続の脅威にさらされた場合、核兵器による反
撃を行う権利を留保するとしている。

2020年6月、ロシアは、いわゆる「核ドクトリ
ン」に相当する政策文書「核抑止分野における国
家政策の指針」を初めて公表した。核兵器の使用
基準は、「軍事ドクトリン」に記述された基準と同
様であるが、新たにロシアが核兵器を使用する可
能性がある条件や核抑止の対象となる軍事的危険
などについて明らかにしている。また、この「指
針」に関しては、「ロシアを潜在敵とみなす個別の
国」に加え、「それらの国が参加する軍事連合」を
も核抑止の対象としており、ロシアの「レッドラ
イン」をも明示したものと説明されている。

2　国防費

国防費については2011年以降2016年度（執
行額）までは、対前年度比で二桁の伸び率が継続
し対GDP比で4.4％に達したが、その後はおおむ
ね対GDP比3%前後の水準で推移している1。

図表Ⅰ-2-5-1（ロシアの国防費の推移） 参照

「核抑止分野における国家政策の指針」を承認する 
ロシア大統領令（2020年6月2日）【ロシア大統領府】
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3　軍改革

ロシアは、1997年以降、「コンパクト化」、「近
代化」、「プロフェッショナル化」という3つの改
革の柱を掲げて軍改革を本格化させてきた。

軍の「コンパクト化」については、2016年を
もって100万人とすることとされた。2010年12
月以降は、従来の6個軍管区を西部、南部、中央
及び東部の4個軍管区に改編したうえで、各軍管
区に対応した統合戦略コマンドをそれぞれ設置

し、軍管区司令官のもと、地上軍、海軍、航空宇宙
軍など全ての兵力の統合的な運用を行っている。
2014年12月には、西部軍管区に隷属する北洋艦
隊に、新たに創設した北部統合戦略コマンドの地
位を付与し、北極正面の地上部隊、艦艇、航空・
防空部隊を統合運用する体制を整えた。これによ
り「4個軍管区・5個統合戦略コマンド」という体
制が続いていたが、2021年1月以降、北洋艦隊は
独立した軍事行政区分に指定され、軍管区と同等
の地位が与えられたことにより、「5個軍管区と5
個統合戦略コマンド」となり、軍令面と軍政面が
一致した体制がロシア軍全体として確保された。

軍の「近代化」については、2020年までに新型
装備の比率を70％にまで高めることが目標とさ
れていたところ、2020年末の時点で、その割合
は通常兵器において70％、戦略核戦略において
86％に達し、目標は達成したとされる。

軍の「プロフェッショナル化」については、常
時即応部隊の即応態勢を実効性あるものとするた
め、徴集された軍人の中から契約で勤務する者を
選抜する契約勤務制度の導入が進められている。
契約軍人の数は、2015年に初めて徴集兵を上回
り、2020年には契約軍人の数が徴集兵の約2倍
になったとされる一方、新型装備の調達に伴い専
門的な知識を有する契約軍人の不足が指摘されて
いる。

3 	軍事態勢と動向	軍事態勢と動向
ロシアの軍事力は、連邦軍、連邦保安庁国境警

備局、連邦国家親衛軍庁などから構成される。連邦
軍は3軍種2独立兵科制をとり、地上軍、海軍、航
空宇宙軍と戦略ロケット部隊、空挺部隊からなる。

図表Ⅰ-2-5-2（ロシア軍の配置と兵力（イメージ））

1　核戦力

ロシアは、国際的地位の確保と米国との核戦力
のバランスをとる必要があることに加え、通常戦
力の劣勢を補う意味でも核戦力を重視しており、
即応態勢の維持に努めている。

戦略核戦力については、ロシアは、米国に並ぶ
規模のICBM、潜水艦発射弾道ミサイル（S

Submarine-Launched Ballistic Missile
LBM）

と長距離爆撃機を保有している。
2011年以降、ICBM「トーポリM」の多弾頭型

とみられている「ヤルス」の部隊配備を進めてい
るほか、ミサイル防衛システムの突破能力を有す
る弾頭を搭載可能とされる大型の ICBM「サルマ
ト」を開発中である。新型のSLBM「ブラヴァ」を
搭載するボレイ級弾道ミサイル搭載原子力潜水艦

（S
Ballistic Missile Submarine Nuclear-Powered
SBN）は、4隻が就役しており、今後、北洋艦隊

及び太平洋艦隊にそれぞれ4隻配備される予定で
ある。長距離爆撃機「Tu-95」、「Tu-160」の近代

 参照

図表Ⅰ-2-5-1 ロシアの国防費の推移

国防費（兆ルーブル） 対前年伸び率（％）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（年度）

2.5

3.0

3.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

（兆ルーブル）
4.0

30

40

（％）
50

20

10

0

－10

－20

－30

（注）ロシア連邦国庫公表「連邦予算執行報告」（11～ 19年度は執行額、
20年度は当初予算額）
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図表Ⅰ-2-5-2 ロシア軍の配置と兵力（イメージ）

（注）　資料は、Military Balance 2021などによる。陸上兵力は地上軍28万人のほか空挺部隊4.5万人を含む。

約90万人
約33万人

T-90、T-80、T-72など
約2,800両

（保管状態のものを含まず。保管状態のものを含めると約13,000両）

1,130隻　　約202万トン
1隻
4隻
12隻
16隻
69隻

約35,000人
1,380機

MiG-29 110機　　Su-30 132機
MiG-31 117機　　Su-33 17機
Su-25 199機　　Su-34 122機
Su-27 119機　　Su-35 94機

（第4世代戦闘機　合計910機）

Tu-160 16機
Tu-95 60機
Tu-22M 61機
約1億4,172万人

1年（徴集以外に契約勤務制度がある）

ロシア
総　　　兵　　　力

陸上兵力

戦　　　車

艦　　　艇
空　母

巡　洋　艦
駆　逐　艦
フリゲート
潜　水　艦
海　兵　隊
作　戦　機

近代的戦闘機

爆　撃　機

人　　　口
兵　　　役

参考

航空戦力

海上戦力

陸上戦力

太平洋艦隊
ウラジオストク

北洋艦隊
セヴェロモルスク

バルト艦隊
バルチースク

（カリーニングラード）

黒海艦隊
セヴァストポリ
（ウクライナ領）

カスピ小艦隊
アストラハン

東部軍管区
（東部統合戦略コマンド）
（司令部：ハバロフスク）

南部軍管区
（南部統合戦略コマンド）
（司令部：ロストフ・ナ・ドヌ）

中央軍管区
（中央統合戦略コマンド）
（司令部：エカテリンブルク）

西部軍管区
（西部統合戦略コマンド）

（司令部：サンクトペテルブルク）

（北部統合戦略コマンド）
（司令部：セヴェロモルスク）
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化改修も継続している。
非戦略核戦力については、ソ連時代に米国との

間で締結された中距離核戦力（I
Intermediate-Range Nuclear Forces

NF）全廃条約が
2019年8月に終了したが、米国が地上発射型の
短・中距離ミサイルを配備しない限り、ロシアは
欧州その他の地域に向けた短・中距離ミサイルを
製造・配備するつもりはないとの意向を繰り返し
表明している。その一方で、通常弾頭又は核弾頭
を搭載可能とされる地上発射型ミサイル・システ
ム「イスカンデル」や、海上発射型巡航ミサイル・
システム「カリブル」、空中発射型巡航ミサイル

「Kh-101」、同弾道ミサイル「キンジャル」などの
様々なプラットフォームによるミサイルの配備を
進めている。特に、「カリブル」については、同ミ
サイル・システムを搭載可能なフリゲート及び潜
水艦の極東への配備が進められており、わが国周
辺の安全保障環境にも大きな影響を与えうること
から、注視していくことが必要である。

2　新型兵器

1999年以降、NATOへの東欧諸国の加盟、い
わゆる「NATOの東方拡大」が進められるととも
に、米国が国内外でミサイル防衛（MD）システ
ムの構築を進めていることに対してロシアは警戒
感を強めている。

このような中、プーチン大統領は、2018年3月
の年次教書演説で、ロシアの核戦力の基盤である
弾道ミサイルへの対抗手段として、米国内外にお
けるミサイル防衛（MD）システムが整備されつ
つあるとの見方を示し、同システムを突破する手
段として以下の5つの新型兵器を紹介した。
・事実上射程制限がなく、北極又は南極経由で目

標を攻撃可能とされる新型の大型ICBM「サル
マト」

・大陸間の大気圏をマッハ20以上の速度で飛翔
するとされる極超音速滑空兵器（H

Hypersonic Glide Vehicle
GV）「ア

ヴァンガルド」
・MiG-31K戦闘機に搭載可能とされる空中発射

型弾道ミサイル（A
Air-Launched Ballistic Missile

LBM）「キンジャル」

（カリブル搭載可能）2020年10月に太平洋艦隊に就役した 
改良型キロ級潜水艦「ヴォルホフ」【ロシア国防省】

海上発射型巡航ミサイル・システム「カリブル」

諸元・性能
射程：潜水艦発射型（対地）
約2,000km、水上艦発射型
（対地）約1,500km
速度：マッハ0.8

概説
シリアでの作戦で使用した実
績がある。様々なプラットフォームに搭載可能であるほか、INF
全廃条約で開発・保有が禁止されている地上発射型の中距離巡
航ミサイルであると米国から指摘された9M729のもとになっ
たとの指摘もある。

【ロシア国防省】

ICBM「サルマト」

諸元・性能
開発中

概説
新型の大型ICBM。極超音速
弾頭を含む幅広い種類の弾頭
を搭載可能であるほか、事実
上射程に制限がなく、北極又は南極経由で目標を攻撃可能とさ
れる。2021年配備予定。

【ロシア国防省】

HGV「アヴァンガルド」

概説
マッハ20以上の速度で大気圏内を飛翔し、高度や軌道を変えな
がらMDシステムを回避可能とされる。2019年12月配備開始。

【ロシア国防省】
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・事実上射程制限がなく、低空を飛翔可能とされ
る原子力巡航ミサイル「ブレヴェスニク」

・深海を高速航行が可能とされる原子力無人潜水
兵器「ポセイドン」
ま た、2019年 に は、最 高 速 度 約 マ ッ ハ9で

1,000km以上の射程を持つとされる海上発射型
の極超音速巡航ミサイル（H

Hypersonic Cruise Missile
CM）「ツィルコン」

を開発中であることを初めて明らかにした。
これらの新型兵器のうち、HGV「アヴァンガル

ド」とALBM「キンジャル」は配備済みであり、

ICBM「サルマト」は2022年に量産開始とされて
い る。2020年10月、ロ シ ア 国 防 省 は、HCM

「ツィルコン」の発射実験に成功したと発表し、
プーチン大統領は同年12月、「ツィルコン」の開
発がおおむね完了したと述べた。

3　通常戦力など

ロシアは、「装備国家綱領」に基づき装備の開
発・調達などを行っている。Su-35戦闘機や地対
地ミサイル・システム「イスカンデル」の導入に
加えて、いわゆる「第5世代戦闘機」として開発
されている「Su-57」や「T-14アルマータ」戦車
などの新型装備の開発、調達及び配備も進められ
ている。また、航空宇宙軍は、無人機開発で有人
航空機との統合に注力していると明らかにしてい
る。この点、2019年9月、ロシア国防省は、大型
攻撃用無人機「オホートニク」と第5世代戦闘機
Su-57との協調飛行試験を公開した。また、2020
年12月には、長距離爆撃機Tu-95と無人機との
協調飛行が実施されたとも伝えられた。

また、ロシア海軍は現在、通常動力の空母1隻
を保有しているが、2030年末までに原子力空母
を取得する計画があるとの報道がある。また、
2020年7月、ロシア初の強襲揚陸艦2隻が起工
され、2027年までに海軍に引き渡される見通し
である。ロシアは2011年にフランスにミストラ
ル級強襲揚陸艦2隻を発注したが、2014年のウ
クライナ危機を契機にロシアと欧米の対立が深ま
る中で契約が破棄された経緯がある。

ALBM「キンジャル」

諸元・性能
速度：マッハ10以上
射程：2,000km以上

概説
飛翔中に機動可能な戦闘機搭
載の空中発射型弾道ミサイル
（ALBM）。地上発射型短距離
弾道ミサイル「イスカンデル」の空中発射型との指摘もある。

【ロシア国防省】

原子力推進式巡航ミサイル「ブレヴェスニク」

諸元・性能
開発中

概説
原子力推進のため事実上射程
制限がなく、低空を飛び、予
測不可能な軌道を持つとされ
る。2019年8月に軍施設で
起きた爆発事故は、この兵器
開発に伴う実験が原因だったとの指摘がある。

【ロシア国防省公式 
Youtubeチャンネル】

原子力無人潜水兵器「ポセイドン」

概説
原子力推進であり、2メガト
ンの核弾頭を搭載して最大1
万kmの距離を潜航可能とさ
れる。

【ロシア国防省公式 
Youtubeチャンネル】

HCM「ツィルコン」

概説
「カリブル」巡航ミサイルと
発射装置を共用するため、太
平洋艦隊の新型艦艇からも発
射可能となる。

【ロシア国防省公式 
Youtubeチャンネル】 第5世代戦闘機と共同飛行する大型攻撃用無人機「オホートニク」

【ロシア国防省】
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4　宇宙・電磁波領域

近年ロシア軍は宇宙及び電磁波領域における活
動を活発化させている。ロシアは、対衛星ミサイ
ル・システム「ヌドリ」などの対衛星兵器の開発
を推進しており、これまでに複数回の発射試験を
行ったとされる。また、2013年以降、接近・近傍
活動（R

Rendezvous and Proximity Operations
PO）を行う衛星を低軌道と静止軌道の双

方に投入しており、静止軌道上で他国の衛星への
接近・隔離を頻繁に繰り返していることが観測さ
れている。2020年7月、米宇宙コマンドは、ロシ
アが地球の周回軌道上で対衛星兵器の実験を行っ
た証拠があると発表し、同コマンドのレイモンド
司令官は声明で「ロシアが宇宙配備型システムの
開発と実験を継続していることを示している」と
批判した。

電磁波領域においては、2009年以降、ロシア
軍に電子戦（EW）部隊が編成されるとともに多
くの新型電子戦（EW）システムが調達され、各
軍種・兵科に分散配置された。2018年に北大西
洋条約機構（NATO）が実施した大規模軍事演習

「トライデント・ジャンクチャー」の期間中に、北
極圏のコラ半島所在のロシア軍がGPS信号を妨
害したとされるなど、電子戦兵器を使用した活動
を活発化させていることがうかがわれる。

5　ロシア軍の動向（全般）

ロシア軍は、2010年以降、軍管区などの戦闘
即応態勢の検証を目的とした大規模演習を各軍管
区で持ち回る形で行っており2、こうした演習はロ
シア軍の長距離移動展開能力の向上に寄与してい
る。2020年は、南部軍管区において、「カフカス
2020」が兵員約8万人、及び中国やイランなど6
か国から約1,000人の兵士が参加して実施され
た。近年、外国からの参加とともに規模が拡大す
る傾向にある。

2020年12月には、ICBM及びSLBMなど数発
のミサイル発射を含む大規模な戦略核戦力演習を
実施した。同演習において、初めてオホーツク海

2 中央軍管区、西部軍管区、東部軍管区及び南部軍管区を中心に実施され、それぞれ「ツェントル（中央）」、「ザーパド（西）」、「ヴォストーク（東）」、「カフカス
（コーカサス）」と呼称される。

のボレイ級SSBNから新型SLBMが発射された。
北極圏では、警戒監視強化のため、沿岸部に

レーダー監視網の整備を進めている。同時に、飛
行場を再建し、Tu-22中距離爆撃機やMig-31迎
撃戦闘機などを展開させているほか、地対空ミサ
イルや地対艦ミサイルを配備し、北方からの経空
脅威や艦艇による攻撃に対処可能な態勢を整備し
ている。これに伴い、基地要員のための大型の居
住施設を北極圏の2か所に建設した。

こうした軍事施設の整備に加え、SSBNによる
戦略核抑止パトロールや長距離爆撃機による哨戒
飛行を実施するなど、北極における活動を活発化
させている。例えば、アラスカ沖の国際空域やバ
レンツ海、ノルウェー海などにおいて長距離爆撃
機Tu-95やTu-160などの飛行がたびたび確認
されている。

この背景には、近年の地球温暖化による海氷融
解に伴い、埋蔵資源の採掘可能性の増大、航路と
しての有用性の向上により、ロシアを含む各国の
注目が集まっていることがあげられる。このため
ロシアは、北極圏における国益擁護の体制を推進
しており、各種政策文書において北極圏における
ロシアの権益及びそれらの権益擁護のためのロシ
ア軍の役割を明文化している。例えば、2020年
10月に改訂された「2035年までのロシア北極圏
の発展及び国家安全保障戦略」では、北極圏にお
ける軍事安全保障を確保するための具体的な課題
として、「北極圏に適した運用体制の確保」「北極

アレクサンドラ島の軍用居住施設「北極の三つ葉」
【ロシア国防省】
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の環境に適した近代兵器、軍事・特殊機材の装備」
「拠点インフラの開発」などが明記されている。

このように、ロシアは軍事活動を活発化させる
傾向にあり、その動向を注視していく必要がある。

新型コロナウイルス感染症をめぐるロシア軍の
動向については、感染拡大に際し、ロシア国防省
は2020年2月、CBRN（化学・生物・放射能・
核兵器）専門家、軍医、ウイルス学専門家らを乗
せた航空宇宙軍の輸送機2機を中国・武漢に派遣
するとともに、ロシア国民ほか百数十名をロシア
に輸送している。また、ロシア軍は感染症対策に
軍人3万人以上を投入し、CBRN防護部隊による
軍施設・街区の消毒作業、軍病院での感染者の受
け入れを行ったほか、太平洋艦隊が保有する病院
船の病床増設や、国内16か所に医療センターを
新設するなど、民間の医療支援を視野に病床数の
増設にも取り組んだ。各国への医療支援物資の輸
送などの支援活動にも従事した。さらに、国防省
隷下の第48中央化学研究所は、保健省隷下のガ
マレヤ国立研究所とともに国産ワクチン「スプー
トニクⅤ」を共同開発した。

一方、同感染症拡大により毎年5月に実施する
対独戦勝記念日の軍事パレードが6月に延期され
たが、その他演習や訓練はほぼ通常通り実施され
たとみられるほか、対衛星ミサイルの発射試験や
地中海上空やアラスカ方面での米軍機への対応な
ど、軍事活動は引き続き活発であった。

6　わが国の周辺のロシア軍

ロシアは、2010年、東部軍管区及び東部統合
戦略コマンドを新たに創設し、軍管区司令官のも
と、地上軍のほか、太平洋艦隊、航空・防空部隊
を配置し、各軍の統合的な運用を行っている。

極東地域のロシア軍の戦力は、ピーク時に比べ
大幅に削減された状態にあるが、依然として核戦
力を含む相当規模の戦力が存在しており、新たな
部隊配備や施設整備にかかる動きなど、わが国周
辺におけるロシア軍の活動には活発化の傾向がみ
られるほか、近年は最新の装備が極東方面にも配
備される傾向にある。

ロシア軍は、戦略核部隊の即応態勢を維持し、常
時即応部隊の戦域間機動による紛争対処を運用の
基本としていることから、他の地域の部隊の動向
も念頭に置いたうえで、極東地域のロシア軍の位
置づけや動向について注視していく必要がある。

（1）核戦力
極東地域における戦略核戦力については、

SLBMを搭載した1隻のデルタⅢ級SSBN及び2
隻のボレイ級SSBNがオホーツク海を中心とした
海域に配備されているほか、約30機のTu-95長
距離爆撃機がウクラインカに配備されている。ロ
シアは、旧ソ連時代と比べて大きく縮小させてい
た海上戦略抑止態勢の強化を優先させており、そ
の一環として、2020年までに太平洋艦隊にボレ
イ級SSBNを4隻配備する計画である。

（2）陸上戦力
東部軍管区においては10個旅団及び2個師団

約8万人となっているほか、水陸両用作戦能力を
備えた海軍歩兵旅団を擁している。また、同軍管
区においても、地対地ミサイル・システム「イス
カンデル」、地対艦ミサイル・システム「バル」及
び「バスチオン」、地対空ミサイル・システム「S-
400」など、新型装備の導入が進められている。

（3）海上戦力
太平洋艦隊がウラジオストクやペトロパブロフ

スク・カムチャツキーを主要拠点として配備・展
開されており、主要水上艦艇約20隻と潜水艦約
20隻（うち原子力潜水艦約13隻）、約22万トン
を含む艦艇約260隻、合計約61万トンとなって
いる。2020年12月には、太平洋艦隊向けに新造
された「カリブル」巡航ミサイル搭載艦である改
良型ステレグシチー級フリゲート「グレミャシ
チー」が就役した。また、2021年4月には、近代
化改修を終えたウダロイ級フリゲート「マルシャ
ル・シャポシニコフ」が、日本海において「カリ
ブル」巡航ミサイルの実射訓練を初めて実施し、
太平洋艦隊初の「カリブル」巡航ミサイル搭載艦
として常時即応戦力に復帰した。
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（4）航空戦力
東部軍管区には、航空宇宙軍、海軍を合わせて

約320機の作戦機が配備されており、既存機種の
改修やSu-35戦闘機、Su-34戦闘爆撃機など新型
機の導入による能力向上が図られている。

（5）わが国周辺における活動
わが国周辺では、軍改革の成果の検証などを目

的としたとみられる演習・訓練を含めたロシア軍
の活動が活発化の傾向にある。

地上軍については、わが国に近接した地域にお
ける演習はピーク時に比べ減少しているが、その
活動には活発化の傾向がみられる。

艦艇については、近年、太平洋艦隊に配備され
ている艦艇による各種演習、遠距離航海、原子力
潜水艦のパトロールが行われるなど、活動の活発
化の傾向がみられる。2018年9月、スラヴァ級ミ

サイル巡洋艦などのロシア海軍艦艇28隻が宗谷
海峡を通航したが、冷戦終結後、防衛省として一
度に公表した同海峡の通航隻数の中では過去最多
である。

航空機については、2007年に戦略航空部隊が
哨戒活動を再開して以来、長距離爆撃機による飛
行が活発化し、空中給油機、A-50早期警戒管制機
及びSu-27戦闘機による支援を受けたTu-95爆
撃機やTu-160爆撃機の飛行も行われている。
2020年度のロシア機への対応に要したスクラン
ブル回数は前年度を下回ったものの、自衛隊機の
緊急発進を伴う領空侵犯が1件確認されるなど、
引き続き活発であった。2020年12月には、2019
年7月に引き続き、Tu-95爆撃機2機が中国の
H-6爆撃機とともに、日本海などで長距離共同飛
行を実施したことが確認された。

図表Ⅰ-2-5-3（ロシア機に対する緊急発進回数の推移）

4 	北方領土におけるロシア軍	北方領土におけるロシア軍
旧ソ連時代の1978年以来、ロシアは、わが国

固有の領土である北方領土のうち国後島、択捉島
と色丹島に地上軍部隊を再配備してきた。その規
模は、ピーク時に比べ大幅に縮小した状態にある
と考えられるものの、現在も1個師団が国後島と
択捉島に駐留しており、戦車、装甲車、各種火砲、
対空ミサイルなどが配備されている。

ロシアは近年北方領土における軍事施設地区の
整備を進めているほか、最新の装備を配備する傾
向にある。2016年には、択捉島及び国後島への

沿岸（地対艦）ミサイル配備を発表した。さらに、
2018年1月には、択捉島の軍用飛行場である天
寧飛行場に加え、2014年に開港した新民間空港
が軍民共用となり、同年8月には同空港にSu-35
戦闘機が3機配備されたと伝えられている。

地上軍の装備では、2018年までに最新型の主
力戦車「T-72B3」の配備が確認されている。ま
た、2015年以降、地上軍部隊の演習に最新型の
中型偵察用無人機「オルラン-10」が使用されて
いることが確認されている。さらに、2020年12

 参照

フリゲート「グレミャシチー」

諸元、性能
満載排水量：2,235トン
最大速力：26ノット
主要兵装：対地巡航ミサイル
SS-N-30A（ 最 大 射 程：
1,500km）、対艦巡航ミサイ
ルSS-N-26（ 最 大 射 程：
300km）、対 空 ミ サ イ ル
9M96（最大射程：60km）
搭載機：ヘリ（Ka-27）1機

概説
ロシア海軍の新型フリゲート。太平洋艦隊に「カリブル」巡航ミ
サイル搭載型1隻、非搭載型3隻が配属。

【ロシア国防省】

図表Ⅰ-2-5-3 ロシア機に対する緊急発進回数の
推移
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月、ロシア国防省系メディアは、択捉島及び国後
島への地対空ミサイル・システム「S-300V4」

（最大射程400km）の実戦配備を報じた。
北方四島での軍事演習も継続して行われてお

り、2020年9月及び2021年2月、択捉島及び国
後島で対着上陸演習が実施された。これらの演習
には東部軍管区の兵員1,000～1,500人と約200
～300の装備・機材が参加した。

このように、ロシアは、わが国固有の領土であ
る北方領土においてロシア軍の駐留を継続させ、
事実上の占拠のもとで、昨今、その活動をより活
発化させているが、こうした動向の背景として、ウ
クライナ危機などを受けて領土保全に対する国民
意識が高揚していることや、SSBNの活動領域で
あるオホーツク海に接する北方領土の軍事的重要
性が高まっていることなどについての指摘がある。

引き続き北方領土を含む極東におけるロシア軍
の動向を注視していく必要がある。

3 「ロシア連邦対外政策構想」（2016年11月）による。

5 	対外関係	対外関係

1　全般

ロシアは、国際関係の多極化、グローバルパ
ワーのアジア太平洋地域へのシフトのほか、国際
関係において力がますます重要になってきている
との認識のもと、国益を実現していくことを対外
政策の基本方針としている3。また、外交は国家安
全保障戦略に基づき、国益の擁護のため、オープ
ンで合理的かつ実利的に行うこととしており、無

駄な対立は避け、世界各地にパートナー国をでき
る限り多数獲得するなど、多角的な外交を目指し
ている。

また、ロシアは、世界経済の牽引役と認識する
アジア太平洋諸国とも関係を強化すべきとしてお
り、昨今、中国とインドを重視している。特に中
国については、ウクライナ危機以降、西側諸国と
の対立の深まりと反比例するかのように連携を強
化する動きが見られる。

最新型主力戦車「T-72B3」

諸元、性能
速度：最大時速65km
主要兵装：125mm滑腔砲

概説
「T-72」の近代化改修型。火
力、防護力及び機動力が大き
く向上しているとされる。

【ロシア国防省】

地対空ミサイル・システム「S-300V4」

諸元、性能
最大射程：400km
最大高度：37km

概説
ステルス航空機対処能力を持
つとされる防空ミサイル。

【ロシア国防省】

中型偵察用無人機「オルラン-10」
【ロシア国防省】

地上配備電子戦（EW）システム「Leer-3」
【ロシア国防省公式Youtubeチャンネル】

諸
外
国
の
防
衛
政
策
な
ど

第
2
章

88日本の防衛

第5節ロシア

防衛2021_Ⅰ-2-5.indd   88防衛2021_Ⅰ-2-5.indd   88 2021/06/14   16:00:012021/06/14   16:00:01



一方、欧米諸国との間での協力関係の強化のた
めの取組については、ウクライナ危機やロシア反
体制派指導者の身柄拘束などをめぐる西側諸国か
らの非難を受け、引き続き試練に直面している。
今後ロシアが各国との関係を進展させるため、経
済面を中心とした実利重視の対外姿勢と、安全保
障面を含む政治・外交的側面とのバランスをどの
ようにとるか注目される。

2　米国との関係

プーチン大統領は、米国との経済面での協力関
係の強化を目指しつつ、一方で、ロシアが「米国
によるロシアの戦略的利益侵害の試み」と認識す
るものについては、米国に対抗してきた。

軍事面においては、ロシアは、米国が欧州やア
ジア太平洋地域を含む国内外にMDシステムを
構築していることについて、地域・グローバルな
安定性を損ない、戦略的均衡を崩すものと反発し
てきており、MDシステムを確実に突破できると
する戦略的な新型兵器の開発などを進めている。

ウクライナ危機をめぐって米国が2014年3月
以降、ロシアとの軍事交流を中断している中、両
国の航空機や艦船の接近事案がたびたび生起して
いる。2020年11月には、米海軍のミサイル駆逐
艦がロシア極東ウラジオストク沖のピョートル大
帝湾付近を航行したのに対し、ロシア外務省は声
明で、米艦艇による領海侵入があったとして、「公
然の挑発だ」と非難した。ロシアはソ連時代から
同湾を国際法上の「内水」と主張する一方、米国
は、航行した水域はロシア領海でないと反論して
いる。

また、米国は宇宙におけるロシアの活動に警戒
を強めている。2020年2月、レイモンド米宇宙コ
マンド司令官は、近年のロシアの衛星の活動につ
いて「異常かつ不穏」であり「責任ある宇宙活動
国の行動を反映していない」とロシアを批判した。
さらに、同年4月、同司令官は、ロシアによる対
衛星兵器発射試験を公表するとともに、「ロシア
が米国の能力の制限を目的として宇宙における軍
備管理の提案を偽善的に提唱しつつ、一方では自
国の対宇宙兵器計画を停止する意図は全く持って

いないということのさらなる証拠である」と指摘
した。

米露間ではトランプ前政権下の2019年8月、
米側の脱退表明に端を発した一連のプロセスを経
て、中距離核戦力（INF）全廃条約が終了した。
2020年11月には米国が、欧米とロシアなどとの
間で偵察機による相互監視を認めたオープンスカ
イ（領空開放）条約を脱退し、ロシアも2021年1
月に脱退を表明した。

米露間で戦略核戦力の上限を定めた新戦略兵器
削減条約（新START）については、同年2月の期
限直前となる同年1月、プーチン大統領とバイデ
ン米新大統領との初の電話会談において、同条約
を無条件で5年間延長することで合意した。

3　中国との関係

中国との関係では、2015年にS-400地対空ミ
サイルやSu-35戦闘機といった新型装備の輸出
契約を締結したほか、2012年以降、中露海軍共
同演習「海上協力」を実施するなど、緊密な軍事
協力を進めている。最近では、2019年7月に日本
海及び東シナ海において、2020年12月に日本海
から東シナ海、さらには太平洋にかけて、ロシア
のTu-95爆撃機と中国のH-6爆撃機が共同で、
日本海から東シナ海方面に飛行する「中露共同飛
行」を実施した。

また、2019年9月には、ロシアのショイグ国防
相と中国中央軍事委員会の張副主席出席のもとモ
スクワで開かれた軍事技術協力に関する中露合同
政府間委員会において、軍事及び軍事技術協力に
関する一連の文書が署名された。これに先立つ同
年6月の中露首脳会談では、両国首脳は「新時代
に突入する包括的パートナーシップ及び戦略的相
互協力の関係の発展に関する」共同声明を発表し
た。同声明に関し、両国当局はともに軍事同盟関
係を明確に否定したが、2020年10月に開かれた
会議においてプーチン大統領は、中露軍事同盟に
ついて問われた際、「理論的には、軍事同盟を思い
描くことは可能であるが、それを必要とはしない
協力と信頼の水準にまで達している。（略）しか
し、除外することも意図していない。」と発言して
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おり、両国間の軍事協力の進展が注目されている。
同年12月、中露両国の国防相は、ビデオ形式で

会談し、弾道ミサイルなどの発射通知に係る協力
協定を10年延長することで合意した。

図表Ⅰ-2-5-4（中露による共同飛行（①2019年7月
23日）（②2020年12月22日））

4　旧ソ連諸国との関係

ロシアは、独立国家共同体（C
Commonwealth of Independent States

IS）との二国間・
多国間協力の発展を外交政策の最も重要な方向性
の一つとしている。また、自国の死活的利益が
CISの領内に集中しているとし、モルドバ、アルメ
ニア、タジキスタン及びキルギスのほか、2009年
8月にCISを脱退したジョージア（南オセチア、ア

4 ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、アルメニアの6カ国が加盟する軍事同盟。CSTOの設立根拠となる1992年の集団安全保障条
約第4条に、加盟国が侵略を受けた場合、「残る全加盟国は、被侵略国の要請に応じて、軍事的援助を含む必要な援助を早急に行うとともに、自らの管理下に
ある全ての手段を用いた支援を国連憲章第51条に規定された集団的自衛権の行使手順に則って提供する」との規定がある。

ブハジア）及び2014年3月にCISの脱退を表明し
たウクライナ（クリミア）にロシア軍を駐留させ、
2014年11月には、アブハジアと同盟及び戦略的
パートナーシップに関する条約を、2015年には、
南オセチアと同盟と統合に関する条約を締結する
など、軍事的影響力の確保に努めている。

しかし、2020年には、ベラルーシやキルギス
での政情不安、ナゴルノ・カラバフ紛争の激化、
モルドバにおける反露派政権の誕生などがあり、
これらに関してロシアの旧ソ連圏に対する影響力
に陰りが生じているとの指摘もなされている。特
に、ナゴルノ・カラバフ紛争においては、一方の
当事国であるアルメニアは、CISの集団安全保障
条約機構（C

Collective Security Treaty Organization
STO）4加盟国であり、ロシアと軍事

同盟関係にあるものの、今次紛争においては戦闘

 参照

図表Ⅰ-2-5-4 中露による共同飛行（2019年・2020年）
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2020年9月27日早朝、コーカ
サス地域にあるアゼルバイジャン
とその領内のアルメニア系住民居
住地域「ナゴルノ・カラバフ」（下
欄参照）との境界一帯の複数の地
点で軍事衝突が発生し、その後44
日間にわたり、アゼルバイジャン・
アルメニア両国の間で、民間人を
含む多数の死傷者（約7,000人）
を伴う紛争に発展しました。

戦闘では、当初こそアゼルバイジャン側の機動部
隊に多くの被害が出たものの、戦局はアゼルバイ
ジャン側に優位に進み、ナゴルノ・カラバフの南部
や、これまでアルメニアが占拠していた領土の多く
を掌握しました。その理由のひとつとして、無人機

（UAV）の活用が指摘されています。アゼルバイジャ
ン軍はイスラエル製及びトルコ製のUAVを極めて
効果的に運用し、これが戦果に大きく貢献したとみ
られています。

アゼルバイジャン軍は、保有する旧ソ連製の輸送
機を囮役として大量にアルメニアの防空網に進入さ
せ、飽和攻撃を仕掛けると同時に、イスラエル製自
爆型UAV「ハロップ」を投入し、アルメニアの主要
な防空アセットであるロシア製地対空ミサイル・シ
ステムS-300陣地を破壊したとされています。この
ようにしてアルメニアの防空網を制圧したうえで、
トルコ製攻撃型UAV「バイラクタルTB2」を投入
し、敵の地上戦力を破壊したとみられています。ア
ゼルバイジャン国防省が、無人機からの空撮映像を
ソーシャル・メディアに投稿したことから、その様
子は世界中で広く知られることとなりました。

今般のナゴルノ・カラバフでの軍事衝突は、局地
戦とはいえ、正規軍同士の戦闘においてUAVが本
格運用された初めての例であり、アルメニアに対す
るUAV使用におけるアゼルバイジャンの成功は、
トルコ製やイスラエル製UAVに対する明らかな宣
伝となりました。事実、ロシアと紛争状態にあるウ
クライナは、2020年11月、トルコから「バイラク
タルTB2」の追加購入を決定しています。

今回の戦闘でアゼルバイジャン軍が使用したよう
な攻撃型UAVは、イスラエルやトルコのほかに、中
国やイランも製造・輸出しており、使用側に人命リ
スクがなく、巡航ミサイルなどの攻撃兵器に比べ安

価であることから、急速に普及しています。近い将
来、あらゆる戦闘において、これらのUAVが使用さ
れることが予想され、各国は様々な無人機を駆使し
た新たな戦闘様相への対処が求められています。

ナゴルノ・カラバフとは：
アゼルバイジャン領内のアルメニア系住民居住地

域で、アルメニア語では「アルツァフ」と呼称され
る。ソ連時代末期の1988年、アゼルバイジャン領
内の自治州であったナゴルノ・カラバフが、アルメ
ニアへの編入を求める運動を展開。アルメニアとア
ゼルバイジャンとの間の対立が激化し、紛争に発展。
1991年、アルメニア系住民が「ナゴルノ・カラバ
フ共和国」独立を宣言。アゼルバイジャンはナゴル
ノ・カラバフほぼ全域及び周辺地域の支配を失い、
1994年に停戦合意。これまで、米国、フランス、ロ
シアが共同議長を務める欧州安全保障協力機構

（OSCE）ミンスク・グルーフ の゚仲介によって解決
に向けた直接対話が行われる一方、散発的に大規模
な軍事衝突が発生していた。2020年9月27日以降
の軍事衝突については、同年11月にロシアによる
仲介により停戦合意に至った。停戦合意により、ア
ゼルバイジャンはナゴルノ・カラバフの一部及び周
辺地域の支配を回復したものの、ナゴルノ・カラバ
フの法的地位については未解決となっている。

ロシア

ジョージア

イラン

アルメニア

アゼルバイジャン

黒海

カスピ海

ナゴルノカラバフ

トルコ

0 200km
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N

40
N

40 E 45 E 50 E

ナゴルノ・カラバフをめぐる軍事衝突解　説

アゼルバイジャン側に対し砲撃するナゴルノ・
カラバフ軍兵士（2020年9月） 

【AFP=時事】

トルコ製UAV「バイラクタル TB2」
【BAYKAR】
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が直接アルメニア領内に及んでいないとして、停
戦合意の主導と平和維持部隊の派遣という対応に
とどまった。また、2019年12月のモルドバ大統
領選挙で当選したサンドゥ氏は、同国東部トラン
スニストリア地域（ロシア系住民が多く居住し、
1990年の「独立」宣言以降モルドバ政府による
統治が及んでいない）に駐留するロシア軍部隊の
撤退を要求しており、今後、同地域におけるロシ
ア軍の駐留に影響を与える可能性がある。

ロシアによるクリミア「併合」後、ウクライナ
東部においては、ウクライナ軍と分離派勢力との
間で散発的な戦闘が続いており、2014年4月以
降、死亡者は1万人を超えたとされる。OSCE、
ロシア、ウクライナ三者が和平に向けて結んだ

「ミンスク合意」5に定められた規定の多くにおい
て進捗が見られない状況が続いている。

5　その他諸国との関係

（1）アジア諸国との関係
ロシアは、多方面にわたる対外政策の中で、ア

ジア太平洋地域の意義が増大していると認識し、
シベリア及び極東の社会・経済発展や安全保障の
観点からも同地域における地位の強化が戦略的に
重要としている。また、戦略的安定性及び対等な
戦略的パートナーシップの実現のため、特に、中
国との包括的パートナーシップ関係及び戦略的協
力関係をグローバルかつ地域的な安定性維持のた
めの重要な要素とみなし発展させるとともに、イ
ンドとの優先的な戦略的パートナーシップ関係に
重要な役割を付与することとしている。2003年
以降、陸軍及び海軍のほか、近年は空軍も加わる
形で露印共同演習「インドラ」を行うなど、幅広
い軍事協力を継続させている。

近年、ロシアの大規模演習に外国軍が参加する
傾向にあり、2018年に中国及びモンゴル、2019
年にインド及びパキスタン、2020年にはミャン
マーが初めて参加をしている。

5 2014年9月のミンスク合意は次の項目からなる。①双方による武器の即時使用停止、②武器の使用停止を欧州安全保障協力機構（OSCE：Organization 
for Security and Co-operation in Europe）が監視、③ドネツク及びルハンスク州の特別な地位に関する法律を採択、④ウクライナとロシアの間に安全地
帯を設置し、OSCEが監視、⑤全捕虜の即時解放、⑥ドネツク及びルハンスク州事案に関連する起訴・科刑を禁止、⑦包括的な全国民的対話の継続、⑧ドン
バスにおける人道状況改善施策の実施、⑨ドネツク及びルハンスク州の前倒し選挙の実施、⑩ウクライナ領内の不法武装勢力・戦闘員・傭兵の撤退、⑪ドン
バスの経済復興及び社会生活再建の計画立案、⑫本協議参加者の個人の安全を保証。

わが国との関係では、互恵的協力を発展させる
としており、近年、政治、経済、安全保障など、多
方面において働きかけを強めている。

（2）欧州諸国との関係
NATOとの関係については、NATO・ロシア

理事会（N
NATO-Russia Council

RC）の枠組みを通じ、ロシアは、一定
の意思決定に参加するなど、共通の関心分野にお
いて対等なパートナーとして行動してきたが、ウ
クライナ危機を受けて、NATOや欧州各国は、
NRCの大使級会合を除き、軍事面を含むロシア
との実務協力を2014年以降停止している。

2020年5月、米英の艦艇がロシア北洋艦隊の
原潜基地に隣接するバレンツ海に入域した。北洋
艦隊はミサイル巡洋艦を派遣しこれらの艦艇を追
跡した。NATO艦艇のバレンツ海への入域は冷
戦終結後初とされる。プーチン大統領は、2020
年11月、国防省および軍需企業の幹部との会議
において、ロシア国境付近でのNATOの軍事的
プレゼンスが拡大しているとしつつ、新型コロナ
ウイルス感染症の流行期におけるNATO諸国の
軍事的活動の増大を非難した。

（3）中東・アフリカ諸国との関係
2015年9月以降、シリアでアサド政権を支援

する作戦を展開するロシア軍は、シリア国内のタ
ルトゥース海軍基地及びフメイミム航空基地を拠
点として確保しつつ、戦闘爆撃機や長距離爆撃機
による空爆のほか、カスピ海や地中海に展開した
水上艦艇や潜水艦からの巡航ミサイル攻撃を実施
している。2016年12月には、シリア全土でロシ
ア及びトルコ主導によるアサド政権と反体制派と
の間の停戦合意が発効し、2017年1月以降、ロシ
アはシリアの反体制派勢力との戦闘を継続しつ
つ、将来的な政治的解決を見据えた取組もみせな
がら、中東での存在感を増してきている。

ロシア国防省は2019年11月、フメイミム基地
に加えシリア北東部のカミシリ空港にもヘリコプ
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ター部隊を配備したと発表し、引き続きシリアで
のプレゼンスを維持している。

また、巡航ミサイルや戦略爆撃機を用いたシリ
アでの作戦は、ロシアの長距離精密打撃能力を誇
示する格好の場となった。ロシアの軍事介入がア
サド政権の帰趨に重大な影響を与えていること
や、ロシアとトルコやイランなど周辺国との連携
拡大を考慮すると、今後のシリアの安定や、政治
的解決プロセスにおけるロシアの影響力は無視で
きないものとなっている。

ロシアとトルコは、シリア情勢をめぐり、それ
ぞれ対立する勢力を支援しつつも、直接対決を避
け、利害を調整している。また、両国は2020年1
月、モスクワでリビア問題を協議するため外務・
国防閣僚会議を開催した。この場で両国の仲介に
より、リビアのシラージュ首相率いる国民統一政
府（GNA）と対立する軍事組織「リビア国軍

（LNA）」双方の代表が和平協議に臨んでおり、ロ
シアはシリア問題に加えて、リビア和平において
もトルコと利害調整しつつ、その影響力を強めて
い る。さ ら に、2020年5月、米 ア フ リ カ 軍

（AFRICOM）は、ロシアのMiG-29戦闘機など
がシリアで国籍標識が消された後、リビアに届け
られたと公表し、ロシア政府が支援する民間軍事
会社（PMC）を利用して、リビアの戦況を作為し
ていると非難した。また、ロシアがリビアの海岸
部に拠点を置くことになれば、ロシアの恒久的な
A2AD能力をリビア沿岸部に構築することにな
り、欧州南部の国々にとって極めて深刻な安全保

6 ストックホルム国際平和研究所（SIPRI：Stockholm International Peace Research Institute）によれば、ロシアは武器輸出の世界シェアで米国に次ぐ2
位（21％）となっている。

障上の懸念が生じるとした。さらに、ロシア民間
軍事会社「ワグナー」の傭兵約1,200がリビアに
派遣されているとの指摘もある。

2019年10月、ロシアはソチにおいて、第1回
ロシア・アフリカサミットを開催するとともに、
ロシア・南アフリカ軍事協力合意（1995年署名）
に基づき、ロシアの戦略爆撃機Tu-160×2機な
どを南アフリカに派遣した。また、2020年12月、
ロシア政府は、海軍の拠点をアフリカ北東部スー
ダンの紅海沿岸に設置することでスーダン政府と
合意したと発表した。公表された合意文書による
と、25年間にわたる借用で、スーダン領空の利用
が可能で、艦船の任務遂行に必要なあらゆる武
器、弾薬、装備をスーダンの港湾を通じて搬入で
きるとされる。シリアのタルトゥースに加え、
スーダンにロシア海軍の拠点を確保することによ
り、ロシア軍のより遠方での展開能力が高まるこ
とになる。

6　武器輸出

ロシアは、軍事産業基盤の維持、経済的利益の
ほかに、外交政策への寄与といった観点から武器
輸出を積極的に推進しており、国営企業「ロスオ
ボロンエクスポルト」が独占して輸出管理を行っ
ている。また、スホーイ、ミグ、ツポレフといった
航空機企業の統合を図るなど、生産体制の効率化
にも取り組んでいる。ロシアは現在、武器輸出の
世界シェアで米国に次ぐ2位を占めており6、アジ
ア、アフリカ、中東などに戦闘機、艦艇、地対空ミ
サイルなどを輸出している。近年は、従来の武器
輸出先に加え、トルコやサウジアラビアなどの米
国の同盟国や友好国に対しても積極的な売り込み
を図っている。特にNATO加盟国のトルコへの
S-400の輸出をめぐっては米国の反発を招いた。
また、インドネシア、ベトナム、マレーシア、ミャ
ンマーなど、東南アジア諸国への売り込みを拡大
させている。

2020年5月、米アフリカ軍（AFRICOM）は、14機以上の国籍標識が消され
た軍用機が、ロシアからリビアのアル・ジュフラ空軍基地に届けられたこと
を公表した【米アフリカ軍】
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大洋州第6節

1 	オーストラリア	オーストラリア

1	 オーストラリアの国防白書は、これまでに1976年、87年、94年、2000年、09年、13年、16年の計7回発表されている。

1　全般

オーストラリアは、戦略的利益、自由と人権の
尊重、民主主義、法の支配といった普遍的な価値
をわが国と共有する特別な戦略的パートナーであ
り、オーストラリアとの関係の重要性はこれまで
以上に高まっている。

2020年7月1日、豪政府は、国防戦略を更新し、
インド太平洋地域を優先する方針を発表した。

2　国防戦略

豪政府は2020年7月、国防戦略を更新した
「2020国防戦略アップデート」とその戦略を推進
するための能力投資計画である「2020戦力体制
計画」を発表した。

これは2016年に国防白書1を発表した当時の
想定よりも、戦略環境が急速に悪化したことを受
け、2019年から国防戦略の見直しを進めていた
ものである。

見直しの背景には、中国に対する強い警戒感が
あると指摘されているが、豪政府は単一の国家を
念頭に置いたものではないとしている。

豪政府は、戦略環境の変化として、インド太平
洋地域における軍事近代化や米中をはじめとする
主要国間の競争の激化をあげた。そして、長距離
ミサイルやサイバー攻撃などにより、敵対勢力が
本格的攻撃を開始するまでに要する時間は減少し
ており、もはやオーストラリアは時間に頼ること
はできなくなったとした。また、紛争を引き起こ
さない範囲で自らの戦略目標を達成するグレー
ゾーンにおける活動が活発化しているとした。そ
の例として準軍事戦力の利用、紛争地形の軍事拠
点化、影響力行使・介入の実施、経済的圧力など
があげられた。

豪政府は、こうした情勢認識のもと、インド太平
洋地域、特にインド洋北東部から、東南アジアの海
上及び陸上を通り、パプアニューギニア及び南西
太平洋に至る地域を重視する方針を打ち出した。

国防戦略の目標は、①オーストラリアの戦略環
境を形成し、②オーストラリアの国益に反する行
動を抑止し、③必要時に信頼に足る軍事力によっ
て対処するため、軍事力を配備することである。

同目標を達成するため、豪政府は2030年まで
の10年間で約2,700億豪ドルを豪軍の能力向上
に投資する方針である。

現在、オーストラリアは、約5万7,000人の兵
力を有し、同盟国である米軍との共同作戦を実施
すべく、高性能な戦車、艦艇、航空機を保有して
いる。これらを遠方展開させるための空中給油機、
強襲揚陸艦なども保有している。

現在、新たにF-35A戦闘機72機、アタック級潜
水艦12隻などの取得を推進中である。2020年度
の国防予算は426億豪ドルであり、増額目標であ
るGDP比2パーセントを達成する見込みとされる。
「2020国防戦略アップデート」で発表された

2,700億ドルの投資には、陸・海・空軍の装備、
情報、サイバー、宇宙関連のほか、新たに長距離
攻撃能力の獲得が含まれている。新たな長距離攻
撃能力はインド太平洋における侵攻を抑止又は対
処するためのものと位置づけられている。

長距離攻撃能力を得るため、射程370kmを超
える米国製のAGM－158C長距離対艦ミサイル

（LRASM）を購入する予定である。また、陸軍の
長距離ロケット砲及びミサイルシステムの獲得、
極超音速兵器を含む高速長距離打撃力の開発が発
表された。

また、海外に展開している部隊をミサイルから
守るためのミサイル防衛についても能力獲得を目
指す方針である。
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3　対外関係

オーストラリアは、「2020国防戦略アップデー
ト」において、同盟国である米国との関係を深化
するとともに、わが国を含む関係国との協力を強
化する方針を打ち出している。

Ⅲ部3章1節2項1（オーストラリア）p.312

（1）米国との関係
オーストラリアは、A

Security Treaty between Australia, New Zealand and the United States of America
NZUS条約2に基づく米国

との同盟関係にある。「2020国防戦略アップデー
ト」においては、情報共有、防衛産業・技術協力
などを含め米国との同盟が不可欠であるとし、同
盟を引き続き深化させる方針を明らかにしている。

両国は、1985年以降、外務・防衛閣僚協議
（A

Australia United States Ministerial Consultations
USMIN）を定期的に開催し、主要な外交・安

保問題について協議している。
2020年7月 に ワ シ ン ト ン で 開 催 さ れ た

AUSMINの共同声明では、インド太平洋地域が
「同盟の焦点」であるとし、安全で繁栄し、包摂的
でルールに基づく地域を維持するため、ASEAN、
インド、わが国などと共に連携することを再確認
した。そして、インド太平洋地域での威圧的かつ
不安定化を招く行動に対して「深刻な懸念」を表
明した。中国の海洋権益に関する主張については
2016年の仲裁裁判所の判断のとおり、国際法の
もとに無効であるとし、南シナ海における全ての
主張は、国際法に従ってなされ、解決されなけれ
ばならないことを強調した。

米豪軍は共同訓練を通じて相互運用性の向上を
図っている。
「タリスマン・セーバー」は2005年以降、2年

に1度行われている米豪共同演習であり、戦闘即
応性及び相互運用性の向上を目的としている。
2019年は、これまでで最大規模となる米豪軍3
万4,000人以上のほか、カナダ軍、ニュージーラ
ンド軍、英軍及び自衛隊も参加し、水陸両用作戦、
陸上戦闘訓練などを実施した。

2020年は、南シナ海において、両国海軍が共

2	 1952年に発効したオーストラリア・ニュージーランド・米国間の三国安全保障条約。ただし、ニュージーランドが非核政策をとっていることから、1986
年以降、米国は対ニュージーランド防衛義務を停止しており、オーストラリアと米国の間及びオーストラリアとニュージーランドの間でのみ有効

3	 新型コロナウイルス感染症が拡大した2020年は、約1,200人に規模を縮小すると発表された。

同演習を実施した。
米豪は、インド太平洋に近いオーストラリア北

部において米軍のプレゼンスを強化してきた。
2011年11月、「戦力態勢イニシアティブ」に基
づき、2012年以降、米海兵隊はオーストラリア
北部へのローテーション展開を開始して徐々に規
模を拡大し、2019年は約2,500名の米海兵隊員
が展開した3。また、訓練参加のため、米空軍の
B-52戦略爆撃機やF-22戦闘機などがオーストラ
リアへ随時展開している。さらに、米軍が展開す
るダーウィンやティンダルなどの施設、飛行場及
び訓練場の増強も実施・計画されている。

（2）中国との関係
中国は、オーストラリアにとって最大の貿易相

手国であり、オーストラリアは、政治・経済分野
での交流・協力のほか、国防分野でも当局間の対
話、共同演習、艦艇の相互訪問などの交流を行っ
てきた。

一方で、オーストラリアは、中国に対する自国
の立場を明確に発信する姿勢を見せるなど、対中
警戒心を顕在化させている。

南シナ海問題において、豪政府は、中国による
埋立及び建設活動に対し強い懸念を表明し、全て
の領有権主張国に対して軍事化などの停止を要求
しているほか、航行の自由及び上空飛行の自由に
かかる権利を行使し続ける旨表明している。外交
白書2017では、オーストラリアが最重要と位置
づけるインド太平洋地域において中国が米国の地
位に挑戦している旨明記した。

豪軍艦艇や米軍艦艇も利用してきたダーウィン
港をはじめとする中国資本による豪施設の買収に
対しては、内外から懸念の声が上がり、豪政府は
2017年1月、特定の港湾など安全保障上の重要
インフラが外国資本に買収されることを防ぐた
め、監視が必要な施設を洗い出し、売却リスクを
精査して関係機関に助言する専門の組織として

「クリティカル・インフラストラクチャー・セン
ター」を設置した。同センターは、通信、電気、ガ
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ス、水、港湾などのオーストラリアの重要インフ
ラへの妨害、スパイ行為、威圧活動を査定するこ
とを通じて、外国による関与のリスクを管理して
いる。

中国によるオーストラリア政界への巨額の政治
献金や賄賂など、影響力の行使とみられる活動が
活発になる中、外国からの内政干渉などを阻止す
るための法律が可決された。豪政府は、通信分野
においても、中国通信企業のファーウェイ（華為）
が一部受注していた海底ケーブル事業について豪
政府の支援により豪企業が行うことを発表した。
また、ファーウェイは2018年8月、次世代通信
規格「5G」の整備事業への同社とZTEの参入を
豪政府から禁止された旨、明らかにした。

新型コロナウイルス感染症をめぐっては、感染
が中国から世界へ広がった経緯について、豪政府
が独立調査の必要性を提起したのを契機に中国が
豪産の石炭、食肉、大麦、ワインの輸入を制限し
たほか、豪旅行・留学中止呼びかけを実施し、経
済的圧力を加えているとされる。また、オースト
ラリアでは、政府や重要インフラに対する大規模
なサイバー攻撃が発生しているが、中国によるも
のと指摘されている。さらに、豪メディア関係者
が中国当局によって出国を禁止されたり、拘束・
逮捕されたりしている。また、香港やウイグルの
人権をめぐっても、中国とオーストラリアとの対
立が深刻化していると指摘されている。

（3）インドとの関係
オーストラリアは、インドを主要な安全保障上

のパートナーとみなしている。
両国は2020年6月の首脳会談（オンライン）

において、両国関係を包括的戦略的パートナー
シップ関係に引き上げることで合意した。両首脳
は「開かれた、自由で、ルールに基づくインド太
平洋地域」のビジョンを共有し、「インド太平洋に
おける海洋協力の共同ビジョンに関する共同宣
言」を発表した。会談では、経済分野での協力の
ほか、国防分野においては、軍の物品役務の相互
支援に関する協定を締結し、それに基づく軍事演
習を通じて相互運用性の強化を図ることで合意す
るとともに国防科学技術協力をさらに推進するた

めの協定を締結した。
2020年11月、豪海軍は、米・印海軍と海上自

衛隊が実施してきた共同訓練「マラバール」に参
加した。

8節1項2（軍事）p.107

（4）東南アジア及び太平洋島嶼国との関係
オーストラリアは、「2020国防戦略アップデー

ト」において、インド洋北東部から、東南アジア
の海上及び陸上を通り、パプアニューギニア及び
南西太平洋に至る地域を重視する方針を打ち出し
ている。

インドネシアとは、2006年11月の幅広い防衛
分野における協力をうたった安全保障協力の枠組
みであるロンボク協定への署名、2010年3月の
戦略的パートナーシップへの引き上げ及び2012
年9月のテロ対策や海上安全保障での協力強化な
どが盛り込まれた防衛協力協定の締結などを経
て、安全保障・国防分野の関係を強化してきた。
両国間の安全保障・国防分野の協力関係は断続的
に停滞した時期もあったが、その後、2015年後
半に入り、閣僚級の往来が再開されたほか、外
務・防衛閣僚協議（2＋2）の定期開催や2018（平
成30）年の海上安全保障やテロリズムに関する
防衛協力協定及び海洋協力行動計画への署名など
を通じ、両国関係は改善している。

シンガポール及びマレーシアとは、両国に対す
る攻撃や脅威が発生した場合、オーストラリア、
ニュージーランド、英国がその対応を協議する

「五か国防衛取極（F
Five Power Defence Arrangements

PDA）」（1971年発効）があ
り、この枠組みに基づき南シナ海などにおいて定
期的に共同統合演習を行っている。シンガポール
については、オーストラリアの最も進んだ国防
パートナーであり、安全な海上貿易環境に対する
利益を共有するとしている。2016年10月には、
包括的戦略パートナーシップのもと、オーストラ
リアにおける軍事訓練及び訓練区域の開発に関す
る了解覚書に署名するなど、防衛協力も進んでい
る。マレーシアに対しては、同国のバターワース
空軍基地に豪軍を常駐させるとともに、南シナ海
やインド洋北部の哨戒活動を通じて、同地域の安
全と安定の維持に貢献している。
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太平洋島嶼国及び東ティモールに対しては、治
安維持、自然災害対処及び海上警備などの分野に
おける支援を主導的に行っている。特に、海上警
備分野においては、現在も定期的に豪軍アセット
を南太平洋に派遣して警備活動を支援しているほ
か、2023年までに新型のガーディアン級哨戒艇
21隻を太平洋島嶼国及び東ティモールに提供す
る予定である。2018年11月には、最大30億豪ド
ルという過去最高となる資金を太平洋島嶼国にお
けるインフラ構築にあてる旨発表し、関係の強化
を図っている。2019年5月、モリソン首相は、総
選挙後の組閣直後に、「パシフィック・ステップ・
アップ」と称する太平洋島嶼国への積極的な関与
を継続する旨表明し、組閣後初の外遊先として同
年6月にソロモン諸島を訪問し、太平洋島嶼国を
重視する姿勢を鮮明にしている。

本節2項（ニュージーランド）p.97
7節（東南アジア）p.99

（5）海外における活動
オーストラリアは、中東での任務を一部終了し、

「2020国防戦略アップデート」で示されたインド

太平洋地域を重視する活動へと移行している。
イラク治安部隊への軍事面の助言及び支援活

動、能力構築支援は2020年6月に完了した。
オーストラリアは、中東地域において、米国な

どの対テロ作戦支援のため、E-7A早期警戒管制
機1機及びKC-30A給油機1機を派遣していた
が、2020年9月に活動終了を発表した。

また、アジア太平洋地域に資源を優先配備する
ためとして、中東地域における海軍の活動につい
ても削減すると2020年10月に発表した。米国な
どによる「海洋安全保障イニシアティブ」のもと
に設置された「国際海洋安全保障構成体」（IMSC: 
International Maritime Security Construct）
での活動は、2020年12月に終了した。

一方で、豪軍は、インド洋、南シナ海、太平洋島
嶼国周辺における訓練・海上監視などを重視する
方針であるほか、2018年以降、国連安保理決議
で禁止されている北朝鮮籍船舶の「瀬取り」を含
む違法な海上活動に対して、哨戒機及び艦艇によ
る警戒監視活動を行うなど、国際社会の平和と安
定に向けた貢献を行っている。

2 	ニュージーランド	ニュージーランド
ニュージーランドは2018年7月、国防政策「戦

略国防政策ステートメント2018」を発表し、
2016年の国防白書発表以降の戦略環境の大きな
変化として、大国間競争、気候変動、サイバー・
宇宙空間を挙げた。

そのうえで、ニュージーランドの国家安全の目
標として、公共の安全、主権と領土の一体性の防
護、コミュニケーションラインなどの保護、国際
秩序の強化、経済的繁栄の維持、民主的制度と国
家価値の維持、自然環境の保護を掲げた。そして、
これら目標を達成するため、南極から赤道に至る
近隣地域での部隊運用能力の確保を最優先とし、
アジア太平洋地域の秩序に対する挑戦などが自国
の安全及び繁栄に影響を与えうるとの考えのも
と、国際ルールに基づく秩序の維持を世界中で支
援するための国防力が必要であるとした。また、
米国・英国・オーストラリア・カナダとの効果的

作戦の実施能力、域外作戦に貢献可能な軍の規模
及び質の維持も優先事項としてあげられた。

このほか、災害に苦しむ太平洋島嶼国への配慮
と同地域への関与を積極化しようとする新政権の
戦略「パシフィック・リセット」を反映し、気候
変動が及ぼす影響とそれに対する軍の役割が初め
て明記された。また、南シナ海問題に関して、従
来は、中国を名指しせず、特定の立場をとらな
かったが、今回は「中国が国益追求に自信を深め
たことにより、近隣諸国や米国との緊張が高まっ
ている」とし、南シナ海での中国による軍事拠点
化の状況について具体的に言及した。

対外関係については、ANZUS条約に基づき、
米豪と緊密な関係を維持しており、特にオースト
ラリアを最も親密な同盟国と位置づけている。米
国との関係においては、ニュージーランドが非核
政策をとって米艦艇の入港を拒否したことから、
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1985年以来、米国はニュージーランドに対する
防衛義務を停止しているが、外交・軍事分野にお
ける戦略的関係の強化を主な内容とするウェリン
トン宣言（2010年）及び防衛協力の拡大を主な
内容とするワシントン宣言（2012年）を通じて、
外交・軍事分野における関係を強化しており、米
国は「親密な戦略的パートナー」となっている。
中国とは「一帯一路」構想への協力、空軍の共同
演習などを通じて二国間関係が発展する一方、「戦
略国防政策ステートメント2018」で示されたと
おり警戒姿勢もみられる。

ニュージーランド軍は、9,400人の兵力を保有

4	 「ミリタリー・バランス（2021）」による。

しており4、国連安保理決議で禁止されている北朝
鮮籍船舶の「瀬取り」を含む違法な海上活動に対
して、哨戒機による警戒監視活動を行っているほ
か、韓 国 の 国 連 軍 司 令 部 軍 事 休 戦 委 員 会

（UNCMAC）や中東、南太平洋などに人員を派
遣し、地域の平和と安定に貢献している。

2019年6月、軍の装備に関する2030年までの
200億NZドルの投資方針を示す「国防能力計画
2019」が発表された。同計画に基づき、太平洋島
嶼国との関係強化、気候変動への対応及び海上警
備能力強化のため、艦艇、ヘリ、輸送機などの取
得が計画されている。
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東南アジア第7節

1 	全般	全般

1	 米国が、バングラデシュ、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ及び東ティモールとの間で行っている一連の
二国間演習の総称である。

東南アジアは、マラッカ海峡や南シナ海など、
太平洋とインド洋を結ぶ交通の要衝を占めてお
り、経済活動や国民の生活に必要な物資の多くを
海上輸送に依存しているわが国にとって重要な地
域である。

一方、この地域には、南シナ海の領有権などを
めぐる対立や、少数民族問題、分離・独立運動な
どが依然として不安定要素として存在しているほ
か、イスラム過激派の問題や船舶の安全な航行を
妨害する海賊行為なども発生している。こうした
問題に対処するため、東南アジア各国は、国防や
国内の治安維持のほか、テロや、海賊対処などの
新たな安全保障上の課題にも対応した軍事力など
の形成に努めているほか、米国、中国、ロシア、

オーストラリア、インドなど諸外国との協力を進
めている。近年では経済成長などを背景として、
海・空軍力を中心とした軍の近代化や海上法執行
能力の強化が進められている。

東南アジアは、新型コロナウイルス感染症によ
り大きな影響を受けている。東南アジア各国は、
新型コロナウイルス感染症を抑え込むために国境
の封鎖や国内での都市封鎖・行動制限などの措置
を講じた。一方、新型コロナウイルス感染症の流
行拡大は各国経済に深刻な影響を与えており、東
南アジア各国はコロナ対策費を捻出するため、国
防予算の削減及び共同演習の中止・延期を決定す
るなどの対応をとっており、軍事面にも影響がみ
られた。

2 	各国の安全保障・国防政策	各国の安全保障・国防政策

1　インドネシア

インドネシアは世界最大のイスラム人口を抱え
る東南アジア地域の大国であり、広大な領海及び
海上交通の要衝を擁する世界最大の群島国家であ
る。

インドネシアは国軍改革として、「最小必須戦
力（M
Minimum Essential Force

EF）」と称する最低限の国防要件を達成す
ることを目標としているが、特に海上防衛力が著
しく不十分であるとの認識が示され、国防費の増
額とともに、南シナ海のナツナ諸島などへの戦力
配備を強化する方針を表明している。同諸島では
2018年12月、陸軍混成大隊、空軍防空コマンド
所属レーダー中隊、海兵隊混成大隊が展開し、潜
水艦が寄港可能な桟橋、無人機格納庫などを有す
る軍事基地の開所式を実施したと報じられてい
る。また、インドネシア軍は2019年9月、国内に
3つの統合防衛地域コマンドを設立した。同コマ

ンドは、インドネシア軍にとり優先課題となって
いる国軍の統合作戦能力構想を具現化したもので
あり、軍事・非軍事問わず、地域での紛争発生時
の初動対処を担い、外的脅威への抑止力としての
役割を有するものとされる。また、2020年7月、
南シナ海周辺海域で演習を実施した。

インドネシアは中国の主張するいわゆる「九段
線」がナツナ諸島周辺の排他的経済水域（E

Exclusive Economic Zone
EZ）

と重複していることを懸念しており、同諸島周辺
海域における哨戒活動を強化している。2019年
12月、インドネシアはナツナ諸島周辺のインドネ
シアのEEZ内で中国海警局所属の船舶が漁船団
を護衛する形で違法操業をしたことを確認したと
し、インドネシア外務省は抗議声明を発表した。

インドネシアは、東南アジア諸国との連携を重視
し、自由かつ能動的な外交を展開するとしている。

米国との関係においては、軍事教育訓練や装備品
調達の分野で協力関係を強化しており、「C

Cooperation Afloat Readiness and Training
ARAT」1
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や「S
Southeast Asia Cooperation Against Terrorism
EACAT」2などの合同演習を行っている。ま

た、2020年9月、インドネシアは米国との間で合
同机上演習「ゲマ・バクティ2020」をオンライン
形式で実施したほか、同年10月、プラボウォ国防
大臣が訪米し、エスパー国防長官と会談した。

2　マレーシア

マレーシアは、2019年12月に公表した初の国
防白書の中で、国土が半島部とボルネオ島にある
サバ・サラワクに二分されており、広大な太平洋
とインド洋の間に位置していることから、両洋の
橋渡し役としての可能性を自国に見出している。
また、国防白書の中で、マレーシアの戦略的位置
及び天然資源は恩恵であると同時に安全保障上の
課題でもあるとの認識を示している。このような
特性から、マレーシアは歴史的に大国の政治力学
の影響を受けてきており、今日においても、不透
明な米中関係を最も重要な戦略的課題と位置づけ
ている。また、これに加え、複雑な東南アジア地
域情勢のほか、テロ、サイバー、海賊及び自然災
害という非伝統的な安全保障上の脅威の増加に直
面しているとの認識を示している。

このような安全保障環境の認識のもと、国防政
策においては、領土・領海を含む核心地域、周辺
海空域を含む拡大地域、国益に影響する遠隔地で
ある前方地域の3つの同心円地域ごとの国益を防
衛するため、①国軍の能力向上を通じて侵略や紛
争の抑止を目指す「同心円抑止」、②国民を含む社
会全体で国家としての坑たん性を高める「包括的
防衛」、③信頼性の高いパートナーとして、他国と
の防衛協力を拡大・強化することを通じて地域の
安定を促進する「信頼できるパートナーシップ」
の3本柱を掲げている。

昨今、マレーシアが領有権を主張する南ルコニ
ア礁周辺において中国の船舶が錨

びょう
泊
はく

などを続けて
いることに関連して、マレーシア側は、海軍及び
海洋法執行機関により24時間態勢で監視を行い、
主権を防衛する意思を表明している。このような
海上防衛力の強化に加えて、2017年4月、ジェー

2	 米国が、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール及びタイとの間で行っている対テロ合同演習である。

ムズ礁や南ルコニア礁に近いビントゥルに海軍基
地を新設し、また、2019年7月、空軍が東マレー
シア（ボルネオ島）のサバ州でミサイル発射を伴
う演習を実施するなど、東マレーシアの防衛態勢
の強化にも努めている。

米国との間では、「CARAT」や「SEACAT」な
どの合同演習を行うとともに、海洋安全保障分野
での能力構築を含めた軍事協力を進めている。

2018年5月に誕生したマハティール政権は、
財政再建のために大型インフラ事業の見直しを推
進しており、中国の協力により2017年8月に着
工した長距離鉄道建設事業などの中止を中国側に
伝えたが、2019年4月、両国は長距離鉄道建設事
業の費用を削減して再開することに合意し、両国
の関連企業が補完契約に署名した。

2020年2月、マハティール首相が国王に辞表
を提出したことを受け、国王はムヒディン氏を次
期首相に任命した。同年3月、ムヒディン氏は新
首相に就任した。

2019年12月以降、マレーシアは、自国の採掘
船「ウエスト・カペラ」の周辺で中国船舶の活動
を確認しているほか、2020年4月、中国の調査船

「海洋地質8号」の「ウエスト・カペラ」周辺での
活動を確認している。同月、米国及びオーストラ
リアは、「ウエスト・カペラ」の周辺で共同演習を
実施したほか、同年5月、米国の沿海域戦闘艦が

「ウエスト・カペラ」付近でプレゼンス・オペレー
ションを実施した。

米国との間では、「CARAT」や「SEACAT」な
どの合同演習を行うとともに、海洋安全保障分野
での能力構築を含めた軍事協力を進めている。

3　ミャンマー

ミャンマーは、中国及びインドと国境を接し、
ASEAN諸国の一部及び中国にとってインド洋へ
の玄関口ともなることなどから、その戦略的な重
要性が指摘されている。ミャンマーは、1988年
の社会主義政権の崩壊以降、国軍が政権を掌握し
てきたが、欧米諸国による経済制裁を背景に、民
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主化へのロードマップを踏まえた民政移管が行わ
れた。

ミャンマー政府は、政治犯の釈放、少数民族と
の停戦合意など、民主化への取組を活発に行って
おり、これらの取組に対し、国際社会も一定の評
価を見せ、米国をはじめとする欧米各国は、ミャ
ンマーに対する制裁措置を緩和した。

一方、ラカイン州では、2017年8月に「アラカ
ン・ロヒンギャ救世軍（A

Arakan Rohingya Salvation Army
RSA）」が警察署を襲撃

したことを受け、国軍などが掃討作戦を開始し、
2か月間で60万人を超えるムスリムを中心とす
る避難民が隣国バングラデシュに流入した。また、
欧米各国は、国軍などによる虐殺や人権侵害など
があったとしてこれを非難した。

2020年11月、5年ぶりとなるミャンマー連邦
議会総選挙が実施され、与党の国民民主連盟が上
下両院で前単独過半数を大幅に超える議席を獲得
した。しかし、2021年2月、総選挙での不正を主
張する国軍が、アウン・サン・スー・チー国家最
高顧問ら政権幹部を拘束するとともに、国軍系の
大統領代行によって非常事態宣言を発表し、三権
を国軍司令官に移譲させるクーデターを実行し
た。これに対し、国連事務総長は強く非難してい
るほか、各国からも非難及び深い懸念の声があ
がっており、拘束された政権幹部の即時解放及び
民主的なプロセスへの復帰を求めている。

ミャンマー政府はこれまで、外交政策において
は、従来の「非同盟中立」を継承するとともに、国
防政策は、「3つの国家目標（連邦の分裂阻止、民
族の団結維持及び国家主権の堅持）に対する侵害
行為の阻止」、「外部からの侵略、内政干渉の断固
拒否」を引き続き重視してきた。クーデター後の
政権の具体的な政策は未だ発表されていないが、
目標として、引き続き独立した積極的な非同盟外
交を維持することによる平和共存原則を実行する
ことをあげている。

同様に、中国とは、1950年に国交を樹立して
以来良好な関係を維持しており、ミャンマーに
とって、主要な装備品の調達先とみられるほか、
パイプライン建設やチャオピュー港湾開発の援助
などを受けていた。2020年1月、中国の習近平主
席が国家主席として19年ぶりにミャンマーを訪

問し、「一帯一路」構想を通じて経済協力を推進す
る方針を確認した。

また、ロシアとは、過去の軍政期を含め軍事分
野において協力関係を維持しており、留学生の派
遣や主要な装備品の調達先となっていた。インド
とは、民政移管以降、経済及び軍事分野において
協力関係を進展させており、各種セミナーの実施
受入れやインド海軍艦艇によるミャンマー親善訪
問など、防衛協力・交流が行われていた。

過去のミャンマーの軍事政権下では、武器取引
を含む北朝鮮との協力関係が維持されていた。民
政移管後の政府は、北朝鮮との軍事的なつながり
を否定していたものの、2018年3月に公表された
国連安全保障理事会北朝鮮制裁委員会専門家パネ
ル最終報告書では、弾道ミサイルシステムなどを
北朝鮮から受領していることが指摘されていた。

4　フィリピン

フィリピンは、自国の群島としての属性と地理
的位置は強さと脆弱性の両面を併せ持つ要因であ
り、戦略的位置と豊富な天然資源が拡張主義勢力
に強い誘惑をもたらしているとの認識を示してい
る。こうした認識のもと、国内の武力紛争を解決
することが依然として安全保障上の最大の懸案と
位置づける一方で、南シナ海における緊張の高ま
りに伴い、領土防衛にも同様の注意を向けている
としている。

歴史的に米国との関係が深いフィリピンは、
1992年に駐留米軍が撤退した後も、相互防衛条
約及び軍事援助協定のもと、両国の協力関係を継
続してきた。近年の関係としては、両国は米比共
同演習「バリカタン」、米比共同演習「カマンダ
グ」、米比共同演習「サマサマ」などの共同演習を
行っている。また、両国が2014年4月に署名し
たフィリピン軍の能力向上、災害救援などでの協
力強化を目的とした、「防衛協力強化に関する協
定（E

Enhanced Defense Cooperation Agreement
DCA）」に基づき、2016年3月、アントニ

オ・バウチスタ空軍基地、バサ空軍基地、フォー
ト・マグセイセイ地区、ルンビア空軍基地及びマ
クタン・ベニト・エブエン空軍基地の5か所を防
衛協力を進める拠点とすることについて合意して
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いる。さらに、2019年3月、フィリピンを訪問し
たポンペオ米国務長官は、南シナ海は太平洋の一
部であり、南シナ海におけるフィリピン軍、航空
機、船舶への攻撃があれば、相互防衛条約に基づ
く相互防衛義務が発動されることを明確にしてい
る。2019年9月、米比両国は相互防衛・安全保障
協議会（M

Mutual Defense Board-Security Engagement Board
DB-SEB）を開催し、防衛協力の重要

性を確認した。一方で、2020年2月、フィリピン
は、米国に対し、米軍がフィリピン国内で合同軍
事演習などを行う際の米軍人の法的地位などを規
定した「米軍との訪問軍協定」（V

Visiting Forces Agreement
FA）を破棄する

通告をしたが、同年6月、破棄手続を6か月間停
止することを米国に通報し、同年11月には、破棄
手続の停止をさらに6か月間延長すると米国に通
報した。今後の動向が注目されている。

中国とは、南シナ海の南沙諸島やスカーボロ礁
の領有権などをめぐり主張が対立しており、フィ
リピンは国際法による解決を追求するため、
2013年1月、中国を相手に国連海洋法条約に基
づく仲裁手続を開始し、仲裁裁判所は2016年7
月にフィリピンの申立て内容をほぼ認める最終的
な判断を下した。フィリピン政府は比中仲裁判断
を歓迎し、この決定を尊重することを強く確認す
る旨の声明を発表するとともに、ドゥテルテ大統
領は同月の施政方針演説において、比中仲裁判断
を強く確認し、尊重すると述べている。フィリピ
ン大統領府は、2019年9月中国政府から、フィリ
ピンが仲裁判断を棚上げすれば、南シナ海共同資
源開発においてフィリピンが有利になる60対40
の割合で資源を共有する計画を承認するとの約束
の申し出があったことを明らかにしたうえで、仲
裁判断は破棄しないことを明言している。

2019年4月には、フィリピンが実効支配する
南沙諸島ティトゥ島（フィリピン呼称：パグアサ
島）近くで200隻以上の中国船の航行が確認され
たとして、中国側に抗議した。また、2019年6月、
中国の空母「遼寧」を含む艦艇がシブツ海峡を航
行したと主張したことに対し、ロレンザーナ国防
長官は無害通航ではなかったとの見方を示した。

南シナ海問題を巡る両国の対立は新型コロナウ

3	 1971年発効。マレーシアあるいはシンガポールに対する攻撃や脅威が発生した場合、オーストラリア、ニュージーランド、英国がその対応を協議するとい
う内容。五か国はこの取極に基づいて各種演習を行っている。

イルス感染症が世界的に拡大した2020年にもみ
られており、フィリピンは、同年2月、中国艦艇が
フィリピン海軍艦艇に対し火器管制レーダーを照
射したことを抗議したほか、同年4月には、中国
が南シナ海に行政区を設置したことに対して抗議
を行った。また、同年7月、中国が南シナ海で軍事
訓練を行うことを公表したことを受け、ロクシン
外相が動画で懸念を表明した。このほか、2021年
3月、フィリピン国防省は、「中国民兵船220隻が
南シナ海で確認された」ことについて、「軍事拠点
化という明確な挑発行為」と非難し、撤退を求め
た。これに対し、中国側は、ウィットサン礁の中国
主権を主張した上で、民兵船の存在を否定し、「一
部の漁船は牛軛礁（ウィットサン礁の中国側呼称）
で荒天退避を行った」と説明している。

フィリピンは国連海洋法条約をはじめとする国
際法に基づく紛争の平和的解決を訴えており、
2020年9月、ドゥテルテ大統領が国連総会の一
般討論演説の中で、「既に国際法の一部となった
比中仲裁判断を貶めるような企ては断固拒否す
る」と述べている。

3章5節1項（「公海自由の原則」をめぐる動向）p.149

5　シンガポール

国土、人口、資源が限定的なシンガポールは、
グローバル化した経済の中で、その存続と発展を
地域の平和と安定に依存しており、国家予算のう
ち国防予算が約5分の1を占めるなど、国防に高
い優先度を与えている。

シンガポールは、国防政策として「抑止」と「外
交」を二本柱に掲げている。また、シンガポール
の国土は狭小なため、国軍は米国やオーストラリ
アなど諸外国の訓練施設も利用し、訓練のために
部隊を継続的に派遣している。

シンガポールは、ASEANや五か国防衛取極
（F

Five Power Defence Arrangements
PDA）3の協力関係を重視しているほか、域内

外の各国とも防衛協力協定を締結している。地域
の平和と安定のため、米国のアジア太平洋におけ
るプレゼンスを支持しており、米国がシンガポー
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ル国内の軍事施設を利用することを認めている。
2013年以降、米国の沿海域戦闘艦（L

Littoral Combat Ship
CS）のロー

テーション展開が開始されたほか、2015年12月、
米軍のP-8哨戒機が初めて約1週間にわたり同国
へ展開され、今後も定期的に同様の展開が継続さ
れるとしている。このほか、米国と「CARAT」や

「SEACAT」などの合同演習を行っている。2019
年9月、両国はシンガポールにおける米軍の施設
利用に関する1990年11月の覚書を延長する修
正議定書に署名した。

中国とは、経済的に強い結びつきがあるほか、
二国間の海軍演習も実施している。2019年10月、
両国は防衛交流・安全保障協力協定（A

Agreement on Defence Exchanges and Security Cooperation
DESC）

の改訂に署名した。一方、南シナ海問題について
仲裁判断に基づく解決を主張していることや、台
湾と軍事協力を行っていることでは摩擦が生じて
いる。

インドとは、2017年11月に二国間海軍協力協
定を締結しており、陸上演習「ボールド・クル
シュトラ」や海上演習「S

Singapore India Maritime Bilateral Exercise
IMBEX」を行っている

ほか、2019年9月、シンガポール、インド及びタ
イの3か国が初の共同演習をアンダマン諸島付近
で実施した。

オーストラリアとは、2020年3月、軍事訓練と
オーストラリアにおける訓練エリア開発に関する
条約に署名した。これにより、シンガポール軍は
新しく開発されるオーストラリアの訓練エリアへ
のアクセスが可能となる。一方、同年5月、シン
ガポール国防省は、新型コロナウイルス感染症の
流行を受け、同国最大規模の海外演習「ワラビー演
習」を含む全ての海外演習を中止すると公表した。

6節1項3（4）（東南アジア及び太平洋島嶼国との関
係）p.96

6　タイ

タイは、国防政策として、ASEAN・国際機関
などを通じた防衛協力の強化、政治・経済など国
力を総合的に活用した防衛、軍の即応性増進や防
衛産業の発展などを目指した実効的な防衛などを
掲げている。

タイは、柔軟な全方位外交政策を維持してお

り、東南アジア諸国との連携や、主要国との協調
を図っている。1982年から実施している米タイ
合同演習「コブラ・ゴールド」は、現在、東南アジ
ア最大級の多国間共同訓練となっている。
「コブラ・ゴールド」については、2014年5月

の政変後、米軍の参加規模が縮小されていたが、
トランプ政権では回復し、新型コロナウイルス感
染症の流行が拡大した2020年も実施された。ま
た、米タイの海兵隊による「CARAT」や海賊・
密売対処を想定した「SEACAT」などの合同演習
も引き続き実施しており、2020年7月には、タイ
陸軍がハワイで実施された米陸軍演習「ライトニ
ング・フォージ」に参加した。

中国とは、両国海兵隊による「藍色突撃」や、両
国空軍による「鷹撃」などの共同訓練を行ってい
る。また、政変後、米国の軍事援助の一部が凍結
されたことを受けて、両国の軍事関係は緊密化し
ているとの指摘がある。

韓国とは、2019年9月、韓タイ軍事秘密情報保
護協定（G
General Security of Military Information Agreement

SOMIA）を締結した。

7　ベトナム

ベトナムは、海洋は国家建設・国防に密接にか
かわるとの認識のもと、海洋強国となる目標を掲
げ、海上における軍及び法執行機関の近代化に重
点を置くとともに、海洋状況把握能力を確保し、
海上における独立、主権、管轄権、国益を維持す
る姿勢を示している。

ベトナムは全方位外交を展開し、全ての国家と
友好関係を築くべく、積極的に国際・地域協力に
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参加するとしている。2016年3月には、戦略的要
衝であるカムラン湾に国際港が開港し、わが国を
含む各国の海軍艦艇がカムラン国際港に寄港して
いる。

米国とは、近年、米海軍との合同訓練や米海軍
艦艇のベトナム寄港などを通じ、軍事面における
関係を強化している。2017年には、両国首脳が
相互訪問を行い、防衛協力関係の深化について合
意したほか、2018年3月には、ベトナム戦争後、
米空母としては初となるベトナム寄港が行われ
た。また、2020年3月にも米空母と巡洋艦がダナ
ンに寄港した。

ロシアとは、国防分野での協力を引き続き強化
しているほか、装備品の大半を依存している。
2018年4月、ベトナムとロシアは軍事・技術協
力に係るロードマップに署名しており、2019年
7月、ベトナム海軍艦艇が初めてウラジオストク
港へ寄港するとともに、2019年12月、ロシア太
平洋艦隊の救難艦がカムラン港へ寄港し、初の二
国間潜水艦救難共同演習を実施した。

5節5項5（1）（アジア諸国との関係）p.92

中国とは、包括的な戦略的協力パートナーシッ
プ関係のもと、政府高官の交流も活発であるが、
南シナ海における領有権問題などをめぐり主張が
対立している。両国は、首脳会談などを通じ、海

上における意見の相違を適切に処理することや、
問題を複雑化させる行動を自制することなどを繰
り返し確認しているが、資源開発や漁船操業をめ
ぐって摩擦や衝突が生じている。2019年11月に
公表した国防白書では、南シナ海の領有権問題に
ついて、ベトナムと中国は、両国の平和、友好、協
力関係の大局に悪影響を及ぼさないよう、極めて
用心深く、慎重に処理する必要があり、両国は国
際法に基づく平和的解決のため継続的に協議すべ
きとの認識を示している。

インドとは、安全保障や経済など広範な分野に
おいて協力関係を深化させている。防衛協力につ
いては、ベトナム海軍潜水艦要員や空軍パイロッ
トに対する訓練をインド軍が支援していると指摘
されているほか、インド海軍艦艇によるベトナム
への親善訪問も行われている。2016年9月には、
インド首相として15年ぶりにモディ首相が訪越
し、二国間関係を包括的戦略パートナーシップへ
格上げすることに合意したほか、防衛協力深化の
ための5億ドルの融資などを表明している。また、
2020年11月、ベトナムはインドとの間でオンラ
イン形式の国防相会談を実施し、防衛協力の更な
る推進に合意した。

3章5節1項（「公海自由の原則」をめぐる動向）p.149

3 	各国の軍の近代化	各国の軍の近代化
東南アジア各国は、近年、経済成長などを背景

として国防費を増額させ、第4世代の近代的戦闘
機を含む戦闘機や潜水艦などの装備品の導入を中
心とした軍の近代化を進めている。その一方で、
新型コロナウイルス感染症対策を優先的に進める
各国は、国防費の削減や装備品調達の延期を公表
しており、軍の近代化計画への影響がみられた。

イ ン ド ネ シ ア は、2018年2月、ロ シ ア か ら
Su-35戦闘機11機を調達する契約を締結してい
る。韓国との間では、韓国製209級潜水艦3隻を
購入する契約を締結し、3隻目をインドネシア国
内で生産して、2020年1月に潜水実験に成功し
たと報じられた。また、韓国とは2016年1月、第
4.5世代戦闘機（KF-X/IF-X）の共同開発の費用

分担や協力内容を定めた合意書を締結している。
米国からは、2022年3月までにスキャンイーグ
ル偵察無人機14機を導入する予定である。中国
との間では、2019年10月、国軍創設記念式典の
中で中国のCH-4無人機を展示したほか、2019
年12月、中国のCH-4無人機のデザインを取り
入れた国産のブラックイーグル無人攻撃機の試作
機を公開した。2020年4月、インドネシアは、新
型コロナウイルス感染症対策予算を確保するた
め、20年度国防予算を当初予算から約9兆ルピア

（約638億円）を削減すると発表した。
マレーシアは、国産の沿海域戦闘艦（LCS）6隻

の建造を推進しており、2017年8月に1番艦が
進水した。加えて、2016年11月、中国から沿海
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域任務艦（L
Littoral Mission Ship

MS）4隻の購入に合意している。ま
た、2019年6月には、米国から2022年3月まで
にスキャンイーグル無人偵察機12機の供与を受
けると公表した。

ミャンマーは、2019年12月、インドからキロ
級潜水艦を受領しており、「ミンエ・テインカ
トゥ」と命名された。同国初の潜水艦の調達は近
隣諸国も注目している。

フィリピンは、南シナ海における領有権をめぐ
る係争などを背景に、近年装備の近代化を進めて
いる。

航空戦力については、2015年11月から韓国製
FA-50PH軽戦闘機を順次導入し、2017年5月ま
でに合計12機を配備した。現在は、マルチロール
戦闘機の調達を計画している。また、2020年10
月、老朽化したOV-10軽攻撃機の後継機として、
ブラジルからA-29軽攻撃機6機を受領したほか、
同年11月、米国のスキャンイーグル偵察無人機8
機の引渡式典を実施した。

海軍戦力としては、2016年までに、米国から
ハミルトン級フリゲートを3隻導入するととも
に、2017年までにインドネシア製ドック型輸送
揚陸艦を2隻導入した。また、2016年10月には、
韓国製フリゲート2隻の購入契約を締結してい
る。2019年8月、韓国から供与されたポハン級コ
ルベット1隻が就役したことで、フィリピンは長
期にわたり欠如していた対潜戦能力を復活させ
た。さらに、同年9月、フィリピンは陸海空統合
演習「DAGIT-PA」を実施し、同年6月に就役し
たAAV水陸両用車4両を運用した。また、2020
年7月、韓国から調達した、フィリピンとしては
初となるミサイル攻撃能力を有するフリゲート艦

「ホセ・リサール」の就役式典を実施した。

シンガポールは、軍の近代化に努めており、世
界有数の武器輸入国である。

航空戦力については、2012年までに米国製
F-15戦闘機を24機導入したほか、F-35統合攻撃
戦闘機計画に参加している。2020年1月、米国政
府は、シンガポールへのF-35B戦闘機の売却を承
認し、議会に通知した。

タイは、2014年7月、潜水艦隊司令部を発足さ
せており、2017年4月には、中国からユアン級潜
水艦を今後11年間で合計3隻購入することを海
軍が計画し、うち1隻の購入を閣議決定した。し
かし、2020年4月、新型コロナウイルス感染症対
策予算を確保するため、中国のユアン級潜水艦2
隻の調達を延期することを公表した。また、2012
年9月にフリゲート2隻を導入する計画が閣議で
了承され、1隻目として2018年12月に韓国製フ
リゲートを受領した。さらに、2019年9月、タイ
は、中国の071ドック型輸送揚陸艦1隻の購入契
約を締結した。このほか、2013年までに、ス
ウェーデン製JAS-39グリペン戦闘機12機を導
入しているほか、2019年9月には、米国から購入
したストライカー装甲車60両のうちの最初の10
両を受領した。

ベトナムは、2017年1月までにロシア製キロ
級潜水艦6隻を導入したほか、2018年2月まで
にロシア製ゲパルト級フリゲート4隻の運用を開
始した。航空戦力については、ロシア製Su-30戦
闘機を2004年から順次導入しており、これまで
に最大36機が導入されたと報じられている。さ
らに、2020年1月、ベトナムはロシアのYak-
130練習機12機を発注したと報じられた。また、
2022年3月までに米国のスキャンイーグル無人
偵察機6機を受領する予定である。

4 	地域内外における協力	地域内外における協力
ASEAN各国は、地域の多国間安全保障の枠組み

としてASEANの活用を図っており、安全保障問題
に関する対話の場であるASEAN地域フォーラム

（ARF）やASEAN国防相会議（ADMM）などを開
催しているほか、軍事人道支援・災害救援机上演習

（A
ASEAN Militaries’ Humanitarian Assistance and Disaster Relief Table-Top Exercise

HR）を行うなど、地域の安全保障環境の向上や

信頼醸成に努めてきた。一方、ASEANは域外国
との関係も重視し、ADMMにわが国を含む域外
8か国を加えた拡大ASEAN国防相会議（ADMM
プラス）を開催するとともに、ADMMプラスの
枠組みで人道支援・災害救援演習などを実施して
いる。米国との間では、2019年9月、初となる海
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上共同演習「A
ASEAN-U.S. Maritime Exercise

UMX」を実施し、中国との間では、
2018年8月に海事机上演習、同年10月に海上演
習をそれぞれ初めて実施した。これに関連して、
中国は、「南シナ海に関する行動規範（C

Code of the Conduct of Parties in the South China Sea
OC）」の

策定協議で、中国とASEANの合同演習を定期的
に行うことや、関係国間の事前合意又は通知がな
い限り、関係国は域外国と合同演習を行わないこ
とをCOCに盛り込むよう提案したと報じられた。

2019年6月、ASEANは首脳会議において「イ
ンド 太 平 洋 に 関 す るASEANア ウト ル ック 」

（A
ASEAN Outlook on the Indo-Pacific

OIP）を公表し、変動するアジア太平洋及びイ
ンド洋地域においてASEANの中心性、開放性、
透明性などを基礎とし、地域の平和、安定、繁栄
の実現を促進する考えを表明している。2020年4
月、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に

関するASEAN+3（日中韓）特別首脳会議がオン
ライン形式で開催されたほか、その後のASEAN
首脳会議やADMMなどにおいても新型コロナウ
イルス感染症への対応について協議された。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関する	
ASEAN＋3（日中韓）特別首脳会議【ASEAN】
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南アジア第8節

1 	インド	インド

1	 SIPRI	YEARBOOK	2020が実施した2015年から2019年までの統計による。

1　全般

広大な領土に13億を超える人口を擁し、近年
着実な経済発展を遂げているインドは、世界最大
の民主主義国家であり、南アジア地域で大きな影
響力を有している。また、アジア・太平洋と中
東・ヨーロッパを結ぶ海上交通路を有するインド
洋のほぼ中央という、戦略的及び地政学的に重要
な位置に存在しているインドは、「インド太平洋」
という概念が国際社会に浸透しつつあることもあ
いまって地政学的プレーヤーとして存在感を増し
ており、国際社会からもインドが果たす役割への
期待が高まっている。

2019年5月に発足した第二次モディ政権は、
外交面では南アジア諸国との関係を強化する近隣
諸国優先政策を維持しつつ、「アクト・イースト」
政策に基づき関係強化の焦点をアジア太平洋地域
へと拡大させているほか、米国、ロシア、欧州な
どとの関係も重視する積極的な対外政策を展開し
ている。国防分野においても、インド洋を中心に
海洋安全保障への取組を重視しており、各国との
連携を深めている。2015年10月に公表した海洋
安全保障戦略では、貿易をインド洋に依存してい
るため、同海域を重視するとともに、ペルシャ湾
や紅海からマラッカ海峡などを含む自国を中心と
した広い海域を国益が存在する「主要関心地域」
と規定し、近隣海域における安全保障提供者にな
るとしている。

インドは、三軍種で編成される統合司令部とし
て、2001年10月に地理的司令部であるアンダマ
ン・ニコバル司令部を、2003年1月にインドの
核 兵 器 を 管 理 す る 機 能 的 な 戦 略 部 隊 司 令 部

（Strategic Forces Command）を編成した。さ
らに、2020年12月、西部海軍司令部、東部海軍
司令部、アンダマン・ニコバル司令部及び南部航

空司令部を包摂する地理的司令部として海洋戦域
司令部（M

Maritime Theatre Command
TC）の新編計画が報じられた。

一方、中国及びパキスタンと国境未画定地域を
抱えているほか、国内においては、極左過激派や
分離独立主義者などの活動や、パキスタンとの国
境をまたいで存在しているイスラム過激派の動向
も懸念されており、インドにとって陸上国境への
備えや国内でのテロの脅威への対処は引き続き大
きな関心である。

2　軍事

インドは、特に海軍力及び空軍力の近代化にお
いて、海外からの装備調達や共同開発を推進して
おり、世界第2位の兵器輸入国であると指摘され
ている1。また、「メイク・イン・インディア」イニ
シアティブのもと、海外企業の国内国防産業への
直接投資の拡大や、他国との技術協力強化を通じ
た装備品の国産化を推進している。

このうち、海上戦力としては、通常動力型のロ
シア製空母「ヴィクラマディチャ」を運用している
ほか、フランス、イタリアの支援を受けて通常動力
型の国産空母「ヴィクラント」を建造中である。ま
た、潜水艦については、ロシア製のアクラ級攻撃
型原子力潜水艦をリース方式により導入している
ほか、ロシアの支援を受けたインド初の国産の弾
道ミサイル原子力潜水艦「アリハント」が2016年
8月に就役したと伝えられており、2020年1月、
インドは水中プラットフォームから潜水艦発射弾
道ミサイル「K-4」の試験発射を実施した。

また、フランスと協力して通常動力型潜水艦6
隻の自国生産を進めている。

一方、航空戦力としては、多目的戦闘機導入計
画の一環として、2016年9月にフランス製ラ
ファール戦闘機36機を同国から購入する契約に
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署名し、2020年7月に最初の5機がインドに到
着したと報じられた。ロシアとの技術移転協定に
基づき、インド国営企業が2001年から合計222
機のライセンス生産をしているSu-30MKI戦闘
機については、2021年2月、最後の2機の製造を
完成させた旨報じられている。

図表Ⅰ-2-8-1（インド・パキスタンの兵力状況（概数））

なお、インドは、2003年に発表された核ドク
トリンに基づき、最小限の核抑止、核の先制不使
用、核兵器非保有国への不使用、1998年の核実
験の直後に表明した核実験の一時休止（モラトリ
アム）の継続などを維持している。また、各種弾
道ミサイルの開発、配備を推進しており、2018
年12月に「アグニ5」の、2019年11月に「アグ
ニ2」の発射試験を実施したほか、射程が最大で1
万kmに及ぶとされる「アグニ6」の開発にも着手
していると伝えられており、弾道ミサイルの射程
の延伸などの性能向上を追求しているとみられ
る。巡航ミサイルについては、ロシアと共同開発
した超音速巡航ミサイル「ブラモス」を配備して
いるほか、極超音速巡航ミサイル「ブラモスⅡ」

2	 「アグニ5」は、射程約5,000～8,000km、移動型で3段式固体燃料推進方式の弾道ミサイル、「アグニ6」は、射程約8,000～10,000km、3段式固体/液体
燃料推進方式の弾道ミサイル、「ブラモス」は、射程約300～500km、固体/ラムジェット推進方式の超音速巡航ミサイルと指摘されている。また、弾道ミ
サイル防衛システムは、高度80kmまでの高層用ミサイル（PAD）と高度30kmまでの低層用ミサイル（AAD）による2段階の迎撃システムを開発中と指
摘されている。

3	 「マラバール」は米印の二国間海軍共同演習であったが、わが国は2007年から参加しており、2017年から2019年までの「マラバール」は日米印3か国の
共同訓練として実施した。また、2020年11月、オーストラリアも参加して日米豪印4か国の共同訓練として実施した。

4	 SIPRI	YEARBOOK	2020が実施した2015年から2019年までの統計による。

や弾道ミサイル防衛システムも開発中である2。

3　対外関係

（1）米国との関係
インドは、米国との関係強化に積極的に取り組

んでいる。両国は、わが国も交えて「マラバール」3

などの共同演習を定期的に行っているほか、近
年、米国はインドにとって主要な装備調達先の一
つになっている4。

2016年6月にモディ首相が訪米した際には、
米国はインドを「主要な国防パートナー」と認識
していることを表明した。同年8月には、国防相
による共同声明において、米国はインドとの防衛
分野の貿易及び技術の共有を最も緊密な同盟国及
びパートナー国と同等の水準まで引き上げること
に合意したほか、後方支援協力に関する覚書に調
印している。

2017年6月、モディ首相が訪米し、トランプ米
大統領との初の首脳会談を実施した際には、引き
続き、戦略的パートナーシップを強化していくこ
とで両国は一致した。また、2018年9月には初と
なる米印「2＋2」閣僚会合を実施し、先端防衛シ
ステムへのアクセスを促進し、インドが保有する
米国製プラットフォームの最適な活用を可能とす

 参照

米印「2＋2」閣僚会合【米国防省】

図表Ⅰ-2-8-1 インド・パキスタンの兵力状況
（概数）

500km

パキスタン

インド

約56万人
約90隻　約10万t
約440機

約124万人
約310隻　約46万t
約880機

【凡例】

陸上兵力（20万人）
艦　　艇（10万t）
作 戦 機（200機）

（注）　1　資料は、「ミリタリー・バランス（2021）」などによる。
　　　2　作戦機には、海軍機を含む。
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る通信互換性安全保障協定を締結した。さらに、
2019年11月、両国は初となる多軍種共同演習

「タイガー・トライアンフ」を実施したほか、
2020年10月、3回目となる米印「2＋2」閣僚会
合が実施され、「地理空間協力のための基礎的な
交換・協力協定」（B

Basic Exchange and Cooperation Agreement
ECA）を締結した。

（2）中国との関係
2節3項4（3）（南アジア諸国との関係）p.46

（3）ロシアとの関係
5節5項5（1）（アジア諸国との関係）p.92

（4）南アジア諸国・東南アジア諸国との関係
インドは、2015年6月に公表した「変容する外

交」の中で、南アジア諸国との関係を強化する近
隣諸国優先の方針を明確にした。こうした方針に
基づき、インドは、2019年11月、スリランカと

の間でテロ対策などのために45億米ドルを、
2018年12月にはモルディブとの間で経済開発
などのため47億米ドルをそれぞれ援助すること
で合意している。このほか、バングラデシュとの
間では、2017年4月に経済開発などのため45億
米ドルをインドが援助することで合意するととも
に、防衛分野における5億米ドルの援助を含む防
衛協力に関する覚書を締結している。

東南アジア諸国などのアジア太平洋地域に所在
する国々に対しては、「アクト・イースト」政策に
基づき、二国間・地域的・多国間での関与を継続
し、経済・文化関係を促進するとともに、戦略関
係の発展を図るとしている。インドはロシア製装
備品の運用経験を活用し、ベトナムやマレーシア
などロシア製装備品を運用する国に対して能力構
築支援を行っている。また、2019年9月、インド、
シンガポール、タイの3か国による初の海上合同
演習が実施された。

2 	パキスタン	パキスタン

1　全般

パキスタンは、南アジア地域の大国であるイン
ドと、情勢が不安定なアフガニスタンに挟まれ、
中国及びイランとも国境を接するという地政学的
に重要かつ複雑な環境に位置している。特に、ア
フガニスタンとの国境地域ではイスラム過激派が
国境を超えて活動を行っており、テロとの闘いに
おけるパキスタンの動向は国際的に関心が高い。

パキスタン政府は、アフガニスタンにおける米
国の活動に協力しているが、これに対する国内の
反米感情の高まりやイスラム過激派による報復テ
ロの発生により、国内治安情勢が悪化するなど、
困難な政権運営を余儀なくされている。パキスタ
ン軍などが武装勢力に対する掃討作戦を強化した
ことで、テロによる被害は大きく減少したとされ
るものの、引き続きテロが散発的に発生している。

こうした中、2017年以降、対テロ作戦「ラー
ド・ウル・ファサード」を継続しているほか、過
激派勢力のアフガニスタンからの越境を防ぐた
め、国境沿いにフェンス及び警備拠点の整備を進

めている。

2　軍事

パキスタンは、インドの核に対抗するために自
国が核抑止力を保持することは、安全保障と自衛
の観点から必要不可欠であるとの立場をとってい
る。1970年代から核開発を開始したとみられて
おり、1998年、同国初の核実験を行った。

パキスタンは、核弾頭を搭載可能な弾道ミサイ
ル及び巡航ミサイルの開発も進めており、近年、
試験発射を行っている。2015年には、弾道ミサ
イル「シャヒーン3」の発射試験を3月と12月の
2回にわたり実施したほか、2016年1月には巡航
ミサイル「ラード」の航空機からの発射試験を
行った。また、2017年1月には、M

Multiple Independently targetable Re-entry Vehicle
IRV化された

とする弾道ミサイル「アバビール」の発射試験を
行うとともに、前年に続き、2018年3月にも、潜
水艦発射型の巡航ミサイル「バーブル」の発射試
験を行った。さらに、2019年11月には、インド
の弾道ミサイル発射に続き、パキスタンも弾道ミ

 参照
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サイル「シャヒーン1」を発射させるなど、ミサイ
ルの戦力化を着実に進めているとみられる5。

中国とはアルハリッド戦車及びJF-17戦闘機の
共同開発を行い、自国生産したJF-17 BlockⅠ及び
BlockⅡを85機運用しているほか、JF-17 Block
Ⅲの製造を開始している。また、パキスタンが「海
軍のバックボーン」と位置づける潜水艦8隻を中
国から調達する予定とし、4隻は中国で、残りの4
隻はパキスタンで建造されると報道されている。

3　対外関係

（1）米国との関係
パキスタンは、アフガニスタンにおける米軍の

活動を支援するほか、アフガニスタンとの国境地
域においてイスラム過激派の掃討作戦を行うな
ど、テロとの闘いに協力している。

一方で、パキスタンは米国に対し、国内でのイ
スラム過激派に対する無人機攻撃の即時停止など
を求めて、たびたび抗議を行っている。

これに対し米国は、パキスタンがアフガニスタ
ンで活動するイスラム過激派の安全地帯を容認し
ていることが、米国への脅威となっているとし
て、パキスタンを非難してきた。2017年8月、ト
ランプ米大統領は、米国を標的にするテロリスト
をかくまうような国とのパートナーシップは成立

5	 「シャヒーン3」（ハトフ6）は、射程約2,750km、移動型で2段式固体燃料推進方式の弾道ミサイル、「アバビール」は、射程約2,200km、新型の弾道ミサイ
ル、「ラード」（ハトフ8）は、射程約350kmの巡航ミサイル、「バーブル」（ハトフ7）は、射程約750kmの超音速巡航ミサイルと指摘されている。

6	 カシミールの帰属については、インドが、パキスタン独立時のカシミール藩王のインドへの帰属文書を根拠にインドへの帰属を主張し、1972年のシムラ協
定（インド北部のシムラにおいて実施された首脳会談を経て紛争の平和的解決や軍の撤退について合意されたもの）を根拠に二国間交渉を通じて解決すべ
きとしているのに対し、パキスタンは1948年の国連決議を根拠に住民投票の実施により決すべきとし、その解決に対する基本的な立場が大きく異なって
いる。

しえないとの立場を示し、同月、パキスタンに対
する援助のうち、国務省が管轄する対外軍事融資
2億500万ドルの停止を発表した。これに続き、
2018年1月には、国防省が管轄する安全保障関
連の援助を停止する方針が発表され、同年9月に
は国防省が管轄する連合支援基金3億ドルの支援
を停止することが報じられた。

こうした両国間の緊張関係が続く中、2019年
7月、カーン首相が訪米し、トランプ米大統領と
初の首脳会談を実施した。会談では、テロ対策や
アフガニスタン和平などについて意見を交わすと
ともに、亀裂が深刻化している両国関係の修復策
について話し合われた。訪米直前、パキスタンは、
同国を拠点とするイスラム過激派ラシュカレ・タ
イバの共同設立者であり、2008年にムンバイで
起きた同時テロの首謀者として米政府から懸賞金
がかけられているハフィス・サイード容疑者を逮
捕し、米国にテロ対策への取組をアピールすると
ともに、会談後、カーン首相は米国との相互理解
を深めたとの認識を明らかにし、「パキスタンは
アフガニスタン和平の前進に向け、できる限りの
ことをする」と強調するなど、関係改善の意図が
伺われ、今後の両国の対応が注目される。

（2）中国との関係
2節3項4（3）（南アジア諸国との関係）p.46

3 	カシミール地方の帰属をめぐるインドとパキスタンとの対立	カシミール地方の帰属をめぐるインドとパキスタンとの対立
インドとパキスタンは、カシミールの帰属をめ

ぐり主張が対立しており6、過去に三度の大規模な
武力紛争が発生した。カシミール問題は、両国の
長年にわたる懸念事項であり、カシミール地方で

は両国間で管理ラインを挟んで衝突がたびたび発
生していることもあり、両国は対話の再開と中断
を繰り返している。

 参照
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中国とインドの国境は、一般的に東西約3,500km
と言われており、これはわが国の北端（択捉島）か
ら西端（与那国島）までの約3,300kmに比肩する
距離です。国境地域の多くは標高が高く、世界で最
も標高の高いエベレストを含むヒマラヤ山脈が連な
る山岳地帯です。
ヒマラヤ山脈は、歴史的に中国側とインド側の両

勢力の間で大規模な衝突を防ぐ緩衝地帯として機能
していましたが、1950年代に中国がチベットを自
治区として組み込んだことにより、中国とインドは
ヒマラヤ山脈を挟む形で直接的に国境を接するよう
になり、状況は変化しました。この中印国境は未画
定であることから、国境地帯で中印両軍が衝突して
死傷者が生じる事件が断続的に発生し、両国の関係
が悪化しました。中でも、1962年の武力衝突は大
規模な戦闘となりました（中印国境紛争）。その後
も、国境地域で両軍が衝突する事件が断続的に発生
し、軍事的な緊張が続いています。
こうした状況を踏まえ、1993年、中印両国は、国

境問題が終局的に解決されるまでの間、国境地域に
おける大規模な軍事衝突を防ぐことを目的として、
暫定的な国境である実効支配線（Line	of	Actual	
Control）の管理にかかる最初の協定（以下、「LAC
管理協定」という。）を締結しました。LAC管理協定
は複数存在しますが、主な内容としては、国境地域
における軍事力行使の禁止、大規模な軍事演習の禁
止、国境問題にかかる作業部会の設置及び有事の際
の協議メカニズムの設置があげられます。特に、国
境地域における軍事力の使用が禁止されたことによ
り、1990年代以降、銃や火砲などの火器を用いた
戦闘は発生しておらず、また、衝突が発生した際も、
両国の間でLAC管理協定に基づく協議が速やかに
行われるため、事態の悪化が回避されていました。
こうした中、2020年5月、インドが実効支配す

るシッキム州及びラダック州の実効支配線におい
て、中印両軍の部隊が対峙し、殴り合う事件が発生
し、中印両国の間で再び緊張が高まりました。特に、
同年6月15日には、ラダック州のガルワン渓谷に

おいて、両軍の部隊が激しく衝突し、インド側だけ
で死者20名が出たと公表されているほか、少なく
とも76名の負傷者が出たと報道されています。一
方、中国側の死傷者については、2021年2月に国
防部が死者4名と公表しました。衝突に至った背景
については明らかになっておらず、両国の外務大臣
は互いに相手国の協定違反を非難しています。
その後も、中国とインドは、LAC管理協定に基づ

く現地司令官級会談を定期的に行い、両国部隊の実
効支配線からの早期完全撤退と段階的な緊張緩和を
確認してきました。しかし、実効支配線における両
国の部隊のにらみ合いはその後も続いており、
2021年1月にはシッキム州で両軍の衝突が発生す
るなど、完全な緊張緩和にはいたっていないのが現
状です。
この地域の大国である中印間の関係は、インド太

平洋地域の安全保障環境に大きな影響を及ぼしかね
ないものであり、今後とも中印国境問題の動向が注
目されます。

Sources: Esri, DigitalGlobe, Easrthstar Geographics, USDA, USGS,
and the GIS community

図表 Ⅰ―２－８－ＸＸ ガルワン渓谷

資資料料源源：：

中国
実効支配

インド
実効支配

年 月 日に死傷者
が生じる衝突が起こった
とみられる場所

図表Ⅰ―２－８－ＸＸ 中印国境全体図

500 km

エベレスト山
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図：中印間の実行支配線（LAC）
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欧州・カナダ第9節

1 	全般	全般
冷戦終結以降、欧州の多くの国では、欧州域内

やその周辺における地域紛争の発生、国際テロリ
ズムの台頭、大量破壊兵器の拡散、サイバー空間
における脅威の増大といった多様な安全保障課題
に対処する必要性が認識されてきた一方で、国家
による大規模な侵攻の脅威は消滅したと認識され
てきた。しかし、2014年2月以降のウクライナ情
勢の緊迫化を受け、ロシアによる力を背景とした
一方的な現状変更の試みや、「ハイブリッド戦」に
対応すべく、既存の戦略の再検討や新たなコンセ
プト立案の必要に迫られている。また、国際テロ
リズムに関しては、各国国内におけるテロとみら
れる事案の発生を受け、その対応が急務となって

いる。さらに、長期化するシリア内戦など、混迷
する中東情勢を背景として急増した難民・移民を
めぐる問題をはじめ、依然として国境の安全確保
が課題となっている。

こうした課題・状況に対処するため、欧州では、
北大西洋条約機構（N

North Atlantic Treaty Organization
ATO）や欧州連合（E

European Union
U）と

いった多国間の枠組みをさらに強化・拡大しつ
つ、欧州域外の活動にも積極的に取り組むなど、
国際社会の安全・安定のために貢献している。ま
た、各国レベルでも、安全保障・防衛戦略の見直
しや国防改革、二国間・多国間での防衛・安全保
障協力強化を進めている。

図表Ⅰ-2-9-1（NATO・EU加盟国の拡大状況）

2 	多国間の安全保障の枠組みの強化	多国間の安全保障の枠組みの強化

1　NATO

加盟国間の集団防衛を中核的任務として創設さ
れたNATOは、冷戦終結以降、活動範囲を紛争

予防や危機管理にも拡大させた。
2010年11月のNATO首脳会合において、11

年ぶりとなる新しい戦略概念が採択され、①北大
西洋条約第5条に基づく集団防衛、②紛争予防や

 参照

図表Ⅰ-2-9-1 NATO・EU加盟国の拡大状況

オーストリア
フィンランド
スウェーデン
アイルランド

マルタ
キプロス

フランス　ドイツ
イタリア　ベルギー

オランダ　ルクセンブルク
スペイン　ポルトガル
ギリシア　チェコ

ハンガリー　ポーランド
デンマーク　スロバキア
リトアニア　エストニア
ラトビア　ルーマニア
ブルガリア　スロベニア

クロアチア

米国
英国（注）

カナダ
ノルウェー
アイスランド

トルコ
アルバニア
モンテネグロ
北マケドニア

NATO（30か国）

EU(27か国）
（※2020年3月現在）

現在の加盟国 加盟国の拡大状況

EU原加盟国 95年までにEU加盟 04年5月、EU加盟
07年1月、EU加盟 13年7月、EU加盟
NATO原加盟国 82年までにNATO加盟 99年にNATO加盟
04年3月、NATO加盟 09年4月、NATO加盟

20年3月、NATO加盟17年6月、NATO加盟
（注）英国は、2020年1月31日、EUを離脱。
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紛争後の安定化・復興支援を含む危機管理、③軍
備管理・軍縮、不拡散への積極的な貢献を含む協
調的安全保障の3つをNATOの中核的任務と規
定している。2020年6月には、2030年に向け
NATOの機能強化を検討する「NATO2030」の
始動が発表され、中国の台頭、サイバー攻撃、破
壊的技術、気候変動、ロシアによる活発な軍事活
動など、NATOが直面する全ての大きな課題に
取組むべく、NATOをより政治的に活用してい
く方策などの検討が行われている。

安全保障環境の変化や米国とそれ以外の加盟国
の差の拡大を踏まえ、NATO加盟国は2014年、
防衛支出を対GDP比2％以上の額とする目標を、
2024年までに達成することで合意した。2019年
12月、NATO創設70周年首脳会合において、ロ
ンドン宣言が採択された。同宣言では、北大西洋
条約第5条に基づく集団防衛への厳格なコミット
メントを再確認するとともに、防衛支出のさらな
る増額を表明している。

また、同会合では中国の台頭について初めて議
論 され、中国の 影 響 力と国際 政 策 の 拡 大は、
NATO加盟国として、共に取り組む必要がある機
会と挑戦をもたらすとの認識が明記された。2020
年6月、ストルテンベルグ事務総長が「NATO 
2030」のビジョンについて述べた中で、NATO領
域（北極やサイバー空間など）への中国の接近に対
し、オーストラリア、ニュージーランド、日本及び
韓国などの価値観を共有する国と協力が必要と言
及している。同年12月の外相会合では、アジアの
パートナー国からも代表が参加し、中国の台頭に
対する協力について議論が行われている。

NATO及び加盟国は、ロシアによる「ハイブ
リッド戦」の展開や、ロシア軍機によるバルト諸
国を含む北欧・東欧地域での活発な「特異飛行」
などを受け、ロシアの脅威を再認識し、抑止力の
強化を図っている。2014年9月のNATO首脳会
合では、ロシアに対しクリミア「併合」を撤回する
よう要求する共同宣言や、既存の即応部隊の強化
を行う即応性行動計画（R

Readiness Action Plan
AP）を採択した1。本計

画に基づき、東部の同盟国におけるプレゼンスを

1	 RAPは、兵力連結構想（CFI：Connected	Forces	 Initiative）の具体的な取組として承認されたものである。CFIとは、加盟国が共同で演習・訓練を実施で
きる枠組みを提供することや、加盟国間やパートナー国との共同訓練の強化、相互運用能力の向上、先進技術の利用などを図るものである。

継続するとともに、既存の多国籍部隊である
NATO即応部隊（N

NATO Response Force
RF）の即応力を著しく強化

し、2～3日以内に出動が可能な高度即応統合任務
部隊（V

Very High Readiness Joint Task Force
JTF）が創設された。また、2016年7月の

NATO首脳会合では、バルト三国及びポーランド
に大隊規模の4個多国籍部隊をローテーション展
開することが決定され、2017年には完全運用体
制に入った。さらに、2018年7月のNATO首脳
会合では、2020年までに30個機動大隊、30個飛
行隊及び戦闘艦30隻を30日以内に展開可能な状
態で保持する「4つの30」と呼ばれる即応態勢を
整えることが決定された。同会合では司令部改革
も決定され、米国と欧州を結ぶ大西洋のシーレー
ンの防衛強化を目的とする司令部（Joint Force 
Command Norfolk）がノーフォーク（米国）に、
欧州域内外での部隊や装備の輸送の迅速化を目的
と す る 司 令 部（Joint Support and Enabling 
Command）がウルム（ドイツ）に新設された。ロ
シアに対する認識については、ロシアと各国との
地理的な距離の違いなどを背景に加盟国において
温度差がみられるが、ロシアの影響に対応する措
置をとりつつ、見解の相違を減らし予見可能性を
高めるため、対話の機会は維持している。

NATOは、集団防衛と並ぶ主要な任務として、
域内外における危機管理の作戦や任務を実施して
いる。地中海においては、地中海経由の不法移民
の増加などを背景として、2016年2月より、エー
ゲ海に常設艦隊を展開し、不法移民などの流入動
向を監視して、トルコやギリシャなどに情報提供
を行っている。また、同年11月から、危機管理任
務である「シー・ガーディアン作戦（Operation 
Sea Guardian）」を開始し、テロ対策や能力構築
支援などの広範な任務を実施している。

NATOは、2015年1月から、アフガニスタン
治安部隊（A

Afghan National Defense and Security Forces
NDSF）に対する訓練や助言及び支

援を主任務とする「確固たる支援任務」（R
Resolute Support Mission

SM）を
主導している。2018年7月のNATO首脳会合で
は、現地情勢に適切な変化の兆候が見えるまで、
アフガニスタンにおけるプレゼンスを維持すると
ともに、治安部隊への財政支援を2024年まで延
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長するなど、アフガニスタンへの支援を強化する
と決定し、要員約1万7,000人を同国内に展開し
ている。

ISILに対しては、早期警戒管制機部隊を派遣
し、2016年10月から、監視・偵察任務を遂行し
ている。また、2018年7月のNATO首脳会合に
おいて、イラクにおける新たな任務（N

NATO Mission Iraq
MI）を開

始することを発表し、イラク軍保安部隊に対して
訓練や能力構築などの支援を実施している。
2020年2月のNATO国防相会合では、中東情勢
の安定化に貢献するため、イラクにおける訓練任
務の強化が確認され、2021年2月のNATO国防
相会合では、約500名から約4,000名への人員増
及び任務実施場所の拡大が合意された。NATO
はこのほか、コソボなどで任務を実施している。

NATOを軸として様々な取組が進展する一方、
一部加盟国の間では地域問題などをめぐる立場の
相違が顕在化している。例えば、リビア内戦をめ
ぐっては、各国が武器輸出を含む外国による介入
の停止を求める中、トルコがリビアへの軍事支援
などを継続していることを受け、フランスが強く
非難した。さらに、2020年6月、東地中海上でフ
ランス軍の艦艇が対リビア武器禁輸違反の疑いで
トルコ関係船舶の検査を試みた際、随伴していた
トルコ海軍艦艇からレーダー照射を受けたとして
フランスが抗議した。トルコは事実無根として否
定したものの、フランスは同事案をきっかけとし
て「シー・ガーディアン作戦」への参加を停止す
る と 発 表 す る な ど、リ ビ ア を め ぐ る 問 題 は
NATOの活動にも影響を及ぼしている。このほ
か、東地中海をめぐっては、2009年以降キプロ
スの沖合などで発見された大型ガス田の開発が進
められているが、トルコとギリシャなどの間で排
他的経済水域を含む境界線が画定していない中、
ギリシャなどがトルコの関与を伴わずにエネル
ギー開発を共同で進めていることをトルコは問題
視している。こうした中、2020年8月、トルコが
国益を守るためとしてギリシャとの係争海域で資
源探査を開始すると、反発したギリシャやフラン

2	 EUは、1993年に発効したマーストリヒト条約において、強制力を持たない政府間協力という性質を有しながらも、外交・安全保障にかかわるすべての領
域を対象とした共通外交・安全保障政策（CFSP）を導入した。また、1999年6月の欧州理事会において、紛争地域などに対する平和維持、人道支援活動を
実施する「欧州安全保障・防衛政策」（ESDP：European	Security	and	Defence	Policy）をCFSPの枠組みの一部として進めることを決定した。2009年
に発効したリスボン条約は、ESDPを共通安全保障防衛政策（CSDP）と改称したうえで、CFSPの不可分の一部として明確に位置づけた。

スが東地中海で軍事プレゼンスを強化するなどの
対応をとり、その際にトルコとギリシャの艦艇同
士が接触する事故も起きた。こうした事態を懸念
したNATOはトルコ・ギリシャ間の軍事衝突防
止メカニズムを構築するための協議の仲介に乗り
出し、米国も軍事的緊張の高まりは大西洋諸国間
の結束の亀裂を望む敵を利するだけであるとして
関係国に外交的解決を求めた。トルコも対話によ
る解決を呼びかけ、2021年1月、2016年に打ち
切られていた東地中海の資源調査に関するトルコ
とギリシャ間の協議がイスタンブールで開始され
ることが発表された。

2　EU

EUは、共通外交・安全保障政策（C
Common Foreign and Security Policy

FSP）及び
共通安全保障・防衛政策（C

Common Security and Defence Policy
SDP）2のもと、安全

保障分野における取組を強化しており、2016年
6月の欧州理事会で、約10年ぶりとなるEUの外
交・安全保障政策の基本的方向性を示す文書「外
交・安全保障政策に関するグローバル戦略」を採
択した。同文書では、欧州東部の秩序に対する脅
威や、中東・アフリカにおけるテロなどの脅威に
対して、法の支配に基づく秩序や民主主義といっ
た理念に基づき、EU内外の抗たん性の強化など
に取り組むとしている。同年11月には、欧州委員
会は「欧州防衛基金（E

European Defence Fund
DF）」の創設をはじめとす

る欧州防衛協力強化のための行動計画を発表し
た。

2017年12月、加盟国のうち25か国が参加す
る防衛協力枠組みである「常設軍事協力枠組み」

（P
Permanent Structured Cooperation
ESCO）が発足した。本枠組みにより、装備品

の共同開発や部隊の即応展開に資するインフラ整
備などの共通のプロジェクトに各国が出資し協働
することで、欧州の防衛力強化が期待されている。
このように、EUは、欧州の現在及び将来の安全
保障上の要求に応えることで、安全保障を担う存
在として行動する能力と自身の戦略的自立性を高
めようとしている。
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ウクライナ危機を受け、EUはロシアの軍事的
対応を非難し、ロシアに対する経済制裁を行って
いる。また、ウクライナの経済・政治改革を支援
するため、大規模な資金援助を行うなど、非軍事
面における関与を継続している。

ISILの脅威に対しては、シリア及びイラクに人
道支援のための資金供与のほか、中東・北アフリ
カ諸国などと協力してテロ対策の能力構築支援な
どを行っている。また、2015年11月、パリ同時
多発テロを受けたフランスの要請に基づき、EU
として初めて、相互防衛義務を定めた、いわゆる

「相互援助条項」を発動し、加盟国による支援が実
施された。

EUは、2003年以降、CSDPのもと軍事作戦及び
非軍事任務を積極的に展開してきた3。2008年12
月に開始した初の海上任務となるソマリア沖・ア
デン湾での海賊対処活動「アタランタ作戦」では、
各国から派遣された艦船や航空機が船舶の護衛や
同海域における監視などを行っており、自衛隊部隊
との共同訓練も行われている。2017年7月以降は、
リビアから輸出される原油の違法取引に関する偵
察活動や関係機関との人身取引に関する情報共有
などの任務が新たに付与され、活動の範囲を広げて

3	 ペータースベルク任務と呼ばれ、①人道支援・救難任務、②平和維持任務、③平和創出を含む危機管理における戦闘任務からなる。

きた。2020年3月からは、対リビア武器禁輸監視
を主任務とする地中海での海上作戦「イリニ作戦

（Operation Irini）」が実施されている。

3　NATO・EU間の協力

前例のない課題への効率的な対処を目指し、
NATO・EU間の協力に関しても進展がみられ
る。2016年7月のNATO首脳会合において、ハ
イブリッド脅威への対処、サイバー防衛など
NATOとEUが優先的に協力して取り組むべき
分野をあげた共同宣言が発表されたほか、2018
年7月のNATO首脳会合において、NATO・EU
間の協力関係が相当に進展しているとしたうえ
で、さらなる協力を進める分野として、軍の機動
性やテロ対策などを挙げた共同宣言が発表されて
いる。こうした提言を踏まえ、PESCOにおいて
は、EU域内外における軍人及びアセットの円滑
な移動のための体制整備をプロジェクトの1つと
しており、有事の際のNATOによる軍の迅速な
展開に資することが期待されるなど、NATO・
EUは安全保障に関する取組を強化するため、相
互に補完し合う形で協力を進展させている。

3 	欧州各国などの安全保障・防衛政策	欧州各国などの安全保障・防衛政策

1　英国

英国は、冷戦終結以降、自国に対する直接の軍
事的脅威は存在しないとの認識のもと、国際テロ
や大量破壊兵器の拡散などの新たな脅威に対処す
るため、特に海外展開能力の強化や即応性の向上
を主眼とした国防改革を進めてきた。

2021年3月、ジョンソン政権は「安全保障、防
衛、開発、外交政策の統合的見直し（Integrated 
Review）」を発表した。2015年の「国家安全保障
戦略・戦略防衛安全保障見直し（NSS・SDSR）」
に代わるものとして、EU離脱後の外交方針「グ
ローバルな英国」のもと、より競争的な時代へ適応
するため、外交、開発も含めた包括的な戦略が打ち

出された。英国と国際秩序に影響を与える傾向と
して、インド太平洋地域の重要性増大などの地政
学的変化、民主主義と権威主義などの体制上の競
争、急速な技術的変化、気候変動などの国家を越え
た問題、の4つの傾向が特に重要であるとした。

さらに同月、国防省は、「統合的見直し」を補完
し、防衛に関する詳細を示すものとして「競争的
時代における防衛」と題した「国防に関する議会
討議資料」を発表した。様々な脅威に対処するた
め、国防費を増額し、宇宙・サイバーなど新領域
へ重点投資するほか、艦船、航空機の更新、陸軍
の兵力削減などを打ち出した。さらに、核弾頭の
保有上限数を引き上げ、核抑止力の強化も実施す
るとした。
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また、国際秩序の維持により積極的な役割を果
たすとし、米国・欧州諸国・NATOなどとの関係
を維持・強化しつつ、インド太平洋への「傾斜」
を表明した。具体的には、航行の自由、国際法を
守るため、2021年に空母「クイーン・エリザベス」
率いる空母打撃群の展開、ASEAN諸国などとの
能力構築・訓練強化など、同地域のパートナーと
協働する姿勢を示した。最近では、北朝鮮籍船舶
との「瀬取り」を含む違法な海上活動を監視する
国際的な努力に貢献するため、2018年12月及び
2019年1月にフリゲート「アーガイル」が、同年
2月下旬から3月上旬までフリゲート「モントロー
ズ」が、東シナ海を含むわが国周辺海域において
それぞれ警戒監視活動を行っており、日英間で
は、国連安保理決議の実効性を高める観点から、
情報共有などの協力を実施した。
「統合的見直し」では今後10年間で同地域への

関与を深め、他のどの欧州の国よりも大きく持続
的なプレゼンスを確立するとしており、今後、英
国の関与の動向が注目される。

2　フランス

フランスは、冷戦終結以降、防衛政策における自
立性の維持を重視しつつ、欧州の防衛体制及び能
力の強化を主導してきた。軍事力の整備について
は、基地の整理統合を進めながら、防護能力の強化
などの運用所要に応えるとともに、情報機能の強
化と将来に備えた装備の近代化を進めている。

マクロン政権が2017年10月に発表した「国防
及び国家安全保障に関する戦略見直し」では、国

内テロ、難民問題、ウクライナ危機など、フラン
スの直面する脅威は多様化・複雑化し、より急速
に烈度を増しているとし、また、多極化する国際
システムにおいて、軍事大国による競争が激化
し、エスカレーションの危険が増しているとして
いる。そして、こうした状況のもと、フランスは
集団防衛及び安心供与を含むNATO内における
責任を引き続き果たし、また、EUの防衛力強化
の取組を主導していくとしている。2018年6月
には、「戦略見直し」で示された国家安全保障戦略
を具現化するため、人的資源、装備の近代化、欧
州の戦略的自立の構築への寄与、技術革新の4つ
の柱を中心に構成される「2019-25年軍事計画
法」が成立し、この計画において2025年までに
累計約3,000億ユーロを国防費に割り当て、マク
ロン大統領の公約である2025年国防予算の対
GDP比2％達成を目標とすることが確認されて
いる。

フランスは、対ISIL作戦を国防上の最優先課題
の一つとして位置づけ、2014年9月以降はイラ
クにおいて、2015年9月以降はシリアにおいて
もISILに対する空爆を行っている。2019年4月
には、空母「シャルル・ド・ゴール」が東地中海
洋上から対ISIL作戦を支援したほか、2020年1
月には、同作戦支援のため、同空母を含む機動部
隊を1か月間東地中海方面へ派遣している。また、
同年6月、サヘル地域でアルカイダ系組織の最高
指導者を殺害した。同年7月にはフランス主導の
欧州特殊部隊「タクバ」の運用を開始している。
このほか、イラク治安部隊やペシュメルガなどに
対する教育・訓練や、難民に対する人道支援など
も引き続き行っている。

また、フランスは、2019年5月以降にオマーン
湾において民間船舶の航行の安全に影響を及ぼす
事案が発生したことなどを受け、2020年1月、オ
ランダやデンマークを含む欧州7か国とともに、
ホルムズ海峡における欧州による海洋監視ミッ
ション（E
European Maritime Awareness in the Strait of Hormuz

MASOH）の創設を政治的に支持する
旨の声明を発表した。同月からフランスは、湾岸
地域にフリゲート1隻を派遣し、警戒監視活動を
行っている。

フランスは、インド太平洋地域に海外領土を持

瀬取り監視のために訪日した英「モントローズ」
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つ関係上、同地域に常続的な軍事プレゼンスを有
する唯一のEU加盟国であり、艦艇などを含め約
6,000人が常駐している。同地域へのコミットメ
ントを重視しており、「戦略見直し」において、航
行の自由などの利益がアジア太平洋地域の戦略的
状況の悪化によって脅威にさらされる可能性を指
摘するとともに、太平洋及びインド洋の海外領土
において自らの主権を守る態勢を維持する旨明ら
かにしている。また、2019年6月に公表された仏
軍事省のインド太平洋国防戦略は、中国が、拡大
する影響力を背景にインド太平洋地域のパワーバ
ランスを変更しようとしているとし、米国、オー
ストラリア、インド及び日本との連携強化の重要
性を示している。さらに、フランスは、南太平洋
において多国間演習「南十字星」や「赤道」などを
積極的に主催しているほか、2018年2月にフリ
ゲート「ヴァンデミエール」をわが国に寄港させ、
海自と共同訓練を実施した。2019年3月には、空
母「シャルル・ド・ゴール」を中心とする空母機
動群が出港しており、2019年5月インド洋に展
開する機会をとらえ、海自護衛艦「いずも」等と
日仏豪米共同訓練を実施した。加えて、同月には、
Falcon200哨戒機を派遣し、北朝鮮籍船舶との

「瀬取り」を含む違法な海上活動に対する警戒監
視活動を実施している。同年フリゲート「ヴァン
デミエール」が、2021年2月中旬から3月上旬ま
でフリゲート「プレリアル」が、東シナ海を含む
わが国周辺海域において警戒監視活動を行い、日
仏間では、国連安保理決議の実効性を高める観点
から、情報を共有するなどの協力を実施した。
2020年から2021年にかけて実施されている長
期遠洋航海ミッションの一環として、原子力潜水
艦「エムロード」が南シナ海において哨戒活動を
実施し、活動完了後、パルリ軍事相は「南シナ海
への知見を深め、どの海でも国際法が唯一有効な
規則であると明示するため実施」したと表明した。
本活動においては、豪西方の基地に寄港し、豪フ
リゲートなどと共同演習を実施したのち、グアム
へ寄港したほか、2020年12月には沖ノ鳥島周辺
で日米仏共同訓練に参加している。2021年1月
には「戦略見直し」の追補版となる「戦略のアッ
プデート2021」の中で、ロシアの戦略的脅迫、中

国の南シナ海などへの海洋進出などに警戒感を示
し、インド太平洋地域において、特に日豪印との
協力のもと、同地域へ貢献していく旨表明してお
り、同地域への関与を強めている。

3　ドイツ

ドイツは、冷戦終結以降、兵力の大幅な削減を進
める一方で、国外への連邦軍派遣を徐々に拡大す
るとともに、NATOやEU、国連などの多国間機構
の枠組みにおいて紛争予防や危機管理を含む多様
な任務を遂行する能力の向上を主眼とした国防改
革を進めてきた。しかし、安全保障環境の悪化を受
け、2016年5月には方針を転換し、兵力を2023年
までに約7,000人増員することを発表した。

2016年7月に、約10年ぶりに発表された国防白
書では、ドイツの置かれている安全保障環境は一
層複雑化、不安定化し、徐々に不確実性が高まって
いるとし、国際テロリズム、サイバー攻撃、国家間
紛争、移民・難民の流入などを具体的脅威として
あげている。そして、多国間協調及び政府横断的な
アプローチを引き続き重視するとともに、ルールに
基づく国際秩序の実現に努めるとした。

ドイツは2015年以降、イラクにおいて、イラ
ク治安部隊に対する教育・訓練などの能力構築支
援を行っており、2015年11月のパリ同時多発テ
ロを受けて、同年12月に対ISIL軍事作戦を実施
中の有志連合軍に対し、偵察や空中給油などの後
方支援任務を拡大した。偵察任務は2020年3月
をもって終了したが、2020年10月には、能力構
築支援任務及び空中給油などの後方支援任務につ
いて2022年1月31日まで延長することを決定
している。

また、2020年9月には、インド太平洋にかかる
外交指針を規定した「インド太平洋ガイドライン」
を閣議決定した。その中で、同地域における安全
保障政策面での関与を強化すると表明し、日本な
どの共通の価値観を持つパートナー国との連携を
重視する姿勢を明示した。具体的な取組として、
対北朝鮮制裁の監視、演習への参加、海上でのプ
レゼンス、サイバー安全保障協力などを掲げてい
る。また、同年11月から12月にかけて、インド
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太平洋ガイドラインに基づき、オーストラリア、シ
ンガポール、日本などとオンラインフォーラムを
実施し、インド太平洋におけるプレゼンス強化や、
海洋・サイバー・装備品分野における協力強化な
どを提唱した。さらに、ルールに基づく秩序などを
目標として掲げ、フリゲート1隻を近くインド太
平洋地域に派遣すると発表するなど、今後のドイ
ツによる同地域への関与の動向が注目される。

4　カナダ

カナダは、財政上の課題もあり、冷戦終結後に
国防費の大幅な削減を進めた。この際、現役兵力
は最大時の約8万9,000人から6万人以下まで削
減されたが、一方で海外での内戦や国際テロリズ
ムなど新たに現出した安全保障上の課題に対処す
るための作戦上の兵力所要は増大していた。こう
した状況を受けて、冷戦終結による「平和の配当」
は短命であったと結論づけ、2000年ごろから国
防費を一定期間増額するとともに、兵力数を増大
してきた。

カナダ国防省は2017年6月、約9年ぶりとな
る国防政策文書を発表した。本文書では、米国は
今も唯一の超大国である一方、国際的影響力を増
しつつある中国や、現行の安全保障環境を試そう
とする意図を持つロシアなどとの間で大国間競争
が復活し、再び抑止力の重要性が高まっていると
の認識を示している。こうした安全保障環境の認
識のもと、国土と北米地域の安全を国防政策の基
本に据えるとともに、世界の安定が自国の国防に
直結しているとの考えから、積極的な国際貢献も
国防政策の基本として位置づけている。また、防
衛力整備にあたっては、宇宙やサイバー、インテ
リジェンス、遠隔操縦システムといった分野を重
視する方針を示しており、2010年代に一旦減少
に転じた国防予算を10年間で70パーセント以上
増額するとともに、現役兵力数を3,500人増員し
7万1,500人とする計画を掲げている。このほか、
カナダは2019年9月、北極地域に関する政策枠
組みを発表し、同地域の戦略的、軍事的、経済的

4	 当初、カナダ軍は世界の安全・安定のための海上作戦である「プロジェクション作戦」の一環として対北朝鮮制裁履行活動に従事していたが、2019年6月
からは、この地域における作戦として新たに「ネオン作戦」を立ち上げ、この枠組みのもとで同活動に従事している。

な重要性が高まっているとの認識を示したうえ
で、同地域での軍事プレゼンスを強化する方針を
示している。

カナダは、米国を最も重要な同盟国とみなし、
北米航空宇宙防衛司令部（NORAD）を通じて北
米地域の防空・宇宙防衛・海洋警戒監視を米国と
共同で実施している。創設国の一員として、NATO
との関係も重視しており、中東欧やアフガニスタ
ンなどにおけるNATO主導の作戦に積極的に参
加してきている。また、情報共有の枠組みである
ファイブ・アイズの一員として、カナダは大いに
利益を享受しており、引き続き関係を深化すると
している。国連の活動も伝統的に支持しており、
トルドー政権は国連平和維持活動（PKO）への貢
献を再重視する姿勢を示している。

アジア太平洋地域について、カナダは前述の国
防政策文書において自国を太平洋国家として位置
づけ、領土問題や朝鮮半島情勢などの安全保障課
題に関する戦略的対話などを通じて地域に関与す
る姿勢を示している。高官の訪問や演習への参加
を通じてプレゼンスを維持し、地域での課題に対
して、米国やオーストラリア、ニュージーランドと
協力するとしている。また、地域諸国、特に中国と
の関係強化を追求するとともに、ASEAN諸国との
関係強化を追求する姿勢を示している。こうした
地域への関与の一環として、カナダは2018年4月
から北朝鮮籍船舶の「瀬取り」含む違法な海上活
動に対する警戒監視活動を実施4している。今後も
カナダによる同地域への関与の動向が注目される。

2020年10月、対北朝鮮制裁履行活動のため佐世保から出航する	
カナダ海軍フリゲート艦「ウィニペグ」【カナダ国防省】
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その他の地域（中東・北アフリカを中心に）第10節

1 	全般	全般

1	 JCPOAにおけるイランに対する主な核関連の制約としては、ウラン濃縮関連では、ウラン濃縮のための遠心分離機を5,060基以下に限定すること、ウラン
濃縮の上限を3.67％にするとともに、保有する濃縮ウランを300kgに限定すること、プルトニウム製造に関しては、アラク重水炉は兵器級プルトニウムを
製造しないよう再設計・改修し、使用済核燃料は国外へ搬出すること、研究開発を含め使用済核燃料の再処理は行わず、再処理施設も建設しないことなどが
含まれる。ケリー米国務長官（当時）によれば、本合意により、イランのブレークアウトタイム（核兵器1個分の核物質の取得にかかる期間）は、JCPOA以
前の90日以下から、1年以上になる。また、JCPOAはあくまで核問題にかかる合意であるため、国際テロ、ミサイル、人権問題などにかかる制裁は停止又
は解除されるものに含まれない。

2	 具体的には、イラン政府による米ドル購入の禁止、イランからの石油・石油製品・石油化学製品の購入の禁止、イラン中央銀行などの金融機関との取引の禁
止などが含まれる。2019年5月には、一部国・地域への石油などの購入の禁止にかかる適用除外措置も廃止された。

中東・アフリカ地域は古くから世界の文明、宗
教、交易の中心地のひとつであり、また、アジア
と欧州をつなぐ地政学上の要衝である。今日にお
いて特に中東地域は、世界における主要なエネル
ギーの供給源で、国際通商上の主要な航路があ
り、また、わが国にとっても原油輸入量の約9割
をその地域に依存しているなど、中東地域の平和
と安定は、わが国を含む国際社会の平和と繁栄に
とって極めて重要である。

一方、中東・アフリカ地域は、20世紀を通じて
紛争や動乱が絶えず、近年も湾岸地域や中東和平
をめぐる情勢などで緊張の高まりがみられる。ま
た、2011年初頭に起こったいわゆる「アラブの

春」が一部の国において政権交代を促したが、そ
の後の混乱により、約10年が経つ現在も、「アラ
ブの春」を経験した一部の国では、内戦やテロ組
織の活動が続いている。シリアやイエメンなど、
長年にわたる内戦で疲弊した国々は深刻な人道危
機に陥っており、新型コロナウイルスの蔓延もあ
いまって、国内状況はさらに悪化している。

一方で、2020年、イスラエルと一部のアラブ諸
国との間で国交正常化が実現したほか、翌年には、
サウジアラビア、UAE、エジプト、バーレーンな
どが2017年以降国交を断絶していたカタールと
関係を回復するなど、外交的な進展がみられた。

2 	湾岸地域情勢	湾岸地域情勢

1　JCPOAをめぐる関係国の動向

2015年7月14日に発表されたイランの核問題
に 関 す る 最 終 合 意「 包 括 的 共 同 作 業 計 画 」

（J
Joint Comprehensive Plan of Action
CPOA）を受け、同年7月20日にはJCPOAを

承認する国連安保理決議第2231号が採択された。
本合意においては、イラン側が濃縮ウランの貯蔵
量及び遠心分離機の数の削減や、兵器級プルトニ
ウム製造の禁止、IAEAによる査察などを受け入
れる代わりに、過去の国連安保理決議の規定が終
了し、また、米国・EUによる核関連の独自制裁
の適用の停止又は解除がなされることとされた1。
2016年1月16日、IAEAがイランによるJCPOA
の履行開始に必要な措置の完了を確認する報告書
を発表したことを受け、米国はイランに対する核

関連制裁を停止し、EUは一部制裁を終了したほ
か、安保理決議第2231号に基づき、イランの核
問題にかかる過去の国連安保理決議の規定が終了
した。

その後も、IAEAは、イランが合意を遵守して
いることを累次確認していたが、トランプ米大統
領は2018年5月、現在の合意では不十分として
合意からの離脱を表明した。同年11月には、制裁
を全て再開2するとともに、新しくより包括的な
合意を行う用意があるとし、イランに交渉のテー
ブルに着くことなどを要求した。

以降、トランプ前政権は、イランに対して最大
限の圧力を加えるとして、累次にわたり経済制裁
を科した。また、米国は、安保理決議第2231号に
基づき2020年10月に解除される対イラン武器
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禁輸措置を無期限延長する決議案を安保理におい
て提議したが、ロシアや中国が反対したほか、英
仏独からも支持を得られず、否決された。

一方、イランは米国による制裁の再開に反発
し、2019年5月以降、JCPOAから離脱するつも
りはないとしつつ、JCPOAの義務履行措置の停
止を段階的に発表した。2020年1月には最終段階
として、濃縮能力に関する制限遵守義務を放棄す
る旨発表した。こうした動向について、英仏独は
JCPOAに規定される紛争解決メカニズムに基づ
きJCPOA合同委員会に付託するとともに、イラ
ンがJCPOAに基づく義務を再び完全に履行する
ことを求めた。これに対しイランは核合意の問題
が国連安保理に通知された場合、NPTからの脱退
も検討する姿勢を示すとともに、欧州が合意を履
行すれば、イランも合意遵守に戻ると表明した。

こうした状況の中、イラン国内で核開発に関連
する建物や関係者が被害を受ける事象が発生し
た。2020年7月、ナタンズに所在する核関連施設
で火災と爆発が起き、遠心分離器に関連する設備
の一部が損壊した。また、同年11月、イランにお
ける核開発の中心人物とも目されていた科学者が
イラン国内で襲撃を受け死亡する事件が発生し
た。イランはイスラエルの関与があったと非難し
ているが、イスラエルはその有無について明言し
ていない。同年12月、イラン国会は、政府及びイ
ラン原子力庁にウラン濃縮活動の拡大などを義務
付ける法律を成立させ、2021年1月、イラン政府
はテヘラン南部のフォルドの施設において20%
の濃縮ウランの製造を開始したと発表した。その
うえで、同政府は、関係国がJCPOAに基づく義
務を遵守し、イランに対する制裁が解除されれ
ば、イランも合意義務の履行に復帰するとの立場
を改めて表明した。

2021年1月に新たに就任したバイデン米大統
領は、イランが核合意の厳格な遵守に戻るのであ
れば、米国はさらなる交渉の開始点として合意に
復帰するとの立場を示し、同年4月、米国・イラ
ン間で核合意に関する間接協議が開始された。協
議開始後、ナタンズの核関連施設で爆発が発生し
たが、イラン政府は数日後、ナタンズで60％の濃
縮ウランの製造を開始すると発表した。

2　湾岸地域における軍事動向

JCPOAをめぐる状況が変化する一方で、湾岸
地域では、軍事的な動きを含め様々な事象が生起
している。2019年5月以降、米国は、自国の部隊
や利益などに対するイランの脅威に対応するため
などとして、空母打撃群や爆撃機部隊などの派遣
について発表した。こうした中、同年6月、イラ
ンはホルムズ海峡上空の領海で地対空ミサイルに
より米国の無人偵察機を撃墜したと発表した。米
国は撃墜された事実を認めたが、国際空域であっ
たと主張するとともに、トランプ米大統領が報復
攻撃を実行寸前で中止したことを明らかにした。
同年7月には、米国はホルムズ海峡上空で米強襲
揚陸艦が防衛的な措置としてイラン無人機を撃墜
したことを明らかにした。

さらに、同年5月、サウジアラビア中部の石油
パイプライン施設が無人機による攻撃を受け、原
油輸送が一時的に停止した。また、同年9月には、
サウジアラビア東部の石油施設が攻撃を受け、同
国の原油生産量が一時半減した。これらの攻撃に
ついては、当初、イランが支援しているとされる
イエメンの反政府武装組織ホーシー派が犯行声明
を発出したが、米国などは9月の攻撃についてイ
ランの関与があったと指摘している。一方で、イ
ランはこれを一貫して否定している。

こうした事態を受け、米国は同年5月以降、中
東の一部地域への米軍の展開兵力を拡大し、イラ
ンへのけん制を強めている。例えば、同年7月、
2003年以来およそ16年ぶりにサウジアラビアに
部隊を駐留させるとともに、9月及び10月に防空
ミサイル部隊などの追加部隊の派遣を発表した。

テヘラン郊外で襲撃されたイランの核科学者	
ファクリザデ氏が搭乗していた車【AFP=時事】
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2020年4月には、ペルシャ湾においてイラン
革命ガードの船舶が米軍の船舶に異常接近する事
案が発生した。米国は危険な行為としてイランを
強く非難したほか、米国家地理空間情報局が、武
装船舶が米海軍艦艇から100メートル以内に接
近した場合、脅威として解釈され、合法的な防衛
措置の対象となる可能性があるとの勧告を出し
た。また、同月には、革命ガードによる初の軍事
衛星の打ち上げが行われた。これに対して米国は、
衛星の打ち上げ技術は弾道ミサイルに転用可能で
あるなどとして、宇宙開発が平和目的であるとの
従来のイラン側の主張を否定した。さらに、同年
7月にはイラン民間旅客機がシリア上空で米国の
戦闘機と接近して負傷者が出る事案が発生した。
米国は安全な距離を保ったうえでの目視による確
認行為であったと主張したが、イランは国際法に
違法する行為であるとして米国を非難した。

一方、2019年10月以降、イラクにおいて米軍
駐留基地などに対する攻撃が多発した。同年12
月にはイラク北部の基地にロケット弾が着弾し、
米国人1名が死亡した。米国は、この攻撃にイラ
ンが関与しているとし、イランが支援していると
されるシーア派3武装組織のひとつである「カター
イブ・ヒズボラ」の拠点を空爆した。さらに、
2020年1月、米国は、さらなる攻撃計画を抑止す
るためとして、その組織の指導者とともにイラク
国内で活動していたイラン革命ガード・コッヅ部
隊のソレイマニ司令官を殺害した。米国は、従来
から海外でテロ組織を支援しているとしてコッヅ
部隊の活動を問題視しており、2019年4月には
イラン革命ガードをテロ組織に指定していた。イ
ランは、ソレイマニ司令官殺害に対する報復とし
て、イラクにある米軍駐留基地に弾道ミサイル攻
撃を行った。しかし、この攻撃による死者は発生
しなかったとされており、また、イランのザリー
フ外相は、イランは相応の報復措置を完了し、さ
らなる緊張や戦争を望まない旨表明した。また、
トランプ大統領も同日、イランに対して軍事力を
行使したくない旨を述べるなど、米国・イラン双

3	 イスラム教の二大宗派のひとつ。スンニ派との分裂は、イスラム教を興した預言者ムハンマド（632年没）の後継者（カリフ）をめぐる考え方の違いに由来
する。現在、シーア派は、イランで国教に定められているほか、イラクでも約6割を占める。最大宗派であるスンニ派は、中東・北アフリカ地域のイスラム
教国の大半で多数を占める。

方ともに、これ以上のエスカレーションを回避し
たい意向を明確に示した。

しかし、その後もイラク国内の米国権益を標的
とした事案が相次ぎ、2020年3月には米軍駐留
基地にロケット弾が着弾して米軍人2名が犠牲と
なった。米軍はさらなる攻撃を阻止するためなど
として、再びカターイブ・ヒズボラの拠点を空爆
した。こうした状況の中、同年6月、米国とイラ
クとの間で戦略対話が開始された。その中で、イ
ラク政府はその国に駐留する米軍を含むISIL有
志連合の要員及び外交施設を防護する義務を確認
するとともに、両国でイラク駐留部隊の縮小に関
する協議を進めていくことなどが合意された。そ
して、同年9月、5,200人の駐留米軍が3,000人
に削減され、さらに2021年1月までに2,500人
に縮小された。

こうした米国及びイラク政府の取組にもかかわ
らず、同様の攻撃は収まらず、バイデン米政権発
足後の2021年2月にも米軍兵士1名などが負傷
したことを受け、同政権は、カターイブ・ヒズボ
ラを含むイランの支援を受ける民兵組織が使用し
ているとされるシリア東部の施設を空爆した。

3　湾岸地域の海洋安全保障

2019年5月以降、中東の海域では、民間船舶の
航行の安全に影響を及ぼす事象が散発的に発生し
ている。具体的には、2019年5月、オマーン湾に
おいてタンカー4隻（サウジアラビア船籍2隻、
アラブ首長国連邦・ノルウェー船籍各1隻）が攻
撃を受け、また、同年6月にはオマーン湾でわが
国の海運会社が運航するケミカルタンカー「コク
カ・カレイジャス」を含む2隻の船舶が攻撃を受
けた。一連の攻撃について、米国などはイランに
よる犯行であると指摘する一方、イランは一貫し
て関与を否定している。なお、「コクカ・カレイ
ジャス」への攻撃については、関係国などから入
手した情報、船舶の被害状況についての技術的な
分析、関係者の証言などを総合的に検討した結
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果、わが国としては、本事案における船舶への被
害は、吸着式機雷4により生じた可能性が高いと
している。さらに、2021年1月、イラク沖に所在
していたリベリア船籍のタンカーに吸着式機雷と
みられる爆発物が設置されているのが発見され、
イラク軍当局に除去された。本件については、犯
行声明は出されておらず、イラク当局による調査
が進められている。同年2月には、イスラエル企
業が所有する貨物船がオマーン湾を航行中に爆発
し、船体が損傷したと報告された。イスラエルは
イランの関与を指摘したが、イランは否定してい
る。同年3月から4月にも、イラン及びイスラエル
関連船舶の爆発・攻撃事案が相次いで発生した。

このように、中東地域において緊張が高まる
中、各国は地域における海洋の安全を守るための
取組を継続している。米国は2019年7月、海洋
安全保障イニシアティブを提唱した後、国際海洋
安全保障構成体（I

International Maritime Security Construct
MSC）を設立して、同年11月

にその司令部がバーレーンに開設された。IMSC
には、米国に加え、英国、サウジアラビア、UAE、
バーレーン、アルバニア、リトアニア及びエスト

4	 水中武器の一種。一般的に、船舶の航行を不能にすることなどを目的として、船体などに設置して起爆させる。

ニアの7か国が参加している（2021年3月現在）。
また、欧州においては、2020年1月、フランス、
オランダ、デンマーク、ギリシャ、ベルギー、ドイ
ツ、イタリア、ポルトガルの欧州8か国がホルム
ズ海峡における欧州による海洋監視ミッション

（E
European Maritime Awareness in the Strait of Hormuz
MASOH）の創設を政治的に支持する声明を発

表し、これまで、フランス、オランダ、デンマー
ク、ベルギー及びギリシャがアセットを派遣して
いる。

その一方で、イランは、2019年9月、ペルシャ
湾及びホルムズ海峡の安全を維持する独自の取組
として、「ホルムズの平和に向けた努力（H

HOrmuz Peace Endeavor
OPE）」

構想を提唱し、関係国に参加を呼びかけた。また、
イランは、同年12月、海上交通路の安全を確保す
るためなどとして、オマーン湾などで中国及びロ
シア海軍と初の3か国合同軍事演習となる「海洋
安全ベルト」を実施した。2021年2月にも、イラ
ンとロシアは、インド洋北部で合同軍事演習「海
洋安全ベルト」を実施した。

わが国としては、引き続き、湾岸地域情勢をめ
ぐる今後の動向を注視していく必要がある。

3 	中東和平をめぐる情勢	中東和平をめぐる情勢
1948年のイスラエル建国以来、イスラエルと

アラブ諸国との間で四次にわたる戦争が行われ
た。その後、1993年にイスラエルとパレスチナ
の間で締結されたオスロ合意により、本格的な交
渉による和平プロセスが開始された。2003年に
は、イスラエル・パレスチナ双方が、二国家の平
和共存を柱とする和平構想実現までの道筋を示す

「ロードマップ」を受け入れたが、その履行は進ん
でいない。パレスチナ自治区においては、ヨルダ
ン川西岸地区を統治する穏健派のファタハと、ガ
ザ地区を実効支配するイスラム原理主義組織ハマ
スが対立し、分裂状態となっている。

こうした中で、当時のトランプ米政権が2017
年12月、米国はエルサレムをイスラエルの首都
と認めると発表し、2018年5月には駐イスラエ
ル大使館をテルアビブからエルサレムに移転し

た。これを受けて、ガザ地区を中心に抗議行動が
繰り返し行われており、イスラエル軍との衝突に
よる死傷者も出ている。また、ガザ地区からイス
ラエル領内に向けてロケットが発射され、これに
対してイスラエルがガザ地区への空爆などを実施
するなど、継続的に緊張が高まっている。さらに、
2019年3月、トランプ米政権がゴラン高原のイ
スラエル主権を認定したことに対して中東各国か
ら批判が相次いだ。2020年1月には、同政権が新
たな中東和平案を発表したものの、パレスチナ側
はその案に示されたエルサレムの帰属やイスラエ
ルとパレスチナの境界線などに反対し、交渉を拒
否している。

一方で、トランプ米政権は、イスラエルとアラ
ブ諸国間の和平合意の実現に向けて積極的な働き
かけを行った。近年、イスラエルと一部のアラブ
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諸国との間で関係構築の動きが指摘されていた
が、トランプ米政権による仲介努力が後押しとな
り、2020年8月以降、アラブ首長国連邦（UAE）、
バーレーン、スーダン及びモロッコがイスラエル
と相次いで国交正常化に合意するに至った。アラ
ブ諸国とイスラエルの国交樹立は、エジプト

（1979年）及びヨルダン（1994年）以来の出来事
であり、2020年9月にイスラエル、UAE及びバー
レーンの代表が国交正常化の合意文書に署名する
ために米大統領府で一堂に会した際、トランプ大
統領は、「数十年にわたる分断と対立の末、我々は
新たな中東の夜明けを迎える」とその意義を述べ
た。一方で、ポンぺオ米国務長官は、これらの合
意について、イランの地域的な影響力が弱体化
し、孤立がさらに深まっていることを物語ってい
ると述べるなど、イランに対する圧力としての側
面を示唆した。

イスラエルはUAE及びバーレーンとの間で、
大使館の設置や直行便の就役、さらには経済、技
術を含む広範な分野で協力を進めていくとしてい
る。実際に、2021年1月、イスラエルはUAEの
首都アブダビに大使館を開設し、3月にはUAE
大使がイスラエルに到着している。また、イスラ
エルは、UAEとの国交正常化に伴い、ヨルダン川
西岸地区への主権適用を一時停止したほか、中東
地域でイスラエルのみが保有しているF-35戦闘
機を米国がUAEに売却することについて、イス
ラエルの軍事的優位が維持される限り反対しない

旨を表明するなど、従来の姿勢を変化させた。
こうした国交正常化の動きに対し、パレスチナ

諸派はパレスチナの大義に対する裏切り行為であ
るなどと反発し、各地で抗議デモが発生した。ま
た、2020年9月、ファタハとハマスは、対立終結
に向けた構想及び2006年を最後に実施されてい
ないパレスチナ自治政府議長などを決める選挙の
実施で合意するなど、歩み寄る動きがみられた。
両者は2017年10月以降、エジプトの仲介により、
ファタハへのガザ地区の統治権限移譲に向けた直
接協議を行ってきたが、交渉は停滞していた。

このように中東和平をめぐる情勢が変化する
中、米国の関与のあり方も含めた中東和平プロセ
スの今後の動向や、ガザ地区の統治権限の移管に
向けた交渉の行方が注目される。

4 	シリア情勢	シリア情勢
2011年3月から続くシリア国内の暴力的な衝

突は、シリア政府軍、反体制派、イスラム過激派
勢力及びクルド人勢力による4つ巴の衝突となっ
ている。しかしながら、ロシアの支援を受ける政
府軍が、反体制派の最大の拠点であったアレッポ
のほか、首都ダマスカス郊外、シリア・ヨルダン
国境付近などを奪還し、全体的に政府軍が優位な
状況となっている。

こうした中で現在も反体制派の拠点となってい
るイドリブをめぐっては、2018年9月、シリア政
府軍を支援するロシアと、反体制派を支援するト

ルコとの間で、イドリブ周辺における非武装地帯
の設置、その地帯からの重火器の撤去と過激派組
織の退去などが合意された。しかし、過激派組織
の退去は進まず、2019年4月以降、シリア政府軍
とロシア軍は、イドリブへの空爆や地上作戦を拡
大し、イドリブ周辺に設置されたトルコ軍の停戦
監視所の一部を包囲した。また、2020年2月、シ
リア政府軍の進軍に対応してトルコ軍はイドリブ
に増援部隊を派遣したが、その部隊はシリア政府
軍から砲撃を受け、これに対してトルコ軍が報復
し、双方に死傷者が発生したと報じられた。以降、

イスラエルとUAE・バーレーンの間における国交正常化の合意文書の署名
式（米大統領府にて）【米国務省】
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トルコ軍とシリア政府軍との間で交戦が拡大する
とともに、トルコ軍の増援を受けた反体制派と過
激派がシリア政府軍に対する抵抗を強め、特にイ
ドリブを通る交通の要衝をめぐり一進一退の攻防
となった。こうした中、同年3月、トルコは、シリ
アの後ろ盾となっているロシアと首脳会談を行
い、イドリブにおける停戦で合意した。しかし、
その後もイドリブでは戦闘が断続的に発生してお
り、完全な停戦には至っていない。

一方で、和平に向けた協議については、現在ま
であまり進展はみられていない。2016年1月以
降、国連の仲介のもと、政府と反体制派との間で
和平協議が実施されてきたが、双方による戦闘は
収束せず、協議は難航した。このような状況を受
けて、2017年1月以降、カザフスタンのアスタナ

（現ヌルスルタン）において、ロシア、トルコ及び
イランが主導する和平協議が続けられている。ま
た、2018年1月にロシアのソチでシリア国民対
話会議が開催され、新憲法の制定に向けた憲法委
員会の設立が合意された後、同年12月にはロシ
ア、イラン、トルコの間で、2019年の早い段階で
初会合を実施することが合意された。その後、国
連の仲介のもと、同年10月に初会合が開催され
たが、これまで政治プロセスの実質的な進展はみ
られていない。

また、シリア国内におけるクルド人をめぐる関
係国・勢力間の対立が表面化している。2019年
10月、米国は、トルコとの間で電話首脳会談を
行った後、トルコが間もなくシリアの北部地域で
作戦を開始する旨及びその作戦実施地域の付近か
ら米軍部隊を撤収させる旨の声明を発表した。そ
の声明が発表された後、トルコは、シリアとの国
境地帯からテロの脅威を排除し、トルコ国内にい
るシリア難民の帰還をもたらす「安全地帯」を設
置するためとして、同国がテロ組織と認識してい
るクルド人勢力やISILに対する軍事作戦を開始
し、シリア北東部地域の一部を掌握した。その後、
トルコは、米国との間で軍事作戦の停止やクルド
人勢力の「安全地帯」からの撤収などで合意した。
また、トルコはロシアとも協議を行い、国境地帯
からのクルド人勢力の撤収やシリア北東部におけ
るロシア軍警察とトルコ軍による合同パトロール

の実施などで合意した。こうした動きをめぐって、
ロシアはパトロール活動の一環として、シリア北
東部のカミシリ市の空港にヘリコプター部隊を配
備したと報道されるなど、ロシアの軍事的なプレ
ゼンスの高まりが指摘されている。また、シリア
政府は、クルド人勢力との間で北東部にシリア政
府軍の部隊を派遣することで合意し、クルド人勢
力の拠点のひとつであるマンビジへ進軍するな
ど、クルド人勢力とシリア政府がトルコの軍事作
戦に対抗するために協調する動きもみられる。こ
の合意には、ロシアの仲介があったとされ、ロシ
アの影響力の拡大がうかがわれる。さらに、トル
コによる軍事作戦を受け、対ISIL戦の中核を担っ
てきたクルド人勢力による対テロ活動が中断した
ほか、クルド人勢力が管理する収容所からISIL戦
闘員やその家族の一部が逃亡するなどの影響が出
ているとの指摘もある。

加えて、イランのシリアにおけるプレゼンスを
めぐり、イランとイスラエルの対立が顕在化して
いる。2019年1月、イスラエルのネタニヤフ首相
は、シリア・ダマスカス空港のイランの武器庫を
攻撃したと公表し、シリア国内のイラン勢力に対
しては断固とした措置をとる決意を表明した。イ
スラエルによるとみられる攻撃がシリア国内のイ
ラン系勢力に対して繰り返される中、イスラエル
とイランの対立の激化がシリア国内及び地域の安
定に影響を及ぼすことが懸念される。

このように依然として情勢が不安定な中、米国
はISILを掃討するため、米軍部隊の一部を引き続
き駐留させている。さらに、2020年9月、米軍は、
有志連合部隊を防護する意思を示すためとして、
クウェートに駐留する機械化歩兵部隊をシリア東
部に派遣したと発表した。シリア東部では、米軍
とロシア軍の間で妨害行為などが散発しており、
米軍部隊の派遣に関する発表の前月には、ロシア
軍の車両が米軍の車両に衝突し負傷者の出る事故
が発生していた。

シリア情勢をめぐる各勢力間の関係は複雑なも
のとなっており、和平協議も停滞する中、シリア
の安定に向けて国際社会によるさらなる取組が求
められる。
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5 	イエメン情勢	イエメン情勢

5	 米国防情報局（DIA）が2019年11月に発表した報告書「Iran	Military	Power」による。

イエメンでは、2011年2月以降に発生した反
政府デモとその後の国際的な圧力により、サーレ
ハ大統領（当時）がGCCイニシアティブに基づ
く退陣に同意し、2012年2月の大統領選挙を経
てハーディ副大統領（当時）が新大統領に選出さ
れた。

一方、同国北部を拠点とする反政府武装勢力
ホーシー派と政府との対立は激化し、ホーシー派
が首都サヌアやハーディ大統領が退避していた南
部のアデン市内に侵攻したことを受け、ハーディ
大統領はアラブ諸国に支援を求めた。これを受け
て、2015年3月、サウジアラビアが主導する有志
連合がホーシー派への空爆を開始した。これに対
し、ホーシー派もサウジアラビア本土に弾道ミサ
イルなどによる攻撃を開始した。

同年4月から8月にかけて、累次にわたり国連
の仲介による和平協議が開催されたが、最終的な
和平合意には至らず、協議は中断した。また、
2018年9月にも和平協議が計画されたが、ホー
シー派が参加せず、実現せずに終わった。しかし、
同年12月にスウェーデンの首都ストックホルム
で和平協議が開催され、国内最大の港を擁するホ
デイダ市における停戦や捕虜の交換などにかかる
合意に署名がなされた。その後、2019年1月に
は、国連安保理において、ホデイダへの停戦監視
団の派遣が決定された。

このように和平協議の進展はみられたものの、
停戦に向けた具体的方策をめぐる協議は難航し、
ホデイダ停戦をはじめとするストックホルム合意
の内容は履行されていない。一方で、ホーシー派
は、2019年9月のサウジアラムコの石油施設へ
の攻撃をはじめサウジアラビアに対する攻撃の実
施を表明してきたが、同月、連合軍側の空爆停止
を条件として、同国への攻撃を停止すると宣言し
た。また、同年11月、サウジアラビアとホーシー
派が水面下で交渉を行っていると報じられる中、
サウジアラビアはホーシー派の捕虜200名を解
放したと発表した。さらに、同月、国連のイエメ

ン特別代表は、有志連合軍による空爆が大幅に減
少した旨報告した。このように停戦の機運がみら
れたものの、2020年1月、ホーシー派によるミサ
イルがイエメン政府軍の基地に着弾し、100人以
上の兵士らが死亡したことを受け、サウジアラビ
アはホーシー派に対して空爆を行った。ホーシー
派は、報復として、サウジアラビア南部の石油施
設に対して無人機・ミサイル攻撃を実施したと発
表した。以降、ホーシー派によるサウジアラビア
への攻撃が散発的に発生しており、サウジアラビ
アが主導する連合軍もホーシー派への空爆を継続
している。2020年11月には、ホーシー派がサウ
ジアラビア西部にある石油施設に対してミサイル
攻撃を実施し、火災を引き起こした。このほか、
ホーシー派はイエメン政府軍と各地で交戦を続け
ており、特にホデイダや天然資源が豊富なマアリ
ブなどの地域で戦闘が激化している。

加えて、ホーシー派は、イランから武器供給を
受けているとの指摘もある5。実際、2020年2月、
米軍はアラビア海で小型船舶に立ち入り検査を実
施し、船内から大量の武器を押収したと発表した。
米軍は、押収した武器をイラン製であると断定
し、イエメンのホーシー派に供給予定のもので
あったと評価したうえで、ホーシー派に武器の供
給、売却及び移転を禁止する国連安保理決議に違
反するものと指摘している。

このようにホーシー派をめぐる情勢が変化する
一方で、2019年8月、イエメン政府とイエメン南
部の独立勢力「南部移行評議会」（S

Southern Transitional Council
TC）との間で

戦闘が発生し、STCがアデン（暫定首都）を占拠
する事態となった。しかし、その後、サウジアラ
ビアなどによる仲介努力が行われ、同年11月、サ
ウジアラビアの首都リヤドにおいて、イエメン政
府とSTCがリヤド合意に署名した。その合意に
より、両陣営が参加する新政府が樹立されること
となった。その後も両陣営間の衝突が継続し、リ
ヤド合意は履行されずにいたものの、2020年12
月、その合意に基づき新内閣が発足した。しかし、
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同月、イエメン南部のアデンの空港において新内
閣の閣僚らを標的としたとみられる攻撃が発生
し、多数の死傷者が出た。イエメン政府は、ホー
シー派によるテロ行為であるとして非難した。

バイデン米政権は、イエメンでの戦争を終結さ

6	 国連安保理決議第1973号に基づくリビア専門家パネル最終報告書（2019年12月9日付）による。

せるために外交を強化し、同国で行われている攻
撃的な作戦の支援を全面的に停止するとの方針を
打ち出しているものの、ホーシー派は攻勢を強め
る傾向にあり、イエメン全土における停戦や最終
的な和平合意の締結の目途は立っていない。

6 	リビア情勢	リビア情勢
リビアでは、2011年にカダフィ政権が崩壊し

た後、2012年7月に制憲議会選挙が実施され、イ
スラム主義派が主体となる制憲議会が発足した。
そして、2014年6月、制憲議会に代わる新たな議
会を設置するための代表議会選挙が実施された
が、世俗派が多数派となったため、代表議会への
権限移譲をめぐりイスラム主義派と世俗派の間の
対立が激化した。その結果、首都トリポリを拠点
とするイスラム主義派の制憲議会と、東部トブル
クを拠点とする世俗派の代表議会の2つの議会が
並立する東西分裂状態に陥った。2015年12月に
国連の仲介によりリビア政治合意が実現し、その
合意に基づく統一政府「国民合意政府」（G

Government of National Accord
NA）

が発足したものの、新政府内でイスラム主義派が
主導権を握ったことに世俗派が反発し、GNAへ
の参加を拒否したため、東西の分裂状態が継続し
ている。また、東部と西部をそれぞれ支援する民
兵が散発的な軍事衝突を繰り返しているほか、
2018年9月には、同国西部で活動する民兵同士
が衝突し、非常事態宣言が出された。さらに
2019年4月には、東部側最大の勢力であるハフ
タル総司令官の部隊「リビア国民軍」（L

Libya National Army
NA）が首

都トリポリ郊外に進軍、西部側GNA傘下の民兵
と衝突し、空爆の応酬にまで発展した。

東西の両勢力が関係国から無人機（U
Unmanned Aerial Vehicle

AV）など
の軍事支援を受けていたことも、戦況が激化する
要因となったとの指摘もあり、両勢力の闘いは「ド
ローン戦争」とも形容された6。また、ロシアの民

間軍事会社の傭兵がリビアに派遣され、LNAを支
援しているとの指摘があるほか、トルコはGNA
の要請に基づき、トルコ軍部隊及び同国が支援す
るシリア人戦闘員をリビアに派遣している。

こうした中、2020年1月、リビアに関する国際
会議がベルリンで開催された。その会議には、米
英仏を含む欧米諸国やトルコのほか、LNAを支援
しているとされるUAE及びエジプトなどの関係
国が参加し、停戦に向けた協力強化、リビアへの
軍事介入停止、武器禁輸の徹底などで合意した。

しかし、以降も戦闘は継続し、トルコの支援強
化を受けたGNA側の部隊が反攻を強めた。その
結果、2020年6月、GNAはトリポリ全域の支配
を取り戻したと発表した。その後、戦線が膠着状
態となる中、同年8月、東西両勢力は個別に即時
停戦を呼びかけ、同年10月、GNA側とLNA側
の代表との間で恒久的停戦合意が署名された。さ
らに翌月には東西両勢力間で国連主導の政治対話
が始まり、2021年3月には暫定国民統一政府が
承認され、国内の統治及び治安の確立に向けて具
体的な成果が得られるかが注目される。

さらに、こうした不安定な情勢を利用してISIL
やアルカイダなどのテロ組織が進出し、各地で民
兵と衝突している。特にISILについては、南部の
砂漠地帯を中心に、複数の小規模なグループに分
かれて潜伏しているとみられており、首都トリポ
リなどにおいて自爆テロや襲撃事件を行うなど、
今後もテロが発生する可能性がある。
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7 	エジプト情勢	エジプト情勢
エジプトでは、2011年、それまで約30年間に

わたり大統領を務めたムバラク大統領（当時）が
辞任し、2012年、「イスラムの復興」を目指す大
衆組織として1928年に設立されたスンニ派の政
治組織であるムスリム同胞団出身のムルスィー大
統領（当時）が就任した。しかし、2013年6月、
経済状況や治安の悪化を背景に大規模な民衆デモ
が発生し、これを受けた軍の介入により同大統領
は解任され、2014年5月、エルシーシ前国防大臣
が新たに大統領に就任した。エルシーシ政権はそ
の後、変動為替相場制への移行、補助金の廃止な

どの経済改革に取り組んできたが、国内の治安対
策などが大きな課題となっている。特に、同国本
土では、2013年の政変から2017年まで大規模テ
ロ事件が散発し、2018年11月にも同国中部で少
数派コプト教徒を標的とするテロ事件が発生し
た。また、シナイ半島においては、南部地域はお
おむね平穏であるものの、北部を中心に軍や警察
を狙った攻撃が散発している。2018年2月以降、
シナイ半島北部では、エジプト国軍によるテロリ
スト掃討作戦が進展している。

8 	アフガニスタン情勢	アフガニスタン情勢
アフガニスタンでは、2014年12月にISAFが

撤収し、アフガニスタン治安部隊（A
Afghan National Defense and Security Forces

NDSF）への
教育訓練や助言などを主任務とするNATO主導
の「確固たる支援任務（R

Resolute Support Mission
SM）」が開始された頃か

ら、タ リ バ ー ン が 攻 勢 を 激 化 さ せ た。一 方、
ANDSFは兵站、士気、航空能力、部隊指揮官の
能力などの面で課題を抱えており、こうした中で
タリバーンは国内における支配地域を拡大させて
きた。さらに、2015年以降、ISIL「ホラサン州」
は、首都カブールや東部を中心にテロ活動を継続
している。その結果、各地でタリバーンやISILが
関与したとみられる自爆テロや襲撃が相次いでお
り、全土において不安定な治安情勢が継続してい
る。2018年10月に発表された米国のアフガニス
タン復興特別査察官の報告書によると、アフガニ
スタン政府の支配あるいは影響が及んでいる地域
は国内の約55.5％であり、調査が開始された
2015年12月以降、最も少なくなっている。

2018年秋以降、米国はハリルザード和平担当
特別代表を任命し、タリバーンとの和平協議を実
施してきた。その協議は2019年9月から3か月
間停止するなど曲折もみられたが、2020年2月、
米国とタリバーンとの間で、駐アフガニスタン米
軍の条件付き段階的撤収及びアフガニスタン人同
士の交渉開始などを含む合意が署名され、同年3

月、米国は、米軍の撤収を開始したと発表した。
また、同月、国連安全保障理事会はその合意を支
持する決議を全会一致で採択した。その合意に基
づき、信頼醸成措置としてアフガニスタン政府と
タリバーンの間で囚人・捕虜の相互解放が実現さ
れ、同年9月、アフガニスタン政府とタリバーン
による和平交渉がカタールで開始された。しかし、
タリバーンは、依然としてアフガニスタン治安部
隊への攻撃を継続しており、一部地域で暴力行為
が激化している。米国は、2021年1月までに駐留
米軍を2,500人に縮小し、同年4月、バイデン米
大統領は、同年9月11日までに駐留米軍を撤収
させると発表した。

こうした状況の中、2019年9月のアフガニス
タン大統領選挙で再選されたガニ大統領は、
2020年3月、大統領就任式を行ったが、同選挙に
不正があったと訴えるアブドッラー前行政長官が
独自に大統領就任式を挙行し、政治的な混乱を招
いた。しかし、同年5月、両者の間で包摂的な政
府を樹立するための合意がなされ、アブドッラー
氏がタリバーンとの和平交渉で主導的な役割を担
うことになった。

今後の米国とタリバーンの合意やアフガニスタ
ン和平交渉の進捗状況が注目される。
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9 	南スーダン情勢	南スーダン情勢
1983年から続いたスーダンの第2次内戦は、

2005年、スーダン南部の現政権の前身となるスー
ダン人民解放運動/戦線（S

Sudan People’s Liberation Movement Army
PLM/A；後の政府軍）

とスーダンのバシール政権との間の南北包括和平
合意（C
Comprehensive Peace Agreement

PA）成立により終結した。2011年7月、
CPAの合意に基づく住民投票を経て南スーダン
共和国はスーダン共和国から分離独立した。

しかし、独立以前から存在したSPLA内での対
立は継続し、2020年の現暫定政府設立に至るま
でに、最大勢力であるディンカ族を代表するキー
ル大統領と、第2勢力であるヌエル族を代表する
マシャール副大統領との政治的対立に起因する大
規模な武力衝突が2度発生している。

1度目は2013年12月に首都ジュバで発生し、
国連とAUの支援を受けた「政府間開発機構」

（I
Intergovernmental Authority on Development
GAD）の仲介を経て、2015年8月に和平合意

にあたる「衝突解決合意」（A
Agreement on the Resolution of the Conflict in South Sudan

RCSS）が政府側と
マシャール派の間で調印された。これに基づき、
2016年4月には、キール氏を大統領、マシャール
氏を第1副大統領とする国民統一暫定政府が設立
された。

しかし、暫定政府設立から3か月後の2016年
7月に、キール大統領の警護隊とマシャール第1
副大統領の警護隊の間で2度目の武力衝突が発生

した。マシャール第1副大統領が国外へ脱出し、
キール大統領がマシャール第1副大統領を解任す
ると、以降、政府とマシャール派の間で再び衝突
が生起するようになった。

この状況を受けて、IGADはARCSSの再活性
化を図るため2017年6月にハイレベル再活性化
フォーラムを開催し、翌年6月にはキール大統領、
マシャール前第1副大統領らが恒久的停戦などを
取り決めた「ハルツーム宣言」を採択した。同年7
月に治安取決め、8月には暫定政府の体制に合意
し、9月には「再活性化された衝突解決合意」

（R
Revitalized Agreement on the Resolution of the Conflict in South Sudan

-ARCSS）が正式に署名された。
当初、暫定政府の設立は2019年5月を予定し

ていたが、2度の延期を経て、2020年2月に設立
された。R-ARCSSは2022年3月の大統領選挙及
び同年5月の正式政府発足を想定しているが、統
一軍の形成など合意事項の履行は遅延する傾向に
ある。一方で、2020年12月には暫定議会や地方
政府の設置に関して両勢力が合意するなどの進展
もみられ、今後の正式政府発足に向けた動向が注
目される。

図表Ⅰ-2-10-1（現在展開中の国連平和維持活動）
Ⅲ部3章5節2項2（国連南スーダン共和国ミッショ
ン）p.365

10 	ソマリア情勢	ソマリア情勢
ソマリアでは、1991年に政権が崩壊し、無政

府状態に陥ると、大量の避難民が発生するなど、
深刻な人道危機に直面した。2005年には周辺国
の仲介により「暫定連邦政府」が発足し、2012年
には21年ぶりに統一政府が成立した。

ソマリアでは統一政府成立後も、テロと海賊と
いう2つの大きな課題に直面している。中南部を
拠点とするイスラム教スンニ派の過激派組織ア
ル・シャバーブは、政府などを標的としたテロを
繰り返している。2007年にアフリカ連合ソマリ
ア・ミッション（A

African Union Mission in Somalia
MISOM）が国連安保理の承認

を受けて創設された。その後、AMISOM軍や、欧
米諸国の支援を受けて再建が進められているソマ

リア国軍などによる掃討により、アル・シャバー
ブは支配下にあった主要な都市を失い、勢力はあ
る程度弱体化した。しかし、その脅威は依然とし
て存在し、ソマリア国軍やAMISOM軍の基地へ
の攻撃、ソマリア国内やAMISOM参加国でのテ
ロを頻発させている。近年はISILの戦闘員がソマ
リアに流入しているとの指摘もある。

さらに、2020年12月、米国は、ソマリアから
部隊の大部分を撤収し東アフリカの域内外に再配
置する旨を発表した。また、同月にソマリア政府
が対テロにおいては協力的だったケニアとの断交
を発表するなど対テロを取り巻く環境は変化しつ
つある。

 参照
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また、ソマリアには、北東部を中心に、ソマリ
ア沖・アデン湾などで活動する海賊の拠点が存在
するとされる。国際社会は、海賊対処活動に継続
的に取り組むとともに、ソマリアの不安定性が海
賊問題を引き起こすとの認識のもと、ソマリアの
治安能力向上のために様々な取組を行っており、
2019年及び2020年の海賊被害の報告件数はい

ずれも0件となっている。
2020年末に実施予定だった議会選挙及び大統

領選挙は、2021年2月8日にファルマージョ大
統領の任期が終了した後も未だ実施のめどが立っ
ておらず、国際社会の動きも含めて、今後のソマ
リア情勢が安定化していくか注目される。

Ⅲ部3章2節2項（海賊対処への取組）p.351 参照

図表Ⅰ-2-10-1 現在展開中の国連平和維持活動

①

⑤

②
④

⑫

⑩⑧
⑦

⑪
⑨

③⑥

（注）　国連による（2021年3月末現在）

ミッション名

① 国連西サハラ住民投票監視団
（MINURSO） 1991.4

② 国連コンゴ民主共和国安定化ミッション
（MONUSCO） 2010.7

③ 国連アビエ暫定治安部隊
（UNISFA） 2011.6

④ 国連南スーダン共和国ミッション
（UNMISS） 2011.7

⑤ 国連マリ多面的統合安定化ミッション
（MINUSMA） 2013.4

⑥ 国連中央アフリカ多面的統合安定化
ミッション（MINUSCA） 2014.4

ミッション名

⑦ 国連休戦監視機構
（UNTSO） 1948.5

⑧ 国連兵力引き離し監視隊
（UNDOF） 1974.6

⑨ 国連レバノン暫定隊
（UNIFIL） 1978.3

ミッション名

⑩ 国連インド・パキスタン軍事監視団
（UNMOGIP） 1949.1

ミッション名

⑪ 国連キプロス平和維持隊
（UNFICYP） 1964.3

⑫ 国連コソボ暫定行政ミッション
（UNMIK） 1999.6

アジア

アフリカ

欧州

中東
設立 設立

設立

設立
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軍事科学技術をめぐる動向第1節

1 	軍事科学技術の動向	軍事科学技術の動向

1	 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）において、中国が軍用またはデュアル・ユース技術を用いた機微な装置
などを取得しようとしたとする複数の刑事事件をあげている。

1　全般

近年の科学技術の発展は、様々な分野に波及
し、経済、社会、ライフスタイルなど、多くの分野
において革命とも呼ぶべき大きな変化が引き起こ
されている。軍事分野においては、将来の戦闘様
相は大きく変化させる、いわゆるゲーム・チェン
ジャーとなり得る先端技術が登場し、各国はこれ
に積極的な投資を行っている。こうした技術には、
人工知能技術など民生分野に由来する先端技術が
軍事技術に転用されたものもある。

また、中国が、学術研究やサイバー空間、工作
員などを利用し、他国から先端技術の獲得を試み
ているとの指摘もある1。一般的に、こうした技術
の保護は、重要な課題となっている。

2　軍事分野における先端技術動向

（1）極超音速兵器
米国、中国及びロシアは、弾道ミサイルから発

射され、大気圏突入後に極超音速（マッハ5以上）
で滑空飛翔・機動し、目標へ到達するとされる極
超音速滑空兵器（H

Hypersonic Glide Vehicle
GV）や、極超音速飛翔を可能

とするスクラムジェットエンジンなどの技術を使
用した極超音速巡航ミサイル（H

Hypersonic Cruise Missile
CM）といった

極超音速兵器の開発を行っている。極超音速兵器
については、弾道ミサイルとは異なる低い軌道
を、マッハ5を超える極超音速で長時間飛翔する
こと、高い機動性を有することなどから、探知や

迎撃がより困難になると指摘されている。
米国は、「ミサイル防衛見直し（MDR）」（2019

年1月）において、ロシア及び中国が先進の極超
音速兵器を開発中であり、既存のミサイル防衛シ
ステムへ挑むものとの認識を示している。また、
2020年3月、極超音速兵器に関する飛行試験を
実施し、成功した旨発表するなど極超音速兵器の
開発に注力している。

中国は、2019年10月、中国建国70周年閲兵式
においてHGVを搭載可能な弾道ミサイルとされ
る「DF-17」を初めて登場させており、2020年に
は、中国科学研究所がスクラムジェットエンジン
の地上試験を実施したと指摘されている。

ロシアは、2019年に配備したHGV「アヴァン
ガルド」を搭載可能とされる新型ICBM「サルマ
ト」について2022年に配備する旨発表している。
また、2020年、ロシア国防省はHCM「ツィルコ
ン」の発射試験成功について複数回発表しており、
プーチン大統領は、開発はおおむね完了した旨述
べている。

（2）高出力エネルギー技術
電磁レールガンや高出力レーザー兵器、高出力

マイクロ波などの高出力エネルギー兵器は、多様
な経空脅威に対処するための手段として開発が進
められている。

米国や中国は、電気エネルギーから発生する磁
場を利用して弾丸を撃ち出す電磁レールガンを開
発している。電磁レールガンの砲弾は、ミサイル

3第 章
宇宙・サイバー・電磁波といった新たな	
領域をめぐる動向・国際社会の課題
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とは異なり推進装置を有しないことから、小型・
低コストかつ省スペースで備蓄可能なため、電磁
レールガンによるミサイル迎撃が実現すれば、多
数のミサイルによる攻撃にも効率的に対処可能と
される。米国は、2025年までに艦艇に搭載する
計画としており、中国も2025年までに実戦配備
する見通しとの指摘がある。

また、米国、中国及びロシアは、レーザーのエ
ネルギーにより対象を破壊する高出力レーザー兵
器を開発している。レーザー兵器は、多数の小型
無人機や小型船舶による攻撃に対する低コストで
有効な迎撃手段として活用されるほか、技術の成
熟度によっては従来兵器と比べて即応性に優れ、
弾薬の制約から解放される可能性があることなど
から、ミサイルを迎撃可能な程度まで高出力化が
実現できれば、多数のミサイルによる攻撃にも効
率的に対処可能な装備となり得る。

米国は、2019年にレーザー式対無人機システ
ムを空軍が取得したほか、2014年にはペルシャ
湾で小型UAVに対処可能な出力30kW級の艦載
固体レーザー兵器「LaWS」の試験に成功してお
り、2020年5月に太平洋上で実施された試験で
は、米海軍が開発した艦載高出力レーザー実証機
で飛行する無人機の無力化に成功している。なお、
米空軍による戦闘機搭載型レーザー「ShiELD」
プログラムは、当初2021年に飛行実証を行う予
定であったが、新型コロナ感染拡大により2年間
延期となった旨報じられている。

中 国 は 小 型UAVに 対 処 可 能 な 出 力 数30-
100kW級のレーザー兵器「Silent Hunter」を国
際防衛装備展示会（IDEX2017）で公開したほか、
対衛星兵器としてさらに高出力のレーザー兵器も
開発中との指摘がある。

ロシアは、出力数10kW級のレーザー兵器「ペ
レスヴェト」を既に配備しており、対衛星兵器と
して出力数MW級の化学レーザー兵器も開発中
との指摘がある。

高出力マイクロ波技術は、UAV、ミサイルなど
の経空脅威に対し、搭載する情報収集・指揮通信
機器などの電子機器に破損や誤作動を生起させる
技術である。米国は、この技術を用いた兵器であ
る「Phaser」を、2019年に取得しており、米陸軍

の演習において一度に2～3機、合計33機の小型
無人航空機に対処した実績があるとされる。

3　民生分野に由来する先端技術動向

（1）人工知能技術
いわゆる人工知能（AI）技術は、近年、急速な

進展がみられる技術分野の一つであり、軍事分野
においては、指揮・意思決定の補助、情報処理能
力の向上に加えて、自律型無人機への搭載やサイ
バー領域での活用など、影響の大きさが指摘され
ている。

米国、中国及びロシアは人工知能に関する戦略
を策定し、産学官の連携のもと研究開発を進めて
いる。米国防省は、2018年6月に統合AIセンター

（J
Joint Artificial Intelligence Center
AIC）を設立し、2019年2月に公表した「国防

省人工知能（AI）戦略」において、法的・倫理的
な観点からも適切な形で人工知能を活用する方針
を示している。中国政府は、2017年に「次世代
AI発展計画」を発表し、2030年までに世界の主
要なAIイノベーションセンターとなることを目
標としている。ロシアは、2017年にプーチン大
統領が「AIを主導する者が世界を制する」との認
識を示し、2019年10月に公表した「2030年ま
でのAI発展戦略」では、AI技術開発の加速、科学
研究の支援、人材育成システムの改善などを目標
に掲げている。

人工知能を活用した技術としては、多様なセン
サーなどから得られたデータを人に分かりやすく
表示する情勢判断支援技術や、取り得る選択肢を
示し指揮官などを支援する意思決定支援技術など
が検討されている。米国では、収集した情報をAI

AIと空軍パイロットのシミュレーション戦闘の様子
【DARPA】
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が分析し、戦闘部隊などにネットワーク経由で迅
速に共有する先進戦闘管理システム（A

Advanced Battle Management System
BMS）の

実証実験が2019年12月に実施されている。ま
た、中国では、次世代指揮情報システムの研究・
開発を目的に、中央軍事委員会がAI軍事シミュ
レーション競技会を2020年7月に開催を発表し
ている。

また、米国、中国及びロシアは、人工知能を搭載
した自律型無人機を開発している。自律型無人機
は、一般的に3D（Dangerous, Dirty, Dull）の任
務への活用が想定される無人機技術と、敵の行動
や戦況の変化を認識できる人工知能技術を組み合
わせることで、情報収集・警戒監視・偵察（ISR）
任務などが長時間・人命のリスクなしに広範囲で
可能となる。

米国防省高等研究計画局（D
Defense Advanced Research Projects Agency

ARPA）は、空中射
出・回収・再利用が可能なISR用の小型無人機の
スウォーム飛行、潜水艦発見用の無人艦など、人
工知能を搭載した無人機を開発している。このほ
か、空対空戦闘の自動化に関する研究開発も進め
ており、AIが空軍パイロットとのシミュレーショ
ン戦闘において勝利している。

中国電子科技集団公司は、2018年5月、人工知
能を搭載した200機からなるスウォーム飛行を
成功させており、2020年9月には中国国有軍需
企業が無人航空機のスウォーム試験状況を公開し
ている。このような、スウォーム飛行を伴う軍事
行動が実現すれば、従来の防空システムでは対処
が困難になることが想定される。

ロシアは、2019年9月、大型無人機S-70「オ
ホートニク」と第5世代戦闘機Su-57との協調飛
行試験を実施しており、飛行試験の状況を動画で
公開している。

また、自律型無人機は、いわゆる自律型致死兵
器システム（L

Lethal Autonomous Weapons Systems
AWS）に発展していく可能性も指

摘されている。LAWSについては、特定通常兵器
使用禁止・制限条約（C

Convention on Certain Conventional Weapons
CW）の枠組みにおいて、

その特徴、人間の関与のあり方、国際法の観点な
どから議論されている。

（2）量子技術
「量子技術」は、日常的に感じる身の回りの物理

法則とは異なる「量子力学」を応用することによ
り、社会に変革をもたらす重要な技術と位置づけ
られている。例えば、量子暗号通信は、量子の特
性を利用した暗号化技術である量子暗号技術を利
用した通信方式であり、第三者が解読できない暗
号通信とされる。また、量子レーダーは、量子の
特性を利用して、ステルス機のステルス性を無効
化できる可能性が指摘されている。量子コン
ピュータは、現在のスーパーコンピュータでは膨
大な時間がかかる問題を、短時間かつ超低消費電
力で計算することが可能となるとされ、暗号解読
などの分野への応用の可能性が指摘されている。

中国は、北京・上海間約3,000kmにわたる世
界最大規模の量子通信ネットワークインフラを構
築したほか、2016年8月、世界初となる量子暗号
通信を実験する衛星「墨子」を打上げ、2018年1
月には、「墨子」を使った量子暗号通信により、中
国とオーストリア間の長距離通信に成功したとし
ている。また、量子コンピュータを重大科学技術
プロジェクトとして位置づけ、量子情報科学国家
実験室の整備などのために約70億元を投資して
いる。

（3）第5世代移動通信システム（5G）技術
民間の移動通信インフラとして、2019年4月

以降各国で相次いで商用サービスが開始されてい
る第5世代移動通信システム（5G）が注目を集め
ている。5Gの技術は、高度な情報通信技術によ
り、複雑なデータ処理を感じさせない高品質（高
速化、低遅延化、大容量化、多数同時接続／高信
頼など）なサービスの提供が実現される。

米国は、2020年3月に「5Gの安全を確保する
ための米国家戦略」を公表し、同年5月には同戦
略の国防政策上のアプローチを示した「米国防省
5G戦略」を公表した。国防省の戦略では、5Gは
極めて重要な戦略的技術であり、これによっても
たらされる先端技術に習熟した国家は長期にわた
り経済的及び軍事的な優位を獲得するとの認識を
示している。また、国防省にとっての中核的な課
題は、米軍及び同盟国・パートナーの5Gシステ
ムが保護され、抗堪性・信頼性があることである
とし、同盟国やパートナーを含めた取組の方針を

宇
宙
・
サ
イ
バ
ー
・
電
磁
波
と
い
っ
た
新
た
な
領
域
を
め
ぐ
る
動
向
・
国
際
社
会
の
課
題

第
3
章

132日本の防衛

第1節軍事科学技術をめぐる動向

防衛2021_Ⅰ-3-1.indd   132防衛2021_Ⅰ-3-1.indd   132 2021/06/10   10:09:422021/06/10   10:09:42



示している。
オーストラリアは、自国の5G事業にファー

ウェイ社の参入を事実上排除しており、ニュー
ジーランドでは自国の5G事業にファーウェイ社
はこれまでのところ参入できていない。英国は
2027年末までにすべてのファーウェイ社製品を
5G網から撤去する方針を表明している。

（4）積層製造技術
3Dプリンターに代表される積層製造技術は、

低コストで通常では作成できないような複雑な形
状でも製造が可能なことから、在庫に頼らない部
品調達など兵站に革命が起きる可能性があり、各

2	 プロジェクト参加国はフィンランド、フランス、ドイツ、オランダ、ポーランド、スウェーデン及びノルウェーの7か国
3	 共同開発・生産国はオーストラリア、カナダ、デンマーク、イタリア、オランダ、ノルウェー、トルコ、英国及び米国の9か国、その他の取得国はイスラエル、

韓国、ベルギー、ポーランド及び日本であり、これら各国の防衛技術・産業基盤が製造・整備に関与する。ただし、トルコによるロシア製ミサイル・システ
ム「S-400」購入を受け、米国は2019年7月に共同開発計画からトルコを正式に除外する手続を開始することを決定した。

4	 2017年6月に設立された。

国で軍事技術への応用の可能性が指摘されてい
る。例えば、米陸軍は、予備物品の輸送が不要に
なることから、「物流に本当の革命を起こすこと
になる」としており、米空軍は、部品不足が指摘
される航空機のエンジン部品の製造を発表してい
る。また、欧州では、2019年2月に7か国2が共同
で4カ年プロジェクトを立ち上げ、3Dプリンター
技術の適用可能性について検討を行っている。豪
海軍では、3Dプリンターによる巡視船の部品製
造を検討しており、インドでは、2020年1月、国
営企業と民間企業が、軍の3Dプリンタープロ
ジェクトに協力することで合意している。

2 	防衛技術・産業基盤をめぐる動向	防衛技術・産業基盤をめぐる動向
近年、軍事科学技術の高度化や装備品の複雑化

にともない、開発・生産コストが高騰して装備品
の調達単価が上昇傾向にある一方、特に欧米諸国
においては、国防費の大幅な増額が困難な状況が
続いている。このような中で、諸外国は、自国の
防衛技術・産業基盤を維持・強化するため、各種
の取組を進めている。

欧米諸国は、前述の国防費をめぐる状況を踏ま
え、防衛産業の再編による競争力の強化を指向し
てきた。米国では、主に国内企業間の合併・統合
が繰り返されたのに対し、欧州では、ドイツ、フ
ランス、英国、イタリアを中心に、国境を越えた
防衛産業の合併・統合がみられた。また、欧米諸
国は、開発・生産コストの高騰に対応するため、
同盟国・友好国間での装備品の共同開発・生産や
技術協力を推進し、①開発・生産費用の分担、②
共同開発・生産の参加国全体への需要拡大、③技
術の相互補完、④最先端技術の獲得による国内技
術の底上げなどを目指している。

例えば、米国主導のF-35戦闘機の共同開発・

生産は最大の共同開発・生産事業であり、現時点
で3,300機を超える需要が見込まれ3、同機の運
用・維持・整備段階も含め関係国の防衛技術・産
業基盤に影響を及ぼすことになる。また、EUは、
装備品の開発・取得における加盟国間での協力を
促し、最先端かつ相互運用性のある装備品の効率
的な生産を促進するため、加盟国が共同で行う研
究・開発に対し資金提供を行う欧州防衛基金

（E
The European Defence Fund
DF）4を設立した。
民間の国防研究開発にファンディングなどの形

で各国政府が資金提供を行う例も増加している。
米国では、安全保障に資するブレイクスルー技術
への投資を任務とするDARPAに対し、21米会
計年度において約35億6,600万ドルの研究開発
予算が要求されているように、長年、国防当局に
より、企業や大学などによる研究に対してファン
ディングなどによる大規模な資金提供が行われて
いる。英国やオーストラリアなどでも、近年の装
備品開発におけるデュアル・ユース技術の活用を
受け、先進的な民生技術の取込みを目的として、
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民間の革新的な技術研究開発に対して資金提供を
行う取組が開始されている5。

諸外国による装備品の海外輸出は冷戦期から行
われてきたが、現在も多くの国々が輸出促進策を
とっている。装備品の輸出では、米国・ロシア・
欧州及び中国が引き続き上位を占める一方、韓
国、トルコなどは、これまでの装備品の輸入や科
学技術力の向上にともない、装備品の製造基盤が
整ったことで、装備品の輸出を拡大している。

近年、アジア・大洋州諸国による装備品の輸入
は増加傾向にあるが、その背景には、域内の経済
成長のほか、中国の影響力拡大や領有権をめぐる

5	 英国は2016年、産学官間のイノベーションのネットワーク化を図る国防安全保障アクセラレータ（DASA：Defence	and	Security	Accelerator）を発足
させるとともに、革新的な研究を対象とした基金を設置した。また、同年、オーストラリアもエマージング・テクノロジーを対象とした将来技術基金及び革
新的な開発を対象とした基金の設置を発表した。

6	 オフセットの定義について、米国商務省作成議会報告「国防関係取引に関するオフセット」によれば、国防関係取引におけるオフセットには、共同生産、ラ
イセンス生産、下請け契約、技術移転、購入及び支払上の支援といった産業上・商業上の見返りが含まれる。

争いの存在、近隣諸国の軍事力発展への対応など
があると指摘されている。

装備品の輸入国の中には、国外からの装備品及
び役務の調達の条件として、部品の製造などへの
国内企業の参画を求めるなど、輸入による防衛力
整備と国内の防衛技術・産業基盤の育成の両立を
可能とするためのオフセット政策6を採用する国
もある。

図表Ⅰ-3-1-1（主要通常兵器の輸出上位国（2016～
2020年））
図表Ⅰ-3-1-2（アジア・大洋州における主要通常兵
器の輸入額推移状況（2016～2020年））

 参照

図表Ⅰ-3-1-1 主要通常兵器の輸出上位国 
（2016～2020年）

国・地域
世界の防衛装備品輸出
におけるシェア（％）

2016-2020年
2011-2015年との
輸出額の比較（％）

1 米国 37 ＋15
2 ロシア 20 －22
3 フランス 8 ＋44
4 ドイツ 6 ＋21
5 中国 5 －8
6 英国 3 －27
7 スペイン 3 －8
8 イスラエル 3 ＋59
9 韓国 3 ＋210
10 イタリア 2 －22
（注）　	「SIPRI	Arms	Transfers	Database」をもとに作成。2016～2020年

の輸出額上位10ヵ国のみ表記（小数点第1位を四捨五入）

図表Ⅰ-3-1-2 アジア・大洋州における主要通常兵器
の輸入額推移状況（2016～2020年）

国・地域 輸入額（億米ドル）
2016-2020年

2011-2015年との
輸入額の比較（％）

1 インド 132.71 －33
2 オーストラリア 70.79 ＋41
3 中国 65.97 ＋6
4 韓国 60.07 ＋57
5 パキスタン 37.53 －23
6 日本 30.48 ＋124
7 ベトナム 24.96 －41
8 シンガポール 23.66 －9
9 インドネシア 23.63 －18
10 バングラデシュ 17.20 －4
（注）　	「SIPRI	Arms	Transfers	Database」をもとに作成。2016～2020年

の輸入額上位10ヵ国のみ表記（比較（％）の数値は小数点第1位を四捨
五入）。
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宇宙領域をめぐる動向第2節

1 	宇宙領域と安全保障	宇宙領域と安全保障

1	 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2019年1月）による。

近年、宇宙空間を利用した技術は、様々な分野
に活用され、官民双方の重要インフラとして、そ
の重要性は一層高まっている。宇宙空間は、1967
年10月に発効した宇宙条約により、国家による
取得の対象とはならず、また、条約のすべての当
事国が平和目的のために、自由に利用できるとさ
れていることから、主要国は、安全保障の分野に
おいても、平和及び安全を維持するための宇宙利
用を積極的に進めている。

宇宙空間は、国境の概念がないことから、人工
衛星を活用すれば、地球上のあらゆる地域の観測
や通信、測位などが可能となる。このため主要国
は、C

Command, Control, Communication, Computer, Intelligence, Surveillance, Reconnaissance
4ISR機能の強化などを目的として、軍事施

設などを偵察する画像収集衛星、弾道ミサイルな
どの発射を感知する早期警戒衛星、通信を仲介す
る通信衛星や、武器システムの精度向上などに利
用する測位衛星をはじめ、各種衛星の能力向上や
打上げに努めている。また、米国では、宇宙開発
庁が中心となって、数百機の小型衛星を打ち上げ
て、ミサイルの探知・追尾、通信、偵察、測位、宇
宙状況監視（S

Space Situational Awareness
SA）を行う衛星メガ・コンステ

レーション計画を推進している。本計画が実現す
ることで、地上レーダーでは探知が困難な極超音
速兵器を宇宙空間から遅滞なく探知・追尾できる
可能性が指摘されている。このように各国は、宇
宙空間において、自国の軍事的優位性を確保する
ための能力を急速に開発している。

一方、自国の軍事的優位性を確保する観点から、
他国の宇宙利用を妨げる能力も重視されている。

2007年1月、中国は、老朽化した自国の衛星を
地上から発射したミサイルで破壊する実験を行っ
た。また、米国は、2020年12月に、ロシアが同
年2度目となる地上発射型対衛星ミサイル発射試
験を実施したと指摘している。衛星の破壊をもた
らす行為は、スペースデブリを発生させうること

から、各国の人工衛星などの宇宙資産に対するリ
スクとして懸念されている。

また、中国やロシアなどは、ミサイルの直撃に
より衛星を破壊するのではなく、よりスペースデ
ブリの発生が少ない対衛星兵器（A

Anti Satellite Weapon
SAT）も開発

中とみられている。例えば、攻撃対象となる衛星
に衛星攻撃衛星（いわゆる「キラー衛星」）を接近
させ、アームで捕獲するなどして対象となる衛星
の機能を奪う対衛星兵器を開発しているとされ
る。この点、中国は宇宙空間において衛星の周辺
で別の衛星を機動させ、キラー衛星の動きを模擬
する試験を実施したと指摘されている。また、米
国は、ロシアが2017年及び2019年に打ち上げ
た人工衛星について、高速の飛翔体を宇宙空間に
発射しており、兵器としての特徴を示している旨
を指摘している。また、同国が2019年に打ち上
げた人工衛星が米国の人工衛星の近くを活発に機
動する「異常かつ不穏な挙動」をしており、宇宙
における危険な状況を作り出す可能性があるとし
て非難している。

さらに、中国やロシアは、攻撃対象となる衛星
と地上局との間の通信などを妨害する電波妨害装
置（ジャマー）や、対象の衛星を攻撃するレーザー
兵器なども開発していると指摘されている。

中国やロシアは、こうした対衛星能力を運用
し、米国やその同盟国の宇宙利用を妨害する能力
を強化しているとの指摘もある1。このような多様
な妨害手段の開発をはじめとする宇宙空間におけ
る脅威の増大が指摘される中、米国をはじめ、宇
宙を「戦闘領域」や「作戦領域」と位置づける動き
が広がっており、宇宙安全保障は喫緊の課題と
なっている。

このように、今や宇宙空間の安定的利用に対す
るリスクが、各国にとって安全保障上の重要な課
題の一つとなっていることから、これらのリスク
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に効果的に対処し、宇宙空間の安定的利用の確保
に努めていく必要がある。

こうした中、既存の国際約束においては、宇宙
物体の破壊の禁止やスペースデブリ発生の原因と
なる行為の回避などに関する直接的な規定がな
く、近 年、国 連 宇 宙 空 間 平 和 利 用 委 員 会

（C
Committee on the Peaceful Uses of Outer Space

OPUOS）や国際機関間スペースデブリ調整委
員会（I

Inter-Agency Space Debris Coordination Committee
ADC）などで議論が進められている。

2020年12月には、国連総会本会議において、日
英などが共同で提案した「責任ある行動の規範、
規則及び原則を通じた宇宙における脅威の低減」
決議が164カ国の支持を得て採択された。この決

議は、宇宙システムに対する脅威及び安全保障上
のリスクを調査し、責任ある行動などについて評
価し、議論を進展させることを奨励しており、今
後、宇宙空間の持続的かつ安定的な利用の確保に
向けた取組がさらに前進することが期待される。
また、対衛星兵器やスペースデブリなどの宇宙資
産に対する脅威に加え、人工衛星や地上の電子機
器に影響を及ぼす可能性のある太陽活動や、地球
に飛来する隕石などの脅威を監視する宇宙状況監
視に、各国が取り組んでいる。

Ⅲ部1章3節1項（宇宙領域での対応）p.239

2 	宇宙空間に関する各国の取組	宇宙空間に関する各国の取組

1　米国

米国は、世界初の偵察衛星、月面着陸など、軍
事、科学、資源探査など多種多様な宇宙活動を発
展させ続け、2020年5月にはスペースX（Space 
X）社が世界初となる民間有人宇宙飛行を成功さ
せるなど、今日では世界最大の宇宙大国となって
いる。米軍の行動においても宇宙空間の重要性は
強く認識されており、宇宙空間は、安全保障上の
目的でも積極的に利用されている。

米国が2017年12月に公表した国家安全保障
戦略（N

National Security Strategy
SS）においては、宇宙資産に対する攻撃

能力は非対称的な優位性をもたらすと考え、様々
な対衛星兵器を追求している国の存在を指摘して
いる。2018年3月には、「国家宇宙戦略」を公表
し、敵対者が宇宙を戦闘領域に変えたとの認識を
示したうえで、宇宙空間における米国及び同盟国
の利益を守るため、脅威を抑止及び撃退していく
と表明した。また、2020年6月、米国防省は今後
10年間の指針を示す「国防宇宙戦略」を発表し、
中国やロシアを最も深刻で差し迫った脅威と評価
したほか、宇宙領域における優位性の確保、国家
的な運用や統合・連合作戦を宇宙能力で支援する
こと、宇宙領域の安定性確保の3点を目標として
いる。さらに、米国政府は、同年12月に公表した

「国家宇宙政策（N
National Space Policy

SP）」において、宇宙の平和利
用の原則のもと、国家安全保障活動のために宇宙

を引き続き利用するとしている。
また、2020年12月、わが国と米国は、わが国

の準天頂衛星システムに米国製ペイロード（宇宙
状況監視センサー）2基を搭載する覚書を締結し
ており、それぞれ2023年及び2024年に種子島
宇宙センターから打上げられる予定である。

組織面では、大統領直轄組織である国家航空宇
宙局（N

National Aeronautics and Space Administration
ASA）が主に非軍事分野の宇宙開発を担

う一方、国防省が軍事分野の観測衛星や偵察衛星
などの研究開発と運用を担っている。2019年8
月、宇宙の任務を担っていた戦略軍の一部を基盤
に新たな地域別統合軍として宇宙コマンドが発足
し、同年12月、6番目の軍種として空軍省の隷下
に人員約1万6千人規模の宇宙軍を新たに創設し
た。2020年10月には、海兵隊に宇宙コマンドを
支える海兵隊宇宙司令部（Marine Corps Forces 
Space Command）が創設されている。

2章1節2項（軍事態勢）p.14

2　中国

中国は、1950年代から宇宙開発を推進し、
1970年に初の人工衛星「東方紅1号」を打ち上げ
た。近年は、2019年1月に無人探査機「嫦

じょう
娥
が

4号」
を世界で初めて月の裏側に着陸させ、2020年11
月に「嫦娥5号」、同年7月に火星探査機「天問1
号」の打上げを成功させている。また、約13,000

 参照

 参照
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機にも及ぶ通信衛星コンステレーション計画が指
摘されるほか、2020年9月に、衛星打ち上げロ
ケット「長征11号」を黄海上の船舶から打上げや、
2021年4月には、中国宇宙ステーション「C

China Space Station
SS」

のコアモジュールの打上げ2を行うなど、宇宙活
動を活発化させている。このような中国の宇宙開
発は、国威の発揚や宇宙資源の開発を企図してい
るとの見方がある。

2019年7月に公表した国防白書「新時代にお
ける中国の国防」では、宇宙は国際的戦略競争の
要点であり、宇宙の安全は国家の建設及び社会の
発展の戦略的保障であると主張している。また、
2021年3月に全人代で採択された「第14次5か
年計画及び2035年までの長期目標の綱要」にお
いて航空宇宙分野の発展を加速する方針を明らか
にしている。

中国は従来から国際協力や宇宙の平和利用を強
調しているものの、宇宙空間の軍事利用を否定し
ておらず、人工衛星による情報収集、通信、測位
など軍事目的での宇宙利用を積極的に行ってい
る。中国は対衛星兵器の開発を継続しており、
2007年1月には地上から発射したミサイルで自

2	 2021年5月、中国は、本打上げを行った「長征5号B」の破片の一部がインド洋に落下したと発表。これに対し、NASAは、中国がスペースデブリに関する
基準の責任を満たしていないのは明らかである旨の長官声明を発表。

3	 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2015年2月）による。
4	 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告書」（2019年5月）による。
5	 2015年11月、米中経済安全保障再検討委員会の年次報告書による。

国の人工衛星を破壊する実験を、2014年7月な
どにも破壊を伴わない対衛星ミサイルの実験3を
行ったほか、衛星攻撃衛星や電波妨害装置（ジャ
マー）、レーザー光線などの指向性エネルギー兵
器4を開発しているとの指摘もある。衛星測位シ
ステム「北斗」については、2020年6月に本シス
テムを構成する全衛星の打上げが完了しており、
軍事利用の可能性も指摘される。また運搬ロケッ
トについては、中国国有企業が開発・生産を行っ
ており、「長征」シリーズでは新型の打上げを継続
するほか、大型衛星の運搬ロケットの開発を行う
としている。同企業は弾道ミサイルの開発、生産
なども行っているとされ、運搬ロケットの開発は
弾道ミサイルの開発にも応用可能とみられる。

このように中国は、官・軍・民が密接に協力し
ながら、今後も宇宙開発に注力していくものとみ
られる。なお、中国は投資、研究開発、米国などか
らの技術導入などによって、宇宙大国の一つと
なったとされ、将来的には、米国の宇宙における
優位を脅かすおそれがあるとの指摘5がある。

組織面では、2015年12月に中央軍事委員会の
直轄部隊として設立された戦略支援部隊は、任務
や組織の細部は公表されていないものの、宇宙・
サイバー・電子戦を任務としており、衛星の打上
げ・追跡を担当しているとみられる。また、中央
軍事委員会の装備発展部が有人宇宙計画などを担
当しているとみられる。

3　ロシア

ロシアの宇宙活動は、旧ソ連時代から継続して
いる。旧ソ連は、数々の人工衛星を打ち上げ、旧
ソ連解体に至るまで世界一の人工衛星打上げ数を
誇った。1991年の旧ソ連解体以降、ロシアの宇
宙活動は低調な状態にあったが、近年は、再び活
動を拡大しており、2030年までに、観測、気象、
通信、測位などを行う600機の衛星を統合する

「スフェラ」構想を計画するなど宇宙開発を活発

黄海から打ち上げられる「長征11号」
【時事】
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化させている。
安全保障面での動向としては、2018年、米国

がMDRを公表したことを受け、ロシアは同計画
の実施が宇宙における軍拡競争を引き起こすこと
は必至であり、国際的な安全保障及び安定にとっ
て最もマイナスの結果を招くこととなるなどと懸
念を表明した。

政策面としては、宇宙活動を展開していく今後
の具体的な方針として2016年3月、「2016-2025
年のロシア連邦宇宙プログラム」を発表し、国産
宇宙衛星の開発・展開、有人宇宙飛行計画などを
盛り込んだ。

一方、ロシアは、シリアにおける軍事作戦に宇
宙能力を活用しており、ショイグ国防相は2019
年の国防省の会議において、本作戦の経験で、軍
用衛星の再構築が必要との認識に至った旨明らか
にした。また、ロシアは対衛星兵器の開発を継続
しており、地上発射型の対衛星ミサイルの発射試
験を繰り返しているほか、MiG-31から発射する
対衛星ミサイル、ソーコル・エシェロン（航空機
搭載型）などのレーザー兵器システムの開発を
行っているとされている。

組織面では、国営宇宙公社ロスコスモス（State 
Space Corporation ROSCOSMOS）がロシアの
科学分野や経済分野の宇宙活動を担う一方で、国
防省が安全保障目的での宇宙活動に関与し、2015
年8月に空軍と航空宇宙防衛部隊が統合され創設
された航空宇宙軍が実際の軍事面での宇宙活動や
衛星打上げ施設の管理などを担当している。

4　欧州

欧州における宇宙活動は、EU、欧州宇宙機関
（E

European Space Agency
SA）、欧州各国がそれぞれ独自の宇宙活動を推

進しているほか、相互の協力による宇宙活動が行
われている。

フォンデアライエン欧州委員長は、就任前の
2019年9月、欧州委員会内に軍の資金調達、開発
及び展開を担う防衛・宇宙部門を設置すると表明
した。今後はEU・ESAが計画している衛星測位
システム「ガリレオ」、地球観測プログラム「コペ
ルニクス」、欧州防衛庁（E

European Defence Agency
DA）による偵察衛星

プロジェクト（M
Multinational Space based Imaging System

USIS）などが、欧州における安
全保障分野に活用されていくものとみられる。

また、NATOは、2019年6月、NATOの宇宙
アプローチの指針となる宇宙政策を承認してお
り、同年12月に首脳会議において宇宙を陸・海・
空・サイバーと並ぶ「第5の作戦領域」であると
宣言するなど、宇宙領域における安全保障の重要
性に関して認識を示している。2020年10月には、
NATO国防相会合が開催され、ドイツのラム
シュタインに新たに宇宙センターを設立すること
が合意された。

2020年末にEUを離脱した英国は、2021年1
月にガリレオプログラムに参加しない旨の発表を
行っている。また、英空軍隷下に宇宙司令部

（Space Command）を創設し、2022年にスコッ
トランドから自国の衛星を自国のロケットで打ち
上げるとしている。2021年初頭には、最先端の
宇宙推進エンジンを試験するための国有試験施設
を新設するなど、宇宙分野に積極的な投資を進め
ている。

フランスは、2019年7月、フランスで初となる
国防に特化した「国防宇宙戦略文書」を発表した。
本文書には、宇宙司令部創設のほか、脅威認識、
宇宙状況監視能力の強化などについて言及してい
る。同年9月、軍事省内にある宇宙軍事監視作戦
センター、統合宇宙司令部、衛星軍事監視セン
ターの機能・人員を集約する形で空軍隷下に宇宙
司令部を創設した。また、2020年7月に空軍の名
称を航空・宇宙軍に変更し、空軍の業務に宇宙へ
の自由なアクセス及び宇宙空間での行動の自由を
保障するための活動を追加している。

5　インド

インドは、通信、測位、観測分野での開発プロ
グラムを推進している。2020年10月、米印は、
第2回外務・防衛閣僚会議「2＋2」を開催し、宇
宙における防衛協力分野について協議を継続する
意思を表明している。

また、インドは、自国周辺の測位が可能な測位
衛星として地域航法衛星システム（N

Navigation Indian Constellation
avIC）衛星

を運用しているほか、2017年2月には、低予算で
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104機の衛星を1基のロケットで打ち上げること
に成功するなど、高い技術力を有している。また、
2019年3月、モディ首相は、低軌道上の人工衛星
をミサイルで破壊する実験に成功したと発表して
いる。

組織面では、宇宙庁が宇宙開発政策を実行し、
ロケットの開発、打上げ、衛星の開発、製造など
を行うインド宇宙研究機関（I

Indian Space Research Organization
SRO）を管理して

いる。また、2019年4月、国防省においてASAT
を含む全宇宙アセットを統制し、宇宙空間にかか
わ る 国 防 政 策 の 立 案 に 関 与 す る 国 防 宇 宙 庁

（D
Defence Space Agency

SA）の設立が、同年6月、宇宙戦に関する兵
器・技術を開発する機関として国防宇宙研究機構

（D
Defence Space Research Agency

SRA）の設立が承認されたと報じられている。

6　韓国

韓国の宇宙開発は2005年に施行された「宇宙
開発振興法」のもと、文政権が発表した「第3次

6	 韓国「2020国防白書」（2021年2月）による

宇宙開発振興基本計画」に基づき推進されている。
同計画は、2040年までのビジョンを提示し、①
宇宙ロケット技術の自立、②人工衛星の活用サー
ビスと開発の高度化、③宇宙探査の開始、④韓国
型衛星航法システム（K

Korean Positioning System
PS）の構築などに重点を

おいている。2020年の7月には米国のスペース
X社が韓国の軍事静止通信衛星の打上げに成功し
ている。

組織面では、韓国航空宇宙研究院が実施機関と
して研究開発を主導、国防科学研究所が各種衛星
の開発利用に関与している。また、朝鮮半島上空
の宇宙監視能力を確保するため、初の宇宙部隊で
ある「空軍衛星監視統制隊」を2019年に創設し
た。同部隊は2020年に「空軍宇宙作戦隊」に名称
が変更された。

韓国国防部は、宇宙関連の能力を強化するた
め、監視偵察・早期警報衛星などを確保していく
計画であるとしている6。宇
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サイバー領域をめぐる動向第3節

1 	サイバー空間と安全保障	サイバー空間と安全保障

1	 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2018年3月）による。
2	 米国防情報長官「世界脅威評価書」（2019年1月）による。

近年の情報通信技術（I
Information and Communications Technology

CT）の発展により、イ
ンターネットなどの情報通信ネットワークは人々
の生活のあらゆる側面において必要不可欠なもの
になっており、そのため情報通信ネットワークに
対するサイバー攻撃は、人々の生活に深刻な影響
をもたらしうるものである。

サイバー攻撃の種類としては、情報通信ネット
ワークへの不正アクセス、メール送信などを通じ
たウイルスの送り込みによる機能妨害、情報の改
ざん・窃取、大量のデータの同時送信による情報
通信ネットワークの機能妨害のほか、電力システ
ムなどの重要インフラのシステムダウンや乗っ取
りを目的とした攻撃などがあげられる。また、
ネットワーク関連技術は日進月歩であり、サイ
バー攻撃も日に日に高度化、巧妙化している。

軍隊にとって情報通信は、指揮中枢から末端部
隊に至る指揮統制のための基盤であり、ICTの発

展によって情報通信ネットワークへの軍隊の依存
度が一層増大している。また、軍隊は任務遂行上、
電力をはじめとする様々な重要インフラを必要と
する場合があり、これらの重要インフラに対する
サイバー攻撃が、任務の大きな妨害要因になり得
る。そのため、サイバー攻撃は敵の軍事活動を低
コストで妨害可能な非対称的な攻撃手段として認
識されており、多くの外国軍隊がサイバー空間に
おける攻撃能力を開発しているとみられる。特に、
中国及びロシアは、ネットワーク化された部隊の
妨害やインフラの破壊などのために、軍のサイ
バー攻撃能力を強化していると指摘されている1。
こうした状況にかんがみ、米国は、ICTサプライ
チェーン及び基幹電力システムでの外国機器の使
用を安全保障上の脅威とみなし、これを制限する
大統領令を2019年5月及び2020年5月に相次
いで発出している。

2 	サイバー空間における脅威の動向	サイバー空間における脅威の動向
諸外国の政府機関や軍隊のみならず民間企業や

学術機関などの情報通信ネットワークに対するサ
イバー攻撃が多発しており、重要技術、機密情報、
個人情報などが標的となる事例も確認されてい
る。例えば、高度サイバー攻撃（A

Advanced Persistent Threat
PT）のような、

特定の標的組織を執拗に攻撃するサイバー攻撃
は、長期的な活動を行うための潤沢なリソース、
体制、能力が必要となることから、組織的活動で
あるとされている。このような高度なサイバー攻
撃に対処するために、脅威認識の共有などを通じ
て諸外国との技術面・運用面の協力が求められて
いる。また米国は、中国、ロシア、イラン、北朝鮮
が、より多様な手段で、より積極的にサイバー攻
撃を実施するようになっていると評価2しており、
各国は、軍としてもサイバー攻撃能力を強化して

いるとみられる。

1　中国

中国では、2015年12月末、中国における軍改
革の一環として創設された「戦略支援部隊」のも
とにサイバー戦部隊が編成されたとみられる。同
部隊は17万5,000人規模とされ、このうち、サイ
バー攻撃部隊は3万人との指摘もある。また、中
国は、2016年に公表された「国家サイバー空間
安全戦略」において、サイバー空間を国家主権の
重要部分であるとの認識を示している。さらに、
2019年7月に発表された国防白書「新時代にお
ける中国の国防」では、軍によるサイバー空間に
おける能力構築を加速させるとしているなど、中
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国は、軍のサイバー戦力を強化していると考えら
れる。

2章2節2項5（軍事態勢）p.21

中国は、平素から機密情報の窃取を目的とした
サイバー攻撃などを行っているとされており3、例
えば、以下の事案への関与が指摘されている。
・・　2018年1月及び2月、米海軍の契約業者が

中国政府のハッカーによるハッキングを受け、
潜水艦搭載の超音速対艦ミサイルに関する極秘
情報が流出

・・　2018年12月、米国などは、中国国家安全部
と関連するサイバーグループ「APT10」が少な
くとも12か国に対して知的財産などを標的と
するサイバー攻撃を実施したと発表

・・　わが国において、「APT10」による民間企業、
学術機関などを対象とした広範な攻撃が確認

・・　2017年、米国の消費者信用情報会社から、
名前、生年月日、社会保障番号、運転免許証番
号、クレジットカード番号などの個人情報が窃
取されるサイバー攻撃が発生。2020年2月、米
司法省は、当該サイバー攻撃に関与した疑いで
中国軍関係者4名を起訴

・・　2020年7月、新型コロナウイルス感染症のワ
クチン開発にかかわる企業を含む民間企業など
を標的とした知的財産や企業秘密の窃取を目的
とするサイバー攻撃を実施したとして、米司法省
は中国国家安全部関係者とみられる2名を起訴

・・　2021年4月、わが国の捜査当局は、約200の
国内企業等に対する一連のサイバー攻撃がサイ
バーグループ「Tick」により実行され、背景組
織として中国人民解放軍の部隊が関与している
可能性が高いと結論

2　ロシア

ロシアについては、軍参謀本部情報総局（GRU）
や連邦保安庁（FSB）がサイバー攻撃に関与して

3	 「米国防省サイバー戦略」（2018年9月）による。
4	 2017年2月、ロシアのショイグ国防相の下院の説明会での発言による。ロシア軍に「情報作戦部隊」が存在するとし、欧米との情報戦が起きており「政治宣

伝活動に対抗する」としている。ただし、ショイグ国防相は部隊名の言及はしていない。
5	 2015年9月、クラッパー米国家情報長官（当時）が下院情報委員会で「世界のサイバー脅威」について行った書面証言による。
6	 2018年9月公表の「米国防省サイバー戦略」による。
7	 2020年2月、米司法省発表による。

いるとの指摘があるほか、軍のサイバー部隊4の存
在が明らかとなっている。サイバー部隊は、敵の
指揮・統制システムへのマルウェア（不正プログ
ラム）の挿入を含む攻撃的なサイバー活動を担う
とされ5、その要員は、約1,000人と指摘されてい
る。2016年12月に公表した「情報安全保障ドク
トリン」において、軍事・政治目的での情報技術
の使用に関連した脅威が増大しているとの認識を
示しており、2019年11月、サイバー攻撃などの
際にグローバルネットワークから遮断し、ロシア
のネットワークの継続性を確保することを想定し
たいわゆるインターネット主権法を施行させた。

ロシアは、サイバーを用いた情報作戦により、
情報窃取や破壊工作に加えて、民主主義プロセス
に挑戦していると指摘されており6、例えば、以下
の事案への関与が指摘されている。
・・　2017年6月、ウクライナを中心に各国でラ

ンサムウェア「NotPetya」によるサイバー攻
撃が発生。2018年2月、米英両政府は、ロシア
軍によるものと発表

・・　2020年2月、米、英、ジョージア政府などは、
2019年10月に発生したジョージア政府機関、
報道機関などに対する大規模なサイバー攻撃に
ついて、GRUによるものと発表 7

・・　2020年10月、米 司 法 省 は、2015年 及 び
2016年のウクライナ電力網に対するサイバー
攻撃や2017年及び2018年の平昌オリンピッ
クに対するサイバー活動などに関与したとして
ロシア軍参謀本部情報総局の将校ら6名を起訴
したと発表。また、英国は米国の発表を支持す
るとともに、2020年に東京オリンピック・パ
ラリンピック関連組織に対してもロシアがサイ
バー偵察を行ったと発表。

・・　2020年12月、米政府機関などが長期にわた
るサイバー諜報を受けていたことが判明。本事
案に関し、2021年1月、米国政府は、本攻撃の
目標を、情報収集を目的とした攻撃と断定、同
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年4月には、米英政府などが、対外情報庁（SVR）
によるものと発表。

・・　2021年4月、米政府は、2020年の大統領選
挙に影響を与えるロシア政府主導の試み、その
他の偽情報や干渉行為を実行する32の組織・
個人を制裁

3　北朝鮮

北朝鮮については、当局で人材育成を行ってお
り8、サイバー部隊を集中的に増強し、約6,800人
を運用中と指摘されている9。2019年9月には、米
国財務省が重要インフラを対象とした悪意あるサ
イバー活動に関与したとして、北朝鮮当局が支援
する「ラザルスグループ」などのサイバーグルー
プ3団体10を制裁対象に指定する旨を発表した。

北朝鮮は、サイバー攻撃を用いた金銭窃取のほ
か、軍事機密情報の窃取や他国の重要インフラへ
の攻撃能力の開発などを行っているとみられてい
る。例えば、以下のサイバー攻撃への関与が指摘
されている。
・・　2017年5月、マルウェア「ワナクライ」によ

り、世界150か国以上の病院、学校、企業など
が保有する電子情報を暗号化し、使用不能にす
るサイバー攻撃が発生。わが国や米国、英国、
オーストラリア、カナダ、ニュージーランドは、
その背後に北朝鮮の関与があったことなどを非
難する声明を発表。また、このサイバー攻撃に
よって14万ドル分のビットコインが集められ
たとの指摘

・・　2017年9月、複数の米国電力会社にスピア
フィッシング・メールによるサイバー攻撃が発
生。同年10月に、米国情報セキュリティ企業
ファイアアイ社は、北朝鮮との関連が濃厚とさ
れるサイバー脅威グループによって行われたと

8	 2017年1月発刊の韓国の「2016国防白書」による。
9	 2019年1月発刊の韓国の「2018国防白書」による。
10	「ラザルスグループ（Lazarus	Group）」、「ブルーノロフ（Bluenoroff）」、「アンダリエル（Andariel）」として民間サイバーセキュリティ業界で知られる北

朝鮮のAPT攻撃実施主体

公表
・・　2021年2月、米司法省は、北朝鮮軍偵察総局

所属の北朝鮮人3名をサイバー攻撃に関与した
疑いで起訴

・・　2021年4月に公表された「国連安全保障理事
会北朝鮮制裁委員会専門家パネル最終報告書」
において、大量破壊兵器や弾道ミサイル計画を
支える利益を生み出すために金融機関や仮想通
貨取引所に対する攻撃が継続していると評価

4　その他の脅威の動向

意図的に不正改造されたプログラムが埋め込ま
れた製品が企業から納入されるなどのサプライ
チェーンリスクや、産業制御システムへの攻撃を
企図した高度なマルウェアの存在も指摘されてい
る。この点、米国議会は2018年8月、政府機関が
ファーウェイ社などの中国の大手通信機器メー
カーの製品を使用することを禁止する条項を盛り
込んだ国防授権法を成立させた。また、中国の通
信機器のリスクに関する情報を同盟国に伝え、不
使用を呼びかけており、オーストラリアは、第5
世代移動通信システムの整備事業へのファーウェ
イ社とZTE社の参入を禁止しており、英国は
2027年末までにすべてのファーウェイ社製品を
第5世代移動通信システム網から撤去する方針を
表明している。

また、新型コロナウイルスの混乱に乗じ、製薬
会社や研究機関などへのワクチン・治療法研究
データの情報窃取、テレワーク基盤への脆弱性を
悪用したサイバー攻撃などが頻発している。この
ような状況に対して、2020年6月にNATOは、
医療機関や研究機関などパンデミックの対応に携
わる人々に対する悪意あるサイバー活動を非難す
る声明を発出している。

3 	サイバー空間における脅威に対する取組	サイバー空間における脅威に対する取組
こうしたサイバー空間における脅威の増大を受 け、各国において、各種の取組が進められている。
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サイバー空間に関しては、国際法の適用のあり
方など、基本的な点についても国際社会の意見の
隔たりがあるとされ、例えば、米国や欧州、わが
国などが自由なサイバー空間の維持を訴える一
方、ロシアや中国、新興国などの多くは、サイ
バー空間の国家管理の強化を訴えている。また、
国際社会においては、サイバー空間における法の
支配の促進を目指す動きがあり、例えば、サイ
バー空間に関する国際会議などの枠組みにおい
て、国際的なルール作りなどに関する議論が行わ
れている。

Ⅲ部1章3節2項（サイバー領域での対応）p.243

1　米国

米国では、連邦政府のネットワークや重要インフ
ラのサイバー防護に関しては、国土安全保障省が責
任を有しており、国土安全保障省サイバーセキュリ
ティ・インフラセキュリティ庁（C

Cybersecurity Infrastructure Security Agency
ISA）が政府機関

のネットワーク防御に取り組んでいる。また、2021
年度国防授権法において大統領府に国家サイバー
長官（National Cyber Director）職が創設される
ことなどが明記された。

米国は、国家安全保障戦略（2017年12月）に
おいて、多くの国がサイバー能力を、影響力を行
使する手段と捉えており、サイバー攻撃は現代戦
の重要な特徴となっているとしたうえで、米国に
対してサイバー攻撃を加えてくる相手を抑止、防
御し、必要であれば打ち負かすとしている。また、
米国防省は、国家防衛戦略（2018年1月）におい
て、サイバー防衛、抗たん性、運用全体へのサイ
バー能力の統合に投資していく方針を示してい
る。さらに、米国防省サイバー戦略（2018年9月）
においては、米国が中露との長期的な戦略的競争
関係にあり、中露はサイバー空間における活動を
通じて競争を拡大させ、米国や同盟国、パート
ナーへの戦略上のリスクになっていると指摘して
いる。

2019年4月には、日米安全協議委員会（日米
「2＋2」）が開催され、サイバー分野における協力
を強化していくことで一致し、国際法がサイバー
空間に適用されるとともに、一定の場合には、サ

イバー攻撃が日米安全保障条約にいう武力攻撃に
当たり得ることを確認している。

米軍においては、2018年5月に統合軍に格上
げされたサイバー軍が、サイバー空間における作
戦を統括している。同軍は、国防省の情報環境を
運用・防衛する「サイバー防護部隊」（68チーム）、
国家レベルの脅威から米国の防衛を支援する「サ
イバー国家任務部隊」（13チーム）及び統合軍が
行う作戦をサイバー面から支援する「サイバー戦
闘任務部隊」（27チーム）（これら三部隊を「サイ
バー任務部隊」と総称。25の支援チームを含め計
133チーム、6,200人規模）などから構成されて
いる。

2　NATO・EU

NATOは、2014年9月のNATO首脳会議に
おいて、加盟国に対するサイバー攻撃をNATO
の集団防衛の対象とみなすことで合意している。

組織面では、2017年11月に、サイバー作戦セ
ンターの新設及び加盟国が有するサイバー防衛能
力のNATO任務・作戦への統合に関する方針に
合意した。ベルギーに置かれた同センターは、
2023年には全面稼働し、サイバー攻撃の能力を
持つとの見通しが示されている。また、NATOは
2008年以降、NATOサイバー防衛能力を高める
ためのサイバー防衛演習を毎年行っているほか、
EUとの間でもサイバー安保・防衛分野での連携
を進展させている。

研究や訓練などを行う機関としては、2008年、
NATOサイバー防衛協力センター（C

Cooperative Cyber Defence Centre of Excellence
CDCOE）

が認可され、エストニアの首都タリンに設置され
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国家安全保障担当司法次官補による記者会見【米司法省】
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た。同センターは、サイバー活動と国際法の関係
に関する研究などを行っており、2017年2月に
は、「タリンマニュアル2.0」が公表された。本マ
ニュアルは、国家責任法、人権法、航空法、宇宙
法、海洋法といった平時に関する法規範から、武
力紛争法といった有事に関する法規範に至るま
で、幅広い論点について検討が行われている。ま
た、2019年12月、NATOサイバー防衛演習「サ
イ バ ー・ コ ア リ シ ョ ン2019」が 開 催 さ れ、
NATO加盟国27か国やEUなどのほか、わが国
も 初 め て 正 式 に 参 加 し た。2021年4月 に は、
CCDCOE主催のサイバー防衛演習「ロックド・
シールズ2021」にも初めて正式に参加した。

EUは、2020年7月に欧州域内におけるサイ
バー攻撃を実施した中国籍・ロシア国籍計6名及
び中国・北朝鮮・ロシアの3組織に対し制裁を課
すことを決定したと発表した。また、10月に英国
と共同で独連邦議会へのサイバー攻撃を理由にロ
シアへの制裁発動を発表している。同年12月に
は、「デジタル10年のためのEUのサイバーセ
キュリティ戦略」において、EU内のサイバー脅
威への集団的な状況認識の欠如を指摘し、民間・
外交・警察・防衛各分野横断型の「共同サイバー
ユニット」の設立などを提唱している。

3　英国

英国は、2015年11月の「N
National Security Strategy and Strategic Defence and Security Review 2015

SS・SDSR2015」に
おいて、今後5年間で約19億ポンドをサイバー防
衛能力向上のために投資し、サイバー空間におけ
る脅威を特定・分析する機能を強化していくこと
を明らかにした。2016年11月には、新たな「サイ
バーセキュリティ戦略」を公表し、英国がサイバー
の脅威に対し安全かつデジタルの世界において繁
栄するためのビジョンを提示した。このビジョン
を達成するため、サイバー脅威に対し効果的に「防
護」する手段及び攻撃的手段の保持による「抑止」、
最先端技術の「開発」が必要としている。

組織面では、2016年10月に、国のサイバーイ
ンシデントに対応し、官民のパートナーシップを
推進するため、国家サイバーセキュリティセン
ター（N

National Cyber Security Centre
CSC）を政府通信本部（G

Government Communications Headquarters
CHQ）に新設

した。また、2020年6月に軍のネットワーク防護
を担当する「第13通信連隊」を発足した。同年11
月には、国家サイバー部隊（N

National Cyber Force
CF）の設立を公表

しており、重大犯罪の予防、敵武器システムの妨
害などの活動を行うため、GCHQ、国防省などの
人員を集約している。

4　オーストラリア

オーストラリアは、2013年1月の「国家安全保
障戦略」において、サイバー政策及び作戦の統合
が国家安全保障上の最優先課題の一つであるとし
た。また、2020年8月に発表した「サイバーセ
キュリティ戦略」では、自国のネットワークの安
全性を確保するため、サイバー空間における防御
的な能力だけでなく、攻撃的な能力の権限と技術
力を確保することを明言している。

組織面では、政府内のサイバーセキュリティ能
力を1カ所に集約した、オーストラリアサイバー
セキュリティセンター（A

Australian Cyber Security Center
CSC）を設置し、政府

機関と重要インフラに関する重大なサイバーセ
キュリティ事案に対処している。ACSCは2015
年7月、初のサイバーセキュリティに関する報告
書を公表し、オーストラリアに対するサイバー脅
威の数、種類、強度のいずれも増加しているとし
ている。また、豪軍では、2017年7月に統合能力
群内に情報戦能力部を、2018年1月にその隷下
に国防通信情報・サイバー・コマンドを設立し
た。空軍では、職種区分としてネットワーク、デー
タ、情報システムなどを防護するサイバー関連特
技を新設し、2019年10月、新設した特技の募集
を開始した。

5　韓国

韓国は、2018年12月、「文在寅政府の国家安
保戦略」を発表し、その中で、サイバー空間にお
ける脅威に対応する民・官・軍の協力を基盤とし
てサイバー脅威に対する予防及び対応能力を強化
し、国際協力を活性化するとしている。また、国
民の安全を守り、国家安全保障を堅固にするた
め、2019年4月に「国家サイバー安保戦略」を韓
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国として初めて策定するとともに、同戦略を具体
化するため、同年9月には「国家サイバー安保基
本計画」を発表した。

国防部門では、韓国軍は、サイバー作戦態勢を
強化し、サイバー空間における脅威に効果的に対
応するため、2019年に合同参謀本部を中心とし

11	 2021年2月発刊の韓国の「2020国防白書」による。

たサイバー作戦の遂行体系を構築するとともに、
合同参謀本部、サイバー作戦司令部、各軍の連携
体制を整備した。同年2月、「国軍サイバー司令
部」は「サイバー作戦司令部」に改編された。ま
た、各軍の「サイバー防護センター」は「サイバー
作戦センター」に改編され、人員が補強された11。
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電磁波領域をめぐる動向第4節

1 	電磁波領域と安全保障	電磁波領域と安全保障
日常生活において電磁波は、テレビや携帯電話、

GPSなどさまざまな用途で利用されている。防衛
分野においても、指揮統制のための通信機器、敵
の発見のためのレーダー、ミサイルの誘導装置な
どに使用されており、電磁波領域における優勢を
確保することは、現代の作戦において必要不可欠
なものになっている。電磁波領域を利用して行わ
れる活動には「電子戦」と「電磁波管理」があり、
電子戦の手段や方法は一般的に、「電子攻撃」、「電
子防護」及び「電子戦支援」の3つに分類される。

図表Ⅰ-3-4-1（防衛分野における電磁波領域の使用）

「電子攻撃」は、強力な電波や相手の発する電波
をよそおった偽の電波を発射することなどによ
り、相手の通信機器やレーダーから発せられる電
波を妨害し、通信や捜索能力を低減または無効化
することとされる。電波妨害（ジャミング）、電波
欺まんのほか、高出力の電磁波（高出力レーザー、
高出力マイクロ波など）による対象の物理的な破
壊も「電子攻撃」に含まれる。

1節1項2（2）（高出力エネルギー技術）p.130

「電子防護」は、装備品のステルス化により、相
手から探知されにくくすることや、通信機器や
レーダーが電子攻撃を受けた際、使用する電磁波
の周波数の変更や、出力の増加などにより、相手
の電子攻撃を低減・無効化することをいう。

「電子戦支援」は、相手の使用する電磁波に関す
る情報を収集する活動とされる。電子攻撃・電子
防護を効果的に行うためには、平素から相手の通
信機器やレーダー、電子攻撃機がどのような電磁
波をどのように使用しているかを把握し、分析し
ておく必要がある。また、電子戦は、相手の使用
する電磁波を事前に把握・分析できていない状況
であっても効果的に行えることが望ましく、例え
ば、瞬時に妨害電波を分析し、最も妨害を受けに
くい周波数を自動的に選択する機能などを持たせ
るため、人工知能を装備品に搭載・活用すること
も考えられている。
「電磁波管理」は、電子攻撃や電子防護といった

電磁波領域における各種活動を円滑に行うため、
電磁波の利用を管理・調整することとされる。具体
的には、戦域における電磁波の使用状況を把握す
るとともに、電磁波の干渉が生じないよう、味方の
部隊や装備品が使用する電磁波について、使用す
る周波数、発射する方向、使用時間などを適切に調
整する活動である。現在、電磁波の使用状況の把握
や可視化のための技術の研究などが行われている。

主要国は、電子攻撃を、サイバー攻撃などと同様
に敵の戦力発揮を効果的に阻止する非対称的な攻
撃手段として認識し、電子攻撃を含む電子戦能力
を重視し、その能力を向上させているとみられる。

 参照

 参照

図表Ⅰ-3-4-1 防衛分野における電磁波領域の使用

周波数：低い
波　長：長い

電磁波
3THz 400THz 790THz 30PHz 3EHz

周波数：高い
波　長：短い

赤外線 可視光 紫外線 X線、γ線等電波

電波：通信、レーダー 可視光線：偵察衛星 レーザー（電磁波の増幅・放射）赤外線：ミサイルの誘導
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2 	電子戦に関する各国の取組	電子戦に関する各国の取組

1	 「Jane’s	International	Defense	Review」2018年4月号「All	quiet	on	the	eastern	front：EW	in	Russia’s	new-generation	warfare」による。
2	 英国国際戦略研究所「ミリタリー・バランス2019」による。
3	 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。
4	 米国防省「中華人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する年次報告」（2019年）による。
5	 2018年5月の戦略国際問題研究所「An	Accounting	of	China’s	Deployments	to	the	Spratly	Islands」による。

1　米国及び欧州

米国は、電磁波領域における優勢の獲得を積極
的に達成するという構想のもと、電子戦に関する
訓練や装備品の充実を図るとともに、同盟国との
連携を強化するとしている。また、2020年10月
に米国防省が公表した「電磁スペクトラム優勢戦
略」において、電磁波領域における行動の自由を
確保することがあらゆる領域での作戦を成功させ
るうえで重要との認識を示している。

電子戦装備を活用した軍事作戦として、2011
年、リビア政府軍の地上レーダーに対して電子戦
機EA-18Gを用いて妨害し、NATO軍航空機に
対する攻撃を阻止したとの評価がある。また、
2019年7月には、ホルムズ海峡上空において電
子攻撃能力を有するとされる対無人機妨害システ
ム「LMADIS」を用いてイラン無人機を墜落させ
たとの指摘がある。

米軍の組織においては、2019年、国防長官の
もとに電磁スペクトラム作戦機能横断的チーム

（Electro Magnetic Spectrum Operation Cross 
Functional Team）を立ち上げるとともに、陸軍
が同年1月、情報・宇宙・サイバー・電子戦任務
などを統合したマルチドメイン任務部隊の一部分
を構成するI2CEWS部隊を新たに創設している。

また、空軍は同年10月、情報収集・警戒監視・偵
察（ISR）、サイバー戦、電子戦、情報作戦を機能
統合した第16空軍を設立している。

NATO加盟国の多くも、ロシア軍の電子戦装
備を念頭に、厳しい電子戦環境下での使用を前提
とする装備品を開発しているほか、電子戦を主眼
においた訓練を行っているとされる1。

2　中国

中国は、サイバー戦を含む電子的要素と物理的
破壊などの非電子的要素を統合指揮のもとにおく
という構想を掲げている2。また、その電子戦戦略
は、敵の電子機器を抑制、劣化、破壊、欺まんする
ことに重点を置いているとも指摘されている3。そ
のうえで、複雑な電磁環境下において効果的に任
務を遂行できるよう対抗演習形式で平素から訓練
を実施しており、実戦的な能力を向上させている。
また、中国軍は、このような訓練の機会を捉え、
電子戦兵器の研究開発成果を評価していると指摘
されている4。なお、軍全体の作戦遂行能力の向上
のために、2015年末に設立された「戦略支援部
隊」が電子戦・サイバー・宇宙などの分野を担当
しているとされる。

わが国周辺においては、TU-154情報収集機や
Y-8電子戦機などが南西諸島周辺や日本海上空を
飛行したことが確認されている。このほか、J-15
戦闘機やH-6爆撃機なども電子戦ポッドを搭載
し、電子妨害の任務が可能と指摘されているほ
か、南沙諸島ミスチーフ礁に電波妨害装置を展開
していると指摘されている5。

3　ロシア

ロシアは、「軍事ドクトリン」において、電子戦
装備を現代の軍事紛争における重要な装備の一つI2CEWS部隊創設における式典の様子【米陸軍】
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と位置づけており、2018年9月の「ヴォストーク
2018」や2019年9月の「ツェントル2019」など
の軍事演習において、電子戦機材を用いて演練を
行ったと指摘されている。また、ロシア軍では電
子戦を攻撃手段の一環と位置づけており、近年で
はその実戦的な能力の向上が指摘されている6。

ロシアの電子戦部隊は、地上軍を主力とし、軍全
体で5個電子戦旅団が存在しているとされてお
り7、多種類の電子戦装備を保有している。ウクライ
ナ東部では、複数の電子戦装備を用いてウクライ
ナ軍の指揮統制を遮断したほか、GPS波などを遮

6	 エストニア国防省「Russia’s	Electronic	Warfare	Capabilities	to	2025」による。
7	 「Jane’s	International	Defence	Review」2018年4月号「All	quiet	on	the	eastern	front：EW	in	Russia’s	new-generation	warfare」による。
8	 エストニア国防省「Russia’s	Electronic	Warfare	Capabilities	to	2025」による。
9	 「Jane’s	International	Defence	Review」2018年4月号「All	quiet	on	the	eastern	front：EW	in	Russia’s	new-generation	warfare」による。

断しウクライナ軍の無人航空機の活動を妨害する
など、ウクライナ側の戦力発揮を妨害したとされ
る8。さらに、シリアにおいて「クラスハ-4」をはじ
めとする複数の電子戦装備を使用し、NATO軍の
指揮統制、レーダーを妨害したとの指摘がある9。ま
た、人工知能を搭載し、電子戦装備品を一元的に統
制する電子戦システム「ブイリーナ」が、軍事演習

「ザーパド2017」において使用されている。わが国
周辺においては、電子偵察機などが日本海上空で
長距離飛行したことが確認されている。

宇
宙
・
サ
イ
バ
ー
・
電
磁
波
と
い
っ
た
新
た
な
領
域
を
め
ぐ
る
動
向
・
国
際
社
会
の
課
題

第
3
章

148日本の防衛

第4節電磁波領域をめぐる動向

防衛2021_Ⅰ-3-4.indd   148防衛2021_Ⅰ-3-4.indd   148 2021/06/11   13:32:562021/06/11   13:32:56



海洋をめぐる動向第5節

1	 「国連海洋法条約（UNCLOS）」（正式名称「海洋法に関する国際連合条約」）は、海洋法秩序に関する包括的な条約として、1982年に採択され、1994年に発
効した（わが国は1996年に締結）。

わが国は、四方を海に囲まれた海洋国家であ
り、エネルギー資源の輸入を海上輸送に依存して
いることから、海上交通の安全確保は国家存立の
ために死活的に重要な課題である。また、国際社
会にとっても、国際的な物流を支える基盤として
の海洋の安定的な利用の確保は、重要な課題であ
ると認識されている。

一方、海洋においては、既存の国際秩序とは相
容れない独自の主張に基づいて自国の権利を一方
的に主張し、又は行動する事例がみられ、「公海自
由の原則」が不当に侵害される状況が生じている。
また、中東地域における船舶を対象とした攻撃事
案などや、各地で発生している海賊行為は、海上
交通に対する脅威となっている。

1 	「公海自由の原則」をめぐる動向	「公海自由の原則」をめぐる動向
国連海洋法条約（U

United Nations Convention on the Law of the Sea
NCLOS）1は、公海における

航行の自由や上空飛行の自由の原則を定めてい
る。しかし、わが国周辺、特に東シナ海や南シナ
海をはじめとする海空域などにおいては、既存の
国際秩序とは相容れない主張に基づき、自国の権
利を一方的に主張し、又は行動する事例が多く見
られるようになっており、これらの原則が不当に
侵害されるような状況が生じている。

（1）東シナ海
東シナ海においては、近年、航行の自由や上空

飛行の自由の原則に反するような行動事例が多数
見られている。こうした事例は、現状を一方的に
変更し、事態をエスカレートさせたり、不測の事
態を招いたりしかねない非常に危険なものであ
り、わが国として懸念する状況となっている。

例えば、2013年11月23日、中国政府は、尖閣
諸島をあたかも「中国の領土」であるかのような
形で含む「東シナ海防空識別区」を設定し、当該
空域を飛行する航空機に対し中国国防部の定める
規則を強制し、これに従わない場合は中国軍によ
る「防御的緊急措置」をとる旨発表した。わが国
は中国に対し、上空飛行の自由の原則に反するよ
うな一切の措置の撤回を求めている。米国、韓国、
オーストラリア及び欧州連合（E

European Union
U）も、中国によ

る当該「防空識別区」設定に関して懸念を表明し
た。近年、沖縄本島をはじめとするわが国南西諸

島により近接した空域において、中国軍用機の活
発な活動が確認されるようになっているが、こう
した活動の拡大は、「東シナ海防空識別区」の運用
を企図してのものである可能性がある。また、東
シナ海上空を飛行していた自衛隊機や米軍機に対
して中国軍の戦闘機が異常に接近する事案なども
発生している。

また、2013年1月には、東シナ海の公海上で、
中国海軍艦艇が海自護衛艦に対して火器管制レー
ダーを照射した事案（30日）及び中国海軍艦艇が
海自護衛艦搭載ヘリコプターに対して同レーダー
を照射したと疑われる事案（19日）が発生してい
る。火器管制レーダーの照射は、基本的に、火器
の使用に先立って実施する行為であり、これを相
手に照射することは不測の事態を招きかねない危
険な行為である。

（2）南シナ海
南シナ海においても、既存の海洋法秩序と相い

れない主張に基づく一方的な現状変更及びその既
成事実化の一層の推進や、高圧的かつ不測の事態
を招きかねない危険な行為が多数見られている。

例えば、中国は、南沙諸島にある7つの地形に
おいて、2014年以降、大規模かつ急速な埋立活
動を強行してきた。2016年7月には比中仲裁判
断において、中国が主張する「九段線」の根拠と
しての「歴史的権利」が否定され、中国の埋立て
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などの活動の違法性が認定された。しかし、中国
はこの判断に従う意思のないことを明確にし、砲
台といった軍事施設のほか、滑走路や港湾、格納
庫、レーダー施設などをはじめとする軍事目的に
利用し得る各種インフラ整備を推進し、同地形の
軍事拠点化を進めてきた。また、比中仲裁判断後
の2016年7月及び8月には、中国空軍のH-6K爆
撃機がスカーボロ礁付近の空域において「戦闘パ
トロール飛行」を実施し、今後このパトロールを

「常態化」する旨、中国国防部が発表するなど、中
国軍は南シナ海の海空域における活動も拡大して
いる。こうした状況のもと、中国の航空プレゼン
スが一層拡大すれば、将来的には、「南シナ海防空
識別区」設定の可能性も考えられる。

さらに、中国は軍事にとどまらない手段も用い
ている。例えば、中国海警船が当該地形などに接
近する他国の漁船などを、威嚇射撃や放水などに
より、妨害する事案も発生しており、また、2020
年4月、海南省三沙市のもとに「西沙区」及び「南
沙区」と称する行政区の新設を一方的に公表した。

このほか、不測の事態を招きかねない危険な行
為として、2018年9月には、航行中の米海軍艦船
に対し中国海軍艦艇などが接近・妨害する事案も
発生している。

このような中国の動きに対して、係争国以外か
らも批判の声が上がっている。例えば、米国は
2020年7月、中国の南シナ海における海洋に関す
る主張は不法である旨の国務長官声明を発出した。

2	 本行動基準は、法的拘束力を有さず、国際民間航空条約の附属書や国際条約などに優越しない。

（3）不測事態の回避に向けた取組
こうした海洋及び空の安定的利用の確保に対す

るリスクとなるような行動事例が多数見られる一
方で、近年、海洋及び空における不測の事態を回
避・防止するための取組も進展している。まず、
わが国と中国との間では、2018年5月9日の日
中首脳会談において、自衛隊と人民解放軍の艦
船・航空機による不測の衝突を回避することなど
を目的とする「日中防衛当局間の海空連絡メカニ
ズム」の運用開始で正式に一致し、同年6月にそ
の運用を開始した。

多国間の取組としては、2014年4月、日米中を
含む西太平洋海軍シンポジウム（W

Western Pacific Naval Symposium
PNS）参加国

海軍は、各国海軍の艦艇及び航空機が予期せず遭
遇した際の行動基準（安全のための手順や通信方
法など）を定めた「洋上で不慮の遭遇をした場合
の行動基準（C

Code for Unplanned Encounters at Sea
UES）」2につき一致した。また、同

年11月、米中両国は、軍事活動にかかる相互通報
措置とともに、CUESなどに基づく海空域での衝
突回避のための行動原則について合意したほか、
2015年9月には、航空での衝突回避のための行
動原則を定めた追加の付属書に関する合意を発表
した。さらに、ASEANと中国との間では、「南シ
ナ海に関する行動規範（C

Code of the Conduct of Parties in the South China Sea
OC）」の策定に向けた

公式協議が行われてきている。
こうした、海洋及び空における不測の事態を回

避・防止するための取組が、既存の国際秩序を補
完し、今後、中国を含む関係各国は緊張を高める
一方的な行動を慎み、法の支配の原則に基づき行
動することが強く期待されている。

2 	海洋安全保障をめぐる各国の取組	海洋安全保障をめぐる各国の取組
（1）中東地域における海洋安全保障

中東地域においては、近年、船舶を対象とした
攻撃事案などが断続的に発生している。

2015年にサウジアラビア主導の有志連合軍が
イエメンの反政府武装勢力であるホーシー派への
空爆を開始後、イエメン沖、バブ・エル・マンデ
ブ海峡などにおいて、艦艇や商船に対する攻撃事

案が散発的に発生した。
また、ホルムズ海峡及びその周辺海域において

は、2019年5月以降、民間のタンカーへの攻撃事
案などが発生している。米国とイランの関係をは
じめとして、中東地域において緊張が高まる中、
現在、航行の安全を確保するための取組として、
米国やフランスのイニシアチブのもとでそれぞれ
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活動が開始されている。
2章10節2項（湾岸地域情勢）p.119

（2）海賊
各地で発生している海賊行為は、海上交通に対

する脅威となっている。近年の全世界の海賊・武
装強盗事案（以下「海賊事案」という。）発生件数3

は、ピークであった2010年が445件、2011年が
439件、2012年が297件であり、全世界の海賊事
案の発生件数は減少傾向にある。（2020年は195
件。）これはソマリア沖・アデン湾の海賊事案発
生件数の減少に大きく依拠しているといえる。

ソマリア沖・アデン湾における海賊事案発生件
数については、2008年から急増し、2009年が
218件、2010年が219件、2011年が237件と増
加の一途をたどり、全世界の発生件数の半数以上
を占めるに至り、船舶航行の安全に対する脅威と
して大きな国際的関心を集めた。一方、近年は、
わが国を含む国際社会の様々な取組の結果、ソマ
リア沖・アデン湾における海賊事案の発生件数は
低い水準で推移している。（2020年は0件。わが
国の取組についてはⅢ部3章2節2項（海賊対処
への取組）p.351参照。）

ソマリア沖・アデン湾における国際的な海賊対
処の取組としては、まず、バーレーンに本部を置
く米軍主導の連合海上部隊（C

Combined Maritime Forces
MF）4が2009年1

月に設置した多国籍部隊である、第151連合任務
部隊（C

Combined Task Force 151
TF151）による海賊対処活動があげられ、

これまでに米国、オーストラリア、英国、トルコ、
韓国、パキスタンなどが参加し、ゾーンディフェ
ンスなどによる海賊対処活動を実施している。ま
た、EUは、2008年12月から海賊対処活動「アタ
ランタ作戦」を行っている。同作戦は、各国から
派遣された艦艇や航空機が船舶の護衛やソマリア

3	 本文における海賊事案発生件数は、国際商業会議所（ICC）国際海事局（IMB）のレポートによる。
4	 米中央軍の隷下で海洋における安全、安定、繁栄を促進することを目的として活動する多国籍部隊。32か国の部隊が参加しており、CMF司令官は米第5艦

隊司令官が兼任している。海洋安全保障のための活動を任務とする第150連合任務部隊（CTF-150）、海賊対処を任務とする第151連合任務部隊（CTF-
151）、ペルシャ湾における海洋安全保障のための活動を任務とする第152連合任務部隊（CTF-152）の3つの連合任務部隊で構成されており、CTF-151
には自衛隊の部隊も参加している。

5	 同協定の締約国は、オーストラリア、バングラデシュ、ブルネイ、カンボジア、中国、デンマーク、インド、日本、韓国、ラオス、ミャンマー、オランダ、ノル
ウェー、フィリピン、シンガポール、スリランカ、タイ、英国、米国及びベトナムの20か国である。

6	 同パトロールは、2004年に開始された「マラッカ海峡海上パトロール」、2005年に開始された航空機による警備活動、及び2006年に開始された情報共有
活動からなる。

沖における監視などを行うもので、2022年末ま
で実施することが決定されている。

さらに、前述の枠組みに属さない各国の独自の
活動も行われており、例えば中国は、2008年12
月以降、ソマリア沖・アデン湾に海軍艦艇を派遣
し、海賊対処活動を行っている。

こうした国際的な取組などにより、ソマリア
沖・アデン湾における海賊事案の発生件数は低い
水準で推移しているものの、ソマリア国内の不安
定な治安や貧困といった海賊を生み出す根本的な
原因はいまだ解決していない。

またアフリカでは、ギニア湾において海賊事案
が発生（2020年は84件）しており、国際社会は
同地域における海賊などの問題への取組を継続し
ている。

東南アジア海域における海賊事案発生件数は、
2020年は62件であった。従来、同海域における
海賊事案は、現金、乗組員の所持品、船舶予備品
などの窃盗といった海上武装強盗事案が多数を占
めていたが、近年、フィリピン沖のスールー海・
セベレス海では、身代金目的の船員誘拐といった
重大な事案も発生している。

アジアにおける海賊事案への対策としては、わ
が 国 が 策 定 を 主 導 し、2006年 に 発 効 し た、 
アジア海賊対策地域協力協定（R

Regional Cooperation Agreement on Combating Piracy and Armed Robbery against Ships in Asia
eCAAP）」5に基

づく、締約国間の情報共有及び協力体制の構築が
進められている。また、インドネシア、マレーシ
ア、シンガポール及びタイによる「マラッカ海峡
パトロール（Malacca Strait Patrols）」6が行われ
ているほか、スールー海・セレベス海における身
代金目的の誘拐事件の発生などを受けて、インド
ネシア、マレーシア及びフィリピンの3か国は、
2017年6月に同海域での海上パトロールを、同
年10月に航空パトロールをそれぞれ開始した。

 参照
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3 	北極海をめぐる動向	北極海をめぐる動向

7	 ロシアについては、北極圏にかかる新たな部隊や基地の創設など軍事的なプレゼンスを高めつつあること、ロシアの規則に従わない船舶に対して武力を行
使すると脅していると報じられていること、北極圏における水域や資源の争いに軍事力を用いる可能性があることなどを指摘している。中国については、砕
氷船の活動や民生研究活動などが、北極圏への潜水艦の展開を含む軍事的なプレゼンスの強化につながる可能性があること、国際的なルールや規範を損な
いかねない形で北極圏に関与しようとしており、全世界で行われている略奪的な経済的行為が北極圏でも繰り返されるおそれがあることなどを指摘してい
る。また、ポンペオ国務長官は、2019年5月、訪問先のフィンランドで北極政策について演説を行い、全ての関係者が同一のルールに従うべきだと述べた
上で、中国及びロシアの北極圏進出に対して警戒感を表明した。

8	 2019年8月、トランプ大統領は、デンマークの自治領であるグリーンランドの購入に関して、「戦略的に興味深い」と言及した。それに対し、デンマークの
フレデリクセン首相は、「馬鹿げている」と発言し、グリーンランド自治領政府も、「グリーンランドは売り物ではない」と声明を発表した。それに対し、トラ
ンプ大統領は、同首相がグリーンランド購入について話し合う気がないとして、自身のデンマーク訪問の延期を発表した。

9	 2012年、「雪龍」は極地科学調査船として初めて北極海を横断する航海を行ったほか、2013年には貨物船「永盛」が中国商船として初めて同海を横断した。
「雪龍」の2017年の北極海航行では、カナダの科学者が参加し、初めて、北極北西航路（カナダの北側）の試験航行に成功した。また、2隻目の極地科学調査
船「雪龍2号」が2018年に進水している。

北緯66度33分以北の地域を北極圏といい、こ
の地域に所在する、カナダ、デンマーク、フィン
ランド、アイスランド、ノルウェー、ロシア、ス
ウェーデン及び米国の8カ国のことを北極圏国と
いう。北極圏国は1996年、北極における持続可
能な開発、環境保護といった共通の課題について
の協力などを促進することを目的とする、北極評
議会を設立している。

北極海では、近年、海氷の減少にともない、北
極海航路の利活用や資源開発などに向けた動きが
活発化している。安全保障の観点からは、北極海
は従来、戦略核戦力の展開又は通過海域であった
が、近年の海氷の減少により、艦艇の航行が可能
な期間及び海域が拡大しており、将来的には、海
上戦力の展開や、軍の海上輸送力などを用いた軍
事力の機動展開に使用されることが考えられる。
こうした中、軍事力の新たな配置などを進める動
きもみられる。

ロシアは、2015年12月に改訂した「ロシア連
邦国家安全保障戦略」において、資源開発や航路
利用の権益を確保していく方針を引き続き明記し
ている。

ロシアはヤマル半島で液化天然ガス開発に取り
組んでおり、2018年には、ヤマル半島で生産さ
れた液化天然ガスが、初めて北極海航路を通って
中国に運ばれた。軍事面では、2021年1月、北極
圏における協同作戦の充実が可能となるなどとし
て、北洋艦隊を軍管区級に格上げした。また、北
極圏では10か所の飛行場建設計画が進められて
いる。活動面では、北洋艦隊が2012年以降毎年、
ノヴォシビルスク諸島までの遠距離航海を実施し
ているほか、SSBNによる戦略核抑止パトロール

や長距離爆撃機による哨戒飛行を実施するなど、
活動を活発化させている。

米国は、2019年6月に国防省が公表した「北極
戦略（Arctic Strategy）」において、中国及びロシ
アの北極圏進出に警戒感を表明7しつつ、北極を、
米国の安全保障上の利益が保護され、米本土が防
衛され、共通の課題に対処するために各国が協力
する、安全かつ安定した地域にすることを目指す
としている8。米国は、訓練目的で2017年以降ノ
ルウェーに毎年6ヶ月間ローテーション展開させ
てきた米海兵隊部隊について、2020年10月以降
は、訓練に合わせてより短期間により大規模なも
のを含む兵員を派遣する形式に変更した。2018
年10月には、NATOの軍事演習「トライデント・
ジャンクチャー2018」に先立ち、27年ぶりに空
母を北極圏に進出させ、ノルウェー海で航空訓練
などを実施したほか、2020年5月には、米英の艦
船が冷戦終結後初めてバレンツ海で活動した。開
発面では、2016年12月にオバマ大統領（当時）
は、海洋資源を保護するため北極圏の同国海域の
大半などにおいて新たな石油・天然ガスの掘削を
禁止する決定をし、資源開発には否定的な姿勢を
示したが、トランプ大統領は2017年4月に、オ
バマ大統領（当時）の決定を覆す大統領令に署名
した。

北極圏国以外では、日本、中国、韓国、英、独、
仏などを含む13カ国が北極評議会のオブザー
バー資格を有している。中国は、1999年以降、計
10回にわたり極地科学調査船「雪龍」などを北極
海に派遣するなど、北極海に対して積極的に関与
する姿勢を示している9。2018年1月には「中国
の北極政策」を発表し、自国を「地理的に最も北
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極に近い国の一つ」と位置づけたうえで、資源開
発などに関する権利を主張するとともに、「氷上
のシルクロード」を建設するとしている。また、
2015年9月には、中国海軍艦艇5隻が北極海と

太平洋の間に位置するベーリング海を航行し、ア
リューシャン列島で米国の領海を航行したとされ
ている。北極海における中国海軍の動向が注目さ
れる。
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大量破壊兵器の移転・拡散第6節

1	 中国の弾道ミサイル開発については、2章2節2項参照

核・生物・化学（N
Nuclear, Biological and Chemical

BC）兵器などの大量破壊兵
器やその運搬手段である弾道ミサイルの移転・拡
散は、冷戦後の大きな脅威の一つとして認識され

続けてきた。特に、従来の抑止が有効に機能しに
くいテロリストなどの非国家主体が大量破壊兵器
などを取得・使用する懸念は、依然として強い。

1 	核兵器	核兵器
米ソ冷戦の最中、1962年のキューバ危機を経

て、米ソ間の全面核戦争の危険性が認識されるな
どし、1970年に核兵器不拡散条約（N

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons
PT）が発

効した。同条約のもと、1966年以前に核爆発を
行った国（米ソ英仏中（当時）。仏中のNPT加入
は1992年）以外の国の核兵器保有が禁じられる
とともに、相互交渉による核戦力の軍備管理・軍
縮が行われることとなった。

2021年1月現在、NPTは191の国と地域が締
結しているが、かつて核を保有していてもこれを
放棄して非核兵器国として加入する国がある一方
で、インド、イスラエル及びパキスタンは依然と
して非核兵器国としての加入を拒んでいる。また、
北朝鮮はこれまで6回の核実験の実施を発表し、
核兵器の開発・保有を自ら宣言してきた。

米露間の核戦略については、新戦略兵器削減条
約が2021年2月に期限を迎える前に、両国は同
条約を5年間延長した。

米国は、中国も含む形での軍備管理枠組みを追
求する意向を示している。一方、中国は、保有す
る核弾頭数を増加させるとともに、多様な運搬手
段の開発・配備を行い1、核戦力の能力の向上を継
続しているとされるが、中国は、米露間の軍備管
理枠組みに参加する意思はない旨を繰り返し主張
している。今後、米露だけでなく、中国なども含
む形での国際的な軍備管理・軍縮の取組が重要で
あると考えられ、引き続き、核戦力の軍備管理・
軍縮をめぐる動向に注視していく必要がある。

図表Ⅰ-3-6-1（各国の核弾頭保有数とその主要な運
搬手段）

 参照

図表Ⅰ-3-6-1 各国の核弾頭保有数とその主要な運搬手段

米　　国 ロシア 英　　国 フランス 中　　国

ミ
サ
イ
ル

ICBM
（大陸間弾道
ミサイル）

400基
ミニットマンⅢ� 400

283基
SS-18� 46
SS-19� 24
SS-25� 18
SS-27（単弾頭）� 78
SS-27（多弾頭）� 117

― ―

94基
DF-5（CSS-4）� 20
DF-31（CSS-10）� 56
DF-41� 18

IRBM
MRBM ― ― ― ―

254基
DF-4（CSS-3）� 10
DF-26� 110
DF-21（CSS-5）� 134

SLBM
（潜水艦発射
弾道ミサイル）

280基
トライデントD-5� 280

160基
SS-N-18� 16
SS-N-23� 96
SS-N-32� 48

48基
トライデントD-5� 48

64基
M-51� 64

72基
JL-2（CSS-NX-14）� 72

弾道ミサイル搭載�
原子力潜水艦 14 11 4 4 6

航空機
66機
B-2� 20
B-52� 46

76機
Tu-95（ベア）� 60
Tu-160（ブラックジャック）� 16

―
40機
ラファール� 40

104機
H-6K� 100
H-6N� 4

弾頭数 約3,800 約4,315（うち戦術核約1,875） 195-215 290 約320

（注）1　資料は、ミリタリー・バランス（2021）、SIPRI	Yearbook	2020などによる。
2　	2021年3月、米国は米露間の新たな戦略兵器削減条約を踏まえた2021年3月1日現在の数値として、米国の配備戦略弾頭は1,357発、配備運搬手段は
651基・機であり、ロシアの配備戦略弾頭は1,456発、配備運搬手段は517基・機であると公表した。ただし、SIPRI	Yearbook	2020によれば、2020年
1月時点で米国の核弾頭のうち、配備数は約1,750発（うち戦術核150発）であり、ロシアの配備弾頭数は約1,570発とされている。

3　2021年3月、英国の「安全保障、国防、開発、外交政策の総合的見直し」（Integrated	Review）は、核弾頭の保有上限数を260発以下にするとしている。
4　	なお、SIPRI	Yearbook	2020によれば、インドは150発、パキスタンは160発、イスラエルは90発、北朝鮮は30～40発の核弾頭を保有しているとされている。
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2 	生物・化学兵器	生物・化学兵器

2	 相手の弱点をつくための攻撃手段であって、在来型の手段以外のもの。大量破壊兵器、弾道ミサイル、テロ、サイバー攻撃など
3	 シリア情勢全般については、2章10節4項参照

生物・化学兵器は、比較的安価で製造が容易で
あるほか、製造に必要な物資・機材・技術の多く
が軍民両用であるため偽装が容易である。生物・
化学兵器は、非対称的な攻撃手段2を求める国家
やテロリストなどの非国家主体にとって魅力のあ
る兵器となっている。

生物兵器は、①製造が容易で安価、②暴露から
発症までに通常数日間の潜伏期間が存在、③使用
されたことの認知が困難、④実際に使用しなくて
も強い心理的効果を与える、⑤種類及び使用され
る状況によっては、膨大な死傷者を生じさせると
いった特性を有している。生物兵器については、
生命科学の進歩が誤用又は悪用される可能性など
も指摘されている。

化学兵器について、最近では、2018年4月、シ

リアのアサド政権が東グータ地区で化学兵器を使
用したとされ、米英仏3か国はシリアの化学兵器
関連施設に対して攻撃を行った3。また、化学兵器
禁止条約（C

Chemical Weapons Convention
WC）に加盟せず、現在もこうした

化学兵器を保有しているとされる主体として、例
えば、北朝鮮がある。また、1995年のわが国にお
ける地下鉄サリン事件などは、テロリストによる
大量破壊兵器の使用の脅威が現実のものであり、
都市における大量破壊兵器によるテロが深刻な影
響をもたらすことを示した。2018年3月に起き
た英国での元ロシア情報機関員襲撃事件や、
2020年8月に起きたロシアの反体制派指導者毒
殺未遂事件をめぐっては、ロシアによって開発さ
れた物質である「ノビチョク」類が使用されたと
指摘されている。

3 	弾道ミサイルなど	弾道ミサイルなど
弾道ミサイルは、放物線を描いて飛翔する、ロ

ケットエンジン推進のミサイルで、長距離の目標
を攻撃することが可能であり、核・生物・化学兵
器などの大量破壊兵器の運搬手段としても使用さ
れるものである。また、高角度、高速で落下する
などの特徴を有しているため、有効に対処するに
は極めて精度の高い迎撃システムが必要である。

図表Ⅰ-3-6-2（弾道ミサイルの分類）

武力紛争が続いている地域に弾道ミサイルが配
備された場合、紛争を激化・拡大させる危険性が
高く、また、軍事的対

たい
峙
じ

が継続している地域の緊
張をさらに高め、地域の不安定化をもたらす危険
性も有している。さらに弾道ミサイルは、通常戦
力において優る国に対する遠距離からの攻撃や威

い

嚇
かく

の手段としても利用される。
近年、こうした弾道ミサイルの脅威に加え、テ

ロリストなどの非国家主体にとっても入手が比較
的容易で、拡散が危惧される兵器として、巡航ミ
サイルの脅威も指摘されている。巡航ミサイルは、

弾道ミサイルに比べ、製造コストが安く、維持、
訓練も容易で、多くの国が製造又は改造を行って
いる。また、命中精度が比較的高く、飛翔時の探
知が困難とされている。さらに、弾道ミサイルに
比して小型であるため、船舶などに隠

いん とく
匿して、密

かに攻撃対象に接近することが可能であり、弾頭
に大量破壊兵器が搭載された場合は、深刻な脅威
となる。 参照

図表Ⅰ-3-6-2 弾道ミサイルの分類

区分 射程
短距離弾道ミサイル
（Short�Range�Ballistic�Missile,�SRBM） 約1,000km未満

準中距離弾道ミサイル
（Medium�Range�Ballistic�Missile,�MRBM）

約1,000km以上
～約3,000km未満

中距離弾道ミサイル
（Intermediate�Range�Ballistic�Missile,�IRBM）

約3,000km以上
～約5,500km未満

大陸間弾道ミサイル
（Inter-Continental�Ballistic�Missile,�ICBM）約5,500km以上

※	このほか、潜水艦から発射する弾道ミサイルは、SLBM（Submarine-
Launched	Ballistic	Missile）、空母をはじめとする艦艇への攻撃のため
に必要となる弾頭部の精密誘導機能を有する弾道ミサイルは対艦弾道
ミサイル（ASBM：Anti-Ship	Ballistic	Missile）と呼称されている。
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4 	大量破壊兵器などの移転・拡散の懸念の拡大	大量破壊兵器などの移転・拡散の懸念の拡大

4	 2014年1月の米国家情報長官「世界脅威評価」による。
5	 2020年4月に公表された国連安保理北朝鮮制裁委員会専門家パネル報告書による。
6	 2018年5月の米国防省が議会に提出した「朝鮮民主主義人民共和国の軍事及び安全保障の進展に関する報告」などによる。

自国防衛の目的で購入・開発を行った兵器で
あっても、国内生産が軌道に乗ると、輸出が可能
になり移転されやすくなることがある。例えば、
通常戦力の整備に資源を投入できないため、これ
を大量破壊兵器などによって補おうとする国家に
対し、政治的なリスクを顧みない国家から、大量
破壊兵器やその技術などの移転が行われている。
大量破壊兵器などを求める国家の中には、自国の
国土や国民を危険にさらすことに対する抵抗が小
さく、また、その国土において国際テロ組織の活
発な活動が指摘されているなど、政府の統治能力
が低いものもある。こうした場合、一般に大量破
壊兵器などが実際に使用される可能性が高まると
考えられる。

さらに、このような国家では、関連の技術や物
質の管理体制にも不安があることから、化学物質
や核物質などが移転・流出する可能性が高いこと
が懸念されている。例えば、技術を持たないテロ
リストであっても、放射性物質を入手しさえすれ
ば、これを散布し汚染を引き起こすことを意図す
るダーティボムなどをテロの手段として活用する
危険があり、テロリストなどの非国家主体による
大量破壊兵器の取得・使用について、各国で懸念
が共有されている。

大量破壊兵器などの関連技術の拡散はこれまで
に多数指摘されている。例えば、2004年2月に
は、パキスタンのカーン博士らにより北朝鮮、イ
ラン、リビアに主にウラン濃縮技術を中心とする
核関連技術が移転されたことが明らかになった。
また、北朝鮮は、シリアの秘密裡の核関連活動を
支援していたとの指摘もある4。

大量破壊兵器の運搬手段となる弾道ミサイルに
ついても、移転・拡散が顕著であり、旧ソ連など
がイラク、北朝鮮、アフガニスタンなど多数の

国・地域にスカッドBを輸出したほか、中国によ
るDF-3（CSS-2）、北朝鮮によるスカッドの輸出
などを通じて、現在、相当数の国が保有するに
至っている。

北朝鮮は、技術や通常兵器、WMDサプライ・
チェーンのための物品の拡散源であり続けている
と指摘されている。例えば、2019年に発射実験
された2種類の短距離弾道ミサイルの発射台付き
車両（T

Transporter-Erector-Launcher
EL）が砂色・黄褐色に塗装されているの

は販売目的があるとの指摘がある5。
この点、1980年代から90年代にかけて北朝鮮

が発射実験をほとんど行うことなく、弾道ミサイ
ル開発を急速に進展させてきた背景として、外部
からの各種の資材・技術の北朝鮮への移転の可能
性が考えられる。また、弾道ミサイル本体及び関
連技術の移転を行い、こうした移転によって得た
利益でさらにミサイル開発を進めているといった
指摘6もある。

大量破壊兵器などの移転・拡散に対して、国際
社会の安易に妥協しない断固たる姿勢は、こうし
た大量破壊兵器などに関連する活動を行う国に対
する大きな圧力となり、一部の国に国際機関の査
察を受け入れさせ、又は、大量破壊兵器などの計
画を廃棄させることにつながっている。一方、近
年では懸念国が大量破壊兵器などを国外に不正輸
出する際に、書類偽造、輸送経路の多様化、複数
のフロント企業や仲介人の活用などを行い、国際
的な監視を回避しつつ、移転を継続していると指
摘されている。また、懸念国が、先進国の主要企
業や学術機関などに派遣した自国の研究者や留学
生などを通じて、大量破壊兵器などの開発・製造
に応用し得る先端技術を入手する、無形技術移転
も懸念されている。
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国際テロリズムの動向第7節

1 	全般	全般

1	 2020年11月に国連地域間犯罪司法研究所（UNICRI）が発表した報告書「Stop	the	Virus	of	Disinformation」による。

世界各地において、民族、宗教、領土、資源など
の問題をめぐる紛争や対立が、依然として発生又
は継続しており、これに伴い発生した人権侵害、
難民、飢餓、貧困などが、紛争当事国にとどまら
ず、より広い範囲に影響を及ぼす場合がある。

また、政情が不安定で統治能力がぜい弱な国に
おいて、国家統治の空白地域がアル・カーイダや

「イラクとレバントのイスラム国」（I
Islamic State in Iraq and the Levant

SIL）をはじ
めとする国際テロ組織の活動の温床となる例も顕
著にみられる。こうしたテロ組織は、不十分な国
境管理を利用して要員、武器、資金などを獲得す
るとともに、各地に戦闘員を送り込んで組織的な
テロを実行させたり、現地の個人や団体に対して
何らかの指示を与えたりするなど、国境を越えて
活動を拡大・活発化させている。さらに近年では、
インターネットなどを通じて世界中に暴力的過激
思想を普及させている。その結果、欧米などの先
進国において、社会への不満から若者がこうした
暴力的過激思想に共感を抱き、国際テロ組織に戦
闘員などとして参加するほか、自国においてテロ
を行う事例がみられる。ISILやアル・カーイダな
どのテロ組織は、支持者に向けて、機関誌などを
通じてテロの手法を具体的に紹介し、テロ実行を
呼びかけている。こうした中で、テロ組織が拡散
する暴力的過激思想に感化されて過激化し、居住
国でテロを実行する、いわゆる「ホーム・グロウ
ン型」テロが引き続き脅威となっている。特に近
年では、欧米などにおいて、国際テロ組織との正
式な関係はないものの、何らかの形でテロ組織の
影響を受けた個人や団体が、単独又は少人数でテ
ロを計画及び実行する「ローン・ウルフ型」テロ
が発生している。「ローン・ウルフ型」テロの特徴
としては、刃物、車両、銃といった個人でも比較
的入手しやすいものが利用されることや、事前の
兆候の把握や未然防止が困難であることがあげら

れる。
また、2019年3月には、ニュージーランドのク

ライストチャーチにおいて、テロ事件（銃乱射事
件）の実行犯が犯行時の様子をソーシャル・メ
ディア上でライブ配信し、その映像が瞬時に拡散
されるという、これまでにない事案が発生した。
同事件ではイスラム教の礼拝所であるモスクが白
人至上主義を信奉する者により襲撃を受けたが、
こうした極右思想を背景とした特定の宗教や人種
を標的とするテロについても欧米諸国で特に顕著
となっている。

さらに、新型コロナウイルス感染症の世界的大
流行に伴い、テロ組織などが各地で勢いを増す可
能性が危惧されている。2020年9月、グテーレス
国連事務総長は、テロリストが新型コロナの感染
拡大で生じた社会的、経済的苦境につけ込み新た
な支持者の獲得を試みていること、また、ネオナ
チや白人至上主義者がコロナ禍に乗じて社会の分
断を扇動しているなどと警告し、国際社会が結束
して対応することが緊要であると訴えた。国連の
報告書によれば、テロ組織や暴力的過激主義者は
ソーシャル・メディアを介して新型コロナウイル
スに関する偽情報や陰謀論を流布し、政府に対す
る信頼の失墜、自らの思想の正当化、リクルート
活動の強化などを目論んでいるとされる1。こうし
たオンライン上でのリクルート活動に対しては、
新型コロナの蔓延によって通学や雇用の機会を失
い、インターネットの使用時間が増える若者が特
に脆弱であると指摘されており、新たな課題と
なっている。

このように、国際テロ対策に関しては、テロの
形態の多様化やテロ組織のテロ実行能力の向上な
どにより、テロの脅威が拡散、深化している中で、
テロ対策における国際的な協力の重要性がさらに
高まっている。現在、軍事的な手段のみならず、
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テロ組織の資金源の遮断、テロリストの国際的な
移動の防止、暴力的過激思想の拡散防止などのた

2	 アラビア語で「後継者」を意味する。預言者ムハンマド没後、イスラム共同体を率いる者に対して用いられ、その後ウマイヤ朝などの世襲王朝君主がこの称
号を用いた。

3	 イスラム教の二大宗派のひとつ。シーア派との分裂は、イスラム教を興した預言者ムハンマド（632年没）の後継者（カリフ）をめぐる考え方の違いに由来
する。現在、最大宗派であるスンニ派は、中東・北アフリカ地域のイスラム教国の大半で多数を占める。シーア派は、イランで国教に定められているほか、
イラクでも多数を占める。

4	 2021年1月に国連事務総長が国連安全保障理事会に提出した報告書「Twelfth	report	of	the	Secretary-General	on	the	threat	posed	by	ISIL	(Da’esh)	
to	international	peace	and	security	and	the	range	of	United	Nations	efforts	in	support	of	Member	States	in	countering	the	threat」による。

5	 2019年11月に米国防省監察総監室が議会に提出した報告書「Operation	Inherent	Resolve」による。
6	 2020年11月に米国防省監察総監室が議会に提出した報告書「Operation	Inherent	Resolve」による。

め、各国が連携しつつ、様々な分野における取組
が行われている。

2 	ISIL系国際テロ組織の動向	ISIL系国際テロ組織の動向
ISILは独自のイスラム法解釈に基づくカリフ2

制国家の建設やスンニ派3教徒の保護などを組織
目標としている。2013年以降、宗派間の対立や
内戦により情勢が不安定であったイラク、シリア
において勢力を拡大し、2014年1月以降、シリア
北部・東部、イラク北部などを制圧して、同年6
月には、バグダーディーを指導者とする「イスラ
ム国」の樹立を一方的に宣言した。

これを受け、米国が主導する有志連合軍は、同
年8月以降イラクにおいて、また同年9月以降は
シリアにおいても空爆を実施するとともに、現地
勢力に対する教育・訓練や武器供与、特殊部隊に
よる人質救出などにも従事している。こうした軍
事作戦との連携により、イラク治安部隊やイラク
及びシリア現地勢力が、米国などの支援を受けつ
つ、ISILの拠点の奪還を進めた。その結果、2019
年3月、トランプ米大統領が声明で有志連合とと
もにシリア及びイラクにおけるISILの支配地域
を100％解放したと宣言するに至った。また、シ
リアのアサド政権は、ロシアの支援を受け、主に
シリア南部や東部におけるISILの拠点を制圧し、
2017年12月、ロシアはISILからのシリア全土の
解放を宣言した。さらに、2019年10月、米国は

「イスラム国」の指導者バグダーディーをシリア
北西部で殺害したと発表した。

このように対ISIL軍事作戦に進展がみられる
一方、依然として約1万人の戦闘員がイラク及び
シリアで活動しているとの指摘もある4。この点、
両国内の様々な地域で、ISILの戦闘員によるもの
とみられる治安部隊、有志連合軍、市民などを標
的としたテロが発生しており、ISILは、依然活動

を継続しているとみられる。特にシリアにおいて
は、シリア北東部で米軍の一部が撤収し、2019
年10月にトルコ軍がクルド人勢力に対する軍事
作戦を開始したことを利用して、ISILがシリアに
おける能力及び資産の再構築と国外で攻撃を計画
する能力の強化を図り、勢力を盛り返す可能性が
指摘されている5。さらに、ISILは、欧米諸国が新
型コロナウイルス対策に傾注している状況に乗じ
て、テロの準備を行うよう支持者に呼び掛けてい
る。ISILがコロナ禍で経済的苦難に喘ぐ若者を標
的としたリクルート活動を行っているとの報告も
ある6。

一方で、ISILが「イスラム国」の樹立を宣言し
て以降、イラク、シリア国外に「イスラム国」の領
土として複数の「州」が設立され、こうした「州」
が各地でテロを実施している。

図表Ⅰ-3-7-1（アフリカ・中東地域の主なテロ組織）

東南アジアにおいては、ISILを支持する組織が
存在し、治安部隊や市民を標的としたテロ攻撃を
実施している。また、南アジアにおいては、2019
年4月、スリランカで邦人の犠牲者を出す大規模
な同時爆破事件が発生した。スリランカ当局は、
現地のイスラム過激派組織を実行犯として摘発す
る一方、同組織が海外のテロ組織の支援を受けた
可能性に言及している。事件後、ISILが犯行声明
を発出しており、米国は、今回のテロについて、
ISILに感化された犯行の可能性があると指摘し
ている。ISILは、ソーシャル・メディアなどを通
じて暴力的過激思想を拡散させており、その脅威
がこうした地域にも浸透していることが懸念され
る。また、アフリカ地域におけるテロも深刻化し
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ており、特に西アフリカでは、ISILに忠誠を誓う
テロ集団による襲撃が相次ぎ、犠牲者や避難民が
急増している。

このほか、欧米諸国などでは、イラク、シリア
に流入する外国人戦闘員が両国で戦闘訓練や実戦
経験を積んだ後、本国に帰国してテロを実行する
懸念が引き続き存在している。欧州では、2015
年11月にパリで発生した同時多発テロや、2016
年3月にベルギーで発生した連続爆破テロのよう

に、シリアでの戦闘に参加したISILの戦闘員が関
与したとみられるテロが発生している。こうした
外国人戦闘員をめぐっては、2019年11月、トル
コが拘束していた1,200人に上るISIL戦闘員を
本国へ送還すると発表したことを受け、欧米諸国
が一部受け入れを開始しているものの、今後も外
国人戦闘員によるテロを防止するため、国際社会
による様々な取組が求められる。

3 	ISIL系国際テロ組織以外の動向	ISIL系国際テロ組織以外の動向
主にパキスタンやアフガニスタンで活動するア

ル・カーイダは、多くの幹部が米国の作戦により
殺害されるなど弱体化しているとみられる。しか
しながら、北アフリカや中東などで活動する関連
組織に対して指示や勧告を行うなど、中枢組織と
しての活動は継続している。また、現在の指導者
であるザワヒリは欧米へのテロを呼びかける声明
を繰り返し発出しており、アル・カーイダによる

攻撃の可能性が根絶されたわけではない。
このほか、アル・カーイダに関連するイスラム

教スンニ派の過激派組織として、イエメンを拠点
に活動する「アラビア半島のアル・カーイダ

（AQAP）」、アルジェリアに拠点を置き、近隣のマ
リ、チュニジア、リビアなどでも活動する「イスラ
ム・マグレブ諸国のアル・カーイダ（AQIM）」、
ソマリアを拠点に活動する「アル・シャバーブ」

図表Ⅰ-3-7-1 アフリカ・中東地域の主なテロ組織

：アル・カーイダ関連組織

：ISIL関連組織

マリ
ニジェール

ブルキナ
ファソ

ナイジェリア

リビア

ソマリア

イエメン

イラク
シリア

パキスタン

アルジェリア

アフガ
ニスタン

アル・シャバーブ（AS)

ハヤート・タハリール・シャム
（HTS）（旧ヌスラ戦線）

アラビア半島のアル・カーイダ
（AQAP）

アル・カーイダ

イスラム・マグレブ諸国の
アル・カーイダ（AQIM）

イラクとレバントの
イスラム国（ISIL）

イスラムとムスリムの
支援団（JNIM）

ISIL西アフリカ州
（ボコ・ハラム）

ISIL大サハラ

タリバーン

ISIL
ホラサン州

エジプト

ISIL
シナイ州

パキスタン・タリバーン運動（TTP）
サウジアラビア

複数のISILの州が存在

ISIL
イエメン州

ISIL
ソマリア州

ISIL
アルジェリア州

：アル・カーイダとの関連が指摘される組織

ヒズボラ
レバノン

ハマス パレスチナ

ISIL
リビア州

：その他の主要なイスラム過激派テロ組織 出典：米国務省「国別テロ報告書2019」（2020年6月）など

コンゴ（民）

モザンビーク

ISIL
中央アフリカ州
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も引き続き活動を行っている。
また、アフガニスタンを拠点に活動しているイ

スラム教過激派組織タリバーンは、アフガニスタ
ン各地で武力活動を継続している。2020年2月、
米国とタリバーンとの間で、駐アフガニスタン米
軍の条件付き段階的撤収及びアフガニスタン人同

士の交渉開始などを含む合意が署名され、9月に
はアフガニスタン政府とタリバーンによる和平交
渉が開始されたものの、その後もタリバーンはア
フガニスタン治安部隊への攻撃を行っており、政
府や外国人を標的とした自爆攻撃や銃撃などを継
続する可能性は否定できない。
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気候変動が安全保障環境や軍に与える影響第8節

1	 ただし、国連安全保障理事会の常任理事国である中国とロシアについては、安保理公開討論会などの場において、気候変動は持続可能な開発にかかる問題で
あり、気候変動に関する国際協力は、国連総会や国連気候変動枠組条約（UNFCCC）などの専門的なプラットフォームで行われるものであるとの考えから、
安全保障理事会が気候変動を取り扱うことに消極的であるとの見解を示してきている。また、中露と同様に温室効果ガス排出量の上位国であるインドにつ
いては、同理事会が2019年1月に開催した公開討論会において、インドの代表は気候変動と安全保障とのつながりについて、いまだに不明瞭で論争がある
旨言及している。

2013年9月、気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）は、大気と海洋の温暖化、雪氷の融解、
海面水位の上昇、温室効果ガス濃度の増加の観測
により、気候システムの温暖化には疑う余地がな
いとする報告を公表した。こうした気候変動の影
響は、地域的に一様ではなく、また気象や環境の
分野にとどまらず、社会や経済を含む多岐にわた
る分野に及ぶものと考えられており、2016年11
月には温室効果ガス排出削減などのための新たな
国際枠組みであるパリ協定が発効している。こう
した中、国連安全保障理事会は、近年、アフリカ
における国連の安定化ミッションや支援ミッショ
ンを中心とした10を超える決議において、水不
足、干ばつ、砂漠化、土壌の劣化、食料不足といっ
た例をあげ、気候変動による安全保障への負の影
響を指摘するなど、気候変動問題を安全保障上の
実体的な課題としてより積極的に取り扱う姿勢を
見せている1。

気候変動を安全保障上の課題と捉える動きは各
国にも広がっており、たとえば、気候変動による
複合的な影響に起因する水、食料、土地などの不
足は、限られた土地や資源を巡る争いを誘発・悪
化させるほか、大規模な住民移動を招き、社会
的・政治的な緊張や紛争を誘発するおそれがある
と考えられている。

また、広範にわたる気候変動の影響は、国家の
対応能力にさらなる負荷をかけ、特に、既に政
治・経済上の問題を抱えている脆弱な国家の安定
性を揺るがしかねない旨指摘されている。そして、
こうして不安定化した国家に対し、軍の活動を含
む国際的な支援の必要性が高まるものと見込まれ
ている。

このほか、温室効果ガスの排出量の規制やジオ
エンジニアリング（気候工学）の活用をめぐり、
国家間における緊張が高まる可能性も指摘されて

いる。
さらに、北極海では、海氷の融解により航路と

して使用可能となる機会が増大するとともに、海
底資源へのアクセスが容易になるとみられること
などから、沿岸国が海洋権益の確保に向けて大陸
棚の延長を主張するための海底調査に着手してい
るほか、北極海域における軍事態勢を強化する動
きもみられる。また、雪氷の融解に関しては、黄
河、長江、メコン川、インダス川、プラマプトラ川
など、アジアにおける多くの大河の源流であるチ
ベット高原において氷河の融解が及ぼす影響につ
いても注目を要する旨が指摘されている。

気候変動による各国の軍に対する直接的な影響
として、異常気象の増大は大規模災害の増加や感
染症の拡大をもたらすと考えられており、災害救
援活動、人道復興支援活動、治安維持活動、医療
支援などの任務に、各国の軍隊が出動する機会が
増大することが見込まれている。

また、気温の上昇や異常気象、海面水位の上昇
などは、軍の装備や基地、訓練施設などに対する
負荷を増大させると考えられている。

このほか、軍に対しても、温室効果ガスの排出
削減を含むより一層の環境対策を要求する声が高
まる可能性が指摘されている。

各国は、気候変動が安全保障環境や軍に与える
このような影響について検証し、これに対応して
いく考えを政策文書などで示している。

世界規模で活動し、国家水準の温室効果ガスを
排出するとの指摘もある米軍を擁する米国は、米
軍の施設や活動などに対する影響を検証するとと
もに、その影響への対応や温室効果ガスの排出量
抑制に向けて積極的に取り組む方針を示している。

米国防省は、オバマ政権期の2010年2月に公
表された「4年ごとの国防計画の見直し」（Q

Quadrennial Defense Review
DR）

を気候変動への対応に関する政策の基盤として位
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置づけている。この中で、気候変動及びこれと不
可分の関係にあるエネルギーの問題は、将来の安
全保障環境の形成にあたって重要な役割を担うも
のとされ、国防省は気候変動が及ぼす影響に対応
するとともに、この影響を緩和するための取組を
促進するとの方針が示されている。この一環とし
て、国防省は、核動力に加えてバイオ燃料との混
合燃料を活用した米海軍の「グレート・グリー
ン・フリート」をはじめとした温室効果ガスの排
出削減にも資する代替燃料の導入に向けた取組を
進めていた。

トランプ政権期においても、国内外における米
軍の施設や活動を対象として気候変動に対する脆
弱性の評価を継続しており、このうち、2019年1
月に公表された国内施設に関する調査報告書にお
いては、水害、干ばつ及び山火事の3項目が主要
な懸念事項とされ、特に、調査対象である79の主
要施設のうち、60施設が将来的な水害に対して
脆弱であるとされている。また、同報告書は、国
家の不安定化、軍のロジスティックス、北極圏の
問題、人道支援・災害救援など米軍の活動に関す
る項目についても評価を実施しており、気候変動
は米軍の一部の任務に影響を及ぼしかねないとさ
れている。

こうした認識も踏まえ、バイデン大統領は政権
発足後の2021年1月、気候変動に関する大統領
令を公布した。この中で、「気候変動と国家安全保
障」と題したオバマ政権期の大統領覚書を復活さ
せる条項を設け、同政権の政策との継続性を示し
ている。また、気候変動は気候危機に変化したと
の認識を示したうえで、気候危機を同政権の対外
政策及び国家安全保障の中心に位置づけるとし、
国防長官に対して、気候変動が安全保障に及ぼす
影響の分析や、国家防衛戦略をはじめとする各種
戦略・政策文書の策定においてこの影響を組み込
むよう指示している。これを受け、オースティン
国防長官は気候変動に関する声明を発表した。こ
の声明において、増大する水害、干ばつ、山火事
及び異常気象による米国内の施設に対する影響を
既に毎年受けているほか、砂漠化がもたらした社
会の不安定化や、北極を経由して敵対国が米本土
に接近する脅威、そして世界各地における人道支

援の要求といった諸要因に起因する作戦を実行し
てきており、国防省は気候変動が任務、計画及び
施設に劇的な影響をもたらすことを認識している
とした。そのうえで、バイデン大統領の指示のも
と、気候変動を国家安全保障上の不可欠の要素と
して捉え、その影響を戦略の策定や計画の指針な
どの中に組み込むとの方針を示している。この声
明では、気候変動に関連する技術の開発を促し、
温室効果ガスの排出にかかるアプローチを見直す
旨も合わせて言及されている。

気候変動にかかる国際的な取組を主導する国の
一つであるフランスは、気候変動を数あるリスク
の中でも最前線のものと位置づけ、広大な海域を
擁する海外領土の観点からも、軍による作戦上の
適応と持続可能な開発に向けた貢献が必要である
との考えを示している。フランス国防省は、2018
年に公表した気候変動に関する政策文書におい
て、異常気象の激化は人道危機の数を増やし深刻
度を高め、より大規模な軍の動員が必要になると
している。また、「グリーン・ディフェンス」政策
を掲げ、軍の装備については環境に配慮した設計
を選好するとともに、軍の施設のエネルギー効率
を高め、再生可能エネルギーを用いることで、温
室効果ガスの排出量を抑制するとの方針を示して
いる。

気候変動の影響に対して最も脆弱な場所の一つ
と考えられている大洋州島嶼国と関係の深いオー
ストラリアは、気候変動を一因とする近隣諸国の
脆弱性を自国の戦略環境を形成する主な要素の一
つと位置づけ、地域の不安定化を防止するため積
極的に取り組む方針を打ち出している。オースト
ラリア国防省は、2016年2月に公表した国防白書
において、気候変動は近隣諸国にとっての主要課
題であり、近隣諸国の不安定化はオーストラリア
に重大な影響をもたらすため、これらの国を支援
していくことが極めて重要であるとの考えを示し
ている。また、海面水位の上昇は海軍基地に影響
を及ぼし、頻発する異常気象は国防関連施設に損
害を与えかねない旨指摘したうえで、国防省は気
候変動に対して適切な態勢を築くとしている。

同じく大洋州島嶼国との関係が深いニュージー
ランドは、気候変動への備えと対応は軍の最優先
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事項に該当すると位置づけて対応していく方針を
示している。ニュージーランド国防省は、2019
年11月に公表した政策文書において、自国の領
土と周辺地域において作戦の遂行が可能な能力を
最優先するとしているが、気候変動への対応はこ
れに該当すると位置づけている。そのうえで、特
に自国の周辺地域において、将来的に災害救援・
人道支援任務が増加するとし、こうした気候変動
に由来する任務の増加に適応していく必要性があ
るとしている。また、気候変動によって海上での
活動が増加すると想定しており、海上輸送や空
輸、海洋哨戒などの能力を強化するとともに、
6,000人規模を増員する防衛力整備計画を通じて
こうした活動の所要に対応していくとの考えを示
している。このほか、将来的な排出抑制につなげ
るために、まずは温室効果ガスの排出量の測定手
法の確立に取り組むとしている。

このように、気候変動が安全保障環境や軍にも

さまざまな影響を与えうるとの認識が急速に共有
される中、2021年4月には、米国主催の気候変動
サミットの中で気候安全保障セッションが開催さ
れた。同セッションは、オースティン米国防長官
が司会を務め、岸防衛大臣をはじめ、米国家情報
長官、米国国連大使、北大西洋条約機構（NATO）
事務総長、イラク・ケニア・スペイン・英国の国
防相およびフィリピンの財務相が参加して、気候
変動がもたらす世界的な安全保障上の課題とこれ
に対する取組について議論が交わされた。この中
で各国国防相は、国防省が災害対応を求められる
機会が増えており、災害への備えと対応の強化の
必要性が高まっていることに言及するとともに、
気候変動リスクを共有する各国国防省の協力が利
益になると説明している。国防当局が対応を検討
し、対策に乗り出す中、気候変動を安全保障上の
課題として重大な関心をもって注視していく必要
がある。宇
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わが国の安全保障を確保する方策第1節

1	 一般的には、日米安保体制を基盤として、日米両国がその基本的価値及び利益をともにする国として、安全保障面をはじめ、政治及び経済の各分野で緊密に
協調・協力していく関係を意味する。

国家の独立は、国が政治、経
済、社会のあり方を自ら決定
し、その文化、伝統や価値観を
保つため、守らねばならないも
のである。また、平和と安全は、
国民が安心して生活し、国が繁
栄を続けていくうえで不可欠の
ものである。しかしながら、こ
れらは、願望するだけでは確保
できない。外交を通じ、安定し
かつ見通しがつきやすい国際環
境を創出し、脅威の出現を未然
に防ぐことが国家安全保障の要
諦である。
一方、国際社会の現実をみれば、非軍事的手段
による努力だけでは、必ずしも外部からの侵略を
未然に防止できず、万一侵略を受けた場合にこれ
を排除することもできない。防衛力は、侵略を排
除する国家の意思と能力を表す安全保障の最終的
担保であり、ほかのいかなる手段によっても代替
できない。
このため、わが国は、国民の生命・財産とわが
国の領土・領海・領空を守るため適切な防衛力の
整備を進めるとともに、わが国と基本的な価値や
利益を共にする米国との間で日米同盟1関係を強
化している。このように、自らの防衛力と日米安
全保障体制があいまって、隙のない防衛態勢を構

築することにより、わが国の平和と安全を確保し
ている。
また、わが国を取り巻く安全保障環境を改善し

てわが国に対する脅威の発生を予防する観点か
ら、インド太平洋地域や国際社会の一員としての
協力などの分野で防衛力が果たす役割の重要性は
増している。
わが国は、このような防衛力の役割を認識した

うえで、様々な分野における努力を尽くすことに
より、わが国の安全を確保するとともに、インド
太平洋地域、ひいては世界の平和と安全を目指し
ている。

1第 章
わが国の安全保障と 
防衛の基本的考え方

栄誉礼を受ける岸防衛大臣
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憲法と防衛政策の基本第2節

1 	憲法と自衛権	憲法と自衛権
わが国は、第二次世界大戦後、再び戦争の惨禍

を繰り返すことのないよう決意し、平和国家の建
設を目指して努力を重ねてきた。恒久の平和は、
日本国民の念願である。この平和主義の理想を掲
げる日本国憲法は、第9条に戦争放棄、戦力不保
持、交戦権の否認に関する規定を置いている。も
とより、わが国が独立国である以上、この規定は、
主権国家としての固有の自衛権を否定するもので

はない。政府は、このようにわが国の自衛権が否
定されない以上、その行使を裏づける自衛のため
の必要最小限度の実力を保持することは、憲法上
認められると解している。

このような考えに立ち、わが国は、憲法のもと、
専守防衛をわが国の防衛の基本的な方針として実
力組織としての自衛隊を保持し、その整備を推進
し、運用を図ってきている。

2 	憲法第9条の趣旨についての政府見解	憲法第9条の趣旨についての政府見解

1　保持できる自衛力

わが国が憲法上保持できる自衛力は、自衛のた
めの必要最小限度のものでなければならないと考
えている。その具体的な限度は、その時々の国際
情勢、軍事技術の水準その他の諸条件により変わ
り得る相対的な面があり、毎年度の予算などの審
議を通じて国民の代表者である国会において判断
される。憲法第9条第2項で保持が禁止されてい
る「戦力」にあたるか否かは、わが国が保持する
全体の実力についての問題であって、自衛隊の
個々の兵器の保有の可否は、それを保有すること
で、わが国の保持する実力の全体がこの限度を超
えることとなるか否かにより決められる。

しかし、個々の兵器のうちでも、性能上専ら相手
国国土の壊滅的な破壊のためにのみ用いられる、
いわゆる攻撃的兵器を保有することは、直ちに自
衛のための必要最小限度の範囲を超えることとな
るため、いかなる場合にも許されない。例えば、大
陸間弾道ミサイル（I

Intercontinental Ballistic Missile
CBM）、長距離戦略爆撃機、

攻撃型空母の保有は許されないと考えている。

2　	憲法第9条のもとで許容される	
自衛の措置

2014年7月1日の閣議決定「国の存立を全う

し、国民を守るための切れ目のない安全保障法制
の整備について」において、次の3つの要件（「武
力の行使」の三要件）を満たす場合には、自衛の
措置として、「武力の行使」が憲法上許容されるべ
きであると判断するに至った。
①わが国に対する武力攻撃が発生したこと、又は

わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻
撃が発生し、これによりわが国の存立が脅かさ
れ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根
底から覆される明白な危険があること

②これを排除し、わが国の存立を全うし、国民を
守るために他に適当な手段がないこと

③必要最小限度の実力を行使すること
この閣議決定において示された憲法第9条のも

とで許容される自衛の措置についての解釈は次の
とおりである。

憲法第9条はその文言からすると、国際関係に
おける「武力の行使」を一切禁じているように見
えるが、憲法前文で確認している「国民の平和的
生存権」や憲法第13条が「生命、自由及び幸福追
求に対する国民の権利」は国政の上で最大の尊重
を必要とする旨定めている趣旨を踏まえて考える
と、憲法第9条が、わが国が自国の平和と安全を
維持し、その存立を全うするために必要な自衛の
措置を採ることを禁じているとは到底解されな
い。一方、この自衛の措置は、あくまで外国の武

わ
が
国
の
安
全
保
障
と
防
衛
の
基
本
的
考
え
方

第
1
章

166日本の防衛

第2節憲法と防衛政策の基本

防衛2021_Ⅱ-1-2.indd   166防衛2021_Ⅱ-1-2.indd   166 2021/06/10   17:13:432021/06/10   17:13:43



力攻撃によって国民の生命、自由及び幸福追求の
権利が根底から覆されるという急迫、不正の事態
に対処し、国民のこれらの権利を守るためのやむ
を得ない措置として初めて容認されるものであ
り、そのための必要最小限度の「武力の行使」は
許容される。これが、憲法第9条のもとで例外的
に許容される「武力の行使」について、従来から
政府が一貫して表明してきた見解の根幹、いわば
基本的な論理であり、1972（昭和47）年10月14
日に参議院決算委員会に対し政府から提出された
資料「集団的自衛権と憲法との関係」に明確に示
されているところである。

この基本的な論理は、憲法第9条のもとでは今
後とも維持されなければならない。

これまで政府は、この基本的な論理のもと、「武
力の行使」が許容されるのは、わが国に対する武
力攻撃が発生した場合に限られると考えてきた。
しかし、パワーバランスの変化や技術革新の急速
な進展、大量破壊兵器などの脅威などによりわが
国を取り巻く安全保障環境が根本的に変容し、変
化し続けている状況を踏まえれば、今後他国に対
して発生する武力攻撃であったとしても、その目
的、規模、態様などによっては、わが国の存立を
脅かすことも現実に起こり得る。

わが国としては、紛争が生じた場合にはこれを
平和的に解決するために最大限の外交努力を尽く
すとともに、これまでの憲法解釈に基づいて整備
されてきた既存の国内法令による対応や当該憲法
解釈の枠内で可能な法整備などあらゆる必要な対
応を採ることは当然であるが、それでもなおわが
国の存立を全うし、国民を守るために万全を期す
必要がある。

こうした問題意識のもとに、現在の安全保障環
境に照らして慎重に検討した結果、わが国に対す
る武力攻撃が発生した場合のみならず、わが国と
密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生
し、これによりわが国の存立が脅かされ、国民の
生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆され
る明白な危険がある場合において、これを排除
し、わが国の存立を全うし、国民を守るために他
に適当な手段がないときに、必要最小限度の実力
を行使することは、従来の政府見解の基本的な論

理に基づく自衛のための措置として、憲法上許容
されると考えるべきであると判断するに至った。

わが国による「武力の行使」が国際法を遵守し
て行われることは当然であるが、国際法上の根拠
と憲法解釈は区別して理解する必要がある。憲法
上許容される上記の「武力の行使」は、国際法上は、
集団的自衛権が根拠となる場合がある。この「武
力の行使」には、他国に対する武力攻撃が発生し
た場合を契機とするものが含まれるが、憲法上は、
あくまでもわが国の存立を全うし、国民を守るた
め、すなわち、わが国を防衛するためのやむを得な
い自衛の措置として初めて許容されるものである。

3　自衛権を行使できる地理的範囲

わが国が自衛権の行使としてわが国を防衛する
ため必要最小限度の実力を行使できる地理的範囲
は、必ずしもわが国の領土、領海、領空に限られ
ないが、それが具体的にどこまで及ぶかは個々の
状況に応じて異なるので、一概には言えない。

しかし、武力行使の目的をもって武装した部隊
を他国の領土、領海、領空に派遣するいわゆる海外
派兵は、一般に、自衛のための必要最小限度を超え
るものであり、憲法上許されないと考えている。

4　交戦権

憲法第9条第2項では、「国の交戦権は、これを
認めない。」と規定しているが、ここでいう交戦権
とは、戦いを交える権利という意味ではなく、交
戦国が国際法上有する種々の権利の総称であっ
て、相手国兵力の殺傷と破壊、相手国の領土の占
領などの権能を含むものである。

一方、自衛権の行使にあたっては、わが国を防
衛するため必要最小限度の実力を行使することは
当然のこととして認められており、例えば、わが
国が自衛権の行使として相手国兵力の殺傷と破壊
を行う場合、外見上は同じ殺傷と破壊であって
も、それは交戦権の行使とは別の観念のものであ
る。ただし、相手国の領土の占領などは、自衛の
ための必要最小限度を超えるものと考えられるの
で、認められない。
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3 	基本政策	基本政策

1 原子力基本法第2条「原子力の研究、開発及び利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行うものとし……」
2 NPT第2条「締約国である各非核兵器国は、……核兵器その他の核爆発装置を製造せず又はその他の方法によって取得しないこと……を約束する」
3 軍に関する事項について、内閣の統制が及び得ない範囲が広かった。

これまでわが国は、憲法のもと、専守防衛に徹
し、他国に脅威を与えるような軍事大国とならな
いとの基本理念に従い、日米安保体制を堅持する
とともに、文民統制を確保し、非核三原則を守り
つつ、実効性の高い統合的な防衛力を効率的に整
備してきている。

1　専守防衛

専守防衛とは、相手から武力攻撃を受けたとき
にはじめて防衛力を行使し、その態様も自衛のた
めの必要最小限にとどめ、また、保持する防衛力も
自衛のための必要最小限のものに限るなど、憲法
の精神に則った受動的な防衛戦略の姿勢をいう。

2　軍事大国とならないこと

軍事大国という概念の明確な定義はないが、わ
が国が他国に脅威を与えるような軍事大国となら
ないということは、わが国は自衛のための必要最
小限を超えて、他国に脅威を与えるような強大な
軍事力を保持しないということである。

3　非核三原則

非核三原則とは、核兵器を持たず、作らず、持
ち込ませずという原則を指し、わが国は国是とし
てこれを堅持している。

なお、核兵器の製造や保有は、原子力基本法の
規定でも禁止されている1。さらに、核兵器不拡散
条約（N

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons
PT）により、わが国は、非核兵器国とし

て、核兵器の製造や取得をしないなどの義務を
負っている2。

4　文民統制の確保

文民統制は、シビリアン・コントロールともい

い、民主主義国家における軍事に対する政治の優
先、又は軍事力に対する民主主義的な政治による
統制を指す。わが国の場合、終戦までの経緯に対
する反省もあり、自衛隊が国民の意思によって整
備・運用されることを確保するため、旧憲法下の
体制3とは全く異なり、次のような厳格な文民統
制の制度を採用している。

国民を代表する国会が、自衛官の定数、主要組
織などを法律・予算の形で議決し、また、防衛出
動などの承認を行う。国の防衛に関する事務は、
一般行政事務として、内閣の行政権に完全に属し
ており、内閣を構成する内閣総理大臣その他の国
務大臣は、憲法上文民でなければならないことと
されている。内閣総理大臣は、内閣を代表して自
衛隊に対する最高の指揮監督権を有しており、国
の防衛に専任する主任の大臣である防衛大臣は、
自衛隊の隊務を統括する。また、内閣には、わが
国の安全保障に関する重要事項を審議する機関と
して国家安全保障会議が置かれている。

防衛省では、防衛大臣が国の防衛に関する事務
を分担管理し、主任の大臣として、自衛隊を管理
し、運営する。その際、防衛副大臣、防衛大臣政務
官（2人）及び防衛大臣補佐官が政策、企画及び政
務について防衛大臣を助けることとされている。

また、防衛大臣政策参与が、防衛省の所掌事務
に関する重要事項に関し、自らが有する見識に基
づき、防衛大臣に進言などを行うこととしている
ほか、防衛会議では、防衛大臣のもとに政治任用
者、文官、自衛官の三者が一堂に会して防衛省の
所掌事務に関する基本的方針について審議するこ
ととし、文民統制のさらなる徹底を図っている。

以上のように、文民統制の制度は整備されてい
るが、それが実をあげるためには、国民が防衛に
対する深い関心を持つとともに、政治・行政両面
における運営上の努力が引き続き必要である。

3章1節（国家安全保障会議）p.180
3章2節1項2（防衛大臣を補佐する体制）p.181
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国家安全保障戦略の概要第1節

1 	わが国の国家安全保障政策の体系	わが国の国家安全保障政策の体系
国家安全保障戦略は、外交政策及び防衛政策を
中心とした国家安全保障の基本方針として、
2013年12月にわが国として初めて策定された。
この中では、長期的視点から国益を見定めたうえ
で、今後どのように対応していくべきか、わが国
がとるべきアプローチを導き出している。
さらに、国家安全保障戦略を踏まえて策定され
た防衛計画の大綱（防衛大綱）は、今後のわが国
の防衛の基本方針、防衛力の役割、自衛隊の具体
的な体制の目標水準などを示している。各種装備
品の取得や部隊の運用体制の確立などの防衛力整

備は一朝一夕にはできず、長い年月を要すること
から、防衛大綱は中長期的見通しに立ち策定され
ている。国家安全保障戦略と防衛大綱はともにお
おむね10年程度の期間を念頭に置いている。
「中期防衛力整備計画」（中期防）は、防衛大綱
で示された防衛力の目標水準の達成のために、5
か年の経費の総額の限度と主要装備の整備数量を
明示したものである。年度予算は中期防を事業と
して具体化し、情勢などを踏まえて、年度ごとに
必要な経費を計上するものである。

2 	国家安全保障戦略の概要　―積極的平和主義―	国家安全保障戦略の概要　―積極的平和主義―
国家安全保障戦略は、「積極的平和主義」を基本
理念として掲げ、米国をはじめとする関係国と緊
密に連携しながら、わが国の安全及びアジア太平
洋地域の平和と安定を実現しつつ、国際社会の平
和と安定及び繁栄の確保に、これまで以上に積極
的に寄与していくことをうたっている。
また、この基本理念を具体的政策として実現す
るにあたり、わが国の国益・目標を明確にしたう
えで、それらに対して採るべき戦略的アプローチ
を示している。

図表Ⅱ-2-1-1（「国家安全保障戦略」、「防衛大綱」、「中
期防」及び年度予算の関係）
図表Ⅱ-2-1-2（国家安全保障戦略の概要）
資料1（国家安全保障戦略（概要））

 参照

2第 章
わが国の安全保障と	
防衛に関する政策

図表Ⅱ-2-1-1 「国家安全保障戦略」、「防衛大綱」、
「中期防」及び年度予算の関係

国家安全保障戦略

防衛計画の大綱

中期防衛力整備計画

年 度 予 算

戦略を踏まえ策定

示された防衛力の
目標水準の達成

予算となり、事業
として具体化

外交政策及び防衛政策を中心とし
た国家安全保障の基本方針

（おおむね10年程度の期間を念頭）

防衛力のあり方と保有すべき防衛
力の水準を規定

（おおむね10年程度の期間を念頭）

5年間の経費の総額（の限度）と主
要装備の整備数量を明示

情勢などを踏まえて精査のうえ、
各年度ごとに必要な経費を計上
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図表Ⅱ-2-1-2 国家安全保障戦略の概要

国家安全保障の基本理念＝国際協調主義に基づく積極的平和主義

国益
◇わが国の平和と安全を維持し、その存立を全うする
◇わが国の平和と安全をより強固なものとする
◇普遍的価値やルールに基づく国際秩序を維持・擁護する

目標

◇必要な抑止力を強化し、わが国に直接脅威が及ぶことを防止
◇�日米同盟の強化、域内外パートナーとの信頼・協力関係の強化などにより、アジア太平洋地域の安全保障環境を改善し、脅威の
発生を予防・削減

◇グローバルな安全保障環境を改善し、繁栄する国際社会を構築
わが国が取るべき国家安全保障上の戦略的アプローチ

1 わが国の能力・役割の�
強化・拡大

●外交の強化
●総合的な防衛体制の構築
●領域保全に関する取組の強化
●海洋安全保障の確保
●サイバーセキュリティの強化
●国際テロ対策の強化
●情報機能の強化
●防衛装備・技術協力
●宇宙空間の安定的利用、安全保障分野での活用
●技術力の強化

2 日米同盟の強化 ●日米間の安全保障・防衛協力の更なる強化
●安定的な米軍プレゼンスの確保

3
国際社会の平和と安定のための�
パートナーとの外交・安全保障
協力の強化

●韓、豪、ASEAN諸国、印：協力関係の強化
●中国：「戦略的互恵関係」の構築
●北朝鮮：拉致・核・ミサイルといった諸懸案の包括的解決に向け、具体的な行動を求めていく
●ロシア：あらゆる分野で協力を推進
●地域協力・三か国の枠組みの積極的な活用
●アジア太平洋地域の友好諸国との協力
●アジア太平洋地域外の諸国との協力

4 国際社会の平和と安定のための�
国際的努力への積極的寄与

●国連外交の強化
●法の支配の強化
●軍縮・不拡散にかかる国際努力の主導
●国際平和協力の推進
●国際テロ対策における国際協力の推進

5 地球規模課題解決のための�
普遍的価値を通じた協力の強化

●�普遍的価値の共有、開発問題などへの対応と「人間の安全保障」の実現、開発途上国の人材育成に対
する協力、自由貿易体制の維持・強化、エネルギー・環境問題への対応、人と人との交流の強化

6
国家安全保障を支える�
国内基盤の強化と内外における
理解促進

●防衛生産・技術基盤の維持・強化
●情報発信の強化
●社会的基盤
●知的基盤の強化
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防衛計画の大綱の概要第2節

1	 防衛大綱における陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）にかかる関連部分については、「新たなミサイル防衛システムの整備等及びスタンド・
オフ防衛能力の強化について」（2020年12月18日国家安全保障会議決定及び閣議決定）のとおり見直された。

防衛大綱は、1976年に初めて策定されて以来、
これまでに計6回策定されている。現在の防衛大
綱は、2018年12月に「平成31年度以降に係る防

衛計画の大綱について」として策定されたもので
ある1。

図表Ⅱ-2-2-1（防衛計画の大綱の変遷）

1 	基本的な考え方―多次元統合防衛力の構築―	基本的な考え方―多次元統合防衛力の構築―
現在の防衛大綱は、厳しさと不確実性を増す安
全保障環境を踏まえ、真に実効的な防衛力とし
て、次のような性質を有する「多次元統合防衛力」
を構築することとしている。
①宇宙・サイバー・電磁波を含む全ての領域にお
ける能力を有機的に融合し、その相乗効果によ
り全体としての能力を増幅させる領域横断（ク
ロス・ドメイン）作戦を遂行可能であること
②平時から有事までのあらゆる段階における柔軟
かつ戦略的な活動を常時継続的に実施可能とす
ること

③日米同盟の抑止力・対処力の強化及び多角的・
多層的な安全保障協力の推進が可能であること
特に、宇宙・サイバー・電磁波といった新たな

領域における能力は、軍全体の作戦遂行能力を著
しく向上させるものであることから、各国が注力
している分野である。わが国としても、これらの
能力や、それと一体となって、航空機、艦艇、ミサ
イルなどによる攻撃に効果的に対処するための能
力の強化や、後方分野も含めた防衛力の持続性・
強靭性の強化を重視していくこととしている。

 参照

図表Ⅱ-2-2-1 防衛計画の大綱の変遷

19年

【背景】
○東西冷戦は継続するが緊張緩和の国際情勢
○わが国周辺は米中ソの均衡が成立
○国民に対し防衛力の目標を示す必要性

「51大綱」での基本的考え方51大綱
（S51.10.29
国防会議・閣議決定）

9年

07大綱
（H7.11.28
安保会議・閣議決定）

6年

16大綱
（H16.12.10
安保会議・閣議決定）

3年

5年

22大綱
（H22.12.17
安保会議・閣議決定）

25大綱

現防衛大綱

（H25.12.17
国家安全保障会議・閣議決定）

【背景】
○東西冷戦の終結
○不透明・不確実な要素がある国際情勢
○国際貢献などへの国民の期待の高まり

【背景】
○国際テロや弾道ミサイルなどの新たな脅威
○世界の平和がわが国の平和に直結する状況
○抑止重視から対処重視に転換する必要性

【背景】
○グローバルなパワーバランスの変化
○複雑さを増すわが国周辺の軍事情勢
○国際社会における軍事力の役割の多様化

【背景】
○わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増大
○米国のアジア太平洋地域へのリバランス
○東日本大震災での自衛隊の活動における教訓

・「基盤的防衛力構想」
・わが国に対する軍事的脅威に直接対抗するよりも、自らが力の空白と
なってわが国周辺地域における不安定要因とならないよう、独立国とし
ての必要最小限の基盤的な防衛力を保有

「07大綱」での基本的考え方
・「基盤的防衛力構想」を基本的に踏襲
・防衛力の役割として「わが国の防衛」に加え、「大規模災害等各種の事
態への対応」及び「より安定した安全保障環境の構築への貢献」を追加

「16大綱」での基本的考え方
・新たな脅威や多様な事態に実効的に対応するとともに、国際平和協
力活動に主体的かつ積極的に取り組み得るものとすべく、多機能で
弾力的な実効性のあるもの

・「基盤的防衛力構想」の有効な部分は継承

「22大綱」での基本的考え方
・「動的防衛力」の構築（「基盤的防衛力構想」によらず）
・各種事態に対して実効的な抑止・対処を可能とし、アジア太平洋地域
の安保環境の安定化・グローバルな安保環境の改善のための活動を
能動的に行い得る防衛力

「25大綱」での基本的考え方
・「統合機動防衛力」の構築
・厳しさを増す安全保障環境に即応し、海上優勢・航空優勢の確保など
事態にシームレスかつ状況に臨機に対応して機動的に行い得るよう、
統合運用の考え方をより徹底した防衛力

（H30.12.18
国家安全保障会議・閣議決定）

【背景】 現防衛大綱での基本的考え方
・「多次元統合防衛力」の構築
・陸・海・空という従来の領域のみならず、宇宙・サイバー・電磁波といっ
た新たな領域の能力を強化し、全ての領域の能力を融合させる領域横
断作戦などを可能とする、真に実効的な防衛力

○わが国を取り巻く安全保障環境が格段に速いスピード
で厳しさと不確実性を増大

○宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域の利用の
急速な拡大

○軍事力のさらなる強化や軍事活動の活発化の傾向が顕著
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2 	わが国の防衛の基本方針	わが国の防衛の基本方針
防衛大綱は、わが国の防衛の基本方針につい
て、次のように定めている。

1　基本方針

わが国は積極的平和主義の観点から外交力、防
衛力などを強化し、日米同盟を基軸として各国と
の協力を進め、日本国憲法のもと、専守防衛に徹
し、他国に脅威を与えるような軍事大国にならな
いとの基本方針に従い、文民統制の確保や非核三
原則を守ってきた。このような平和国家としての
歩みを決して変えることはない。また、わが国が
これまでに直面したことのない安全保障環境の現
実の中でも、国民の生命・身体・財産、領土・領
海・領空及び主権・独立を守り抜くといった国益
を守っていかなければならない。
防衛の目標は、望ましい安全保障環境を創出す
るとともに、脅威を抑止し、万が一、わが国に脅
威が及ぶ場合には、これに対処することである。
これらの目標を達成するための手段として、①わ
が国自身の防衛体制、②日米同盟、及び③安全保
障協力をそれぞれ強化していく。また、宇宙・サ
イバー・電磁波といった新たな領域における優位
性の早期獲得を含め、これらを迅速かつ柔軟に
行っていかなければならない。
また、核兵器の脅威に対しては、核抑止力を中
心とする米国の拡大抑止が不可欠であり、わが国
は米国と緊密に協力していくとともに、わが国自
身による対処のための取組を強化する。同時に、
核軍縮・不拡散のための取組に積極的・能動的な
役割を果たしていく。

2　わが国自身の防衛体制の強化

防衛の目標を確実に達成するため、あらゆる段
階において、防衛省・自衛隊のみならず、政府一
体となった取組及び地方公共団体、民間団体など

との協力を可能とし、わが国が持てる力を総合す
る防衛体制を構築する。
わが国の防衛力の強化については、厳しさを増

す安全保障環境の中で、軍事力の質・量に優れた
脅威に対する実効的な抑止や対処を可能とするた
め、真に実効的な防衛力として、多次元統合防衛
力を構築していく。これらの取組によるわが国の
防衛力は、図表Ⅱ-2-2-2（防衛力が果たすべき役
割）にあげた役割を平素からシームレスかつ複合
的に果たせるものでなければならない。

図表Ⅱ-2-2-2（防衛力が果たすべき役割）

3　日米同盟の強化

日米安全保障体制はわが国の安全保障の基軸で
あり、また、日米同盟は国際社会の平和と安定及
び繁栄にとっても重要な役割を果たしている。こ
のような観点から、日米同盟の抑止力・対処力の
強化、幅広い分野における協力の強化・拡大及び
在日米軍駐留に関する施策の着実な実施のための
取組を推進する必要がある。

4　安全保障協力の強化

「自由で開かれたインド太平洋」というビジョ
ンを踏まえ、地域の特性や相手国の実情を考慮し
つつ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に
推進する。その一環として、防衛力を積極的に活
用し、共同訓練・演習、防衛装備・技術協力、能
力構築支援、軍種間交流などを含む防衛協力・交
流に取り組み、また、グローバルな安全保障上の
課題への対応にも貢献していく。また、こうした
取組の実施にあたっては、外交政策との調整を十
分に図るとともに、日米同盟を基軸として、普遍
的価値や安全保障上の利益を共有する国々との緊
密な連携を図る。

 参照
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3 	防衛力強化にあたっての優先事項	防衛力強化にあたっての優先事項
防衛大綱では、防衛力の強化にあたり、特に優
先すべき事項について、可能な限り早期に強化す
ることとし、既存の予算・人員の配分に固執する
ことなく、資源を柔軟かつ重点的に配分するほ

か、所要の抜本的な改革を行うこととしている。
図表Ⅱ-2-2-3（領域横断作戦に必要な能力の強化に
おける優先事項）

4 	自衛隊の体制など	自衛隊の体制など
防衛大綱では、宇宙・サイバー・電磁波といっ
た新たな領域を含め、領域横断作戦を実現するた
め、統合運用の強化及び各自衛隊の体制の整備を
進めることとしている。

図表Ⅱ-2-2-4（統合運用の強化及び各自衛隊の体制
の整備）
図表Ⅱ-2-2-5（防衛計画の大綱別表の変遷）

5 	防衛力を支える要素	防衛力を支える要素
防衛大綱では、防衛力がその真価を発揮できる
よう、防衛力を支える要素に関する取組について

も重視することとしている。
図表Ⅱ-2-2-6（防衛力を支える要素）

 参照

 参照

 参照

図表Ⅱ-2-2-2 防衛力が果たすべき役割

役割 概　　要

平時からグレーゾーンの 
事態への対応

●平素から、積極的な共同訓練・演習や海外における寄港といった部隊による活動を含む戦略的なコミュニ
ケーションを外交と一体となって推進

●わが国周辺における常時継続的な情報収集・警戒監視・偵察（ISR）活動や、状況に応じた抑止のための活動
（「柔軟に選択される抑止措置」）などにより、事態の発生・深刻化を未然に防止

●領空侵犯や領海侵入といったわが国の主権を侵害する行為に対し、警察機関などとも連携しつつ、即時に適
切な措置を講じる

島嶼部を含むわが国に対する 
攻撃への対応

●必要な部隊を迅速に機動・展開させ、海上優勢・航空優勢を確保しつつ、侵攻部隊の接近・上陸を阻止
●海上優勢・航空優勢の確保が困難な状況になった場合でも、侵攻部隊の脅威圏の外から、その接近・上陸を

阻止
●万が一占拠された場合には、あらゆる措置を講じて奪回
●ミサイル、航空機などの空からの攻撃に対しては、最適な手段により、機動的かつ持続的に対応するととも

に、被害を局限し、自衛隊の各種能力及び能力発揮の基盤を維持
●ゲリラ・特殊部隊による攻撃に対しては、原子力発電所などの重要施設の防護並びに侵入した部隊の捜索及

び撃破を行う

あらゆる段階における 
宇宙・サイバー・電磁波の 

領域での対応

●自衛隊自身の活動を妨げる行為を未然に防止するために常時継続的に監視し、関連する情報を収集・分析
●自衛隊自身の活動を妨げる行為の発生時には、被害の局限、被害復旧などを迅速に行う
●わが国への攻撃に際しては、宇宙・サイバー・電磁波の領域の活用も行い攻撃を阻止・排除
●関係機関との適切な連携・役割分担の下、政府全体としての総合的な取組に寄与

大規模災害などへの対応

●所要の部隊を迅速に輸送・展開し、初動対応に万全を期するとともに、必要に応じ、対応態勢を長期間にわた
り持続

●被災者や被災した地方公共団体のニーズに丁寧に対応
●関係機関、地方公共団体及び民間部門とも適切に連携・協力し、人命救助、応急復旧、生活支援などを行う

日米同盟に基づく 
米国との共同

●平時から有事までのあらゆる段階において、日米同盟におけるわが国自身の役割を主体的に果たすことによ
り、日米共同の活動を効果的に実施

安全保障協力の推進 ●共同訓練・演習、防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流等を含む防衛協力・交流を戦略的に推進
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図表Ⅱ-2-2-3 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項

獲得・強化すべき能力 概　　要

宇宙領域における能力

●宇宙領域を活用した情報収集、通信、測位などの能力向上や、宇宙空間の状況を常時継続的に監視する体制の
構築、相手方の指揮統制・情報通信を妨げる能力の強化などを通じて、平時から有事までのあらゆる段階に
おいて宇宙利用の優位を確保

●関係機関や米国などとの連携強化、宇宙領域の専門部隊の新設、人材育成

サイバー領域における能力

●自衛隊の指揮通信システムやネットワークへのサイバー攻撃を未然に防止するための常時継続的な監視能
力や攻撃を受けた際の被害の局限、被害復旧などの必要な措置を迅速に行う能力を引き続き強化

●有事において、わが国への攻撃に際して用いられる相手方によるサイバー空間の利用を妨げる能力など、サ
イバー防衛能力の抜本的強化

●専門的な知識・技術を持つ人材の大幅な増強と政府全体の取組にも寄与

電磁波領域における能力

●情報通信能力の強化、電磁波に関する情報収集・分析能力の強化及び情報共有態勢の構築を推進するととも
に、相手からの電磁波領域における妨害などに際して、その効果を局限する能力などを向上

●わが国に対する侵攻を企図する相手方のレーダーや通信などを無力化するための能力を強化
●各種活動を円滑に行うため、電磁波の利用を適切に管理・調整する機能を強化

海空領域における能力

●わが国周辺海空域における常続監視を広域にわたって実施する態勢を強化
●無人水中航走体（UUV）を含む水中・水上における対処能力を強化
●短距離離陸・垂直着陸（STOVL）機を含む戦闘機体系の構築などにより、特に、広大な空域を有する一方で飛

行場が少ないわが国太平洋側をはじめ、空における対処能力を強化
●必要な場合には現有の艦艇からのSTOVL機の運用を可能とするよう、必要な措置を講ずる

スタンド・オフ防衛能力
●島嶼部を含むわが国への侵攻を試みる艦艇や上陸部隊などに対して、脅威圏の外からの対処を行うためのス

タンド・オフ火力などの必要な能力を獲得
●軍事技術の進展などに適切に対応できるよう、関連する技術の総合的な研究開発を含め、迅速かつ柔軟に強化

総合ミサイル防空能力
●弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機などの多様な空からの脅威に対し、各種装備品を一体的に運用する体制

を確立し、平素から常時持続的にわが国全土を防護するとともに、空からの多数の複合的な脅威にも同時対
処できる能力の強化や将来的な空からの脅威への対処のあり方について検討

機動・展開能力

●適切な地域で所要の部隊が平素から常時継続的に活動するとともに、状況に応じた機動・展開を行うため、
水陸両用作戦能力などを強化

●迅速かつ大規模な輸送のため、島嶼部の特性に応じた基幹輸送及び端末輸送の能力を含む統合輸送能力を強
化するとともに、平素から民間輸送力との連携を図る

持続性・強靭性

●弾薬、燃料などの確保、海上輸送路の確保、重要インフラの防護などに必要な措置を推進。特に関係府省など
とも連携を図りつつ、弾薬、燃料等の安全かつ着実な整備・備蓄などにより活動の持続性を向上させる

●防衛関連施設など自衛隊の運用にかかる基盤などの分散、被害を受けた際の復旧、代替などにより、多層的に
強靭性を向上させ、さらに、装備品の維持整備方法の見直しなどにより、高い可動率を確保

図表Ⅱ-2-2-4 統合運用の強化及び各自衛隊の体制の整備

自衛隊の体制など 概　　要

領域横断作戦の実現 
のための統合運用

●あらゆる分野で陸海空自衛隊の統合を一層推進するため、必要な態勢を統合幕僚監部において強化
●宇宙領域については、航空自衛隊において宇宙領域専門部隊を保持するとともに、統合運用にかかる態勢を強化
●サイバー領域については、サイバー防衛能力を抜本的に強化し得るよう、共同の部隊としてサイバー防衛部隊を保持
●電磁波領域については、統合幕僚監部及び各自衛隊における態勢を強化
●陸上自衛隊において地対空誘導弾部隊、海上自衛隊においてイージス・システム搭載護衛艦及びイージス・シス

テム搭載艦、航空自衛隊において地対空誘導弾部隊を保持し、これらを含む総合ミサイル防空能力を構築
●統合運用の下、自衛隊の部隊などの迅速な機動・展開を行い得るよう、共同の部隊として海上輸送部隊を保持

陸上自衛隊の体制

●高い機動力や警戒監視能力を備え、機動運用を基本とする作戦基本部隊のほか、サイバー領域や電磁波領域にお
ける各種作戦などを有効に実施し得るよう、専門的機能を備えた部隊を、機動運用部隊として保持

●島嶼部については、平素からの常時継続的な機動や部隊配備などにより抑止力・対処力の強化を図るとともに、
侵攻に対処し得るよう、地対艦誘導弾部隊及び島嶼防衛用高速滑空弾部隊を保持

●戦車及び火砲を中心として部隊の編成・装備を見直すほか、航空火力にかかる部隊の編成・装備を見直し、効率
化・合理化を徹底した上で、地域の特性に応じて適切に配置

●編成定数については15万9千人を維持

海上自衛隊の体制

●多様な任務への対応能力を向上させた新型護衛艦（FFM）などを含む増強された護衛艦部隊、掃海艦艇部隊及び
艦載回転翼哨戒機部隊を保持し、これらから構成される水上艦艇部隊を編成

●わが国周辺海域における平素からの警戒監視を強化し得るよう、哨戒艦部隊を新編
●水中における情報収集・警戒監視や周辺海域の哨戒及び防衛のため、増強された潜水艦部隊を保持
●試験潜水艦の導入により、潜水艦部隊の運用効率化と能力向上の加速を図り、常続監視のために態勢を強化
●洋上における情報収集・警戒監視を平素から、わが国周辺海域で広域にわたり実施するとともに、周辺海域の哨

戒及び防衛を有効に行い得るよう、固定翼哨戒機部隊を保持

航空自衛隊の体制

●太平洋側の広大な空域も警戒監視可能な警戒管制部隊のほか、情勢緊迫時においても長期間にわたる警戒監視・
管制が可能な、増強された警戒航空部隊からなる航空警戒管制部隊を保持

●増強された戦闘機部隊及び空中給油・輸送部隊を保持
●陸上部隊などの機動・展開などを効果的に実施し得る航空輸送部隊を保持
●わが国から比較的離れた地域での情報収集や事態が緊迫した際の空中での常時継続的な監視を実施し得る無人

機部隊を保持
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図表Ⅱ-2-2-5 防衛計画の大綱別表の変遷

区分 51大綱 07大綱 16大綱 22大綱 25大綱 現防衛大綱
共
同
の
部
隊

サイバー防衛部隊 1個防衛隊
海上輸送部隊 1個輸送群

陸
上
自
衛
隊

編成定数 18万人 16万人 15万5千人 15万4千人 15万9千人 15万9千人
　　常備自衛官定員 14万5千人 14万8千人 14万7千人 15万1千人 15万1千人
　　即応予備自衛官員数 1万5千人 7千人 7千人 8千人 8千人

基
幹
部
隊

地域配備部隊（注1） 12個師団 8個師団 8個師団 8個師団 5個師団 5個師団
2個混成団 6個旅団 6個旅団 6個旅団 2個旅団 2個旅団

機動運用部隊 1個機甲師団 1個機甲師団 1個機甲師団 中央即応集団 3個機動師団 3個機動師団
1個特科団 4個機動旅団 4個機動旅団
1個空挺団 1個空挺団 中央即応集団 1個機甲師団 1個機甲師団 1個機甲師団
1個教導団 1個空挺団 1個空挺団

1個ヘリコプター団 1個ヘリコプター団 1個水陸機動団 1個水陸機動団
1個ヘリコプター団 1個ヘリコプター団

地対艦誘導弾部隊 5個地対艦ミサイル連隊 5個地対艦ミサイル連隊
島嶼防衛用高速滑空弾部隊 2個高速滑空弾大隊
地対空誘導弾部隊 8個高射特科群 8個高射特科群 8個高射特科群 7個高射特科群/連隊 7個高射特科群/連隊 7個高射特科群/連隊

弾道ミサイル防衛部隊 2個弾道ミサイル防衛隊
（注8）

主
要
装
備

戦車（注2） （約1,200両） 約900両 約600両 約400両 （約300両） （約300両）
火砲（主要特科装備）（注2） （約1,000門/両） （約900門/両） （約600門/両） 約400門/両 （約300門/両） （約300門/両）

海
上
自
衛
隊

基
幹
部
隊

護衛艦部隊 4個護衛隊群（8個護衛隊） 4個護衛隊群（8個護衛隊） 4個群（8個隊）
4個護衛隊 6個護衛隊

　護衛艦・掃海艦艇部隊 2個群（13個隊）
　機動運用（注7） 4個護衛隊群 4個護衛隊群 4個護衛隊群（8個隊）
　地域配備（注7） （地方隊）10個隊 （地方隊）7個隊 5個隊
潜水艦部隊 6個隊 6個隊 4個隊 6個潜水隊 6個潜水隊 6個潜水隊
掃海部隊 2個掃海隊群 1個掃海隊群 1個掃海隊群 1個掃海隊群 1個掃海隊群
哨戒機部隊 （陸上）16個隊 （陸上）13個隊 9個隊 9個航空隊 9個航空隊 9個航空隊

主
要
装
備

護衛艦 約60隻 約50隻 47隻 48隻 54隻 54隻
潜水艦 16隻 16隻 16隻 22隻 22隻 22隻
哨戒艦 12隻
作戦用航空機 約220機 約170機 約150機 約150機 約170機 約190機

航
空
自
衛
隊

基
幹
部
隊

航空警戒管制部隊 28個警戒群 8個警戒群 8個警戒群 4個警戒群 28個警戒隊 28個警戒隊
20個警戒隊 20個警戒隊 24個警戒隊

1個飛行隊 1個飛行隊 1個警戒航空隊（2個飛行隊） 1個警戒航空隊（2個飛行隊） 1個警戒航空隊（3個飛行隊） 1個警戒航空団（3個飛行隊）
戦闘機部隊 12個飛行隊 12個飛行隊 13個飛行隊 （注6）13個飛行隊

 要撃戦闘機部隊 10個飛行隊 9個飛行隊
 支援戦闘機部隊 3個飛行隊 3個飛行隊

航空偵察部隊 1個飛行隊 1個飛行隊 1個飛行隊 1個飛行隊
空中給油・輸送部隊 1個飛行隊 1個飛行隊 2個飛行隊 2個飛行隊
航空輸送部隊 3個飛行隊 3個飛行隊 3個飛行隊 3個飛行隊 3個飛行隊 3個飛行隊
地対空誘導弾部隊 6個高射群 6個高射群 6個高射群 6個高射群 6個高射群 4個高射群（24個高射隊）
宇宙領域専門部隊 1個隊
無人機部隊 1個飛行隊

主
要
装
備

作戦用航空機 約430機 約400機 約350機 約340機 約360機 約370機
 うち戦闘機 （注3）（約350機） 約300機 約260機 約260機 約280機 約290機

弾道ミサイ
ル防衛にも
使用し得る
主要装備・基
幹部隊（注4）

イージス・システム搭載護衛艦 4隻 （注5）6隻 8隻 8隻
航空警戒管制部隊 7個警戒群 11個警戒群/隊

4個警戒隊
地対空誘導弾部隊 3個高射群 6個高射群

（注1）　22大綱までは、「平素（平時）配備する部隊」とされている部隊
（注2）　51大綱、25大綱及び現防衛大綱別表に記載はないものの、07～22大綱別表との比較上記載
（注3）　51大綱別表に記載はないものの、07～現防衛大綱別表との比較上記載
（注4）　「弾道ミサイル防衛にも使用し得る主要装備・基幹部隊」は、16大綱、22大綱については海上自衛隊の主要装備又は航空自衛隊の基幹部隊の内数

であり、25大綱及び現防衛大綱については護衛艦（イージス・システム搭載護衛艦）、航空警戒管制部隊及び地対空誘導弾部隊の範囲内で整備する
こととする。

（注5）　22大綱においては弾道ミサイル防衛機能を備えたイージス・システム搭載護衛艦については、弾道ミサイル防衛関連技術の進展、財政事情などを
踏まえ、別途定める場合には、上記の護衛艦隻数の範囲内で、追加的な整備を行い得るものとする。

（注6）　STOVL機で構成される戦闘機部隊を含むものとする。
（注7）　護衛艦部隊については、51大綱では「対潜水上艦艇部隊（機動運用）」及び「対潜水上艦艇部隊（地方隊）」、07大綱では「護衛艦部隊（機動運用）」及び

「護衛艦部隊（地方隊）」、16大綱では「護衛艦部隊（機動運用）」及び「護衛艦部隊（地域配備）」とそれぞれ記載
（注8）　陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）2基を整備することに伴い、「2個弾道ミサイル防衛隊」を保持することとしたが、2020年

12月の閣議決定により、陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）に替えて、イージス・システム搭載艦2隻を整備し、同艦は海上自衛
隊が保持することとなった。
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図表Ⅱ-2-2-6 防衛力を支える要素

要　素 概　　要

訓練・演習

●国内の演習場などの整備・活用を拡大し、効果的な訓練・演習を実施
●米軍施設・区域の自衛隊による共同使用の拡大を促進
●自衛隊施設や米軍施設・区域以外の場所の利用や米国・オーストラリアなどの国外の良好な訓練環境の活用を

促進
●警察・消防・海上保安庁などの関係機関との連携を強化

衛生
●第一線から最終後送先までのシームレスな医療・後送態勢を強化
●自衛隊病院の拠点化・高機能化などにより、効率的で質の高い医療体制を確立
●防衛医科大学校の運営改善及び研究機能の強化を進め、優秀な人材の確保に努め、医官の充足向上を図る

地域コミュニティーとの 
連携

●平素から防衛省・自衛隊の政策や活動に関する積極的な広報などを行うとともに、地元の要望や情勢に応じたき
め細やかな調整を実施

●部隊の改編や駐屯地・基地などの配置・運営にあたっては、地方公共団体や地元住民の理解を得られるよう、地
域の特性に配慮

知的基盤

●国民が安全保障政策に関する知識や情報を正確に認識できるよう教育機関などへの講師派遣や公開シンポジウ
ムの充実を図るほか、効率的かつ信頼性の高い情報発信に努める

●防衛研究所を中心とする防衛省・自衛隊の研究体制を一層強化するため、国内外の研究教育機関や大学、シンク
タンクなどとのネットワーク及び組織的な連携を拡充する
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中期防衛力整備計画（令和元年度～令和5年度）の概要第3節

1 	計画の方針	計画の方針

1	 中期防における陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）にかかる関連部分については、「新たなミサイル防衛システムの整備等及びスタンド・
オフ防衛能力の強化について」（2020年12月18日国家安全保障会議決定及び閣議決定）のとおり見直された。

2018年12月に策定された現在の中期防は、防
衛大綱に従い、5つの基本方針のもと、防衛力の
整備に努めることとしている1。
具体的には、防衛大綱における「防衛力強化に
当たっての優先事項」及び「自衛隊の体制等」に
基づき、中期防においても自衛隊の体制強化や能

力強化を実施することとしている。
図表Ⅱ-2-2-3（領域横断作戦に必要な能力の強化に
おける優先事項）
図表Ⅱ-2-3-1（中期防の5つの基本方針）
図表Ⅱ-2-3-2（「領域横断作戦に必要な能力の強化に
おける優先事業」にかかる事業）

2 	整備規模	整備規模
装備品のうち、主要なものの具体的整備規模
は、別表のとおり規定している。

図表Ⅱ-2-3-3（中期防の「別表」及び別表装備品の単
価）

3 	所要経費	所要経費
この計画の実施に必要な防衛力整備の水準にか
かる金額は、平成30（2018）年度価格でおおむ
ね27兆4,700億円程度を目途としている。
また、防衛力整備の一層の効率化・合理化を徹
底し、装備品の効率的な取得などの装備調達の最

適化及びその他の収入の確保などを通じて実質的
な財源確保を図るとし、本計画のもとで実施され
る各年度の予算の編成に伴う防衛関係費を、おお
むね25兆5,000億円程度を目途としている。
なお、各年度の予算編成については、安全保障

 参照

 参照

図表Ⅱ-2-3-1 中期防の5つの基本方針

防衛大綱に従った中期防の5つの基本方針

1 領域横断作戦の実現に 
必要な能力の獲得・強化

●宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域における能力を獲得・強化
●新たな領域を含むすべての領域における能力を効果的に連接する指揮統制・情報通信能力の強化・防護を図る
●海空領域における能力、スタンド・オフ防衛能力、総合ミサイル防空能力、機動・展開能力といった従来の領域におけ

る能力を強化
●後方分野も含めた防衛力の持続性・強靭性を強化

2 装備品取得の効率化・ 
技術基盤の強化

●装備品の取得にあたっては、能力の高い新たな装備品の導入と既存の装備品の延命や能力向上などを適切に組み合わ
せることにより、必要かつ十分な「質」及び「量」の防衛力を効率的に確保

●プロジェクト管理の強化などによるライフサイクルコストの削減に努め、費用対効果の向上を図る
●最先端技術などに対して選択と集中による重点的な投資を行うとともに、研究開発のプロセスの合理化などにより研

究開発期間を大幅に短縮

3 人的基盤の強化 ●採用層の拡大や女性の活躍推進、予備自衛官などの活用を含む多様かつ優秀な人材の確保、生活・勤務環境の改善、働
き方改革の推進、処遇の向上など、人的基盤の強化に関する各種施策を総合的に推進

4 日米同盟及び 
安全保障協力の強化

●「日米防衛協力のための指針」の下、幅広い分野における各種の協力や協議を一層充実させるとともに、在日米軍の駐
留をより円滑かつ効果的にするための取組などを積極的に推進

●自由で開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に推進するため、共同
訓練・演習、防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流を含む防衛協力・交流のための取組などを推進

5 効率化・合理化を徹底した
防衛力整備

●大規模な陸上兵力を動員した着上陸侵攻のような侵略事態への備えについては、徹底した効率化・合理化により、最小
限の専門的知見や技能の維持・継承に必要な範囲に限り保持

●格段に厳しさを増す財政事情と国民生活に関わる他の予算の重要性などを勘案し、わが国の他の諸施策との調和を図
りつつ、一層の効率化・合理化を徹底した防衛力整備に努める
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図表Ⅱ-2-3-2 「領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事業」にかかる事業

区分 主要事業

宇宙・サイバー・
電磁波の領域

宇宙領域 ○宇宙作戦隊の新編
○宇宙状況監視システムの整備

サイバー領域 ○サイバー防衛隊などの体制の拡充
○自衛隊の指揮通信システムやネットワークの抗たん性の向上

電磁波領域 ○内部部局及び統合幕僚監部における専門部署の新設
○電波情報収集機や地上電波測定装置などの整備

従来の領域

海空領域
○新型護衛艦（FFM）、潜水艦、哨戒艦、固定翼哨戒機（P-1）、哨戒ヘリコプター（SH-60K、SH-60K（能力

向上型））、艦載型無人機の整備
○F-35Aの増勢、F-35Bの導入、「いずも」型護衛艦の改修、F-15の能力向上

スタンド・オフ防衛能力 ○スタンド・オフ・ミサイル（JSM、JASSM、LRASM）の整備
○島嶼防衛用高速滑空弾などの研究開発の促進

総合ミサイル防空能力 ○イージス艦、地対空誘導弾ペトリオットの能力向上

機動・展開能力
○輸送機（C-2）、輸送ヘリコプター（CH-47JA）の整備、新たな多用途ヘリコプターの導入
○陸自オスプレイ（V-22）の恒常的な佐賀空港への配備に向け、関係地方公共団体などの協力を得られ

るよう取組を推進

持続性・強靭性 
の強化

継続的な運用の確保 ○対空ミサイル、魚雷、スタンド・オフ火力、弾道ミサイル防衛用迎撃ミサイルの優先的な整備
○自衛隊の運用に係る基盤等の分散、復旧、代替などの取組の推進

装備品の可動率確保 ○装備品の維持整備に必要十分な経費を確保
○維持整備にかかる成果の達成に応じて対価を支払う契約方式（PBL）などの包括契約の拡大

図表Ⅱ-2-3-3 中期防の「別表」及び別表装備品の単価

現中期防の「別表」 別表装備品の単価
区分 種類 整備規模 単　価（※1）

陸上自衛隊

機動戦闘車 134両 約8億円
装甲車 29両 （※2）
新多用途ヘリコプター 34機 約18億円
輸送ヘリコプター（CH－47JA） 3機 約89億円
地対艦誘導弾 3個中隊 （※3） 約56億円 （※4）
中距離地対空誘導弾 5個中隊 約143億円 （※4）
陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア） 2基 約1,224億円 （※8）
戦車 30両 約15億円
火砲（迫撃砲を除く。） 40両 約7億円

海上自衛隊

護衛艦 10隻 約476億円
潜水艦 5隻 約647億円
哨戒艦 4隻 （※2）
その他 4隻 （※5）
自衛艦建造計 23隻 ―

（トン数） （約6.6万トン） ―
固定翼哨戒機（P－1） 12機 約221億円
哨戒ヘリコプター（SH－60K/K（能力向上型）） 13機 約73億円 （※2）
艦載型無人機 3機 （※2）
掃海・輸送ヘリコプター（MCH－101） 1機 約73億円

航空自衛隊

早期警戒機（E－2D） 9機 約262億円
戦闘機（F－35A） 45機 約116億円
戦闘機（F－15）の能力向上 20機 約35億円
空中給油・輸送機（KC－46A） 4機 約249億円
輸送機（C－2） 5機 約223億円

地対空誘導弾ペトリオットの能力向上（PAC－3 MSE） 4個群
（16個高射隊） 約45億円 （※6）

滞空型無人機（グローバルホーク） 1機 約173億円 （※7）
（注1）　	哨戒ヘリコプターと艦載型無人機の内訳については新防衛大綱完成時に、有人機75機、無人機20機を基本としつつ、総計95機となる範囲内で現中期防の期間中に

検討することとする。
（注2）　戦闘機（F-35A）の機数45機のうち、18機については、短距離離陸・垂直着陸機能を有する戦闘機を整備するものとする。
※1：金額は契約ベース（平成30（2018）年度価格）であり、現中期防策定時点における防衛省の見積である。
※2：	開発中の装備品及び機種選定を実施する装備品等（短距離離陸・垂直着陸機能を有する戦闘機（STOVL機）を含む）については、今後の適正な装備品の取得に影響

を及ぼすため、公表しない。
※3：「地対艦誘導弾」の整備規模には、現在開発中の地対艦誘導弾（改善型）を含む。
※4：「地対艦誘導弾」及び「中距離地対空誘導弾」は、取得年度により構成品が異なり単価が異なるため、最大となる単価を記載。
※5：「その他」は掃海艦、音響測定艦及び海洋観測艦で、単価は掃海艦	約162億円、音響測定艦	約221億円、海洋観測艦	約203億円。
※6：現中期防期間中においては、16個高射隊分の組立経費等を計上予定。上記に記載する単価は1個高射隊分の単価。
※7：現中期防期間中においては、1機分の組立経費等を計上予定。
※8：	2020年12月の閣議決定により、陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）に替えて、イージス・システム搭載艦2隻を整備し、同艦は海上自衛隊が保

持することとなった。同艦に付加する機能及び設計上の工夫等を含む詳細については、引き続き検討を実施し、必要な措置を講ずる。
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環境の変化に対応するため、従来とは異なる速度
で防衛力の強化を図り、装備品などの整備を迅速
に図る観点から、事業管理を柔軟かつ機動的に行
うとともに、経済財政事情などを勘案しつつ、各
年度の予算編成を実施するとしている。
また、この計画を実施するために新たに必要と

なる事業にかかる契約額（物件費）については、
平成30（2018）年度価格でおおむね17兆1,700
億円程度（維持整備などの事業効率化に資する契
約の計画期間外の支払相当額を除く）の枠内とし、
後年度負担を適切に管理することとしている。

2020年5月18日、自衛隊で初めてとなる宇宙領
域の専門部隊として、宇宙作戦隊が新編され、宇宙
状況監視など、宇宙空間の安定的利用の確保に資す
る体制整備の取組を進めています。
現在は、本格的な宇宙状況監視の運用開始や装備

品の導入に先立ち、宇宙領域における部隊運用の検
討、宇宙領域の知見を持つ人材の育成、米国との連
携体制の構築などの課題に取り組んでおり、具体的
には、新型コロナウイルス感染症防止対策を徹底の
うえ、国内委託教育やオンラインでの米国委託教育
の受講、宇宙領域シミュレータを活用した演習参加
などを通じ、宇宙領域における知識及び技能を着実
に習得しています。またこれらの知識及び技能を活
かし、本格的な宇宙状況監視の運用開始に向けて、
システムの運用要領や、米軍及び関係機関などとの
連携要領などの検討を進め、日米共同統合演習
（キーン・ソード21）で宇宙状況監視について米軍
と協力して訓練を実施し、相互運用性の向上を図っ

ています。
航空自衛隊における宇宙の取組は始まったばかり
であり、宇宙領域専門部隊に所属する隊員も関連す
る知識及び技能を新たに習得する必要があります
が、複雑な理論及び膨大な業務量に直面しつつも、
毎日が新しい発見の連続であり、楽しさとやりがい
のある部隊だと実感しています。
令和3（2021）年度には、宇宙作戦隊に加え、宇
宙領域における様々な活動を計画・遂行するための
指揮統制を担う部隊を新編するとともに、各部隊の
上級部隊として、宇宙作戦群（仮称）が新編されま
す。これにより、宇宙領域における運用の研究や人
材育成などがより組織的に実施できるようになるも
のと期待しています。
今後も宇宙領域の専門部隊として、本格的な宇宙
状況監視の運用開始に向け、所要の訓練を継続し、
万全の態勢を構築していく所存です。

在日米軍との交流の様子 令和2年度日米共同統合演習（実動演習）

宇宙作戦群（仮称）の新編について解　説
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国家安全保障会議第1節

近年、わが国を取り巻く安全保障環境は厳しさ
を増しており、わが国が対応すべき安全保障上の
課題は山積している。こうした中においては、内
閣総理大臣を中心とする政治の強力なリーダー
シップのもと、戦略的観点から国家安全保障にか
かる政策を進めていく必要がある。そのため、わ
が国の安全保障に関する重要事項を審議する機関
として、内閣に国家安全保障会議が設置されてお
り、国家安全保障に関する外交・防衛政策の司令
塔として機能している。2013年12月の創設以来
255回（2021年3月末時点）開催され、「国家安
全保障戦略」や「防衛計画の大綱」（防衛大綱）も
この国家安全保障会議における審議を経て決定さ
れている。
国家安全保障会議を恒常的に支えるための事務
局として、内閣官房に国家安全保障局が設置され
ている。同局は、国家安全保障に関する外交・防
衛政策の基本方針や重要事項の企画・立案及び総
合調整の機能も有しており、政策面で関わりの深
い関係行政機関が、人材、情報両面においてサ

ポートしている。昨今、安全保障の裾野が経済・
技術分野に急速に拡大していることも踏まえ、経
済分野における国家安全保障上の課題に対応する
ため、2020年4月には、同局に「経済班」も設け
られた。防衛省からも自衛官を含む多くの職員が
同局に出向しており、それぞれの専門性を活かし
ながら政策の企画・立案に携わっている。また、
防衛省から国際軍事情勢などの情報が適時に提供
されている。
このように国家安全保障政策に関する企画・立
案機能が強化された結果、わが国の安全保障に関
する制度的な整備が実現しているほか、安全保障
上の新たな課題などにかかる政策の方向性が示さ
れるようになっている。また、国家安全保障会議
で議論された基本的な方針のもとで、個々の防衛
政策が立案され、意思決定の迅速化が図られるな
どしており、防衛省における政策立案、遂行機能
の向上にも大きく資するものとなっている。

図表Ⅱ-3-1（国家安全保障会議の体制） 参照

3第 章
わが国の安全保障と 
防衛を担う組織

図表Ⅱ-3-1 国家安全保障会議の体制

国家安全保障会議を支える体制（イメージ）

国家安全保障会議
四大臣会合 九大臣会合 緊急事態大臣会合

◆国家安全保障に関する外交・防衛政策の司令塔 ◆旧安全保障会議の文民統制機能を継承 ◆重大緊急事態への対処強化

資料・情報・人材の提供

内閣官房国家安全保障局

関係省庁
防衛省 外務省 etc…

緊密に連携

サポート

◆国家安全保障会議を恒常的にサポートする事務局機能
◆国家安全保障に関する外交・防衛政策の基本方針・重要事項の企画・立案及び総合調整
◆緊急事態への対処に当たり、国家安全保障の観点から必要な提言を実施

内閣官房の他の機関

内閣サイバー
セキュリティセンター
内閣情報調査室

etc…

内閣官房副長官補
（事態対処・危機管理担当）付
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防衛省・自衛隊の組織第2節

1 	防衛力を支える組織	防衛力を支える組織

1	 防衛省と自衛隊は、ともに同一の組織である。「防衛省」という場合には、陸・海・空自の管理・運営などを任務とする行政組織の面をとらえているのに対し、
「自衛隊」という場合には、わが国の防衛などを任務とする、部隊行動を行う実力組織の面をとらえている。

1　防衛省・自衛隊の組織

防衛省・自衛隊1は、わが国の防衛という任務
を果たすため、実力組織である陸・海・空自を中
心に、様々な組織で構成されている。

図表Ⅱ-3-2-1（防衛省・自衛隊の組織図）
図表Ⅱ-3-2-2（防衛省・自衛隊の組織の概要）
図表Ⅱ-3-2-3（陸・海・空自衛隊の編成）
図表Ⅱ-3-2-4（主要部隊などの所在地（イメージ）（令
和2（2020）年度末現在））

2　防衛大臣を補佐する体制

防衛大臣は、防衛省の長として国の防衛に関す
る事務を分担管理し、自衛隊法の定めるところに
従い、自衛隊の隊務を統括する。その際、防衛副
大臣、防衛大臣政務官（2人）及び防衛大臣補佐官
が防衛大臣を補佐する。また、防衛大臣への進言
を行う防衛大臣政策参与や、防衛省の所掌事務に
関する基本的な方針について審議する防衛会議が

 参照

図表Ⅱ-3-2-1 防衛省・自衛隊の組織図

内　　閣
内閣総理大臣

防衛大臣

防衛副大臣

国家安全保障会議

防衛大臣政務官×2

防衛大臣補佐官

防衛事務次官

防衛大臣秘書官

防衛審議官

大
臣
官
房

防
衛
政
策
局

整
備
計
画
局

人
事
教
育
局

地
方
協
力
局

自
衛
隊
員
倫
理
審
査
会

防
衛
施
設
中
央
審
議
会

防
衛
人
事
審
議
会

防
衛
大
学
校

防
衛
医
科
大
学
校

防
衛
研
究
所

防
衛
会
議

統
合
幕
僚
監
部

陸
上
幕
僚
監
部

海
上
幕
僚
監
部

航
空
幕
僚
監
部

情
報
本
部

防
衛
監
察
本
部 防

衛
装
備
庁

地
方
防
衛
局×

８

共同の機関共同の部隊
自
衛
隊
情
報
保
全
隊

自
衛
隊
指
揮
通
信

　
　
　
　
シ
ス
テ
ム
隊

自
衛
隊
体
育
学
校

自
衛
隊
中
央
病
院

自
衛
隊
地
区
病
院

自
衛
隊
地
方
協
力
本
部

陸
上
自
衛
隊
の

　
　
　
部
隊
及
び
機
関

海
上
自
衛
隊
の

　
　
　
部
隊
及
び
機
関

航
空
自
衛
隊
の

　
　
　
部
隊
及
び
機
関

本省内部部局本省内部部局

防衛大臣政策参与（3人以内）

審議会等 施設等機関 特別の機関 地
方
支
分
部
局

外
局

部隊及び機関
※　2021年5月時点
※　臨時又は特例で置くものを除く
※　「部隊及び機関」、「共同の部隊」及
び「共同の機関」は、国家行政組織法
上の「特別の機関」に整理される

※　令和3（2021）年度末に、自衛隊指
揮通信システム隊の体制を見直し、
自衛隊サイバー防衛隊（仮称）を新
編予定
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図表Ⅱ-3-2-2 防衛省・自衛隊の組織の概要

組　織 概　　要

本省内部部局
●�本省内部部局は、自衛隊の業務の基本的事項（防衛及び警備、自衛隊の行動などの基本（法令や政府レベルの方針の企画立
案といった政策的・行政的業務）や人事、予算など）を担う組織。

●大臣官房のほか、防衛政策局、整備計画局、人事教育局及び地方協力局の4局から構成（組織名称は2021年5月末時点）

統合幕僚監部
●自衛隊の運用に関する防衛大臣の幕僚機関
●統合運用に関する防衛及び警備に関する計画の立案、行動の計画の立案など
●自衛隊の運用に関する大臣の指揮は統幕長を通じて行い、自衛隊の運用に関する命令は、統幕長が執行

陸上幕僚監部
海上幕僚監部
航空幕僚監部

●各自衛隊の隊務に関する防衛大臣の幕僚機関
●各自衛隊の防衛及び警備に関する計画の立案、防衛力整備、教育訓練などに関する計画の立案など

陸上自衛隊

●陸上総隊
・空挺団、水陸機動団などを基幹として編成
・陸自部隊の一体的運用を可能とする

●方面隊
・複数の師団及び旅団やその他の直轄部隊（施設団、高射特科群など）をもって編成
・5個の方面隊があり、それぞれ主として担当する方面区の防衛にあたる。

●師団及び旅団
戦闘部隊、戦闘支援部隊及び後方支援部隊などで編成

海上自衛隊

●自衛艦隊
・護衛艦隊、航空集団（固定翼哨戒機部隊などからなる。）、潜水艦隊などを基幹として編成
・主として機動運用によってわが国周辺海域の防衛にあたる。

●地方隊
5個の地方隊があり、主として担当区域の警備及び自衛艦隊の支援にあたる。

航空自衛隊

●航空総隊
・4個の航空方面隊を基幹として編成
・主として全般的な防空任務にあたる。

●航空方面隊
航空団（戦闘機部隊などからなる。）、航空警戒管制団（警戒管制レーダー部隊などからなる。）、高射群（地対空誘導弾部隊な
どからなる。）などをもって編成

防衛大学校
●幹部自衛官となるべき者を教育訓練するための機関
●�一般大学の修士及び博士課程に相当する理工学研究科（前期及び後期課程）及び総合安全保障研究科（前期及び後期課程）
を設置

防衛医科大学校
●医師である幹部自衛官となるべき者を教育訓練するための機関
●保健師及び看護師である幹部自衛官及び技官となるべき者を教育訓練するための機関
●一般医科大学の博士課程に相当する医学研究科を設置

防衛研究所

●防衛省のシンクタンクにあたる機関
●自衛隊の管理及び運営に関する基本的な調査研究を行う。
・安全保障に関する調査研究
・戦史に関する調査研究及び戦史の編さん
・戦史史料の管理・公開

●幹部自衛官その他の幹部職員の教育訓練を行う。

情報本部

●わが国の安全保障にかかる各種情報の収集・分析・報告を行う防衛省の中央情報機関
・�画像・地理情報、電波情報、公刊情報など各種の軍事情報を収集し、総合的な分析・評価を加えたうえで、省内各機関や
関係省庁に対する情報提供を実施する。

・総務部、計画部、統合情報部、分析部、画像・地理部、電波部と6つの通信所で構成
防衛監察本部 ●防衛省・自衛隊の業務全般について独立した立場から監察する機関

地方防衛局
（全国8か所）

●地方における防衛行政全般についての機能を担う地方支分部局
・�地方公共団体及び地域住民の理解及び協力の確保、防衛施設の取得・管理・建設工事・基地周辺対策など、装備品など
の調達にかかる原価監査・監督・検査などを行う。

・北海道、東北、北関東、南関東、近畿中部、中国四国、九州、沖縄の8局で構成

防衛装備庁

●防衛装備品の効果的かつ効率的な取得や国際的な防衛装備・技術協力などを行う外局
・統合的見地を踏まえ、防衛装備品のライフサイクルを通じた一貫したプロジェクト管理の実施
・部隊の運用ニーズについて装備面への円滑・迅速な反映
・新しい領域（防衛装備品の一層の国際化、先進技術研究への投資など）における積極的な取組
・調達改革の実現と技術基盤・産業基盤の維持・強化の両立

動画：自衛隊の活動概要（令和2年防衛省記録）
URL：https://youtube.com/watch?v=auuanB2pmbo&feature=share
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図表Ⅱ-3-2-3 陸・海・空自衛隊の編成

中部航空施設隊(入間、各地）

南西航空施設隊(那覇）

第2師団（旭川）
第5旅団（帯広）

北部方面混成団(東千歳）

その他の部隊

第6師団（神町）
第9師団（青森）

東北方面航空隊(霞目）
その他の部隊 第9航空団(那覇）

南西航空警戒管制団(那覇）

南西航空方面隊司令部(那覇）

第5高射群(那覇）

その他の部隊

臨時偵察航空隊（三沢）
その他の部隊

警戒航空団（浜松、各地）
航空救難団（入間、各地）

第6航空団(小松）
第7航空団(百里）
中部航空警戒管制団(入間）
第1高射群(入間）
第4高射群(岐阜）

その他の部隊

第5航空団(新田原）
第8航空団(築城）
西部航空警戒管制団(春日）
第2高射群(春日）

その他の部隊

第2航空団(千歳）
第3航空団(三沢）

北部航空方面隊司令部(三沢）

中部航空方面隊司令部(入間）

西部航空方面隊司令部(春日）

北部航空警戒管制団(三沢）
第3高射群(千歳）

その他の部隊

第6高射群(三沢）

北部方面隊

自衛艦隊 護衛艦隊

航空集団

潜水艦隊

陸上幕僚長
陸上幕僚監部

海上幕僚長

防 衛 大 臣

海上幕僚監部

航空総隊 北部航空方面隊

中部航空方面隊

西部航空方面隊

南西航空方面隊

航空幕僚長
航空幕僚監部

統合幕僚長
統合幕僚監部

東北方面隊

第7師団（東千歳）
第11旅団（真駒内）
第1特科団(北千歳）
第1高射特科団(東千歳）

北部方面航空隊(丘珠）

第3施設団(南恵庭）

東北方面混成団(仙台）

東北方面特科隊(仙台）

第1護衛隊群(横須賀）
第2護衛隊群(佐世保）
第3護衛隊群(舞鶴）
第4護衛隊群(呉）
海上訓練指導隊群(横須賀）

第1航空群(鹿屋）
第2航空群(八戸）
第4航空群(綾瀬）
第5航空群(那覇）
第21航空群(館山）
第22航空群(大村）
第31航空群(岩国）

第1潜水隊群(呉）
第2潜水隊群(横須賀）

掃海隊群(横須賀）
艦隊情報群（横須賀）
海洋業務・対潜支援群(横須賀）
開発隊群(横須賀）

航空総隊司令部(横田）

北部航空施設隊(三沢、千歳）

西部航空施設隊(芦屋、各地）

航空戦術教導団（横田、各地）

第2施設団(船岡）

陸上総隊 陸上総隊司令部（朝霞）
第1空挺団（習志野）
水陸機動団（相浦）
第1ヘリコプター団（木更津）
システム通信団（市ヶ谷）
中央即応連隊（宇都宮）
特殊作戦群（習志野）
その他の部隊

その他の部隊

その他の部隊

その他の部隊

その他の部隊

中部方面隊

西部方面隊

第3師団（千僧）

第8高射特科群(青野原）

中部方面航空隊(八尾）
中部方面特科隊(松山）

第4施設団(大久保）
中部方面混成団(大津）

その他の部隊

第10師団（守山）
第13旅団（海田市）
第14旅団（善通寺）

第4師団（福岡）
第8師団（北熊本）
第15旅団（那覇）
西部方面特科隊(湯布院）
第2高射特科団(飯塚）

西部方面航空隊(高遊原）
西部方面戦車隊(玖珠）

第5施設団(小郡）
西部方面混成団（久留米）

その他の部隊

教育訓練研究本部(目黒）
補給統制本部(十条）
その他の部隊・機関

東部方面隊 第1師団（練馬）
第12旅団（相模原）
第2高射特科群(松戸）

東部方面航空隊(立川）
その他の部隊

第1施設団(古河）
東部方面混成団(武山）

教育航空集団

大湊地方隊

舞鶴地方隊

佐世保地方隊

呉地方隊

横須賀地方隊

練習艦隊

下総教育航空群(柏）
徳島教育航空群(板野郡松茂）
小月教育航空群(下関）

システム通信隊群(市ヶ谷）
海上自衛隊補給本部(十条）
その他の部隊・機関

航空支援集団

航空教育集団

航空開発実験集団

第1輸送航空隊(小牧）
第2輸送航空隊(入間）

航空支援集団司令部(府中）

航空開発実験集団司令部(府中）

航空教育集団司令部(浜松）

第3輸送航空隊(美保）
航空保安管制群(府中、各地）
航空気象群(府中、各地）
飛行点検隊(入間）
特別航空輸送隊(千歳）
航空機動衛生隊(小牧）

第1航空団(浜松）
第4航空団(松島）
第11飛行教育団(静浜）
第12飛行教育団(防府北）
第13飛行教育団(芦屋）
航空教育隊(防府南、熊谷）
飛行教育航空隊(新田原）
その他の部隊・機関

飛行開発実験団(岐阜）
電子開発実験群(府中）
航空医学実験隊(入間、立川）

航空システム通信隊(市ヶ谷、各地）
宇宙作戦隊（府中）

航空安全管理隊(立川）
補給本部(十条、各地）
その他の部隊・機関
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図表Ⅱ-3-2-4 主要部隊などの所在地（イメージ）（令和2（2020）年度末現在）

横田

厚木

福岡
背振山

南西航空方面隊

南西航空方面隊

与那国島

相浦

陸上総隊司令部（及び東部方面総監部）

方面総監部

主要航空基地

主要航空基地

（固定翼哨戒機部隊）

（回転翼哨戒機部隊）

航空警戒管制部隊

水陸機動団
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置かれている。さらに、防衛大臣を助け、省務を
整理し、各部局及び機関の事務を監督する防衛事
務次官や、国際関係業務などを総括整理する防衛
審議官が置かれている。
そのほか、防衛省には、本省内部部局、統幕及
び陸・海・空幕と、外局である防衛装備庁が置か
れている。本省内部部局は、自衛隊の業務の基本
的事項を担当しており、官房長及び各局長は防衛
装備行政を担当する防衛装備庁長官とともに、防
衛大臣に対する政策的見地からの補佐を行う。
統幕は、自衛隊の運用に関する防衛大臣の幕僚
機関であり、統幕長は、自衛隊の運用に関して軍
事専門的見地から防衛大臣の補佐を一元的に行
う。また、陸・海・空幕は運用以外の各自衛隊の
隊務に関する防衛大臣の幕僚機関であり、陸・
海・空幕長は、こうした隊務に関する最高の専門
的助言者として防衛大臣を補佐する。
このように、防衛省においては、防衛大臣が的
確な判断を行うため、政策的見地からの大臣補佐
と軍事専門的見地からの大臣補佐がいわば車の両
輪としてバランス良く行われることを確保してい

2	 この改正法の国会審議においては、文民統制と内部部局の文官の役割について、政府から、「文民統制（シビリアン・コントロール）とは、民主主義国家にお
ける軍事に対する政治の優先を意味するものであり、わが国の文民統制は、国会における統制、内閣（国家安全保障会議を含む。）による統制とともに、防衛
省における統制がある。そのうち、防衛省における統制は、文民である防衛大臣が、自衛隊を管理・運営し、統制することであるが、防衛副大臣、防衛大臣政
務官などの政治任用者の補佐のほか、内部部局の文官による補佐も、この防衛大臣による文民統制を助けるものとして重要な役割を果たしている。文民統制
における内部部局の文官の役割は、防衛大臣を補佐することであり、内部部局の文官が部隊に対し指揮命令をするという関係にはない。」と答弁している。

る。こうした考え方をより明確化するため、2015
年に防衛省設置法の改正を行った際、同法第12
条において、官房長及び局長並びに防衛装備庁長
官による大臣補佐が各幕僚長による大臣補佐と相
まって行われる旨規定された2。

1章2節3項4（文民統制の確保）p.168

3　地方における防衛行政の拠点

防衛省は、防衛行政全般の地方における拠点と
して地方防衛局を全国8か所（札幌市、仙台市、
さいたま市、横浜市、大阪市、広島市、福岡市及び
嘉手納町）に設置している。
地方防衛局は、防衛施設と周辺地域との調和を

図るための施策や装備品の検査などに加え、防衛
省・自衛隊の取組に対して地方公共団体及び地域
住民の理解及び協力を得るための様々な施策（地
方協力確保事務）を行っている。

Ⅳ部5章1節（地域社会や環境との調和にかかる施策）
p.440

 参照

 参照

動画：陸上自衛隊創隊70周年記念映像
URL：https://www.youtube.com/watch?v=QKGQPy1Q8jc&feature=youtu.be

動画：航空自衛隊�日本の空を守る7つの部隊（ユニット）
URL：https://www.youtube.com/watch?v=AvUUYASaPUk

動画：海上自衛隊公式広報ビデオ～STRENGTH�＆�READINESS～
URL：https://www.youtube.com/watch?v=tqvQCZy9IcY

動画：防衛装備庁広報ビデオ
URL：https://www.youtube.com/watch?v=ngewt8h7Vos
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2 	自衛隊の統合運用体制	自衛隊の統合運用体制

3	 自衛隊法第22条第1項又は第2項の規定に基づき、特定の任務を達成するために特別の部隊を編成し、又は隷属する指揮官以外の指揮官の一部指揮下に所
要の部隊を置く場合であって、これらの部隊が陸・海・空自の部隊のいずれか2以上からなるものをいう。

自衛隊の任務を迅速かつ効果的に遂行するた
め、防衛省・自衛隊は、陸・海・空自を一体的に
運用する統合運用体制をとっている。また、今後
は、宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域
を含め、領域横断作戦を実現しうる体制の構築に
取り組んでいく。

1　統合運用体制の概要

（1）統幕長の役割
ア　統幕長は、統一的な運用構想を立案し、自衛
隊の運用に関する軍事専門的見地からの大臣の
補佐を一元的に行う。
イ　自衛隊の運用に関する大臣の指揮は統幕長を
通じて行い、自衛隊の運用に関する命令は、統
幕長が執行する。その際、統合任務部隊3が組織
された場合はもとより、単一の自衛隊の部隊を

運用して対処する場合であっても、大臣の指揮
命令は、統幕長を通じて行われる。

（2）統幕長と他の幕僚長との関係
統幕は、自衛隊の運用に関する機能を担い、

陸・海・空幕は、人事、防衛力整備、教育訓練な
どの部隊を整備する機能を担う。

図表Ⅱ-3-2-5（自衛隊の運用体制及び統幕長と陸・
海・空幕長の役割）

2　統合運用機能の強化

（1）これまでの取組
自衛隊の運用に関する意思決定について、的確

性を確保したうえで、より迅速なものとなるよ
う、2015年10月、実際の部隊運用に関する業務
を統幕に一元化すべく、運用企画局を廃止すると

 参照

図表Ⅱ-3-2-5 自衛隊の運用体制及び統幕長と陸・海・空幕長の役割

実動部隊

統合任務部隊
指揮官

陸上総隊司令官、
方面総監など

自衛艦隊
司令官など

航空総隊
司令官など

運用に関する指揮系統 運用以外の隊務に関する指揮系統

部隊運用の責任
フォース・ユーザー

統幕長

統合幕僚監部

部隊運用以外の責任
（人事、教育、訓練（※）、防衛力整備など）

フォース・プロバイダー

陸幕長 海幕長 空幕長

陸上
幕僚監部

海上
幕僚監部

航空
幕僚監部

内閣総理大臣

防衛大臣

統合運用の基本

○　統幕長が自衛隊の運用に
　関し、軍事専門的観点から
　大臣を一元的に補佐

○　自衛隊に対する大臣の指
　揮は、統幕長を通じて行う

○　自衛隊に対する大臣の命
　令は、統幕長が執行

統幕長と陸・海・空幕長は
職務遂行に当たり密接に連携

◇　統幕長は後方補給などに
　かかわる統一的な方針を明示

◇　陸・海・空幕長は運用時の
　後方補給などを支援

※統合訓練は統幕長の責任
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ともに、同局の機能のうち、運用に関する法令の
企画・立案機能などを防衛政策局に移管した。こ
れにより、統幕は、従来は本省内部部局が行って
いた国会答弁を含む対外説明や関係省庁との連絡
調整といった業務を担うこととなった。このため、
統幕副長級の文官ポストである総括官や部課長級
の文官ポストである参事官を設置し、実際の部隊
運用に関し文官の専門的知見を活かして対外的な

連絡調整などを行うこととした。

（2）今後の取組
領域横断作戦を実現するため、自衛隊全体の効

果的な能力発揮を迅速に実現しうる効率的な部隊
運用態勢や新たな領域にかかる態勢を統合幕僚監
部において強化するとともに、将来的な統合運用
のあり方について検討する。
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令和3年度の防衛力整備第1節
令和3（2021）年度の防衛力整備は、防衛大綱
及び中期防に基づき、多次元統合防衛力の構築に
向けた取組を着実に実施することとしている。
具体的には、領域横断作戦を実現するため、宇
宙・サイバー・電磁波といった新たな領域におけ
る、より一層の能力を獲得・強化することとして
いる。また、新たな領域における能力と一体と
なって、各種事態に効果的に対処するため、海空
領域における能力、スタンド・オフ防衛能力、総
合ミサイル防空能力、機動・展開能力についても
引き続き強化することとしている。さらに、後方
分野も含めた防衛力の持続性・強靭性を強化する
こととしている。
加えて、少子高齢化なども踏まえた人的基盤の
強化、軍事技術の進展を踏まえた技術基盤の強化

などに優先的に取り組むとともに、安全保障環境
の変化を踏まえ、日米同盟・諸外国との安全保障
協力を強化することとしている。
また、この際、従来とは抜本的に異なる速度で、
資源を柔軟かつ重点的に配分することにより、防
衛力を強化することとしている。さらに、あらゆ
る分野での陸海空自衛隊の統合を一層推進し、縦
割りに陥ることなく、組織及び装備を最適化する
こととしている。
加えて、格段に厳しさを増す財政事情などを勘
案し、一層の効率化・合理化を徹底することとし
ている。

図表Ⅱ-4-1-1（令和3（2021）年度防衛力整備の主要
事業（領域横断作戦に必要な能力の強化における優先
事項））

20式5.56ミリ小銃 F-35B戦闘機の発着艦を可能とするための 
護衛艦「いずも」の部分的な改修

F-35B戦闘機

 参照

4第 章 防衛力整備など

動画：F-35B戦闘機の発艦【F-35 LightningⅡ Joint Program Office提供】
URL：https://youtu.be/PwGIkv_8BhY

動画：F-35B戦闘機の着艦【F-35 LightningⅡ Joint Program Office提供】
URL：https://www.youtube.com/watch?v=iqupeS4VXoA
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図表Ⅱ-4-1-1 令和3（2021）年度防衛力整備の主要事業（領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項）

獲得・強化すべき能力 概　　要

宇宙領域における能力

○SSA衛星（宇宙設置型光学望遠鏡）の整備
○SSA（宇宙状況監視）システム等の整備
○宇宙を利用した情報収集能力等の強化
○宇宙作戦群（仮称）の新編　など

サイバー領域における能力

○サイバー防衛隊等の体制強化
　・共同の部隊「自衛隊サイバー防衛隊（仮称）」を新編
○サイバー人材の確保・育成
○サイバーに関する最新技術の活用
○システム・ネットワークの安全性の強化　など

電磁波領域における能力

○わが国に侵攻する相手方のレーダー等を無力化する能力の強化
　・スタンド・オフ電子戦機の開発
○ わが国に対する侵攻を企図する相手方からの電磁波領域における妨害等に際して、その効果を局限する能力の強化
　・電子防護能力に優れたF-35A戦闘機4機及びF-35B戦闘機2機の取得
○電子戦部隊の体制強化
　・陸自に「電子作戦隊（仮称）」を新編
○電磁波に関する情報の収集・分析能力の強化　など

海空領域における能力

○P-1哨戒機の取得（3機）
○SH-60K哨戒ヘリコプターの救難仕様改修
○US-2救難飛行艇の取得（1機）
○護衛艦（2隻）、潜水艦（1隻）の建造
○「いずも」型護衛艦の改修
○わが国主導の次期戦闘機の開発　など

スタンド・オフ防衛能力 ○スタンド・オフ・ミサイルの取得　など

総合ミサイル防空能力
○能力向上型迎撃ミサイル（PAC－3MSE）の取得
○極超音速滑空兵器迎撃システムの研究
○イージス・システム搭載艦の検討に係る技術支援役務　など

機動・展開能力

○16式機動戦闘車の取得（22両）
○第2師団を機動師団に改編
○機動師団・旅団の機動展開及び島嶼部における練成訓練
○C-2輸送機の取得（1機）　など

持続性・強靭性
○継続的な部隊運用に必要な各種弾薬の取得
○自衛隊施設の老朽化対策及び耐震化対策の推進
○装備品の維持整備に必要な経費の着実な確保　など
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防衛関係費第2節

1 	防衛関係費の概要	防衛関係費の概要

1	 令和3（2021）年度防衛関係費には、内閣官房及びデジタル庁（仮称）へ振り替える経費を含む。
2	 防衛力整備には複数年度にわたるものがある。その場合、契約する年度と代価を支払う年度が異なるため、まず将来における債務負担の上限額を、国庫債務

負担行為（債務を負う権限のみが与えられる予算形式であり、契約締結はできるが、支払はできない。）として予算に計上する。それを根拠として契約し、原
則として完成・納入が行われる年度に、支払に必要な経費を歳出予算（債務を負う権限と支出権限が与えられる予算形式であり、契約締結および支払ができ
る。）として計上する。このように、過去の契約に基づく支払のため計上される歳出予算を歳出化経費といい、次年度以降に支払う予定の部分を後年度負担
という。

	 なお、数年にわたる継続的な事業を施行する必要がある場合に、その経費の総額及び年割額についてあらかじめ一括して国会の議決を経て、数年度にわたっ
て債務負担権限とあわせて支出権限を付与する制度として、継続費がある。

防衛関係費には、防衛力整備や自衛隊の維持運
営のための経費のほか、基地周辺対策などに必要
な経費が含まれている。

令和3（2021）年度の防衛関係費1は、前年度と
比べて547億円増額の5兆1,235億円であり、9
年連続で増加している。なお、S

Special Action Committee on Okinawa
ACO（沖縄に関

する特別行動委員会）関係経費、米軍再編関係経
費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強
靱化のための3か年緊急対策にかかる経費などを
含めると、前年度と比べて289億円増額の5兆
3,422億円である。

また、令和2（2020）年度第1次補正予算には、

自衛隊病院における感染者の受入れなどに対応す
るため、医療用器材などを整備するための経費な
ど、121億円を計上した。令和2（2020）年度第2
次補正予算には、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大への対応にかかる経費として、63億円を
計上した。令和2（2020）年度第3次補正予算に
は、各種災害への対処能力の強化やインフラ基盤
の強化、安定的な運用態勢の確保などにかかる経
費として、3,867億円を計上した。

図表Ⅱ-4-2-1（防衛関係費（当初予算）の令和2
（2020）年度と令和3（2021）年度の比較）
図表Ⅱ-4-2-2（過去15年間の防衛関係費（当初予算）
の推移）

2 	防衛関係費の内訳	防衛関係費の内訳
防衛関係費は、隊員の給与や食事のための「人

件・糧食費」と、装備品の修理・整備、油の購入、
隊員の教育訓練、装備品の調達などのための「物
件費」とに大別される。さらに、物件費は、過去の

年度の契約に基づき支払われる「歳出化経費」2と、
その年度の契約に基づき支払われる「一般物件費」
とに分けられる。物件費は「事業費」とも呼ばれ、
一般物件費は装備品の修理費、隊員の教育訓練

 参照

図表Ⅱ-4-2-1 防衛関係費（当初予算）の令和2（2020）年度と令和3（2021）年度の比較
（億円）

区　　分 令和2（2020）年度
令和3（2021）年度

対前年度増▲減
歳出額（注） 50,688 51,235 547 1.1%

うち人件・糧食費 21,426 21,919 493 2.3%
うち物件費 29,262 29,316 54 0.2%

後年度負担額（注） 52,106 52,784 678 1.3%
うち新規分 24,050 24,090 40 0.2%
うち既定分 28,056 28,694 638 2.3%

（注1）　	上記の計数は、SACO関係経費と米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策にかかる経費等
を含まない。これらを含めた防衛関係費の総額は、歳出額については、令和2（2020）年度は53,133億円、令和3（2021）年度は53,422億円に
なり、後年度負担額については、令和2（2020）年度は54,310億円、令和3（2021）年度は55,330億円になる。

（注2）　令和3（2021）年度予算額には、内閣官房及びデジタル庁（仮称）にかかる経費を含む。
（注3）　計数は四捨五入のため合計と符合しないことがある。

防
衛
力
整
備
な
ど

第
4
章

190日本の防衛

第2節防衛関係費

防衛2021_Ⅱ-4-2.indd   190防衛2021_Ⅱ-4-2.indd   190 2021/06/10   16:48:122021/06/10   16:48:12



費、油の購入費などが含まれることから「活動経
費」とも呼ばれる。防衛省では、このような分類
の仕方を経費別分類と呼んでいる。

歳出予算で見た防衛関係費は、人件・糧食費と
歳出化経費という義務的性質を有する経費が全体
の8割を占めており、残りの2割についても、装
備品の修理費や基地対策経費などの維持管理的な
性格の経費の割合が高い。このため、歳出予算で
見た場合、単年度でその内訳を大きく変更するこ
とは難しい側面がある。

図表Ⅱ-4-2-3（歳出額と新規後年度負担の関係）

人件・糧食費は前年度から493億円の増額、歳
出化経費は前年度から41億円の増額、一般物件
費は前年度から14億円の増額となっている3。

図表Ⅱ-4-2-4（防衛関係費（当初予算）の内訳（令和
3（2021）年度））
資料8（防衛関係費（当初予算）の使途別構成の推移）

また、歳出予算とは別に、翌年度以降の支払を

3	 対前年度比較はSACO関係経費、米軍再編経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策にかかる経費などを含まないも
のによる。以下この項（防衛関係費の内訳）において同じ。

4	 一般物件費と新規後年度負担の合計額。当該年度に契約し、当該年度以降支払われることになる物件費（事業費）の規模を示す。令和3（2021）年度は3兆
4,029億円。

示すものとして新規後年度負担額（当該年度に、
新たに負担することとなった後年度負担額）があ
る。防衛力整備においては、艦船・航空機などの
主要な装備品の調達や格納庫・隊舎などの建設の
ように、契約から納入、完成までに複数年度を要
するものが多い。これらについては、当該年度に
複数年度に及ぶ契約を行い、契約時にあらかじめ
次年度以降（原則5年以内）の支払いを約束する
という手法をとっている。このような複数年度に
及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支払う金
額を後年度負担額といい、令和3（2021）年度の
新規後年度負担額は、前年度から40億円（0.2％）
の増額となっている。

さらに、事業規模を示す契約ベース4で見た場
合、前年度から54億円（0.2％）の増額となって
いる。

Ⅳ部2章3節1項（ライフサイクルを通じたプロジェ
クト管理）p.407

 参照

 参照

 参照

図表Ⅱ-4-2-2 過去15年間の防衛関係費（当初予算）の推移

47,815
47,426

47,028
46,826

46,625
46,453 46,804

47,838
48,221

46,000

47,000

48,000

49,000

51,000

52,000

50,000

（億円）

2 3（年度）平成 27 28 29 令和元302625242322212019

（注1）上記の計数は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分、新たな政府専用機導入に伴う経費及び防災・減災、国土強靭化のた
めの3か年緊急対策にかかる経費を含まない。これらを含めた防衛関係費の総額は、平成19（2007）年度は48,013億円、平成20（2008）
年度は47,796億円、平成21（2009）年度は47,741億円、平成22（2010）年度は47,903億円、平成23（2011）年度は47,752億円、平
成24（2012）年度は47,138億円、平成25（2013）年度は47,538億円、平成26（2014）年度は48,848億円、平成27（2015）年度は
49,801億円、平成28（2016）年度は50,541億円、平成29（2017）年度は51,251億円、平成30（2018）年度は51,911億円、令和元
（2019）年度は52,574億円、令和2（2020）年度は53,133億円、令和3（2021）年度は53,422億円になる。

（注2）令和3（2021）年度予算額には、内閣官房及びデジタル庁（仮称）に振り替える経費（187億円）を含む。
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図表Ⅱ-4-2-3 歳出額と新規後年度負担の関係

（42.8％）

（37.8％）

（19.4％）

人
件・糧
食
費

歳
出
化
経
費

（
活
動
経
費
）

一
般
物
件
費

令和7（2025）
年度

令和6（2024）
年度

平成29（2017）
年度

平成30（2018）
年度

令和元（2019）
年度

令和2（2020）
年度

契 約契 約

契 約

契 約

契 約

契 約

物件費契約ベース

令和3（2021）年度
防衛関係費

既
定
分

新
規
分

後
年
度
負
担
額

令和2（2020）
年度

令和3（2021）
年度

令和5（2023）
年度

令和元（2019）
年度

平成30（2018）
年度

平成29（2017）
年度

令和4（2022）
年度

令和3（2021）年度

↓
一部支払

（10億円）

↓
一部支払

（10億円）

↓
一部支払

（20億円）

↓
残額支払

（60億円）

契約

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額（90億円）

契約額（100億円）

歳出化経費

納入
令和4（2022）年度 令和5（2023）年度 令和6（2024）年度

後年度負担額
　防衛力整備においては、装備品の調達や施設の整備などに複数年度
を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則5年以内）を
行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束を
するという手法をとっている。
　後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の
翌年度以降に支払う金額をいう。
（例）100億円の装備を4年間に及ぶ契約で調達する場合

歳出額
防衛関係費の構造

　防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別される。
さらに、物件費（事業費）は、歳出化経費と一般物件費（活動経費）
に分けられる。

人件・糧食費

物件費
（事業費）

歳出化経費

一般物件費
（活動経費）

隊員の給与、退職金、営内での食事などにかか
る経費

令和2（2020）年度以前の契約に基づき、令和3
（2021）年度に支払われる経費
令和3（2021）年度の契約に基づき、令和3
（2021）年度に支払われる経費

装備品の調達・修理・整備、油の購入
隊員の教育訓練、施設整備、光熱水料などの営
舎費、技術研究開発、基地周辺対策や在日米軍
駐留経費などの基地対策経費などにかかる経費

図表Ⅱ-4-2-4 防衛関係費（当初予算）の内訳（令和3（2021）年度）

経費別

一般物件費
19.4％（9,939）

［0.1％］  　　　

人件・糧食費
42.8％（21,919）

［2.3％］
歳出化経費

37.8％（19,377）
［0.2％］    　　　
（注）　1　（　）は、予算額、単位：億円

2　SACO関係経費（144億円）、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分（2,044億円）及び新たな政府専用機導入に伴う経費（0.3億
円）を含まない。

3　内閣官房及びデジタル庁（仮称）に振り替える経費（187億円）を含む。
4　［　　］は、対前年度伸率（％）である。

使途別

人件・糧食費
42.8％

装備品等購入費
17.9％

基地対策経費
9.0％

その他 1.4％
研究開発費 2.2％

施設整備費
4.0％

維持費など
22.7％

機関別

陸上自衛隊
35.6％（18,264）

海上自衛隊
25.5％（13,088）

航空自衛隊
21.9％（11,237）

その他
16.9％（8,645）
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3 	効率化への取組	効率化への取組
中期防においては、一層の効率化・合理化のた

め、重要度の低下した装備品の運用停止や費用対
効果の低いプロジェクトの見直し、徹底したコス
ト管理・抑制や長期契約を含む装備品の効率的な
取得などの装備調達の最適化などを通じて実質的
な財源確保にも取り組むこととしている。

令和3（2021）年度予算においては、これらの
各種効率化策に取り組むことで約4,168億円の縮
減を図ることとしている。令和3（2021）年度予
算における具体的な取組としては次のとおりであ
る。
・・　重要度の低下した装備品の運用停止などの、

事業などにかかる見直しにより、約2,068億円

の縮減
・・　モジュール化や民生品の使用などの仕様の共

通化・最適化を行うことにより、約288億円の
縮減

・・　一括調達や共同調達による効率化により、約
381億円の縮減

・・　5か年度を超える長期契約の活用により、約
104億円の縮減

・・　装備品などについて、価格や関連経費の精査
などを行うことにより、約1,327億円の縮減
また、収入の確保として、令和2（2020）年度

には不用物品の「せり売り」や大本営地下壕跡の
有料公開を実施している。

わが国のおかれた厳しい財政状況のもと、防衛力
を着実に強化していくためには、実質的な財源の確
保を図ることが必要です。このため、中期防におい
て、収入の確保を図ることとされております。
その取組の一環として、従来、破砕などをした上

で鉄くずやスクラップとして売り払うほか、廃棄物
として処分していた自衛隊の不用物品について、愛
好家らの需要が見込まれることから、より高額で売
り払うことができると考えられる「せり売り」、いわ
ゆる「オークション」を、2020年7月に防衛省とし
て初めて実施しました。せり売りは、参加者に対し

て、買受けを申し込む価格をお互いに見える形で提
案させることにより、繰り返し競争を行わせるとい
う、会計法などに規定されている売払い手続の一種
です。
今回は、水筒などの陸自個人装具、退役した練習
艦「やまゆき」の操舵輪、空自パイロットのヘルメッ
トなどの29品目を21回に分けてせり売りを行い、
売却価格の総額は581万8,000円（税抜）となりま
した。なお、せり売りは新型コロナウイルス感染症
対策を講じた上で実施しました。

「せり売り」のポスター 河野大臣の進行のもと、せりが行われている様子

不用物品の「せり売り」について解　説
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4 	各国との比較	各国との比較

5	 各国でどれだけの財やサービスを購入できるかを、各国の物価水準を考慮して評価したもの。
	 なお、それぞれの通貨単位を外国為替相場のレートにより換算する方法もあるが、この方法で換算した国防費は、必ずしもその国の物価水準に照らした価値

を正確に反映するものとはならない。

国防費について国際的に統一された定義がない
こと、公表国防費の内訳の詳細が必ずしも明らか
でないこと、各国ごとに予算制度が異なっている
ことなどから、国防支出の多寡を正確に比較する
ことは困難である。

そのうえで、わが国の防衛関係費と各国が公表
している国防費を、経済協力開発機構（O

Organization for Economic Co-operation and Development
ECD）

が公表している購買力平価5を用いて、ドルに換
算すれば、図表Ⅱ-4-2-5（主要国の国防費（2020
年度））のとおりであり、わが国は、G7諸国、オー
ストラリア及び韓国と比較し、国防費の対GDP
比は最も低い。

資料9（各国国防費の推移）

なお、1995年以降における主要国の国防費の
推移は、図表Ⅱ-4-2-6（主要6カ国の国防費の推
移（対数グラフ））のとおりである。

 参照

図表Ⅱ-4-2-5 主要国の国防費（2020年度）
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（注）1　国防費については、各国発表の国防費を基に、2020年購買力平価
（OECD発表値：2021年4月現在）を用いてドル換算。

　　  　「1ド ル＝103.412076円＝4.200808元＝0.740525ル ー ブ ル
＝869.063949ウォン＝1.461587豪ドル＝0.716264ポンド
＝0.740525仏ユーロ＝0.744679独ユーロ」

　　2　対GDP比については、各国発表の国防費（現地通貨）を基に、IMF
発表のGDP値（現地通貨）を用いて試算。

　　3　NATO公表国防費（退役軍人への年金などが含まれる）は各国発
表の国防費と異なることがあるため、NATO公表値（2021年3月
発表）による対GDP比は、各国発表の国防費を基に試算したGDP
比とは必ずしも一致しない。

GDPに対する比率（％）
国防費（億米ドル）

ドイツ

対GDP比（％）国防費（億ドル）

490

0.94

‒

6,896

3.29

3.73

3,018

1.25

‒

1,360

3.09

‒

577

2.61

‒

292

2.16

‒

558

1.89

2.32

622

2.02

2.04

605

1.35

1.56

国防費

対GDP比
（参考）NATO公表値

による対GDP比

図表Ⅱ-4-2-6 主要6カ国の国防費の推移（対数グラフ）

（注1）　国防費については、各国発表の国防費を基に、2020年の購買力平価（OECD発表値：2021年4月現在）を用いてドル換算。なお、
2021年の値については、2020年の購買力平価を用いてドル換算。
「1ド ル＝103.412076円＝4.200808元＝0.740525ル ー ブ ル＝869.063949ウ ォ ン＝1.461587豪 ド ル＝0.716264ポ ン ド＝
0.740525仏ユーロ＝0.744679独ユーロ」

（注2）　日本の防衛関係費については、当初予算（SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分、国土強靭化のための3か年緊急対
策に係る経費等を除く。）。

（注3）　米国については、2021年度の数値は推定額。
（注4）　各国の1995-2021年度の伸び率（小数点第2位を四捨五入）を記載。

（単位：100億ドル）

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

日本 米国 韓国 豪州中国 ロシア

5.0 

71.2

32.3 

6.1 

13.1 

3.0 

ロシア
（4.6倍）

日本
（1.8倍）

韓国
（3.9倍）

豪州
（3.6倍）

中国
（14.0倍）

米国
（2.7倍）

0.5

1

2

4

8

16

32

64

128

防
衛
力
整
備
な
ど

第
4
章

194日本の防衛

第2節防衛関係費

防衛2021_Ⅱ-4-2.indd   194防衛2021_Ⅱ-4-2.indd   194 2021/06/10   16:48:172021/06/10   16:48:17



本章では、各種事態などにおける政府としての
対応に関する枠組みや主な自衛隊の行動などの全
体像について概説する。

1	 正式な法律の名称は、「武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」
2	 「武力攻撃事態」とは、わが国に対する外部からの武力攻撃が発生した事態又は当該武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事

態。また、「武力攻撃予測事態」とは、武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態。両者を合わせて「武力攻撃事
態等」と呼称

3	 「存立危機事態」とは、わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これによりわが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権
利が根底から覆される明白な危険がある事態。

4	 緊急対処事態（武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態、又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認め
られるに至った事態で、国家として緊急に対処することが必要なもの）を含む、武力攻撃事態等及び存立危機事態以外の国及び国民の安全に重大な影響を及
ぼす事態

資料10（自衛隊の主な行動の要件（国会承認含む）と
武器使用権限等について）

1 	武力攻撃事態等及び存立危機事態における対応	武力攻撃事態等及び存立危機事態における対応
事態対処法1は、武力攻撃事態及び武力攻撃予
測事態（「武力攻撃事態等2」）並びに存立危機事
態3への対処のための態勢を整備し、もってわが
国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に
資することを目的としている。同法では、武力攻
撃事態等及び存立危機事態への対処についての基
本理念、基本的な方針（対処基本方針）として定
めるべき事項、国・地方公共団体の責務などにつ
いて規定している。

1　武力攻撃事態等及び存立危機事態

事態対処法に基づき、政府は、武力攻撃事態等
又は存立危機事態に至ったときは、次の事項を定
めた対処基本方針を閣議決定し、国会の承認を求
めるものとしている。
ア　対処すべき事態に関する次に掲げる事項
①　事態の経緯、武力攻撃事態等又は存立危機事
態であることの認定及び当該認定の前提となっ
た事実
②　事態が武力攻撃事態又は存立危機事態である
と認定する場合には、わが国の存立を全うし、
国民を守るために他に適当な手段がなく、事態
に対処するため、武力の行使が必要であると認

められる理由
イ　対処に関する全般的な方針
ウ　対処措置に関する重要事項

図表Ⅱ-5-1-1（武力攻撃事態等及び存立危機事態へ
の対処のための手続）

2　	武力攻撃事態等及び存立危機事態
以外の緊急事態

事態対処法に基づき、政府は、わが国の平和と
独立並びに国及び国民の安全を確保するため、武
力攻撃事態等及び存立危機事態以外の緊急事態4

においても、的確かつ迅速に対処するものとして
いる。

3　自衛隊による対処

内閣総理大臣は、武力攻撃事態及び存立危機事
態に際して、わが国を防衛するため必要があると
認める場合には、自衛隊の全部又は一部に防衛出
動を命ずることができる。防衛出動の下令に際し
ては、原則として国会の事前承認を得なければな
らない。防衛出動を命じられた自衛隊は「武力の
行使」の三要件を満たす場合に限り武力の行使が

 参照

 参照

5第 章
自衛隊の行動などに	
関する枠組み
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できる。

4　国民保護

国民保護法5には、武力攻撃事態等及び緊急対
処事態において、国民の生命、身体及び財産を保
護し、国民生活などに及ぼす影響を最小とするた
めの、国・地方公共団体などの責務、避難、救援、

5	 正式な法律の名称は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」
6	 対策本部長は内閣総理大臣を充てることとされているが、両者は別人格として規定されている。

武力攻撃災害への対処などの措置を規定してい
る。防衛大臣は、都道府県知事からの要請を受け、
事態やむを得ないと認める場合、又は事態対策本
部長6から求めがある場合は、内閣総理大臣の承
認を得て、部隊等に国民保護措置又は緊急対処保
護措置（住民の避難支援、応急の復旧など）を実
施させることができる。

図表Ⅱ-5-1-2（国民保護等派遣のしくみ）
Ⅲ部1章2節5項（国民保護に関する取組）p.236

 参照

図表Ⅱ-5-1-1 武力攻撃事態等及び存立危機事態への対処のための手続

指定行政機関 地方公共団体 指定公共機関

・対処措置の総合的な推進
・特定公共施設などの利用指針の策定

事態対策本部（注）
（対策本部長：内閣総理大臣）

諮問

答申

（注）　武力攻撃事態等又は存立危機事態への対処措置の総合的な推進のために内閣に設置される対策本部

①　内閣総理大臣による対処基本方針
　　案の作成

②　内閣総理大臣による対処基本方針
　　案の国家安全保障会議への諮問

③　国家安全保障会議による内閣総理
　　大臣への対処基本方針案の答申

④　対処基本方針の閣議決定

⑤　国会による対処基本方針の承認

対処基本方針、利用指針
に従って対処

政　府
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速やかに終了

国家安全保障会議
対処基本方針案の審議

事態対処専門委員会
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2 	重要影響事態への対応	重要影響事態への対応

7	 正式な法律の名称は、「重要影響事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律」
8	 重要影響事態とは、そのまま放置すればわが国に対する直接の武力攻撃に至るおそれのある事態等わが国の平和及び安全に重要な影響を与える事態
9	 国連安保理決議に基づいて、又は旗国（海洋法に関する国際連合条約第91条に規定するその旗を掲げる権利を有する国）の同意を得て、わが国が参加する

貿易その他の経済活動にかかわる規制措置の厳格な実施を確保する目的で、船舶（軍艦などを除く。）の積荷・目的地を検査・確認する活動や必要に応じ船
舶の航路・目的港・目的地の変更を要請する活動

重要影響事態安全確保法7は、わが国の平和及
び安全に重要な影響を与える事態（「重要影響事
態8」）に際し、後方支援活動などを行うことによ
り、重要影響事態に対処する外国との連携を強化
し、わが国の平和及び安全の確保に資することを
目的としている。同法では、支援対象や対応措置
について次のとおり定めている。

1　支援対象

支援対象となる重要影響事態に対処する軍隊等
は、「日米安保条約の目的の達成に寄与する活動
を行う米軍」、「国連憲章の目的の達成に寄与する
活動を行う外国の軍隊」及び「その他これに類す
る組織」である。

2　重要影響事態への対応措置

重要影響事態への対応措置は、①後方支援活動、
②捜索救助活動、③船舶検査活動9、④その他の重
要影響事態に対応するための必要な措置である。
外国領域での対応措置については、当該外国な

どの同意がある場合に限り実施可能である。

3　	武力行使との一体化に対する	
回避措置など

他国の武力の行使との一体化を回避するととも
に、自衛隊員の安全を確保するため、次の措置が
規定されている。
・・　「現に戦闘行為が行われている現場」では活
動を実施しない。ただし、捜索救助活動につい
ては、遭難者が既に発見され、救助を開始して
いるときは、部隊等の安全が確保される限り当
該遭難者にかかる捜索救助活動を継続できる。

・・　自衛隊の部隊等の長などは、活動の実施場所
又はその近傍において戦闘行為が行われるに
至った場合、又はそれが予測される場合には活
動の一時休止などを行う。

・・　防衛大臣は実施区域を指定し、その区域の全
部又は一部において、活動を円滑かつ安全に実
施することが困難であると認める場合などに
は、速やかにその指定を変更し、又はそこで実
施されている活動の中断を命じなければならな
い。

図表Ⅱ-5-1-2 国民保護等派遣のしくみ

防衛大臣

（注1）
事態対策本部長又は
緊急対処事態対策本
部長

（注2）　特に必要があると認める
とき

（注3）　即応予備自衛官及び予備
自衛官の招集は、必要に
応じ内閣総理大臣の承認
を得て行う

部隊等

派遣要請の求め

派遣要請

国民保護等招集の
下令（注2、3）

国民保護等派遣の
下令

出頭

派遣の求め通知

連絡（派遣要請の求めができないとき）

報告
（市町村長からの

　　連絡があったとき）
上
申

承
認

都道府県知事 対策本部長（注1）
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3 	公共の秩序の維持や武力攻撃に至らない侵害への対処など	公共の秩序の維持や武力攻撃に至らない侵害への対処など

1　治安出動

（1）命令による治安出動
内閣総理大臣は、間接侵略その他の緊急事態に
際して、一般の警察力をもっては、治安を維持す
ることができないと認められる場合には、自衛隊
の全部又は一部の出動を命ずることができる。こ
の場合、原則として、出動を命じた日から20日以
内に国会に付議して、その承認を求めなければな
らない。

（2）要請による治安出動
都道府県知事は、治安維持上重大な事態につき
やむを得ない必要があると認める場合には、当該
都道府県公安委員会と協議のうえ、内閣総理大臣
に対し、部隊等の出動を要請することができる。
内閣総理大臣は、出動の要請があり、事態やむを
得ないと認める場合には、部隊等の出動を命ずる
ことができる。

Ⅲ部1章2節3項（ゲリラや特殊部隊による攻撃など
への対応）p.231

2　海上警備行動

防衛大臣は、海上における人命若しくは財産の
保護又は治安の維持のため特別の必要がある場合
には、内閣総理大臣の承認を得て、自衛隊の部隊
に海上において必要な行動をとることを命ずるこ
とができる。

Ⅲ部1章1節3項（わが国の主権を侵害する行為に対
する措置）p.213

3　海賊対処行動

防衛大臣は、海賊行為に対処するため特別の必
要がある場合には、内閣総理大臣の承認を得て、
自衛隊の部隊に海上において海賊行為に対処する
ため必要な行動を命ずることができる。

Ⅲ部3章2節2項（海賊対処への取組）p.351

4　弾道ミサイル等に対する破壊措置

わが国に対する武力攻撃として弾道ミサイルな
どが飛来する、又は存立危機事態において弾道ミ
サイルなどが飛来する場合であって、「武力の行
使」の三要件が満たされるときには、自衛隊は、
防衛出動により対処することができる。一方、わ
が国に弾道ミサイルなどが飛来するものの、武力
攻撃と認められない場合は、防衛大臣は、次の措
置をとることができる。
（1）�防衛大臣は、弾道ミサイルなどがわが国に飛

来するおそれがあり、その落下によるわが国
領域における人命又は財産に対する被害を防
止するため必要があると判断する場合には、
内閣総理大臣の承認を得て、自衛隊の部隊に
対し、わが国に向けて現に飛来する弾道ミサ
イルなどをわが国領域又は公海の上空におい
て破壊する措置をとるべき旨を命ずることが
できる。

（2）�また、前述（1）の場合のほか、発射に関する
情報がほとんど得られなかった場合などのよ
うに、事態が急変し、防衛大臣が内閣総理大
臣の承認を得る時間がない場合も考えられる。
防衛大臣は、このような場合に備え、平素か
ら緊急対処要領を作成して内閣総理大臣の承
認を受けておくことができる。防衛大臣はこ
の緊急対処要領に従い、一定の期間を定めた
うえで、あらかじめ自衛隊の部隊に対し、弾
道ミサイルなどがわが国に向けて現に飛来し
たときには、当該弾道ミサイルなどをわが国
領域又は公海の上空において破壊する措置を
とるべき旨を命令しておくことができる。

図表Ⅱ-5-1-3（弾道ミサイルなどへの対処の流れ）
Ⅲ部1章2節2項（ミサイル攻撃などへの対応）p.225

5　領空侵犯に対する措置

防衛大臣は、外国の航空機が国際法規又は航空
法その他の法令の規定に違反してわが国の領域の
上空に侵入したときは、自衛隊の部隊に対し、領
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空侵犯機を着陸させ、又はわが国の領域の上空か
ら退去させるために必要な措置（誘導、無線など
による警告、武器の使用など）を講じさせること
ができる。

Ⅲ部1章1節3項1（領空侵犯に備えた警戒と緊急発
進（スクランブル））p.213

6　在外邦人等の保護措置・輸送

外国における緊急事態に際しての在外邦人等の
保護にあたっては、生命又は身体の保護を要する
在外邦人等を安全な地域に「輸送」することが可
能となっている。さらに、生命又は身体に危害が
加えられるおそれがある在外邦人等の警護、救出
などの「保護措置」も、外務大臣からの依頼を受
け、外務大臣と協議し、次のすべてを満たす場合
には、内閣総理大臣の承認を得て実施可能となっ
ている。
ア　保護措置を行う場所において、当該外国の権
限ある当局が現に公共の安全と秩序の維持に当
たっており、かつ、戦闘行為が行われることが
ないと認められること
イ　自衛隊が当該保護措置（武器の使用を含む。）

10	 国際連合の総会又は安全保障理事会の決議に従って、当該外国において施政を行う機関がある場合にあっては、当該機関
11	「自衛隊法第95条の2の運用に関する指針」については、防衛省HPを参照（https://www.mod.go.jp/j/approach/defense/pdf/20170518_01.pdf）

を行うことについて、当該外国など10の同意が
あること

ウ　予想される危険に対応して当該保護措置をで
きる限り円滑かつ安全に行うための部隊等と当
該外国の権限ある当局との間の連携及び協力が
確保されると見込まれること

Ⅲ部1章4節2項（在外邦人等の保護措置及び輸送へ
の対応）p.259

7　米軍等の部隊の武器等の防護

自衛隊法第95条の2の規定に基づき、自衛隊
と連携してわが国の防衛に資する活動に現に従事
している米軍等の部隊の武器等を防護できること
とされている。
本条の基本的な考え方、本条の運用に際しての

内閣の関与などについては、国家安全保障会議に
おいて決定された「自衛隊法第95条の2の運用
に関する指針」11により定められており、概要は
次のとおりである。

（1）本条の趣旨
本条の警護は、米軍その他の外国の軍隊その他

 参照

 参照

図表Ⅱ-5-1-3 弾道ミサイルなどへの対処の流れ

武力攻撃事態を認定し
防衛出動を下令

防衛出動の枠組みで対処

武力攻撃にあたると認めることができない場合

防衛大臣の命令に従い
自衛隊の部隊が対処

防衛大臣の命令に従い
自衛隊の部隊が対処

自衛隊法第76条
（防衛出動）

自衛隊法第82条の3
（弾道ミサイル等に対する破壊措置）

弾道ミサイルなどがわが国
に飛来するおそれがあると
認められる場合

内閣総理大臣の承認を得て、
防衛大臣が破壊措置を命令

（第3項）（第1項）

武力攻撃にあたると
認められる場合

（攻撃の意図の明示、
ミサイル発射の切迫）

弾道ミサイルなどがわが国に飛来するお
それがあるとまでは認められないものの、
事態が急変し内閣総理大臣の承認を得る
いとまがない緊急の場合

緊急対処要領（平成19年閣議決定）に従い
あらかじめ防衛大臣が破壊措置を命令

文民統制の確保の考え方
○　弾道ミサイルなどへの対処にあたっては、飛来のおそれの有無について、具体的な状況や国際情勢などを総合的に分析・評価したうえで
の、政府としての判断が必要である。また、自衛隊による破壊措置だけではなく、警報や避難などの国民の保護のための措置、外交面での活動、
関係部局の情報収集や緊急時に備えた態勢強化など、政府全体での対応が必要である。
○　このような事柄の重要性および政府全体としての対応の必要性にかんがみ、内閣総理大臣の承認（閣議決定）と防衛大臣の命令を要件と
し、内閣および防衛大臣がその責任を十分果たせるようにしている。さらに、国会報告を法律に規定し、国会の関与についても明確にしている。
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これに類する組織の部隊であって、自衛隊と連携
してわが国の防衛に資する活動（共同訓練を含み、
現に戦闘行為が行われている現場で行われるもの
を除く。）に現に従事しているものの武器等を対
象としている。本条は、わが国の防衛力を構成す
る重要な物的手段に相当するものと評価すること
ができるものを武力攻撃に至らない侵害から防護
するための、極めて受動的かつ限定的な必要最小
限の武器の使用を認めるものである。

（2）「我が国の防衛に資する活動」
「我が国の防衛に資する活動」に当たり得る活
動については個別具体的に判断されるが、主とし
て①弾道ミサイルの警戒を含む情報収集・警戒監
視活動、②重要影響事態に際して行われる輸送、
補給などの活動、③わが国を防衛するために必要
な能力の向上のための共同訓練が考えられる。

（3）警護の実施の判断
米軍等から警護の要請があった場合には、防衛
大臣は、当該活動が「我が国の防衛に資する活動」

12	 海上保安庁長官、管区海上保安本部長及び空港事務所長も災害派遣を要請できる。災害派遣、地震防災派遣、原子力災害派遣について、①派遣を命ぜられた
自衛官は、自衛隊法第94条（災害派遣時等の権限）に基づき、避難等の措置（警職法第4条）などができる。②災害派遣では予備自衛官及び即応予備自衛官に、
地震防災派遣又は原子力災害派遣では即応予備自衛官に招集命令を発することができる。③必要に応じ特別の部隊を臨時に編成することができる。

13	 気象庁長官から、地震予知情報の報告を受けた場合において、地震防災応急対策を行う緊急の必要があると認めるとき、閣議にかけて、地震災害に関する
警戒宣言を内閣総理大臣が発する。

に該当するか及び警護の必要の有無について、活
動の目的・内容、部隊の能力、周囲の情勢などを
踏まえ、自衛隊の任務遂行への影響も考慮したう
えで主体的に判断する。

（4）内閣の関与
米軍等からの警護の要請を受けた防衛大臣の警

護の実施の判断に関し、次の場合には、国家安全
保障会議で審議する。ただし、緊急の場合には、防
衛大臣は、速やかに国家安全保障会議に報告する。
①　米軍等から、初めて警護の要請があった場合
②　第三国の領域における警護の要請があった場
合

③　その他特に重要であると認められる警護の要
請があった場合
このほか、重要影響事態における警護の実施が

必要と認める場合は、その旨基本計画に明記し、
国家安全保障会議で審議のうえ、閣議の決定を求
めるものとする。

Ⅲ部1章5節2項（米軍等の部隊の武器等防護（自衛
隊法第95条の2）の警護の実績）p.261

4 	災害派遣など	災害派遣など

1　災害派遣

災害派遣は、都道府県知事などが、災害に際し、
防衛大臣又は防衛大臣の指定する者へ部隊等の派
遣を要請し、要請を受けた防衛大臣などが、三要
件（緊急性、非代替性、公共性）を総合的に勘案し
て判断し、やむを得ない事態と認める場合に部隊
等を派遣することを原則としている12。これは、
都道府県知事などが、区域内の災害の状況を全般
的に把握し、都道府県などの災害救助能力などを
考慮したうえで、自衛隊の派遣の要否などを判断
するのが最適との考えによるものである。

2　地震防災派遣及び原子力災害派遣

防衛大臣は、大規模地震対策特別措置法に基づ
く警戒宣言13又は原子力災害対策特別措置法に基
づく原子力緊急事態宣言が出されたときには、地
震災害警戒本部長又は原子力災害対策本部長（内
閣総理大臣）の要請に基づき、部隊等の派遣を命
ずることができる。

Ⅲ部1章4節（大規模災害などへの対応（新型コロナ
ウイルス感染症への対応を含む。））p.251
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5 	国際社会の平和と安定への貢献に関する枠組み	国際社会の平和と安定への貢献に関する枠組み

14	 正式な法律の名称は、「国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律」
15	 国際社会の平和及び安全を脅かす事態であって、その脅威を除去するために国際社会が国連憲章の目的に従い共同して対処する活動を行い、かつ、わが国

が国際社会の一員としてこれに主体的かつ積極的に寄与する必要があるもの
16	 正式な法律の名称は、「重要影響事態等に際して実施する船舶検査活動に関する法律」
17	 正式な法律の名称は、「国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律」
18	 国際連合平和維持活動とは、国連の統括する枠組みのもと、紛争に対処して国際の平和及び安全を維持することを目的として行われる活動であって、国連

事務総長の要請に基づき参加する2以上の国及び国連により、紛争当事者の同意などを確保した上で実施される活動などをいう。
19	 国際連携平和安全活動とは、国連が統括しない枠組みのもと、紛争に対処して国際の平和及び安全を維持することを目的として行われる活動であって、2

以上の国の連携により、紛争当時者の同意などを確保した上で実施される活動などをいう。

1　国際平和共同対処事態への対応

国際平和支援法14に基づき、国際社会の平和及
び安全の確保のため、国際平和共同対処事態15に
際し、わが国が国際社会の平和と安全のために活
動する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動など
を行うことができる。同法は、あらゆる事態への切
れ目のない対応を可能にするという観点から、一般
法として整備することにより、迅速かつ効果的に活
動を行い、国際社会の平和及び安全に主体的かつ
積極的に寄与することができるようにしている。

（1）要件
わが国が行う協力支援活動などの対象となる諸
外国の軍隊等の活動について、次のいずれかの国
連決議（総会又は安全保障理事会）の存在を要件
としている。
ア　支援対象となる外国が国際社会の平和及び安
全を脅かす事態に対処するための活動を行うこ
とを決定し、要請し、勧告し、又は認める決議
イ　アのほか、当該事態が平和に対する脅威又は
平和の破壊であるとの認識を示すとともに、当該
事態に関連して国連加盟国の取組を求める決議

（2）対応措置
国際平和共同対処事態に際し、次の対応措置を
実施することができることとしている。
ア　協力支援活動
諸外国の軍隊等に対する物品及び役務（補給、
輸送、修理・整備、医療、通信、空港・港湾業務、
基地業務、宿泊、保管、施設の利用、訓練業務及び
建設）の提供
なお、重要影響事態安全確保法と同様、武器の
提供は行わないものの、「弾薬の提供」と「戦闘作

戦行動のために発進準備中の航空機に対する給油
及び整備」を実施できることとしている。
イ　捜索救助活動
ウ　船舶検査活動 16（船舶検査活動法に規定する
もの）

（3）武力行使との一体化に対する回避措置など
他国の武力の行使との一体化を回避するととも

に、自衛隊員の安全を確保するため、次の措置が
規定されている。
・・　「現に戦闘行為が行われている現場」では活
動を実施しない。ただし、遭難者が既に発見さ
れ、救助を開始しているときは、部隊等の安全
が確保される限り当該遭難者にかかる捜索救助
活動を継続できる。

・・　自衛隊の部隊等の長などは、活動の実施場所
又はその近傍において戦闘行為が行われるに
至った場合、又はそれが予測される場合には活
動の一時休止などを行う。

・・　防衛大臣は実施区域を指定し、その区域の全
部又は一部において、活動を円滑かつ安全に実
施することが困難であると認める場合などに
は、速やかにその指定を変更し、又は、そこで
実施されている活動の中断を命じなければなら
ない。

2　国際平和協力業務

国際平和協力法17は、わが国が国際連合を中心
とした国際平和のための努力に積極的に寄与する
ことを目的としている。同法は、国際連合平和維
持活動（国連PKO）18、国際連携平和安全活動19な
どに対し適切かつ迅速な協力を行うため、国際平
和協力業務の実施体制を整備するとともに、これ
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らの活動に対する物資協力のための措置などを講
ずることとしている。

（1）参加要件
ア　国連PKO
国連PKOへの参加にあたっての基本方針とし
ては、いわゆるPKO「参加5原則20」がある。その
うえで、いわゆる「安全確保業務」及びいわゆる
「駆け付け警護」の実施にあたっては、国連PKO
などの活動が行われる地域の属する国などの受入
れ同意について、当該業務などが行われる期間を
通じて安定的に維持されると認められることが要
件となっている。
イ　国際連携平和安全活動
国際連携平和安全活動は、その性格、内容など
が国連PKOと類似したものであるため、参加5
原則を満たしたうえで、次のいずれかが存在する
場合に参加可能である。
①　国連の総会、安全保障理事会又は経済社会理
事会が行う決議
②　次の国際機関が行う要請
・・　国連
・・　国連の総会によって設立された機関又は国連
の専門機関で、国連難民高等弁務官事務所その
他政令で定めるもの
・・　当該活動にかかる実績若しくは専門的能力を
有する国連憲章第52条に規定する地域的機関
又は多国間の条約により設立された機関で、欧
州連合その他政令で定めるもの
③　当該活動が行われる地域の属する国の要請
（国連憲章第7条1に規定する国連の主要機関
のいずれかの支持を受けたものに限る）

（2）業務内容
・・　停戦監視、被災民救援などの業務
・・　防護を必要とする住民、被災民などの生命、

20	 ①紛争当事者の間で停戦の合意が成立していること、②国連平和維持隊が活動する地域の属する国及び紛争当事者が当該国連平和維持隊の活動及び当該国
連平和維持隊へのわが国の参加に同意していること、③当該国連平和維持隊が特定の紛争当事者に偏ることなく、中立的な立場を厳守すること、④上記の原
則にいずれかが満たされない状況が生じた場合には、わが国から参加した部隊は撤収することができること、⑤武器使用は要員の生命などの防護のための
必要最小限のものを基本とすること。

21	 この自衛官の派遣は、派遣される自衛官が従事することとなる業務にかかる国連PKOが行われる地域の属する国及び紛争当事者の当該国連PKOが行われ
ることについての同意（紛争当事者が存在しない場合にあっては、当該国連PKOが行われる地域の属する国の同意）が当該派遣の期間を通じて安定的に維
持されると認められ、かつ、当該派遣を中断する事情が生ずる見込みがないと認められる場合に限ることとしている。

22	 正式な法律の名称は、「国際緊急援助隊の派遣に関する法律」

身体及び財産に対する危害の防止及び抑止その
他特定の区域の保安のための監視、駐留、巡回、
検問及び警護（いわゆる「安全確保業務」）

・・　活動関係者の生命又は身体に対する不測の侵
害又は危難が生じ、又は生ずるおそれがある場
合に、緊急の要請に対応して行う当該活動関係
者の生命及び身体の保護（いわゆる「駆け付け
警護」）

・・　国の防衛に関する組織などの設立又は再建を
援助するための助言又は指導などの業務

・・　活動を統括・調整する組織において行う業務
の実施に必要な企画、立案、調整又は情報の収
集整理（司令部業務）

（3）その他
・・　自衛官の国連への派遣（国連PKOの司令官
などの派遣）
国連の要請に応じ、国連の業務であって、国連

PKOに参加する自衛隊の部隊等又は外国軍隊の
部隊により実施される業務の統括に関するものに
従事させるため、内閣総理大臣の同意を得て、自
衛官を派遣することが可能である21。
・・　大規模災害に対処する米軍等に対する物品又
は役務の提供
自衛隊の部隊等と共に同一の地域に所在して大

規模な災害に対処する米国・オーストラリア・英
国・カナダ・フランスの軍隊から応急の措置とし
て要請があった場合は、国際平和協力業務などの
実施に支障のない範囲で、物品又は役務の提供が
可能である。

Ⅲ部3章5節（国際平和協力活動への取組）p.362

3　国際緊急援助活動

国際緊急援助隊法22は、海外の地域、特に開発途
上にある地域における大規模な災害に対し、救助

 参照

自
衛
隊
の
行
動
な
ど
に
関
す
る
枠
組
み

第
5
章

202日本の防衛

	

防衛2021_Ⅱ-5.indd   202防衛2021_Ⅱ-5.indd   202 2021/08/06   10:10:572021/08/06   10:10:57



活動や医療活動などを実施する国際緊急援助隊を
派遣するために必要な措置について定めている。
自衛隊の部隊等による活動については、外務大
臣が特に必要があると認める場合には、防衛大臣

23	 被災国内において、治安の状況などによる危険が存在し、国際緊急援助活動又はこれにかかる輸送を行う人員の生命、身体、当該活動にかかる機材などを
防護するために武器の使用が必要と認められる場合には、国際緊急援助隊を派遣しないこととしている。したがって、被災国内で国際緊急援助活動などを行
う人員の生命、身体、当該活動にかかる機材などの防護のために、当該国内において武器を携行することはない。

と協議を行うこととしており、防衛大臣は、協議に
基づき、自衛隊の部隊等に、救助活動、医療活動、
人員又は物資の輸送を行わせることができる23。

Ⅲ部3章5節3（国際緊急援助活動への取組）p.369 参照

現在のわが国を取り巻く安全保障環境は一層厳し
さを増しています。
こうした中、いかなる事態においても国民の命や

平和な暮らしを守り抜くことは、政府の最も重い責
任です。2015年に成立した平和安全法制において
は、いかなる事態においても切れ目のない対応を可
能とすべく、「存立危機事態」や「重要影響事態」な
どの政府として対処すべき事態を新たに定義づけま

した。これは、わが国及び国際社会の平和及び安全
を確保するために、とりわけ自衛隊が活動すべき状
況とそれぞれの事態に応じたその活動の内容を明ら
かにするものです。
政府としては、引き続き、平和安全法制を効果的

に運用し、いかなる事態にも、国民の命と平和な暮
らしを守るべく、緊張感を持って、対応に万全を期
してまいります。

定　義 自衛隊がとりうる主な措置

武力攻撃事態
武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な
危険が切迫していると認められるに至った事態�
【事態対処法第2条第2号】

・�自衛隊の防衛出動【自衛隊法第76条第1項】
・�予備自衛官への防衛招集及び国民保護等招集�
【自衛隊法第70条】
・�即応予備自衛官への防衛招集及び国民保護等招集�
【自衛隊法第75条の4】
・国民保護等派遣【自衛隊法第77条の4】
など

存立危機事態

我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生
し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自
由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険が
ある事態【事態対処法第2条第4号】

・�自衛隊の防衛出動【自衛隊法第76条第1項】
・�予備自衛官への防衛招集【自衛隊法第70条】
・�即応予備自衛官への防衛招集【自衛隊法第75条の4】
など

武力攻撃予測事態 武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻
撃が予測されるに至った事態【事態対処法第2条第3号】

・�防衛出動待機命令（防衛出動の準備）【自衛隊法第77条】
・�予備自衛官への防衛招集及び国民保護等招集�
【自衛隊法第70条】
・�即応予備自衛官への防衛招集及び国民保護等招集�
【自衛隊法第75条の4】
・�自衛隊の展開予定地域への防御施設（陣地等）の構築
【自衛隊法第77条の2】
・�国民保護等派遣【自衛隊法第77条の4】
など

重要影響事態
そのまま放置すれば我が国に対する直接の武力攻撃に至
るおそれのある事態等我が国の平和及び安全に重要な影
響を与える事態【重要影響事態法第1条】

・�後方支援活動としての物品、役務の提供など�
【自衛隊法第84条の5】

※上記のほか、平素から武力攻撃に至らない侵害に対して次のような行動を行うことが可能
命令による治安出動【自衛隊法第78条】、要請による治安出動【自衛隊法第81条】、海上における警備行動【自衛隊法第82条】、自衛隊の施設等の警護
出動【自衛隊法第81条の2】、弾道ミサイル等に対する破壊措置【自衛隊法第82条の3】、領空侵犯に対する措置【自衛隊法第84条】など

各種事態などの概要について解　説
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防衛省・自衛隊も国の行政機関の一つであり、各
種任務の遂行にあたっては、法律上の根拠が必要で
あることは言うまでもありません。防衛省の所掌事
務については、防衛省設置法に規定されており、同
法第5条により、自衛隊の任務や行動、権限などは、
自衛隊法の定めるところによることとされていま
す。自衛隊法には、各種事態などに際し、自衛隊は
どのような手続に則って何ができるのかということ
が、いわばインデックスのような形で規定されてい
ます。
自衛隊の任務は、自衛隊法第3条の規定により、

「主たる任務」（同条第1項）と「従たる任務」（同条
第1項及び第2項）に分けることができます。わが
国を防衛するために行う防衛出動が「主たる任務」
に該当し、これは唯一自衛隊のみが果たすことので
きる任務です。
「従たる任務」には、「必要に応じ、公共の秩序の
維持に当たる」ためのもの（いわゆる第1項の「従
たる任務」）と、「主たる任務の遂行に支障を生じな

い限度」において、「別に法律で定めるところによ
り」実施するもの（いわゆる第2項の「従たる任務」）
の2つがあります。前者については、警察機関のみ
では対処困難な場合に自衛隊が対応する任務である
治安出動や海上における警備行動のほか、弾道ミサ
イル等に対する破壊措置、災害派遣、領空侵犯に対
する措置などが含まれます。後者には、重要影響事
態に対応して行う活動（後方支援活動）、国際平和協
力活動（国際平和協力業務や国際緊急援助活動）、国
際平和共同対処事態に対応して行う活動（協力支援
活動など）があります。そして、これら「主たる任
務」と「従たる任務」を合わせたものを「本来任務」
と呼んでいます。
なお、自衛隊が長年にわたって培ってきた技能、

経験、組織的な機能などを活用することが適当であ
るとの判断から自衛隊が行うこととされたものにつ
いては、「本来任務」に対して「付随的な業務」と呼
ばれており、国賓等の輸送や教育訓練などの受託、
運動競技会に対する協力などがあります。

わが国の防衛
「
主
た
る
任
務
」

「
従
た
る
任
務
」

公共の秩序維持

重要影響事態への対応

国際平和協力活動

国際平和共同対処事態への対応

（わが国の平和と独立・国の安全を、自衛隊の活動により直接確保する活動）

（重要影響事態に対応して行うわが国の平和及び安全の確保に資する活動）

（国際協力の推進を通じてわが国を含む国際社会の平和及び安全の維持に資
する活動）
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（わが国の治安又は国民の生命・財産の安全を、自衛隊の活動により直接確保
する活動（機雷の除去並びに在外邦人等の保護措置及び輸送を含む。））

自衛隊の任務に関する概念図

自衛隊の任務について解　説
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わが国防衛の�
三つの柱
（�防衛の目標を�
達成するための手段）

Ⅲ第 部
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安全保障協力安全保障協力
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1　防衛力の意義

防衛力は、わが国の安全保障を確保するための
最終的な担保であり、わが国に脅威が及ぶことを
抑止するとともに、脅威が及ぶ場合にはこれを排
除し、独立国家として国民の生命・身体・財産と
わが国の領土・領海・領空を主体的・自主的な努
力により守り抜くという、わが国の意思と能力を
表すものである。

同時に、防衛力は、平時から有事までのあらゆ
る段階で、日米同盟におけるわが国自身の役割を
主体的に果たすために不可欠のものであり、わが
国の安全保障を確保するために防衛力を強化する
ことは、日米同盟を強化することにほかならない。
また、防衛力は、諸外国との安全保障協力におけ
るわが国の取組を推進するためにも不可欠のもの
である。

このように、防衛力は、これまでに直面したこ
とのない安全保障環境の現実のもとで、わが国が
独立国家として存立を全うするための最も重要な
力であり、主体的・自主的に強化していかなけれ
ばならない。

また、防衛大綱においては、わが国の防衛力は、
わが国にとって望ましい安全保障環境を創出する
とともに、脅威を抑止し、これに対処するため、
次の6つの防衛力の果たすべき役割が掲げられて
いる。すなわち、①平時からグレーゾーンの事態
への対応、②島

とう
嶼
しょ

部を含むわが国に対する攻撃へ
の対応、③あらゆる段階における宇宙・サイ
バー・電磁波の領域での対応、④大規模災害など
への対応、⑤日米同盟に基づく米国との共同及び
⑥安全保障協力の推進であり、これらの役割を、
シームレスかつ複合的に果たせるものでなければ
ならない。

特に国民の命と平和な暮らしを守る観点から、
平素から様々な役割を果たしていくことがこれま

で以上に重要であるとしている。

2　陸上防衛力の意義

陸上防衛力は、わが国の領土と国民を直接守る
防衛力である。

陸上防衛力は、平素からの警戒監視、警察など
と連携した訓練、機動展開能力の強化、サイバー
や電磁波作戦能力の強化などの様々なわが国を守
り抜く取組を行っている。また、米海兵隊や米陸
軍との交流・共同訓練などを通じた日米同盟の強
化並びに国際平和協力活動及び能力構築支援を通
じた安全保障協力の推進についても寄与している。

陸上防衛力は、陸上領域における防衛警備を担
当し、また、その存在や日頃からの訓練などを通
じて、「グレーゾーンの事態」への対応や事態のエ
スカレーションを抑止するとともに、万一相手が
短期間の侵略で迅速に既成事実化を図ろうとする
場合には、強靭な作戦により、その侵攻を排除す
る役割を有している。

また、自己完結能力を備えていることなどか
ら、災害派遣、国際平和協力業務など幅広い任務
を遂行しているほか、地域と緊密な関係を保持し
つつ、民生の安定や防衛基盤の育成などにも寄与
している。

3　海上防衛力の意義

海上防衛力は、海上からの侵略に対し、わが国
の領域及び周辺海域を防衛するとともに、海上交
通の安全の確保、さらには望ましい安全保障環境
を創出する防衛力である。

海上防衛力には、四面環海のわが国に対する他
国の侵攻は必ず海上を経由する、というわが国の
地理的特徴から、わが国の領域及び周辺海域への
他国の侵攻を海上において抑止、排除するという

1第 章 わが国自身の防衛体制
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役割があり、これには武力攻撃事態等の対処だけ
ではなく、平素から周辺海域で実施している警戒
監視・情報収集も含まれる。

また、海上交通の安全確保など、海洋における
秩序を維持するという役割があり、海賊対処行動
及び中東地域における派遣情報収集活動を実施し
ている。

さらに、最も国際性の高い防衛力であるという
点を活かして、望ましい安全保障環境を創出する
ため、艦艇及び航空機の寄港・寄航や洋上での共
同・親善訓練といった防衛協力・交流、さらに、
他の防衛力と協力して国際緊急援助活動などを実
施している。

このほか、その能力などを活かし、災害派遣、
機雷の除去、国際平和協力業務、南極観測に対す
る協力などの任務を遂行している。

4　航空防衛力の意義

航空防衛力は、航空機、レーダー、ミサイルな
どを主体とした、国家が保有する航空に関する防
衛力である。

航空防衛力は、航空領域が陸・海領域を覆うと
ともに宇宙領域と連接していることから、他領域
に対するC

Command, Control, Communication, Computer, Intelligence, Surveillance, Reconnaissance
4ISR能力の発揮や各種防衛力の投射

を可能とする領域を跨いだ統合運用の懸け橋とし
て、わが国を守り抜く重要な役割を担っている。
また、平時から有事まで一貫してわが国の空の平
和と安全を担っている。

航空防衛力は、航空作戦の成否が作戦全般の帰
すうを左右する重要な要素とされていることか
ら、警戒監視を行い、防空作戦とともに着上陸侵
攻阻止や対地支援などの作戦を行う役割を有して
いる。

また、わが国の航空防衛力は、平時から対領空
侵犯措置の態勢をとってこれを実施するととも

に、その能力などを活かして、災害派遣や国際平
和協力業務などの任務を遂行している。

さらに、航空領域にとどまらず、宇宙領域に関
してもその安定的な利用に寄与している。

5　今後の防衛力

わが国を取り巻く安全保障環境が格段に速いス
ピードで厳しさと不確実性を増している中で、防
衛大綱は、今後の防衛力について、個別の領域に
おける能力の質及び量を強化しつつ、宇宙・サイ
バー・電磁波を含むすべての領域における能力を
有機的に融合し、その相乗効果により全体として
の能力を増幅させる領域横断（クロス・ドメイン）
作戦により、個別の領域における能力が劣勢であ
る場合にもこれを克服し、わが国の防衛を全うで
きるものとすることが必要であるとしている。

このため、わが国自身の防衛体制の強化につい
て、宇宙・サイバー・電磁波を含むすべての領域に
おける能力を有機的に融合し、平時から有事までの
あらゆる段階における柔軟かつ戦略的な活動の常
時継続的な実施を可能とする、真に実効的な防衛
力として多次元統合防衛力を構築するとしている。

また、わが国の防衛力がその役割を十全に果た
すためには、自衛隊が有機的に連携し、迅速かつ
効果的に任務を遂行できる統合運用が極めて重要
である。

このため、2006年3月に、各自衛隊ごとの運用
を基本とする態勢から、統合幕僚監部へ運用機能
を移管するなどして、統合運用体制の機能強化を
図ってきた。今日の安全保障環境のもと、宇宙・
サイバー・電磁波も含めた領域横断作戦を効果的
に実施できるよう、陸上、海上、航空の各防衛力
をいかに有機的に融合させて運用していけるか
が、かつてないほど重要になってきている。

平時からグレーゾーンの事態への対応第1節
防衛大綱における、防衛力の果たすべき役割の

うち、「①平時からグレーゾーンの事態への対応」
の考え方は次のとおりである。

平時からグレーゾーンの事態への対応において
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は、積極的な共同訓練・演習や海外における寄港
などを通じて平素からプレゼンスを高め、わが国
の意思と能力を示すとともに、こうした自衛隊の
部隊による活動を含む戦略的なコミュニケーショ
ンを外交と一体となって推進する。

また、すべての領域における能力を活用して、
わが国周辺において広域にわたり常時継続的な情
報収集・警戒監視・偵察（I

Intelligence, Surveillance, and Reconnaissance
SR）活動（以下「常続

監視」という。）を行うとともに、柔軟に選択され

1 海外領土を除く。海外領土を含める場合は世界第8位

る抑止措置などにより事態の発生・深刻化を未然
に防止する。これらの各種活動による態勢も活用
し、領空侵犯や領海侵入といったわが国の主権を
侵害する行為に対し、警察機関などとも連携しつ
つ、即時に適切な措置を講じる。

弾道ミサイルなどの飛来に対しては、常時持続
的にわが国を防護し、万が一被害が発生した場合
にはこれを局限する。

2節2項（ミサイル攻撃などへの対応）p.225

1 	わが国周辺における常続監視	わが国周辺における常続監視

1　基本的考え方

わが国は、6,800あまりの島々で構成され、世
界第6位1の面積となる領海（内水を含む。）及び
排他的経済水域（E

Exclusive Economic Zone
EZ）を有するなど広大な海域

に囲まれており、自衛隊は、各種事態に迅速かつ
シームレスに対応するため、平素から領海・領空
とその周辺の海空域において情報収集及び警戒監
視を行っている。

 参照

図表Ⅲ-1-1-1 わが国周辺海空域での警戒監視のイメージ

山

排他的経済水域

領　海

延長大陸棚

陸自 沿岸監視隊など

防衛省

空自 レーダーサイト（FPS-5 BMD対応）

空自 レーダーサイト（BMD対応）

空自 レーダーサイト

E-2C早期警戒機E-2C早期警戒機
固定翼哨戒機固定翼哨戒機

E-767早期
警戒管制機
E-767早期
警戒管制機

固定翼哨戒機固定翼哨戒機

護衛艦護衛艦

南鳥島

沖ノ鳥島

小笠原
諸島

沖大東島

八丈島

択捉島択捉島

竹島竹島

尖閣諸島

与那国島

※ はあくまで警戒監視範囲のイメージ図
であり、実際の正確な警戒監視範囲ではない。
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2　防衛省・自衛隊の対応

海自は、平素から哨戒機2などにより、北海道周
辺や日本海、東シナ海などを航行する船舶などの
状況について、空自は、全国28か所のレーダーサ
イトと早期警戒管制機3などにより、わが国とそ
の周辺の上空の状況について、24時間態勢での
警戒監視をそれぞれ実施している。また、主要な
海峡では、陸自の沿岸監視隊や海自の警備所など
が同じく24時間態勢で警戒監視を行っている4。
さらに、必要に応じ、艦艇・航空機などを柔軟に

2 敵の奇襲を防ぐ、情報を収集するなどの目的をもって、見回ることを目的とした航空機で、海自は、固定翼哨戒機としてP-3C及びP-1を、回転翼哨戒機とし
てSH-60J及びSH-60Kを保有している。

3 警戒管制システムや全方向を監視できるレーダーを装備する航空機。速度性能に優れ、航続時間も長いことから遠隔地まで飛行して長時間の警戒が可能。さ
らに高高度での警戒もできるため、見通し距離が長いなど、優れた飛行性能と警戒監視能力を持つ。空自は、旅客機B-767をベースにしたE-767を運用し
ている。

4 自衛隊による警戒監視活動は、防衛省設置法第4条第1項第18号（所掌事務の遂行に必要な調査及び研究を行うこと）に基づいて行われる。

運用し、わが国周辺における各種事態に即応でき
る態勢を維持している。

尖閣諸島は、歴史的にも国際法上も一貫して 
わが国の領土

尖閣諸島（沖縄県石垣市）は、歴史的にも国際法上
も明らかにわが国固有の領土であり、現にわが国が
有効に支配しています。したがって、尖閣諸島をめぐ
り解決すべき領有権の問題はそもそも存在しません。

日本政府は1895年に尖閣諸島を沖縄県所轄とす
ることを閣議決定し、正式に領土に編入しました。
中国が尖閣諸島に関する独自の主張を始めたのは、
1968年に東シナ海に石油埋蔵の可能性があると国
連の機関が指摘した後の1970年代以降であって、
それまで何ら異議をとなえていませんでした。

それにもかかわらず、中国は、2008年に初めて
尖閣諸島周辺のわが国の領海に侵入して以降、わが
国の強い抗議にもかかわらず、依然として領海侵入

を継続しており、令和2（2020）年度においても
2020年5月、7月、8月、10月、11月、12月、2021
年1月及び2月に、中国海警船が尖閣諸島周辺のわ
が国領海に侵入し、付近を航行する日本漁船へ接近
しようとする事案が発生していることは、誠に遺憾
であり、断じて容認できません。 尖閣諸島周辺の
わが国領海での独自の主張をする中国海警船の活動
は、国際法違反です。

このような一方的な現状変更の試みに対して、わ
が国が譲歩することはあり得ません。防衛省・自衛
隊としては、国民の生命・財産及びわが国の領土・
領海・領空を断固として守るとの方針のもと、緊張
感をもって関係省庁と連携し、警戒監視・情報収集
に努めるなど、 引き続き、冷静かつ毅然と対応して
いきます。

尖閣諸島

石垣島

沖縄本島

与那国島

台湾

位置 区間 距離
① 台湾～魚釣島 約170km
② 与那国島～魚釣島 約150km
③ 石垣島～魚釣島 約170km
④ 那覇～魚釣島 約420km

①

②
③

④

わが国固有の領土、尖閣諸島【内閣官房ホームページ】

尖閣諸島について解　説

図表Ⅲ-1-1-2 中国海警局に所属する船舶などの尖閣
諸島周辺の領海への侵入回数・隻数

2019年
1～4月 5～8月 9～12月

8
3

31

128

27

1～4月 5～8月 9～12月
2020年

12 12 8

48 46

32

2021年
1～3月

13 9

38

22

7

28

2018年
1～4月 5～8月 9～12月

11

26

0
10
20
30
40
50
60（回数・隻数）

侵入回数 侵入隻数
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このような警戒監視により得られた情報につい
ては、海上保安庁を含む関係省庁にも共有し、連
携の強化も図っている。

自衛隊の警戒監視により確認された主な事象と
しては、2016年6月には中国海軍戦闘艦艇が初
めて尖閣諸島周辺のわが国接続水域へ入域するの
を、2018年1月には中国海軍潜没潜水艦と中国
海軍艦艇が尖閣諸島周辺のわが国接続水域を同日
に航行するのを確認した。

また、2016年12月、2019年12月、2020年4
月及び2021年4月には、空母「遼寧」を含む中国
海軍艦艇6隻が沖縄本島・宮古島間を通過し太平
洋へ進出するのを、2018年4月には、与那国島の
南約350kmの海域で、空母「遼寧」から複数の艦
載戦闘機（推定）が飛行するのを初めて確認した。

さらに、2021年4月には「遼寧」から発艦した早
期警戒ヘリコプター1機が、尖閣諸島大正島領空の
北東約50kmから約100kmの空域を飛行するのを
確認した。このほか、2017年7月には、中国海軍情

5 具体的な確認事例は、防衛省HPを参照

報収集艦が小
こ

島
じま
（北海道松前町）南西のわが国領海

に入域し、津軽海峡を東航して太平洋へ進出するの
を確認した。

図表Ⅲ-1-1-1（わが国周辺海空域での警戒監視のイ
メージ）、図表Ⅲ-1-1-2（中国海警局に所属する船舶
などの尖閣諸島周辺の領海への侵入回数・隻数）、Ⅰ
部2章2節2項（軍事）p.18、Ⅰ部2章4節1項（北朝
鮮）p.57

2 	「瀬取り」への対応	「瀬取り」への対応

1　基本的考え方

北朝鮮が密輸によって国連安保理決議の制裁逃
れを図っている可能性が指摘されている中、自衛隊
はわが国周辺海域において、平素実施している警戒
監視活動の一環として、国連安保理決議違反が疑
われる船舶についての情報収集も実施している。

2　防衛省・自衛隊の対応

海自艦艇などが、北朝鮮籍タンカーと外国籍タ
ンカーなどが東シナ海の公海上で接舷（横付け）
している様子を、2018年から2021年3月末まで
の間に、計24回確認5 し、関係省庁とその都度、
情報共有を行った。

これらの船舶は、政府として総合的に判断した

 参照

警戒監視を行う陸自隊員 わが国周辺海域において警戒監視にあたる海自P-1哨戒機と商船

24時間、365日警戒監視にあたる空自レーダーサイト
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結果、国連安保理決議で禁止されている北朝鮮籍
船舶との洋上での物資の積替え（「瀬取り」）を実
施していたことが強く疑われるとの認識に至った
ため、わが国として、国連安保理北朝鮮制裁委員
会などに通報するとともに、関係国と情報共有を
行ったほか、これらのタンカーの関係国などに対
して情報提供を行い、対外公表を実施した。

なお、国連安保理決議で禁止されている北朝鮮
籍船舶との「瀬取り」を含む違法な海上活動に対
し、米国に加え、関係国が、在日米軍嘉手納飛行
場を使用して航空機による警戒監視活動6を行っ
ており、2018年4月以降、オーストラリア、カナ
ダ、ニュージーランド及びフランスから哨戒機が
派遣された。

また、米海軍のほか、英国、カナダ7、オースト
ラリア及びフランスの海軍艦艇がわが国周辺海域
において警戒監視活動8を行っている。防衛省・
自衛隊としても、引き続き関係国と緊密に協力を

6 これまでに、カナダ（2018年4月下旬から約1か月間、2018年9月下旬から約1か月半の間、2019年6月上旬から約1か月間、2019年10月上旬から約
1か月間、2020年11月上旬から約1か月間）、オーストラリア（2018年4月下旬から約1か月間、2018年9月中旬から約1か月半の間、2018年12月上
旬から約1週間、2019年5月上旬から約1か月間、2019年9月上旬から約1か月間、2020年2月中旬から約1か月間、2020年9月下旬から約1か月間、
2021年3月上旬から下旬）、ニュージーランド（2018年9月中旬から約1か月半の間、2019年10月中旬から約1か月間、2020年10月下旬から約1か月
間）、フランス（2019年3月中旬から約3週間）が、在日米軍嘉手納基地を使用して、航空機による警戒監視活動を実施している。（2021年3月現在）

7 2019年4月28日、日加首脳会談において、トルドー首相から「瀬取り」警戒監視のためのカナダによる航空機及び艦船の派遣を2年延長するとの表明があ
り、安倍内閣総理大臣から謝意を表した。

8 これまでに、英国海軍艦艇（2018年5月上旬、同年5月下旬～6月上旬、同年6月中旬、同年12月中旬、2019年1月上旬、同年2月下旬～3月上旬）、カナ
ダ海軍艦艇（2018年10月上旬及び下旬、2019年6月中旬、同年8月下旬、2020年10月上旬）、豪海軍艦艇（2018年10月上旬、2019年5月上旬、2020
年10月下旬）並びにフランス海軍艦艇（2019年4月上旬～5月上旬、2021年2月中旬～3月上旬）が、東シナ海を含むわが国周辺海域において警戒監視活
動を実施した。（2021年3月31日現在）

行い国連安保理決議の実効性を確保していくこと
としている。

東シナ海公海上において海自P-1哨戒機が確認した、 
「瀬取り」を実施していたことが強く疑われる北朝鮮船籍タンカーと 

船籍不明の小型船舶（2019年12月）

北朝鮮の全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の
弾道ミサイルの廃棄の実現に向け、国際社会はこれ
まで北朝鮮に対して様々な制裁を課してきました。
例えば、石油精製品の北朝鮮への供給については、
国連安保理決議により、原則、年間50万バレルと
いう上限が定められています。しかし、北朝鮮は国
際社会の目が届きにくい洋上において、船から船へ

物資を積替える「瀬取り」により、年々、その手法を
巧妙化させながら、石油精製品の調達を試みている
とみられます。防衛省・自衛隊としては、警戒監視
活動の一環として、国連安保理決議違反が疑われる
船舶についての情報収集もしており、引き続き、国
際社会と一致団結して、国連安保理決議の実効性確
保に取り組んでいきます。

北朝鮮による「瀬取り」とは解　説

動画：国連安保理決議が禁止する「瀬取り」への対応
URL：https://youtu.be/eCOduAxZ374
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3 	わが国の主権を侵害する行為に対する措置	わが国の主権を侵害する行為に対する措置

9 中国軍の戦闘機による日本海進出は、本事例が初の確認であった。

1　	領空侵犯に備えた警戒と緊急発進
（スクランブル）

（1）基本的考え方
国際法上、国家はその領空に対して完全かつ排

他的な主権を有している。対領空侵犯措置は、公
共の秩序を維持するための警察権の行使として行
うものであり、陸上や海上とは異なり、この措置
を実施できる能力を有するのは自衛隊のみである
ことから、自衛隊法第84条の規定に基づき、第一
義的に空自が対処している。

（2）防衛省・自衛隊の対応
空自は、わが国周辺を飛行する航空機を警戒管

制レーダーや早期警戒管制機などにより探知・識
別し、領空侵犯のおそれのある航空機を発見した
場合には、戦闘機などを緊急発進（スクランブル）
させ、その航空機の状況を確認し、必要に応じて
その行動を監視している。さらに、この航空機が
実際に領空を侵犯した場合には、退去の警告など
を行っている。

令和2（2020）年度の空自機による緊急発進
（スクランブル）回数は725回であった。

このうち、中国機に対する緊急発進回数は458
回であった。

近年、中国機の飛行形態は変化し、活動範囲は
東シナ海のみならず、太平洋や日本海にも拡大し
ている。

特異な事例として、2017年5月には、尖閣諸島
付近のわが国領海に侵入した中国海警船の上空に
おいて、小型無人機らしき物体1機が、わが国領
空を飛行する領空侵犯事案が生起した。わが国は、
外交ルートを通じて中国政府に抗議した。同年8
月には、中国軍の爆撃機6機が東シナ海から沖縄
本島・宮古島間を通過し、太平洋を北東に飛行し
て、紀伊半島沖まで往復するという飛行が初めて
確認された。同年12月には、戦闘機2機を含む計
5機の航空機が対馬海峡上空を通過して、日本海
に進出した9。2018年4月には、中国の無人機（推
定）が東シナ海を飛行する事案が生起した。

また2019年7月には、中国H-6爆撃機2機及
びロシアTu-95爆撃機2機が、日本海から東シナ
海までの長距離にわたる共同飛行を実施した。ま
た、2020年12月には、中国H-6爆撃機4機及び
ロシアTu-95爆撃機2機が、日本海から東シナ海、
さらには太平洋にかけての長距離にわたる共同飛
行を実施した。

さらに、わが国周辺空域において、何らかの訓
練と思われる活動や情報収集活動を行っていると
考えられる航空機も確認している。

図表Ⅲ-1-1-3 冷戦期以降の緊急発進実施回数とその内訳
（回数）
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このように、中国の航空戦力はわが国周辺空域
における活動を引き続き拡大・活発化させてお
り、行動を一方的にエスカレートさせる事案もみ
られるなど、強く懸念される状況となっている。

また、ロシア機に対する緊急発進回数は、258
回である。

特異な事例として、2019年6月には、Tu-95
爆撃機2機が沖縄県南大東島の領海上空を、さら
にそのうちの1機が東京都八丈島の領海上空を侵
犯する事案が生起し、わが国は、外交ルートを通
じてロシア政府に抗議した。

同年7月には、中国H-6爆撃機2機及びロシア
Tu-95爆撃機2機が、日本海から東シナ海までの長
距離にわたる共同飛行を実施し、Tu-95爆撃機の飛
行を支援していたとされるロシアA-50早期警戒管
制機1機が、島根県竹島の領海上空を侵犯する事案
が生起した。その際、韓国の戦闘機が当該ロシア機
に対し警告射撃を行った。わが国は、領空侵犯を行っ
たロシア政府及びロシア機に対し警告射撃を行った
韓国政府に対して外交ルートを通じて抗議した。

2020年10月にはMi-8ヘリコプターによる北
海道知床半島沖の領海上空を侵犯する事案が生起

し、わが国は、外交ルートを通じてロシア政府に
抗議した。同年12月には、中国H-6爆撃機4機及
びロシアTu-95爆撃機2機が日本海から東シナ
海、さらには太平洋にかけての長距離にわたる共
同飛行を実施した。

引き続き、ロシア機の活動は注視していく必要
がある。

なお、2013年11月の、中国による「東シナ海
防空識別区」設定後も、防衛省・自衛隊は、当該
区域を含む東シナ海において、従前どおりの警戒
監視などを実施している。防衛省・自衛隊は、引
き続き、わが国周辺海空域における警戒監視に万
全を期すとともに、国際法及び自衛隊法に従い、
厳正な対領空侵犯措置を実施している。

図表Ⅲ-1-1-3（冷戦期以降の緊急発進実施回数とそ
の内訳）、図表Ⅲ-1-1-4（緊急発進の対象となった航
空機の飛行パターン例（イメージ））、図表Ⅲ-1-1-5

（わが国及び周辺国・地域の防空識別圏（ADIZ）（イ
メージ））、Ⅰ部2章2節2項（軍事）p.18、Ⅰ部2章5
節3項6（わが国の周辺のロシア軍）p.86、Ⅱ部5章
3項5（領空侵犯に対する措置）p.198

 参照

図表Ⅲ-1-1-4 緊急発進の対象となった航空機の
飛行パターン例（イメージ）

：中国機の経路 ：ロシア機の経路

令和2（2020）年度

図表Ⅲ-1-1-5 わが国及び周辺国・地域の�
防空識別圏（ADIZ）（イメージ）

500km

フィリピンADIZ

台湾ADIZ

「東シナ海
防空識別区」

韓国ADIZ
日本領空

日本ADIZ

竹島

北方領土

小笠原諸島
尖閣諸島

与那国島

※

※「東シナ海防空識別区」は、当該空域を飛行する
航空機に対し、中国国防部の定める規則を強制
し、これに従わない場合は中国軍による「防御
的緊急措置」をとるとしていることなど、国際
法上の一般原則である公海上空における飛行
の自由の原則を不当に侵害する形で、中国が独
自の主張に基づき設定

動画：警戒監視にあたる固定翼哨戒機
URL：https://www.youtube.com/watch?v=VHmHSCG5Eww
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2　	領海及び内水内潜没潜水艦への対
処など

（1）基本的考え方
わが国の領水10内で潜没航行する外国潜水艦に

対しては、海上警備行動を発令して対処すること
になる。こうした潜水艦に対しては、国際法に基
づき海面上を航行し、かつ、その旗を揚げるよう
要求し、これに応じない場合にはわが国の領海外

10 領海及び内水

への退去を要求することになる。
Ⅱ部5章3項2（海上警備行動）p.198

（2）防衛省・自衛隊の対応
海自は、わが国の領水内を潜没航行する外国潜

水艦を探知・識別・追尾し、こうした国際法に違
反する航行を認めないとの意思表示を行う能力及
び浅海域における対処能力の維持・向上を図って
いる。2004年11月、先島群島周辺のわが国領海

 参照

対領空侵犯措置とは、わが国の領空を侵犯するお
それのある航空機や、領空侵犯した外国の航空機に
対して、要撃機を緊急発進させ対応しつつ、領空か
らの退去を警告したり、最寄りの飛行場へ強制着陸
させるなどの一連の行動をいいます。また、対領空
侵 犯 措 置 を 有 効 に 実 施 す る た め、防 空 識 別 圏

（ADIZ）を設定し、わが国周辺を飛行している航空

機の識別を実施しています。
緊急発進回数は近年高い水準で推移しています

が、防衛省・自衛隊としては、わが国の領土・領
海・領空を断固として守り抜くとの観点から、国際
法及び自衛隊法に従い、対領空侵犯措置に万全を期
していく考えです。

①探知･識別及び発進指令
！

②緊急発進③状況の確認

④行動の監視
⑤通告

⑧強制着陸
又は退去領空侵犯

早期警戒管制機など
（機種など

の確認）

（発見）

領空外← → 領空内 警戒管制
レーダー

防空
指令所

航空団

⑥警告
⑦誘導

領空侵犯に対する措置の要領（イメージ） わが国の領空を守るF－2戦闘機（イメージ）

対領空侵犯措置について解　説

緊急発進（スクランブル）指令を受け、 
F-15戦闘機に駆け寄る空自パイロット

対領空侵犯措置任務を担うF-2戦闘機
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内を潜没航行する中国原子力潜水艦に対し、海上
警備行動を発令し、海自の艦艇などにより潜水艦
が公海上に至るまで継続して追尾した。

また、2018年1月に、尖閣諸島周辺のわが国接
続水域を航行する潜没潜水艦を海自護衛艦などが

11 2013年5月には奄美大島の西の海域、久米島の南の海域及び南大東島の南の海域で、2014年3月には宮古島の東の海域で、2016年2月には対馬の南東
の海域において、海自P-3C哨戒機などが、わが国の接続水域内を潜没航行する潜水艦を確認し、公表した。

確認した。その後、当該潜没潜水艦は、東シナ海
公海上で浮上のうえ、中国国旗を掲揚して航行し
ているところも確認されている。これまでも他海
域においてわが国接続水域内を航行する潜没潜水
艦を確認した事例11はあったが、このような尖閣

警戒監視にあたる早期警戒機搭乗員の声

航空自衛隊警戒航空団第601飛行隊（青森県三沢市）
隊長　2等空佐　　玉

たま
越
こし

　晃
あきら

私たちの部隊は、1976年9月、旧ソ連のベレン
コ中尉が操縦するミグ25戦闘機による亡命事案を
受け、1983年11月に地上配備型レーダーの覆域
を補完するため空中からの警戒監視を実施する早
期警戒機E-2Cを運用する部隊として発足しまし
た。「空飛ぶレーダーサイト」とも言われるE-2Cを
40年近く運用してきましたが、警戒監視能力の強
化のためE-2Dの取得が進められており、現在は
E-2C及びE-2Dの2機種を運用しています。搭乗
員（操縦士、機上兵器管制官、機上警戒管制員）の
育成を進めながらも、彼我不明機がわが国周辺に
出現した際は状況に応じ速やかに航空警戒及び要
撃管制を行うため、常に警戒を厳にしています。

E-2DはE-2Cと外観はほぼ同様ですが、レーダー
を始めとする各種システムは格段に向上している
とともに、今後更なる能力向上が計画されていま
す。そのような新規装備品に携わることは非常に
多くのやりがいを感じます。

機種更新の過渡期であり、日々、試行錯誤を繰り
返しながら要員養成及び練成訓練を実施していま
す。航空機整備員やプログラムを維持管理する者
をはじめ、全隊員が協力し、一人、また一人とOR
搭乗員が誕生する度に喜びを感じます。※OR：
Operational Ready（行動可能態勢）

引き続き、E-2Dの能力を最大限発揮できるよう、
飛行隊一丸となって邁進していきたいと考えてい
ます。

E-2Dのエンジンを始動する筆者 飛行隊員と早期警戒機E-2C/D

VOICE

動画：対領空侵犯措置
URL：https://www.youtube.com/watch?v=pq3GE0f38uE

動画：航空自衛隊活動イメージ映像（令和2年度航空観閲式放映映像）
URL：�https://www.youtube.com/watch?v=2Qel5cZwW0M&list=PLJ9-

iK4s7XjKgCPQpA8nYVW8g2nYuOWHv&index=5
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諸島周辺のわが国の接続水域における中国海軍潜
水艦による航行の確認は、本件が初めてであった。

さらに、2020年6月には、中国国籍と推定され
る潜水艦が奄美大島周辺の接続水域内を潜没航行
しているのを確認し、海自護衛艦などにより所要
の情報収集・警戒監視を行った。

国際法上、外国の潜水艦が沿岸国の接続水域内
を潜没航行することは禁じられているわけではな
いが、このような活動に対して、わが国は適切に
対応する態勢を維持している。

3　武装工作船などへの対処

（1）基本的考え方
武装工作船と疑われる船（不審船）には、警察

機関である海上保安庁が第一義的に対処するが、

12 2001年3月、海上警備行動下において不審船の立入検査を行う場合、予想される抵抗を抑止し、その不審船の武装解除などを行うための専門の部隊として
海自に新編された。

13 護衛艦搭載の76mm砲から発射する無炸薬の砲弾で、先端部を平坦にして跳弾の防止が図られている。

海上保安庁では対処できない、又は著しく困難と
認められる場合には、海上警備行動を発令し、海
上保安庁と連携しつつ対処することになる。

（2）防衛省・自衛隊の対応
防衛省・自衛隊は、1999年の能登半島沖での不

審船事案や2001年の九州南西海域での不審船事
案などの教訓を踏まえ、様々な取組を行っている。

特に海自は、①ミサイル艇の配備、②特別警備
隊12の編成、③護衛艦などへの機関銃の装備、④
強制停船措置用装備品（平頭弾）13の装備、⑤艦艇
要員の充足率の向上、⑥立入検査隊に対する装備
の充実などを実施してきたほか、1999年に防衛
庁（当時）と海上保安庁が策定した「不審船に係
る共同対処マニュアル」に基づき、定期的な共同
訓練を行うなど、連携の強化を図っている。

4 	中東地域における日本関係船舶の安全確保のための情報収集	中東地域における日本関係船舶の安全確保のための情報収集

1　	中東地域への自衛隊派遣に向けた
経緯

中東地域の平和と安定は、わが国を含む国際社
会の平和と繁栄にとって極めて重要である。また、
世界における主要なエネルギーの供給源であり、
わが国の原油輸入量の約9割を依存する中東地域
での日本関係船舶の航行の安全を確保することは
非常に重要である。

中東地域においては、緊張が高まる中、船舶を
対象とした攻撃事案が生起し、2019年6月には
日本関係船舶の被害も発生した。このような状況

のもと、米国や欧州諸国などの各国は、同地域に
おいて艦船、航空機などを活用し、船舶の航行の
安全のための取組を進めている。

わが国は、中東における緊張緩和と情勢の安定
化に向けて、同月の安倍内閣総理大臣のイラン訪
問、同年9月の国連総会時の日米首脳会談、日イ
ラン首脳会談をはじめ、政府として外交的な取組
を積極的に進めてきた。

このような中、国家安全保障会議などにおい
て、総理を含む関係閣僚の間で行った議論の結
果、わが国としては、中東地域における平和と安
定及び日本関係船舶の安全の確保のためのわが国

動画：護衛艦「くまの」命名式・進水式
URL：https://www.youtube.com/watch?v=4AHlBY-JBR0

動画：潜水艦「たいげい」命名式・進水式
URL：https://www.youtube.com/watch?v=_E6N8FDPmCQ
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独自の取組として、①中東の緊張緩和と情勢の安
定化に向けた更なる外交努力、②関係業界との綿
密な情報共有をはじめとする航行安全対策の徹
底、及び③自衛隊アセットの活用による情報収集
活動を行っていくこととし、同年12月、日本関係
船舶の安全確保に関する政府の取組について、政
府としての方針を閣議決定した。

本情報収集活動では、水上部隊として護衛艦1
隻を派遣するほか、派遣海賊対処行動航空隊の
P-3C哨戒機2機を海賊対処の任務に支障のない
範囲で活用することとしている。

また、活動海域は、オマーン湾、アラビア海北
部及びバブ・エル・マンデブ海峡東側のアデン湾
の三海域の公海（沿岸国の排他的経済水域を含
む。）としている。

自衛隊が収集した情報については、内閣官房、
国土交通省、外務省をはじめとする関係省庁に共
有しており、官民連絡会議等を通じて関係業界に
も共有するなど、政府としての航行安全対策に活
用されている。

2　自衛隊の活動

（1）自衛隊による情報収集活動
自衛隊による情報収集活動は、政府の航行安全

対策の一環として日本関係船舶の安全確保に必要
な情報を収集するものである。

これは、不測の事態の発生など状況が変化する
場合への対応としての自衛隊法第82条に規定す
る海上における警備行動（海上警備行動）に関し、
その要否にかかる判断や発令時の円滑な実施に必
要であることから、防衛省設置法第4条第1項第
18号の規定に基づき実施するものとしている。

（2）活動実績
2020年1月、P-3C哨戒機2機が、海賊対処部

隊の交代に合わせて出国し、同月、情報収集活動

を開始した。
また、護衛艦「たかなみ」は、同年2月、出港し、

同月、現場海域における情報収集活動を開始した。
なお、これまで2次隊として護衛艦「きりさめ」

が、3次隊として護衛艦「むらさめ」が派遣されて
おり、2021年1月、護衛艦「すずなみ」が4次隊
として任務を引き継ぎ活動している。

現在までのところ水上部隊及び航空隊が活動し
た海域において、日本関係船舶に対する特異な事
象があったとの情報には接していない。
ア　水上部隊（派遣情報収集活動水上部隊）

オマーン湾の公海及びアラビア海北部の公海に
おいて活動している。確認した船舶数は2021年
3月31日現在で累計26,576隻となっている。
イ　航空隊（派遣海賊対処行動航空隊）

アデン湾の公海及びアラビア海北部の西側の公
海において活動している。確認した船舶数は
2021年3月31日現在で累計17,798隻となって
いる。

（3）活動期間の延長
中東地域においては、日本関係船舶の防護を直

ちに要する状況にはないものの、高い緊張状態が
継続していること、また、米国などによる「海洋
安全保障イニシアティブ」を始め、各国も活動を
継続していることなどを踏まえ、2020年12月

アラビア海北部において情報収集活動にあたる護衛艦「すずなみ」

動画：中東地域における日本関係船舶の安全確保に必要な情報収集活動
URL：https://twitter.com/modjapan_jp/status/1235845086254002178
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図表Ⅲ-1-1-6 中東における情報収集活動に従事する部隊

自衛艦隊司令官

派遣情報収集活動
水上部隊指揮官

派遣海賊対処行動
航空隊司令

飛行隊
P-3C×2護衛艦×1 整備補給隊

司令部

合計　約60名

※派遣海賊対処行動航空隊の航空機を
活用し、海賊対処に支障のない範囲
で情報収集活動を実施

合計　約200名※

哨戒ヘリ×1～ 2機を搭載

※司令部要員を含む。また、派遣艦艇に
よって変動する可能性あり。

図表Ⅲ-1-1-7 自衛隊による情報収集のための活動（イメージ）

ヌルスルタン

ヨルダン

アラブ首長国連邦

アフガニスタン

パキスタン

インド

バーレーン

ジブチ

エジプト

エリトリア

エチオピア

インド

イラク
イラン

ソマリア

イエメン

オマーン

パキスタン

カタールサウジアラビア

スーダン

クウェート

70°E60°E50°E40°E

●活動の目的：政府の航行安全対策の一環として、日本関係船舶の安全確保に必要な情報を収集
※不測の事態が発生するなど状況が変化し、自衛隊による更なる措置が必要と認められる場合には、海上警備行動を発令して対応
（保護対象は日本関係船舶（※）とし、個別具体的な状況に応じて対応）

●運用アセット：護衛艦1隻（哨戒ヘリ1～ 2機搭載）、P-3C哨戒機2機（派遣海賊対処行動部隊の航空機を活用）
⇒実際の現場海域における船舶の航行状況や周辺海域の状況、特異事象の有無等について、継続的に情報を収集することが可能。

●情報収集活動地域：オマーン湾、アラビア海北部及びバブ・エル・マンデブ海峡東側のアデン湾の三海域の公海（排他的経済水域を
含む）

（※）日本籍船及び日本人が乗船する外国籍船のほか、わが国の船舶運航事業者が運航する外国籍船又はわが国の積荷を輸送している外国籍船
であってわが国国民の安定的な経済活動にとって重要な船舶をいう。

オマーン湾の公海
（排他的経済水域を含む）

アラビア海北部の公海
（排他的経済水域を含む）

（水上部隊）護衛艦1隻
●オマーン湾及びアラビア海北部の
公海において、日本関係船舶の航行
が集中する等、航行の安全確保のた
めの情報収集活動を重点的に行う
必要があると考えられる海域で情
報収集活動を実施

（航空隊）P-3C哨戒機2機
※海賊対処行動部隊の航空機を活用
●海賊対処行動を実施している国際推奨航路
を中心としたアデン湾及びアラビア海北部
の西側の公海において情報収集活動を実施

ホルムズ海峡

バブ・エル・マンデブ海峡

アデン湾の公海
（排他的経済水域を含む）

ジブチ

航空機部隊活動拠点（P-3C哨戒機2機） ※図はイメージ
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11日、政府は自衛隊の活動期間を1年間延長する
こととした。

なお、期間満了前に、日本関係船舶の航行の安
全確保の必要性に照らし、自衛隊による活動が必
要と認められなくなった場合には、活動期間の終
了を待たず、その時点において当該活動を終了す
るほか、情勢に顕著な変化が見られた場合は、国
家安全保障会議において対応を検討することとし
ている。

図表Ⅲ-1-1-6（中東における情報収集活動に従事す
る部隊）、図表Ⅲ-1-1-7（自衛隊による情報収集のた
めの活動（イメージ））、資料15（中東地域における日
本関係船舶の安全確保に関する政府の取組について）

3　関係国との意思疎通や連携

（1）　米国
わが国として、中東地域における日本関係船舶

の航行の安全を確保するためにどのような対応が
効果的かについて、原油の安定供給の確保、米国
との関係、イランとの関係といった点も踏まえつ
つ、総合的に検討した結果、米国などの海洋安全
保障イニシアティブには参加せず、日本独自の取
組を適切に行っていくこととした。一方、中東に
おける航行の安全を確保するため、米国とはこれ

までも様々な形で緊密に連携してきているところ
であり、自衛隊の情報収集活動に際しても、わが
国独自の取組を行うとの政府方針を踏まえつつ、
同盟国である米国と適切に連携することとしてい
る。このため、海自からバーレーンに所在する米
中央海軍司令部へ、海上自衛官1名を連絡官とし
て派遣し、米軍と情報共有を行っている。

（2）中東地域における沿岸国
わが国独自の取組として実施する今般の情報収

集活動については、イランを含む沿岸国の理解を
得ることは重要であり、これまでも同活動につい
て、透明性をもって説明してきている。また、中
東における船舶の航行の安全確保については、沿
岸国の役割が重要であり、わが国の取組につい
て、沿岸国に働きかけ、理解を得てきている。

2021年2月15日の日イラン防衛相テレビ会談
において、岸大臣から、中東地域における日本関
係船舶の安全航行の確保を目的とした自衛隊によ
る情報収集活動の延長について説明し、日本関係
船舶の安全確保を含め、船舶の安全な航行確保の
ための協力を求めるなど、わが国は、引き続き、
イランを含む沿岸国との間において、意思疎通を
図っていく考えである。
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島嶼部を含むわが国に対する攻撃への対応第2節

1	 海域において相手の海上戦力より優勢であり、相手方から大きな損害を受けることなく諸作戦を遂行できる状態
2	 わが航空部隊が敵から大なる妨害を受けることなく諸作戦を遂行できる状態

防衛大綱における、防衛力の果たすべき役割の
うち、「②島嶼部を含むわが国に対する攻撃への
対応」の考え方は、次のとおりである。

島嶼部を含むわが国への攻撃に対しては、必要
な部隊を迅速に機動・展開させ、海上優勢1・航空
優勢2を確保しつつ、侵攻部隊の接近・上陸を阻
止する。海上優勢・航空優勢の確保が困難な状況
になった場合でも、侵攻部隊の脅威圏の外から、
その接近・上陸を阻止する。万が一占拠された場
合には、あらゆる措置を講じて奪回する。

また、ミサイル、航空機などの経空攻撃に対し
ては、最適の手段により機動的かつ持続的に対応

するとともに、被害を局限し、自衛隊の各種能力
及び能力発揮の基盤を維持する。

ゲリラ・特殊部隊による攻撃に対しては、原子
力発電所などの重要施設の防護並びに侵入した部
隊の捜索及び撃破を行う。

さらに、こうした攻撃への対応に際しては、宇
宙・サイバー・電磁波の領域における能力を有機
的に融合した領域横断作戦を実施し、攻撃を阻
止・排除する。

この際、国民の生命、身体及び財産を守る観点
から、国民保護のための措置を実施する。

1 	島嶼部に対する攻撃への対応	島嶼部に対する攻撃への対応

1　基本的考え方

わが国は多くの島嶼を有するが、これに対する
攻撃に対応するためには、安全保障環境に即した
部隊などの配置とともに、平素から状況に応じた
機動・展開を行うことが必要である。また、自衛
隊による常時継続的な情報収集、警戒監視などに
より、兆候を早期に察知し、海上優勢・航空優勢
を確保することが重要である。

事前に兆候を得たならば、侵攻が予想される地
域に、敵に先んじて部隊を機動・展開し、侵攻部
隊の接近・上陸を阻止することとしている。また、
海上優勢、航空優勢の確保が困難な状況になった
場合でも、侵攻部隊の脅威圏の外から、その接
近・上陸を阻止することとしている。

万が一占拠された場合には、航空機や艦艇によ
る対地射撃により敵を制圧した後、陸自部隊を着
上陸させるなど、あらゆる措置を講じて奪回する
こととしている。

図表Ⅲ-1-2-1（島嶼防衛のイメージ図）

2　防衛省・自衛隊の取組

南西地域の防衛体制強化のため、空自は、2016
年1月の第9航空団の新編に加え、2017年7月、
南西航空方面隊を新編した。陸自は、2016年3月
の与那国沿岸監視隊などの新編に加え、2018年
3月、本格的な水陸両用作戦機能を備えた水陸機
動団を新編した。さらに、2019年3月、奄美大島
に警備部隊などを、宮古島には警備部隊を配置し
た。2020年3月には、宮古島に地対空誘導弾部隊
及び地対艦誘導弾部隊を配置した。今後は、石垣
島にも初動を担任する警備部隊などを配置するこ
ととしている。

また、常続監視態勢の強化などのため、新型護
衛艦（FFM）やE-2D早期警戒機の整備などを
行っている。空自は、2020年3月に警戒航空隊を
警戒航空団として格上げし、新編したほか、2021
年3月に、臨時偵察航空隊を新編した。

さらに、自衛隊員の安全を確保しつつ、わが国
への侵攻を試みる艦艇などを効果的に阻止するた
め、相手方の脅威圏の外から対処可能なスタン
ド・オフ・ミサイルの整備を行うとともに、島嶼
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防衛に万全を期すため、2018年から島嶼防衛用
新対艦誘導弾及び島嶼防衛用高速滑空弾の要素技
術の研究に、2019年から極超音速誘導弾の要素
技術の研究に着手している。

また、2020年12月、前述の研究開発に加え、
多様なプラットフォームからの運用を前提とした
12 式地対艦誘導弾能力向上型の開発を行うこと
を閣議決定した。

部隊の迅速かつ大規模な輸送・展開能力を確保
するため、「おおすみ」型輸送艦の改修、V-22オ
スプレイ及びC-2輸送機などの導入による機動・
展開能力の向上を図っている。特にV-22オスプ
レイの運用については、防衛省はその配備先とし
て、水陸機動団及び統合運用における関連部隊の
位置関係や滑走路長及び陸自目達原駐屯地の移設
先としても活用できることなどから、佐賀空港が

3	 佐賀空港の西側に駐機場や格納庫などを整備し、陸自目達原駐屯地から移駐する約50機のヘリコプターと新規に取得する17機のオスプレイとあわせて約
70機の航空機を配備することを想定している。

最適の飛行場と判断しており、2018年8月、佐賀
県知事から受入れの表明を頂いたところである。
引き続き、佐賀空港配備について、関係地方公共
団体などの協力が得られるよう、取組を推進する
こととしている3。なお、佐賀空港配備には一定期
間を要する見込みのため、2019年5月、木更津市
などに対し、陸自木更津駐屯地へのV-22オスプ
レイの暫定配備を行いたいとの考えを説明し、同
年12月に木更津市長から暫定配備計画に協力す
るとの考えが表明されたことを受け、2020年3
月、V-22オスプレイを運用する輸送航空隊を同
駐屯地に新編した。また、同年7月、2機のV-22
オスプレイが同駐屯地に輸送されたことに伴い、
暫定配備を開始した。

このほか、水陸両用作戦に関する能力向上のた
め、各種訓練にも取り組んでいる。2020年10月

図表Ⅲ-1-2-1 島嶼防衛のイメージ図

画像収集衛星 測位衛星

機雷敷設戦機雷敷設戦

ボートに
よる上陸

艦艇による
機雷掃海

水陸両用車
による上陸

航空機による
着上陸

島嶼への侵攻があった場合、島嶼を奪回するための作戦

敵に先んじて攻撃が予想される地域に部隊
を機動的に展開、侵攻部隊の接近・上陸を阻止

対潜戦対潜戦

対機雷戦対機雷戦

洋上における対処洋上における対処

海上航空支援海上航空支援

近接航空支援近接航空支援

空中給油空中給油

敵の潜水艦 潜水艦

水上艦艇水上艦艇

対水上戦対水上戦

島嶼への部隊配置・展開

海上優勢・航空優勢の獲得・維持
全般防空全般防空
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各国のレーダーや各種ミサイルの性能が著しく向
上していく中、自衛隊員の安全を確保しつつ、わが
国への攻撃を効果的に阻止する必要があります。こ
のため、侵攻する相手方の艦艇などに対して、脅威
圏外の離れた位置から対処を行えるようスタンド・
オフ防衛能力（注）の強化に取り組んでいます。
具体的には、F-35A戦闘機に搭載するJSMなど

のスタンド・オフ・ミサイルの導入や、島しょ防衛
用高速滑空弾などの研究開発に取り組んでいます。

さらに、スタンド・オフ防衛能力の強化を速やかに
進めていくため、2020年12月の閣議決定におい
て、車両や艦艇、航空機といった多様なプラット
フォームからの運用を前提とした12式地対艦誘導
弾能力向上型の開発を行うことを決定しています。
このように、スタンド・オフ・ミサイルの多様な運
用が可能となることで、相手方の対応をより困難に
でき、わが国への攻撃に対する抑止力を高めること
ができると考えています。
注）スタンド・オフは、一般的には離れているといった意味。

スタンド・オフ防衛能力の強化解　説

新型護衛艦「もがみ」が進水
防衛省・自衛隊は、増加する任務所要に対応する

ため、防衛大綱で定めた護衛艦54隻体制の実現に
向けて取り組んでおり、54隻のうち22隻について
は、平素からの警戒監視、有事における各種戦闘に
加え、従来は掃海艦艇が担っていた機雷の処理も可
能であるなど、多様な任務への対応能力を向上させ
た新型護衛艦（FFM）を整備することとしています。
2021年3月に進水した護衛艦「もがみ」は、この新
型護衛艦（FFM）の1番艦です。
FFMについては、従来の汎用護衛艦の定員が約

200人であるのに対して、船体のコンパクト化など
により定員が約90人になる見込みであるほか、複
数クルーでの交代制勤務の導入により、稼働日数の
増加を図ることとしています。
防衛省・自衛隊としては、今般進水した護衛艦

「もがみ」の就役に向けた準備を含め、護衛艦54隻
体制の実現に向けて取り組んでまいります。

新型潜水艦「たいげい」が進水
2020年10月に進水した潜水艦「たいげい」は、
現有の「そうりゅう」型潜水艦に比べ探知性能や被
探知防止性能が向上した新型潜水艦です。従来より
も探知能力が向上した新型ソーナーシステムを採用
しているほか、船殻から甲板を浮かせる「浮甲板構
造」を採用することにより、艦内で発生した振動を吸
収し、外部に放射される雑音を低減するとともに、外
部からの衝撃を緩和し、艦内の隊員や機器を保護す
ることが可能になっています。また、本潜水艦の特徴
として、リチウムイオン電池を用いた推進システム
を搭載しており、ディーゼル潜水艦特有のシュノー
ケルによる充電時間の短縮化が図られています。
わが国周辺海域の水中における情報収集・警戒監

視、哨戒及び防衛を有効に行うために、潜水艦部隊
の増強は必要不可欠であり、防衛省・自衛隊として
は、防衛大綱で定めた潜水艦22隻体制の実現に向
けて取り組んでまいります。

新型護衛艦「もがみ」進水式 新型潜水艦「たいげい」進水式

新型護衛艦（FFM）、新型潜水艦について解　説
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から11月にかけては、日米共同統合演習（実動演
習）において、統合水陸両用作戦訓練を実施した
ほか、2021年1月から2月にかけては、国内にお

ける米海兵隊との実動訓練を行うことにより、自
衛隊の能力の向上を図った。

図表Ⅲ-1-2-2（九州・南西地域における主要部隊新
編状況（2016年以降）（概念図））

 参照

水陸両用作戦訓練のため臥蛇島に上陸した隊員 飛行開始したオスプレイ

安定性、機動性に優れるオスプレイを操縦して

陸上自衛隊輸送航空隊（千葉県木更津市）
航空操縦教官　1等陸尉　　佐

さ
藤
とう

　智
とも

博
ひろ

オスプレイ（V-22）の訓練開始から約4年を経
て、日本国内での初飛行を任されたことは大変名
誉なことと感じております。V－22は、操縦しや
すく、飛行はとても安定している上に、従来のヘリ
コプターより早く、且つ遠くに飛行できる能力を

保有しているため、数多くの離島及び広大な領土
を有するわが国にとってなくてはならない装備だ
と確信しております。また、機体の各種センサーに
より航空機の状態が細かくモニターされ、常に状
況を把握できる最新機能を有し、安全に飛行する
ことができます。これからも航空安全に留意し、日
本の国防に貢献していく所存です。

V-22のエンジンを起動する筆者 V-22の操縦方法の指導にあたる米軍教官と（筆者：右）

VOICE

動画：機内からの空中給油
URL：�https://www.youtube.com/

watch?v=GaqmOkoWot8

動画：�暫定配置された木更津駐屯地で飛行する�
オスプレイ

URL：https://fb.watch/4yZprJtTQG/
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2 	ミサイル攻撃などへの対応	ミサイル攻撃などへの対応

4	 ペトリオットPAC-3は、経空脅威に対処するための防空システムの一つであり、主として航空機などを迎撃目標としていた従来型のPAC-2と異なり、主と
して弾道ミサイルを迎撃目標とするシステム

5	 自動警戒管制システムは、全国各地のレーダーが捉えた航空機などの情報を一元的に処理し、対領空侵犯措置や防空戦闘に必要な指示を戦闘機などに提供
するほか、弾道ミサイル対処においてペトリオットやレーダーなどを統制し、指揮統制及び通信機能の中核となるシステム

1　わが国の総合ミサイル防空能力

（1）基本的考え方
わが国は、弾道ミサイル攻撃などへの対応に万

全を期すため、2004年から弾道ミサイル防衛
（B

Ballistic Missile Defense
MD）システムの整備を開始した。2005年7月

には、自衛隊法の改正を行い、同年12月の安全保
障会議（当時）及び閣議において、弾道ミサイル
防衛用能力向上型迎撃ミサイルの日米共同開発に
着手することを決定した。これまでに、イージス
艦への弾道ミサイル対処能力の付与やペトリオッ
ト（P
Patriot Advanced Capability-3

AC-3）4の配備など、弾道ミサイル攻撃に対
するわが国独自の体制整備を着実に進めている。

わが国の弾道ミサイル防衛は、イージス艦によ
る上層での迎撃とペトリオットPAC-3による下
層での迎撃を、自動警戒管制システム（J

Japan Aerospace Defense Ground Environment
ADGE）5

により連携させて効果的に行う多層防衛を基本と

している。2020年12月には、陸上配備型イージ
ス・システムに替えて、イージス・システム搭載
艦2隻を整備する旨を閣議決定した。

現在、多弾頭・機動弾頭を搭載する弾道ミサイ
ル、高速化・長射程化した巡航ミサイル、ステル
ス化・マルチロール化した航空機など、わが国に
向けて飛来する経空脅威は、複雑化・多様化の一
途をたどっている。これらの経空脅威に対し、最
適な手段による効果的・効率的な対処を行い、被
害を局限するためには、ミサイル防衛にかかる各
種装備品に加え、従来、各自衛隊で個別に運用し
てきた防空のための各種装備品も併せ、一体的に
運用する体制を確立し、わが国全土を防護すると
ともに、多数の複合的な経空脅威についても同時
対処できる総合ミサイル防空能力を強化していく
必要がある。この際、各自衛隊が保有する迎撃手
段について、整備・補給体系も含めて共通化、合

図表Ⅲ-1-2-2 九州・南西地域における主要部隊新編状況（2016年以降）（概念図）

2016年　空自第9航空団新編（那覇）
2017年　空自南西航空方面隊新編（那覇）
2017年　空自南西航空警戒管制団新編（那覇）

2019年　陸自宮古警備隊新編（宮古島）
2020年　陸自第7高射特科群移駐（宮古島）
2020年　陸自第302地対艦ミサイル中隊新編（宮古島）

2019年　陸自奄美警備隊新編（奄美）

2016年　陸自与那国沿岸監視隊新編（与那国）

2020年　空自警戒航空団新編（浜松）

2020年　陸自輸送航空隊（V-22）暫定配備（木更津）

2018年　陸自水陸機動団新編（相浦）

陸自部隊 海自部隊 空自部隊
【凡例】

与那国島

尖閣諸島

石垣島
宮古島

久米島
沖縄本島

沖永良部島

奄美大島

（2021年4月1日現在）
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理化を図っていくこととしている。
わが国に武力攻撃として弾道ミサイルなどが飛

来する場合には、武力攻撃事態における防衛出動
により対処する一方、武力攻撃事態が認定されて
いないときには、弾道ミサイルなどに対する破壊
措置により対処することとなる。

弾道ミサイルなどへの対処にあたっては、空自
航空総隊司令官を指揮官とする「BMD統合任務
部隊」を組織し、JADGEなどを通じた一元的な
指揮のもと、効果的に対処するための各種態勢を
とることとしている。また、弾道ミサイルの落下
などによる被害には、陸自が中心となって対処す
ることになる。

なお、弾道ミサイルなどによる武力攻撃災害か
ら住民の生命及び身体を保護するため必要な機能
を備えた避難施設の整備は、被害を防止するため
の措置であるとともに、弾道ミサイル攻撃などに
対する抑止にもつながる観点も踏まえ、防衛省と
して、内閣官房を中心として行われている検討に

引き続き積極的に参画していく。
図表Ⅲ-1-2-3（総合ミサイル防空のイメージ図）、図
表Ⅲ-1-2-4（BMD整備構想・運用構想（イメージ
図））、Ⅱ部5章3項4（弾道ミサイル等に対する破壊
措置）p.198、資料11（わが国のBMD整備への取組
の変遷）

 参照

SM-3を発射するイージス艦きりしま

図表Ⅲ-1-2-3 総合ミサイル防空のイメージ図

○　ミサイル防衛のみならず、各自衛隊の防空のための各種装備品も併せ、一体的に運用する体制を確立
○　ネットワークを介して自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ*）などと連接し、共通した作戦状況を把握
○　JADGEなどを通じた一元的な指揮統制（最適な迎撃手段の割当、指示など）により、多数の複合的な経空脅威に同時対処

PAC-3中SAM
FPS

基地防SAM
短SAM

敵巡航ミサイル

地対空

イージス艦

敵巡航ミサイル

E-2D
敵戦闘機

艦対空

空中給油機

AWACS

敵巡航ミサイル

敵戦闘機

戦闘機

空対空

イージス艦

FPSMIMOレーダーE-2D

AWACS

死角のないレーダー網

*JADGEとは、全国各地のレーダーが捉えた航空機などの情報を一元的に処理し、対領空侵犯措置や防空戦闘に必要な指示を戦闘機などに提供するほか、
弾道ミサイル対処においてペトリオットやレーダーなどを統制し、指揮統制及び通信機能の中核となるシステム
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（2）防衛省・自衛隊の対応
北朝鮮は、2016年以降、3回の核実験を強行す

るとともに、70発を超える弾道ミサイルなどの
発射を繰り返した。北朝鮮のこうした軍事的な動
きは、わが国の安全に対する、重大かつ差し迫っ
た脅威となっている。北朝鮮は、2018年6月の米
朝首脳会談において、朝鮮半島の完全な非核化に
向けた意思を表明し、核実験場の爆破を公開する
などの動きは見せたものの、2019年2月の第2
回米朝首脳会談は、いかなる合意にも達すること
なく終了しており、現在に至るまで全ての大量破
壊兵器及びあらゆる弾道ミサイルの、完全な、検
証可能な、かつ、不可逆的な方法での廃棄は行っ
ていない。これまでに、北朝鮮は、累次の核実験
及び弾道ミサイル発射などを通じて、核兵器の小
型化・弾頭化を実現しているとみられるととも
に、わが国を射程に収める弾道ミサイルを数百発
保有している。

また、2019年に発射された新型と推定される
弾道ミサイルの一部は、通常の弾道ミサイルより

も低空を飛翔するとともに、変則的な軌道を飛翔
することが可能とみられ、ミサイル防衛網を突破
することを企図していると指摘されている。
2021年1月に開催された第8回朝鮮労働党大会
では、多弾頭技術、「極超音速滑空飛行弾頭」、原
子力潜水艦、固体燃料推進のICBMの開発などの
推進について言及されている。

防衛省・自衛隊としては、引き続き、北朝鮮が
大量破壊兵器・ミサイルの廃棄に向けて具体的に
どのような行動をとるのかをしっかり見極めてい
くとともに、米国などと緊密に連携しつつ、必要
な情報の収集・分析及び警戒監視などを実施して
いる。

また、BMDシステムを効率的・効果的に運用
するためには、在日米軍をはじめとする米国との
協力が必要不可欠である。このため、これまでの
日米安全保障協議委員会（「2＋2」）において、
BMD運用情報及び関連情報の常時リアルタイム
での共有をはじめとする関連措置や協力の拡大に
ついて決定してきた。

図表Ⅲ-1-2-4 BMD整備構想・運用構想（イメージ図）

航空自衛隊
ペトリオット

PAC-3

航空自衛隊
警戒管制レーダー
(FPS-5, FPS-3改,

FPS-7)

BMD統合任務部隊指揮官
航空総隊司令官

BMD統合任務部隊指揮官
航空総隊司令官

自動警戒管制システム
（JADGE）

自動警戒管制システム
（JADGE）海上自衛隊

イージス艦

弾道ミサイル

ターミナル段階
大気圏に再突入して
着弾するまでの段階

ブースト段階
発射後、ロケット
エンジンが燃焼し、
加速している段階

ミッドコース段階
ロケットエンジンの燃焼が終了
し、慣性運動によって宇宙空間
（大気圏外）を飛行している段階

探知・識別・追尾
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さらに、わが国は従来から、弾道ミサイルの対
処にあたり、早期警戒情報（S

Shared Early Warning
EW）6を米軍から受

領するとともに、米軍がわが国に配備している
BMD用移動式レーダー（TPY-2レーダー）やイー
ジス艦などを用いて収集した情報について情報共
有を行うなど、緊密に協力している。

訓練などを通じた日米対処能力の維持・向上、
検証なども積極的に行っており、2010年以降、
海自は、日米の艦艇などをネットワークで連接
し、弾道ミサイル対処のシミュレーションを行う
BMD特別訓練を行ってきた。2018年には空自
が、2019年には陸自も本訓練に参加し、日米共
同統合防空・ミサイル防衛訓練として行い、戦術
技量の向上と連携の強化を図っている。

日米のみならず、日米韓の連携も強化していく
ことが重要であり、2017年1月、3月、10月及び
12月には、わが国周辺海域において日米韓3か国
による弾道ミサイル情報共有訓練を実施し、連携
強化を図った。

米国をはじめとする関係各国との弾道ミサイル
などに関する機微な情報については、秘密が保護
される基盤や枠組み7により、適切に共有されて
いる。

なお、平素より、自衛隊は弾道ミサイル対処能
力の向上を図るため各種訓練を実施しており、弾
道ミサイル対処能力の向上と国民の安全・安心感
の醸成を図るため、2017年6月よりPAC-3機動
展開訓練を実施している。2021年3月末までに、
一般の施設に展開したものを含め29回の訓練を

6	 わが国の方向へ発射される弾道ミサイルなどに関する発射地域、発射時刻、落下予想地域、落下予想時刻などのデータを、発射直後、短時間のうちに米軍が
解析して自衛隊に伝達する情報（1996年4月から受領開始）

7	 特定秘密の保護に関する法律（平成25年法律第108号）が2014年12月に施行され、わが国の安全保障に関する秘匿性の高い情報を保護するための基盤
が確立された。また、2016年11月、秘密軍事情報の保護に関する日本国政府と大韓民国政府との間の協定（日韓秘密軍事情報保護協定	日韓GSOMIA：
General	Security	of	Military	 Information	Agreement）が発効したことから、北朝鮮の核・ミサイルに関する情報を含め、各種事態への実効的かつ効果
的な対処に必要となる様々な秘密情報に関し、日韓政府間で共有したものが保護される枠組みが整備された。

実施した。
Ⅰ部2章4節1項（北朝鮮）p.57、Ⅰ部2章4節2項3

（韓国の軍事態勢）p.75

（3）BMD体制の強化のための取組
現状においては、わが国全域を防護するための

イージス艦及び拠点防護のため全国各地に分散し
て配備されているPAC-3を、状況に応じて機動・
展開して対応している。こうした対応を前提とし
て、BMD対応型イージス艦の増勢に取り組んで
きたところであり、これまでにBMD能力を有し
なかったイージス艦「あたご」及び「あしがら」に
BMD能力を付与する事業を実施し、2018年12
月までに2隻の改修を完了した。また、平成27

（2015）年度及び平成28（2016）年度予算で
BMD能力を有するイージス艦2隻（「まや」及び

「はぐろ」）を建造した。これらの措置により、令
和2（2020）年度には、BMDに対応可能なイー
ジス艦が従来の6隻から8隻に増加した。

また、より高性能化・多様化する将来の弾道ミ
サイルの脅威に対処するため、イージス艦に搭載
するSM-3ブロックⅠAの後継となるBMD用能
力向上型迎撃ミサイル（SM-3ブロックⅡA）を
日米共同で開発し、配備に向け事業を推進してい
る。2016年12月の国家安全保障会議（九大臣会
合）において、共同生産・配備段階への移行が決
定され、平成29（2017）年度以降、SM-3ブロッ
クⅡAを取得してきている。

なお、SM-3ブロックⅡAは、令和3（2021）年

 参照

動画：PAC-3機動展開訓練
URL：https://www.youtube.com/watch?v=aJ2PQPozQL8

動画：護衛艦「あたご」SM-3ブロック1B発射試験
URL：https://youtu.be/WRAfkuoQeMQ
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度に取得・配備することを計画している。SM-3
ブロックⅡAは、これまでのSM-3ブロックⅠA
と比較して、迎撃可能高度や防護範囲が拡大する
とともに、撃破能力が向上し、さらに同時対処能
力についても向上している。

また、「おとり」などの迎撃回避手段を備えた弾
道ミサイルや通常の軌道よりも高い軌道（ロフ
テッド軌道8）をとることにより迎撃を回避するこ
とを意図して発射された弾道ミサイルなどに対し
ても、迎撃能力が向上している。

ペトリオットPAC-3についても、能力向上型
であるPAC-3M

Missile Segment Enhancement
SEの整備を進めており、令和元

（2019）年度末以降順次配備が開始された。PAC-
3MSEの導入により、迎撃高度は十数キロから数
十キロへと延伸することとなり、現在のPAC-3

8	 ミニマムエナジー軌道（効率的に飛翔し、射程を最も大きくする軌道）より高い軌道を取ることにより、最大射程よりも短い射程となるが、落下速度が速く
なる軌道

9	 令和3（2021）年度予算においては、弾道ミサイルと巡航ミサイルや航空機への双方に対応が可能なPAC-3MSEミサイルを取得するために必要な経費を計
上した。

と比べ、おおむね2倍以上に防護範囲（面積）が
拡大する。

このように、防護体制を強化させるための所要
の措置を講じているところであり、引き続き、そ
のような取組を進めていく予定である9。

図表Ⅲ-1-2-5（弾道ミサイル対処能力向上のための
主な取組）

（4）イージス・アショアの導入及び配備に関する
プロセスの停止

北朝鮮の核・ミサイル開発が、わが国の安全に
対する重大かつ差し迫った脅威となっていること
から、平素からわが国を常時・持続的に防護でき
る弾道ミサイル防衛能力の抜本的な向上を図る必
要があることから、2017年12月の国家安全保障

 参照

図表Ⅲ-1-2-5 弾道ミサイル対処能力向上のための主な取組

能力向上型PAC-3ミサイル
（PAC-3MSE）の導入

能力向上型迎撃ミサイル
（SM-3ブロックIB及びブロックⅡA）の整備

イージス艦の能力向上及び増勢

・防護範囲の拡大、同時対処能力の向上・継続的な対処能力の強化

・防護範囲の拡大、撃破能力、同時対処能力の向上

従来脅威への対処能力の向上

従来予測される迎撃回避手段や飛翔軌道の多様化への対処
迎撃回避手段

（おとり等）の出現

「こんごう」型×４隻 「こんごう」型×４隻
＋

「あたご」型×２隻＋「まや」型×２隻

「こんごう」型

従来の体制のイメージ 将来の体制のイメージ

「こんごう」型
「あたご」・「まや」型「こんごう」型

「こんごう」型

多様化した軌道
（ロフテッド）

通常軌道
（ミニマム
エナジー）

SM-3ブロックIAによる防護 能力向上型迎撃ミサイルによる防護

大気圏外

大気圏内

イージス
PAC-3

PAC-3の防護範囲

同時対処能力の向上（イメージ）
距離

高
度

PAC-3MSEの
防護範囲

対処能力の
向上
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会議及び閣議において、以下の考えのもと、イー
ジス・アショア2基を導入し、これを陸自におい
て保持することが決定された。
・・　イージス・アショア2基の導入により、わが

国全域を24時間・365日、長期にわたり切れ
目なく防護することが可能となり、隊員の負担
も大きく軽減される。

・・　イージス艦8隻体制の下で、2隻程度が洋上
においてBMD対応で展開するためには、ほぼ
BMD任務に専従する形で運用せざるを得な
かったが、そのイージス艦を海洋の安全確保任
務に充てることや、そのための練度を維持する
ための訓練を行うこと及び乗組員の交代を十分
に行うことが可能となり、わが国の対処力・抑
止力を一層強化することにつながる。

・・　イージス・アショアに搭載するレーダーは、
SPY-7という最新鋭で高性能なものとなって
おり、海自のイージス艦に比べ、ロフテッド軌
道への対応能力や同時多数攻撃への対処能力な
ど、わが国の弾道ミサイル防衛能力は飛躍的に
向上する。
2018年6月に、イージス・アショア2基の配

備候補地として、秋田県の陸自新屋演習場及び山
口県の陸自むつみ演習場を公表したが、2020年
6月、イージス・アショアの配備のプロセスを停
止する決定を発表した10。

（5）新たなミサイル防衛システムの整備
2020年9月以降、イージス・アショアの代替

策に関し、イージス・アショアの構成品を移動式
の洋上プラットフォームに搭載する方向で、米国
政府や日米の民間事業者を交え、技術的実現性な
どについて検討を進め、イージス・アショアの構
成品を洋上プラットフォームへ搭載することが技

10	 ブースターの落下による影響に関して、むつみ演習場への配備については、2018年8月以降、地元に対してそれまでの米側との協議を踏まえ、迎撃ミサイ
ル（SM-3）の飛翔経路をコントロールしブースターをむつみ演習場内に落下させるための措置をしっかりと講じる旨、説明してきた。秋田についても、同月
以降、新屋演習場の場合ブースターは海に落下させる旨、説明してきた。

	 しかしながら、2020年5月下旬、迎撃ミサイル（SM-3）の飛翔経路をコントロールし、むつみ演習場内又は新屋演習場など沿岸部の場所にあっては海上に
ブースターを確実に落下させるためには、ソフトウェアのみならずハードウェアを含めシステム全体の大幅な改修が必要となり、相当のコストと期間を要
することが判明した。

	 防衛省としては、この追加のコスト及び期間をかけて改修することは合理的ではないと判断し、結果として、地元の皆様に約束していたことが実現できなく
なったことから、イージス・アショアの配備のプロセスを停止する決定を発表した。

11	 具体的には、2006年、米軍車力通信所にTPY-2レーダー（いわゆる「Xバンド・レーダー」）が、同年10月には沖縄県にペトリオットPAC-3が、2007年
10月には青森県に統合戦術地上ステーション（JTAGS）が配備された。加えて、2014年12月には、米軍経ヶ岬通信所に2基目のTPY-2レーダーが配備さ
れた。2018年10月には、第38防空砲兵旅団司令部が相模原に配置された。また、2015年10月、2016年3月及び2018年5月には、米軍BMD能力搭載イー
ジス艦が横須賀海軍施設（神奈川県横須賀市）に配備された。

術的に可能であることを確認した。
検討の結果、同年12月、厳しさを増すわが国を

取り巻く安全保障環境により柔軟かつ効果的に対
応していくための、あるべき方策の一環として、
陸上配備型イージス・システム（イージス・ア
ショア）に替えて、イージス・システム搭載艦2
隻を整備することを閣議決定した。

同艦は海自が保持することとし、同艦に付加す
る機能及び設計上の工夫などを含む詳細について
は、引き続き検討を実施し、必要な措置を講ずる
としている。

また、同閣議決定においては、抑止力の強化に
ついても、引き続き政府において検討を行うこと
としている。

2　	米国のミサイル防衛と日米BMD
技術協力

（1）米国のミサイル防衛
米国は、弾道ミサイルの飛翔経路上の①ブース

ト段階、②ミッドコース段階、③ターミナル段階
の各段階に適した防衛システムを組み合わせ、相
互に補って対応する多層防衛システムを構築して
いる。日米両国は、弾道ミサイル防衛に関して緊
密な連携を図ってきており、米国保有のミサイル
防衛システムの一部が、わが国に段階的に配備さ
れている11。

（2）日米BMD技術協力など
平成11（1999）年度から、海上配備型上層シ

ステムの日米共同技術研究に着手した結果、当初
の技術的課題を解決する見通しを得たことから、
2005年12月の安全保障会議（当時）及び閣議に
おいて、この成果を技術的基盤として活用し、
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BMD用能力向上型迎撃ミサイルの日米共同開
発12に着手することを決定した。この共同開発は、
防護範囲を拡大し、より高性能化・多様化する将
来脅威に対処することを目的として2006年6月
から開始されている。

2017年2月及び6月、日米両国は、米国ハワイ
沖においてSM-3ブロックⅡAの海上発射試験を

12	 これらの日米共同開発に関しては、わが国から米国に対して、BMDにかかわる武器を輸出する必要性が生じる。これについて、2004年12月の内閣官房長
官談話において、BMDシステムに関する案件は、厳格な管理を行う前提で武器輸出三原則などによらないとされた。このような経緯を踏まえ、SM-3ブロッ
クⅡAの第三国移転は、一定の条件のもと、事前同意を付与できるとわが国として判断し、2011年6月の日米安全保障協議委員会（「2＋2」）の共同発表に
おいてその旨を発表した。なお、2014年4月、防衛装備移転三原則（移転三原則）が閣議決定されたが、同決定以前の例外化措置については、引き続き移転
三原則のもとで海外移転を認め得るものと整理されている。

13	 殺傷力の強力な武器を保持し、わが国において破壊活動などの不法行為を行う者

実施するとともに、試験データの解析などを行い、
要求性能を満たしていることなどを確認した。

2020年11月、米国は、米国ハワイ沖において
SM-3ブロックⅡAの海上発射試験を実施し、
マーシャル諸島の実験施設から発射されたICBM
に見立てた飛翔体を衛星システムからの情報に基
づき迎撃することに成功した。

3 	ゲリラや特殊部隊による攻撃などへの対応	ゲリラや特殊部隊による攻撃などへの対応
高度に都市化・市街化が進んでいるわが国にお

いては、少数の人員による潜入、攻撃であっても、
平和と安全に対する重大な脅威となり得る。こう
した事案には、潜入した武装工作員13などによる
不法行為や、わが国に対する武力攻撃の一形態で
あるゲリラや特殊部隊による破壊工作など、様々
な態様がある。

1　基本的考え方

侵入者の実態や生起している事案の状況が不明
な段階においては、第一義的には警察機関が対処
を実施し、防衛省・自衛隊は情報収集、自衛隊施
設の警備強化を実施することとしている。状況が
明確化し、一般の警察力で対処が可能な場合、必
要に応じ警察官の輸送、各種機材の警察への提供
などの支援を行い、一般の警察力で対処が不可能
な場合は、治安出動により対処することとしてい
る。さらに、わが国に対する武力攻撃と認められ
る場合には防衛出動により対処することになる。

2　	ゲリラや特殊部隊による攻撃への
対処

ゲリラや特殊部隊による攻撃の態様としては、
民間の重要インフラ施設などの破壊や人員に対す
る襲撃、要人暗殺などがあげられる。

ゲリラや特殊部隊による攻撃への対処にあたっ
ては、速やかに情報収集態勢を確立し、沿岸部で
の警戒監視、重要施設の防護並びに侵入したゲリ
ラや特殊部隊の捜索及び撃破を重視して対応する
こととしている。警戒監視による早期発見や兆候
の察知に努め、必要に応じ、原子力発電所などの
重要施設の防護のために部隊を配置し、早期に防
護態勢を確立することとしている。そのうえで、
ゲリラや特殊部隊が領土内に潜入した場合、偵察
部隊や航空部隊などにより捜索・発見し、速やか
に戦闘部隊を展開させたうえで、これを包囲し、
捕獲又は撃破することになる。

図表Ⅲ-1-2-6（ゲリラや特殊部隊による攻撃に対処
するための作戦の一例）

 参照

治安出動下令下における共同要領について訓練を実施する	
石川県警の警察官と陸自隊員（2020年12月）
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3　武装工作員などへの対処

（1）基本的考え方
武装工作員などによる不法行為には、警察機関

が第一義的に対処するが、自衛隊は、生起した事
案の様相に応じて対応することになる。その際、
警察機関との連携が重要であり、治安出動に関し
ては自衛隊と警察との連携要領についての基本協
定14や陸自の師団などと全都道府県警察との間で
の現地協定などを締結している15。

Ⅱ部5章3項1（治安出動）p.198

14	 防衛庁（当時）と国家公安委員会との間で締結された「治安出動の際における治安の維持に関する協定」（1954年に締結。2000年に全部改正）
15	 2004年には、治安出動の際における武装工作員等事案への共同対処のための指針を警察庁と共同で作成した。
16	 2012年には伊方発電所（愛媛県）、2013年には泊発電所（北海道）及び美浜発電所（福井県）、2014年には島根原子力発電所（島根県）、2015年には東通

原子力発電所（青森県）及び柏崎刈羽原子力発電所（新潟県）、2016年には高浜発電所（福井県）、2017年には浜岡原子力発電所（静岡県）及び志賀原子力
発電所（石川県）、2019年には玄海原子力発電所（佐賀県）及び大飯原子力発電所（福井県）の敷地においても訓練を実施した。

（2）防衛省・自衛隊の取組
陸自は各都道府県警察との間で、全国各地で共

同実動訓練を継続して行っており、2012年以降
は各地の原子力発電所の敷地においても実施16す
るなど、連携の強化を図っている。さらに、海自
と海上保安庁との間でも、継続して不審船対処に
かかる共同訓練を実施している。

4　核・生物・化学兵器への対処

近年、大量無差別の殺傷や広範囲な地域の汚染
が生じる核・生物・化学（N

Nuclear, Biological and Chemical
BC）兵器とその運搬

 参照

図表Ⅲ-1-2-6 ゲリラや特殊部隊による攻撃に対処するための作戦の一例

敵の航空機

偵察機

哨戒ヘリコプター

観測ヘリコプター

護衛艦
潜水艦

敵の潜水艦

水中スクーターに
よる着上陸

母船
潜水艇などによる着上陸

上陸したゲリラや特殊部隊

戦車
短SAM

ショベルカー

ブルドーザー迫撃砲

障害

普通科部隊

戦闘ヘリコプター

機動戦闘車

軽装甲機動車 偵察部隊

警戒・監視

重要施設
の防護

防空

被害の
局限

普通科部隊 装輪装甲車

戦車
機動戦闘車

多用途ヘリコプター

人質の救出

避難住民の誘導など

榴弾砲

迫撃砲

NBC偵察車

NBC攻撃

除染車

特殊
作戦部隊

警察

拠点

拠点

山間部での
捜索・撃破

水際部での
捜索・撃破

都市部での
捜索・撃破

海・空自による洋上
での捜索・撃破

固定翼哨戒機

陣地構築

動画：不審船対処にかかる海上保安庁との共同訓練
URL：https://youtu.be/-V0Mhd3qxU8
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手段及び関連資器材が、テロリストや拡散懸念国
などに拡散する危険性が強く認識されている。

1995年3月の東京での地下鉄サリン事件17な
どは、こうした兵器が使用された例である。

（1）基本的考え方
わが国でNBC兵器が使用され、これが武力攻

撃に該当する場合、防衛出動によりその排除や被
災者の救援などを行うことになる。また、武力攻
撃に該当しないが一般の警察力で治安を維持する
ことができない場合、治安出動により関係機関と
連携して武装勢力などの鎮圧や被災者の救援を行
うこととしている。さらに、防衛出動や治安出動
に該当しない場合であっても、災害派遣や国民保

17	 通勤客で混雑する地下鉄車内にオウム真理教信者が猛毒のサリンを散布し、死者12名（オウム真理教教祖麻原彰晃こと松本智津夫に対する判決で示され
た死者数）などを出した事件。自衛隊は、車内、駅構内の除染、警察の鑑識支援を行った。

護等派遣により、陸自の化学科部隊などを中心に
被害状況に関する情報収集、除染活動、傷病者の
搬送、医療活動などを関係機関と連携して行うこ
とになる。

（2）防衛省・自衛隊の取組
防衛省・自衛隊は、NBC兵器による攻撃への

対処能力を向上するため、陸自の中央特殊武器防
護隊、対特殊武器衛生隊などを保持しているほ
か、化学及び衛生科部隊の人的充実を行っている。
さらに、特殊な災害に備えて初動対処要員を指定
し、約1時間で出動できる態勢を維持している。

海自及び空自においても、艦船や基地などにお
ける防護器材の整備を行っている。

グレーゾーンの事態への対応に向けた警察との共同訓練について

陸上自衛隊第14普通科連隊（石川県金沢市） 
副連隊長　2等陸佐　大

おお
林
ばやし

　浩
ひろ

文
ふみ

　
第14普通科連隊は2020年12月11日、金沢駐

屯地において石川県警と共催する形で、北陸3県警
（富山県警、石川県警及び福井県警）との共同図上
訓練を実施しました。
共同訓練は毎年実施していますが、今回は、コロ

ナ禍で行われる訓練であったため、昨年までの実
施要領と異なり参加人数を制限し、検温装置及び
消毒液の設置など実施要領を工夫して感染防止に
努めました。
北陸3県の防衛・警備を担任する連隊は、顔の見

える関係の構築を目標に本訓練に臨みました。特に
原子力発電所などの防護に関する調整場面では、各
県警と現場レベルでの連携要領を具体化すること
で、防護の実効性の向上を図ることができました。
また、警察と自衛隊の間で、各種シナリオにおけ

る警察と自衛隊の対処要領についての認識を共有
するため、警察側からは武器の所持が疑われる不
審者に対する職務質問などの要領及び法的根拠に
基づく対処要領などを具体的に解説していただく
とともに、自衛隊側からは原子力発電所周辺の地

図などを用いて予想される武装工作員の行動、自
衛隊の対応など具体的な事態対処要領を説明しま
した。このようなやりとりを通じ、実務レベルでの
相互理解や信頼関係を深めることができたと思い
ます。
私は、連隊の一員として、国民の負託に応えるた

め、これからも共同訓練はもとより、防災訓練及び
その他の活動を通じ、北陸3県警や、北陸の各自治
体、指定公共機関などの方々と普段から顔の見え
る関係を築いていき、地域の安全・安心に貢献し
てまいりたいと思います。

武装工作員への対処要領について確認する隊員

VOICE
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4 	侵略事態への備え	侵略事態への備え

18	 現代戦においては、航空作戦は戦いの勝敗を左右する重要な要素となっており、陸上・海上作戦に先行又は並行して航空優勢を獲得することが必要である。
19	 防空のための作戦は、初動対応の適否が作戦全般に及ぼす影響が大きいなどの特性を有する。このため、平素から即応態勢を保持し、継続的な情報の入手

に努めるとともに、作戦の当初から戦闘力を迅速かつ総合的に発揮することなどが必要である。

防衛大綱は、主に冷戦期に想定されていた大規
模な陸上兵力を動員した着上陸侵攻のような侵略
事態への備えについては、必要な範囲に限り保持
することとしている。

わが国に対する武力攻撃があった場合、自衛隊
は防衛出動により対処することになる。その際の
対応としては、①防空のための作戦、②周辺海域
の防衛のための作戦、③陸上の防衛のための作
戦、④海上交通の安全確保のための作戦などに区
分される。なお、これらの作戦の遂行に際し、米
軍は「日米防衛協力のための指針」（ガイドライ
ン）にあるとおり、自衛隊が行う作戦を支援する
とともに、打撃力の使用を伴うような作戦を含
め、自衛隊の能力を補完するための作戦を行うこ
とになる。

1　防空のための作戦

周囲を海に囲まれたわが国の地理的な特性や現
代戦の様相18から、わが国に対する本格的な侵攻が
行われる場合には、まず航空機やミサイルによる
急襲的な航空攻撃が行われ、また、こうした航空攻
撃は幾度となく反復されると考えられる。防空の
ための作戦19においては、敵の航空攻撃に即応して
国土からできる限り遠方の空域で迎え撃ち、敵に
航空優勢を獲得させず、国民と国土の被害を防ぐ
とともに、敵に大きな損害を与え、敵の航空攻撃の
継続を困難にするよう努めることになる。

図表Ⅲ-1-2-7（防空のための作戦の一例）

2　周辺海域の防衛のための作戦

島国であるわが国に対する武力攻撃が行われる

 参照

図表Ⅲ-1-2-7 防空のための作戦の一例

発見

発見

発見

要撃

要撃

要撃指令

要撃指令

敵・味方の識別

撃破

撃破

撃破

緊急発進する戦闘機

航空団戦闘指揮所 防空指令所（DC）

防空作戦の流れ

発
見

識
別

要
撃

撃
破

警戒管制レーダー

（注1）　国土から離れた洋上における早期警戒管制機能を有し、地上の警戒管制組織を代替する管制能力を有する航空機
（注2）　敵機の接近に即応できるよう、戦闘機を武装した状態で空中待機させておくこと

空中警戒待機
（CAP）注2

早期警戒管制機
（AWACS）注1

空中給油・輸送機
（KC-767）

敵が発射した巡航ミサイル
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場合には、航空攻撃に加えて、艦船などによるわ
が国船舶への攻撃やわが国領土への攻撃などが考
えられる。また、大規模な陸上部隊をわが国領土
に上陸させるため、輸送艦などの活動も予想され
る。周辺海域の防衛のための作戦は、洋上におけ
る対処、沿岸海域における対処、主要な海峡にお
ける対処及び周辺海域の防空からなる。これら各
種作戦の成果を積み重ねて敵の侵攻を阻止し、そ
の戦力を撃破又は消耗させることにより、周辺海
域を防衛することになる。

図表Ⅲ-1-2-8（周辺海域の防衛のための作戦の一例）

3　陸上の防衛のための作戦

わが国を占領するには、侵攻国は海上優勢・航
空優勢を得て、海から地上部隊を上陸、空から空
挺部隊などを降着陸させることとなる。

侵攻する地上部隊や空挺部隊は、艦船や航空機
で移動している間や着上陸前後は、組織的な戦闘

20	 敵の奇襲を防ぐ、情報を収集するなどの目的をもって、ある特定地域を計画的に見回ること
21	 船舶を通航させるために設けられる比較的安全な海域。航路帯の海域、幅などは脅威の様相に応じて変化するとされる。

力の発揮が困難という弱点があり、この弱点を捉
え、できる限り沿岸海域と海岸地域の間や着陸地
点において、早期に撃破することが必要である。

図表Ⅲ-1-2-9（陸上の防衛のための作戦の一例）

4　海上交通の安全確保のための作戦

わが国は、資源や食料の多くを海外に依存して
おり、海上交通路はわが国の生存と繁栄の基盤を
確保するための生命線である。また、わが国に対
する武力攻撃などがあった場合、海上交通路は、
継戦能力の維持やわが国防衛のため米軍が来援す
る際の基盤となる。

海上交通の安全確保のための作戦では、対水上
戦、対潜戦、対空戦、対機雷戦などの各種作戦を
組み合わせて、哨戒20、船舶の護衛及び海峡・港湾
の防備を実施するほか、航路帯21を設定してわが
国の船舶などを直接護衛することになる。なお、
海上交通路でのわが国の船舶などに対する防空

 参照

 参照

図表Ⅲ-1-2-8 周辺海域の防衛のための作戦の一例
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（対空戦）は護衛艦が行い、状況により戦闘機など
の支援を受けることになる。

5 	国民保護に関する取組	国民保護に関する取組

1　	国民の保護に関する基本指針及び
防衛省・自衛隊の役割

2005年3月、政府は、国民保護法第32条に基づ
き、国民の保護に関する基本指針（「基本指針」）を
策定した。この基本指針においては、武力攻撃事態
の想定を、①着上陸侵攻、②ゲリラや特殊部隊によ
る攻撃、③弾道ミサイル攻撃、④航空攻撃の4つの
類型に整理し、その類型に応じた国民保護措置の
実施にあたっての留意事項を定めている。

防衛省・自衛隊は、国民保護法及び基本指針に
基づき、防衛省・防衛装備庁国民保護計画を策定
している。この中で自衛隊は、武力攻撃事態にお
いては、主たる任務である武力攻撃の排除を全力
で実施するとともに、国民保護措置については、

これに支障のない範囲で住民の避難・救難の支援
や武力攻撃災害への対処を可能な限り実施するこ
ととしている。

Ⅱ部5章1項4（国民保護）p.196

2　	国民保護措置を円滑に行うための
防衛省・自衛隊の取組

（1）国民保護訓練
国民保護措置の的確かつ迅速な実施のために

は、関係省庁や地方公共団体などとの連携要領に
ついて、平素から訓練を実施しておくことが重要
であり、防衛省・自衛隊は、関係省庁の協力のも
と、地方公共団体などの参加も得て訓練を主催し
ているほか、関係省庁や地方公共団体が実施する

 参照

図表Ⅲ-1-2-9 陸上の防衛のための作戦の一例

戦闘機

戦闘
ヘリコプター

無人偵察機
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戦車

火砲装甲車

沿岸海域における対処

部隊の機動展開

海岸地域における対処
敵へリボン部隊への対処

海岸地域における対処

敵空挺部隊への対処
避難住民の誘導など

市街地における対処
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国民保護訓練に積極的に参加・協力している。
例えば、2020年11月には、大分県中津市にお

いて、国（内閣官房及び消防庁）や地方公共団体
（大分県及び中津市）の主催により、国際スポーツ
イベント開催時の事案発生を想定した国民保護共
同訓練が行われ、統幕並びに陸自西部方面隊及び
空自西部航空方面隊の各部隊が訓練に参加した。

資料12（国民保護にかかる国と地方公共団体との共
同訓練への防衛省・自衛隊の参加状況（令和2（2020）
年度））

（2）地方公共団体などとの平素からの連携
防衛省・自衛隊では、陸自方面総監部や自衛隊

地方協力本部などに連絡調整を担当する部署を設
置し、地方公共団体などと平素から緊密な連携を
確保している。

また、国民保護措置に関する施策を総合的に推
進するため、都道府県や市町村に国民保護協議会
が設置されており、各自衛隊に所属する者や地方
防衛局に所属する職員が委員に任命されている。

さらに、地方公共団体は、退職自衛官を危機管
理監などとして採用し、防衛省・自衛隊との連携
や対処計画・訓練の企画・実施などに活用してい
る。

 参照
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宇宙・サイバー・電磁波の領域での対応第3節
防衛大綱における、防衛力の果たすべき役割の

うち、「③あらゆる段階における宇宙・サイバー・
電磁波の領域での対応」の考え方は次のとおりで
ある。

平素から、宇宙・サイバー・電磁波の領域にお
いて、自衛隊の活動を妨げる行為を未然に防止す
るため、常時継続的に監視し、関連する情報の収
集・分析を行うとともに、かかる行為の発生時に

は、速やかに事象を特定し、被害の局限、被害復
旧などを迅速に行う。また、わが国への攻撃に際
しては、こうした対応に加え、宇宙・サイバー・
電磁波の領域を活用して攻撃を阻止・排除する。

さらに、社会全般が宇宙空間やサイバー空間へ
の依存を高めていく傾向などを踏まえ、関係機関
との適切な連携・役割分担のもと、政府全体とし
ての総合的な取組に寄与する。

新領域における統合運用に係る企画立案機能の整備について

統合幕僚監部指揮通信システム部 
指揮通信システム企画課（東京都新宿区）
宇宙領域企画班長　1等空佐　津

つ
井
い

　信
しん

一
いち

郎
ろう

2021年3月に誕生したばかりの宇宙領域企画班
は、自衛隊でも数少ない「宇宙」という名を冠した
部署の一つです。班の役割は、宇宙領域に係る各種
計画を立案、調整するとともに、装備体系を研究す
ることであり、宇宙を利用したより実効性のある
統合運用の確立を目指して各種検討を進めている
ところです。安全保障の観点から、今後ますます重
要性が増す宇宙領域に関する仕事にやりがいを感
じるとともに、新たな領域を切り開くパイオニア
としての責任を日々感じつつ勤務しています。

統合幕僚監部指揮通信システム部 
指揮通信システム企画課（東京都新宿区）
サイバー企画室長　1等海佐　澁

しぶ
谷
や

　芳
よし

洋
ひろ

サイバー企画室は、2014年3月に設置された部
署です。サイバー領域に係る各種計画の立案や調
整、装備体系の研究を担っており、具体例として
は、サイバー領域における能力の向上に資する、サ
イバー防衛隊の組織編成、関連装置の整備、海外留
学を含む各種教育、諸外国との共同訓練の企画・
運営などが挙げられます。サイバー領域は日進月
歩の分野であり、それゆえ常に高度な技術的知識
が要求されるため、ハードルも非常に高く感じら
れますが、室員は日々の業務を通じて研鑽努力し
必要な知識を身に付け、防衛省・自衛隊のサイバー
領域における能力の強化に寄与しています。

統合幕僚監部指揮通信システム部 
指揮通信システム企画課（東京都新宿区）
電磁波領域企画班長　1等陸佐　北

きた
原
はら

　武
たけし

私の勤務する電磁波領
域企画班は、本中期防に
おける電磁波に係る態勢
強化の一環として、2020
年3月に新設されました。
電磁波領域に係る各種計
画の企画や装備体系の研
究が主な役割であり、具
体的には、統合運用において電磁波を適切かつ効
果的に利用するために、整斉円滑な電磁波管理業
務に資するシステムの構築、各自衛隊間の取決め
の策定、電磁波領域に係る訓練・演習の企画・立
案などを担っています。電磁波の利用は、自衛隊の
任務遂行にとって必要不可欠なものであり、防衛
省・自衛隊の電磁波領域の優越確保のため、業務
に邁進していく所存です。

新領域に係る事業要求について検討中の筆者	
（机右側中央：津井、机右側手前：澁谷、机右側奥：北原）

VOICE

統合幕僚監部指揮通信システム
部のシンボルマーク
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1 	宇宙領域での対応	宇宙領域での対応

1	 2016年4月に、宇宙戦略室から宇宙開発戦略推進事務局に改組された。

1　政府全体としての取組

2016年4月に内閣府に設置された宇宙開発戦
略推進事務局1が、政府全体の宇宙開発利用に関
する政策の企画・立案・調整などを行っている。
宇宙政策を巡る環境の変化や、2013年に閣議決
定された国家安全保障戦略を踏まえ、2020年6
月には、新たな宇宙基本計画が決定された。自立
した宇宙利用大国となることを目指すこの計画
は、①多様な国益への貢献、②産業・科学技術基
盤をはじめとするわが国の宇宙活動を支える総合
的基盤の強化を目標としている。そして、多様な
国益への貢献として、①宇宙安全保障の確保、②
災害対策・国土強靱化や地球規模課題の解決への
貢献、③宇宙科学・探査による新たな知の創造、
④宇宙を推進力とする経済成長とイノベーション
の実現を進めていくこととしている。

2016年11月には、わが国の宇宙開発利用の進
展に対応していくため、人工衛星等の打上げ及び
人工衛星の管理に関する法律（宇宙活動法）、及び
衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確
保に関する法律（衛星リモセン法）が国会にて可
決され、2017年11月には、宇宙活動法の一部及
び衛星リモセン法が施行された。

また、2018年11月には、打上げの許可制や、
賠償措置義務、政府補償など、わが国の宇宙開発
及び利用における公共の安全確保及び損害を受け
た被害者の迅速な保護を図るために必要な事項を
定めた宇宙活動法が本施行された。

2　防衛省・自衛隊の取組

安全保障における宇宙空間の重要性や経済社会
の宇宙システムへの依存度の高まり、リスクの深

図表Ⅲ-1-3-1 安全保障分野における宇宙利用のイメージ

静止軌道
高度約36,000km

（地球に対して静止）

高度
～ 1,000km

月までの距離
約38万km

約3.6万km
（月までの
約1/10）

高度約20,000km

［測位衛星］
・正確な場所の把
握、ミサイルな
どの誘導に利用

・システムの時刻
同期に利用

［早期警戒衛星］
弾道ミサイル発射の
早期探知に利用

［通信衛星］
遠距離に所在する部隊との通信

［気象衛星］
気象状況の把握・予測に利用

［画像収集衛星］
警戒監視・情報収集に使用
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刻化、諸外国や民間の宇宙活動の活発化、宇宙活
動の広がり、科学技術の急速な進化など、昨今の
宇宙空間における複雑性は増大している。

防衛省・自衛隊では、中期防に基づき、①宇宙
空間の安定的利用を確保するための宇宙状況監視

（S
Space Situational Awareness
SA）体制の構築、②宇宙領域を活用した情報収

集、通信、測位などの各種能力の向上、③電磁波
領域と連携して、相手方の指揮統制・情報通信を
妨げる能力を含め、平時から有事までのあらゆる
段階において宇宙利用の優位を確保するための能
力の強化に取り組んでいくこととし、④宇宙航空
研究開発機構（J

Japan Aerospace Exploration Agency
AXA）などの関係機関や米国な

どの関係国との連携強化を図るとともに、宇宙領
域を専門とする部隊や職種の新設などの体制構築
や、宇宙分野での人材育成と知見の蓄積を進めて
いる。

図表Ⅲ-1-3-1（安全保障分野における宇宙利用のイ
メージ）

（1）宇宙状況監視（SSA）の強化
宇宙空間を利用するにあたっては、その安定的

な利用を確保する必要がある。しかしながら、宇
宙空間において、宇宙ゴミ（スペースデブリ）が
急激に増加しており、スペースデブリと人工衛星
が衝突して衛星の機能が著しく損なわれる危険性
が増大している。

また、人工衛星に接近して妨害・攻撃・捕獲す
るキラー衛星の開発・実証試験が進められている
と指摘されており、わが国の安全保障や経済社会
が依存する宇宙システムに対する脅威が増大して
いる。

このため、防衛省としては、宇宙基本計画を踏
まえ、JAXAをはじめとした関係政府機関や米国
などと連携しつつ、政府一体となって宇宙を監視
し、正確に状況を認識するための宇宙状況監視

（SSA）を強化することを目指している。
また、宇宙領域専門部隊を強化するため、2020

年5月の宇宙作戦隊新編に続き、宇宙領域におけ
る様々な活動を計画・遂行するための指揮統制を
担う部隊を新編するとともに、各部隊の上級部隊
として宇宙作戦群（仮称）を令和3（2021）年度
に 新 編 す る こ と と し て い る。さ ら に、令 和5

（2023）年度に予定されているSSAシステムの実
運用に向けた各種取組を推進するとともに、令和
8（2026）年度までの打上げを目標とするSSA衛
星（宇宙設置型光学望遠鏡）などの導入にかかる
取組を進めている。

その際、宇宙状況監視多国間机上演習（グロー
バル・センチネル）などへの参加を継続するとと
もに、米国宇宙コマンドへの自衛官の派遣などに
よりSSA体制の整備を効果的に推進している。ま
た、2020年10月から11月にかけて実施した日
米共同統合演習（実動演習）においては、宇宙作
戦隊によりSSA訓練を実施した。

また、官民横断的な人材交流を通じ、SSA分野
における中核的人材の育成及び活用を図ってい
る。

さらに、SSAに係る能力構築や将来的な能力強
化のため、米国と連携したSSAに必要な運用要領
の具体化、JAXAをはじめとした関係政府機関と
の連携、米国やフランスなどとの二国間・多国間
協力、民間事業者とのSSAに関する情報共有体制
の検討などの具体的な取組を推進している。また、
宇宙空間の電磁的環境情報などに関しJAXAに加
えて、宇宙天気情報の活用について情報通信研究
機構（N

National Institute of Information and Communications Technology
ICT）との連携を進めている。
図表Ⅲ-1-3-2（宇宙状況監視（SSA）体制構築に向け
た取組）

（2）宇宙領域を活用した情報収集、通信、測位な
どの各種能力の向上

防衛省・自衛隊では、これまでも人工衛星を活
用した情報収集、通信、測位などを行ってきたが、
C
Command, Control, Communication, Computer, Intelligence, Surveillance, Reconnaissance

4ISR機能強化の観点から、準天頂衛星を含む複
数の測位衛星信号の受信や商用衛星などの利用に
より冗長性を確保していくこととしている。

情報収集・警戒監視については、10機体制を目
指す情報収集衛星、多頻度での撮像を可能とする
小型衛星コンステレーションをはじめとした商用
衛星などの利用による重層的な衛星画像の取得を
通じ、情報収集能力の強化を図ることとしている。

また、引き続き、JAXAが運用する人工衛星
（ALOS-2）から得られる画像や、船舶自動識別装
置（A

Automatic Identification System
IS）などからの情報を利用するとともに、

 参照

 参照
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図表Ⅲ-1-3-2 宇宙状況監視（SSA）体制構築に向けた取組

スペースデブリ等

レーダー
レーダー

運用システム

光学望遠鏡

レーダー 光学望遠鏡

通信衛星等 SSA衛星
（自衛隊）

米　軍

自衛隊

衛星運用者 情報共有情報共有

情報共有
情報共有JAXA

SSA運用（イメージ）

 米軍やJAXAと情報共有し
わが国のSSA情報を集約

静止軌道高度約36,000km

低軌道～高度1,000km

現在、防衛省は宇宙状況監視の体制を構築するた
め、わが国の人工衛星にとって脅威となる宇宙ゴミ
などを監視するレーダーと情報の収集・処理・共有
などを行う運用システムの整備を進めています。監
視の対象となる宇宙ゴミや各種の人工衛星が周回す
る高度や軌道の種類は様々で、また人工衛星の運動
に影響を与える外力も存在します。したがって、人
工衛星に対する脅威を認識するためには、各種軌道
の特性や外力による影響などを理解したうえで、例
えば人工衛星と宇宙ゴミがいつ、どこで、どの程度
まで接近するのかといった解析を行うことが重要な
技術の一つとなります。また、地球を取り囲む宇宙
の状況を正確に認識するためには、国内関係機関や
宇宙関連企業、米国を含めた関係国などとの連携も
必要になり、様々な関係部署との連携要領を確立し
ていくことも必要です。こうした宇宙領域における

運用に必要な知識及び技能を備えた要員をシステム
の本格的な運用開始までに育成していく必要があり
ます。
このため、航空自衛隊は2020年10月に宇宙領

域シミュレータを導入し、宇宙領域に携わる隊員の
育成に活用しています。本シミュレータでは、レー
ダー及び光学望遠鏡などによる宇宙物体の観測デー
タのシミュレーションや軌道決定、地球を含む宇宙
空間の模擬、各種アセットの模擬が可能であり、宇
宙物体同士の接近や再突入などの様々な事象の解
析、教育訓練などで使用する宇宙で起こる事象の作
成を行うことができる汎用ソフトウェアが搭載され
ています。本シミュレータを使用し、隊員は宇宙領
域における作戦運用全般に必要となる知識及び技能
を習得するため、日々教育訓練に励んでいます。

宇宙領域シミュレータを使用した訓練風景 接近事象のシミュレーション結果

宇宙領域の特性と「宇宙領域シミュレータ」について解　説
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JAXAの先進光学衛星（ALOS-3）にセンサを搭
載して2波長赤外線センサの研究2を行うことと
している。

通信については、これまで、部隊運用で極めて
重要な指揮統制などの情報通信に使用するため、
2017年1月、防衛省として初めて所有・運用す
るXバンド防衛通信衛星「きらめき2号」を、
2018年4月には「きらめき1号」を打上げた。今
後、通信所要の増大への対応や更なる抗たん性強
化のため、令和4（2022）年度には「きらめき3
号」の打上げにより、Xバンド防衛通信衛星3基
体制を目指すとともに、次期防衛通信衛星の調査
研究を行う予定である。

測位については、多数の装備品にGPS受信端
末を搭載し、精度の高い自己位置の測定や誘導弾
の誘導精度向上など、高度な部隊行動を支援する
重要な手段として活用している。これに加え、
2018年11月より、内閣府の準天頂衛星3システ
ムのサービスが開始されたことから、準天頂衛星
を含む複数の測位衛星信号の利用により、冗長性
を確保することとしている。また、衛星測位能力
の抗たん性を強化するため、令和3（2021）年度
予算においては、準天頂衛星の公共専用信号を含
むマルチG

Global Navigation Satellite System
NSS受信機の研究に必要な経費を計

上した。

（3）宇宙利用の優位を確保するための能力の強化
人工衛星の活用が、安全保障の基盤として死活

的に重要な役割を果たしている一方で、一部の国
が、キラー衛星や衛星攻撃ミサイル、電磁波によ
る妨害を行うジャミング兵器などの対衛星兵器の
開発を進めているとみられていることから、防衛
省・自衛隊においても、人工衛星の抗たん性強化
は重要である。

このため、宇宙利用における抗たん性強化の一
環として、わが国の人工衛星に対する電磁妨害状
況を把握する装置の導入を進めている。

また、電磁波領域と連携して、相手方の指揮統
制・情報通信を妨げる能力を構築することとして

2	 探知性、識別性に優れた2波長赤外線センサをJAXAで計画中の「先進光学衛星」に搭載し、宇宙環境において動作させるための研究を実施している。
3	 通常の静止衛星は赤道上に位置するが、その軌道を斜めに傾け、特定の一地域のほぼ真上の上空に長時間とどまることが可能となるような軌道に投入され

た衛星のこと。1機だけでは24時間とどまることはできないため、通常複数機が打ち上げられる。ユーザーのほぼ真上を衛星が通るため、山や建物などと
いった障害物の影響を受けることなく衛星からの信号を受信することができる。

いる。
さらに、早期警戒などミサイルの探知、追尾な

どの機能に関連する技術動向として、小型衛星コ
ンステレーションについて米国との協力も念頭に
おきつつ検討を行うとともに、2波長赤外線セン
サの研究による技術的な知見の蓄積、及び高感度
広帯域な赤外線検知素子などの将来のセンサの研
究を推進することとしている。

（4）関係機関や米国などの関係国との連携強化
わが国の宇宙安全保障及び宇宙空間の持続的か

つ安定的な利用を確保するためには、同盟国や友
好国などと戦略的に連携しつつ、スペースデブリ
対策などを含めた包括的な観点から、実効的な
ルール作りに一層大きな役割を果たすとともに、
各国に宇宙空間における責任ある行動を求めてい
くことが必要である。

同時に、誤解や誤算によるリスクを回避すべ
く、関係国間の意思疎通の強化及び宇宙空間にお
ける透明性・信頼醸成措置（T

Transparency and Confidence Building Measures
CBM）の実施の重

要性を発信していくことが必要である。
また、防衛省が宇宙開発利用を効果的に推進し

ていくためには、先進的な知見を有するJAXAな
どの関係機関や米国などの関係国との協力を進め
ていくことが不可欠である。

米国との間では、宇宙分野における日米防衛当
局間の協力を一層促進する観点から、2015年4
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月 に「 日 米 宇 宙 協 力 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 」
（S

Space Cooperation Working Group
CWG）を設置し、これまでに7回の会合を開

催している。引き続き、①宇宙に関する政策的な
協議の推進、②情報共有の緊密化、③専門家の育
成・確保のための協力、④机上演習の実施など、
幅広い分野での検討を一層推進していくこととし
ている。

4	 「サイバーセキュリティ2020」（2020年7月21日サイバーセキュリティ戦略本部決定）による。
5	 サイバーセキュリティ基本法の成立に伴い、2015年1月に、内閣官房情報セキュリティセンター（NISC：National	 Information	Security	Center）から、

内閣サイバーセキュリティセンター（NISC：National	center	of	Incident	readiness	and	Strategy	for	Cybersecurity）に改組され、サイバーセキュリ
ティにかかる政策の企画・立案・推進と、政府機関、重要インフラなどにおける重大なサイバーセキュリティインシデント対策・対応の司令塔機能を担う
こととされた。

こうした取組の一環として、防衛省は、米宇宙
軍主催の宇宙安全保障にかかる多国間机上演習

「シュリーバー演習」に2018年から継続的に参加
するとともに、米軍教育課程（Space100など）
に要員を参加させ、宇宙全般に関する知見の獲得
を図っている。

2章2節1項1（宇宙に関する協力）p.274
3章3節1項（宇宙領域の利用にかかる協力）p.357

2 	サイバー領域での対応	サイバー領域での対応

1　政府全体としての取組など

サイバーセキュリティに関し、令和元（2019）
年度に政府機関に対する不審な通信として、マル
ウェア感染の疑いが55件、標的型攻撃が30件検
知されており、高度化・巧妙化した手口の攻撃が
発生しているなど、実質的な脅威度は引き続き高
い状況である。4

政府機関以外に対する不審な通信として、防衛
関連企業を含む民間企業に対するものも複数判明
している。また、警察当局による捜査において、
複数の企業に対するサイバー攻撃に中国人民解放
軍の部隊が関与している可能性が高いと結論付け

られたものもあった。
増大するサイバーセキュリティに対する脅威に

対応するため、2014年11月には、サイバーセ
キュリティに関する施策を総合的かつ効果的に推
進し、わが国の安全保障などに寄与することを目
的としたサイバーセキュリティ基本法が成立して
いる。

これを受けて、2015年1月には、内閣にサイ
バーセキュリティ戦略本部が、内閣官房に内閣サ
イバーセキュリティセンター（N

National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurity
ISC）5が設置さ

れ、サイバーセキュリティにかかる政策の企画・
立案・推進と、政府機関、重要インフラなどにお
ける重大なサイバーセキュリティインシデント対

 参照

近年、米国などを中心に、多数の小型人工衛星が
一体となって様々な機能を担う、いわゆる衛星コン
ステレーション計画が進められており、宇宙空間か
らの情報収集能力の強化や、人工衛星に被害が生じ
た際の機能維持への寄与が期待されています。また、
一部の国において、低空を高速かつ変則的な軌道で
飛翔するHGV（極超音速滑空兵器）の開発が指摘さ
れていることから、令和3（2021）年度では、米国
との連携も念頭に置きつつ、衛星コンステレーショ
ンによるHGV探知・追尾システムの概念検討や、
先進的な赤外線センサーに係る研究を行います。

衛星コンステレーションを活用したHGV探知・追尾システム（イメージ）

ミサイル防衛のための衛星コンステレーション活用の検討について解　説
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策・対応の司令塔機能を担うこととなった。
また、同年9月には、サイバーセキュリティに

関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るた
め、サイバーセキュリティ戦略が策定され、その
目的は、自由、公正かつ安全なサイバー空間を創
出、発展させ、もって経済社会の活力の向上及び
持続的発展、国民が安全で安心して暮らせる社会
の実現、国際社会の平和、安定及びわが国の安全
保障に寄与することとされた。

さらに、2018年7月には、同戦略の見直しがな
され、前戦略における基本的な立場を堅持すると
ともに、持続的な発展のためのサイバーセキュリ
ティの推進や、3つの観点（①サービス提供者の
任務保証、②リスクマネジメント、③参加・連
携・協働）からの取組を推進することとされた。

6	 情報通信ネットワークや情報システムなどの悪用により、サイバー空間を経由して行われる不正侵入、情報の窃取、改ざんや破壊、情報システムの作動停止
や誤作動、不正プログラムの実行やDDoS攻撃（分散サービス不能攻撃）など

2　防衛省・自衛隊の取組

サイバー領域を活用した情報通信ネットワーク
は、様々な領域における自衛隊の活動の基盤であ
り、これに対する攻撃は、自衛隊の組織的な活動
に重大な障害を生じさせる。

防衛省・自衛隊では、①情報システムの安全性
確保、②専門部隊によるサイバー攻撃6対処、③サ
イバー攻撃対処態勢の確保・整備、④最新技術の
研究、⑤人材育成、⑥他機関などとの連携といっ
た、総合的な施策を行っている。

そのような中、防衛大綱に基づき、有事におい
て、わが国への攻撃に際して、当該攻撃に用いら
れる相手方のサイバー空間の利用を妨げる能力を
含め、サイバー防衛能力の抜本的強化を図ること
としている。具体的には、中期防において、①サ
イバーセキュリティ確保のための態勢整備、②最

図表Ⅲ-1-3-3 防衛省・自衛隊におけるサイバー攻撃対処のための総合的施策

①  情報システムの安全性確保
・ファイアウォール、ウィルス検知ソフトの導入
・ネットワークをDIIオープン系・クローズ系と

に分離
・システム監査の実施　等

インターネット

攻撃者 防衛情報通信基盤（DII）

②  専門部隊によるサイバー攻撃対処
・サイバー防衛隊（統）、システム防護隊（陸）、保全監査隊（海）、

システム監査隊（空）によるネットワーク・情報システムの
24時間監視、高度なサイバー攻撃対処（マルウェア解析）

③  サイバー攻撃対処態勢の確保・整備
・サイバー防衛演習の実施
・サプライチェーン・リスク対応の措置（※）
・サイバー攻撃発生時の対処態勢の整備

④  最新技術の研究

・AIの活用に関する研究

⑤  人材育成

・人材育成のため、米国カーネギーメロン
大学付属機関、国内大学院への留学や各
自衛隊の専門課程における教育の実施

・セキュリティ意識の醸成のため、職場に
おける教育、防衛大学校における専門教
育の実施

・部外教育の実施

⑥  他機関等との連携

・内閣サイバーセキュリティセンター、米軍、関係
各国等との情報共有

・NATOサイバー防衛協力センター（CCDCOE）
への防衛省職員派遣

・米陸軍サイバー教育機関への連絡官の派遣
・官民人事交流

サイバー攻撃対処６本柱

（※）政府機関がIT機器や情報システムを調達する際に、サプライチェーン・リスクの懸念がある機器が含まれているか否かをチェックできるよう、
2018年12月、内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）主導で、「IT調達に係る国の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合
せ」を策定した。防衛省としても、これに基づき、機器のサイバーセキュリティの確保に努めている。
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新のリスク、対応策及び技術動向の把握、③人材
の育成・確保を行うとともに、④政府全体への取
組へも寄与することとしている。

図表Ⅲ-1-3-3（防衛省・自衛隊におけるサイバー攻
撃対処のための総合的施策）、資料13（防衛省のサイ
バーセキュリティに関する近年の取組）

（1）サイバーセキュリティ確保のための態勢整備
ア　自衛隊サイバー防衛隊（仮称）の新編

防衛大綱及び中期防は、サイバー防衛能力を抜
本的に強化できるよう、共同の部隊として「サイ
バー防衛部隊」1個隊を新編することとしている。
これに基づき、令和3（2021）年度には、サイバー
防衛隊などの体制拡充に加え、陸海空自衛隊のサ
イバー関連部隊が担っているサイバー防護機能の
共同の部隊への一元化に着手することにより、合
わせて約160名の体制拡充を図ることとしてい
る。新編する自衛隊サイバー防衛隊（仮称）は、主
にサイバー攻撃などへの対処を行うほか、陸海空
自衛隊のサイバー関連部隊に対する訓練支援や防
衛省・自衛隊の共通ネットワークである防衛情報
通信基盤（D

Defense Information Infrastructure
II）7の管理・運用などを担うことと

している。
イ　情報収集、調査分析機能の強化など

いかなる状況においても防衛省・自衛隊のシス
テム・ネットワークの機能を確保するためには、
当該能力を支える情報収集、調査分析機能や実戦
的訓練機能などを強化する必要がある。

このため、①サイバー攻撃の兆候や手法に関す
る情報収集を行う情報収集装置、②AIなどの革
新技術を活用したサイバー攻撃対処能力の機能強
化を図るとともに、③攻撃部隊と防護部隊による
対抗形式の演習を行うためのサイバー演習環境の
整備などの取組を継続していくこととしている。

また、情報本部においても、サイバー空間にお
ける脅威の動向について、公刊情報の収集や諸外
国との情報交換など、必要な情報の収集・分析を
行っている。

（2）最新のリスク、対応策及び技術動向の把握
サイバー攻撃に対して、迅速かつ的確に対応す

7	 自衛隊の任務遂行に必要な情報通信基盤で、防衛省が保有する自営のマイクロ回線、通信事業者から借り上げている部外回線及び衛星回線の各種回線を利
用し、データ通信網と音声通信網を構成する全自衛隊の共通ネットワーク

るためには、民間部門との協力、同盟国などとの
戦略対話や共同訓練などを通じ、サイバーセキュ
リティにかかる最新のリスク、対応策、技術動向
を常に把握しておく必要がある。このため、民間
企業や同盟国である米国をはじめとする諸外国と
効果的に連携していくこととしている。
ア　民間企業などとの協力

国内においては、2013年7月に、サイバーセ
キュリティに関心の深い防衛産業10社程度をメ
ンバーとする「サイバーディフェンス連携協議会」

（C
Cyber Defense Council

DC）を設置し、防衛省がハブとなり、防衛産
業間において情報共有を実施することにより、情
報を集約し、サイバー攻撃の全体像の把握に努め
ることとしている。また、毎年1回、防衛省・自
衛隊及び防衛産業にサイバー攻撃が発生した事態
などを想定した共同訓練を実施し、防衛省・自衛
隊と防衛産業双方のサイバー攻撃対処能力向上に
取り組んでいる。
イ　米国との協力

同盟国である米国との間では、共同対処も含め
包括的な防衛協力が不可欠であることから、日米
両政府は、サイバー協力の主要な枠組みとして、
まず、防衛当局間の政策協議の枠組みである「日
米 サ イ バ ー 防 衛 政 策 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 」

（C
Cyber Defense Policy Working Group

DPWG）を設置した。この枠組みでは、①サ
イバーに関する政策的な協議の推進、②情報共有
の緊密化、③サイバー攻撃対処を取り入れた共同
訓練の推進、④専門家の育成・確保のための協力
などについて、7回にわたり会合を実施している。

また、日米両政府全体の枠組みである「日米サ
イバー対話」への参加や、「日米ITフォーラム」
の開催などを通じ、米国との連携強化を一層推進
している。

2章2節1項2（サイバー空間に関する協力）p.274

ウ　その他の国などとの協力
防衛省においては、N

North Atlantic Treaty Organization
ATOなどとの間で、防衛

当局間においてサイバー空間を巡る諸課題につい
て意見交換するサイバー協議「日NATOサイバー
防衛スタッフトークス」などを行うとともに、
NATOや、NATOサイバー防衛協力センター

 参照

 参照
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（C
Cooperative Cyber Defence Centre of Excellence

CDCOE）が主催するサイバー防衛演習への
参加などを続け、NATOとの連携・協力の向上
を図っている。

また、オーストラリア、英国、ドイツ及びエス
トニアとのサイバー協議を行っている。

さらに、シンガポール、ベトナムなどの防衛当
局との間で、ITフォーラムを実施し、サイバーセ
キュリティを含む情報通信分野の取組及び技術動
向に関する意見交換を行っている。

3章3節2項（サイバー領域の利用にかかる協力）p.357

（3）人材の育成・確保
自衛隊のサイバー防衛能力を強化するために

は、サイバーセキュリティに関する高度かつ幅広
い知識を保有する人材を確保することが必要であ
る。

このため、高度な知識や技能を修得・維持でき
るよう、要員をサイバー関連部署に継続的かつ段
階的に配属するとともに、部内教育及び部外教育
による育成を行っている。

令和元（2019）年度からは各自衛隊の共通教育
としてサイバーセキュリティに関する共通的かつ
高度な知識を習得させるサイバー共通課程8を実
施しており、今後規模を拡充していくこととして
いる。

また、サイバー戦における指揮官の意思決定要
領などに関する知見を修得するため米国防大学の
サイバー戦指揮官要員課程への隊員の派遣を継続
している。

さらに、部外教育機関を活用した教育を実施する
とともに、部外から幅広い人材を確保するため、サ
イバー領域における最新技術やサイバー攻撃の最
新動向などの高度な知見を有するサイバーセキュ

8	 各自衛隊が実施するIT関連の教育を修了した者に対して、共通的なサイバーセキュリティに関する教育を行うもの
9	 政府の「サイバーセキュリティ人材育成総合強化方針」（2016年3月31日サイバーセキュリティ戦略本部決定）に基づく施策
10	 CYMAT（Cyber	 Incident	Mobile	Assistance	Team）：情報セキュリティ緊急支援チーム（2012年6月設置）政府として一体となった対応が必要とな

る情報セキュリティに係る事象が発生した際に、被害拡大防止、復旧、原因調査及び再発防止のための技術的な支援及び助言などを行うチーム
11	 電波や赤外線、可視光線（光）、紫外線、X線などの総称。わが国において使用される電波については、総務省が一元的に周波数を管理しており、防衛省・自

衛隊が訓練などで使用する周波数についても、総務省から承認を得ている。

リティ統括アドバイザーの採用に向けた取組や、防
衛省サイバーコンテストを行った。

また、防衛省における高度専門人材と一般行政
部門との橋渡しとなるセキュリティ・IT人材に
対する適切な処遇の確保9、民間企業における実務
経験を積んだ者を採用する官民人事交流制度や役
務契約などによる外部人材の活用の検討などにも
取り組んでいる。

（4）政府全体としての取組への寄与
防衛省は、警察庁、総務省、経済産業省及び外

務省と並んで、サイバーセキュリティ戦略本部の
構成員として、NISCを中心とする政府横断的な
取組に対し、サイバー攻撃対処訓練への参加や人
事交流、サイバー攻撃に関する情報提供などを
行っているほか、情報セキュリティ緊急支援チー
ム（C

CYber incident Mobile Assistance Team
YMAT）10に対し要員を派遣している。

また、NISCが実施している府省庁の情報シス
テムの侵入耐性診断を行うにあたり、自衛隊が有
する知識・経験の活用について検討することとし
ている。

3 	電磁波領域での対応	電磁波領域での対応
電磁波11は、従来から指揮通信や警戒監視など に使用されてきたが、技術の発展により、その活

 参照 高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対応するサイバー防衛隊員
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用範囲や用途が拡大し、現在の戦闘様相における
攻防の最前線として、主要な領域の一つと認識さ
れるようになってきている12。

こうした状況においては、電磁波領域における
優勢を確保することが抑止力の強化や領域横断作
戦の実現のためにも極めて重要である。

このため、防衛省・自衛隊においても、防衛大
綱などに基づき、①電磁波の利用を適切に管理・
調整する機能の強化、②電磁波に関する情報収
集・分析能力の強化及び情報共有態勢の構築、③
わが国への侵攻を企図する相手方のレーダーや通
信などを無力化するための能力の強化などに取り
組み、電磁波領域の優越を確保するための能力を
獲得・強化していくこととしている13。

1　	電磁波の利用を適切に管理・調整
する機能の強化

電磁波を効果的、積極的に利用して戦闘を優位
に進めるためには、敵による電磁波の利用とその
効果を妨げつつ、味方による電磁波の利用とその
効果を確保する電子戦能力に加えて、電磁波の周

12	 電磁波を用いた攻撃の一つに、核爆発などにより、瞬時に強力な電磁波を発生させ、システムをはじめとする電子機器に過負荷をかけ、誤作動させたり破
壊したりする電磁パルス攻撃がある。このような攻撃は、防衛分野のみならず国民生活全体に影響がある可能性があり、政府全体で必要な対策を検討してい
くこととしている。

13	 このほか、防衛省・自衛隊においては、各自衛隊の情報を全国で共有するために必要となる通信網の多重化を推進するほか、電磁パルス防護の観点を踏ま
えた研究を行っている。

波数や利用状況を一元的に把握・調整し、部隊な
どに適切に周波数を割り当てる電磁波管理能力を
構築することが必要である。

このため、装備品の通信装置やレーダー、電子
戦装置などが使用する電磁波の状況を把握し、電
波の発射方向や伝搬距離などを計算し、モニター
上で可視化する電磁波管理支援技術の研究に着手
するなど電磁波管理能力の強化を進めている。

図表Ⅲ-1-3-4（電子戦能力と電磁波管理能力のイメー
ジ）

2　	電磁波に関する情報収集・分析能
力の強化及び情報共有態勢の構築

電磁波の領域での戦闘を優位に進めるために
は、平時から有事までのあらゆる段階において、
電磁波に関する情報を収集・分析し、これを味方
の部隊で適切に共有することが重要である。

このため、陸上総隊隷下に電磁波に関する情報
収集などを行う電磁波作戦部隊を新編するほか、
令和3（2021）年度予算においては、受信周波数
帯域の拡大や遠距離目標収集能力を向上させた空

 参照

サイバー攻撃の脅威が日々高度化・巧妙化するな
か、サイバー空間における能力の向上は喫緊の課題
であり、サイバーセキュリティに関する専門的知見
を備えた優秀な人材の安定的な確保が不可欠となっ
ています。
このため、人材確保の新たな方法として、サイ

バーセキュリティに関する専門的知見を備えた優秀
な人材を発掘することを目的に、「防衛省サイバー
コンテスト」を2021年3月14日にオンライン開
催しました。
今後も様々な取組を通じて、優秀なサイバー人材

を確保し、サイバー防衛協力の抜本的強化に努めて
いきます。 参加者募集ポスター

防衛省サイバーコンテストについて解　説
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自電波情報収集機（RC-2）の搭載装置を取得する
ほか、海自多用機（EP-3）の後継機の開発に先立
ち、AIなどの最新技術を活用し、信号検出能力、
方位精度、類識別能力などを強化した情報収集シ
ステムの研究を実施するなど、電磁波領域の情報
収集・分析能力を強化することとしている。また、
それらの情報を確実なセキュリティを確保したう
えで各自衛隊において共有するため、自動警戒管
制システム（JADGE）の能力向上、防衛情報通信
基盤（DII）を含む各自衛隊間のシステムの連接
及びデータリンクの整備を引き続き推進すること
としている。

3　	わが国への侵攻を企図する相手方
のレーダーや通信などを無力化す
るための能力の強化

平素からの情報収集・分析に基づき、レーダー
や通信など、わが国に侵攻を企図する相手方の電
波利用を無力化することは、他の領域における能
力が劣勢の場合にも、それを克服してわが国の防
衛を全うするための一つの手段として有効である。

このため、令和3（2021）年度予算においては、

相手の電波利用を無力化することで、火力発揮を
支援し、陸上戦闘を始め各種戦闘を有利にする陸
自のネットワーク電子戦システム（NEWS）の取
得や、相手方の脅威圏外（スタンド・オフ・レン
ジ）から妨害対象に応じた効果的な電磁波妨害を
実施し、自衛隊の航空作戦の遂行を支援する、空
自のスタンド・オフ電子戦機の開発、航空機やミ
サイルなどに搭載されているレーダーや通信機器
が使用する電波を探知・識別し、当該レーダーや
通信機器を無力化する艦艇用の電波探知妨害装置
の研究などを進めることとしている。

また、多数のドローンを活用したスウォーム
（群れ）攻撃の脅威に有効に対処する観点から、高
出力マイクロ波発生装置の研究や車載レーザシス
テムの実証などに関する予算を計上している。

4　訓練演習、人材育成

自衛隊の電磁波領域の能力強化や専門的知見を
有する隊員の育成には、平素からの教育訓練に加
え、実戦経験に裏打ちされた高度なノウハウを有
する米国などの訓練・演習や教育に参加すること
も重要である。

図表Ⅲ-1-3-4 電子戦能力と電磁波管理能力のイメージ

電子攻撃 ○相手方の通信機器やレーダー等に対して電波を発射すること等により、相手方の通信や索敵などの能力
を低減・無効化すること。

電子防護 ○装備品のステルス化や通信の耐妨害性の向上により、相手方の電磁波の影響を低減・無効化すること。

電子戦支援 ○電子攻撃や電子防護に必要となる、相手方が利用する電磁波の情報を収集、分析すること。

【電子戦支援】
○相手方が利用する電波等の情報を収集、

分析

？

【電子防護】
○ステルス化等により、相手の電磁波の影

響を低減・無効化

【電子攻撃】
○相手方の通信機器やレーダー等に電波

を発射すること等により、相手方の通
信などを低減・無効化

図はイメージ

電磁波の効果的・積極的な利用のため、以下の能力を強化する必要がある。
①　電磁波を効果的・積極的に利用して行う戦闘、すなわち「電子戦」の能力
②　「電子戦」能力を担保するため、戦域の電磁波の状況を把握するとともに、干渉が生じないよう部隊による電磁波の利用を適切に

管理・調整する「電磁波管理」の能力

【電磁波管理】
○戦域の電磁波の状況を把握
○自衛隊の部隊が利用する電

磁波を適切に管理・調整

電子戦
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このため、統合電子戦訓練を実施し、電磁波領
域における運用能力を強化するほか、米国の電子
戦教育課程への要員派遣や英海軍が実施する図上
演習への参加、米国などで行われる電子戦シンポ
ジウムへの参加などを通じ、最新の電磁波領域に
関する知見の収集やノウハウの獲得を図る予定で
ある。

新編された第301電子戦中隊

陸上自衛隊では、2021年3月18日をもって新た
な電磁波作戦部隊である「第301電子戦中隊」を西
部方面隊（熊本県熊本市）に新編しました。本部隊は
ネットワーク電子戦システム（NEWS）を装備し、電
磁波情報の収集・分析や相手の電波利用の無力化な
どの任務を遂行することから、領域横断作戦に必要
不可欠です。当該部隊を通じて、陸上自衛隊は、「多
次元統合防衛力」の構築に貢献するとともに、相手
の電波利用を無力化することで、火力発揮を支援し、
陸上戦闘をはじめ各種戦闘を有利に進めるなど、従
来領域における能力向上にも貢献してまいります。

陸上自衛隊における電磁波作戦部隊の新編による領域横断作戦への貢献解　説

動画：宇宙作戦隊新編行事
URL：https://www.youtube.com/watch?v=kvm7dXV-hm4
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2020年10月1日、航空自衛隊は、入間基地にお
いてRC-2（電波情報収集機）配備記念式典を実施し
ました。RC-2は、活用範囲や用途が拡大する電磁波
領域に対応するため、現有機YS-11EBの後継機と
して、電磁波に関する情報収集・分析能力の強化及
び情報共有態勢の構築を推進することを目的として
開発されました。老朽化の著しいYS-11に代わり、
国産輸送機C-2に新たな電波情報収集装置を搭載す
ることで、長時間にわたりより広範囲の情報を収集
することが可能となっています。
現代の装備品にとって電磁波の活用は必要不可欠
なものであり、電磁波の活用範囲や用途の拡大によ
り、現在の戦闘様相における攻防の最前線におい
て、高い電波情報収集・分析能力を持つRC-2の必
要性はますます高まっています。特に活発化する周
辺国の航空活動に対応するためには、RC-2の情報
収集能力及び長時間の運用能力は非常に有用です。

また、その情報共有機能をもって、航空自衛隊内だ
けでなく、他自衛隊との統合運用、米軍との共同
ISR活動においても活躍が期待されています。
さらに、現在の戦闘様相は、技術の進展を背景に、
陸・海・空という従来の領域のみならず、宇宙・サ
イバー・電磁波といった新たな領域を組み合わせた
ものとなっており、RC-2の配備は、電磁波領域にお
いて優勢を確保し、より効果的な領域横断作戦を実
現する点で大きな意義があります。あらゆる領域の
基盤ともなる電磁波領域における情報収集能力の強
化は、現在の安全保障環境に対応していく上で欠か
すことができないものです。
今後、運用に向け、所要の試験及び要員養成など
を引き続き実施するとともに、現中期防衛力整備計
画の期間を通じてRC-2の整備を着実に推進し、わ
が国の防衛に万全を期してまいります。

電波情報収集機「RC-2」の配備について解　説

動画：RC-2電波情報収集機配備記念式典
URL：https://twitter.com/JASDF_PAO/status/1313313029849743362
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大規模災害などへの対応（新型コロナウイルス感染症への対応を含む。）第4節

1 	大規模災害などへの対応（新型コロナウイルス感染症への対応を含む。）	大規模災害などへの対応（新型コロナウイルス感染症への対応を含む。）

1	 なお、近年、記録的な大雨や台風の影響などにより自衛隊が行う災害派遣は大規模かつ長期間の活動となることが増えており、令和元年房総半島台風（台風
第15号）、令和元年東日本台風（台風第19号）などの災害派遣活動において基幹となった陸自では、約300件の訓練の中止、縮小又は延期を行った。

自衛隊は、自然災害をはじめとする災害の発生
時には、地方公共団体などと連携・協力し、被災
者や遭難した船舶・航空機の捜索・救助、水防、
医療、防疫、給水、人員や物資の輸送などの様々
な活動を行っている。

1　基本的な考え方

防衛大綱における、防衛力の果たすべき役割の
うち、「④大規模災害等への対応」の考え方は、次
のとおりである。

大規模災害などの発生に際しては、所要の部隊
を迅速に輸送・展開し、初動対応に万全を期すと
ともに、必要に応じ、対処態勢を長期間にわたり
持続することとしている。また、被災住民や被災
した地方公共団体のニーズに丁寧に対応するとと
もに、関係機関、地方公共団体、民間部門と適切
に連携・協力し、人命救助、応急復旧、給水・入
浴支援などを行うこととしている。

この際、発災当初においては被害状況が不明で
あることから、自衛隊はいかなる被害や活動にも
対応できる態勢で対応し、人命救助活動を最優先
で行いつつ、生活支援などについては、現地対策
本部などの場において、自治体・関係省庁などの
関係者と役割分担、対応方針、活動期間、民間企
業の活用などの調整を行うこととしており、

2020年8月には環境省と共同で災害廃棄物の撤
去等にかかる連携対応マニュアルを策定している。

さらに、「平成30年7月豪雨に係る初動対応検
証レポート」（2018年11月）を踏まえ、防衛省・
自衛隊としては、大規模な災害が発生した際に
は、地方公共団体が混乱している場合もあること
を前提に、より多くの被災者を救助・支援するた
め、自治体からの要請を待つのみではなく、積極
的に支援ニーズを把握しつつ、活動内容について

「提案型」の支援を自発的に行うこととしている。
実際の活動においては、状況の推移に応じて変化
するニーズを的確に捉えつつ柔軟な支援を行う1

としている。その際、自衛隊の支援を真に必要と
している方々が、支援に関する情報により簡単に
アクセスすることができるよう、情報発信を強化
している。

また、自衛隊は、災害派遣を迅速に行うための
初動対処態勢を整えており、この部隊を「FAST-
Force（ファスト・フォース）」と呼んでいる。

Ⅱ部5章4項（災害派遣など）p.200

2　防衛省・自衛隊の対応

（1）自然災害などへの対応
ア　令和2年7月豪雨にかかる災害派遣

2020年7月、熊本県を中心とした九州地方や

 参照

動画：防衛省・自衛隊（災害対策）公式ツイッター
URL：https://twitter.com/modjapan_saigai

動画：令和2年7月豪雨にかかる災害派遣
URL：https://youtu.be/AeQMhAonXWQ
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中部地方、東北地方などで河川が氾濫し、水害が
発生したことから、自衛隊は、地方公共団体に連
絡員を派遣して緊密な連携を図るとともに、熊本
県知事、福岡県知事、大分県知事及び山形県知事

からの災害派遣要請後、人命救助、給水支援、入
浴支援、道路啓開、災害廃棄物の集積支援、防疫
支援、物資輸送、医療支援などを実施した。新型
コロナウイルス感染症環境下における本派遣の規

図表Ⅲ-1-4-1 要請から派遣、撤収までの流れ及び政府の対応

都道府県知事に要請を要求

直接通知
（要請を要求できない場合など）

市町村長

派遣命令 派遣命令

・招集解除命令（注2）

派遣要請

・撤収命令

災害発生

撤収要請

部隊派遣
（自主派遣）

部隊派遣

招集命令（注1）

災害等招集
即応予備自衛官
予備自衛官

災害派遣活動

部隊の撤収
招集解除（注2）

大臣又は大臣の指定する者

・都道府県知事
・海上保安庁長官
・管区海上保安本部長
・空港事務所長

特に緊急性を要し知事などの
要請を待ついとまがない場合

救援活動などにかかる緊密な連携・調整

防衛省・自衛隊

関係府省庁など

（注1）　即応予備自衛官及び予備自衛官の招集は、防衛大臣が、必要に応じて内閣総理大臣の承認を得て行う。
（注2）　防衛大臣が即応予備自衛官、予備自衛官の招集を解除することをいう。
（注3）　自然災害、原子力災害、事故災害などの緊急事態の発生に際しては、各省庁の局長級の要員からなる緊急参集チームが参集する。

さらに、激甚な災害が発生した場合は、総理等の判断により関係閣僚会議が開催され、状況に応じて、政府対策本部の設置や国家安全保障会議が開催される。

官邸危機管理センター

内閣総理大臣

・報告
・緊急参集
　チームが参集

（注3）

関係府省庁

・指示
・連絡調整

図表Ⅲ-1-4-2 大規模災害などに備えた待機態勢（基準）

共通
震度5弱以上の地震が発生した場合は、速やかに情報収集できる態勢
※震度5強以上の地震が発生した場合は、航空機による情報収集を実施
FAST-Force（陸自）
全国で初動対処部隊（人員：約3,900名、車両：約1,100両、航空機：約40機）が24時間待機し1時間を基準に出動
各方面隊ごとに、ヘリコプター（映像伝送）、化学防護、不発弾処理などの部隊が待機
FAST-Force（海自）
艦艇待機：地方総監部所在地ごと、1隻の対応艦艇を指定
航空機待機（約20機）：各基地において、15分～2時間を基準に出動
FAST-Force（空自）
航空救難及び緊急輸送任務のための待機（約10～20機）：各基地において、15分～2時間を基準に出動
必要に応じて、対領空侵犯措置のため待機中の航空機が、情報収集のため出動

令和2年7月豪雨において物資輸送する隊員 令和2年7月豪雨において孤立集落へ支援物資を輸送する陸自隊員（球磨村）
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模は、現地活動人員延べ約61,000名（活動人員
延べ約350,000名）、航空機延べ約270機、車両
約13,000両、人命救助者数延べ1,468名、入浴
支援者数延べ約8,400名に上った。また、孤立し
た村から希少種豚の輸送も行った。
イ　令和2年台風第10号にかかる災害派遣

（ア）台風接近前の避難支援
新型コロナウイルス感染症環境下、台風第10

号の接近に伴い、鹿児島県知事からの災害派遣要
請を受け、陸海空自衛隊は、CH-47、UH-60など
のヘリコプター8機により十島村在住の高齢者、
乳幼児及び妊婦の計200名の鹿児島市内への輸
送を実施した。

（イ）北大東島への人員輸送にかかる災害派遣
新型コロナウイルス感染症環境下、2020年9

月、台風第10号の影響により、北大東島において

60棟が停電する中において、北大東島空港は、通
信機材の不具合により民航機の運行ができなかっ
た。このため、沖縄県知事からの災害派遣要請を
受け、陸自はCH-47輸送ヘリコプター1機により
停電復旧に従事する沖縄電力社員12名を那覇か
ら北大東島へ輸送した。
ウ　新型コロナウイルス感染者に対する市中感染

対策にかかる災害派遣
世界的大流行（パンデミック）となった新型コ

ロナウイルス感染症は、わが国を含む国際社会の
安全保障上の重大な脅威とされる。その感染拡大
防止に向け、防衛省・自衛隊は、総力を挙げて
様々な活動を行った。

自衛隊は、2020年4月から2021年3月末まで
の間に各都道府県知事などからの要請を受け、新
型コロナウイルス感染症の市中感染拡大防止のた

令和2年7月豪雨において人命救助にあたる海自隊員 令和2年台風第10号において沖縄電力職員に対し空輸前の説明を行う陸自隊員

動画：自衛隊式感染症予防（手洗い編）
URL：https://youtu.be/5QXtgrUJnCM

動画：自衛隊式感染症予防（咳エチケット編）
URL：https://youtu.be/4KWZ7bvj21M

動画：自衛隊式感染症予防（マスク脱着編）
URL：https://youtu.be/F5TbW0G8NQs

動画：新型コロナウイルス感染症への対応
URL：�https://www.facebook.com/jointstaffpa/

videos/285657902464800/

動画：�新型コロナウイルス感染症へ対応中の�
医療従事者等に対する敬意、感謝を示すための
ブルーインパルスによる飛行

URL：�https://www.youtube.com/
watch?v=tP6CFDQTrVs
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め、35都道府県において災害派遣などを実施し
た。その中では、自治体職員に対する感染防止の
教育支援を33都道府県で約2,400名2に、宿泊療
養者に対する緊急支援を8都道県で約760名に、
病院から宿泊施設間の患者の輸送支援を6県で約
90名に、医療支援を4道県で、野外でのPCR検
査に必要な天幕の展張・維持管理を1県で、離島
で発生した患者輸送を5道県で約80名に、自衛
隊が保有するCT診断車の資器材提供を1県で実
施した。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療支援

エ　鳥インフルエンザ発生にかかる災害派遣
2020年4月から2021年3月末までの間に鳥イ

ンフルエンザが発生した香川県、福岡県、兵庫県、
宮崎県、奈良県、広島県、和歌山県、岡山県、千葉
県、富山県及び茨城県において、自衛隊は各県知
事からの災害派遣要請を受け、養鶏場内において
鶏の殺処分を実施した。

これらに対する派遣の規模は、人員延べ約
34,000名に上った。

鳥インフルエンザによる鳥の殺処分等支援

2	 一般命令、官庁間協力による教育支援を含む。
3	 CSF（豚熱）対策として、防衛省・自衛隊は、農林水産省が実施している野生イノシシに対する経口ワクチンの空中散布にかかる農林水産省への協力を実施

しており、2019年12月に栃木県日光市内の国有林において、2020年4月に群馬県桐生市内及び栃木県日光市内の国有林などにおいて、経口ワクチンの空
中散布を実施した。

オ　CSF（豚熱）にかかる災害派遣
2020年4月 か ら2021年3月 末 ま で の 間 に

CSF（豚熱）の発生が確認された群馬県及び三重
県において、速やかに豚の殺処分などの防疫措置
を行う必要が生じたため、自衛隊は、各県知事か
らの災害派遣要請を受け、豚の殺処分などの支援
を実施3した。これらに対する派遣の規模は、人員
延べ約2,000名に上った。
カ　山林火災にかかる災害派遣

2020年4月から2021年3月末までの間に山口
県、東京都、群馬県及び栃木県において発生した
山林火災のうち、自治体により消火活動を実施す
るも鎮火に至らなかったものについて、自衛隊
は、各都県知事からの災害派遣要請を受け、空中
消火活動などを実施した。本派遣の規模は人員延
べ約3,100名、車両延べ約280両、航空機延べ約
140機、散水量約3,250t、散水回数715回に上った。

山林火災に伴う消火活動

キ　大雪にかかる災害派遣
（ア）関越自動車道における大雪に係る災害派遣

2020年12月、新潟県を中心に大雪が降り関越
自動車道の一部の区間において、最大2,100両以
上の車両が立ち往生したことから、新潟県知事か
らの災害派遣要請を受け、水、食料、燃料、毛布な
どの救援物資の配布や安否確認を行った。

（イ）秋田県及び新潟県において発生した大雪に
係る災害派遣
2021年1月、秋田県及び新潟県において、平年

の4倍以上の積雪があり、除排雪作業が追い付か
ず、家屋が倒壊するおそれが多数発生していたこ
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新型コロナウイルス感染症対応のために派遣された隊員と 
その隊員家族の声

陸上自衛隊対特殊武器衛生隊（東京都世田谷区） 
看護官　1等陸尉 　西

にし
田
だ

　祐
ゆう

太
た

郎
ろう

私は2020年4月3日から同月28日までの間、
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、東京
国際空港において帰国邦人等に対するPCR検査に
伴う検体採取活動に従事しました。ウイルスとい
う見えない脅威によって自分自身が感染してしま
う危険を伴うもので、不安もありましたが、空港職
員によるあたたかい支援、信頼できる同僚隊員の
存在、平素から行っている訓練の成果により無事
に任務を完遂することができました。
この活動は家庭をもつようになってから初めて

の派遣でしたので、当初は不安な事項も多くあり
ました。妻と生後間もない息子を置いて、約1ヵ月

留守にすることになりましたが、派遣当初から部
隊による手厚い家族支援がありましたので、後顧
の憂いなく活動に専念することができました。空
港職員の皆様、共に活動した同僚隊員、支えてくれ
た部隊には本当に感謝しております。

隊員家族の声　妻　西
にし

田
だ

　志
し

歩
ほ

夫が感染してしまう可能性や、長期間留守
にすることになったので、不安でいっぱいで
した。しかし部隊からの近況報告や丁寧な説
明があったおかげで、安心して帰りを待つこ
とができました。感謝しています。ありがと
うございました。

検体採取の準備の様子（筆者右から二番目） 西田家の写真

VOICE

図表Ⅲ-1-4-3 災害派遣の実績（令和2（2020）年度）

区分 件数 のべ現地活動人員 のべ車両（両） のべ航空機（機） のべ艦艇（隻）
風水害・地震など 10 4,709 846 25

急患輸送 349 1,710 6 367
捜索救助 7 276 54 2 4
消火支援 33 3,208 313 143
その他 131 48,925 6,913 30
合計 530 58,828 8,132 567 4

令和2年7月豪雨 1 現地活動人員� 約61,000
活動人員� 約350,000 約13,000 約270 4

※令和2年7月豪雨については、2年度の派遣実績から除く。
※活動人員とは、現地活動人員に加えて整備・通信要員、司令部要員、待機・交代要員などの後方活動人員を含めた人員数
※その他に含まれている新型コロナウイルスに係る教育支援は人員のみ計上
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とから、秋田県知事及び新潟県知事からの災害派
遣要請を受け、小中学校の木造校舎、高齢者宅の
除排雪作業などを実施した。

（ウ）北陸自動車道などにおける災害派遣
2021年1月7日からの大雪により、北陸自動

車道及び東海北陸自動車道の一部区間において、
多数の車両の滞留が発生したことから、福井県知
事及び富山県知事からの災害派遣要請を受け、滞
留車両周辺の除雪、同車両ドライバーへの燃料・
食料などの配布を実施した。

資料14（災害派遣の実績（過去5年間））

（2）救急患者の輸送など
自衛隊は、医療施設が不足している離島などの

救急患者を航空機で緊急輸送（急患輸送）してい
る。令和2（2020）年度の災害派遣総数531件の
うち、349件が急患輸送であり、南西諸島（沖縄
県及び鹿児島県）や小笠原諸島（東京都）、長崎県
の離島などへの派遣が大半を占めている。

また、他機関の航空機では航続距離が短いなど
の理由で対応できない、本土から遠く離れた海域
で航行している船舶からの急患輸送や転覆などの
緊急を要する船舶での災害の場合については、海
上保安庁からの要請に基づき海難救助を実施して

 参照

令和2年台風第10号接近前の避難支援に参加した隊員の声

海上自衛隊第22航空隊鹿屋航空分遣隊（鹿児島県
鹿屋市） 
飛行班員　1等海尉　上

うえ
山
やま

　直
なお

人
と

私は、海上自衛隊第22航空隊鹿屋航空分遣隊が
運用する救難ヘリコプターUH-60Jの操縦士です。
2020年9月、台風第10号が鹿児島県に最接近す
る前日、「鹿児島県が十島村住民の島外避難を決定
し、災害派遣を要請した。」との情報が入りました。
台風の接近という緊迫した状況の中でしたが、私
は、住民の島外避難を安全かつ速やかに行わなけ
れば、という強い気持ちを持って任務に臨みまし
た。十島村を離陸する時には、不安を隠しきれず今
にも泣きだしそうだった幼な子やお年寄が、鹿児

島市へ着陸し無事に避難できたときに心からの安
堵の表情を浮かべたのを見て、私もほっとすると
ともに、強い達成感を感じました。今回、海自ヘリ
2機、陸自ヘリ4機及び空自ヘリ1機の計7機によ
り、住民約200名を鹿児島市へ搬送することがで
きましたが、このような重要な任務に従事できた
ことに私の部隊では強い誇りを感じています。鹿
児島県には多くの離島があります。離島からの急
患輸送のほか、台風などの災害が発生した場合に、
自衛隊が派遣されるケースが多くあります。今後
も、あらゆる任務に対応できるよう、訓練に励んで
いきます。

UH-60Jと筆者 十島村（宝島）での住民搬送の様子

VOICE

動画：急患輸送にかかる災害派遣
URL：https://youtu.be/VEnaAFlUT4k
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いるほか、状況に応じ、機動衛生ユニットを用い
て重症患者を空自C-130H輸送機にて搬送する
長距離患者搬送も行っている。

さらに、令和2（2020）年度には、33件の消火
支援を実施しており、そのうち、25件が自衛隊の
施設近傍の火災への対応であった。

（3）原子力災害への対応
防衛省・自衛隊では、原子力災害に対処するた

め、「自衛隊原子力災害対処計画」を策定してい
る。また、国、地方公共団体及び原子力事業者が
合同で実施する原子力総合防災訓練に参加し、地
方公共団体の避難計画の実効性の確認や原子力災
害緊急事態における関係機関との連携強化を図っ
ている。さらに、2014年10月以降、内閣府（原
子力防災担当）に自衛官（2021年3月31日現在
陸上自衛官3名、海上自衛官1名、航空自衛官1
名の計5名）を出向させ、原子力災害対処能力の
実効性の向上に努めている。

（4）各種対処計画の策定
防衛省・自衛隊は、各種の災害に際し十分な規

模の部隊を迅速に輸送・展開して初動対応に万全
を期すとともに、要員のローテーション態勢を整
備することで、長期間にわたる対処を可能として
いる。その際、東日本大震災などの教訓を十分に
踏まえることとしている。

また、防衛省・自衛隊は、中央防災会議で検討
されている大規模地震に対応するため、防衛省防
災業務計画に基づき、各種の大規模地震対処計画
を策定している。

4	 2020年3月30日に、東京オリンピックは2021年7月23日から8月8日に、東京パラリンピックは同年8月24日から9月5日に延期されることが決定さ
れた。

（5）自衛隊が実施・参加する訓練
自衛隊は、大規模災害など各種の災害に迅速か

つ的確に対応するため、各種の防災訓練を実施し
ているほか、国や地方公共団体などが行う防災訓
練にも積極的に参加し、各省庁や地方公共団体な
どの関係機関との連携強化を図っている。
ア　自衛隊統合防災演習（J

Joint Exercise for Rescue
XR）

自衛隊は、大規模震災が発生した場合における
自衛隊の指揮幕僚活動、主要部隊間の連携要領、
防災関係機関などとの連携に関する防災訓練を行
うことで、災害対処能力の維持・向上を図ってお
り、2019年は、2020年東京オリンピック競技大
会・東京パラリンピック競技大会4開催中に首都
直下地震が発生した場合を想定して訓練を実施し
た。

2021年3月には、同大会開催中に発生した直
下地震への対処に係る課題、問題点などを討議し
た上で、5月に同大会開催中における災害対処の
実効性向上に向け訓練を実施した。
イ　日米共同統合防災訓練（T

Tomodachi Rescue Exercise
REX）

2021年2月、南海トラフ地震発生時における
在日米軍との共同対処を実動により実施し、自衛
隊と在日米軍との連携による震災対処能力の維
持・向上を図った。
ウ　離島統合防災訓練（R

Remote Island Disaster Relief Exercise
IDEX）

2019年9月、沖縄県が計画する沖縄県総合防
災訓練及び石垣市民防災訓練に参加して、離島に
おける突発的な大規模災害への対処について実動
により訓練し、自衛隊の離島災害対処能力の維
持・向上や関係地方公共団体などとの連携の強化
を図った。

図表Ⅲ-1-4-4 防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策一覧【防衛省】

対策名 対策の内容

自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策
災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設等をはじめとするインフラ基盤の強
靱性を強化するため、飛行場施設等の復旧・活用等に必要な資機材等の取得について、中長期的かつ
継続的に整備し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

自衛隊のインフラ基盤強化対策
災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設・港湾施設等をはじめとするインフ
ラ基盤の強靱性を強化するため、点検を実施の上、自衛隊の飛行場施設・港湾施設等の更なる施設機
能強化について、中長期的かつ継続的に実施し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

自衛隊施設の建物等の強化対策 部隊運用の基盤となる自衛隊施設を安定的に維持するため、３ヵ年緊急対策も踏まえ再点検を実施の
上、自衛隊施設の建物等の耐震化対策、老朽化対策をはじめ対災害性能の強化に繋がる事業を実施する。
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エ　大規模地震時医療活動訓練
2019年9月、内閣府が主催する大規模地震時

医療活動訓練に参加し、災害派遣時の各種行動及
び防災関係機関との連携要領を演練し、災害対処
能力の維持・向上を図った。
オ　その他

さらに、防衛省災害対策本部運営訓練の実施
や、「防災の日」総合防災訓練などへも参加してい
る5。

（6）地方公共団体などとの連携
災害派遣活動を円滑に行うためには、平素から

地方公共団体などと連携を強化することが重要で
ある。このため、①自衛隊地方協力本部への国民
保護・災害対策連絡調整官（事務官）の設置、②自
衛官の出向（東京都の防災担当部局）及び事務官
による相互交流（陸自中部方面隊と兵庫県の間）、
③地方公共団体からの要請に応じ、防災の分野で
知見のある退職自衛官の推薦などを行っている。

2021年3月末現在、全国46都道府県・431市
区町村に612人の退職自衛官が、地方公共団体の
防災担当部門などに在籍している。このような人
的協力は、防衛省・自衛隊と地方公共団体との連
携を強化するうえで極めて効果的であり、東日本
大震災などにおいてその有効性が確認された。特
に、陸自各方面隊は地方公共団体の危機管理監な
どとの交流の場を設定し、情報共有・意見交換を
行い、地方公共団体との連携強化を図っている。

また、災害の発生に際しては、各種調整を円滑
にするため、部隊などから地方公共団体に対し、
迅速かつ効果的な連絡員の派遣を行っている。

5	 記載のほか、令和元（2019）年度の訓練の実施及び参加として、①政府図上訓練、②原子力総合防災訓練、③大規模津波防災総合訓練、④九都県市合同防災
訓練（連携）、⑤近畿府県合同防災訓練（連携）、⑥地方公共団体などにおける総合防災訓練への参加がある。

6	 平成30年7月豪雨、平成30年台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震をはじめとする近年の自然災害により、ブラックアウトの発生、空港ターミナル
の閉鎖など、国民の生活・経済に欠かせない重要なインフラがその機能を喪失し、国民の生活や経済活動に大きな影響を及ぼす事態が発生したことなどを
踏まえ、防災のための重要インフラ等の機能維持及び国民経済・生活を支える重要インフラなどの機能維持の観点から、各府省庁が3年間で集中的に実施
すべきハード・ソフト対策について定めている。

資料54（退職自衛官の地方公共団体防災関係部局に
おける在職状況）

（7）防災・減災、国土強靱化のための5か年加速
化対策に基づく措置

2020年12月、防災・減災、国土強靱化のため
の5か年加速化対策6が閣議決定された。本対策に
おいて、防衛省としては、防災のための重要イン
フラなどの機能維持・強化の観点から、自衛隊の
飛行場施設などの資機材等対策、自衛隊のインフ
ラ基盤強化対策及び自衛隊施設の建物等の強化対
策について、重点的かつ集中的に取り組んでいる。

3　	災害派遣に伴う各種訓練への影響
など

近年、大規模かつ長期間の災害派遣活動が増え
ており、災害派遣活動中に、当初予定していた訓
練を行うことができず、訓練計画上見込んでいた
部隊の練度の維持・向上の達成に支障を来すこと
もあった。

今後は、初動における人命救助活動などに全力
で対応するとともに、各種の緊急支援などについ
ては、地方公共団体・関係省庁などの関係者と役
割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用な
どの調整を行い、適宜態勢を移行し、適切な態
勢・規模で活動することとしている。

なお、災害派遣活動中に実施できなかった訓練
については、その終了後、当初の訓練計画を見直
し、他の機会に訓練を実施するなどの措置を講じ
ており、これにより部隊の練度維持に努めている。

Ⅳ部4章1節1項（部隊の練成）p.428

 参照

 参照
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2 	在外邦人等の保護措置及び輸送への対応	在外邦人等の保護措置及び輸送への対応

1　基本的考え方

防衛大臣は、外国での災害、騒乱その他の緊急
事態に際し、外務大臣から在外邦人等の警護、救出
など、又は輸送の依頼があった場合、外務大臣と協
議をしたうえで、自衛隊法第84条の3（在外邦人
等の保護措置）又は同法第84条の4（在外邦人等
の輸送）の規定に基づき、当該在外邦人等の保護
措置又は輸送を行うことができるとしている。

2　防衛省・自衛隊の取組

在外邦人等の保護措置又は輸送を迅速かつ適確
に実施するため、自衛隊は、部隊を速やかに派遣
する態勢をとっている。具体的には、陸自ではヘ
リコプター部隊と陸上輸送を担当する部隊の要員
を、海自では輸送艦などの艦艇（搭載航空機を含
む）を、空自では輸送機部隊と派遣要員をそれぞ
れ指定するなどの待機態勢を維持している。

また、これらの行動においては、陸・海・空自
の緊密な連携が必要となるため、平素から統合訓
練などを行っている。毎年タイで行われている多
国間共同訓練「コブラ・ゴールド」の機会を活用
し、2020年1月から3月には、関係省庁、在タイ
日本国大使館などの協力のもと、在留邦人などの
参加も得つつ、在外邦人等の保護措置における一
連の活動を訓練し、防衛省・自衛隊と外務省との
連携を強化した。さらに、同年11月から12月に

かけては、国内において在外邦人等の保護措置に
おける一連の行動及び関係機関との連携要領を訓
練し、統合運用能力の向上及び関係機関との連携
強化を図った。

防衛省・自衛隊は、これまで、次の4件の在外
邦人等の輸送を実施している。2004年4月のイ
ラクにおける邦人を含む外国人拘束事件に際し、
空自C-130H輸送機により、邦人10名をイラク
からクウェートまで輸送した。2013年1月のア
ルジェリアにおける邦人拘束事件において、政府
専用機により、邦人7名及び被害邦人の御遺体（9
人）を本邦に輸送した。2016年7月のバングラデ
シュにおけるダッカ襲撃テロ事件において、政府
専用機により、被害邦人の御遺体（7人）と御家族
などを本邦に輸送した。

同年7月の南スーダンにおける情勢悪化に際し
ては、空自C-130H輸送機により、大使館職員4
名をジュバからジブチまで輸送した。

Ⅱ部5章3項6（在外邦人等の保護措置・輸送）p.199 参照
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平和安全法制施行後の自衛隊の活動状況など第5節

1 	平和安全法制に基づく新たな任務に向けた各種準備の推進など	平和安全法制に基づく新たな任務に向けた各種準備の推進など

1	 平和安全法制は、平和安全法制整備法（我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律（平成27年法律第76号））
及び国際平和支援法（国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律（平成27年法律第77号））か
ら構成されており、2016年3月29日に施行された。

1　各種準備の推進

2016年3月に平和安全法制1が施行され、防衛
省・自衛隊は、平和安全法制に基づく様々な新た
な任務について、制定された法制度・各種部内の
規則類の周知徹底、隊員教育のほか、様々な部隊
が実際に訓練をするために必要な教材などの整備
や教官の育成といった各種準備を進め、同年8月、
準備作業に一定の目途がたったことから、自衛隊
の各部隊において、必要な訓練を実施していくこ
ととした。また、日米など二国間あるいは多国間
の共同訓練においても、今後、関係国との調整の
うえで、平和安全法制に関する必要な訓練を実施
することとした。

2　主な訓練の実施状況

2017年7月、自衛隊法第95条の2の規定に基
づく米艦艇の防護に関する実動訓練を初めて実施
し、米海軍との関係強化などを図った。

同年7月から8月の間、多国間共同訓練「カー
ン・クエスト17」に参加して、国際平和協力法に
基づく国外では初の「宿営地の共同防護」及びい
わゆる「駆け付け警護」を含む国連平和維持活動
に関する訓練を実施し、各種能力の向上を図った。
さらに、2018年6月、多国間共同訓練「カーン・
クエスト18」に参加し、国際平和協力法に基づく
国外では初の「安全確保業務」に関する訓練を実
施した。2019年6月にも、多国間共同訓練「カー
ン・クエスト19」に参加し、いわゆる「駆け付け

警護」に関する訓練を実施した。
2018年9月にジブチにおいて、同年12月には

国内において、自衛隊法第84条の3の規定に基
づく在外邦人等の保護措置に関する訓練を実施
し、統合運用能力の向上及び関係機関との連携強
化を図った。

2019年1月から2月の間、多国間共同訓練「コ
ブラ・ゴールド19」に参加して、在外邦人等の保
護措置に関する訓練を実施し、統合運用能力の向
上を図るとともに、指揮所訓練において、国際平
和支援法に基づく協力支援活動に関する訓練など
を実施した。

同年12月には国内における在外邦人等保護措
置訓練を実施し、また、2020年1月から3月には
多国間共同訓練「コブラ・ゴールド20」への参加
を通じて、在外邦人等の保護措置に関する訓練を
実施した。

さらに、同年11月から12月にかけては、在外邦
人等保護措置にかかる統合運用能力の向上及び自
衛隊と関係機関との連携強化を図る目的で、統幕、
陸上総隊、陸自東部方面隊、警務隊、航空総隊、航
空支援集団、航空教育集団、空自補給本部などの
人員約300名が関係省庁との調整・連携を行いつ
つ、陸自朝霞訓練場や空自百里基地などにおいて、
令和2年度在外邦人等保護措置訓練を実施した。

そこでは、実動訓練として、①先遣調査チーム
の現地における活動、②派遣統合任務隊の現地に
おける一連の活動、③関係機関との連携について
訓練するとともに、指揮所訓練として、自衛隊と
関係機関との連携にかかる訓練を行った。

動画：令和2年度在外邦人等保護措置訓練
URL：https://twitter.com/jointstaffpa/status/1335881038006894592
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2 	米軍等の部隊の武器等防護（自衛隊法第95条の2）の警護の実績	米軍等の部隊の武器等防護（自衛隊法第95条の2）の警護の実績
自衛隊法第95条の2の規定に基づく米軍等の

部隊の武器等の防護として、2020年は、弾道ミ
サイルの警戒を含む情報収集・警戒監視活動の機
会に、米軍の艦艇に対して自衛隊の艦艇が4回、

共同訓練の機会に、米軍の航空機に対して自衛隊
の航空機が21回、合計25回の警護を実施した。

Ⅱ部5章3項7（米軍等の部隊の武器等の防護）p.199

3 	その他の取組・活動など	その他の取組・活動など
このほか、平和安全法制の施行を踏まえ、防衛

省・自衛隊は国際連携平和安全活動として2019
年4月から多国籍部隊・監視団（M

Multinational Force and Observers
FO）に司令部

要員を派遣している。また、2012年1月から
2017年5月末まで国連南スーダン共和国ミッ
ション（UNMISS）に派遣されていた南スーダン
派遣施設隊については、第11次要員からいわゆ
る「駆け付け警護」の任務を付与するとともに宿
営地の共同防護を行わせることとし、2016年11
月15日に「南スーダン国際平和協力業務実施計
画」の変更を閣議決定した。

日米物品役務相互提供協定（日米ACSA）につ
いては、平和安全法制の成立を受け、2016年9月

に新たな日米ACSAへの署名が行われ、2017年
4月に国会で承認され、同月に発効した。これに
より、平和安全法制の成立により自衛隊から米軍
に対して実施可能となった物品・役務の提供につ
いても、これまでの決済手続などと同様の枠組み
を適用できるようになった。

また、米国以外にも、オーストラリア、英国、フ
ランス及びカナダとの間で平和安全法制を踏まえ
た物品役務相互協定（ACSA）が発効している。
さらに、インドとの間でも2020年9月に日印
ACSAへの署名が行われた。

2章2節6項（後方支援）p.278
3章5節1項（国際平和協力活動の枠組みなど）p.362
3章5節2項（国連平和維持活動などへの取組）p.363

 参照

 参照
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2020年、締結から60周年を迎えた日米安保条
約に基づく日米安保体制について、防衛大綱は、わ
が国自身の防衛体制とあいまってわが国の安全保
障の基軸であるとしている。また、日米安保体制を
中核とする日米同盟は、わが国のみならず、インド
太平洋地域、さらには国際社会の平和と安定及び
繁栄に大きな役割を果たしているとしている。

そして、国家間の競争が顕在化する中、普遍的
価値と戦略的利益を共有する米国との一層の関係
強化は、わが国の安全保障にとってこれまで以上
に重要となっている。また、米国も同盟国との協
力がより重要になっているとの認識を示している
と説明している。

そのうえで、日米同盟は、平和安全法制により
新たに可能となった活動などを通じて、これまで

も強化されてきたが、わが国を取り巻く安全保障
環境が格段に速いスピードで厳しさと不確実性を
増す中で、わが国の防衛の目標を達成するために
は、「日米防衛協力のための指針」のもとで、一層
の強化を図ることが必要であるとしている。

また、日米同盟の一層の強化にあたっては、わ
が国が自らの防衛力を主体的・自主的に強化して
いくことが不可欠の前提であり、そのうえで、同
盟の抑止力・対処力の強化、幅広い分野における
協力の強化・拡大及び在日米軍駐留に関する施策
の着実な実施のための取組を推進する必要がある
としている。

本章においては、このような防衛大綱の考えも
踏まえつつ、日米同盟の強化に関する取組などに
ついて説明する。

日米安全保障体制の概要第1節

1 	日米安全保障体制の意義	日米安全保障体制の意義

1　わが国の平和と安全の確保

現在の国際社会において、国の平和、安全及び
独立を確保するためには、核兵器の使用をはじめ
とする様々な態様の侵略から、軍事力による示威
や恫

どう
喝
かつ

に至るまで、あらゆる事態に対応できる隙
のない防衛態勢を構築する必要がある。

しかし、米国でさえ一国のみで自国の安全を確
保することは困難な状況にある。ましてや、わが
国が独力でこのような態勢を保持することは、人
口、国土、経済の観点からも容易ではなく、必ず
しも地域の安定に寄与するものではない。

このため、わが国は、民主主義、人権の尊重、法
の支配、資本主義経済といった基本的な価値観や
世界の平和と安全の維持への関心を共有し、経済

面においても関係が深く、かつ、強大な軍事力を
有する米国との安全保障体制を基調として、わが
国の平和と安全を確保してきた。

具体的には、日米安保条約第5条の規定に基づ
き、わが国に対する武力攻撃があった場合日米両
国が共同して対処するとともに、同第6条の規定
に基づき、米軍に対してわが国の施設・区域を提
供することとしている。この米国の日本防衛義務
により、仮にどこかの国がわが国に対して武力攻
撃を企図したとしても、自衛隊のみならず、米国
の有する強大な軍事力とも直接対決する事態を覚
悟しなければならなくなる。この結果、相手国は
侵略を行えば耐えがたい損害を被ることを明白に
認識し、わが国に対する侵略を思いとどまること
になる。すなわち、侵略は抑止されることになる。
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わが国としては、このような米国の軍事力によ
る抑止力をわが国の安全保障のために有効に機能
させることで、わが国自身の防衛体制とあいまっ
て隙のない態勢を構築し、わが国の平和と安全を
確保していく考えである。

2　	わが国の周辺地域の平和と安定の
確保

日米安保条約第6条では、米軍に対するわが国
の施設・区域の提供の目的として、「日本国の安全」
とともに、「極東における国際の平和及び安全の維
持」があげられている。これは、わが国の安全が、
極東というわが国を含む地域の平和や安全と極め
て密接な関係にあるとの認識に基づくものである。

わが国の周辺地域には、大規模な軍事力を有す
る国家などが集中し、核兵器を保有又は核開発を
継続する国家なども存在する。また、パワーバラ
ンスの変化に伴い既存の秩序をめぐる不確実性が
増しており、いわゆるグレーゾーンの事態は、明
確な兆候のないまま、より重大な事態へと急速に
発展していくリスクをはらんでいる。

こうした安全保障環境の中で、わが国に駐留す
る米軍のプレゼンスは、地域における様々な安全
保障上の課題や不安定要因に起因する不測の事態
の発生に対する抑止力として機能し、わが国や米
国の利益を守るのみならず、地域の諸国に大きな
安心をもたらすことで、いわば「公共財」として
の役割を果たしている。

また、日米安保体制を基調とする日米両国間の

緊密な協力関係は、わが国の周辺地域の平和と安
定にとって必要な米国の関与を確保する基盤と
なっている。このような体制は、韓国、オースト
ラリア、タイ、フィリピンなどの地域諸国と米国
の間で構築された同盟関係や、その他の国々との
友好関係とあいまって、地域の平和と安定に不可
欠な役割を果たしている。

3　グローバルな課題への対応

日米安保体制は、防衛面のみならず、政治、経
済、社会などの幅広い分野における日米の包括
的・総合的な友好協力関係の基礎となっている。

日米安保体制を中核とする日米同盟関係は、わ
が国の外交の基軸であり、多国間の安全保障に関
する対話・協力の推進や国連への協力など、国際
社会の平和と安定へのわが国の積極的な取組に役
立つものである。

現在、海洋・宇宙・サイバー空間の安定的利用
に対するリスク、海賊行為、大量破壊兵器や弾道
ミサイルの拡散、国際テロなど、一国での対応が
困難なグローバルな安全保障上の課題が存在して
おり、関係国が平素から協力することが重要であ
る。日米の緊密な協力関係は、わが国がこのよう
な課題に効果的に対応していくうえでも重要な役
割を果たしている。

特に、自衛隊と米軍は、日米安保体制のもと、
平素から様々な面での協力の強化に努めている。
こうした緊密な連携は、海賊対処など各種の国際
的な活動において自衛隊と米軍が協力するうえで

日米首脳会談後の共同記者会見に臨むバイデン大統領と 
菅内閣総理大臣（2021年4月）【首相官邸ホームページ】

日米安全保障協議委員会（「2+2」）にオースティン米国防長官とともに 
参加する岸防衛大臣（2021年3月）
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の基盤となっており、日米安保体制の実効性を高
めることにもつながっている。

国際社会の平和と繁栄は、わが国の平和と繁栄と
密接に結びついている。したがって、わが国が、卓

越した活動能力を有する米国と協力してグローバル
な課題解決のための取組を進めていくことにより、
わが国の平和と繁栄はさらに確かなものとなる。

2 	「日米防衛協力のための指針」（ガイドラインの内容）	「日米防衛協力のための指針」（ガイドラインの内容）
日米間の役割や協力などのあり方についての一

般的な大枠及び政策的な方向性を示した「日米防
衛協力のための指針」（ガイドライン）は、1978
年に策定され、1997年及び2015年に逐次改訂さ
れている。

2015年に改訂された現行のガイドラインは、
日米両国の役割及び任務についての一般的な大枠
及び政策的な方向性を更新するとともに、同盟を
現代に適合したものとし、また、平時から緊急事
態までのあらゆる段階における抑止力及び対処力
を強化することで、より力強い同盟とより大きな
責任の共有のための戦略的な構想を明らかにする
ものである。

資料16（日米防衛協力のための指針（平成27年4月
27日）（仮訳））
図表Ⅲ-2-1-1（日米同盟にかかわる主な経緯）
図表Ⅲ-2-1-2（日米防衛協力のための指針の概要）

1　同盟内の調整の強化

（1）同盟調整メカニズムの設置
2015年11月、日米両政府は、ガイドラインに

基づき、わが国の平和と安全に影響を与える状況
や、その他の同盟としての対応を必要とする可能
性があるあらゆる状況に、切れ目のない形で実効
的に対処することを目的として、同盟調整メカニ
ズム（A
Alliance Coordination Mechanism

CM）を設置した。

 参照

図表Ⅲ-2-1-1 日米同盟にかかわる主な経緯

1951（昭和26）年
1952（昭和27）年
1958（昭和33）年
1960（昭和35）年
1968（昭和43）年
1969（昭和44）年
1972（昭和47）年
1976（昭和51）年
1978（昭和53）年
1991（平成  3）年
1996（平成  8）年

1997（平成  9）年

2020（令和  2）年

2001（平成13）年
2003（平成15）年
2006（平成18）年

2007（平成19）年
2010（平成22）年
2012（平成24）年

旧「日米安全保障条約」承認
「同条約」発効
藤山・ダレス会談（日米安保条約改定同意）

「日米安全保障条約」承認・発効
（小笠原諸島復帰）
佐藤・ニクソン会談（安保条約継続、沖縄施政権返還）

（沖縄復帰）
（日米防衛協力小委員会設置合意）
1978年の「日米防衛協力のための指針」策定

（旧ソ連の崩壊、冷戦の終結）
「日米安全保障共同宣言」（橋本・クリントン会談）
「SACO最終報告」
1997年の「日米防衛協力のための指針」策定

（米国同時多発テロ）
「世界の中の日米同盟」（小泉・ブッシュ会談）
「再編の実施のための日米ロードマップ」策定
「新世紀の日米同盟」（小泉・ブッシュ会談）
「世界とアジアのための日米同盟」（安倍・ブッシュ会談）
「かけがえのない日米同盟」（安倍・ブッシュ会談）
日米安全保障条約締結50周年

「未来に向けた共通のビジョン」（野田・オバマ会談）
2013（平成25）年

2015（平成27）年

2014（平成26）年

「日米防衛協力のための指針」見直し合意
「アジア太平洋およびこれを越えた地域の未来を形作る
日本と米国」（安倍・オバマ会談）
新「日米防衛協力のための指針」策定
日米共同ビジョン声明（安倍・オバマ会談）

2017（平成29）年
2018（平成30）年

共同声明（安倍・トランプ会談）
共同声明（安倍・トランプ会談） 
日米安全保障条約締結60周年

2021（令和  3）年 共同声明（菅・バイデン会談）

安保改定と新日米安保条約

78指針の策定と
拡大する日米防衛協力

冷戦の終結と
97指針の策定

米国同時多発テロ
以降の日米関係

旧日米安保条約の時代

新たな安全保障環境と
新指針の策定
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図表Ⅲ-2-1-2 日米防衛協力のための指針の概要

項目 概要

第Ⅰ章　�防衛協力と�
指針の目的

　両国の役割及び任務並びに協力及び調整の在り方についての一般的な大枠及び政策的な方向性を示す。
　これにより、日米同盟の重要性についての国内外の理解を促進
　○日米両国間の安全保障及び防衛協力の強調事項
－切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な日米共同の対応
－日米両政府の国家安全保障政策間の相乗効果
－政府一体となっての同盟としての取組
－地域の及び他のパートナー並びに国際機関との協力
－日米同盟のグローバルな性質

第Ⅱ章　�基本的な前提
及び考え方

A　日米安全保障条約及びその関連取極に基づく権利及び義務は変更されない。
B　指針の下での行動及び活動は国際法に合致
C�　日米の行動及び活動は各々の憲法・国内法令等に従って行われ、日本の行動及び活動は、専守防衛、非核三原則等
の日本の基本的な方針に従って行われる。

D�　指針は、立法上・予算上・行政上又はその他の措置を義務付けるものではないが、各々の具体的な政策及び措置
に適切な形で反映することが期待される。

第Ⅲ章　�強化された�
同盟内の調整

指針のもとでの実効的な二国間協力のため、平時から緊急事態まで、日米両政府が緊密な協議並びに政策面及び運
用面の的確な調整を行うことが必要となる。このため、両政府は、新たな、平時から利用可能な同盟調整メカニズムを
設置し、運用面の調整を強化し、共同計画の策定を強化する。
A　同盟調整メカニズム
日米両政府は、日本の平和及び安全に影響を与える状況その他の同盟としての対応を必要とする可能性があるあら

ゆる状況に切れ目のない形で実効的に対処するため、同盟調整メカニズムを活用し、平時から緊急事態までのあらゆ
る段階において自衛隊及び米軍により実施される活動に関連した政策面及び運用面の調整を強化する。日米両政府
は、必要な手順及び基盤（施設及び情報通信システムを含む。）を確立するとともに、定期的な訓練・演習を実施する。
B　強化された運用面の調整
日米両政府は、運用面の調整機能の併置の重要性を認識する。自衛隊及び米軍は、緊密な情報共有、円滑な調整及び

国際的な活動を支援するための要員の交換を実施する。
C　共同計画の策定
日米両政府は、平時において、共同計画策定メカニズムを通じ、共同計画の策定・更新を実施する。共同計画は、両政

府双方の計画に適切に反映する。

第Ⅳ章　�日本の平和及
び安全の切れ
目のない確保

⃝　日米両政府は、日本に対する武力攻撃を伴わない時の状況を含め、平時から緊急事態までのいかなる段階におい
ても切れ目のない形で、日本の平和及び安全を確保するための措置をとる。この文脈において、パートナーとのさら
なる協力を推進する。

⃝　日米両政府は、状況の評価、情報の共有、柔軟に選択される抑止措置及び事態の緩和を目的とした行動のため、適
切な場合に、同盟調整メカニズムを活用する。また、適切な経路を通じた戦略的な情報発信を調整する。

A　平時からの協力措置
・　日米両政府は、日米同盟の抑止力及び能力を強化するための広範な分野にわたる協力を推進する。
・　自衛隊及び米軍は、相互運用性、即応性及び警戒態勢を強化する。このため、日米両政府は、①情報収集、警戒監視
及び偵察、②防空及びミサイル防衛、③海洋安全保障、④アセット（装備品等）の防護、⑤訓練・演習、⑥後方支援、⑦
施設の使用を含むが、これに限られない措置をとる。

B　日本の平和及び安全に対して発生する脅威への対処
・　同盟は、日本の平和及び安全に重要な影響を与える事態に対処する。当該事態は、地理的に定めることはできない。
この節に示す措置は、当該事態にいまだ至っていない状況において、各々の国内法令に従ってとり得るものを含む。

・　日米両政府は、平時からの協力的措置を継続することに加え、あらゆる手段を追求する。同盟調整メカニズムを活
用しつつ、各々の決定により、①非戦闘員を退避させるための活動、②海洋安全保障、③避難民への対応のための措
置、④捜索・救難、⑤施設・区域の警護、⑥後方支援及び⑦施設の使用を含むが、これらに限らない追加的措置をとる。

C　日本に対する武力攻撃への対処行動
共同対処行動は、引き続き、日米間の安全保障及び防衛協力の中核的要素

1　日本に対する武力攻撃が予測される場合
日米両政府は、必要な準備を行いつつ、武力攻撃を抑止し、事態を緩和するための措置をとる。

2　日本に対する武力攻撃が発生した場合
・　整合のとれた対処行動のための基本的な考え方
日米両政府は、極力早期にこれを排除し、さらなる攻撃を抑止するため、適切な共同対処行動を実施する。自衛隊は

防衛作戦を主体的に実施し、米軍は自衛隊を支援・補完する。
・　作戦構想

自衛隊 米軍

空域を防衛するための
作戦

日本の上空及び周辺空域を防衛するため、共同作戦を実施
航空優勢を確保しつつ、防空作戦を主体的
に実施

自衛隊の作戦を支援し及び補完するための
作戦を実施

弾道ミサイル攻撃に
対処するための作戦

日本に対する弾道ミサイル攻撃に対処するため、共同作戦を実施
日本を防衛するため、弾道ミサイル防衛作
戦を主体的に実施

自衛隊の作戦を支援し及び補完するための
作戦を実施

海域を防衛するための
作戦

日本の周辺海域を防衛し及び海上交通の安全を確保するため、共同作戦を実施
日本における主要港湾及び海峡の防備、日
本周辺海域における艦船の防護並びにその
他の関連する作戦を主体的に実施

自衛隊の作戦を支援し及び補完するための
作戦を実施
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項目 概要

第Ⅳ章　�日本の平和及
び安全の切れ
目のない確保

自衛隊 米軍

陸上攻撃に対処する
ための作戦

日本に対する陸上攻撃に対処するため、陸、海、空又は水陸両用部隊を用いて、共同作戦を�
実施
島嶼に対するものを含む陸上攻撃の阻止・
排除を主体的に実施、航空優勢を確保しつ
つ、防空作戦を主体的に実施

自衛隊の作戦を支援し及び補完するための
作戦を実施

領域横断
的な作戦

日本に対する武力攻撃を排除し及びさらなる攻撃を抑止するため、領域横断的な共同作戦
を実施

ISR 関係機関と協力しつつ、各々のISR態勢を強化し、情報共有を促進し及び各々のISRアセット
を防護

宇宙・
サイバー 宇宙及びサイバー空間における脅威に対処するために協力

特殊作戦 特殊作戦部隊は、作戦実施中、適切に協力

打撃作戦 米軍の打撃作戦に関して、必要に応じ、支援
を行うことができる。

自衛隊を支援し補完するため、打撃力の使用
を伴う。

・作戦支援活動
作戦支援活動として、①通信電子活動、②捜索・救難、③後方支援、④施設の使用、⑤CBRN（化学・生物・放射線・

核）防護を明記
D　日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動
・　日米両国が、米国又は第三国に対する武力攻撃に対処するため、主権の十分な尊重を含む国際法並びに各々の憲
法及び国内法に従い、武力の行使を伴う行動をとることを決定する場合であって、日本が武力攻撃を受けるに至っ
ていないとき、日米両国は、当該武力攻撃への対処及びさらなる攻撃の抑止において緊密に協力する。

・　自衛隊は、日本と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより日本の存立が脅かされ、国民の生
命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事態に対処し、日本の存立を全うし、日本国民を
守るため、武力の行使を伴う適切な作戦を実施する。

・　協力して行う作戦の例は、①アセットの防護、②捜索・救難、③海上作戦、④弾道ミサイル攻撃に対処するための
作戦、⑤後方支援である。

E　日本における大規模災害への対処における協力
・　日本において大規模災害が発生した場合、日本は主体的に災害に対処する。自衛隊は、関係機関、地方公共団体及
び民間主体と協力しつつ、災害救援活動を実施する。米国は、自国の基準に従い、日本の活動に対し適切な支援を行
う。両政府は、適切な場合に、同盟調整メカニズムを通じて活動を調整する。

・　両政府は、情報共有を含め緊密に協力する。米軍が災害関連訓練に参加することにより相互理解が深まる。

第Ⅴ章　�地域の及び�
グローバルな
平和と安全の
ための協力

⃝　相互の関係を深める世界において、日米両国は、アジア太平洋地域及びこれを越えた地域の平和、安全、安定及び
経済的な繁栄の基盤を提供するため、パートナーと協力しつつ、主導的な役割を果たす。

⃝　両政府の各々が国際的な活動に参加することを決定する場合であって、適切なときは、次に示す活動において、相
互にパートナーと緊密に協力する。

A　国際的な活動における協力
・　両政府は、各々の判断に基づき、国際的な活動に参加する。ともに活動を行う場合、自衛隊及び米軍は、実行可能な
限り最大限協力する。

・　一般的な協力分野は、①平和維持活動、②国際的な人道支援・災害救援、③海洋安全保障、④パートナーの能力構
築支援、⑤非戦闘員を退避させるための活動、⑥情報収集、警戒監視及び偵察、⑦訓練・演習、⑧後方支援を含む。

B　三か国及び多国間協力
両政府は、三か国及び多国間の安全保障及び防衛協力を推進及び強化する。また、国際法及び国際的基準に基づく協

力を推進すべく、地域機関及び国際機関を強化するために協力する。

第Ⅵ章　�宇宙及び�
サイバー空間
に関する協力

A　宇宙に関する協力
・　日米両政府は、宇宙空間の責任ある、平和的かつ安全な利用のため、両政府の連携を維持・強化する。
・　日米両政府は、各々の宇宙システムの抗たん性の確保、宇宙状況監視にかかる協力を強化する。
・　自衛隊及び米軍は、早期警戒、ISR、測位、航法及びタイミング、宇宙状況監視、気象観測、指揮、統制及び通信など
において引き続き協力する。

B　サイバー空間に関する協力
・　日米両政府は、サイバー空間における脅威及び脆弱性に関する情報を適時かつ適切に共有する。自衛隊及び米軍
が任務を達成する上で依拠する重要インフラ及びサービスを防護するために協力する。

・　自衛隊及び米軍は、ネットワーク及びシステムの監視態勢を維持し、教育交流を行い、ネットワーク及びシステム
の抗たん性を確保し、日米両政府一体となった取組に寄与し、共同演習を実施する。

・　日本に対するサイバー事案が発生した場合、日本は主体的に対処し、米国は適切な支援を行う。日本の安全に影響
を与える深刻なサイバー事案が発生した場合、両政府は、緊密に協議し、適切な協力行動をとり対処する。

第Ⅶ章　�日米共同の�
取組

両政府は、二国間協力の実効性をさらに向上させるため、安全保障及び防衛協力の基盤として、次の分野を発展させ
及び強化する。
A　防衛装備・技術協力
B　情報協力・情報保全
C　教育・研究交流

第Ⅷ章　�見直しのため
の手順

ガイドラインが変化する状況に照らして適切なものであるか否かを定期的に評価し、必要と認める場合には、両政
府は、適時かつ適切な形でこのガイドラインを更新する。
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同盟調整メカニズムでは、図表Ⅲ-2-1-3に示す
構成に基づき、平時から緊急事態までのあらゆる
段階における、自衛隊及び米軍により実施される
活動に関連した政策面及び運用面の調整を行い、
適時の情報共有や共通の情勢認識の構築・維持を
行う。

その特徴は、①平時から利用可能であること、②
日本国内における大規模災害やインド太平洋地域
及びグローバルな協力でも活用が可能であること、
③日米の関係機関の関与を確保した政府全体にわ
たる調整が可能であることであり、これらにより、

日米両政府は、調整の必要が生じた場合に適切に
即応できるようになった。例えば、国内で大規模災
害が発生した場合においても、自衛隊及び米軍の
活動にかかる政策面・運用面の様々な調整が必要
になるが、同メカニズムの活用により、様々なレベ
ルでの日米の関係機関の関与を得た調整を緊密か
つ適切に実施することが可能になった。

同メカニズムの設置以降、例えば、熊本地震、
北朝鮮の弾道ミサイル発射や尖閣諸島周辺海空域
における中国の活動などについて、日米間では、
同メカニズムも活用しながら、緊密な連携がとら
れている。

図表Ⅲ-2-1-3（同盟調整メカニズム（ACM）の構成）

（2）運用面の調整の強化
日米両政府は、ガイドラインに基づき、運用面

の調整機能の併置の重要性を認識し、自衛隊及び
米軍は、緊密な情報共有、円滑な調整及び国際的
な活動を支援するための要員の交換を実施するこ
ととしている。

 参照

エスパー米国防長官と会談する河野防衛大臣（2020年8月）

図表Ⅲ-2-1-3 同盟調整メカニズム（ACM）の構成

閣僚レベルを含む二国間の上位レベル

日米合同委員会（JC）
Joint Committee

日米地位協定の実施に関して相互間の協議を
必要とする全ての事項に関する政策面の調整

日本側
外務省北米局長

（代表）

米　側
在日米軍副司令官

（代表）

各自衛隊及び米軍各軍間の調整所（CCCs）
Component Coordination Centers

○各自衛隊及び米軍各軍レベルの二国間調整を促進
○適切な場合、日米各々又は双方が統合任務部隊を設置し、さらにCCCsを設置する場合がある。

日本側
陸上・海上・航空各自衛隊の代表

米側
各軍の構成組織の代表

同盟調整グループ（ACG）
Alliance Coordination Group

○自衛隊及び米軍の活動に関して調整を必要とする全ての事項に関する政策面の調整
○切れ目のない対応を確保するため、ACGは、JCと緊密に調整

日本側
内閣官房（国家安全保障局を
含む。）、外務省、防衛省・自衛隊、
関係省庁（注）の代表

（注）必要に応じて参加

米　側
国家安全保障会議（注）、国務省（注）、
在日米大使館、国防省国防長官府（注）、
統合参謀本部（注）、インド太平洋軍司令部（注）、
在日米軍司令部、関係省庁（注）の代表

（注）：必要に応じて参加

局長級

課長級

担当級

共同運用調整所（BOCC）
Bilateral Operations Coordination Center

自衛隊及び米軍の活動に関する運用面の調整を実施する第一義的な組織

日本側
統合幕僚監部、陸上・海上・航空幕僚監部の代表

米側
インド太平洋軍司令部、在日米軍司令部の代表

必要に応じて

相
互
調
整・情
報
交
換
な
ど

相互調整・情報交換など

相互調整・情報交換など
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（3）共同計画策定メカニズムの設置
2015年11月、日米両政府は、ガイドラインに

基づき、わが国の平和及び安全に関連する緊急事
態に際して効果的な日米共同対処を可能とするた
め、平時において共同計画の策定をガイドライン
にしたがって実施することを目的とし、共同計画
策定メカニズム（B

Bilateral Planning Mechanism
PM）を設置した。

同メカニズムは、共同計画の策定に際し、閣僚
レベルからの指示・監督及び関係省庁の関与を確
保するとともに、共同計画の策定に資する日米間
の各種協力についての調整を実施する役割を果た
すものであり、両政府は、同メカニズムを通じ、
共同計画を策定していくこととしている。

図表Ⅲ-2-1-4（共同計画策定メカニズム（BPM）の構
成）

2　日米防衛協力の強化

ガイドラインでは、わが国の平和及び安全の切
れ目のない確保のため、平時から、情報収集・警
戒監視・偵察（ISR）活動、防空及びミサイル防
衛、海洋安全保障、訓練・演習、アセットの防護、
後方支援などの措置をとることや、日本における
大規模災害への対処などにおいて日米が協力する

ことなどが明示されている。
また、地域の及びグローバルな平和と安全のた

め、国際的な活動において日米が協力することや
三か国及び多国間協力を推進・強化すること、宇
宙及びサイバー空間に関して協力すること、日米
協力の実効性をさらに向上させるための基盤とし
て防衛装備・技術協力や情報協力・情報保全など
の日米共同の取組を発展・強化することなどが明
示されている。

2節（日米同盟の抑止力及び対処力の強化）p.274
3節（幅広い分野における協力の強化・拡大）p.280

 参照

 参照

図表Ⅲ-2-1-4 共同計画策定メカニズム（BPM）の構成

内閣総理大臣 大統領

日米安全保障協議委員会（SCC）
Security Consultative Committee

日米安全保障協議委員会（SCC）
Security Consultative Committee

外務大臣
防衛大臣

国務長官
国防長官

防衛協力小委員会（SDC）
Sub Committee for Defense Cooperation

SCCの補佐、BPCとの緊密な連携の下で計画策定に係る指示を策定、共同計画策定の
全過程を通じてSCCに助言、BPMの全構成要素間の調整、実効的な政策協議、調整及び
その他関連事項についての手続と手段について協議

日本側
○外務省北米局長、
　防衛省防衛政策局長
○統合幕僚監部の代表

米　側
○国務次官補、国防次官補
○在日米大使館、在日米軍、
　統合参謀本部、インド太平洋軍の
　代表

共同計画策定委員会（BPC）
Bilateral Planning Committee

共同計画の策定

日本側
自衛隊の代表

米側
インド太平洋軍、在日米軍の代表

省庁間調整フォーラム（IACF）
Interagency Coordination Forum

両国の関係省庁間の調整、関係省庁による説明、
追加の情報提供など

日本側
内閣官房事態室、
内閣官房国家安全
保障局、外務省、
防衛省の代表

米側
在日米大使館、
インド太平洋軍、
在日米軍の代表

必要に応じて関係省庁間で調整

共同計画策定メカニズム

凡例：調整 BPMにおける指揮 自衛隊／米軍の指揮系統

日米共同統合演習（キーン・ソード21）における山崎統幕長とシュナイダー
在日米軍司令官による共同記者会見（2020年10月）
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3 	日米間の政策協議	日米間の政策協議
日米両国は、首脳・閣僚レベルをはじめ様々な

レベルで緊密に連携し、二国間のみならず、イン
ド太平洋地域をはじめとする国際社会全体の平和
と安定及び繁栄のために、多岐にわたる分野で協
力関係を不断に強化・拡大させてきた。

日米間の安全保障に関する政策協議は、通常の
外交ルートによるもののほか、日米安全保障協議
委員会（S

Security Consultative Committee
CC）（「2＋2」）、日米安全保障高級事務

レベル協議、防衛協力小委員会など、防衛・外務
の関係者などにより、各種のレベルで緊密に行わ
れている。中でも、防衛・外務の閣僚級協議の枠
組みである日米安全保障協議委員会（「2＋2」）
は、政策協議の代表的なものであり、安全保障分
野における日米協力にかかわる問題を検討するた
めの重要な協議機関として機能している。

また、防衛省としては、防衛大臣と米国防長官と
の間で日米防衛相会談を適宜行い、両国の防衛政
策や防衛協力について協議している。加えて、防衛
副大臣と米国防副長官との間や、事務次官、統幕
長、防衛審議官、陸・海・空幕長をはじめとする実
務レベルにおいても、米国防省などとの間で随時
協議や必要な情報の交換などを行っている。

このように、あらゆる機会とレベルを通じ情報
や認識を日米間で共有することは、日米間の連携
をより強化・緊密化するものであり、日米安保体
制の信頼性の向上に資するものであることから、
防衛省としても主体的・積極的に取り組んでいる。

資料17（日米協議（閣僚級）の実績（2018年以降））
資料18（日米安全保障協議委員会（「2＋2」）共同発
表（仮訳）（令和3年3月16日））
図表Ⅲ-2-1-5　（日米安全保障問題に関する日米両国
政府の関係者間の主な政策協議）
図表Ⅲ-2-1-6　最近行われた主な日米会談など

オースティン米国防長官と会談する岸防衛大臣（2021年3月）

 参照

図表Ⅲ-2-1-5 日米安全保障問題に関する日米両国政府の関係者間の主な政策協議

協議の場
出席対象者

目的 根拠など
日本側 米　側

日米安全保障協議委員会
（SCC）

Security�Consultative
Committee
（「2＋2」）

外務大臣
防衛大臣

国務長官
国防長官
（注1）

日米両政府間の理解の促進
に役立ち、及び安全保障の分野
における協力関係の強化に貢
献するような問題で安全保障
の基盤をなし、かつ、これに関
連するものについて検討

日米安保条約第4条などを
根拠とし、1960（昭和35）年
1月19日付内閣総理大臣と米
国国務長官との往復書簡に基
づき設置

日米安全保障高級事務
レベル協議
（SSC）

Security�Subcommittee

参加者は
一定していない

（注2）

参加者は
一定していない

（注2）

日米相互にとって関心のあ
る安全保障上の諸問題につい
て意見交換

日米安保条約第4条など

防衛協力小委員会
（SDC）

Subcommittee�for
Defense�Cooperation

（注3）

外務省北米局長
防衛省防衛政策局長
及び統合幕僚監部の

代表

国務次官補
国防次官補
在日米大使館
在日米軍

統合参謀本部
インド太平洋軍の代表

緊急時における自衛隊と米
軍の間の整合のとれた共同対
処行動を確保するためにとる
べき指針など、日米間の協力の
あり方に関する研究協議

1976（昭和51）年7月8日
第16回日米安全保障協議委員
会において同委員会の下部機
構として設置。その後、1996
（平成8）年6月28日の日米次
官級協議において改組

日米合同委員会
（JC）

Joint�Committee

外務省北米局長
防衛省地方協力局長

など

在日米軍副司令官
在日米大使館公使

など
地位協定の実施に関して協議 地位協定第25条

（注1）　1990年12月26日以前は、駐日米国大使・太平洋軍司令官
（注2）　両国次官・局長クラスなど事務レベルの要人により適宜行われている。
（注3）　1996年6月28日の改組時、審議官・次官補代理レベルの代理会合を設置した。
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年月日 会議／場所 出席者 結果概要（抄）

2019/8/7 日米防衛相会談／
東京

岩屋防衛大臣（当時）
エスパー米国防長官

・北朝鮮による全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの完全な、
検証可能な、かつ不可逆的な廃棄に向け、引き続き、国連安保理決議の完全な履
行を確保することの重要性を確認

・両国の戦略文書に基づき双方が行う取組について緊密に連携すること、日米同
盟の抑止力・対処力の一層の強化に取り組むことで一致

2019/8/25 日米首脳会談／
ビアリッツ

安倍内閣総理大臣
トランプ米大統領

・両首脳の活発な往来を通じ、日米同盟は史上かつてなく強固であるとの認識を
再確認し、揺るぎない日米同盟を今後とも一層強化していくことで一致

・北朝鮮をめぐる拉致、核・ミサイルといった諸懸案の解決に向け、引き続き日米
で緊密に連携していくことを確認

2019/9/25 日米首脳会談／
ニューヨーク

安倍内閣総理大臣
トランプ米大統領

・日米同盟が史上かつてなく強固であるとの認識を再確認し、揺るぎない日米同
盟を今後とも一層強化していくことで一致

・拉致、核・ミサイルといった諸懸案を含む北朝鮮情勢についても意見交換を行
い、引き続き日米、日米韓で緊密に連携していくことを確認

・中東における緊張緩和と情勢の安定化に向け、引き続き日米両国で協力してい
くことで一致

・サウジアラビアの石油施設への攻撃を強く非難
・安倍総理からは、ホーシー派の能力に鑑みれば、本件攻撃がホーシー派によって
なし得るものと考えることは困難であるが、本事案の評価については情報収集・
分析を進めており、引き続き米国を含む関係国と連携していく旨述べた。

・安倍総理からは、ローハニ大統領に対し、イランが情勢の沈静化に向けて自制し、
イランとして建設的に影響力を行使するよう働きかけた旨述べるとともに、中
東に平和と安定をもたらすため、米国と緊密に連携して対応したい旨述べた。

2019/11/18 日米防衛相会談／
バンコク

河野防衛大臣
エスパー米国防長官

・北朝鮮問題について、弾道ミサイルの発射が地域の安全保障にとって重大な脅
威となること、北朝鮮による全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサ
イルの完全な、検証可能な、かつ不可逆的な廃棄に向け、引き続き国連安保理決
議の完全な履行を確保することの重要性を確認

・東シナ海・南シナ海について、力を背景とした一方的な現状変更の試みに反対
するとともに、法の支配、航行の自由の定着等に向けた協力の重要性を確認

・整合する両国の戦略を具体化するため、引き続き日米間で緊密に連携して新た
な領域における協力の推進を含め、日米同盟の抑止力・対処力の一層の強化に
取り組むことで一致

・自由で開かれたインド太平洋を維持・強化するため、日米が基軸となって、共同
訓練や能力構築支援の実施を含め、多様なパートナーと協力していくことの重
要性を確認

・在日米軍の即応性維持の重要性を確認するとともに、その即応性維持のために
も地元の理解と協力が不可欠であるとの認識の下、引き続き日米で協力してい
くことで一致

2020/1/14 日米防衛相会談／
ワシントン

河野防衛大臣
エスパー米国防長官

・中東地域情勢について意見交換
・閣議決定した中東地域への自衛隊派遣について説明
・北朝鮮のたび重なる弾道ミサイルの発射は、わが国のみならず、国際社会に対す
る深刻な挑戦であることを確認

・北朝鮮による全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの完全な、
検証可能な、かつ不可逆的な廃棄に向け、引き続き、国連安保理決議の完全な履
行を確保することの重要性を確認

・北朝鮮による「瀬取り」対策に関し、引き続き日米が有志国と連携して取り組む
ことで一致

・日米同盟が最も強固な関係にあることを歓迎し、整合する両国の戦略を具体化
するため、日米間で緊密に連携し、日米同盟の抑止力・対処力の一層の強化に取
り組むことで一致

・日米が基軸となって、共同訓練や能力構築支援の実施を含め、多様なパートナー
と協力していくことの重要性を確認

・恒常的な空母艦載機着陸訓練（FCLP）の候補地となっている馬毛島について、日
本政府による土地の取得に関する最近の進展を歓迎するとともに、引き続き、米
軍再編計画の着実な進展のため、日米で緊密に協力していくことで一致

2020/8/29 日米防衛相会談／
グアム

河野防衛大臣
エスパー米国防長官

・東シナ海・南シナ海について、力を背景とした一方的な現状変更の試みに反対
するとともに、法の支配、航行の自由の定着等に向けた協力の重要性を確認

・東シナ海の平和と安定の確保のため、より緊密に協働していくことで一致し、日
米安保条約第5条が尖閣諸島に適用されること、及び両国は同諸島に対する日本
の施政を損なおうとするいかなる一方的な行動にも反対することを再確認

・自由で開かれたインド太平洋を維持・強化するため、日米両国がアジア太平洋
地域の平和と繁栄により一層大きな役割を果たしていくことを確認するととも
に、日米が基軸となって、共同訓練や能力構築支援の実施などを通じ、多様な
パートナーと協力を強化していくことの重要性を確認

図表Ⅲ-2-1-6 最近行われた主な日米会談など
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年月日 会議／場所 出席者 結果概要（抄）

2020/8/29 日米防衛相会談／
グアム

河野防衛大臣
エスパー米国防長官

・北朝鮮のたび重なる弾道ミサイルの発射は、国連安保理決議違反であり、我が国
のみならず、国際社会に対する深刻な挑戦であることを確認。北朝鮮による全て
の大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイル計画の完全な、検証可能な、か
つ不可逆的な廃棄に向け、国連安保理決議の完全な履行の確保の重要性を確認
し、北朝鮮による「瀬取り」に対し、引き続き日米が有志国と連携して取り組むこ
とで一致

・両国の戦略を具体化するため、日米間で緊密に連携し、日米同盟の抑止力・対処
力の一層の強化に取り組むことで一致

・その一環として、周辺国における軍事活動の活発化や軍事技術の進展も踏まえ、
総合ミサイル防衛能力やISR能力を強化していく必要性について一致

・グアム移転事業の進捗を確認し、その着実な進展を歓迎
・普天間飛行場の辺野古への移設が、普天間飛行場の継続的な使用を回避するた
めの唯一の解決策であることを確認

・新型コロナウイルス感染症の拡大防止及びその影響を緩和するべく、日米で緊
密に連携していくことを確認

・在日米軍の即応性維持の重要性を確認するとともに、その即応性維持のために
も地元の理解と協力が不可欠であるとの認識の下、引き続き日米で協力してい
くことで一致

2021/3/16
日米安全保障協議
委 員 会（「2＋2」）
／東京

岸防衛大臣
茂木外務大臣
オースティン米国防
長官
ブリンケン米国務長
官

・日米同盟がインド太平洋地域の平和、安全及び繁栄の礎であり続けることを確
認した上で、両国の日米同盟への揺るぎないコミットメントを新たにした。拡大
する地政学的な競争や新型コロナウイルス、気候変動、民主主義の再活性化と
いった課題の中で、自由で開かれたインド太平洋とルールに基づく国際秩序を
推進していくことで一致

・厳しい安全保障環境を踏まえ、日米同盟の抑止力・対処力の強化に向けた連携
をより一層深めることで一致。また、日本は、国防及び同盟の強化に向け、自らの
能力を向上させる決意を表明し、米国は、核を含むあらゆる種類の米国の能力に
よる日本の防衛に対する揺るぎないコミットメントを強調

・同盟の強化に向けた具体的な作業を進めることを担当部局に指示。また、その成
果を確認するべく、年内に日米安全保障協議委員会を改めて開催することで一致

・中国による、既存の国際秩序と合致しない行動は、日米同盟及び国際社会に対す
る政治的、経済的、軍事的及び技術的な課題を提起しているとの認識で一致。ま
た、ルールに基づく国際体制を損なう、地域の他者に対する威圧や安定を損なう
行動に反対することを確認

・東シナ海及び南シナ海を含め、現状変更を試みるいかなる一方的な行動にも反
対し、中国による海警法に関する深刻な懸念を表明。また、日本側から、日本の領
土をあらゆる手段で守る決意を表明。尖閣諸島に対する日米安保条約第5条の適
用を再確認し、同諸島に対する日本の施政を損なおうとする一方的な行動に引
き続き反対することを確認

・南シナ海における、中国の不法な海洋権益に関する主張及び活動への反対を改
めて表明

・台湾海峡の平和と安定の重要性を強調。香港及び新疆ウイグル自治区の人権状
況について深刻な懸念を共有

・北朝鮮の完全な非核化の実現に向けて、国連安保理決議の完全な履行の重要性
を確認。日米及び日米韓3か国で引き続き協力していくことで一致。拉致問題の
即時解決の必要性についても確認

・日米豪印を通じた協力を確認。また、ASEANの中心性及び一体性並びに「インド
太平洋に関するASEANアウトルック」への強固な支持を確認しつつ、ASEAN
と協働することを誓約

・一層深刻化する地域の安全保障環境を認識した上で、役割・任務・能力に関す
る協議を通じ、日米同盟の抑止力・対処力の強化に向けた連携をより深めるこ
とで一致

・米国で各種政策レビューが行われる中、日米の戦略・政策を緊密にすり合わせ
ていくことで一致

・全ての領域を横断する防衛協力を深化させ、拡大抑止を強化することで一致。ま
た、宇宙及びサイバーに関する協力の重要性並びに情報保全を更に強化してい
くことを強調

・同盟の運用の即応性・抑止態勢を維持し、将来的な課題に対処するため、実践的
な二国間及び多国間の演習及び訓練の必要性を改めて表明

・日米同盟の抑止力を維持しつつ、沖縄を始めとする地元の負担軽減を図る観点
から、在日米軍再編を着実に推進することで一致。米軍再編の取組に係る進展を
歓迎するとともに、地元への影響を軽減しつつ、運用の即応性及び持続可能なプ
レゼンスを維持できるように現在の取決めを実施していくことを再確認

・普天間飛行場代替施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに隣接する
水域に建設する計画が、普天間飛行場の継続的な使用を回避するための唯一の
解決策であり、早期完了に取り組むことを再確認
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年月日 会議／場所 出席者 結果概要（抄）

2021/3/16
日米安全保障協議
委 員 会（「2＋2」）
／東京

岸防衛大臣
茂木外務大臣
オースティン米国防
長官
ブリンケン米国務長
官

・在日米軍駐留経費負担につき、現行の特別協定を1年延長する改正に合意したこ
とを受け、双方の交渉官に、双方が裨益する新たな複数年度の合意に向けて取り
組むことを指示

・日本側から、米軍再編を着実に進める重要性を強調し、在日米軍の地元への影響
に最大限配慮した安全な運用や事件・事故での円滑な対応等について要請

・日本側から、東日本大震災における米側の支援に対して改めて謝意を表した上
で、四閣僚は、犠牲者を追悼し、日米同盟の協力の精神を再確認

2021/3/16 日米防衛相会談／
東京

岸防衛大臣
オースティン米国防
長官

・急激に厳しさを増す安全保障環境の中、日米同盟が地域の平和と安定にとって
これまでになく重要であること、自由で開かれたインド太平洋を維持・強化す
るため、日米が基軸となって取り組んでいくことを確認

・日本側から、日本の防衛に対する断固たる決意を述べるとともに、地域の平和と
安定のために日本が積極的に役割を果たしていく考えを述べ、米側は、これを歓
迎するとともに、米国による日本の防衛に対するコミットメントが揺るぎない
ことを確認。日米同盟の抑止力・対処力の一層の強化に取り組むことで一致

・中国による、既存の国際秩序と整合的でない行動が、同盟及び国際社会に対して
課題となっている中、防衛当局としてとるべき対応について協議していくこと
で一致

・日本側から、国際法との整合性に問題のある規定を含む中国海警法により、東シ
ナ海や南シナ海などの海域において緊張を高めることになることは断じて受け
入れられない旨を述べ、双方で深刻な懸念を表明。また、両閣僚は、台湾海峡の平
和と安定の重要性について認識を共有

・北朝鮮の完全な非核化に向けたコミットメントを再確認し、北朝鮮に対して国
連安保理決議の下での義務に従うことを求めた。また、北朝鮮関連船舶による違
法な「瀬取り」対策に関し、引き続き日米が有志国と連携して取り組むことで一
致

・自由で開かれたインド太平洋を維持・強化するため、日米豪印協力の強化を含
め、地域内外の多様なパートナーとの協力を強化していくことの重要性を確認

・双方の戦略を緊密な協議を通じて擦り合わせ、宇宙・サイバー領域を含む全て
の領域において、協力を深めていくことで一致

・同盟の抑止力・対処力を高めるためには、自衛隊と在日米軍の双方が、日米共同
訓練を含む各種の高度な訓練の実施等を通じ、即応性を強化していくことが重
要であることで一致

・米国による「世界的な戦力態勢見直し（GPR）」に関し、今後緊密に調整していく
ことを確認

・普天間飛行場の辺野古移設及び馬毛島の施設整備を含む米軍再編計画のこれま
での取組を歓迎するとともに、今後の着実な進展のため、引き続き日米で緊密に
協力していくことで一致

・普天間飛行場の辺野古への移設が、普天間飛行場の継続的な使用を回避するた
めの唯一の解決策であることを再確認し、これを進めていくことで一致

・在日米軍の安定的な駐留と日々の活動には、地域社会の理解と協力が不可欠で
あること、また、米軍の安全かつ環境に配慮した運用の確保が重要であることを
確認

2021/4/16 日米首脳会談�
／ワシントン

菅総理大臣
バイデン大統領

・日米同盟は揺るぎないものであり、日米両国は、地域の課題に対処する備えがか
つてなくできていることを確認。

・日米同盟は普遍的価値及び共通の原則に対するコミットメントに基づく自由で
開かれたインド太平洋という共通のビジョンを推進し、日米は主権及び領土一
体性を尊重するとともに、平和的な紛争解決及び威圧への反対にコミット。

・日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化するために自らの防衛力を強化する
ことを決意。

・米国は、核を含むあらゆる種類の米国の能力を用いた日米安全保障条約の下で
の日本の防衛に対する揺るぎない支持を改めて表明し、日米安保条約第5条が尖
閣諸島に適用されることを再確認。日米両国は共に、尖閣諸島に対する日本の施
政を損おうとするいかなる一方的な行動にも反対することで一致。

・より緊密な防衛協力の基礎的な要素である、両国間のサイバーセキュリティ及
び情報保全強化並びに両国の技術的優位を守ることの重要性を強調。

・普天間飛行場の継続的な使用を回避するための唯一の解決策である、辺野古に
おける普天間飛行場代替施設や、馬毛島における空母艦載機着陸訓練施設の建
設、米海兵隊部隊の沖縄からグアムへの移転を含む、在日米軍再編に関する現行
の取決めを実施することに引き続きコミットすることで一致。

・在日米軍の安定的及び持続可能な駐留を確保するため、時宜を得た形で、在日米
軍駐留経費負担に関する有意義な多年度の合意を妥結することを決意。

・インド太平洋地域及び世界の平和と繁栄に対する中国の行動の影響について意
見交換するとともに、ルールに基づく国際秩序に合致しない中国の行動につい
て懸念を共有。
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年月日 会議／場所 出席者 結果概要（抄）

2021/4/16 日米首脳会談�
／ワシントン

菅総理大臣
バイデン大統領

・日米は、東シナ海におけるあらゆる一方的な現状変更の試みに反対するほか、南
シナ海における、中国の不法な海洋権益に関する主張及び活動への反対を改め
て表明するとともに、自由で開かれた南シナ海における強固な共通の利益を再
確認。

・日米は台湾海峡の平和と安定の重要性を強調するとともに、両岸問題の平和的
解決を促す。

・香港及び新疆ウイグル自治区における人権状況への深刻な懸念を共有。日米は中
国との率直な対話の重要性を認識するとともに、直接懸念を伝達していく意図を
改めて表明し、共通の利益を有する分野に関し、中国と協働する必要性を認識。

・日米は北朝鮮に対し、国連安保理決議の下での義務に従うことを求めつつ、北朝
鮮の完全な非核化へのコミットメントを再確認するとともに、国際社会による
同決議の完全な履行を求めた。バイデン大統領は、拉致問題の即時解決への米国
のコミットメントを再確認。

・日米はかつてなく強固な日米豪印（クアッド）を通じた豪州及びインドを含め、
同盟国やパートナーと引き続き協働していく。日米はインド太平洋における
ASEANの一体性及び中心性並びに「インド太平洋に関するASEANアウトルッ
ク」を支持。

・韓国との三か国協力が我々共通の安全及び繁栄にとり不可欠であることにつき
一致

・日米はミャンマー国軍及び警察による市民への暴力を断固として非難し、暴力
の即時停止、被拘束者の解放及び民主主義への早期回復を強く求めるための行
動を継続することにコミット。
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日米同盟の抑止力及び対処力の強化第2節
防衛大綱は、日米同盟の抑止力及び対処力の強

化のため、平時から有事までのあらゆる段階や災
害などの発生時において、日米両国間の情報共有
を強化するとともに、すべての関係機関を含む両
国間の実効的かつ円滑な調整を行い、わが国の平
和と安全を確保するためのあらゆる措置を講ずる
こととしている。

このため、各種の運用協力及び政策調整を一層
深化させることとしている。特に、宇宙領域やサ

イバー領域などにおける協力、総合ミサイル防
空、共同訓練・演習、共同のI

Intelligence, Surveillance and Reconnaissance
SR活動及び日米共

同による柔軟に選択される抑止措置の拡大・深
化、共同計画の策定・更新の推進、拡大抑止協議
の深化などを図ることとしている。これらに加え、
米軍の活動を支援するための後方支援や、米軍の
艦艇、航空機などの防護といった取組を一層積極
的に実施することとしている。

1 	宇宙領域やサイバー領域などにおける協力	宇宙領域やサイバー領域などにおける協力

1　宇宙に関する協力

宇宙分野における協力としては、2009年11月
の日米首脳会談において、日米同盟深化の一環と
して、宇宙における安全保障協力の推進に一致し
たことを受け、2010年9月に関係省庁が参加し
て安全保障分野における第1回日米宇宙協議を実
施するなど、今後の日米協力のあり方についての
協議を定期的に行っている。

また、2012年4月の日米首脳会談において、民
生及び安全保障上の宇宙に関するパートナーシッ
プの深化及び宇宙に関する包括的対話の立ち上げ
に一致したことを受け、2013年3月に関係省庁
が参加して第1回包括的日米対話を実施するな
ど、両国の宇宙政策に関する情報交換や今後の協

力に関する議論を定期的に行っている。
さらに、2015年4月の日米防衛相会談におけ

る指示に基づき、宇宙分野における日米防衛当局
間の協力を一層促進する観点から、「日米宇宙協
力ワーキンググループ（S

Space Cooperation Working Group
CWG）」を設置し、同

年10月以降計7回の会合を開催した（直近の会
合は2021年3月に実施）。引き続き、本ワーキン
ググループを活用して、①宇宙に関する政策的な
協議の推進、②情報共有の緊密化、③専門家の育
成・確保のための協力、④机上演習の実施など、
幅広い分野での検討を一層推進していくこととし
ている。

2020年8月には、レイモンド米宇宙軍作戦部長
が安倍内閣総理大臣及び河野防衛大臣を表敬する
とともに、空幕長と会談し、宇宙分野における日
米間の連携強化を推進することで一致した。

3章3節1項（宇宙領域の利用にかかる協力）p.357

2　サイバー空間に関する協力

サイバー分野における協力としては、2013年
10月、防衛当局間の枠組みとして「日米サイバー
防衛政策ワーキンググループ（C

Cyber Defense Policy Working Group
DPWG）」を設置

し、政策レベルを含む情報共有のあり方や人材育
成、技術面における協力など、幅広い分野に関す
る専門的・具体的な検討を行っている。また、サ
イバー協力に関する日米両政府全体の枠組みであ

 参照

レイモンド米宇宙軍作戦部長と会談する井筒空幕長（2020年8月）
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る「日米サイバー対話」に日米の防衛当局が参加
を続けており、情報通信に関する防衛当局間の枠
組みである「日米ITフォーラム」も開催している。

2015年4月にはガイドラインが、同年5月に
はCDPWG共同声明が発表され、日米政府の協
力として、迅速かつ適切な情報共有体制の構築
や、自衛隊及び米軍が任務遂行上依拠する重要イ
ンフラの防衛などがあげられるとともに、自衛隊
及び米軍の協力として、各々のネットワーク及び
システムの抗たん性の確保や教育交流、共同演習
の実施などがあげられた。また、2019年4月の

「2＋2」会合では、サイバー分野における協力を
強化していくことで一致し、国際法がサイバー空

間に適用されるとともに、一定の場合には、サイ
バー攻撃が日米安全保障条約第5条にいう武力攻
撃に当たり得ることを確認した。

運用協力の面では、日米共同統合演習（実動演
習）及び日米共同方面隊指揮所演習においてサイ
バー攻撃対処訓練を実施しており、2020年10月
から11月の日米共同統合演習（実動演習）におい
ても実施した。このほか、米陸軍サイバー教育機
関への連絡官の派遣、米国防大学のサイバー戦指
揮官要員課程への隊員の派遣など、人材面での協
力も実施している。

3章3節2項（サイバー領域の利用にかかる協力）
p.357

2 	総合ミサイル防空	総合ミサイル防空
弾道ミサイル、巡航ミサイルや航空機など、わ

が国に向けて飛来する経空脅威への対応について
は、運用情報の共有や対処要領の整備に加え、日
米共同統合防空・ミサイル防衛訓練などを実施す
ることにより、日米共同対処能力を向上させてい
る。また、累次にわたる北朝鮮による弾道ミサイ
ルの発射の際には、同盟調整メカニズムも活用
し、日米が連携して対処している。

装備面でも、弾道ミサイル防衛用能力向上型迎
撃ミサイル（SM-3ブロックⅡA）の日米共同開

発を進め、平成29（2017）年度予算から取得を
開始し、共同生産・配備段階に移行した。また、
2020年11月には、米国がSM-3ブロックⅡAに
よる大陸間弾道ミサイル（I

Intercontinental Ballistic Missile
CBM）の迎撃実験に

成功し、迎撃ミサイルとしての高い信頼性・能力
を実証した。

なお、米国は2019年1月に発表したミサイル
防衛見直し（M

Missile Defense Review
DR）において、わが国を含む同盟

国との協力の重要性を明記している。
1章2節2項（ミサイル攻撃などへの対応）p.225

3 	共同訓練・演習	共同訓練・演習
平素から共同訓練・演習を行うことは、戦術面

などの相互理解や意思疎通といった相互運用性を
向上させ、日米共同対処能力の維持・向上に大き
く資するのみならず、日米それぞれの戦術技量の
向上を図るうえでも有益である。とりわけ、実戦
経験豊富な米軍から習得できる知見や技術は極め
て貴重であり、自衛隊の能力向上に大きく資する
ものである。

また、効果的な時期、場所、規模で共同訓練を
実施することは、日米間での一致した意思や能力
を示すことにもなり、抑止の機能を果たすことに
なる。これらの観点を踏まえ、防衛省・自衛隊は、
引き続き共同訓練の充実に努めている。

共同訓練・演習は、国内のみならず、米国への
部隊派遣などにより拡大している。日米共同方面
隊指揮所演習、対潜特別訓練、日米共同戦闘機戦
闘訓練など、各軍種において相互運用性及び日米
共同対処能力の向上の努力を続けている。

昭和60（1985）年度以降、日米共同統合演習
として、おおむね毎年、指揮所演習と実動演習を
交互に行ってきた。2020年10月から11月にか
けては、わが国の周辺海空域、種子島及び臥蛇島
などにおいて、陸海空自衛隊の人員約3万7,000
名、艦艇約20隻、航空機約170機が参加する実
動演習（キーン・ソード21）を実施した。

そのほか、最近の訓練・演習としては、同年12

 参照

 参照
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月、日本で実施した日米共同方面隊指揮所演習
（YS-79）に、陸自、米陸軍などが参加し、共同し
て作戦を実施する場合における指揮幕僚活動を演
練した。

さらに、日米は様々な海空域において共同訓練
を実施している。一例として、同年7月には、遠
洋練習航海中の海自練習艦「かしま」、「しまゆき」
と米空母「ロナルド・レーガン」などが、南シナ

海において日米共同訓練を実施した。また、空自
は日本海、東シナ海、沖縄周辺空域などにおいて、
米空軍B-52爆撃機、B-1爆撃機などと各種訓練
を実施している。

これらの日米共同訓練は、いずれも自衛隊の戦
術技量の向上及び米軍との連携強化を図ることを
目的として日米同盟の抑止力・対処力を強化する
ため実施したものである。その結果として、日米
の連携強化が図られ、絆を示すことは、わが国の
安全保障環境が厳しさを増している中で、日米同
盟全体の抑止力・対処力を一層強化し、地域の安
定化に向けたわが国の意思と高い能力を示す効果
があるものと考えている。

近年では、地方自治体が開催する防災訓練に在
日米軍も参加し、関係機関との連携を深めている。

資料19（主な日米共同訓練の実績（令和2（2020）
年度））

 参照

令和2年度国内における米海兵隊との実動訓練 
（フォレストライト（東部方面隊））に参加する日米隊員

南シナ海において米空母「ロナルド・レーガン」を見送る 
令和2年度遠洋練習航海（前期）実施中の実習幹部

クリスマス・ドロップ（ミクロネシア連邦等における人道支援・ 
災害救援共同訓練）において投下物資にメッセージを書く日米隊員

動画：日米共同統合演習「Keen Sword 2020」
URL：https://youtu.be/J2wgfV4zFfU

動画：ミクロネシア連邦等におけるHA/DR共同訓練「クリスマス・ドロップ」
URL：https://youtu.be/T7THDbohMgw

動画：日米共同訓練
URL：https://youtu.be/nOf7WE4MHVw

日
米
同
盟

第
2
章

276日本の防衛

第2節日米同盟の抑止力及び対処力の強化

防衛2021_Ⅲ-2-2.indd   276防衛2021_Ⅲ-2-2.indd   276 2021/06/10   13:17:142021/06/10   13:17:14



4 	情報収集・警戒監視・偵察（ISR）活動	情報収集・警戒監視・偵察（ISR）活動
共同の情報収集・警戒監視・偵察（I

Intelligence, Surveillance and Reconnaissance
SR）活動

について、日米両国の活動の効率及び効果を高め
るためには、広くアジア太平洋地域におけるISR
活動を日米間で協力して実施していくことが重要
である。

このような共同のISR活動の拡大は、抑止の機
能を果たすとともに、他国に対する情報優越を確
保し、平素から各種事態までのシームレスな協力
態勢を構築することにつながる。

5 	海洋安全保障	海洋安全保障
日米両政府は、ガイドラインなどに基づき、航

行の自由を含む国際法に基づく海洋秩序を維持す
るための措置に関し、相互に緊密に協力すること
としている。自衛隊及び米軍は、必要に応じて関
係機関との調整によるものを含め、海洋監視情報

の共有をさらに構築し及び強化しつつ、適切な場
合に、ISR及び訓練・演習を通じた海洋における
日米両国のプレゼンスの維持及び強化などの様々
な取組において協力することとしている。

日米同盟をさらに強化するためのYS（ヤマサクラ）に参加した隊員の声

陸上自衛隊西部方面総監部（熊本県熊本市）　
防衛課長　1等陸佐　　遠

えん
藤
どう
　智

とも
明
あき

陸上自衛隊と米陸軍は毎年、日米共同方面隊指
揮所演習（通称「ヤマサクラ」）を実施しています
が、令和2年度は私が所属する陸上自衛隊西部方面
隊が演習部隊となったことから、今回の演習に参
加する機会を得ました。

従来の演習では、米陸軍第1軍団長以下、多数の
米軍将兵が来日して、陸上自衛隊の駐屯地に指揮
所や共同調整所を開設していましたが、今回の演
習では、新型コロナウイルス感染症の全世界的な
拡大により、日米の隊員が同じ場所で直接対面す
る要領ではなく、演習部隊がそれぞれ所在する駐
屯地・基地との間を通信で連接する要領で演習を

実施することになりました。
その結果、演習準備段階から総合訓練までの間、

異なる言語の壁に加えて、日本と米国（ワシントン
州、ハワイ州）の3つの異なる時差の壁にも直面し
ましたが、日米双方が新型コロナウイルス感染防
止のための徹底的な予防措置を講じながら、様々
な意思疎通手段を駆使して、無事に目標を達成す
ることができました。

今回の演習の最大の成果は、日米のチームワー
クがあらゆる困難を克服できることを証明したこ
とであり、演習参加を通じて得た教訓を糧に、今後
も日米同盟の強化に微力ながら貢献していきたい
と思います。

米陸軍連絡チーム長と調整する筆者（右側） 日米両指揮官によるビデオ会議

VOICE

日
米
同
盟

第
2
章

277 令和3年版 防衛白書

わが国防衛の三つの柱（防衛の目標を達成するための手段）第Ⅲ部

防衛2021_Ⅲ-2-2.indd   277防衛2021_Ⅲ-2-2.indd   277 2021/06/10   13:17:172021/06/10   13:17:17



6 	後方支援	後方支援

1 提供の対象となる物品・役務の区分は、食料、水、宿泊、輸送（空輸を含む。）、燃料・油脂・潤滑油、被服、通信、衛生業務、基地支援、保管、施設の利用、訓
練業務、部品・構成品、修理・整備及び空港・港湾業務並びに弾薬である（武器の提供は含まれない。）。

1996年に締結（1999年及び2004年に改正）し
た日米物品役務相互提供協定（A

Acquisition and Cross-Servicing Agreement
CSA）による後方

支援でも、日米間の協力は着実に進展した。この協
定は、日米安保条約の円滑かつ効果的な運用と、国
連を中心とした国際平和のための努力に積極的に
寄与することを目的としている。平時における共同
訓練をはじめ、災害派遣活動、国際平和協力業務、
国際緊急援助活動、武力攻撃事態といった様々な

状況において、自衛隊と米軍との間で、その一方が
物品や役務の提供を要請した場合には、他方は提
供ができることが基本原則である1。

2015年9月の平和安全法制の成立を受け、
2016年9月、新たな日米ACSAへの署名が行わ
れ、2017年4月14日に国会で承認され、同月25
日に発効した。これにより、平和安全法制により
実施可能となった物品・役務の提供についても、

日米共同訓練に参加した日米飛行隊長の声

航空自衛隊第6航空団飛行群第306飛行隊（石川
県小松市）
隊長　1等空佐　　吉

よし
滿
みつ
　淳
じゅん
一
いち

航空自衛隊は、戦術技量の向上に加え、日米の相
互理解の促進、相互運用性の確保、日米共同対処能
力の向上のため、米軍と編隊航法訓練などを実施
しています。これらの訓練は部隊の即応性を維持、
強化するため貴重な機会です。航空自衛隊からは
F-15やF-2といった戦闘機が参加し、米軍からは
空軍の爆撃機や戦闘機に加え、海軍や海兵隊の航
空機が参加することもあります。
私が参加した2020年9月の訓
練では、米空軍からはB-1爆撃
機2機、航空自衛隊からは全国
4か所の基地からF-15戦闘機
計20機が訓練に参加しました。

さらに、訓練後には訓練に参加した日米の両飛
行隊長が米太平洋空軍のホームページにコメント
を寄せることで、強固な日米同盟や自由で開かれ
たインド太平洋への継続的な取組を幅広く発信し、
日米がともにある姿を見せることができました。

2020年は、コロナ禍の中にあっても、あらゆる
機会を捉え、日米共同を含む様々な訓練を積極的か
つ継続的に行い、組織的な対処能力を向上させてき
ました。今後も、わが国の平和と地域の安定化のた
め、日々訓練及び任務に取り組んでいく所存です。

米空軍第34遠征爆撃飛行隊長 
マイク・テイラー（Mike Taylor）中佐

私は、チーム全体が能力を発揮してくれたことを誇りに思います。隊
員それぞれが私達のチームを前進させ、比類なき戦闘能力を示すことが
できました。このような訓練は、我々のクルーにとって、また、世界中で
訓練をして得ている経験からしても、かけがえのないものです。私達の
B-1はすばらしい能力を持っており、私達のチームは命ぜられれば、幅
広く、積極的で柔軟な選択肢を提供する準備を整えています。

 （米太平洋空軍ホームページから引用）

VOICE

飛行訓練を終えた第306飛行隊長 
吉滿1佐

共同訓練中の自衛隊機及び米軍機
（写真は、2020年12月4日のもの）

報告を受ける第34遠征爆撃飛行隊長 
マイク・テイラー中佐
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これまでの日米ACSAのもとでの決済手続など
と同様の枠組みを適用することが可能となってお
り、同年4月以降情報収集活動などに従事する米

軍に対し、食料や燃料を提供している。
1章5節3項（その他の取組・活動など）p.261
図表Ⅲ-2-2-1（日米物品役務相互提供協定（ACSA））

7 	わが国における大規模災害への対処における協力	わが国における大規模災害への対処における協力
2011年に発生した東日本大震災においては、

自衛隊と米軍との間でこれまで培われた強い絆に
基づく、高い共同対処能力が発揮された。米軍の

「トモダチ作戦」による自衛隊との共同対処の成
功は、長年にわたる日米共同訓練などの成果であ
り、今後のさらなる同盟の深化につながるものと
なった。米軍は、最大時で人員約1万6,000人、
艦船約15隻、航空機約140機を投入するなど、
その支援活動はかつてない規模で行われ、わが国
の復旧・復興に大きく貢献するとともに、被災者
をはじめ多くの国民が在日米軍への信頼と感謝の
念を深めた。

一方で、国内災害における日米の役割・任務・
能力の明確化、防災訓練への米軍の一層の参加を
通じた共同要領の具体化、情報共有と効果的な調

整のためのメカニズムのあり方などの課題も明ら
かとなった。

これらの課題を踏まえ、2013年12月に策定し
た南海トラフ巨大地震の対処計画などに日米共同
対処要領が記載されるとともに、南海トラフ地震
発生時における自衛隊、在日米軍、関係省庁、関
係地方公共団体などとの連携による震災対処能力
の維持・向上などを目的とする日米共同統合防災
訓練の実績を重ねている。

また、平成28年（2016年）熊本地震において
は、米海兵隊オスプレイ（MV-22）による生活物
資の輸送やC-130輸送機による自衛隊員の輸送な
どの協力が行われ、その際、地震対応のために組
織された統合任務部隊が現地に開設した日米共同
調整所を含め、同盟調整メカニズムが活用された。

 参照

図表Ⅲ-2-2-1 日米物品役務相互提供協定（ACSA）
物品・役務の相互提供の意義

　一般に、部隊が行動する際には、必要な物品・役務の補給は自己完結的に行うことが通常であるが、同盟国の部
隊がともに活動している場合などに、現地において必要な物品・役務を相互に融通することができれば、部隊運
用の弾力性・柔軟性を向上させることができる。

日米物品役務相互提供協定の適用対象

日米が参加する多数国間訓練
日米二国間訓練

国際連合平和維持活動

国際平和協力業務を行う自衛隊から
災害対応を行う米軍

国際連携平和安全活動

重要影響事態

存立危機事態

武力攻撃事態

武力攻撃予測事態

主
に
わ
が
国
、
国
民
に
関
す
る
事
項

人道的な国際救援活動 国際平和共同対処事態

事態の状況・前提をイメージ

災害派遣 在外邦人等輸送
国際緊急援助活動

日常的な活動のため自衛隊の施設に
一時的に滞在する米軍

警護出動 海賊対処行動
弾道ミサイル等破壊措置 機雷等の除去
在外邦人等保護措置 警戒監視活動

日常的な活動のため米軍施設に
一時的に滞在する米軍

※１　　　　は平和安全法制の施行により適用可能となったもの　
※２　新協定は武力攻撃事態等以外の全ての活動・事態での弾薬の提供も適用対象

国
際
協
力
等
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幅広い分野における協力の強化・拡大第3節

1 	望ましい安全保障環境の創出	望ましい安全保障環境の創出

1	 正式名称：日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定に基づくアメリカ合衆国に対する武器技術の供与に関する交換公文
2	 正式名称：日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定に基づくアメリカ合衆国に対する武器及び武器技術の供与に関する交換公文

防衛大綱は、日米両国は、自由で開かれた海洋
秩序を維持・強化することを含め、望ましい安全
保障環境を創出するため、インド太平洋地域にお
けるプレゼンスを高めることも勘案しつつ、日米
共同の活動を実施することとしている。

1　海洋秩序の維持・強化

日米両国は、ともに海洋国家として、航行の自
由や安全の確保、国際法に則った紛争の平和的解
決を含む法の支配といった基本ルールに基づく、

「開かれ安定した海洋」の維持・発展に努めている。
例えば、2020年から開始したわが国独自の活

動として行う中東地域における自衛隊による情報
収集活動に際しては、バーレーンの米中央海軍司
令部に連絡官を派遣し、日米間で緊密に情報を交
換している。

さらに、シーレーン沿岸国をはじめとした多国

間での海洋分野などにおける能力構築支援におい
ても密接に連携して取り組んでいる。

3章2節（海洋安全保障の確保）p.351

2　人道支援・災害救援

自衛隊は、旧テロ対策特措法に基づく活動、
フィリピンやハイチにおける国際緊急援助活動及
び国際平和協力活動において、米国をはじめとす
る参加各国と緊密に協力して活動を行ってきた。

2013年11月に発生したフィリピンにおける
台風被害に際しては、現地の多国間調整所におい
て日米両国が連携して調整にあたるなど、緊密に
連携して対処した。さらに、エボラ出血熱への対
応に際しては、2014年10月から米アフリカ軍司
令部に連絡官を派遣し、米国をはじめとする関係
国との調整・情報収集にあたらせるなど、緊密な
連携に努めた。

2 	能力発揮のための取組	能力発揮のための取組
防衛大綱は、日米共同の活動にあたり、日米が

その能力を十分に発揮するため、装備、技術、施
設、情報協力・情報保全などに関し、協力を強
化・拡大することとしている。

1　防衛装備・技術協力

わが国は、日米安保条約や「日本国とアメリカ
合衆国との間の相互防衛援助協定」に基づく相互
協力の原則を踏まえ、技術基盤・産業基盤の維持
に留意しつつ、米国との装備・技術面での協力を
積極的に進めることとしている。

わが国は、日米の技術協力体制の進展と技術水

準の向上といった状況を踏まえ、米国に対しては
武器輸出三原則などによらず武器技術を供与する
こととし、1983年、「対米武器技術供与取

とり
極
きめ

」1を
締結、2006年には、これに代わる「対米武器・武
器技術供与取極」2を締結した。こうした枠組みの
もと、弾道ミサイル防衛共同技術研究に関連する
武器技術など20件の武器・武器技術の対米供与
を決定している。また、日米両国は、日米装備・
技術定期協議（S

Systems and Technology Forum
&TF）などで協議を行い、合意

された具体的なプロジェクトについて共同研究開
発などを行っている。

さらに、2016年6月の日米防衛相会談におい
て、両閣僚の間で、「相互の防衛調達に関する覚書

 参照

日
米
同
盟

第
2
章

280日本の防衛

第3節幅広い分野における協力の強化・拡大

防衛2021_Ⅲ-2-3.indd   280防衛2021_Ⅲ-2-3.indd   280 2021/06/10   16:49:502021/06/10   16:49:50



（R
Reciprocal Defense Procurement Memorandum of Understanding

DP MOU）」3が署名された。これは、日米の防
衛当局による装備品の調達に関して、相互主義に
基づく措置（相手国企業への応札に必要な情報の
提供、提出した企業情報の保全、相手国企業に対
する参入規制の免除など）を促進するものである。

なお、日米共通装備品（F-35戦闘機及びオスプ
レイ）の生産・維持整備については、Ⅳ部2章5
節2項（米国との防衛装備・技術協力関係の深化）
のとおりである。

資料20（日米共同研究・開発プロジェクト）
Ⅳ部2章5節2項（米国との防衛装備・技術協力関係
の深化）p.417

2　共同使用

施設・区域の共同使用の拡大は、演習場、港湾、
飛行場など自衛隊の拠点の増加も意味し、日米共
同の活動における、より緊密な運用調整、相互運
用性の拡大、柔軟性や抗たん性の向上が可能とな
る。特に沖縄における自衛隊施設は、空自那覇基

3	 正式名称：相互の防衛調達に関するアメリカ合衆国国防省と日本国防衛省との間の覚書（Memorandum	of	Understanding	between	the	Department	
of	Defense	of	the	United	States	of	America	and	the	Ministry	of	Defense	of	Japan	concerning	Reciprocal	Defense	Procurement）

地などに限られており、その大半が都市部にある
ため、運用面での制約がある。沖縄の在日米軍施
設・区域の共同使用は、沖縄に所在する自衛隊の
訓練環境を大きく改善するとともに、共同訓練・
演習の実施や自衛隊と米軍間の相互運用性の拡大
を促進するものである。また、即応性を向上させ、
災害時における県民の安全の確保に資することが
可能となる。

このため、南西諸島を含め、地域における自衛
隊の防衛態勢や地元との関係に留意しつつ、日米
間で精力的に協議を行っているほか、具体的な取
組も進展している。例えば、2008年3月から陸自
がキャンプ・ハンセンを訓練のために使用してい
る。また、2012年4月の航空総隊司令部の横田移
転や2013年3月の陸自中央即応集団司令部（当
時）の座間移転なども行った。また、グアム及び
北マリアナ諸島連邦（テニアン島及びパガン島）
に、自衛隊及び米軍が共同使用する訓練場を整備
することとしている。

 参照

2020年6月22日、航空自衛隊三沢基地所在の第
3航空団は、米空軍第35戦闘航空団とともに「エレ
ファント・ウォーク」を初めて実施しました。「エレ
ファント・ウォーク」とは、多数の航空機が滑走路
において地上滑走し、多数機運用能力や即応態勢を
確認するものです。日米共同使用基地である三沢基

地の特性を活かし、同基地に所在する航空自衛隊
F-35A戦闘機と米空軍F-16C戦闘機などの日米双
方の航空機が一堂に会し、飛行場地区で隊列を組
み、威風堂々と地上滑走を実施することで、強固な
日米同盟及び三沢基地における日米空軍種間の友好
関係を発信しました。

エレファント・ウォークの様子 第3航空団司令と第35戦闘航空団司令官

日米共同「エレファント・ウォーク」の実施について解　説
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在日米軍駐留に関する施策の着実な実施第4節

1	 正式名称：日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定
2	 正式名称：日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定

の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法
3	 「権原」とは、ある行為を正当化する法律上の原因をいう。

日米安保体制のもと、在日米軍のプレゼンス
は、抑止力として機能している一方で、在日米軍
の駐留に伴う地域住民の生活環境への影響を踏ま
え、各地域の実情に合った負担軽減の努力が必要
である。特に、在日米軍の再編は、米軍の抑止力

を維持しつつ、沖縄をはじめとする地元の負担を
軽減するための極めて重要な取組であることか
ら、防衛省としては、在日米軍施設・区域を抱え
る地元の理解と協力を得る努力を続けつつ、米軍
再編事業などを進めていく方針である。

1 	在日米軍の駐留	在日米軍の駐留

1　在日米軍の駐留の意義

わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを
増す中、日米安保体制に基づく日米同盟が、わが
国の防衛や地域の平和と安定に寄与する抑止力と
して十分に機能するためには、在日米軍のプレゼ
ンスが確保されていることや、在日米軍が緊急事
態に迅速かつ機動的に対応できる態勢が、平時か
らわが国とその周辺でとられていることなどが必
要である。

このため、わが国は、日米安保条約に基づいて
米軍の駐留を認めており、在日米軍の駐留は、日
米安保体制の中核的要素となっている。

また、安定的な在日米軍の駐留を実現すること
は、わが国に対する武力攻撃に対して、日米安保
条約第5条に基づく日米の共同対処を迅速に行う
ために必要である。さらに、わが国防衛のための
米軍の行動は、在日米軍のみならず、適時の兵力
の来援によってもなされるが、在日米軍は、その
ような来援のための基盤ともなる。

なお、日米安保条約は、第5条で米国の日本防衛
義務を規定する一方、第6条でわが国の安全と極
東における国際の平和と安全の維持のため、わが
国の施設・区域の使用を米国に認めており、日米
両国の義務は同一ではないものの、全体として見
れば日米双方の義務のバランスはとられている。

2　在日米軍の駐留に関する枠組み

在日米軍施設・区域及び在日米軍の地位に関す
ることは日米地位協定1 により規定されており、
この中には、在日米軍の使用に供するための施
設・区域（在日米軍施設・区域）の提供に関する
こと、在日米軍が必要とする労務の需要の充足に
関することなどの定めがある。また、環境補足協
定により、在日米軍に関連する環境の管理のため
の協力を促進し、軍属補足協定により、軍属の範
囲の明確化などを図っている。

（1）在日米軍施設・区域の提供
在日米軍施設・区域について、わが国は、日米地

位協定の定めるところにより、日米合同委員会を
通じた日米両国政府間の合意に従い提供している。

わが国は、在日米軍施設・区域の安定的な使用
を確保するため、民有地や公有地については、所
有者との合意のもと、賃貸借契約などを結んでい
る。しかし、このような合意が得られない場合に
は、駐留軍用地特措法2に基づき、土地の所有者に
対する損失の補償を行ったうえで、使用権原3を
取得することとしている。

（2）米軍が必要とする労務の需要の充足
在日米軍が必要とする労働力（労務）は、日米

地位協定によりわが国の援助を得て充足されるこ
とになっている。
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全国の在日米軍施設・区域においては、令和2
（2020）年度末現在、2万5,810人の駐留軍等労
働者（在日米軍従業員）が、司令部の事務職、整
備・補給施設の技術者、基地警備部隊及び消防組
織の要員、福利厚生施設の販売員などとして勤務
しており、在日米軍の円滑な運用を支えている。

こうした在日米軍従業員は、日米地位協定の規
定により、わが国政府が雇用している。防衛省は、
その人事管理、給与支払、衛生管理、福利厚生な
どに関する業務を行うことにより、在日米軍の駐
留を支援している。

（3）環境補足協定
2015年9月、日米両政府は、日米地位協定を補

足する在日米軍に関連する環境の管理の分野にお
ける協力に関する協定への署名を行い、同協定は
即日発効した。この補足協定は、法的拘束力を有
する国際約束であり、日本環境管理基準（J

Japan Environmental Governing Standards
EGS）

の発出・維持や在日米軍施設・区域への立入手続
の作成・維持などについて規定している。日米地
位協定を補足する協定の作成は、日米地位協定の
発効後、本協定が初めてであり、従来の運用改善
とは質的に異なる歴史的意義を有する。

Ⅳ部5章2節2項（在日米軍施設・区域に関する取組）
p.451

（4）軍属補足協定
2017年1月、日米両政府は、日米地位協定の軍

属に関する補足協定への署名を行い、同協定は即
日発効した。この補足協定は、日米地位協定に一
般的な規定しかない軍属の範囲を明確化し、コン
トラクターの被用者について軍属として認定され
るための適格性基準を作成するとともに、通報・
見直しなどの手続を定め、通常居住者の軍属から
の除外などを定めている。軍属補足協定の作成は、
環境補足協定に続いて、日米地位協定を補足する
協定の作成の2例目の取組である。

4	 正式名称：日本国内における合衆国軍隊の使用する施設・区域外での合衆国軍用航空機事故に関するガイドライン
5	 正式名称：日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定

第二十四条についての特別の措置に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定

（5）航空機事故に関するガイドラインの改正
2019年7月、航空機事故に関するガイドライ

ン4の改正について日米間で合意された。これは、
日本国内の米軍施設・区域外において米軍機によ
る事故が発生した場合の日米両政府の関係者によ
る現場立入りの手続などを、改善するものであ
り、じ後の米軍機の事故に、より効果的、迅速か
つ的確に対応することが可能となった。

3　在日米軍関係経費

在日米軍関係経費には、在日米軍駐留経費負
担、沖縄県民の負担を軽減するためにS

Special Action Committee on Okinawa
ACO最

終報告の内容を実施するための経費、米軍再編事
業のうち地元の負担軽減などに資する措置にかか
る経費などがある。

図表Ⅲ-2-4-1（在日米軍関係経費（令和3（2021）年
度予算））

4　在日米軍駐留経費負担

日米安保体制の円滑かつ効果的な運用を確保す
るうえで、在日米軍駐留経費負担は重要な役割を
果たしている。1970年代半ばからのわが国にお
ける物価・賃金の高騰や国際経済情勢の変動など
により、昭和53（1978）年度に福利費などの労
務費、昭和54（1979）年度からは提供施設整備
費の負担を、それぞれ開始した。

さらに、日米両国を取り巻く経済情勢の変化に
より、労務費が急激に増加して従業員の雇用の安
定が損われ、ひいては在日米軍の活動にも影響を
及ぼすおそれが生じた。このため、1987年、日米
両国政府は、日米地位協定の経費負担原則の特例
的、限定的、暫定的な措置として、日米地位協定
第24条についての特別な措置を定める協定（特
別協定）5を締結した。

これに基づき、わが国は調整手当（現地域手当）
など8項目の労務費を負担するようになった。そ
の後の特別協定により、平成3（1991）年度から
は、基本給などの労務費と光熱水料などを、平成

 参照

 参照
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8（1996）年度からは、それらに加え訓練移転費
を、わが国が負担するようになった。

なお、こうした在日米軍駐留経費負担について
は、わが国の厳しい財政事情に十分配慮しつつ見
直しを行ってきており、平成11（1999）年度予算

（歳出ベース）をピークに減少傾向に転じている。

5　現行特別協定の1年延長

現行特別協定の有効期間が2021年3月末まで
であったことを踏まえ、日米間で協議を行った結

果、日米両政府は、同年2月17日、在日米軍駐留
経費負担にかかる現行特別協定を1年間延長する
ことで合意し、また、2022年4月1日以降の新た
な特別協定の合意に向けて、交渉を継続していく
ことを確認した。また2021年2月24日、現行特
別協定の有効期間を1年間延長する改正議定書へ
の署名を行った。そののち、国会の承認を経て、
同年3月31日、改正議定書が発効し、現行特別協
定の有効期間が1年間延長された。

図表Ⅲ-2-4-2（特別協定改正議定書により延長され
た現行特別協定等のもとでの日本側負担）

 参照

図表Ⅲ-2-4-1 在日米軍関係経費（令和3（2021）年度予算）

在日米軍の駐留に関連する経費
（防衛省関係予算：4,011億円①＋②）

在日米軍駐留経費負担
（2,017億円①）

特別協定による負担　（1,643億円）

米軍再編関係経費
（2,044億円）

SACO関係経費
（144億円）

・土地返還のための事業
 3億円
・訓練改善のための事業
 1億円
・SACO事業の円滑化を図る
 ための事業
 126億円

計：130億円

・提供施設整備（FIP） 218億円

・労務費（福利費等） 261億円

計：479億円

・周辺対策 654億円
・施設の借料 1,018億円
・リロケーション 16億円
・その他（漁業補償等）
 305億円

計：1,993億円②

・在沖米海兵隊のグアムへの移転
 441億円
・沖縄における再編のための事業
 786億円
・空母艦載機の移駐等のための事業
 31億円
・緊急時使用のための事業
 264億円
・訓練移転のための事業
（現地対策本部経費） 0.8億円
・再編関連措置の円滑化を図る

ための事業 431億円

計：1,953億円

・訓練移転のための事業
 91億円

・米軍再編に係る
米軍機の訓練移転

・訓練移転費 13億円
（訓練改善のための事業の一つ）

・104号線越え射撃訓練
・パラシュート降下訓練

・労務費（基本給等） 1,294億円
・光熱水料等 234億円
・訓練移転費（NLP） 10億円

計：1,538億円

防衛省関係予算 以外
・他省庁分（基地交付金等）
・提供普通財産借上試算
　　　　　　　　　（注3）

（注）　1　特別協定による負担のうち、訓練移転費は、在日米軍駐留経費負担に含まれるものとSACO関係経費及び米軍再編関係経費に含まれる
ものがある。

2　SACO関係経費とは、沖縄県民の負担を軽減するためにSACO最終報告の内容を実施するための経費、米軍再編関係経費とは、米軍再編
事業のうち地元の負担軽減に資する措置に係る経費である。他方、在日米軍駐留経費負担については、日米安保体制の円滑かつ効果的な
運用を確保していくことは極めて重要との観点から我が国が自主的な努力を払ってきたものであり、その性格が異なるため区別して整
理している。

3　在日米軍の駐留に関連する経費には、防衛省関係予算のほか、防衛省以外の他省庁分（基地交付金等：404億円、2年度予算）、提供普通財
産借上試算（1,642億円、2年度試算）がある。

4　四捨五入のため、合計値があわないことがある。

図表Ⅲ-2-4-2 特別協定改正議定書により延長された現行特別協定等のもとでの日本側負担

特
別
協
定
改
正
議
定
書
に
よ
り
延
長
さ
れ
た�

現
行
特
別
協
定
等
の
も
と
で
の
日
本
側
負
担

［特別協定］

有効期間 平成28年4月1日に発効した現行特別協定を1年間（令和4年3月31日まで）延長

労務費 令和2年度の日本側負担上限労働者数である23,178人を維持

光熱水料等 現行特別協定における光熱水料等の日本側負担割合である61％及び日本側負担の上限額である約249億円を
維持

訓練移転費 現行特別協定の下での枠組みを維持

［提供施設整備］ 現行特別協定の有効期間において、各年度206億円を下回らないとされていることを踏まえ、令和3年度にお
いてもこれを維持

日
米
同
盟

第
2
章

284日本の防衛

第4節在日米軍駐留に関する施策の着実な実施

防衛2021_Ⅲ-2-4.indd   284防衛2021_Ⅲ-2-4.indd   284 2021/06/18   11:14:592021/06/18   11:14:59



2 	在日米軍再編の進捗状況	在日米軍再編の進捗状況
在日米軍再編については、2006年5月の「再編

の実施のための日米ロードマップ」（ロードマッ
プ）において示された。その後、①沖縄の目に見
える負担軽減を早期かつ着実に図る方策を講ずる
必要があること、②2012年1月に公表された米
国の国防戦略指針にも示されている、アジア太平
洋地域重視の戦略と米軍再編計画の調整を図る必
要があること、③米国議会においては、グアム移
転にかかる経費の削減が求められていること、な
どの要因を踏まえ、再編計画の調整にかかる本格
的な協議が行われた。その成果については、これ
までの「2＋2」の共同発表などにより公表してき
ている。

ロードマップでは、沖縄に所在する第3海兵機

動展開部隊（ⅢM
Marine Expeditionary Force

EF）の司令部要素をグアムへ移
転することとしていたが、2012年4月の「2＋2」
では、部隊構成を変更し、司令部・陸上・航空・
後方支援の各要素から構成される海兵空地任務部
隊（M
Marine Air Ground Task Force

AGTF）を日本、グアム及びハワイに置く
とともにオーストラリアへローテーション展開さ
せることとした。また、海兵隊の沖縄からグアム
への移転及びその結果として生ずる嘉

か
手
で

納
な

以南の
土地の返還の双方を、普天間飛行場の代替施設に
関する進展から切り離すことなどを決定した。

資料21（再編の実施のための日米ロードマップ（仮
訳））
図表Ⅲ-2-4-3（「再編の実施のための日米ロードマッ
プ」に示された在日米軍などの兵力態勢の再編の進捗
状況①及び②）

3 	沖縄における在日米軍の駐留	沖縄における在日米軍の駐留
沖縄は、米本土やハワイ、グアムなどと比較し

て、わが国の平和と安全にも影響を及ぼし得る朝
鮮半島や台湾海峡といった潜在的紛争地域に近い
位置にあると同時に、これらの地域との間にいた
ずらに軍事的緊張を高めない程度の一定の距離を
置いているという利点を有している。また、沖縄
は多数の島嶼で構成され、全長約1,200kmに及
ぶ南西諸島のほぼ中央に所在し、全貿易量の
99％以上を海上輸送に依存するわが国の海上交
通路（シーレーン）に隣接している。さらに、周辺
国から見ると、沖縄は、大陸から太平洋にアクセ
スするにせよ、太平洋から大陸へのアクセスを拒
否するにせよ、戦略的に重要な目標となるなど、
安全保障上極めて重要な位置にある。

こうした地理的特徴を有する沖縄に、高い機動
力と即応性を有し、幅広い任務に対応可能な米海
兵隊などの米軍が駐留していることは、日米同盟
の実効性をより確かなものにし、抑止力を高める
ものであり、わが国の安全のみならず、インド太
平洋地域の平和と安定に大きく寄与している。

一方、沖縄県内には、飛行場、演習場、後方支援
施設など多くの在日米軍施設・区域が所在してお
り、2021年1月1日時点でわが国における在日

米軍施設・区域（専用施設）のうち、面積にして
約70％が沖縄に集中し、県面積の約8％、沖縄本
島の面積の約14％を占めている。このため、沖縄
における負担の軽減については、前述の安全保障
上の観点を踏まえつつ、最大限の努力をする必要
がある。

図表Ⅲ-2-4-4（沖縄の地政学的位置と在沖米海兵隊
の意義・役割（イメージ））
図表Ⅲ-2-4-5（沖縄における在日米軍主要部隊など
の配置図（令和2年度末現在））

1　	沖縄の在日米軍施設・区域の整
理・統合・縮小への取組

政府は、1972年の沖縄県の復帰に伴い、83施
設、面積約278km2を在日米軍施設・区域（専用
施設）として提供した。一方、沖縄県への在日米
軍施設・区域の集中が、県民生活などに多大な影
響を及ぼしているとして、その整理・統合・縮小
が強く要望されてきた。

日米両国は、地元の要望の強い事案を中心に整
理・統合・縮小の努力を継続し、1990年には、
いわゆる23事案について返還に向けた所要の調

 参照

 参照
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整・手続を進めることを合意し、1995年には、
那覇港湾施設（那覇市）の返還、読谷補助飛行場
の返還、県道104号線越え実弾射撃訓練の移転

（いわゆる沖縄3事案）についても解決に向けて
努力することになった。

その後、1995年に起きた不幸な事件や、これ

図表Ⅲ-2-4-3 「再編の実施のための日米ロードマップ」に示された在日米軍などの兵力態勢の再編の進捗状況①

2　沖縄における再編

20km

1　関東における再編

那覇港港湾計画浦添ふ頭地区内に
代替施設を建設

那覇港湾施設（全面返還　約56ha）

○　横田飛行場の軍民共用化にかかる検討（日米間
で具体的な条件や態様について検討）

くわえ

キャンプ桑江
（キャンプ・レスター）
（全面返還　約68ha）

※13（平成25）年8月31日
北側進入路（約1ha）返還

※18（平成30）年3月31日
国道58号沿いの土地（約3ha）返還

※19（平成31）年3月31日
第5ゲート付近の区域（約2ha）返還

まきみなと

牧港補給地区（キャンプ・キンザー）
（全面返還　約274ha）

※15（平成27）年3月31日
西普天間住宅地区（約51ha）
返還

キャンプ瑞慶覧
（キャンプ・フォスター）
（部分返還 約153ha＋α）

ずけらん

20km

○　横田飛行場における共同統合運用調整所の設置
○　空域の一部返還（08（平成20）年9月25日返還）

及び横田ラプコン施設への空自航空管制官の併置
（07（平成19）年5月18日併置開始）など

【横田関連】

【相模総合補給廠】
○　在日米陸軍司令部の改編に伴う施設の設置
　　（訓練センターその他の支援施設）

（11（平成23）年8月訓練センター運用開始。訓
練支援センター整備済み）

○　JR相模原駅前の一部土地（約17ha）の返還
○　西側野積場（約35ha）の共同使用

（15（平成27）年12月2日　共同使用開始）

【空自航空総隊司令部などの移転】
○　航空総隊司令部および関連部隊の移転
　（12（平成24）年3月26日移転完了）

【キャンプ座間】
○　在日米陸軍司令部の改編
　（08（平成20）年9月末に改編済み）
○　陸自中央即応集団司令部（当時）の移転
　（13（平成25）年3月26日移転完了）
○　ヘリポートの共同使用
　（13（平成25）年3月26日共同使用開始）
○　住宅地区の一部土地（約5.4ha）の返還な

ど（16（平成28）年2月29日　返還済み）

【海兵隊の移転】
第3海兵機動展開部隊の要員
約8,000名とその家族約9,000名のグアムへの移転
※12（平成24）年4月27日の「2＋2」共同発表において、要

員約9,000名およびその家族が日本国外の場所に移転
し、グアムにおける米海兵隊の兵力の定員は約5,000人
になることとされた。

（面積は統合計画に基づく。嘉手納飛行場以南の土地の返還については、図表
Ⅲ-2-4-11参照）

嘉手納飛行場

普天間飛行場

代替施設

本土の自衛隊基地など

代替施設

グアムなどへ

キャンプ・
ハンセン

キャンプ・
シュワブ

陸軍貯油施設（第1桑江タンク・ファーム）
（全面返還　約16ha）

くわ え

【凡例】

【土地の返還】
○　沖縄に残る施設・区域の統合による、

嘉手納飛行場以南の相当規模の土地の返
還のための詳細な計画（統合計画）を作成

※13（平成25）年4月5日統合計画公表

か　で　な

実施済 継続中

【凡例】
実施済 継続中

○　陸自の訓練のため、キャンプ・ハンセンを使用
※08（平成20）年3月17日から実施

【共同使用】
嘉手納飛行場以南の
土地の返還対象6施設

○　空自は、地元への騒音の影響を考慮しつつ、米軍
との共同訓練のため、嘉手納飛行場を使用

か　で　な

ふてん ま

普天間飛行場（全面返還　約481ha）
【県内移設】
ヘリによる輸送機能・キャンプ・シュワ
ブ辺野古崎地区及びこれに隣接する
水域に代替施設を建設

○　緊急時の航空機の受入機能
　→築城・新田原飛行場

【県外移転】

○　空中給油機の運用機能
　　→岩国飛行場

※14（平成26）年8月26日岩国へ
の移駐完了

※17（平成29）年7月31日
東側沿いの土地（約4ha）返還

※20（令和2）年12月20日
　佐真下ゲート付近の土地（約0.1ha）返還

東京都

相模原

座間

府中

神奈川県

横田

※20（令和2）年3月31日
施設技術部地区の一部（約
11ha）返還
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に続く沖縄県知事の駐留軍用地特措法に基づく署
名・押印の拒否などを契機として、負担は国民全
体で分かち合うべきであるとの考えのもと、整
理・統合・縮小に向けて一層の努力を払うことと
した。そして、沖縄県に所在する在日米軍施設・
区域にかかわる諸課題を協議する目的で、国と沖

縄県との間に「沖縄米軍基地問題協議会」を、ま
た、日米間に「沖縄に関する特別行動委員会

（S
Special Action Committee on Okinawa
ACO）」を設置し、1996年、いわゆるSACO

最終報告が取りまとめられた。
資料22（23事案の概要） 参照

図表Ⅲ-2-4-3 「再編の実施のための日米ロードマップ」に示された在日米軍などの兵力態勢の再編の進捗状況②

３　航空機の移駐など

将来の民間航空施設の一部が
岩国飛行場内に設けられる。
（12（平成24）年岩国錦帯橋空港
が開港）

米軍機（嘉手納、三沢、岩国）の訓練
の分散
千歳、三沢、百里、小松、築城、新田原
の各自衛隊施設およびグアム
などへ
グアムなどへの移転は11（平成23）
年１月JC合意※

つい き にゅうたばる

KC-130部隊の岩国移駐
（14（平成26）年8月移駐完了）

空母艦載機部隊の岩国移駐
（18（平成30）年3月移駐完了）

CH-53D部隊のグアム移転
（米国本土に移転後、グアムへ移転する旨、

日米間で確認）（米国本土への移転完了）

TPY-2レーダー：いわゆる「Xバンド・
レーダー」の配備

（06（平成18）年6月配備完了）

TPY-2レーダーの配備
（14（平成26）年12月配備完了）

【凡例】
実施済

継続中

海自E/O/UP-3飛行隊などの
岩国から厚木への移駐（13（平
成25）年岩国に残留すること
を確認）

緊急時の航空機の受入機能の築城、
新田原への移転

※JC：Joint Committee：日米合同委員会

か のや
KC-130部隊はローテーションで
海自鹿屋基地やグアムに展開

ＭＶ－22オスプレイなどの訓練移転
（平成28年9月日米合同委員会合意）

厚木

千歳

車力

小松 百里岩国

鹿屋

普天間

経ヶ岬
きょうがみさき

グアム

嘉手納

築城
新田原

三沢

マ
リ
ア
ナ
諸
島

サイパン

しゃ りき

ち と せ

み さ わ

ひゃくり

あ つ ぎ

こ ま ついわくに
つ い き

にゅうたばる

か の や

ふ　てん　ま

か で な

500km
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図表Ⅲ-2-4-4 沖縄の地政学的位置と在沖米海兵隊の意義・役割（イメージ）

在沖米海兵隊の意義・役割
わが国の戦略的要衝として重要性を有する沖

縄本島に、わが国の安全保障上、南西諸島地域に
おける防衛力を維持する必要性は極めて高い。こ
うした地理的優位性を有する沖縄において、優れ
た即応性・機動性を持ち、武力紛争から自然災害
に至るまで、多種多様な広範な任務に対応可能な
米海兵隊（※2）が駐留することは、わが国のみな
らず、東アジア地域の平和や安全の確保のために
重要な役割を果たしている。
※2　海兵隊は、訓練時や展開時には司令部、陸上・航空・後方

支援の各要素を同時に活用しており、各種事態への速や
かな対処に適している。

沖縄の地理的優位性
○　沖縄本島は、南西諸島のほぼ中央にあり、ま
た、わが国のシーレーン（※1）に近いなど、わが
国の安全保障上、極めて重要な位置にある。

○　朝鮮半島や台湾海峡といった、わが国の安全
保障に影響を及ぼす潜在的な紛争発生地域に
相対的に近い（近すぎない）位置にある。
→　潜在的紛争地域に迅速に部隊派遣が可能
な距離にあり、かつ、いたずらに軍事的緊張
を高めることなく、部隊防護上も近すぎない
一定の距離を置ける位置にある。

○　周辺国からみると、大陸から太平洋にアクセ
スするにせよ太平洋から大陸へのアクセスを
拒否するにせよ、戦略的に重要な位置にある。

※1　わが国は、全貿易量の99％以上を海上輸送に依存

北京

ソウル

東京

台北
香港

マニラ

グアム

サイパン

伊豆諸島

沖縄は戦略的要衝に存在

小笠原諸島

わが国のシーレーン

大陸から太平洋へのアクセス

約2,750㎞

約3,200㎞

約1,250㎞

約650㎞

500km

図表Ⅲ-2-4-5 沖縄における在日米軍主要部隊などの配置図（令和2年度末現在）

20km

在日米海兵隊在日米空軍

在日米海軍在日米陸軍

（注）在日米軍ホームページなどをもとに作成

第3海兵後方支援群司令部

牧港補給地区

第1-1防空砲兵大隊
●ペトリオットPAC-3

沖縄艦隊基地隊
対潜哨戒機中隊
●P-3C対潜哨戒機
●P-8A哨戒機　など

第3海兵師団司令部
第3海兵機動展開部隊司令部

キャンプ・コートニー

第12海兵連隊（砲兵）
第31海兵機動展開隊司令部

キャンプ・ハンセン

第4海兵連隊（歩兵）

キャンプ・シュワブ

●港湾施設
●貯油施設

ホワイト・ビーチ地区

第36海兵航空群
●CH-53ヘリ
●AH-1ヘリ
●UH-1ヘリ
●MV-22オスプレイ　など

普天間飛行場

第1海兵航空団司令部

キャンプ瑞慶覧

第10支援群
第1特殊部隊群（空挺）第1大隊

トリイ通信施設

第18航空団
●F-15戦闘機
●KC-135空中給油機
●HH-60ヘリ
●E-3早期警戒管制機　など

嘉手納飛行場
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2　SACO最終報告の概要

SACO最終報告の内容は、土地の返還、訓練や
運用の方法の調整、騒音軽減、日米地位協定の運
用 改 善 で あ り、関 連 施 設・ 区 域 が 示 さ れ た。
SACO最終報告が実施されることにより返還さ
れる土地は、当時の沖縄県に所在する在日米軍施
設・区域の面積の約21％（約50km2）に相当し、
復帰時からSACO最終報告までの間の返還面積
約43km2を上回るものとなる。

資料23（SACO最終報告（仮訳））
資料24（SACO最終報告の主な進捗状況）
図表Ⅲ-2-4-6（SACO最終報告関連施設・区域（イ
メージ））
図表Ⅲ-2-4-7（沖縄在日米軍施設・区域（専用施設）
の件数及び面積の推移）

3　北部訓練場の過半の返還

北部訓練場の返還にあたっては、返還される区
域に所在する7つのヘリパッドを既存の訓練場内
に移設することが条件であったが、自然環境に配
慮し、7つ全てではなく、最低限の6つとするこ
となどについて米側と同意したうえで、移設工事
を進めた。2016年12月にヘリパッドの移設が完
了し、SACO最終報告に基づき、国

くに
頭
がみ

村
そん

及び東
ひがし

村
そん

に所在する北部訓練場の過半、約4,000haの返還
が実現した。

この返還は、沖縄県内の在日米軍施設・区域

（専用施設）の約2割にあたる、沖縄の本土復帰後
最大のものであり、1996年のSACO最終報告以
来、20年越しの課題であった。

この返還された土地については、防衛省におい
て、沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適
切な利用の推進に関する特別措置法に基づき、そ
の有効かつ適切な利用が図られるよう、跡地利用
をするうえでの支障の除去に関する措置（土壌汚
染調査など）を講じ、2017年12月、土地所有者
へ引渡しを行った。

4　普天間飛行場の移設・返還

2006年5月のロードマップにおける米軍再編
に関する取組においても、抑止力を維持しつつ、
沖縄県における地元負担の軽減のための施策が講
じられることとなった。

政府としては、沖縄県宜
ぎ

野
の

湾
わん

市の中央部で住宅
や学校などに密接して位置している普天間飛行場
の固定化は、絶対に避けなければならず、これは政
府と沖縄の皆様の共通認識であると考えている。

同飛行場の移設について、キャンプ・シュワブ
辺野古崎地区（名護市）及びこれに隣接する水域
に普天間飛行場代替施設を建設する現在の計画
が、同飛行場の継続的な使用を回避するための唯
一の解決策であるという考えに変わりはない。

政府としては、同飛行場の一日も早い移設・返
還を実現し、沖縄の負担を早期に軽減していくよ
う努力していく。なお、普天間飛行場の返還により、
危険性が除去されるとともに、跡地（約476ha：

 参照

図表Ⅲ-2-4-6 SACO最終報告関連施設・区域
（イメージ）

キャンプ・ハンセン

キャンプ・シュワブ水域

伊江島補助飛行場
い　え じま

金武ブルー・ビーチ訓練場
き　ん

瀬名波通信施設
せ　な　は

ギンバル訓練場

嘉手納飛行場
か　で　な

普天間飛行場
ふ てん ま

那覇港湾施設

キャンプ桑江
くわ え キャンプ瑞慶覧

ず　け らん

読谷補助
飛行場　

よみたん

牧港補給
地区　　

まきみなと

トリイ通信
施設　　

楚辺通信所
そ　べ

安波訓練場
あ　は

北部訓練場

：土地の返還にかかわる施設・区域
：土地の返還にかかわる施設・区域
  （共同使用を解除）
：移設・移転先とされている施設・区域

図表Ⅲ-2-4-7 沖縄在日米軍施設・区域（専用施設）
の件数及び面積の推移
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東京ドーム約100個分）の利用により、宜野湾市を
はじめとする沖縄のさらなる発展が期待される。

（1）代替施設に関する経緯
2004年8月の宜野湾市における米軍ヘリ墜落

事故の発生を踏まえ、周辺住民の不安を解消する
ため、一日も早い移設・返還を実現するための方
法について、在日米軍再編に関する日米協議の過
程で改めて検討が行われた。

2005年10月の「2＋2」共同 文 書において、
「キャンプ・シュワブの海岸線の区域とこれに近接
する大浦湾の水域を結ぶL字型に普天間代替施設
を設置する。」との案が承認された。しかし、このL
字案については、米軍航空機が、名護市・宜野座
村の集落上空を飛行することになることから、こ
れら集落の上空を避けるように要望が出された。

これを受け、その後の名護市をはじめとする地
元地方公共団体との協議及び合意を踏まえ、ロー
ドマップにおいて、代替施設を「辺野古崎とこれ
に隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ」形、
V字型で設置することとされ、この代替施設の建
設について、2006年5月、稲嶺沖縄県知事（当時）
と額賀防衛庁長官（当時）との間でも「基本確認
書」が取り交わされた。

2009年9月の政権交代後、沖縄基地問題検討
委員会が設けられた。同委員会による検討を経た
のち、2010年5月の「2＋2」において、普天間飛
行場の代替の施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎
地区及びこれに隣接する水域に設置する意図を確
認するとともに、代替施設の位置、配置及び工法
に関する専門家による検討を速やかに完了させる
ことを決定した。また、様々な沖縄の負担軽減策
について今後具体的な措置をとっていくことで、
米国と合意した。その後、2011年6月の「2＋2」
において、滑走路の形状をV字と決定した。

このような結論に至る検討過程では、まず、東
アジアの安全保障環境に不安定性・不確実性が残
る中、わが国の安全保障上極めて重要な位置にあ
る沖縄に所在する海兵隊をはじめとして、在日米
軍の抑止力を低下させることは、安全保障上の観
点からできないとの判断があった。また、普天間
飛行場に所属する海兵隊ヘリ部隊を沖縄所在の他

の海兵隊部隊から切り離し、国外・県外に移転す
れば、海兵隊の持つ機動性・即応性といった特性
を損なう懸念があった。こうしたことから、普天
間飛行場の代替地は沖縄県内とせざるを得ないと
の結論に至った。

また、日米両政府は、2012年4月、2013年10
月、2015年4月、2017年8月、2019年4月及び
2021年3月の「2＋2」、さらに、2017年2月及
び11月、2018年4月並びに2021年4月に行わ
れた日米首脳会談にあたって発出された共同声明
などにおいても、普天間飛行場の代替施設をキャ
ンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに隣接する
水域に建設することが、普天間飛行場の継続的な
使用を回避するための唯一の解決策であることを
確認した。

資料25（普天間飛行場代替施設に関する経緯）
資料26（嘉手納以南　施設・区域の返還時期（見込
み））
図表Ⅲ-2-4-8（代替施設と普天間飛行場の比較（イ
メージ））

（2）普天間飛行場の移設と沖縄の負担軽減
普天間飛行場の移設は、同飛行場を単純に移設

するものではなく、沖縄における基地の機能や面
積の縮小を伴い、沖縄の負担軽減に十分資するも
のである。
ア　普天間飛行場が有する機能の分散

普天間飛行場は、沖縄における米海兵隊（在沖
米海兵隊）の航空能力に関し、①オスプレイなど
の運用機能、②空中給油機の運用機能、③緊急時
に航空機を受け入れる基地機能という3つの機能
を果たしている。このうち、「①オスプレイなどの
運用機能」のみをキャンプ・シュワブに移設する
こととしており、「②空中給油機の運用機能」につ
いては、2014年8月、KC-130空中給油機の15
機全機の岩国飛行場（山口県岩国市）への移駐を
完了した。

これにより、1996年のSACO最終報告から18
年越しの課題が達成でき、普天間飛行場に所在す
る固定翼機の大部分が沖縄県外に移駐することに
なった。また、移駐に伴い、軍人、軍属及び家族約
870名も転出することになった。

さらに、「③緊急時に航空機を受け入れる基地
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機能」についても、築城基地及び新田原基地へ移
転することとなっており、2018年10月、機能移
転に必要となる施設整備について日米間で合意
し、工事などを実施している。
イ　面積の縮小

普天間飛行場の代替施設を建設するために必要
となる埋立ての面積は、約150haであるが、普天
間飛行場の面積約476haに比べ、約3分の1程度
となり、滑走路も、1,200m（オーバーランを含め
ても1,800m）と、現在の普天間飛行場の滑走路
長2,740mに比べ、大幅に短縮される。
ウ　騒音及び危険性の軽減

滑走路はV字型に2本設置されるが、これは、
地元の要望を踏まえ、離着陸時の飛行経路が海上
になるようにするためのものである。訓練などで
日常的に使用される飛行経路が、普天間飛行場で
は市街地上空にあったのに対し、代替施設では、
海上へと変更され、騒音及び危険性が軽減される。

例えば、普天間飛行場では、住宅防音が必要と
なる地域に1万数千世帯の住民が居住しているの
に対し、代替施設ではこのような世帯はゼロとな
る。すなわち、全ての世帯において、騒音の値が
住居専用地域に適用される環境基準を満たすこと
となる。また、万が一、航空機に不測の事態が生

じた場合には、海上へと回避することで地上の安
全性が確保される。

（3）代替施設を沖縄県内に建設する必要性
在沖米海兵隊は、航空、陸上、後方支援の部隊

や司令部機能から構成されている。優れた機動性
と即応性を特徴とする海兵隊の運用では、これら
の部隊や機能が相互に連携し合うことが不可欠で
あり、普天間飛行場に駐留する回転翼機が、訓練、
演習などにおいて日常的に活動をともにする組織
の近くに位置するよう、代替施設も沖縄県内に設
ける必要がある。

（4）環境影響評価手続の完了
防衛省は、2007年に沖縄県知事などに環境影

響評価方法書を送付した。沖縄県知事からの意見
を受けた補正作業の後、2012年12月に補正後の
評価書を沖縄県知事などに送付し、評価書の縦

じゅう
覧
らん

（一般に閲覧できるようにすること）を行い、環境
影響評価の手続を終了した。

この手続の間に沖縄県知事からは合計6度にわ
たり計1,561件の意見を受け、そのすべてに補正
を行い、適切に環境影響評価の内容に反映した。
このように、防衛省は、関係法令などに従うこと

図表Ⅲ-2-4-8 代替施設と普天間飛行場の比較（イメージ）
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はもちろん、十分に時間をかけ、沖縄県からの意
見などを聴取し、反映する手続を踏んできた。

（5）代替施設建設事業の推進
ア　埋立承認取消処分をめぐる訴訟

沖縄防衛局長は、2013年3月、公有水面埋立承
認願書を沖縄県に提出し、同年12月、仲井眞知事

（当時）はこれを承認した。しかし、2015年10月、
翁長知事（当時）が、当該埋立承認を取り消した
ことから、国と沖縄県の間で、埋立承認取消処分
をめぐる3つの訴訟6が提起されることとなった。

このような状況の中、裁判所から和解案が提示
され、2016年3月、国と沖縄県の間で和解が成立
した。和解において、国と沖縄県は、最高裁判所
による最終的な司法判断が示された場合には、判
決に従い、主文及びそれを導く理由の趣旨に沿っ
た手続を実施するとともに、その後もその趣旨に
従って互いに協力して誠実に対応することを相互
に確約した。

和解条項に従い、沖縄防衛局は埋立工事を直ち
に中止するとともに、国土交通大臣は、翁長知事

（当時）に対し、埋立承認取消処分を取り消すよ
う、地方自治法に基づく是正の指示を行った。そ
の後、国地方係争処理委員会による審査や福岡高
等裁判所那覇支部による審理を経て、同年12月、
最高裁判所は、翁長知事（当時）による埋立承認
取消処分が違法であるとの判断を示した。
イ　最高裁判所の判決

最高裁判所は、判決の中で、仲井眞元知事が、
①代替施設の面積や埋立面積が普天間飛行場の施
設面積と比較して相当程度縮小されること、②沿
岸域を埋め立てて滑走路延長線上を海域とするこ
とにより航空機による住宅地上空の飛行が回避さ
れることなどから、公有水面埋立法第4条第1項
第1号の「国土利用上適正且合理的ナルコト」と
いう要件に適合すると判断したことについて、事
実の基礎を欠くものであることや、社会通念に照
らし明らかに妥当性を欠くものであるという事情
は認められず、仲井眞元知事の判断に違法等があ

6	 ①国（国土交通大臣）が原告となり、地方自治法第245条の8の規定に基づき、翁長知事（当時）による埋立承認取消処分の取消しを命ずる旨の判決を求め
る訴訟（いわゆる代執行訴訟）、②沖縄県知事が原告となり、地方自治法第251条の5の規定に基づき、国土交通大臣による埋立承認取消処分の効力を停止
する決定（執行停止決定）が違法な「国の関与」に当たるとしてその取消しを求める訴訟、③沖縄県が原告となり、行政事件訴訟法第3条の規定に基づき、国
土交通大臣による執行停止決定の取消しなどを求める訴訟

るということはできないとした。
また、最高裁判所は、代替施設建設事業が、環

境保全などに十分配慮されているかという点につ
いて、現段階で採り得ると考えられる工法、環境
保全措置及び対策が講じられており、さらに災害
防止にも十分配慮されているとした。そして、公
有水面埋立法第4条第1項第2号の「其ノ埋立ガ
環境保全及災害防止ニ付十分配慮セラレタルモノ
ナルコト」という要件に適合するとした仲井眞元
知事の判断過程及び判断内容について、特段不合
理な点があることはうかがわれず、仲井眞元知事
の判断に違法等があるということはできないと判
示した。
ウ　埋立承認取消処分の取消

この最高裁判決を受け、翁長知事（当時）は、
2016年12月、埋立承認取消処分を取り消し、沖
縄防衛局は、代替施設建設事業を再開した。また、
2017年4月には、公有水面埋立ての本体部分に
あたる護岸工事を開始した。
エ　海底の岩礁破砕等に関する訴訟

同年7月、沖縄県は、沖縄県の規則に基づく知
事の許可を受けずに、海底の岩礁を破砕等するこ
と等をしてはならない旨の判決を求めて那覇地方
裁判所に訴訟を提起した。2018年3月、同裁判所
は、沖縄県の訴えを却下する旨判示し、また、同
年12月、福岡高等裁判所那覇支部は、沖縄県の訴
えを棄却した。同月、沖縄県は、最高裁判所に上
告受理申立てを行ったが、2019年3月、これを取
り下げた。
オ　埋立工事を巡る状況

2018年8月、沖縄県は環境保全措置及び埋立
地の地盤に関する問題点などを理由として再び埋
立承認を取り消した。同年10月、沖縄防衛局長は
国土交通大臣に対し、行政不服審査法に基づく審
査請求及び執行停止申立てを行い、執行停止が認
められた。これを受け、沖縄防衛局は、同年12月
に、米軍キャンプ・シュワブ南側の海域において、
埋立工事を開始した。2021年4月には、海水面か
ら3.1mまでの陸地化が完了しており、引き続き、
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埋立工事を着実に進めているところである。
（2021年5月現在）

また、2019年4月、国土交通大臣は、沖縄県に
よる埋立承認の取消処分を取り消す裁決を行っ
た。同月、沖縄県知事は、国土交通大臣の裁決を
不服として、国地方係争処理委員会に審査申出を
行ったが、同年6月、同委員会は、これを却下し
た。同年7月、沖縄県知事は、同委員会の却下を
不服とし、福岡高等裁判所那覇支部に国の関与

（裁決）の取消訴訟を提起し、また、同年8月、国
土交通大臣の裁決を不服として、那覇地方裁判所
に裁決の取消訴訟を提起した。

これらの訴訟のうち、国の関与の取消訴訟につ
いては、同年10月、福岡高等裁判所那覇支部が沖
縄県知事の訴えを却下し、沖縄県知事は、最高裁
判所に上告受理申立てを行ったが、2020年3月、
最高裁判所は、沖縄県知事の訴えを棄却した。一
方、裁決の取消訴訟については、同年11月、那覇
地方裁判所が沖縄県の訴えを却下したが、同年
12月、沖縄県は、福岡高裁那覇支部に控訴した。

移設作業にあたっては、周辺の自然環境に最大
限の配慮を払うため、約5年間にわたる環境影響
評価手続を行っている。その際、沖縄県知事から
は、合計6度、1,500件以上に及ぶ意見が示され、
これを全て反映している。

7	 具体的には、那覇空港の第二滑走路の工事に伴い、小型サンゴ約3万7,000群体の移植が行われたが、仮に、代替施設建設事業と同じ基準を当てはめれば、
移植対象の小型サンゴ類は約17万群体となる。

8	 サンドコンパクションパイル工法、サンドドレーン工法、ペーパードレーン工法であり、他事業の例として、東京国際空港再拡張事業等がある。

サンゴに関しては、護岸で海域を閉め切ると、
周囲の海と切り離され、海水の出入りが止まり、
サンゴの生息に影響が生じるため、海域を閉め切
る前に、南側の埋立海域に生息していた保護対象
のサンゴを移植している。なお、サンゴ類の保護
基準は、那覇空港第二滑走路の工事に伴う埋立て
の際の基準7よりも、厳しいものである。また、国
指定の天然記念物であるオカヤドカリ類や絶滅危
惧種に指定されている貝類、甲殻類などについて
も、専門家の指導・助言を得ながら、南側の工事
区域の海岸や海底から他の地域への移動を適切に
実施している。

埋立地の地盤に関しては、ボーリング調査の結
果などを踏まえ、米軍キャンプ・シュワブの北側
海域における護岸などの構造物の安定性などにつ
いて検討した結果、地盤改良工事が必要であるも
のの、一般的で施工実績が豊富な工法8により地
盤改良工事を行うことにより、護岸や埋立てなど
の工事を所要の安定性を確保して実施可能である
ことが確認されている。そのうえで、2019年9月
から、今後の事業の実施にあたり、護岸や埋立地
などの設計・施工・維持管理を合理的なものとす
るため、技術的・専門的見地から客観的な提言・
助言を得るべく、地盤、構造、水工、舗装の各分野
に精通した有識者で構成される「普天間飛行場代
替施設建設事業に係る技術検討会」を開催した。

同年12月、沖縄防衛局は、それまでの検討結果
を踏まえ、変更後の計画に基づく工事に着手して
から工事完了までに9年3ヵ月、沖縄統合計画に
示されている「提供手続」を完了させるまでに約
12年を要し、また普天間飛行場代替施設建設事
業に要する経費として、約9,300億円が必要であ
ることを示した。さらに、2020年4月、沖縄防衛
局は、環境面も含めた有識者の知見も得つつ、十
分に検討を行ったうえで、公有水面埋立法に基づ
き、地盤改良工事の追加等に伴う埋立の変更承認
申請書を沖縄県知事に提出した。

2019年2月に沖縄県は、普天間飛行場の名護
市辺野古への移設に伴う埋立ての賛否を問う沖縄キャンプ・シュワブ南側の海域における埋立工事の進捗状況
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県民投票を実施した。結果は、「賛成」が11万
4,933票、「反対」が43万4,273票、「どちらでも
ない」が5万2,682票であった（投票総数60万
5,385票、投票率52.48％）。沖縄に米軍施設・区
域が集中する現状は、到底、是認できるものでは
なく、沖縄の負担軽減は、政府の大きな責任であ
る。この「県民投票」の結果を、真摯に受け止め、
これからも、政府として、負担の軽減に全力で取
り組んでいくこととしている。

住宅や学校で囲まれ、世界で最も危険と言われ
る普天間飛行場が、固定化され、危険なまま置き
去りにされることは、絶対に避けなければならな
い。これは、沖縄の皆様との共通認識であると考
えている。

辺野古への移設は、現在の普天間飛行場をその
まま移すものではなく、普天間飛行場の持つ3つ
の機能のうち、2つを県外へ、残る1つを辺野古
に移して、普天間飛行場を全面返還する、という
ものである。実際、負担を分かち合うという観点
から、空中給油機は山口県、緊急時における受入
れ機能は、福岡県、宮崎県へと、沖縄県外の地方
公共団体の理解と協力を得て、普天間飛行場の全
面返還に向けた取組は、前に進んでいる。

普天間飛行場の全面返還を日米で合意してか
ら、25年を経た今もなお、返還が実現しておらず、
もはや先送りは許されない。政府としては、長年
にわたる沖縄の皆様との対話の積み重ねのうえ
に、これからも、ご理解を得る努力を続け、普天
間飛行場の一日も早い全面返還の実現に向けて、
全力で取り組んでいくこととしている。

5　兵力の削減とグアムへの移転

2006年5月にロードマップが発表されて以降、
沖縄に所在する兵力の削減について協議が重ねら
れてきた。

（1）移転時期及び規模
ロードマップでは、沖縄に所在する第3海兵機

動展開部隊（ⅢM
Marine Expeditionary Force

EF）の要員約8,000人とその家

9	 わが国が財政支援する事業について、これまで平成21（2009）年度から令和2（2020）年度の予算を用いて約2702億円が米側に資金提供された。

族約9,000人が2014年までに沖縄からグアムに
移転することとされたが、2011年6月の「2＋2」
などで、その時期は2014年より後のできる限り
早い時期とされた。

その 後、2012年4月の「2＋2」において、Ⅲ
MEFの要員の沖縄からグアムへの移転及びその結
果として生ずる嘉手納以南の土地の返還の双方を、
普天間飛行場の代替施設に関する進展から切り離
すことを決定するとともに、グアムに移転する部
隊構成及び人数についての見直しがなされた。

これにより、海兵空地任務部隊（M
Marine Air Ground Task Force

AGTF）は日
本、グアム、ハワイに置くこととされ、約9,000人
が日本国外に移転（このうち約4,000人がグアム
に移転）し、グアムにおける海兵隊の兵力の定員
は約5,000人となった。一方で、沖縄における海
兵隊の最終的なプレゼンスは、ロードマップの水
準（約1万人）に従ったものにすることとされた。

それに伴い、2013年10月の「2＋2」において
は、グアムへの移転時期について、2012年の「2
＋2」で示された移転計画のもとで、2020年代前
半に開始されることとされ、同計画は2013年4
月の沖縄における在日米軍施設・区域に関する統
合計画の実施の進展を促進するものとされた。

（2）移転費用
ロードマップでは、施設及びインフラの整備費

算定額102.7億ドル（2008米会計年度ドル）の
うち、わが国が28億ドルの直接的な財政支援を
含め60.9億ドルを提供し、米国が残りの41.8億
ドルを負担することで合意に至った。わが国が負
担する費用のうち、直接的な財政支援として措置
する事業について、日米双方の行動をより確実な
ものとし、これを法的に確保するため、2009年2
月、日米両政府は「第3海兵機動展開部隊の要員
及びその家族の沖縄からグアムへの移転の実施に
関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の
協定」（グアム協定）に署名した。

本協定に基づく措置として、平成21（2009）
年度から、わが国が財政支援する事業にかかる米
国政府への資金提供を行っている9。
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その後、2012年4月の「2＋2」では、グアムに
移転する部隊構成及び人数が見直され、米国政府
による暫定的な移転費用の見積りは86億ドル

（2012米会計年度ドル）とされた。わが国の財政的
コミットメントは、グアム協定第1条に規定された
28億ドル（2008米会計年度ドル）を限度とする直
接的な資金提供となることが再確認されたほか、
わが国による家族住宅事業やインフラ事業のため
の出融資などは利用しないことが確認された10。

また、グアム協定のもとですでに米国政府に提
供された資金は、わが国による資金提供の一部と
なることとされ、グアム及び北マリアナ諸島連邦
の日米両国が共同使用する訓練場の整備について
も、前述の28億ドルの直接的な資金提供の一部
を活用して実施することとされた。このほか、残
りの費用及び追加的な費用は米国が負担すること
や、両政府が二国間で費用内訳を完成させること
についても合意された。

2013年10月の「2＋2」では、グアム及び北マ
リアナ諸島連邦における訓練場の整備及び自衛隊
による訓練場の使用に関する規定の追加などが盛
り込まれたグアム協定を改正する議定書の署名も
行われた。しかし、わが国政府からの資金提供に
ついては、引き続き28億ドル（2008年度価格）
が上限となることに変更はない。また、二国間で
費用内訳を示す作業を完了させた。

なお、2014年12月、米国の2015年度国防授
権法が成立し、2012米会計年度以降続いたグア
ム移転資金の凍結が解除された。

（3）環境影響評価
グアムにおける環境影響評価については、再編

計画の調整によって変更した事業内容を反映し、
所要の手続が進められ、2015年8月に終了した。

さらに、北マリアナ諸島連邦における訓練場整
備に関する環境影響評価は、現在実施中である。

（4）グアム移転事業の進捗状況
グアムにおける環境影響評価が実施されていた

間、米国政府は、同評価の影響を受けない事業と

10	 これを受け、駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法に規定されていた株式会社国際協力銀行の業務の特例（出融資）については、2017年3月
31日に施行された同法の一部を改正する法律により廃止された。

してアンダーセン空軍基地及びグアム海軍基地ア
プラ地区における基盤整備事業などを実施してき
た。米国防授権法によるグアム移転資金の凍結が
解除されたことや、グアムにおける環境影響評価
が終了したことを受け、現在、米国政府により、
各地区において移転工事が実施されている。

図表Ⅲ-2-4-9（グアム移転事業の進捗状況（イメー
ジ））

6　嘉手納飛行場以南の土地の返還

2006年5月のロードマップでは、普天間飛行
場の代替施設への移転、普天間飛行場の返還及び
グアムへの第3海兵機動展開部隊（ⅢMEF）要員
の移転に続いて、沖縄に残る施設・区域が統合さ
れ、嘉手納飛行場以南の相当規模の土地の返還が
可能となるとされていた。

その後、2012年4月の「2＋2」において、Ⅲ
MEFの要員の沖縄からグアムへの移転及びその
結果として生ずる嘉手納以南の土地の返還の双方
を、普天間飛行場の代替施設への移転に関する進
展から切り離すことを決定した。さらに、返還さ
れる土地については、①速やかに返還できるも
の、②機能の移転が完了すれば返還できるもの、
③国外移転後に返還できるもの、という3区分に
分けて検討していくことで合意した。

（1）沖縄における在日米軍施設・区域に関する統
合計画

2012年末の政権交代後、沖縄の負担軽減に全
力で取り組むとの安倍政権の基本方針のもと、引
き続き日米間で協議が行われ、沖縄の返還要望が
特に強い牧

まき
港

みなと
補給地区（キャンプ・キンザー）

（浦添市）を含む嘉手納以南の土地の返還を早期
に進めるよう強く要請し、米側と調整を行った。
その結果、2013年4月、具体的な返還年度を含む
返還スケジュールが明記される形で沖縄における
在日米軍施設・区域に関する統合計画（統合計画）
が公表されることになった。

本計画に基づき、全ての返還が実現すれば、沖

 参照
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縄本島中南部の人口密集地に所在する6つの米軍
専用施設11の約7割の土地（約1,048ha：東京ドー
ム約220個分）が返還されることとなる。統合計
画においては、本計画を可能な限り早急に実施す
ることを日米間で確認しており、政府として一日
も早い嘉手納以南の土地の返還が実現するよう、
引き続き全力で取り組んでいくこととしている。

図表Ⅲ-2-4-10（沖縄における在日米軍施設・区域に
関する統合計画）

11	 那覇港湾施設、牧港補給地区、普天間飛行場、キャンプ瑞慶覧、キャンプ桑江及び陸軍貯油施設第1桑江タンク・ファーム

 参照

図表Ⅲ-2-4-9 グアム移転事業の進捗状況（イメージ）

フィネガヤン地区　基盤整備事業の様子

グアム海軍基地アプラ地区　司令部庁舎整備事業の様子
（2021年3月末現在）

10km

①アンダーセン
　空軍基地
①アンダーセン
　空軍基地

③フィネガヤン地区
　（キャンプ・ブラズ（主宿営地））
③フィネガヤン地区
　（キャンプ・ブラズ（主宿営地））

②アンダーセン空軍基地
　南アンダーセン地区
②アンダーセン空軍基地
　南アンダーセン地区

④グアム海軍基地
　アプラ地区
④グアム海軍基地
　アプラ地区

移転事業対象地区 日本側提供資金による事業進捗状況
①　アンダーセン空軍基地 基盤整備事業（※1）実施中

②　南アンダーセン地区 訓練場整備事業（※2）実施中

③　�フィネガヤン地区�
（キャンプ・ブラズ（主宿営地））

基盤整備事業（※1）実施中
下士官用隊舎2棟整備事業（※5）実施中

④　�グアム海軍基地�
アプラ地区

基盤整備事業（※1）完了

司令部庁舎整備事業（※3）実施中
診療所整備事業（※4）実施中

※1　	基盤整備事業とは、海兵隊が使用する庁舎等の施設建設に係る敷地造成、道路整備、上下水道、電気通信などを整備する事業
※2　訓練場整備事業とは、海兵隊の基礎的な訓練（市街地戦闘訓練、車両走行訓練など）を実施するための施設を整備する事業
※3　司令部庁舎整備事業とは、海兵隊が使用する司令部庁舎を整備する事業
※4　診療所整備事業とは、海兵隊が使用する診療所を整備する事業
※5　下士官用隊舎2棟整備事業とは、海兵隊が使用する下士官用隊舎を整備する事業

図表Ⅲ-2-4-10 沖縄における在日米軍施設・�
区域に関する統合計画

1,500

1,000

500

0

（単位：ha）

統合計画作成時 統合計画完了時

沖縄本島中南部の
人口密集地に所在する、
嘉手納以南の6つの
米軍専用施設※1

約7割減

1,491ha

平成25年
1月

492
ha－α

※１　6つの施設：那覇港湾施設、牧港補給地区、普天間飛行場、キャンプ瑞慶覧、
キャンプ桑江及び陸軍貯油施設第1桑江タンク・ファーム
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（2）返還の進展
2013年4月の統合計画の公表以降、「必要な手

続の完了後速やかに返還可能となる区域」（図表
Ⅲ-2-4-12の赤色の区域）を中心に早期返還に向
けて取り組んできた。2020年3月末にはキャン
プ瑞慶覧の施設技術部地区の一部（約11ha）が
返還され、これにより統合計画で「速やかに返還」
とされている区域全ての返還が実現した。また、
その他の区域で地元からの返還要望が強かった一
部の区域については、統合計画上の予定よりも前
倒しでの返還を実現した。

政府としては、引き続き、統合計画における嘉
手納飛行場以南の土地の返還を着実に実施し、沖
縄の負担軽減を目に見えるものとするため、それ
ぞれの土地の返還が可能な限り短期間で実現でき
るよう、全力で取り組んでいくこととしている。

資料26（嘉手納以南 施設・区域の返還時期（見込
み））
図表Ⅲ-2-4-11（嘉手納飛行場以南の土地の返還実績）
図表Ⅲ-2-4-12（嘉手納飛行場以南の土地の返還（イ
メージ））

7　米軍オスプレイのわが国への配備

（1）米海兵隊オスプレイ（MV-22）の沖縄配備
オスプレイは、回転翼機の垂直離着陸やホバリ

ングの機能と、固定翼機の速度及び航続距離を併
せ持つ航空機である。その海兵隊仕様のMV-22
は、海兵隊の航空部隊の主力として、様々な作戦
において人員・物資輸送をはじめとした幅広い活
動に従事し、重要な役割を果たしている。

米海兵隊においては、老朽化したCH-46回転
翼機を、より基本性能の高いMV-22へと更新す
る計画が進められ、2013年9月には、普天間飛行
場に配備されているCH-46（24機）のMV-22へ
の更新が完了した。

MV-22はCH-46に比べ、速度、搭載能力、行
動半径のいずれにおいても優れた性能を有してお
り、同機の沖縄配備により、在日米軍全体の抑止
力が強化され、この地域の平和と安定に大きく寄
与する。

図表Ⅲ-2-4-13（オスプレイの有用性（イメージ））

 参照

 参照

政府は、2013年4月に公表された沖縄における
在日米軍施設・区域に関する統合計画（統合計画）
に基づいて、嘉手納以南の米軍施設・区域の返還を
進めています。2020年3月には、キャンプ瑞慶覧施
設技術部地区の一部（約11ha）が返還され、統合計
画で「速やかに返還」とされている区域全ての返還
が実現しました。返還跡地の利用については、北谷
グスクを国指定による史跡とし、歴史・文化・自然
と調和したまちづくりが計画されており、北谷町を
はじめとする沖縄のさらなる発展が期待されます。
また、2017年7月に、市道用地とするために地
元からの返還の要望が強かった普天間飛行場の一部
土地（約4ha）が返還されたことに続いて、2020年
12月には同飛行場の佐真下ゲート付近の土地の返
還を実現しました。防衛省の補助事業を活用した市
道宜野湾11号線は、普天間飛行場の佐真下ゲート
付近で道幅が狭く急角度に曲がっているため、全線
開通後に渋滞が発生することが予想されていまし
た。この区域は、宜野湾市から、普天間飛行場の一
部の土地を通る形で道路形状の変更を行うため、返

還してほしい旨の要請を頂いていたものです。これ
らの土地の返還によって、市道宜野湾11号線が整
備され、2021年3月には全線開通が実現しました。
これにより交通状況の改善が期待されます。
現在、一層の返還を進めるために、嘉手納以南の

米軍施設を嘉手納弾薬庫地区（知花地区）、トリイ通
信施設、キャンプ・ハンセン及びキャンプ瑞慶覧へ
移設する作業などを実施しているところです。今後
とも目に見える形で、一つ一つ着実に結果を出すこ
とによって、沖縄の負担軽減に全力を尽くしてまい
ります。

市道宜野湾11号道路開通式の様子（2021年3月）

嘉手納飛行場以南の土地の返還について解　説
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（2）米空軍オスプレイ（CV-22）の横田飛行場へ
の配備

2015年5月、米国政府は空軍仕様のCV-22に
ついて、横田飛行場（東京都福生市、立川市、昭島
市、武蔵村山市、羽村市、瑞穂町）に配備する旨を
公表した。2018年10月、最初の5機のCV-22オ
スプレイが横田飛行場に配備され、2024年頃ま

でに段階的に計10機が配備される予定である。
横田飛行場に配備されたCV-22は、人道的支援

や自然災害を含む、アジア太平洋地域全体におけ
る危機や緊急事態に即応するため、米各軍の特殊
作戦部隊の人員・物資などを輸送する任務を担う。

わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを
増す中、アジア太平洋地域への米国のコミットメ

図表Ⅲ-2-4-11 嘉手納飛行場以南の土地の返還実績

名称 返還 引き渡し 面積

統合計画において「速やかに返還」と�
されている区域

牧港補給地区（北側進入路） 2013年8月 2013年8月 約1ha
キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区） 2015年3月 2018年3月 約51ha
牧港補給地区（第5ゲート付近の区域） 2019年3月 （※） 約2ha
キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区の一部） 2020年3月 （※） 約11ha

統合計画において「県内で機能移設後に
返還」とされているものの、�

その後、別途の日米合意を受け前倒しで
返還されることとされた区域

普天間飛行場（東側沿いの土地） 2017年7月 2019年3月 約4ha
牧港補給地区（国道58号沿いの土地） 2018年3月 2019年9月 約3ha

普天間飛行場（佐真下ゲート付近の土地） 2020年12月 2020年12月 約0.1ha

（注）図表中の（※）は今後引き渡しが予定されているもの。

図表Ⅲ-2-4-12 嘉手納飛行場以南の土地の返還（イメージ）

浦添市役所

那覇空港 凡

11ha 
（0.11㎢）

62ha
（0.62㎢）

2ha
（0.02㎢）

142ha
（1.42㎢）

16ha
（0.16㎢）

2022年度
又はその後

キャンプ瑞慶覧
（インダストリアル・コリドー等）

キャンプ瑞慶覧
（施設技術部地区の一部）

牧港補給地区
（残余の部分）

2024年度
又はその後

2024年度
又はその後

牧港補給地区
（第５ゲート付近の区域）

第１桑江タンク･ファーム

2019年3月31日
返還済

那覇港湾施設

2028年度
又はその後 沖縄県庁

那覇市役所

56ha
（0.56㎢）

2020年3月31日
返還済

※注5

陸軍貯油施設

（注）　１　時期及び年は、最善の見込みである。これらの時期は、国外を含む移転に向けた取組の進展により遅延する場合がある。
２　各区域の面積は概数を示すものであり、今後行われる測量等の結果に基づき、微修正されることがある。また、計数は単位（ha）未満を四捨五入

しているため符合しないことがある。
３　追加的な返還が可能かどうかを確認するため、マスタープランの作成過程において検討される。
４　キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の返還面積については、統合計画において52haとしていたが、実測値を踏まえ51haとしている。
５　キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区の一部）の返還面積については、統合計画において10haとしていたが、平成25年9月のJC返還合意の返還面

積を踏まえ11haとしている。
６　普天間飛行場（東側沿いの土地、佐真下ゲート付近の土地）及び牧港補給地区（国号５８号沿いの土地）については、別途の日米合意により前倒

しで返還されることとされた。
７　JC（JointCommittee）－日米合同委員会

476ha
（4.76㎢）

2022年度
又はその後牧港補給地区

（国道５８号沿いの土地）

2018年3月31日
済

126ha
（1.26㎢）

2025年度
又はその後

牧港補給地区
（倉庫地区の大半を含む部分）

3ha
（0.03㎢）

ゆいレール

宜野湾市役所

喜舎場
スマートＩＣ

北中城ＩＣ

北中城村役場

西原町役場

沖縄自動車道
中城村役場

西原ＩＣ

23ha
（0.23㎢）

2024年度
又はその後

キャンプ瑞慶覧
（ロウワー・プラザ住宅地区）2025年度

又はその後
68ha

（0.68㎢）北谷町役場

沖縄南ＩＣ
沖縄市役所

5ha
（0.05㎢）

2024年度
又はその後

キャンプ瑞慶覧
（喜舎場住宅地区の一部）

キャンプ桑江

51ha
（0.51㎢）

キャンプ瑞慶覧
（西普天間住宅地区）

キャンプ瑞慶覧
（追加的な部分）

αha 

2015年3月31日
返還済

普天間飛行場
（東側沿いの土地）

2017年7月31日
返還済

4ha
（0.04㎢）

普天間飛行場
（佐真下ゲート付近の土地）

2020年12月20日
返還済

0.1ha
（0.001㎢）

※注6

※注４

※注6

※注３

普天間飛行場

返還

牧港補給地区
（北側進入路）

2013年8月31日
返還済

1ha
（0.01㎢）

例
：速やかに返還（72ha）
：県内で機能移設後に返還（834ha）
：海兵隊の国外移転後に返還（142ha＋α）

合計：1,048ha＋α

那覇ＩＣ

※注6
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ント及び米国による即応態勢整備の観点から、高
い性能を有するCV-22がわが国に配備されたこ
とは、日米同盟の抑止力・対処力を向上させ、わ
が国の防衛及び地域の安定に資するものである。

（3）オスプレイの安全性
MV-22については、2012年、普天間飛行場へ

の配備に先立ち、政府内外の専門家、航空機パイ
ロットなどからなる分析評価チームを設置するな
どして、政府として独自に安全性を確認している。
加えて、2014年、わが国自身がオスプレイ導入を
決定するにあたり、その検討過程のみならず、導
入決定後においても、各種技術情報を収集・分析
し、安全な機体であることを改めて確認している。

さらに、防衛省は、2016年秋から米海兵隊の
教育課程に陸自のオスプレイ要員を派遣している
が、実際に機体の操縦・整備を行った要員も、オ
スプレイは安定した操縦・整備が可能であり、信
頼できる機体であるとの見解を有している。

なお、CV-22については、MV-22と同じ推進
システムを有し、基本的な構造も共通しているこ
とから、機体の安全性はMV-22と同等である。

政府としては、米軍の運用に際して、安全面の
確保が大前提と考えており、累次の機会を捉え、
防衛大臣から米国防長官などに対し地元への配慮
と安全確保について申し入れを行うなど、引き続
き、安全面に最大限配慮するよう求めていくこと
としている。

資料27（米軍オスプレイのわが国への配備の経緯）

（4）災害発生時などにおける米軍オスプレイの有
用性

2013年11月にフィリピン中部で発生した台
風被害に対する救援作戦「ダマヤン」を支援する
ため、沖縄に配備されているMV-22（14機）が
人道支援・災害救援活動に投入された。MV-22
は、アクセスの厳しい被災地などに迅速に展開
し、1日で数百名の孤立被災民と約6トンの救援
物資を輸送した。また、2014年4月に韓国の珍

ちん
島
ど

沖で発生した旅客船沈没事故に際しても、沖縄に
配備されているMV-22が捜索活動に投入された。
さらに、2015年4月のネパールにおける大地震

に際し、沖縄に配備されているMV-22（4機）が
派遣され、人員・物資輸送に従事した。

国内においても、平成28年（2016年）熊本地
震に際し、MV-22が派遣され、被災地域への生活
物資の輸送に従事した。

このように、MV-22は、その高い性能と多機能
性により、大規模災害が発生した場合にも迅速か
つ広範囲にわたって人道支援・災害救援活動を行
うことが可能であり、2014年から防災訓練でも
活用されている。2016年9月には、長崎県佐世保
市総合防災訓練に2機のMV-22が参加し、離島
への輸送訓練などを行った。なお、CV-22につい
ても、MV-22と同様、大規模災害が発生した場合
には、捜索救難などの人道支援・災害救援活動を
迅速かつ広範囲にわたって行うことが可能とされ
ている。

今後も、米軍オスプレイは、このような様々な
事態において、その優れた能力を発揮していくこ
とが期待されている。

図表Ⅲ-2-4-13（オスプレイの有用性（イメージ））

8　	沖縄の基地負担軽減に関する協議
体制

政府は、沖縄に集中した負担の軽減を図るべ
く、各種の協議体などを通じて、地元の意見など
を聞きながら、沖縄の一層の負担軽減に向け全力
をあげて取り組んできている。

図表Ⅲ-2-4-14（沖縄の基地負担軽減に関する協議体制）

9　駐留軍用地跡地利用への取組

沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切
な利用の推進に関する特別措置法において、返還
が合意された駐留軍用地に対する各種の措置が規
定されている。防衛省は主に次の取組を行ってお
り、今後とも、関係府省や県、市町村と連携・協
力し、跡地利用の有効かつ適切な推進に取り組む
こととしている。
①　返還が合意された駐留軍用地への県、市町村

による調査などのための立入りにかかるあっせん
②　駐留軍用地跡地を所有者に引き渡す前に、当

 参照

 参照

 参照
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図表Ⅲ-2-4-13 オスプレイの有用性（イメージ）

1000km

1500km

2000km

3000km

MV‐22の航続距離
約3900km

MV‐22の行動半径
約1100km（空中給油1回）

MV‐22の行動半径
約600km（給油なし）

CH‐46の行動半径
約140km

CH‐46の航続距離
約700km

伊豆諸島伊豆諸島

小笠原諸島小笠原諸島

グアム島グアム島

沖ノ鳥島沖ノ鳥島

サイパン島サイパン島

北京北京

上海上海

マニラマニラ

ソウルソウル 東京東京

台北台北香港香港

4000km

寸法

自重
最大飛行高度
回転翼直径
貨物（外部）
貨物（内部）
搭乗員数
輸送兵員数

行動半径

航続距離
巡航速力
最大速力 約520km／ h

約490km／ h
約3900km
約600km

（兵員24名搭乗時）

24名
3～ 4名
約9100kg
約5700kg
約11.6m
約7500m
約16000kg

約270km／ h
約220km／ h
約700km
約140km

（兵員12名搭乗時）

12名
3～ 5名
約2300kg
約2300kg
約15.5m
約3000m
約7700kg

MV-22とCH-46の大きさはあまり変わりません。

17.5m

6.7m

25.7m

5.1m

■　基本性能の比較 MV-22 CH-46

行動半径
約4倍

搭載量
約3倍

最大速度
約2倍

図表Ⅲ-2-4-14 沖縄の基地負担軽減に関する協議体制

名称（設置年） 構成員 目的
沖縄政策協議会�
（1996） 内閣総理大臣を除く全閣僚と沖縄県知事 沖縄県に所在する米軍の施設・区域に係る諸問題や沖

縄に関連する基本施策に関し協議
沖縄政策協議会小委員会�
（2013） 内閣官房長官、沖縄担当大臣、外務大臣、防衛大臣、沖縄県知事 基地負担の軽減及び沖縄振興策に関する諸課題への対応

普天間飛行場負担軽減推進会議�
（2014）

内閣官房長官、沖縄担当大臣、外務大臣、防衛大臣、沖縄県知事
及び宜野湾市長 普天間飛行場の負担軽減等について協議

沖縄基地負担軽減推進委員会�
（2014）

防衛副大臣、防衛大臣政務官、事務次官、防衛審議官、大臣官房
長、防衛政策局長、整備計画局長、地方協力局長、統合幕僚長、
陸上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長

沖縄における米軍施設・区域の早期返還及び負担軽減
の推進に関する基本的な方針を検討し、当該方針に基
づく施策を円滑かつ効果的に促進

政府・沖縄県協議会�
（2016）

内閣官房長官、沖縄担当大臣、外務大臣、防衛大臣、官房副長官
（事務）、沖縄県知事及び同県副知事 沖縄県の基地負担軽減、振興策について協議
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該土地の区域の全部について、駐留軍の行為に
起因するものに限らず、土壌汚染・不発弾の除
去などの跡地を利用するうえでの支障を除去す

12	 日米の司令部組織間での情報の共有や緊密な調整、相互運用性の向上など、わが国の防衛のための共同対処に資する機能を果たすもの

るための措置の実施
③　跡地の所有者の負担の軽減を図り、土地の利

用の推進に資するための給付金の支給

4 	沖縄を除く地域における在日米軍の駐留	沖縄を除く地域における在日米軍の駐留
防衛省は、沖縄を除く地域においても、在日米

軍の抑止力を維持しつつ地元負担の軽減を図り、
在日米軍の安定的な駐留を確保する施策を行って
いる。

1　	神奈川県における在日米軍施設・
区域の整理など

神奈川県内の米軍施設・区域の整理などについ
ては、2004年10月の日米合同委員会合意に基づ
き、すでに上瀬谷通信施設や深谷通信所などの返
還が実現した。

一方、当初の合意から10年以上が経過し、わが
国を取り巻く安全保障環境は一層厳しさを増して
おり、横須賀海軍施設における米艦船の運用が増
大するなど、米海軍の態勢及び能力に変化が生じ
ている。このような状況を踏まえ、2018年11月の
日米合同委員会において、①米海軍の施設所要を
満たすための施設整備、②根岸住宅地区の原状回
復作業を実施するための共同使用の協議の開始、
③池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域にお
ける家族住宅などの建設の取り止めについて合意
した。その後、2019年11月の日米合同委員会にお
いて、根岸住宅地区の共同使用について合意した。

図表Ⅲ-2-4-15（沖縄を除く地域における在日米軍主
要部隊などの配置図（令和2年度末現在））
図表Ⅲ-2-4-16（神奈川県における在日米軍施設・区
域の整理など（イメージ））

2　	ロードマップに示された米軍再編
の現状など

（1）在日米陸軍司令部能力の改善
キャンプ座間（神奈川県相模原市、座間市）に

所在する在日米陸軍司令部は、2007年12月に在
日米陸軍司令部・第1軍団（前方）として発足し
た。その後の在日米陸軍司令部能力の改善に伴う
再編事業は、図表Ⅲ-2-4-16のとおりである。

なお、陸上総隊司令部は、在日米陸軍司令部と
平素から緊密に連絡・調整を行い、各種事態に迅
速に対応するため、日米共同部をキャンプ座間に
配置し、連携の強化を図っている。

図表Ⅲ-2-4-17（在日米陸軍司令部能力の改善及び負
担軽減の取組）

（2）横田飛行場及び空域
ア　共同統合運用調整所の運用開始及び空自航空

総隊司令部の移転
日米の司令部間の連携向上は、統合運用体制へ

の移行とあいまって、日米両部隊間の柔軟かつ即
応性のある対応の観点から極めて重要である。そ
のため、平成23（2011）年度末に、横田飛行場に
おいて共同統合運用調整所12の運用を開始すると
ともに、航空総隊司令部及び関連部隊を横田飛行
場へ移転した。これらにより、防空やBMDにお
ける情報共有をはじめとする司令部組織間の連携
強化が図られた。
イ　横田空域

米軍が進入管制を行っている横田空域における
民間航空機の運航を円滑化するため、2006年以
降、空域の一部について管制業務の責任を一時的
に 日 本 側 に 移 管 す る 措 置、横 田 ラ プ コ ン

（R
Radar Approach Control

APCON）施設への空自管制官の併置、空域の
約40％の削減（米軍の管制業務の返還）が行われ
ている。
ウ　横田飛行場の軍民共用化

横田飛行場の軍民共用化については、2003年
5月の日米首脳会談において検討していくことと
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された。これを受け、政府関係省庁と東京都との
実務的な協議の場として「連絡会」を設置したほ
か、日米両国政府は、横田飛行場の軍事上の運用
や安全などを損なわないとの認識のもと、具体的
な条件や態様に関する検討を行っている。

（3）横須賀海軍施設への米空母の展開
米太平洋艦隊のプレゼンスは、インド太平洋地

域における海洋の安全や地域の平和と安定に重要
な役割を果たしており、米空母はその能力の中核
となるものである。

米海軍は、横須賀海軍施設（神奈川県横須賀市）
に前方展開している原子力空母13「ロナルド・レー
ガン」をはじめ、わが国の港に停泊中のすべての
原子力艦について、通常、原子炉を停止させるこ
とや、わが国において原子炉の修理や燃料交換を
行わないことなど、安全面での方針を守り続ける

13	 原子力空母は、燃料を補給する必要がないうえ、航空機の運用に必要な高速航行を維持できるなど、戦闘・作戦能力に優れている。
14	 岩国市などの要望を受け、岩国飛行場の滑走路を東側（沖合）に1,000m程度移設する事業。

ことを確約しており、政府としても、引き続きその
安全性確保のため、万全を期すこととしている。

（4）厚木飛行場及び岩国飛行場に関する施策
ア　空母艦載機の移駐

厚木飛行場（神奈川県綾瀬市、大和市）は市街
地に位置し、特に空母艦載ジェット機の離発着に
伴う騒音が、長年にわたり問題となっていた。

そのため、滑走路移設事業14により、周辺地域
への影響がより少ない形で運用することが可能と
なる岩国飛行場（山口県岩国市）へ、厚木飛行場
の第5空母航空団を移駐することとし、2017年8
月から移駐を開始し、2018年3月に完了した。こ
れにより、米空母や艦載機の前方展開を維持しつ
つ厚木飛行場周辺の騒音は相当程度軽減された。

また、移駐に伴って運用が増大する岩国飛行場
への影響を緩和するなどのため、図表Ⅲ-2-4-18

図表Ⅲ-2-4-15 沖縄を除く地域における在日米軍主要部隊などの配置図（令和2年度末現在）

（注）在日米軍ホームページなどをもとに作成

在日米海兵隊在日米空軍

在日米海軍在日米陸軍

第12海兵航空群
●F／A-18戦闘攻撃機
●KC-130空中給油機
●F-35B戦闘機
●C-12輸送機　など

第5空母航空団（空母艦載機）
●F／A-18戦闘攻撃機
●EA-18電子戦機
●E-2早期警戒機
●C-2輸送機

岩国

横須賀艦隊基地隊
第7艦隊
●空母（ロナルド・レーガン）
●巡洋艦
●揚陸指揮艦（ブルーリッジ）
●駆逐艦　など

横須賀　在日米海軍司令部

厚木航空基地隊
第5空母航空団
●MH-60ヘリ

厚木

第5空軍司令部
第374空輸航空団
●C-130輸送機
●C-12輸送機
●UH-1ヘリ
●CV-22

第38防空砲兵旅団司令部

相模　総合補給廠

第1軍団（前方）

座間　在日米陸軍司令部

横田　在日米軍司令部

三沢

第10ミサイル防衛中隊
●TPY-2レーダー（いわゆる「Xバンド・レーダー」）

車力

統合戦術地上ステーション

三沢航空基地隊
第7艦隊哨戒偵察航空群
●P-3C対潜哨戒機　など

第35戦闘航空団
●F-16戦闘機
※上記のほか、RQ-4グローバルホークを
ローテーション展開（2017、2019、
2020年は横田にローテーション展開）

第14ミサイル防衛中隊
●TPY-2レーダー（いわゆる「Xバンド・レーダー」）

経ヶ岬

佐世保艦隊基地隊
第7艦隊
●強襲揚陸艦（アメリカ）
●輸送揚陸艦
●揚陸艦
●掃海艦　など

佐世保
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図表Ⅲ-2-4-17 在日米陸軍司令部能力の改善及び負担軽減の取組

時期 改善内容
2007年12月 キャンプ座間に、在日米陸軍司令部・第1軍団（前方）として発足
2008年6月 相模総合補給廠の一部土地（約17ha）の返還合意
2008年9月 在日米陸軍司令部・第1軍団（前方）の改編
2011年8月 任務指揮訓練センター運用開始
2011年10月 キャンプ座間の一部土地（約5.4ha）の返還合意
2012年6月 相模総合補給廠の一部土地（約35ha）の相模原市との共同使用に合意
2013年3月 朝霞駐屯地からキャンプ座間に、陸自中央即応集団が移転
2014年9月 相模総合補給廠の一部土地（約17ha）の返還
2015年12月 相模総合補給廠の一部土地（約35ha）の共同使用開始
2016年2月 キャンプ座間の一部土地（約5.4ha）の返還

図表Ⅲ-2-4-16 神奈川県における在日米軍施設・区域の整理など（イメージ）

旭区

戸塚区

泉区

金沢区

中区

鶴見区

磯子区

南区

瀬谷区

横浜市

逗子市

横須賀市

位
置 名称 所在地 面積

（ha） 返還予定など

位置 名称 所在地 内容

位置 名称 所在地 内容

位置 名称 所在地 面積 内容

① 小柴貯油施設 横浜市金沢区 約53 05（平成17）年12月返還

② 富岡倉庫地区 横浜市金沢区 約3 09（平成21）年5月返還

③ 深谷通信所 横浜市泉区 約77 14（平成26）年6月返還

④ 上瀬谷通信施設 横浜市瀬谷区、
旭区 約242 15（平成27）年6月返還

⑤ 根岸住宅地区 横浜市中区、
南区、磯子区 約43

池子住宅地区及び海軍
補助施設における家族
住宅等の建設完了時点
で返還

⑥
池子住宅地区
及び海軍補助
施設の飛び地

横浜市金沢区 約1 現在の使用が終了した
時点で返還手続開始

⑦
池子住宅地区
及び海軍補助
施設

横浜市域 ― 家族住宅等の建設

⑧ 横須賀海軍施設 横須賀市 独身下士官宿舎

⑨ 浦郷倉庫地区 横須賀市 桟橋

⑩ 池子住宅地区及
び海軍補助施設 逗子市域 生活支援施設、運動施設、

修繕用作業所、消防署

⑪ 鶴見貯油施設 横浜市鶴見区 消防署

04（平成16）年10月　日米合同委員会合意

18（平成30）年11月　日米合同委員会合意

⑦ 池子住宅地区及び
海軍補助施設 横浜市域 家族住宅等の建設取り止

め

⑤ 根岸住
宅地区

横浜市
中区、
南区、
磯子区

約43ha

原状回復作業を速やかに実施す
るため、根岸住宅地区の共同使
用について日米間で協議を開始
し、具体的な返還時期について
は、これらの作業の進捗に応じ
日米間で協議

【共同使用及び返還】

【建設の取り止め】

：返還済

【施設整備】

④

⑤

②

⑪

①

⑧

⑨

③

⑥
⑦

⑩
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に示す各種施策が実施されている。それらがすべ
て実施された場合、岩国飛行場周辺の騒音は、住
宅 防 音 の 対 象 と な る 第 一 種 区 域 の 面 積 が 約
1,600haから約650haに減少するなど、現状よ
り軽減されると予測されている。

図表Ⅲ-2-4-18（厚木飛行場及び岩国飛行場に関する
施策と主な経緯など）

イ　空母艦載機着陸訓練（FCLP）
2006年5月のロードマップにおいては恒常的

な空母艦載機着陸訓練施設について検討を行うた
めの二国間の枠組みを設け、恒常的な施設をでき
るだけ早い時期に選定することが目標とされた。
2019年12月以降、防衛省は、鹿児島県西之表市
馬毛島の約9割の土地を取得し、自衛隊施設の整
備に向けた各種調査などを進め、検討状況などに
ついての住民説明会の実施、2021年2月には環
境アセスメントの手続き開始、同年5月には航空
自衛隊戦闘機によるデモフライトの実施などの取
組を行っている。同施設は、大規模災害を含む各
種事態に対処する際の活動を支援するとともに、
通常の訓練などのために使用され、あわせて米軍
の空母艦載機着陸訓練の恒久的な施設として使用
されることになるとされている。

なお、2005年の「共同文書」においては、恒常
的な訓練施設が特定されるまでの間、現在の暫定
的な措置に従い、米国は引き続き硫黄島で空母艦
載機着陸訓練を行う旨確認されている。
ウ　岩国飛行場における民間航空機の運航再開

山口県や岩国市といった地元地方公共団体など

15	 レーダーは、2006年6月、青森県の空自車力分屯基地に配備されたが、その後、隣接する米軍車力通信所に移設された。

が一体となって民間航空機の運航再開を要望して
いたことを踏まえ、ロードマップにおいて「将来
の民間航空施設の一部が岩国飛行場に設けられ
る」とされた。これに基づき、2012年12月に岩
国飛行場に岩国錦

きん
帯
たい

橋
きょう

空港が開港し、民間機に
よる定期便が48年ぶりに再開された。

（5）弾道ミサイル防衛（BMD）
2006年6月には米軍のTPY-2レーダー（いわ

ゆる「Xバンド・レーダー」）が米軍車
しゃ

力
りき

通信所
（青森県つがる市）15に、同年10月には米軍のペト
リオットPAC-3が嘉手納飛行場（沖縄県嘉手納
町、沖縄市、北

ちゃ
谷
たん

町）と嘉手納弾薬庫地区（沖縄県
読
よみ

谷
たん

村、沖縄市、嘉手納町、恩
おん

納
な

村、うるま市）に、
また、2014年12月には、日本国内で2基目の
TPY-2レーダーが米軍 経

きょう
ヶ
が

岬
みさき

通信所（京都府京
丹後市）に配備された。

2015年10月、2016年3月及び2018年5月に
は、米軍BMD能力搭載イージス艦が横須賀海軍
施設に配備された。

1章2節2項1（わが国の総合ミサイル防空能力）
p.225

（6）訓練移転
ア　航空機訓練移転（A

the Aviation Training Relocation
TR）

当分の間、嘉手納、三沢（青森県三沢市、東北
町）及び岩国の3つの在日米軍施設・区域の航空
機が、自衛隊施設における共同訓練に参加するこ
ととされたことに基づき、2007年以降、航空機

 参照

 参照

図表Ⅲ-2-4-18 厚木飛行場及び岩国飛行場に関する施策と主な経緯など

施策 主な経緯

厚木第5空母航空団の岩国への移駐

○�2017年1月、空母艦載機の岩国飛行場への移駐が、2017年後半に開始されることなどについ
て山口県、岩国市などへ説明。2017年6月までに、山口県や岩国市などは容認を表明

○2017年8月より移駐を開始
○2018年3月移駐を完了

岩国海自EP-3などの厚木への移駐 地元要望を受け、防衛体制上の観点も踏まえて日米間で検討した結果、2013年岩国に残留させ
ることを確認

普天間KC-130の岩国への移駐 2014年8月移駐完了
KC-130の鹿屋やグアムへのローテー
ション展開

○海自鹿屋基地（鹿児島県鹿屋市）へのローテーション展開については、2019年9月開始
○グアムへのローテーション展開については、既に訓練が開始されていることを確認

岩国CH-53Dヘリのグアム移転 中東に派遣されていたCH-53Dヘリは、岩国に戻らず直接米国本土へ移転した後、グアムへ移転
することを日米間で確認
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訓練移転（ATR）16を行っており、防衛省は、必要
に応じ訓練移転のためのインフラの改善を行って
いる。

図表Ⅲ-2-4-19（航空機訓練移転に関する主な経緯）

ATRは、日米間の相互運用性の向上に資すると
ともに、これまで嘉手納飛行場を利用して実施さ
れていた空対地射爆撃訓練の一部を移転するもの
であり、嘉手納飛行場周辺の騒音軽減につながる
ことから、沖縄の負担軽減にも資するものである。

防衛省・自衛隊は、米軍の支援に加え、周辺住
民の安心、安全を図るため、現地連絡本部の設置、
関係行政機関との連絡や周辺住民への対応など、
訓練移転の円滑な実施に努めている。
イ　MV-22などの訓練移転

日米両政府は、2013年10月の「2＋2」共同発
表において、同盟の抑止力を維持しつつ、わが国
本土を含め沖縄県外における訓練を増加させるた
め、MV-22の沖縄における駐留及び訓練の時間
を削減し、わが国本土及び地域における様々な運
用への参加の機会を活用すると決定した。これを
踏まえ、普天間飛行場のMV-22の沖縄県外での
訓練などが進められてきた。

2016年9月、日米合同委員会において、沖縄県
外での訓練の一層の推進を図り、訓練活動に伴う
沖縄の負担を軽減するため、現在普天間飛行場に
所在するAH-1やCH-53といった回転翼機や

16	 在日米軍航空機が自衛隊施設などにおいて共同訓練などを行うこと。

MV-22などの訓練活動を日本側の経費負担によ
り沖縄県外に移転することについて合意した。

令和2（2020）年度は、2020年10月から11月
にかけて鹿児島県、同年12月に群馬県及び新潟
県の演習場などにおいて日米共同訓練を2回実施
した。なお、合意から2021年3月までに、上記に
加え国外ではグアム、国内では北海道、宮城県、
滋賀県、香川県、熊本県、大分県及び宮崎県の演
習場などにおいて、計12回実施してきた。

政府としては、引き続き、MV-22の参加を伴う
訓練を、沖縄からわが国本土やグアムなどに移転
することにより、MV-22の沖縄における駐留及
び訓練の時間を削減し、沖縄の一層の負担軽減に
寄与する取組を推進することとしている。

5 	在日米軍再編を促進するための取組	在日米軍再編を促進するための取組
2006年5月のロードマップに基づく在日米軍

の再編を促進するため、2007年8月に駐留軍等
の再編の円滑な実施に関する特別措置法（再編特
措法）が施行され、これに基づき、再編交付金や
公共事業に関する補助率の特例などの制度が設け
られた。

加えて、再編の実施により施設・区域の返還や
在沖米海兵隊のグアムへの移転などが行われ、在
日米軍従業員の雇用にも影響を及ぼす可能性があ

ることから、雇用の継続に資するよう技能教育訓
練などの措置を講ずることとしている。

なお、再編特措法については、2017年3月31
日限りで効力を失うこととなっていたが、今後も
実施に向けた取組が必要な再編事業があることか
ら、同年3月31日、同法の有効期限を2027年3
月31日まで10年間延長するなどの同法の一部を
改正する法律が施行された。

資料28（駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別
措置法の概要）

 参照

 参照

図表Ⅲ-2-4-19 航空機訓練移転に関する主な経緯

合意等の時期 主な経緯

2006年5月

再編の実施のための日米ロードマップ
において、嘉手納、三沢及び岩国の3つ
の在日米軍施設・区域から、千歳、三
沢、百里、小松、築城及び新田原の自衛
隊施設における共同訓練に参加するこ
とを確認

2011年1月及び�
同年10月

日米合同委員会において、移転先にグ
アムなどを追加するとともに、訓練規
模の拡大を合意

2014年3月

日米合同委員会において、三沢対地射
爆撃場（青森県三沢市、六ケ所村）を使
用した空対地射爆撃訓練を追加するこ
とを合意
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安全保障・防衛分野における国際協力の必要性
と潜在性がかつてなく高まる中、防衛省・自衛隊
としても、国際協調主義に基づく「積極的平和主
義」の立場から、わが国の安全及び地域の平和と
安定、さらには国際社会全体の平和と安定及び繁
栄の確保に積極的に寄与していく必要がある。

このため、防衛大綱は、「自由で開かれたインド
太平洋」というビジョン1を踏まえ、地域の特性や
相手国の実情を考慮しつつ、多角的・多層的な安
全保障協力として二国間・多国間の防衛協力・交
流を戦略的に推進していくこととしている。

また、グローバルな安全保障上の課題などへの

1	 2016年8月、安倍内閣総理大臣は、ケニアにおいて開催されたTICAD	Ⅵの基調演説において、「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）の考え方を発表した。
2017年11月の日米首脳会談では、わが国が掲げる同ビジョンに米国が共鳴する形で、すべての国に航行及び飛行の自由並びに国際法に適法な海洋の利用
を尊重することを求め、こうした考え方に賛同する国と協働して重層的な協力関係を構築することを確認した。

取組として、海洋における航行・上空飛行の自由
や安全の確保、宇宙領域やサイバー領域の利用に
かかる関係国との連携・協力、国際平和協力活動、
軍備管理・軍縮及び大量破壊兵器などの不拡散な
どの取組をより積極的に推進することとしている。

こうした取組の実施にあたっては、日米同盟を
基軸として、普遍的価値や安全保障上の利益を共
有する国々との緊密な連携を図ることとしており、
防衛省・自衛隊としては、これまでも安全保障協
力の推進のための取組を行ってきたところ、今後
も平素からの取組を通じて、わが国にとって望ま
しい安全保障環境を創出していく考えである。

多角的・多層的な安全保障協力の戦略的な推進に向けて第1節

1 	安全保障協力・対話、防衛協力・交流の意義と変遷など	安全保障協力・対話、防衛協力・交流の意義と変遷など

1　	安全保障協力・対話、防衛協力・
交流の意義と変遷

（1）安全保障協力・対話、防衛協力・交流の意義
グローバルなパワーバランスの変化が加速化・

複雑化し、政治・経済・軍事にわたる国家間の競
争が顕在化する中で、インド太平洋地域の平和と
安定は、わが国の安全保障に密接に関連するのみ
ならず、国際社会においてもその重要性が増大し
てきている。

この地域には、大規模な軍事力を有する国家な
どが集中する一方、安全保障面での地域協力の枠
組みは十分に制度化されておらず、また、域内各
国の政治・経済・社会体制の違いが大きく、各国

の安全保障観も多様である。さらに、既存の国際
法によらず力を背景とした一方的な現状変更を図
る動きも継続している。

特に、南シナ海などの問題は、海洋における法
の支配、航行及び上空飛行の自由、ひいては東南
アジア地域の安定に懸念をもたらしており、こう
した問題への対応が地域の安定を確保する観点か
ら重要な課題となっている。

こうした中、防衛省・自衛隊としては、各国間の
信頼を醸成しつつ、地域共通の安全保障上の課題
に対して各国が協調して取り組むことができるよ
う、国際情勢、地域の特性、相手国の実情や安全保
障上の課題を見据えながら、多角的・多層的な安
全保障協力を戦略的に推進していく考えである。

3第 章 安全保障協力
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（2）安全保障協力・対話、防衛協力・交流の形
態・変遷

防衛協力・交流の形態として、ハイレベルなど
の対話や交流、共同訓練・演習のほか、能力構築
支援、防衛装備・技術協力などがある。

これまで防衛省・自衛隊は、二国間の対話や交
流を通じて、いわば顔が見える関係を作ることに
より、対立や警戒感を緩和するとともに、協調
的・協力的な関係を構築する努力を行ってきた。
これに加え、共同訓練・演習や能力構築支援、防
衛装備・技術協力、さらには物品役務相互提供協
定などの制度的な枠組みの整備など、多様な手段
を適切に組み合わせ、二国間の防衛関係を従来の
交流から協力へと段階的に向上させている。

また、域内の多国間安全保障協力・対話も、従
来の対話を中心とするものから域内秩序の構築に
向けた協力へと発展しつつある。こうした二国
間・多国間の防衛協力・交流を多層的かつ実質的
に推進し、望ましい安全保障環境の創出につなげ
ていくことが重要となっている。

なお、新型コロナウイルス感染症の流行が続く
中、例年以上に電話会談やテレビ会談を実施し、
東京・市ヶ谷にいながらも、諸外国との意思疎通
を深め、防衛協力・交流を引き続き戦略的に進め
ている。

資料29（各種協定締結状況）
資料30（留学生受入実績（令和2（2020）年度の新
規受入人数））
図表Ⅲ-3-1-1（防衛協力・交流とは）
図表Ⅲ-3-1-2（ハイレベルの交流実績（2020.4～20 
21.3））

2　	「自由で開かれたインド太平洋」
（F

Free and Open Indo-Pacific
OIP）というビジョンのもとで

の取組

（1）インド太平洋地域の特徴
法の支配に基づく自由で開かれた海洋秩序は、

国際社会の安定と繁栄の礎である。特に、インド
太平洋地域は、世界人口の半数を擁する世界の活
力の中核であり、この地域を自由で開かれた「国
際公共財」とすることにより、地域全体の平和と
繁栄を確保していくことが重要である。

一方で、この地域においては、わが国周辺を含
め、軍事力の急速な近代化や、軍事活動を活発化
させている国がみられるなど、FOIPの維持・強
化のためには多くの課題が存在している。

（2）防衛省における取組の方向性
こうした状況を踏まえ、防衛省・自衛隊として

は、例えば、防衛協力・交流を活用しながら、主
要なシーレーンを安定して利用し続けることがで
きるように取組を進めている。また、軍事力の近
代化や軍事活動を活発化させている国に対して
は、相互理解や信頼醸成を進めながら、不測の事
態を回避することで、わが国の安全を確保するこ
ととしている。さらに、地域内において、環境の
変化に対応すべく取組を実施している各国に対し
ては、防衛協力・交流を通じてこうした取組に協
力することにより、地域の平和と安定にも貢献す
ることを目指している。

（3）FOIPの維持・強化に向けて協力を強化する
地域

東南アジア・南アジア・太平洋島嶼国及び中
東・アフリカ・中南米地域の諸国に対しては、防
衛協力・交流のツールである、人による協力・交
流、部隊による協力・交流、能力構築支援、防衛
装備・技術協力といった幅広い手段を活用しなが
ら、FOIPの維持・強化に向けて協力を強化する
こととしている。

具体的には、この地域に所在する諸国と良好な
関係を確立し、自衛隊による港湾・空港の安定的
な利用を可能にすることにより、シーレーンの安
定的な利用を維持することや、これらの国々がイ
ンド太平洋地域の安定のための役割をさらに効果
的に果たすことができるように防衛協力・交流を
進めている。

（4）FOIPの維持・強化に向けて協働を進めてい
く国々

同盟国である米国、オーストラリア、インド、
英国、フランス、ドイツなどの欧州諸国、カナダ
及びニュージーランドは、わが国と基本的価値を
共有するのみならず、インド太平洋地域に地理

 参照
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図表Ⅲ-3-1-1 防衛協力・交流とは

ツール①　人による協力・交流
…　「2+2」・防衛相会談・幕僚長級会談などのハイレベルの会談、防衛当局間の実務者協議、多国間の国際会議などにおいて、防衛政

策や地域情勢、防衛協力・交流案件などにつき、率直な意見交換を行うことで、会談国同士の相互理解や信頼醸成、また、その後の防衛
協力・交流を推進する。留学生の交換、研究教育の交流においては、他国の防衛政策や部隊の実態に対する理解を深めるとともに、人的
ネットワークの構築により信頼関係の増進を図る。

防衛協力・交流は、様々なツールを使って二国間・多国間の防衛関係を強化することで、わが国及び国際社会の平和と安定を確保するため
の重要な取組である。

〇　わが国にとって望ましい安全保障環境の創出
〇　わが国へ脅威が及ぶことを抑止し、侵害が容易でないと認識させる
〇　相互理解や信頼醸成により、不測の事態を防止

ツール②　部隊による協力・交流
…　親善訓練、艦艇や航空機の相互訪問（寄港・寄航）、部隊同士の交流行事などを通して、相手国との相互信頼を高め、協力関係を推進

する。他国との共同訓練や演習においては、相手国の部隊と連携する力を高めることで、技能向上に加え、国同士の防衛関係を強化する。

ツール③　能力構築支援
…　様々な分野におけるセミナーや実習、技術指導、教育・訓練の視察や意見交換などの事業を行うことで、一定の期間をかけて対

象国の具体的で着実な能力の向上を図り、相手国軍隊などが国際平和・地域の安定のための役割を果たすことを促進する。

ツール④　防衛装備・技術協力
…　装備品の海外移転、共同研究・開発、国際展示会への出展、官民防衛産業フォーラムの開催などを通して、わが国の防衛産業基盤

の維持・強化を図るとともに、わが国および相手国軍隊の能力向上や、相手国との防衛協力関係を維持・強化する。

（参考）防衛協力にかかる各種協定の締結
…　防衛装備品・技術移転協定、物品役務相互提供協定、情報保護協定など、協力の枠組みを具体化・制度化し、防衛協力・交流をより

円滑に・安定的に進められるようにする。

防衛協力・交流とは

防衛協力・交流の目的

防衛協力・交流のツール

防衛大学校における留学生受入れフランス海軍参謀長による
海幕長訪問

インド太平洋方面派遣訓練
部隊による日印共同訓練（JIMEX）

航空救難セミナー
（ベトナム）

車両整備に関する教育
（東ティモール）

PKO（施設）に関するオンライン講義
（カンボジア）

人道支援・災害救援（施設機械整備）
（パプアニューギニア）

日インドネシア 防衛装備品・
技術移転協定の署名【外務省】

日印物品役務相互提供協定
の署名【外務省】

日独情報保護協定
の署名【外務省】

日豪情報保護協定
の署名【外務省】

日・太平洋島嶼国国防大臣
会合の準備会合

日豪防衛相会談

日米豪共同訓練
（コープ・ノース21）

インド太平洋方面派遣訓練に際しての
スリランカ・コロンボ港寄港の様子

日米印豪共同訓練
（マラバール2020）

ドバイ・エアショーでC-2輸送機
を訪れるムハンマド・アブダビ皇太子

パリ国際航空宇宙ショー 警戒管制レーダーの契約成立を確認
し合う防衛大臣と駐日フィリピン大使

日印
官民防衛産業フォーラムの様子
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的・歴史的な繋がりを有する国々である。
これらの国々に対しては、インド太平洋地域へ

のさらなる関与を行うよう働きかけるとともに、
FOIPの維持・強化に向けてわが国が（3）の地域
への取組を行うに際し、パートナーとして協働す
ることで、わが国単独の取組よりも効果的な協力
を実施できるように防衛協力・交流を進めている。

（5）FOIPの拡がり
わが国がFOIPというビジョンに基づき防衛協

力・交流を推進する中、米国、オーストラリア、
ASEAN、インドに加え、英国、フランス、ドイツ
といった欧州諸国がインド太平洋地域におけるイ
ニシアチブやビジョンを有しており、これらはわ
が国のFOIPと整合的なものである。FOIPという
ビジョンは包摂的であり、今後とも、このビジョ
ンに賛同するすべての国と協力を推進することと
している。

（6）相互理解や信頼醸成を進めていく国々
中国やロシアに対しては、防衛交流の機会を通

じ、わが国周辺における軍事活動の活発化や軍備
の拡大に対するわが国の懸念を伝達することで、
相互理解や信頼醸成を進め、不測の事態を回避す
ることにより、わが国の安全を確保することとし
ている。

（7）FOIPを推進していくための体制強化
近年、諸外国との安全保障協力にかかる業務が

急激に拡大する中、中長期的に持続可能な体制の
もとで各国との防衛協力・交流を実施できるよ
う、2020年7月1日付で防衛政策局に課長級の

「参事官」を新設し、これまで同局国際政策課が所
掌していた「防衛の分野における国際的な交流の
基本及び調整に関すること」のうち、「インド太平
洋地域の安全保障環境の安定に資するもの」を分
掌させることとした。

図表Ⅲ-3-1-2 ハイレベルの交流実績（2020.4～2021.3）

5 回以上
3 回以上
2 回
1 回

ハイレベル交流とは、本図表においては防衛大臣・防衛副大臣・防衛大臣政務官・事務次官・防衛審議官・各幕僚長とそれぞれのカウンターパー
トとの２国間会談を指している。
2020.4 ～ 2021.3の期間では、以下の国々とハイレベル交流が実施されたが、その他の国々とも過去にハイレベル交流やその他の防衛協力・
交流が実施されている。世界中の様々な国々とハイレベル交流が実施されていることに注目されたい。

ベトナム
バーレーン

モンゴル
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ブルネイ
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UAE
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カナダ

エジプト

オーストラリア

ウクライナ

インドネシア

インド

イラン

イタリア

イスラエル 中国

英国

米国
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防衛省としては、新たに強化された体制のも
と、FOIPというビジョンを踏まえ、多角的・多
層的な安全保障協力をより戦略的に推進していく

方針である。
図表Ⅲ-3-1-3（「自由で開かれたインド太平洋」にお
ける防衛省の取組（イメージ））

 参照

新型コロナウイルス感染症の拡大以降、諸外国と
の直接の往来が難しくなりましたが、電話やテレビ
会議によるハイレベル会談、人との接触を伴わない
洋上での共同訓練や、オンライン教育による能力構
築支援などの手段により、これまで以上に積極的に
防衛協力・交流を行ってまいりました。
特に、新型コロナウイルス感染症が国際社会で連
携して対応すべき課題となり、自らに有利な国際秩
序・地域秩序の形成や、影響力の拡大を目指した国
家間の戦略的競争がより顕在化する可能性も指摘さ
れています。こうした中、防衛省・自衛隊は、感染
症対策を含む各種活動で自衛隊が得た知見・教訓の

共有をはじめとする感染症対策協力を進めてきてい
ます。また、「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」
に賛同する国などをはじめとして、感染症拡大とい
う状況下における偽情報に共に対処することを含
め、法に基づく国際秩序を強化するための情報共
有・意見交換を行ってきています。
今後とも、これまでの世界の平和と繁栄を支えて
きた自由で開かれた国際秩序が揺らぐことのないよ
う、価値や利益を共有する諸外国との間で連携しな
がら、FOIPの維持・強化に向け、防衛協力・交流を
推進してまいります。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、	
例年以上に電話会談などを行う岸防衛大臣

オンラインで行う初の能力構築支援（カンボジア）

新型コロナウイルス感染症流行下における防衛協力・交流解　説
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図表Ⅲ-3-1-3 「自由で開かれたインド太平洋」における防衛省の取組（イメージ）

防衛省における具体的な取組

「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）
における防衛省の取組

写真出典：外務省HP

東南アジア、南アジア、太平洋島嶼国：重要なシーレーンが通過する地域
　　　　　　　　　　中東、アフリカ：エネルギー安全保障上重要な地域　➡　FOIPの維持・強化に向けて協力を強化

（具体的な取組例）
○東南アジア　…　日ASEAN防衛協力の指針「ビエンチャン・ビジョン」のアップデート版である「ビエンチャン・ビジョン2.0」を

発表。ASEANの中心性・一体性を支持した防衛協力を強化、インド太平洋方面派遣訓練（IPD）における東南アジ
ア各国との親善・共同訓練や能力構築支援の継続的な実施、不用装備品等の無償譲渡を実施（フィリピンへの
TC-90練習機の移転）、多くの本質的な共通点を有するFOIPとAOIP（ASEAN Outlook on the Indo-Pacific）
の実現　など

○南アジア　…　スリランカ軍に対する能力構築支援（航空救難）の実施、スリランカ・パキスタン・モルディブ・バングラデシュへ
の自衛隊のアセット（艦艇・航空機）による寄港・寄航の推進　など

○太平洋島嶼国　…　わが国初の多国間国防大臣級会合となる第一回JPIDD（Japan Pacific Islands Defense Dialogue：日・太平洋
島嶼国国防大臣会合）の開催の企画、パプアニューギニア軍に対する能力構築支援の実施（軍楽隊育成）　など

○中東　…　中東地域で開催される多国間安全保障会議の積極的な参加、オマーン、UAE、サウジアラビア、バーレーンへの自衛隊
のアセット（艦艇・航空機）による寄港・寄航の推進　など

○アフリカ　…　ジブチ軍に対する能力構築支援の実施（災害対処能力強化）　など

経　緯
〇　2016年8月、安倍内閣総理大臣はケニアで開催されたTICAD VIの基調演説において、「自由で開かれたインド太平洋」（Free and 

Open Indo-Pacific）の考え方を提唱。
〇　自由で開かれたインド太平洋を介してアジアとアフリカの「連結性」を向上させ、地域全体の安定と繁栄を促進することを目指す。

防衛省における取組の方向性
〇　防衛協力・交流を活用し、主要シーレーンの安定した利用を確保
〇　信頼醸成や相互理解を進め、不測の事態を回避
〇　関係各国と協力し、地域の平和と安定に貢献

「自由で開かれたインド太平洋」の三本柱
① 法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着
② 経済的繁栄の追求（連結性の向上等）
③ 平和と安定の確保

米国、オーストラリア、ニュージーランド（NZ）、インド、英国、フランスなどの欧州諸国及びカナダ
　：FOIPというビジョンを共有し、インド太平洋地域に繋がりを有する国々　➡　FOIPの維持・強化に向けて協働

（具体的な取組例）
○米国　…　日米の連携によるベトナムに対する能力構築支援（潜水医学）の実施、インド太平洋方面派遣訓練（IPD）の一環での日

米共同訓練の実施　など
○オーストラリア・NZ　…　オーストラリア主催の東ティモールに対する能力構築支援「ハリィ・ハムトゥック」への参加、日米豪空軍

種共同訓練「コープ・ノース」の実施、人道支援・災害救援（HA/DR）共同訓練「クリスマス・ドロップ」の実施　など
○インド　…　日米印豪共同訓練「マラバール」の実施、日印共同訓練「ダルマ・ガーディアン」の実施、日印共同訓練「シンユウ・マイ

トゥリ」の実施、日印間で初の「2+2」の開催　など
○英・仏　…　日英共同訓練「ガーディアン・ノース」の実施、日仏米豪印共同訓練「ラ・ペルーズ」の実施、日英共同訓練「ヴィジラン

ト・アイルズ」の実施（日英陸軍種間において2018年に日本国内で初実施）　など

NZ
※地図等についてはイメージ

主要シーレーン

インド洋

太 平 洋
中東・
アフリカ インド

南アジア
東南
アジア

日本

カナダ

米国

中南米

オーストラリア

太平洋
島嶼国

英国
フランス
その他
欧州諸国
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2 	各国との防衛協力・交流の推進	各国との防衛協力・交流の推進

2	 国家安全保障戦略においては、「自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配など」を普遍的価値としている。
3	 正式名称：日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における物品又は役務の相互の提供に関する日本国政府とオーストラリア政府との間の協定
	 従来の適用対象となる活動に加え、①国際連携平和安全活動、②国際平和共同対処事態、③重要影響事態、④武力攻撃事態等及び⑤存立危機事態における活

動のほか、⑥在外邦人等の保護措置、⑦海賊対処行動、⑧機雷等の除去及び⑨情報収集活動についても新たにその適用対象となった。
4	 一方の部隊が他方の国の領域を訪問する際の手続きの確立や法的地位の明確化を通じて自衛隊と豪州国防軍との間の共同訓練や災害救援活動等の協力活動

を円滑化する二国間協定

安全保障分野での協力・交流を推進するに際し
ては、地域の特性、相手国の実情やわが国との関
係なども踏まえつつ、最適な手段を組み合わせた
二国間での防衛協力・交流が重要となる。

1　オーストラリア

（1）オーストラリアとの防衛協力・交流の意義など
オーストラリアは、ともに米国の同盟国とし

て、普遍的価値2のみならず安全保障上の戦略的
利益を共有するわが国にとって、インド太平洋地
域の「特別な戦略的パートナー」である。特に近
年、両国はインド太平洋地域において責任ある国
として、災害救援や人道支援活動などの分野を中
心とした相互協力や、能力構築支援に関する協力
を強化している。

日豪防衛協力の深化を背景に、日豪両国は、
2007年3月、わが国にとって米国以外で初の安
全保障に特化した共同宣言である「安全保障協力
に関する日豪共同宣言」を発表したほか、これま
でに日豪ACSAや日豪情報保護協定、日豪防衛装
備品・技術移転協定といった協力のための基盤を
整備してきている。

日豪ACSA3については、両国の防衛協力・交
流のさらなる進展などにより自衛隊が豪軍と共に
活動するケースが拡大していることやわが国にお
ける平和安全法制の整備を踏まえ、2017年1月、
物品又は役務の提供が可能な場面などを拡大する
新たな協定の署名が行われ、同年4月の国会承認
を経て同年9月に発効した。これにあわせて関連
する国内法令も整備された。

防衛省・自衛隊は、地域における平和と安定の
維持に共に貢献する意思と能力を兼ね備えた「特
別な戦略的パートナー」であるオーストラリアと
の間において、相互運用性の更なる向上等を図る

ため、協力を一層深化させていくこととしている。

（2）最近の主要な防衛協力・交流実績など
2020年11月、菅内閣総理大臣はモリソン首相

との日豪首脳会談を東京において実施し、「特別
な戦略的パートナーシップ」のもとでの二国間の
安全保障・防衛協力を新たな次元に引き上げるこ
とを決意した。この観点から、両首脳は、日豪間
の円滑化協定4がインド太平洋地域における両国
間の戦略的協力のさらなる強化のための強固な基
盤となるとの強い信念を表明し、同協定が大枠合
意に至ったことを歓迎した。

同年5月及び10月には、河野防衛大臣及び岸
防衛大臣は、レイノルズ国防大臣との間で電話会
談を行った。両大臣は、東シナ海・南シナ海を含
む地域情勢などについて意見交換し、日豪両国間
の「特別な戦略的パートナーシップ」に基づき、
FOIPの維持・強化に向け、日豪防衛協力・交流
を引き続き強力に推進していくことで一致したほ
か、インド太平洋における新型コロナウイルス感
染症の拡大及びその影響への対応をめぐる協力に
ついて議論した。

同年10月、岸防衛大臣は、レイノルズ国防大臣
との間で、新型コロナウイルス感染症拡大後初と

訪日した豪国防大臣と共同記者会見を行う岸防衛大臣（2020年10月）
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なる、東京における対面での日豪防衛相会談を実
施した。

同会談において両大臣は、東シナ海・南シナ海
及び北朝鮮を含む地域情勢について意見交換を
行った。東シナ海・南シナ海については、力を背
景とした一方的な現状変更の試みに対し強く反対
する旨の明確なメッセージを発出し、日豪間で緊
密な連携を維持していくことで一致した。また、
北朝鮮については、すべての大量破壊兵器及びあ
らゆる射程の弾道ミサイルの、完全な、検証可能
な、かつ、不可逆的な廃棄を達成するための取組
に日豪が引き続きコミットしていくことや、北朝
鮮籍船舶が関与する違法な「瀬取り」に対する警
戒監視活動について引き続き日豪でも連携してい
くことを確認した。

また、両大臣は、防衛・安全保障上の関心分野
にわたって、さらに深い関係を築くためのあらゆ
る取組を進めることを決心し、インド太平洋地域
における定期的な二国間・多国間の協力活動を強
化すること、自衛隊・豪軍間の相互運用性を強化
すること、人的交流を通じた相互理解の強化を継
続すること、相互互恵的な分野における宇宙・サ
イバー協力を推進すること及び防衛科学・技術協
力を深化することで一致した。

さらに、新型コロナウイルス感染症拡大時の人道
支援・災害救援活動で得られた教訓を共有するこ
と、地域の強靭性を高めるべく能力構築の新たな機
会を模索すること、偽情報に共に対処することなど
について意見交換を継続することで一致した。

また、両大臣は、自衛隊法第95条の2（米軍等

日豪・日米豪の連携強化に貢献する豪陸軍連絡将校の声

陸上総隊司令部（神奈川県相模原市） 
豪陸軍陸上総隊連絡将校 
少佐　ジョン・ハウレット
私は、2021年1月から、豪陸軍第1師団からの
連絡将校として、陸上総隊司令部において勤務し
ています。主な任務は、陸軍種の日豪・日米豪共同
演習の調整を含む各種連絡業務を行うことであり、
日豪の相互理解の深化及び相互運用性の向上を役
割としています。
2012年に豪国防軍言語学校に入学して日本語
の勉強を始めましたが、その当時はまだ、陸上自衛
隊と一緒に勤務することになるとは夢にも思いま
せんでした。その後、日本語の勉強を契機に陸上自
衛隊とともに活動する機会を増やそうと思い、

AASAM（豪州における射撃競技会）、サザン・
ジャッカルー（豪州における米豪軍との実動訓練）、
南スーダンにおける国際平和協力活動、日豪幕僚
協議等、様々な活動に参加してきました。陸上自衛
隊と共に活動してきたこれまでの経験を活かし、
陸上自衛隊と豪陸軍との共同訓練を含む、日豪防
衛協力・交流等の進展に寄与していきたいと考え
ています。また、国際平和協力活動等の経験もあり
ますので、国際活動の分野においても陸上自衛隊
と連携して両国の協力関係進展のために貢献して
いきたいと考えています。
この度、陸上自衛隊の皆様とともに勤務でき、学

べる貴重な機会をいただけたことは、非常に光栄
に感じているところであり、感謝しています。

陸上総隊司令官と豪陸軍第1師団長との懇談（VTC）において	
連絡・調整にあたる筆者（手前）

豪陸軍第1師団主催会議について日米豪間で調整にあたる筆者（左奥）
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の部隊の武器等防護）にかかる自衛官による豪軍
の武器等の警護任務の実施に向けた体制構築に必
要な調整を開始するよう、事務当局に指示した。

さらに、能力構築支援、海洋安全保障、並びに、
人道支援及び災害対処の分野において、太平洋島
嶼国との協力に共同で取り組む意向を再度表明し
た。

軍種間の主な協力・交流として、2020年4月、
統幕長は、キャンベル国防軍司令官との電話会談
を行い、FOIPに基づき日豪防衛協力・交流を推
進する重要性について確認した。陸幕長は同年7
月及び12月、バー陸軍本部長と、海幕長は同年8
月、ヌーナン海軍本部長と、空幕長は同年5月、8
月及び10月、ハプフェルド空軍本部長とそれぞ
れ電話会談又はテレビ会談を行い、新型コロナウ
イルス感染症の影響下においてもFOIPの維持・
強化のため、今後も各軍種間で緊密に協力してい
くことで一致した。

このほか、陸自は、2021年1月、国内で初めて
となる豪陸軍連絡将校の受入れを行い、人的交流
を通じた相互理解の強化及び相互運用性の深化を
推進している。また海自は、2020年9月に、イン
ド太平洋方面派遣訓練部隊が南シナ海において、
同年11月には護衛艦「しまかぜ」が九州西方海空
域において、2021年3月には外洋練習航海実施
中の護衛艦「あけぼの」が南シナ海において、そ
れぞれ日豪共同訓練を実施し、戦術技量の向上及
び豪海軍との連携強化を図った。

資料31（最近の日豪防衛協力・交流の主要な実績（過
去3年間））

（3）日米豪の協力関係など
わが国とオーストラリアは、普遍的価値を共有

しており、インド太平洋地域及び国際社会が直面
する様々な課題の解決のため、緊密に協力してい
る。このような協力をより効果的・効率的なもの
とし、地域の平和と安定に貢献していくために

は、日豪それぞれの同盟国である米国を含めた日
米豪3か国による協力を積極的に推進することが
重要である。

2007年4月以降、計10回にわたって、3か国
局長級会合である日米豪安全保障・防衛協力会合

（S
Security and Defense Cooperation Forum
DCF）が行われている。
また、2020年7月、河野防衛大臣は、エスパー

米国防長官、レイノルズ国防大臣との間で、日米
豪3か国防衛相テレビ会談を実施し、共通の価値
観や長きにわたる同盟及び緊密なパートナーシッ
プを維持しながら、インド太平洋地域の安全、安
定及び繁栄を強化するという共同のコミットメン
トを再確認した。

軍種間の主な交流として、同年9月、陸幕長は、
日米豪シニア・リーダーズ・セミナーにオンライ
ンで参加した。米太平洋陸軍、米太平洋海兵隊及

 参照

護衛艦「いせ」に帽子を振る	
豪海軍フリゲート艦「STUART」乗組員（2020年9月）

日米豪共同訓練において、米空軍機とともに編隊飛行する	
空自F-15J戦闘機（左から2機目）（2021年2月）

動画：日豪共同訓練
URL：https://fb.watch/56c5UMMNBs/
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び豪陸軍のトップとの間で意見を交換し、FOIP
の実現のため、引き続き連携していくことで認識
を共有した。海自は、同年7月、10月及び11月、
南シナ海やベンガル湾などにおいて、日米豪共同
訓練を実施したほか、2021年1月には、海幕長が
アクイリノ米太平洋艦隊司令官及びヌーナン海軍
本部長とテレビ会談を行い、日米豪海軍種間の連
携強化を図った。

また空自は、同年1月から2月にかけて、日米
豪共同訓練等「コープ・ノース21」を共催した。

このように、日米豪3か国間での様々な機会を
通じて、情勢認識や政策の方向性をすり合わせつ
つ、相互運用性を高める努力を続けている。

資料46（多国間共同訓練の参加など（過去3年間））

2　インド

（1）インドとの防衛協力・交流の意義など
インドは、世界第2位の人口と、高い経済成長

や潜在的経済力を背景に影響力を増しており、わ
が国と中東、アフリカを結ぶシーレーン上のほぼ
中央に位置するなど、極めて重要な国である。ま
た、インドとわが国は、普遍的価値を共有すると
ともに、アジア及び世界の平和と安定、繁栄に共
通の利益を有しており、特別な戦略的グローバ
ル・パートナーシップを構築している。このため、
日印両国は「2＋2」などの枠組みも活用しつつ、
海洋安全保障をはじめとする幅広い分野において
協力を推進している。

日印間の防衛協力・交流は、2008年10月に
「日印間の安全保障協力に関する共同宣言」が署
名されて以来着実に深化し、防衛大臣などの各レ
ベルでの協議や、二国間及び多国間の訓練を含む
軍種間交流などが定期的に行われている。2014
年9月には日印防衛協力及び交流の覚書が、2015
年12月には日印防衛協力・交流の制度上の基礎
をさらに整備する日印防衛装備品・技術移転協定

及び日印秘密軍事情報保護協定がそれぞれ署名さ
れ、地域やグローバルな課題に対応できるパート
ナーとしての関係とその基盤が強化されている。

（2）最近の主要な防衛協力・交流実績など
2018年10月、日印物品役務相互提供協定

（ACSA）の締結に向けた交渉が開始され、2020
年9月に、日印ACSAへの署名が行われた。同月
には、安倍内閣総理大臣とモディ首相との間で日
印首脳電話会談が開催され、日印ACSAが署名に
至ったことを歓迎した。

2019年11月には、日印間で初となる第1回外
務・防衛閣僚会合「2＋2」が開催され、新たな安
全保障上の課題の認識を共有し、二国間の安全保
障協力を進めることに対するコミットメントを改
めて表明した。また、防衛当局間の日印共同訓練
を定期的に実施し、さらに拡充するために継続的
な努力を行うことで一致するとともに、海自とイ
ンド海軍間の協力の深化に係る実施取決めに基づ
き、情報交換が強化されたことを評価した。防衛
装備・技術協力に関しては、事務レベル協議での
生産的な議論に期待を表明するとともに、多国間
協力や地域情勢についても意見交換を行った。

また、2020年5月、河野防衛大臣は、シン国防
大臣と電話会談を行い、FOIPの維持・強化が日
印両国共通の利益であることを強調した。そのう

 参照

日印ACSAの署名（2020年9月）【外務省】

動画：日米豪共同訓練等「コープ・ノース21」
URL：https://twitter.com/JASDF_abc_pao/status/1368743272412250112?s=20
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えで、両大臣は、新型コロナウイルス感染症の状
況を踏まえつつ、二国間の防衛協力・交流などに
ついて意見を交換し、感染症収束後、初の日印戦
闘機共同訓練に向けた調整を速やかに再開させ、
日印防衛協力を具体化することで合意した。

同年12月には、岸防衛大臣が、シン国防大臣と
電話会談を行い、両大臣は、日印ACSAの署名や
日米印豪で実施された海軍種間共同訓練「マラ
バール」の成功による成果を確認し、二国間及び
日印両国を含む多国間の防衛協力・交流が新型コ
ロナウイルス感染症の拡大下においても推進され

5	 UGV（Unmanned	Ground	Vehicle）とは、陸上無人車両のことを指す。

ていることを歓迎した。また、東シナ海・南シナ
海を含む地域情勢について意見交換を実施し、力
を背景とした一方的な現状変更の試みに強く反対
するメッセージを明確に発信していくことで一致
した。

防衛装備・技術協力においては、2018年7月
から「UGV5/ロボティクスのための画像による
位置推定技術に係る共同研究」を継続している。

軍種間の主な交流については、2020年11月、
統幕長はラワット国防参謀長と電話会談を行い、

「日印特別戦略的グローバル・パートナーシップ」
を一層促進すべく、二国間協力を強化するととも
に、FOIPのもと、日米豪印の防衛協力を推進す
ることの重要性について確認した。同年9月及び
2021年3月には、陸幕長がナラヴァネ陸軍参謀
長と電話会談し、FOIPの実現のため、日印陸軍
種間の防衛協力・交流を推進していくことで一致
した。

また、2020年9月には、海幕長がシン海軍参謀
長とテレビ会談し、日印海軍種間の交流を活発化
させ、共同訓練をより実効性の高い内容とするこ
とで合意した。空幕長はバーダウリア空軍参謀長
と、同年4月及び8月に電話会談を、9月にテレビ
会談を実施し、空軍種間の強固な連携を維持する
ことを再確認するとともに、同年12月には訪印
し、バーダウリア空軍参謀長のほか、シン国防大
臣、ラワット国防参謀長などと会談した。空自は、
同年10月、インド空軍とヘリコプターの塩害対
処にかかる専門家交流をオンラインで実施するな
ど、新型コロナウイルス感染症の影響下において
も交流を継続している。

演習・訓練などを通じた軍種間交流について

インド海軍と日印共同訓練（JIMEX）を実施する	
護衛艦「いかづち」（2020年9月）

インド空軍から栄誉礼を受ける井筒空幕長（2020年12月）

動画：日印共同訓練（JIMEX）
URL：https://fb.watch/4y-E86zcER/

動画：日米印共同訓練「マラバール2019」
URL：https://youtu.be/eKuZ1EZFaz4
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は、同年6月、海自遠洋練習航海部隊が親善訓練
を実施したほか、同年9月には、インド太平洋方
面派遣訓練部隊が日印共同訓練（JIMEX）を実施
した。

さらに、日米印3か国では、2017年より海軍種
の日米印共同訓練「マラバール」を実施している。
2020年11月には、豪海軍を加えた日米印豪共同
訓練「マラバール2020」を実施し、FOIPを維
持・強化していくという4か国の一致した意思を
具現化するとともに、民主主義や法の支配といっ
た基本的価値を共有する4か国の連携・結束を内
外に示した。このような4か国の協力は極めて重
要であり、2021年3月には、初の日米豪印首脳テ
レビ会議が開催されるなど、政府としても日米豪
印4か国の連携が強化されている中、防衛省とし
ても、日米豪印4か国の協力を引き続き追求して
いく方針である。

資料32（最近の日印防衛協力・交流の主要な実績（過
去3年間））

3　東南アジア（ASEAN）諸国

高い経済成長を続け、「世界の開かれた成長セ
ンター」としての潜在力を世界各国から注目され
ているA

Association of Southeast Asian Nations
SEAN諸国とわが国は、50年近くに及ぶ

交流の歴史と密接な経済関係を有する伝統的パー
トナーである。

わが国のシーレーンの要衝を占め、戦略的に重
要な地域に位置するASEAN諸国は、わが国及び
地域全体の平和と繁栄の確保においても重要な役
割を果たしており、地域協力の要となるASEAN
の中心性・一体性・強靭性の強化の動きを支援し
つつ、ASEAN諸国との間で安全保障・防衛分野
における協力・交流を一層強化し、信頼関係を増

 参照

日米印豪共同訓練「マラバール2020」に参加して

海上自衛隊第1護衛隊（神奈川県横須賀市） 
第1護衛隊司令　1等海佐　平

ひら
井
い

　克
かつ

英
ひで

私は、第3次派遣情報収集活動水上部隊指揮官と
して、護衛艦「むらさめ」を指揮し、2020年10月
から中東海域における情報収集活動の任務に従事
しつつ、同年11月、アラビア海北部において日米
印豪共同訓練である「マラバール2020」に参加し
ました。
「マラバール」への参加は海上自衛隊として今回
で9回目です。本訓練は、2017年からは日米印3
か国の共同訓練として実施しており、今回は、これ
ら3か国にオーストラリアを加えて実施されまし
た。共同訓練の内容は、戦術運動という艦の操艦技

量を高めるための訓練であり、情報収集活動を継
続しつつ、共同訓練に参加しました。
このコロナ禍の情勢で、寄港地での防衛交流が
出来ない中、民主主義や法の支配といった普遍的
価値を共有する日米豪印の4か国の海軍種が緊密
に連携していくことは「自由で開かれたインド太
平洋」の維持・強化を進めていくうえで極めて重
要であると考えています。
情報収集活動を通して、中東における日本関係
船舶の安全確保に貢献するとともに、この「マラ
バール2020」を通して日米豪印という重要な4か
国の防衛交流にも寄与できたことに第3次派遣情
報収集活動水上部隊一同誇りに感じています。

訓練に参加する筆者 日米印豪共同訓練「マラバール2020」の様子

VOICE
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進することは重要である。
このような考えに基づき、ASEAN諸国との間

では、ハイレベル・実務レベル交流を通じた信頼
醸成及び相互理解の促進を行うとともに、能力構
築支援、共同訓練、防衛装備・技術協力などの実
質的な協力を推進している。また、ASEAN諸国
との二国間協力に加え、拡大ASEAN国防相会議

（A
ASEAN Defence Ministers’ Meeting

DMMプ ラ ス ）やASEAN地 域 フ ォ ー ラ ム
（A

ASEAN Regional Forum
RF）といった多国間の枠組みでの協力も強化

しており、2016年11月の第2回日ASEAN防衛
担当大臣会合で今後の日ASEAN防衛協力の指針
として表明した「ビエンチャン・ビジョン」は、
ASEAN全体への防衛協力の方向性について、透
明性をもって重点分野の全体像を初めて示したも
のであった。

また、2019年11月、タイで開催された第5回
日ASEAN防衛担当大臣会合において、河野防衛
大臣は「ビエンチャン・ビジョン」のアップデー
ト版である「ビエンチャン・ビジョン2.0」を発表
し、ASEAN各国の大臣から歓迎の意が示された。

防衛省としては、こうした二国間・多国間の協
力を積極的に促進し、インド太平洋地域の安全保
障環境を安定化させる観点から、ASEAN諸国と
の防衛協力・交流のさらなる強化を図ることとし
ている。

本節3項（多国間における安全保障協力の推進）p.341
本節4項（能力構築支援への積極的かつ戦略的な取
組）p.348
資料33（最近のASEAN諸国との防衛協力・交流の
主要な実績（過去3年間））
資料45（ビエンチャン・ビジョン2.0）

（1）インドネシア
インドネシアとの間では、防衛分野においても

わが国と活発な協力・交流が行われており、2015
年3月の日インドネシア首脳会談において、安倍
内閣総理大臣とジョコ大統領は、海洋と民主主義
に支えられた戦略的パートナーシップの強化で一
致し、日インドネシア「2＋2」を開催することに
ついて再確認した。同年12月に東京で初めて開催
された同会合では、防衛装備品・技術移転協定の
交渉の開始、多国間共同訓練「コモド」への積極
的な参加、能力構築支援を進展させることなどで

合意した。2017年1月の日インドネシア首脳会議
の際に発出された共同声明では、日インドネシア

「2＋2」の定期開催や外務・防衛当局間協議の開
催を含め、外務・防衛当局間の様々なレベルで対
話を継続することの重要性が確認された。

2020年10月、菅内閣総理大臣がインドネシア
を訪問し、ジョコ大統領と日インドネシア首脳会
談を行った。会談では、日インドネシア「2＋2」
の早期実施や、防衛装備品移転に向けた協議の推
進について一致した。

また、同年5月、河野防衛大臣は、プラボウォ
国防大臣との間で電話会談を、同年8月には、テ
レビ会談を実施した。両会談において、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大を踏まえた情報共有など
を通じて防衛当局間のコミュニケーションを継続
するとともに、FOIPの維持・強化に向け、両国
の防衛協力・交流を引き続き強力に推進していく
ことで一致した。さらに、同年11月には、岸防衛
大臣が、プラボウォ国防大臣とテレビ会談を行っ
た。東シナ海・南シナ海などの地域情勢について
意見交換し、法の支配に基づく自由で開かれた海
洋秩序の重要性を再確認したほか、防衛装備・技
術協力や感染症対策分野での協力などを含め、幅
広い分野で一層協力を強化することで合意した。

また、2021年3月には、岸防衛大臣がプラボ
ウォ国防大臣との間で対面による防衛相会談を
行った。岸防衛大臣から、中国海警法に関する深
刻な懸念を表明し、両大臣は、国連海洋法条約を
はじめとする国際法を遵守する必要性を再確認す
るとともに、共同訓練を含む防衛協力・交流のさ
らなる推進について一致した。

 参照

日インドネシア防衛装備品・技術移転協定の署名（2021年3月）【外務省】
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同月には、第2回日インドネシア「2+2」が東
京で開催され、日インドネシア防衛装備品・技術
移転協定に署名、即日発効するとともに、地域情
勢や二国間協力などについて議論を行った。両国
は、東シナ海及び南シナ海などの情勢について意
見交換を行ったうえで、力による一方的な現状変
更の試みの継続・強化について深刻な懸念を共有
した。また、戦略的パートナーシップに基づき、
地域及び世界の平和と安定のために共に協力して
いくことを確認し、繁栄のための牽引力となるた
め、連携を密にしていくことで一致した。

このほか、実務レベルでも、各種交流が行われ
ている。

軍種間の主な交流については、2020年9月、統
幕長が、チャフヤント国軍司令官と電話会談を行
い、二国間の防衛交流の重要性について確認した。
また、陸幕長は、同年11月、プルカサ陸軍参謀長
と電話会談を行い、日インドネシア陸軍種間の防
衛協力・交流について意見交換し、人道支援・災
害救援（HA/DR）分野における協力・交流を中
心に関係進展を図ることで一致した。

さらに、同年10月、海自インド太平洋方面派遣
訓練部隊がインドネシア海軍と親善訓練を実施
し、戦術技量の向上、相互理解の増進及び信頼関
係の強化を図った。また、同年11月には、海幕長
がマルゴノ海軍参謀長とテレビ会談し、親善訓練
や艦艇・航空機の寄港・寄航などにより、防衛協
力・交流を継続することで合意した。

能力構築支援においては、同年2月、インドネ
シアに対するHA/DRの能力構築支援事業とし

て、インドネシア国軍関係者8名を招へいした。
陸自や日米共同統合防災訓練の研修などを通じ、
自衛隊の災害対処能力向上のための取組について
理解の促進を図った。

（2）ベトナム
約9,500万の人口を擁する南シナ海の沿岸国で

あるベトナムとの間では、防衛当局間の協力・交
流が進展している。2014年3月の日ベトナム首
脳会談においては、両国関係を「広範な戦略的
パートナーシップ」へと発展させることが合意さ
れ、また、2018年5月の日ベトナム首脳会談にお
いては、安全保障及び防衛分野における協力を強
化することが確認された。

同年4月の日ベトナム防衛相会談では、両国の
今後の防衛協力をさらに推進すべく、「防衛協力
に関する日ベトナム共同ビジョン（日越共同ビ
ジョン）」に署名した。また、南シナ海情勢に関し
て、軍事化を含む、現状変更の一方的行動の自制
を求めるとともに、国際法に基づいた紛争の平和
的解決、実効的な南シナ海における行動規範の早
期妥結の重要性について一致した。

2019年5月には、岩屋防衛大臣（当時）が防衛
大臣として約3年半ぶりにベトナムを訪問し、
リック国防大臣との日ベトナム防衛相会談を実施
した。同会談では、2018年に発出した共同ビジョ
ンを踏まえ、幅広い分野で日ベトナム防衛協力を
進めていく方針を共有した。また地域情勢につい
て、北朝鮮の非核化に向けて連携することで一致
するとともに、南シナ海における一方的な現状変
更及びその既成事実化に対する懸念を共有し、両
国で連携していくことで一致した。

加えて、防衛産業間協力の促進に係る覚書に日
ベトナム防衛当局間の次官級で署名し、本覚書に
基づき、両国の防衛装備・技術協力の促進を図る
ことで一致した。また2019年7月の日ベトナム
首脳ワーキングランチにおいて、防衛装備品・技
術移転協定の正式交渉を開始することで一致し
た。2020年10月には、ベトナムで実施された日
ベトナム首脳会談において、両首脳は、防衛装備
品・技術移転協定が実質合意に至ったことを歓迎
した。同年11月、岸防衛大臣はリック国防大臣と

日インドネシア親善訓練において護衛艦「いかづち」に近接する	
	インドネシア海軍フリゲート艦「ジョン・リー」（2020年10月）
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日ベトナム防衛相テレビ会談を行い、同協定の実
質合意を歓迎するとともに、新型コロナウイルス
感染症の影響を踏まえ、感染症対策分野において
も防衛協力を推進していくことで一致した。

このほか、同年6月には、防衛審議官がヴィン
国防次官との次官級協議を行い、両国の防衛協
力・交流に関する意見交換を行った。

また、ADMMプラスの枠組みで行われている
専門家会合（E

Experts’ Working Group
WG）においては、2021年から

2024年までの間、わが国とベトナムがPKO分野
の共同議長国を務めることとなっている。

軍種間の主な交流については、2020年4月、海
自P-3C哨戒機が海賊対処行動の帰投のためベト
ナムに寄航した際、エンジン不具合が発生したも
のの、ベトナム政府の協力も受け、同年6月無事
帰国を果たした。さらに、同年10月、インド太平
洋方面派遣訓練を実施中の護衛艦「かが」、「いか
づち」及び潜水艦「しょうりゅう」が補給のため
カムラン国際港に寄港した。

また、2021年3月には、空自U-4多用途支援
機、C-2輸送機及びC-130H輸送機がベトナムへ
の国外運航訓練を実施し、アジア方面における航
空路及び地域特性の把握、国外任務遂行能力の向
上を図った。

能力構築支援においては、空自が2020年1月、
ハノイにおいて、ベトナム人民軍サイバーセキュ
リティ基幹要員17名に対し、インシデント対応
能力の向上を図ることを目的にサイバーセキュリ
ティセミナーを実施した。また、同年3月、ハノ
イにおいて、航空救難セミナーを実施し、航空救
難の重要性に関する認識を共有した。

今後も、「日越共同ビジョン」などを基礎とし

て、より具体的・実務的な協力を実現すべく、関
係を強化していく方針である。

（3）シンガポール
シンガポールは2009年12月、東南アジア諸国

の中で、わが国との間で最初に防衛交流に関する
覚書に署名した国である。以後、覚書に基づき寄
港を含めた協力関係が着実に進展している。また、
シンガポールとの間では、定期的に防衛当局間協
議を行っており、これまで16回の開催実績があ
るほか、英国国際戦略研究所（I

The International Institute for Strategic Studies
ISS）が主催する

シャングリラ会合には、ほぼ毎年防衛大臣が参加
し、わが国の安全保障政策について説明するな
ど、ハイレベル交流も活発に行われている。

2020年5月、河野防衛大臣は、ウン国防大臣と
日シンガポール防衛相電話会談を行い、地域情勢
や新型コロナウイルス感染症の世界的拡大を封じ
込めるための協力のあり方を含め、両国の防衛協
力・交流に関する意見交換を実施した。また、同
年12月には、岸防衛大臣がウン国防大臣とテレ
ビ会談を実施し、感染症流行下においても、防衛
協力・交流が着実に進展していることを歓迎する
とともに包摂的で、開かれた地域の安全保障枠組
みを支援する両国間の連携をさらに強化すること
で一致した。

実務者レベルでも、感染症の影響で直接的な交
流が限られる中、同年11月に、シンガポールにて
約3年半ぶりの防衛当局間協議を対面で実施し、
二国間・多国間の防衛協力・交流や地域情勢につ
き意見交換を行った。

軍種間の主な交流については、同年8月、統幕
長が、オン国軍司令官とテレビ会談を行い、日シ
ンガポール防衛協力の推進の重要性などについて
確認した。また同年11月、陸幕長がゴー陸軍司令
官と電話会談し、FOIPの維持・強化のため、日
シンガポール陸軍種間の防衛協力・交流を一層強
化していくことで一致した。

海軍種間では、同年6月、海自遠洋練習航海部
隊がシンガポール海軍との親善訓練を実施し、相
互理解及び信頼関係の促進を図ったほか、同年9
月、海幕長がベン海軍司令官とテレビ会談を実施
し、艦艇・航空機の寄港・寄航を継続するととも

国外運航訓練のため、タンソンニャット国際空港（ベトナム）に	
着陸したC-130H輸送機（2021年3月）
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に、海軍種間の関係強化を図ることで一致した。
そのほか、国連PKOや海賊対処活動などの国

際協力業務遂行に際した寄港や軍種間交流も積極
的に行われている。

（4）フィリピン
南シナ海の沿岸国であり、米国の同盟国でもあ

るフィリピンとの間では、ハイレベル交流のほ
か、艦艇の訪問や防衛当局間協議をはじめとする
実務者交流、軍種間交流が頻繁に行われている。
2015年1月の中谷防衛大臣とガズミン国防大臣

（いずれも当時）との日フィリピン防衛相会談で
は、日フィリピン防衛協力・交流に関する覚書の
署名が行われ、防衛相会談・次官級協議の定期的
な実施、統幕長をはじめとする各幕僚長とフィリ
ピン国軍司令官及び各軍司令官の間の相互訪問、

訓練・演習への参加のほか、海洋安全保障をはじ
めとする非伝統的安全保障分野における協力を実
施することとした。

また、同年11月の安倍内閣総理大臣とアキノ
大統領（当時）との日フィリピン首脳会談では、
防衛装備品・技術移転協定について大筋合意に達
し、2016年4月に同協定が発効した。

さらに、同年9月の日フィリピン首脳会談にお
いて、安倍内閣総理大臣とドゥテルテ大統領は
HA/DR、輸送及び海洋状況把握にかかるフィリ
ピンの能力向上を図るため、海自TC-90練習機
の移転などについて合意し、2017年3月には2
機、2018年3月には3機を引き渡し、フィリピン
海軍へ計5機のTC-90練習機の移転が完了した。

また、同年6月のシャングリラ会合で行われた
小野寺防衛大臣（当時）とロレンザーナ国防大臣
との日フィリピン防衛相会談において、陸自で不
用となったUH-1H多用途ヘリコプターの部品な
どのフィリピン空軍への無償譲渡が確認され、
2019年3月から部品などの引渡しを開始し、同
年9月に引渡しを完了した。

同年4月、岩屋防衛大臣（当時）とロレンザー
ナ国防大臣との日フィリピン防衛相会談におい
て、両大臣は、TC-90練習機及びUH-1H多用途
ヘリコプターの部品などの無償譲渡などの協力が
順調に進展しており、このような協力が、フィリ
ピンのHA/DRや警戒監視能力の向上に貢献して
いることを歓迎した。また、艦艇の寄港をはじめ
とする日フィリピン防衛協力が幅広い分野で進展
していることを確認し、今後も防衛協力を一層強
化していくことで一致した。さらに、2020年8
月、フィリピン国防省と三菱電機株式会社との間
で、同社製警戒管制レーダーを納入する契約が成
立し、防衛装備移転三原則に基づいたわが国初の
完成装備品の海外移転案件となった。

2017年6月の護衛艦「いずも」への乗艦に続
き、2018年9月、インド太平洋方面派遣訓練のた

シンガポール国防次官を表敬する	
野口防衛政策局次長（2020年11月）【シンガポール国防省】

フィリピン国防大臣とテレビ会談を行う岸防衛大臣（2020年10月）

動画：令和2年度遠洋練習航海
URL：https://www.youtube.com/watch?v=Ut_I4h6DdH4
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めスービック港に寄港中の護衛艦「かが」にドゥ
テルテ大統領が乗艦し、大野防衛大臣政務官（当
時）と日フィリピンの二国間関係について意見交
換を行うなど、ハイレベル交流も深化している。

また、2020年5月には、河野防衛大臣は、ロレ
ンザーナ国防大臣との電話会談を行った。会談で
は、東シナ海・南シナ海における事象も踏まえ、
力を背景とした一方的な現状変更の試みや緊張を
高めるいかなる行為にも強く反対する考えを両大
臣で共有した。

同年10月には、岸防衛大臣がロレンザーナ国防
大臣とテレビ会談を実施し、岸防衛大臣から、警
戒管制レーダーの移転に関する契約が成立したこ
とを歓迎したほか、新型コロナウイルス感染症の
影響を踏まえ、感染症対策分野においても日フィ
リピン防衛協力を推進したい旨意向を示した。

軍種間の主な協力・交流については、同年8月
に、陸幕長がソベハナ陸軍司令官と電話会談し、
フィリピンへの警戒管制レーダーの移転が決定し
たことを歓迎するとともに、FOIP維持・強化の
ため、日フィリピン陸軍種間の防衛協力・交流を
促進することで一致した。

同年7月には、海幕長がバコルド海軍司令官と
テレビ会談し、新型コロナウイルス感染症の影響
下における海軍種間交流の重要性について確認す
るとともに、共同訓練の実効性を高めていくこと
で一致した。また同月には、護衛艦「てるづき」
が、南シナ海において、フィリピン海軍との共同
訓練を実施し、戦術技量の向上及び連携強化を
図った。なおこの際、フィリピン海軍からは、海
自が供与したC-90が参加した。

空幕長はパレデス空軍司令官と、同年4月に電
話会談を、11月にテレビ会談を実施し、安全保障
情勢や空軍種間の防衛協力などに関して意見交換
を行うとともに、フィリピンへの警戒管制レー
ダーの移転が決定したことを踏まえ、地域の平和
と安定の確保に向け引き続き連携を強化していく
ことで一致した。

Ⅳ部2章5節3項（新たな防衛装備・技術協力の構築）
p.418

（5）タイ
タイとの間では、早くから防衛駐在官の派遣や防

衛当局間協議を開始するなど、伝統的に良好な関
係のもと、長きにわたる防衛協力・交流の歴史を有
している。また、防衛大学校では、1958年に初めて
外国人留学生として受け入れたのがタイ人学生で
あり、その累計受入れ数も最多となっている。

また、防衛省・自衛隊は、2005年から米タイ
共催の多国間共同訓練「コブラ・ゴールド」に継
続的に参加しており、直近では2020年1月から
3月にかけて実施された、多国間共同訓練「コブ
ラ・ゴールド20」に参加して、在外邦人等の保護
措置に関する訓練を実施し、統合運用能力の向上
を図った。

また、2019年11月には、河野防衛大臣は、第
6回ADMMプラスに際してプラユット首相兼国
防大臣と会談を行った。会談において河野防衛大
臣は、艦艇・航空機の寄港・寄航、多国間共同訓
練「コブラ・ゴールド」への参加、政策協議の実
施などの協力を進めていきたい意向を示し、プラ
ユット首相兼国防大臣から、これらを歓迎する旨
述べられた。両大臣は、日タイ防衛協力・交流に
関する覚書への両大臣による署名を踏まえ、防衛
協力を幅広い分野で一層強化していくことで一致
した。

2020年7月には、防衛審議官が国防省政策企
画局長とテレビ会談を行った。

軍種間の主な交流については、同年9月、統幕
長は、ポンピパット国軍司令官とテレビ会談を行
い、地域情勢や両国の防衛協力・交流の強化につ
いて認識を共有した。

（6）カンボジア
カンボジアは、1992年にわが国として初めて

国連PKOに自衛隊を派遣した国である。また、
2013年から能力構築支援を開始するなど、両国
間での防衛協力・交流は着実に進展している。同
年12月の日カンボジア首脳会談において、両国
関係は「戦略的パートナーシップ」へと格上げさ
れ、同会談後、小野寺防衛大臣（当時）は日カンボ
ジア防衛協力・交流に関する覚書に署名した。

2017年9月、小野寺防衛大臣（当時）はティ

 参照
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ア・バニュ副首相兼国防大臣と会談し、日カンボ
ジア防衛協力が能力構築支援や軍種間交流など幅
広い分野で進展していることを高く評価した。

軍種間の主な交流については、2020年9月、陸
幕長がフン・マネット王国軍副司令官兼陸軍司令
官と電話会談を行った。会談では、新型コロナウ
イルス感染症の対応状況や陸軍種間の防衛協力・
交流について意見交換し、一層の連携強化を図る
ことで一致した。

能力構築支援においては、2021年2月、陸自
が、カンボジア軍に対して、防衛省・自衛隊とし
て初となる、オンライン形式での事業活動とし
て、国連PKOにおける施設活動（道路測量教官
の育成）に関する教育を実施した。このように、
新型コロナウイルス感染症の影響下においても、
可能な手段により能力構築支援を継続している。

（7）ミャンマー
ミャンマーとの間では、2011年3月の民政移

管後、事務次官がミャンマーを初訪問したほか、
わが国側主催の多国間会議にミャンマーからの参
加を得る形で交流を発展させてきた。2013年11
月には、第1回防衛当局間協議をネーピードーで
開催した。2014年11月には、江渡防衛大臣（当
時）が第1回日ASEAN防衛担当大臣会合に出席
するため、議長国であったミャンマーを訪問し、
その際にウェイ・ルイン国防大臣（当時）と会談
し、防衛交流を促進することを確認した。

また、日本財団の主催により、同年から始まっ
た「日ミャンマー将官級交流プログラム」では、同

国軍の将官級軍人を招へいし、自衛隊施設の視察
が実施されている。2019年10月にはミン・アウ
ン・フライン国軍司令官が初めて統幕長を訪問し、
FOIPのもと、自衛隊とミャンマー軍との防衛協
力・交流の推進について確認した。また、同年11
月、河野防衛大臣は、第6回ADMMプラスに際し
てセイン・ウィン国防大臣と会談を実施し、防衛
協力を幅広い分野で一層強化していくことで一致
し、地域情勢について意見交換を行った。

能力構築支援においては、2020年1月、航空気
象分野に関するセミナーを実施した。潜水医学分
野においても、同月、ミャンマー国軍を招へいし、
深海潜水訓練装置や高気圧酸素治療装置などの研
修を行うとともに、活発な意見交換を実施した。
また、同月には、ヤンゴンにおいて潜水医学セミ
ナーを開催し、潜水医学に関する症例の発表及び
意見交換を通じ、理解の促進を図った。さらに、
2018年5月には、ミャンマー国軍士官学校日本
語学科において、日本語教育の環境整備支援を開
始した。

（8）ラオス
わが国は、2014年から、ラオスと共にADMM

プラスにおけるHA/DR-EWGの共同議長を務
め、マルチの枠組みにおける協力を通じ、日ラオ
ス防衛当局間の関係は大きく進展した。2016年
11月には、稲田防衛大臣（当時）がわが国の防衛
大臣として初めてラオスを訪問し、チャンサモー
ン国防大臣との間でハイレベル交流や能力構築支
援など、さらなる防衛協力の方策について意見交
換を実施し、防衛協力・交流を推進することで一
致した。

また、2019年10月、山本防衛副大臣は、第11
回ASEAN防衛当局次官級会合の特別講演者とし
て招へいされていたオンシー国防副大臣と会談し
た。会談後、日ラオス防衛協力・交流に関する覚
書への署名が行われ、両副大臣は、今後、覚書に
基づき、HA/DRをはじめ幅広い分野で防衛協力
を具体化していくことで一致した。

能力構築支援においては、2020年2月にラオス
人民軍の指揮官要員及び操作要員（工兵）をHA/
DRの施設分野の教育として初めて日本に招へい

カンボジア軍に対し、道路測量についてオンライン講義を行う	
陸自隊員（2021年2月）
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した。同軍の災害対処能力の向上のため、陸自施
設学校において、指揮官要員に対しては道路復旧
などの工事管理（工程管理・品質管理・安全管理）
について指導するとともに、操作要員に対しては
施設機械（重機）の基本操作要領を教育した。

（9）マレーシア
南シナ海の沿岸国であるマレーシアとの間で

は、2018年4月、防衛装備品・技術移転協定の署
名・発効に続き、同年9月にはモハマド国防大臣

（当時）の訪日に際し、小野寺防衛大臣（当時）と
ともに日マレーシア防衛協力・交流に関する覚書
に署名した。署名後の防衛相会談では、今後、覚
書に基づき、軍種間交流をはじめ幅広い分野で防
衛協力を具体化していくことで一致した。

また、2020年7月、河野防衛大臣は、イスマイ
ル・サブリ国防大臣との電話会談を行った。会談
では、新型コロナウイルス感染症に対する防衛当
局の取組について共有したほか、東シナ海・南シ
ナ海を含む地域情勢などについて意見交換を行っ
た。河野防衛大臣から力を背景とした一方的な現
状変更の試みに強く反対することや法の支配に基
づく自由で開かれた海洋秩序の重要性を共有する
とともに、両国の共通利益に基づき、二国間の防
衛関係をより深化させることを再確認した。

軍種間の交流については、同年9月、統幕長が、

6	 海自の自衛艦旗については、防衛省HPを参照（https://www.mod.go.jp/j/publication/shiritai/flag/index.html）
7	 2018年12月、能登半島沖（わが国排他的経済水域内）において警戒監視中の海自P-1哨戒機が韓国海軍「クァンゲト・デワン」級駆逐艦から火器管制レーダー

を照射されるという事案が発生した。防衛省は本件事案を重く受け止め、2019年1月に客観的事実を取りまとめた最終見解を公表し、韓国側に再発防止を
強く求めている。なお、自衛隊の哨戒機は、十分な高度と距離を確保して飛行しており、韓国の艦艇に脅威を与えるような飛行は行っていない。防衛省とし
ては、今後とも安全に十分配意しつつ、警戒監視及び情報収集に万全を期していく。なお、詳細については、防衛省HPを参照（https://www.mod.go.jp/j/
approach/defense/radar/index.html）

アフェンディ国軍司令官とのテレビ会談を行い、
日マレーシア防衛協力の推進の重要性について確
認した。

（10）ブルネイ
南シナ海の沿岸国であるブルネイとの間では、

2013年8月、同国で開催された第2回ADMMプ
ラスの際、小野寺防衛大臣がヤスミン首相府エネ
ル ギ ー 大 臣（ い ず れ も 当 時 ）と 会 談 を 行 い、
ADMMプラスの取組について意見交換を行った。
2020年3月、防衛審議官がブルネイを訪問して
ハルビ第2国防大臣へ表敬し、二国間防衛協力を
さらに発展させることで意見の一致をみたととも
に、同年7月には、シャフリル国防次官と電話会
談を行った。

4　韓国

（1）韓国との防衛協力・交流の意義と最近の主要
な実績など

日韓両国が直面している安全保障上の課題は、
北朝鮮の核・ミサイル問題をはじめ、テロ対策や、
大規模自然災害への対応、海賊対処、海洋安全保
障など、広範かつ多岐にわたるものとなってきて
いる。

一方、日韓防衛当局間にある課題が日韓の防衛
協力・交流に影響を及ぼしている。その例として、
2018年10月、韓国主催国際観艦式における海自
の自衛艦旗6をめぐる韓国側の対応、同年12月の
韓国海軍駆逐艦による自衛隊機への火器管制レー
ダー照射事案7、韓国海軍による、竹島を含む周辺
海域における軍事訓練、日韓GSOMIAの終了通
告（ただし、のちに終了通告の効力を停止）に関
する対応がある。韓国防衛当局側による否定的な
対応が継続していることから、防衛省・自衛隊と
しては、こうした懸案について、日韓・日米韓の
連携が損なわれることのないよう、引き続き韓国マレーシア国軍司令官とテレビ会談を行う山崎統幕長（2020年9月）
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側の適切な対応を強く求めていくこととしている。
2019年11月、河野防衛大臣は、第6回ADMM

プラスに際して鄭
チョン・ギョンドゥ

景 斗韓国国防部長官と会談を
行い、2018年来、日韓の間には様々な課題が生
じ、両国間の防衛当局間においても非常に厳しい
状況が続いているが、両国を取り巻く安全保障環
境が大変厳しい状況である中で、日韓・日米韓の
連携は極めて重要であり、日韓防衛当局間の意思
疎通を継続していく旨を確認した。

（2）日米韓の協力関係
日米韓3か国は、この地域の平和と安定に関して

共通の利益を有しており、機会を捉えて緊密に連携
を図っていくことが、北朝鮮問題を含めた様々な安
全保障上の課題に対処するうえで重要である。

日米韓3か国では、例年、シャングリラ会合に
際して日米韓防衛相会談を実施しており、2019
年6月、岩屋防衛大臣はシャナハン米国防長官代
行（いずれも当時）及び鄭

チョン・ギョンドゥ
景 斗韓国国防部長官

と日米韓3か国防衛相会談を実施し、北朝鮮の完
全な非核化を検証可能なかつ不可逆的な方法で求
める、全ての関連国連安保理決議に従って、北朝
鮮が国際的な義務を完全に遵守することが、国際
社会の共通目標であることを確認した。

また、北朝鮮による違法な「瀬取り」を抑止し、
中断させ、最終的に撲滅するための持続的な国際
協力を含む、北朝鮮に関連する国連安保理決議の
完全かつ厳格な履行のため、国際社会と連携して
いくことでも一致した。地域安全保障問題に関し
ては、航行及び上空飛行の自由が確保されなけれ
ばならず、すべての紛争は、国際法の原則に従っ
て、平和的手段により解決されるべきであること
を再認識し、そのうえで3か国間の安全保障協力
を強化していくことで一致した。

さらに、同年11月、河野防衛大臣は、第6回
ADMMプラスに際して実施した日米韓防衛相会
談において、北朝鮮の完全な非核化及び弾道ミサ
イルの放棄を検証可能な、かつ、不可逆的な方法
で求めるという国際社会の共通目標、安保理決議
の完全な履行の重要性、法の支配に基づく秩序の
重要性などの共通認識を共有し、情報共有、ハイ
レベルの政策協議、共同訓練を含む、3か国の安

全保障協力を促進することに合意した。
実 務 レ ベ ル で は、日 米 韓 防 衛 実 務 者 協 議

（D
Defense Trilateral Talks

TT）の枠組みにおける局長級・課長級の協議
及びテレビ会談の実施、日米韓参謀総長級会談な
どを通じて、様々なレベルで緊密に情報共有を図
りつつ連携してきている。

2020年5月には、局長級の全体会合がテレビ
会議形式で実施され、北朝鮮情勢を含む地域にお
ける安全保障上の課題について議論した。3か国
の代表は、北朝鮮に関連する国連安保理決議の完
全な履行のため、日米韓3か国及び国際社会との
連携が重要であることを確認するとともに、新型
コロナウイルス感染症への各国の対応状況などに
ついても意見交換を行った。

軍種間の交流として、同年11月、統幕長が日米
韓参謀総長級会議にテレビ会議形式で参加した。
本会議には、統幕長のほかミリー米統合参謀本部
議長、ウォン韓国合同参謀本部議長などが参加
し、北東アジアの長期的な平和と安定を増進する
観点から日米韓3か国の防衛協力について議論し
た。また、同年9月、海自が、グアム島周辺海空域
において、日米豪韓共同訓練「パシフィック・
ヴァンガード20」を実施し、戦術技量の向上及び
米豪韓海軍との連携強化を図った。

今後も様々な機会を活用して、あらゆる分野に
おいて日米韓3か国の安全保障協力を強化してい
くことが求められている。

資料46（多国間共同訓練の参加など（過去3年間））

（3）日韓GSOMIAについて
日韓の防衛当局間において、2014年12月に署

 参照

日米豪韓共同訓練「パシフィック・ヴァンガード20」（2020年9月）
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名した日米韓情報共有に関する防衛当局間取決め
に基づき、米国を経由する形で北朝鮮の核・ミサ
イルに関する秘密情報の交換・共有を行ってきた。

一方、北朝鮮により頻繁に繰り返される弾道ミ
サイルの発射や核実験など、北朝鮮を巡る情勢が
さらに深刻化していることを踏まえ、日韓間の協
力 を さ ら に 進 め る べ く、2016年11月、日 韓
GSOMIAを締結した。これにより、日韓政府間
で共有される秘密軍事情報が適切に保護される枠
組みが整備された。2019年8月には、韓国政府か
ら、同協定を終了させる旨の書面による通告が
あったが、同年11月、韓国政府から、同通告の効
力を停止する旨の通告があった8。韓国政府がこの
ような決定を行ったことに対し、河野防衛大臣か
ら、東アジアの安全保障環境が厳しい中で、日米、
日韓及び日米韓の連携が重要であり、そのような
状況を韓国側も戦略的に考えた決定と考えている
旨をコメントした。

資料34（最近の日韓防衛協力・交流の主要な実績（過
去3年間））

5　	欧州諸国、カナダ及び	
ニュージーランド

欧州諸国、カナダ及びニュージーランドは、わ
が国と普遍的価値を共有し、また、テロ対策や「瀬
取り」対応などの非伝統的安全保障分野や国際平
和協力活動を中心に、グローバルな安全保障上の
共通課題に取り組むための中核を担っている。そ
のため、これらの国と防衛協力・交流を進展させ
ることは、わが国がこうした課題に積極的に関与
する基盤を提供するものであり、わが国と欧州諸
国、カナダ及びニュージーランドの双方にとって
重要である。

資料35（最近の欧州諸国、カナダ及びニュージーラ
ンドとの防衛協力・交流の主要な実績（過去3年間））

8	 日韓GSOMIAにおける協定の終了に関する規定は、次のとおり。
	 第二十一条　効力発生、改正、有効期間及び終了（抜粋）
	 3　この協定は、一年間効力を有し、一方の締約国政府が他方の締約国政府に対しこの協定を終了させる意思を九十日前に外交上の経路を通じて書面により

通告しない限り、その効力は、毎年自動的に延長される。
9	 対象となる活動として、①共同訓練、②国際連合平和維持活動、③国際連携平和安全活動、④人道的な国際救援活動、⑤大規模災害への対処、⑥在外邦人等

の保護措置及び輸送、⑦連絡調整その他の日常的な活動、⑧それぞれの国内法令により物品又は役務の提供が認められるその他の活動が挙げられている。

（1）英国
英国は、欧州のみならず世界に影響力を持つ大国

であるとともに、わが国と歴史的にも深い関係があ
り、安全保障面でも米国の重要な同盟国として戦略
的利益を共有している。このような観点から、国際
平和協力活動、テロ対策、海賊対処、サイバーなど
のグローバルな課題における協力や地域情勢など
に関する情報交換を通じ、日英間で協力を深めるこ
とは、わが国にとって非常に重要である。

英国との間では、2012年6月に防衛協力のた
めの覚書が取り交わされたのに続き、2013年7
月に防衛装備品・技術移転協定が発効したほか、
2014年1月には日英情報保護協定が発効し、二
国間の防衛装備・技術協力及び情報共有の基盤が
整備されている。2014年5月の日英首脳会談に
おいて、両首脳は、安全保障分野の協力強化のた
め、日英「2＋2」の開催、ACSAの交渉開始など
について一致した。

2017年1月には、日英ACSA9への署名が行わ
れ、同年4月の国会承認を経て同年8月に発効し
た。これにあわせて関連する国内法令も整備され
た。日英ACSAの発効により、共同訓練や大規模
災害対処などにおいて、自衛隊と英軍との間で、
水・食糧・燃料・輸送などの物品や役務を統一的
な手続により相互に融通することが可能となり、
日英間の戦略的パートナーシップが一層円滑・強
固なものとなった。

また、同年8月の日英首脳会談の際に発表され
た「日英安全保障共同宣言」においては、二国間
の安全保障協力に関する関係当局間の具体的措置
を伴う行動計画を策定することで一致し、2019
年1月の日英首脳会談では、同宣言を再確認した
うえで、日英関係が次の段階に引き上げられたこ
とを確認した。

2020年4月には、河野防衛大臣は、ウォレス国
防大臣と電話会談を実施した。両大臣は、新型コ
ロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ、防衛当
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局の役割や二国間の防衛協力・交流などについて
意見交換を行い、FOIPの維持・強化に向け、日
英間の防衛協力・交流を引き続き強力に深化させ
ることで認識を共有した。

2021年1月、岸防衛大臣は、ウォレス国防大臣
と日英防衛相テレビ会談を行い、安全保障に影響
を与えうる感染症リスクに対する取組について協
力していくことで一致した。同年2月には約3年
ぶりとなる日英「2+2」がテレビ会議形式で実施
された。四大臣は、日英を取り巻く安全保障環境
が大きく変化し、基本的価値や原則が挑戦を受け
ている中で、グローバルな戦略的パートナーであ
る日英両国が、FOIPの実現に向けて協力をさら
に進展させていくことを確認した。

また、2021年中の英空母「クイーン・エリザ
ベス」を含む空母打撃群の、東アジアを含む地域
への展開の機会に、共同訓練の実施などに向けて
調整していくことで一致したほか、海洋安全保障
協力の深化に係る取決めが海自と英海軍との間で
署名されたことや陸軍種間共同訓練の着実な進
捗、防衛装備・技術協力の進捗を歓迎した。

さらに、岸防衛大臣から中国海警法について強
い懸念を伝達するとともに、四大臣は東シナ海・
南シナ海情勢への深刻な懸念を共有したうえで、
力を背景とした一方的な現状変更の試みに強く反
対することを確認した。

同年3月、英国が安全保障、防衛、開発及び外
交政策の「統合的見直し」などを発表したことを
受け、岸防衛大臣はウォレス国防大臣と電話会談
を行い、英国側の新たな政策に関する説明を受け
た。その際、岸防衛大臣は「統合的見直し」の中で

打ち出された英国の「インド太平洋への傾斜」と
いう戦略的決定を高く評価するとともに、このた
びの「統合的見直し」は、FOIPの維持・強化に向
け、両国が中長期にわたり協力関係を強化してい
くとの方向性を明確に示すものとして歓迎した。

また、両大臣は、東シナ海や南シナ海をめぐる
情勢について、現状を変更するいかなる活動に
も、圧力にも、また緊張を高めるいかなる行為に
も強く反対するとの意思を改めて表明し、法の支
配に基づく自由で開かれた海洋秩序、特に国連海
洋法条約が重要であるという認識で一致し、岸防
衛大臣から、中国海警法に対する日本側の深刻な
懸念を改めて伝えた。このほか両大臣は、会談当
日、北朝鮮が合計2発の弾道ミサイルを発射した
ことに言及し、北朝鮮による弾道ミサイル発射は
国連安保理決議違反であり、地域の平和と安全を
脅かすものとして強く非難するとともに、これま
での弾道ミサイル等の度重なる発射を含め、国際
社会全体にとっての深刻な課題であるとの認識で
一致した。

同年4月、英国政府は、空母「クイーン・エリ
ザベス」を中心とする英空母打撃群の日本への寄
港を発表した。これは、近年深化している実践的
な日英安全保障・防衛協力関係を一層推進するも
のであり、わが国として歓迎する旨表明した。

軍種間の主な交流については、2020年7月、統
幕長がカーター国防参謀長とのテレビ会談を行
い、厳しさを増す安全保障環境に対して日英防衛
協力・交流を一層強化することで合意した。また、
2021年2月にも、カーター国防参謀長とテレビ
会談を行い、日英防衛協力・交流の重要性につい
て確認するとともに、国際社会及び地域の平和と
安定のため、共通の課題に対し連携を強化してい
くことで一致した。

海自は、2020年8月にアラビア海北部西方海
域において海賊対処共同訓練を実施し、海賊対処
に関する連携を確認した。また、同年9月には、
海幕長がラダキン第1海軍卿兼海軍参謀長とテレ
ビ会談を行い、新型コロナウイルス感染症の影響
下においても日英海軍種間で緊密に協力していく
ことで一致した。2021年1月には、海幕長とラダ
キン第1海軍卿兼海軍参謀長との間で「日本国海

オンラインで実施された日英「2+2」（2021年2月）
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上自衛隊と英国海軍との間の協力の深化に係る取
決め」に署名し、日英海軍種間協力を一層進展さ
せることで合意したほか、同年3月にもテレビ会
談を実施した。

空自は、2020年5月、空幕長がウィグストン空
軍参謀長と電話会談し、地域情勢や日英協力の重
要性について再確認するとともに、FOIPのもと、
日英空軍種間の連携をさらに発展させることで認
識を共有した。

（2）フランス
フランスは、欧州やアフリカのみならず、世界

に影響力を持つ大国であるとともに、インド洋及
び太平洋島嶼部に領土を保有する関係上、インド
太平洋地域に常続的な軍事プレゼンスを有する唯
一のEU加盟国であり、わが国と歴史的にも深い
関係を持つ特別なパートナーである。

2014年1月には、パリで第1回日仏「2＋2」が
開催され、同年7月にはル・ドリアン国防大臣

（当時）が訪日し、防衛協力・交流に関する意図表
明文書が署名された。2015年から2018年の間に
おいて4回の「2＋2」が開催され、国際テロ、海
洋安全保障、防衛装備・技術協力、日仏ACSA、
共同訓練、宇宙分野での協力、途上国の能力構築
支援に関する連携などの協議が行われた。

これらを契機として、2016年12月には日仏防
衛装備品・技術移転協定が発効したほか、2017
年3月には、第2回日仏包括的宇宙対話が開催さ
れ、「日本国の権限のある当局とフランス共和国
国防大臣との間の宇宙状況把握にかかる情報共有
に関する技術取決め」に署名した。また、2018年
7月には日仏ACSAへの署名が行われ、2019年5
月の国会承認を経て、同年6月に発効した。

同年1月、フランス・ブレストで開催された第
5回日仏「2＋2」では、共に「海洋国家」かつ「太
平洋国家」である両国が、自由で開かれたインド
太平洋の維持・強化に向け、具体的な協力を推進
し、特に海洋分野での協力を具体化するべく、日
仏包括的海洋対話を立ち上げることを決定した。
また、次世代機雷探知技術に係る共同研究の開始
を歓迎し、インド洋に展開する空母「シャルル・
ド・ゴール」との日仏共同訓練や東南アジア諸国

や太平洋島嶼国における能力構築支援などの協力
を推進するとともに、日仏サイバー協議、日仏包
括的宇宙対話を通じてサイバー・宇宙分野での協
力を一層強化していくことを確認した。

同年9月には、第1回日仏包括的海洋対話が開
催され、わが国は、「瀬取り」を含む違法な海上活
動への警戒監視のため、フランスが艦艇及び航空
機を派遣したことを高く評価し、両国が引き続き
緊密に連携することを確認した。

また、2020年4月、河野防衛大臣は、パルリ軍
事大臣と電話会談を行った。会談において、両大
臣は、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ
つつ、引き続き、自由で開かれたインド太平洋を
推進するパートナーとして、日仏防衛協力・交流
を強力に進めていくことで一致した。また同年11
月には、ヴァンディエ海軍参謀長が訪日した際、
岸防衛大臣を表敬した。

2021年1月には、岸防衛大臣は、パルリ軍事大
臣とテレビ会談を行い、東シナ海・南シナ海をめ
ぐる情勢について力を背景とした一方的な現状変
更の試みに強く反対するとのメッセージを明確に
発信していくことで一致した。また、両大臣は、
安全保障に影響を与えうる感染症リスクに対する
取組について、日仏防衛当局間で協力していくこ
とで一致するとともに、自由で開かれたインド太
平洋の維持・強化に向け、早期の「2+2」開催を
含め、防衛協力・交流を引き続き活発に進めてい
くことで合意した。

軍種間における主な交流として、自衛隊は、
2014年からニューカレドニア駐留仏軍主催HA/
DR訓練（「赤道」）に参加している。

2020年7月、統幕長が、ルコワントル軍統合参
謀長とテレビ会談を行い、安全保障情勢や新型コ
ロナウイルス感染症の状況について意見交換する
とともに、共通の課題に対し連携を強化することで
認識を共有した。同年12月、陸幕長が、ビュルカー
ル陸軍参謀長とテレビ会談を実施し、日仏陸軍種間
で防衛協力・交流を推進することで一致した。

海自については、2018年9月、日仏海軍参謀長
間で、今後、太平洋地域のみならずインド洋方面
においても協力を強化していくことで一致した

「戦略的指針」が署名され、2020年10月には、海
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幕長がヴァンディエ海軍参謀長とテレビ会談を、
同年11月には防衛省にて会談を実施し、自由で
開かれたインド太平洋の維持・強化に向け、共同
訓練などのあらゆる分野で協力していくことで一
致した。

また、同年12月には護衛艦「ひゅうが」が、
2021年2月には補給艦「はまな」がそれぞれ日米
仏共同訓練に参加した。同年3月には護衛艦「あ
りあけ」が日米仏ベルギー共同訓練に参加し、戦
術技量の向上及び各国海軍との連携強化を図った
ほか、同年4月には、護衛艦「あけぼの」が日仏米
豪印共同訓練「ラ・ペルーズ21」に参加するなど、
海軍種間の交流を一層深化させている。

同年5月には、日仏米豪4か国は陸上と海上に
おいて共同訓練「ARC21（アーク21）」を実施し、
島嶼防衛にかかる自衛隊の戦術技量の向上を図る
とともに、自由で開かれたインド太平洋というビ
ジョンを共有する4か国の協力関係を一層深化さ
せた。

なお、2020年11月には、アラビア海北部西方
海域において、日仏が連携してインド籍船舶から
急患救助を行った。

さらに、同年6月、空幕長がラヴィニュ空軍参
謀長と電話会談し、日仏空軍参謀長間で「戦略的
指針」の合意について確認するとともに、空軍種
間協力を推進することで一致した。

（3）ドイツ
ドイツとの間では、2017年7月、日独防衛装備

品・技術移転協定が発効したほか、同月、防衛審
議官が第1回日独次官級戦略的対話出席のために
訪独するなど、ハイレベルを含む交流が進展して
いる。また、2019年2月の、メルケル首相訪日時
に大筋合意した情報保護協定について、2021年
3月、茂木外務大臣とレーペル駐日ドイツ大使と
の間で署名され、両国政府間でより一層有益な情
報交換を行っていくことを確認した。

2020年4月、河野防衛大臣は、クランプ＝カレ
ンバウアー国防大臣と電話会談し、新型コロナウ
イルス感染症の状況を踏まえつつ、FOIPに基づ
き、日独防衛協力・交流を引き続き強力に推進し
ていくことで一致した。同年11月には、岸防衛大
臣が、クランプ＝カレンバウアー国防大臣とテレ
ビ会談を行い、ドイツが発表した「インド太平洋
ガイドライン」を歓迎し、高く評価するとともに、
同地域におけるドイツのコミットメント強化への
強い期待を表明した。このほか、両大臣は、力を
背景とした一方的な現状変更の試みに強く反対す
るとのメッセージを明確に発信するとともに、感
染症リスクに対し結束した活動を実施していく旨
合意した。

同年12月には、日独防衛相フォーラム「インド
太平洋：地域における日本とドイツのエンゲージ
メント」がオンラインで開催され、岸防衛大臣は
クランプ＝カレンバウアー国防大臣と基調講演を
行い、インド太平洋地域の安全保障環境や今後の
日独防衛協力について意見交換を行った。この中
で、クランプ＝カレンバウアー国防大臣から、
2021年にも、ドイツ海軍艦艇をインド太平洋地
域に派遣する方向で検討している旨言及があっ
た。岸防衛大臣からは、これを強く支持するとと
もに、ドイツ海軍艦艇の派遣に向け、緊密に連携
していく考えを示した。

2021年2月には、防衛審議官がツィンマー国

動画：日米仏ベルギー共同訓練
URL：https://youtu.be/UmhLwnEozCQ

訪日したフランス海軍参謀長を防衛省で出迎える山村海幕長（2020年11月）
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防次官との間でテレビ会談を行い、両国の防衛協
力・交流に関する意見交換を実施した。

同年4月には、日独で初めてとなる「2+2」が
テレビ会議形式で実施され、四大臣は、FOIPの
実現に向けて、両国で緊密に連携していくことを
確認した。ドイツ側から、インド太平洋ガイドラ
インの策定や、ドイツ海軍フリゲートのインド太
平洋地域の派遣について説明があり、日本側は、
ドイツのインド太平洋地域への関与の強化を歓迎
するとともに、ドイツ海軍フリゲートの派遣の機
会に、共同訓練や北朝鮮関連船舶による違法な

「瀬取り」に対する警戒監視活動における協力を
実施する可能性などを提起し、四大臣は引き続き
調整していくことで一致した。

また、四大臣は、日独情報保護協定の署名・発
効を歓迎するとともに、同協定に基づいて、防衛
装備品分野での協力など、両国の安全保障協力を
一層推進していくことで一致した。さらに、四大
臣は、国際社会における力による一方的な現状変
更の試みについて深刻な懸念を共有し、法の支配
に基づく自由で開かれた国際秩序を維持・強化し
ていくことが重要との点で一致したほか、東シナ
海及び南シナ海などの情勢について意見交換を行
い、日本側から海警法を含む最近の中国の動向に
ついて深刻な懸念を表明した。

四大臣は、北朝鮮情勢についても意見交換を行
い、北朝鮮によるミサイル発射は国際社会全体に
とって深刻な課題であること、北朝鮮のすべての
大量破壊兵器及び弾道ミサイルの完全な、検証可
能な、かつ不可逆的な廃棄に向け、安保理決議の
完全な履行が不可欠であることを改めて確認する
とともに、拉致問題の早期解決に向け、引き続き
緊密に協力することで一致した。

軍種間では、2020年10月、陸幕長がマイス陸
軍総監と電話会談し、両国が基本的価値を共有す
るパートナーとして、陸軍種間で一層の関係強化
を促進することで認識を共有した。また同年11
月には、海幕長がクラウゼ海軍総監とテレビ会談
を実施し、インド太平洋地域への積極的な関与に
向け、多分野で協力することで一致した。

（4）カナダ
カナダとの間では、2018年4月に日加ACSA

の署名が行われ、2019年5月の国会承認を経て、
同年7月に発効したほか、これまで、ハイレベル
交流や防衛当局間協議などが行われてきた。
2018年12月、第4回日加次官級「2＋2」対話を
開催し、日加間での協力をこれまで以上に強化し
ていくことを確認した。また、カナダにおける日
加修好90周年である2019年6月、岩屋防衛大臣

（当時）は、カナダの国防大臣として13年ぶりに
訪日したサージャン国防大臣と3年ぶりの日加防
衛相会談を行い、同会談後、今後の防衛協力の推
進に関する具体的な指針となる共同声明を、日加
防衛当局間で初めて発表した。

2020年5月、河野防衛大臣は、サージャン国防
大臣と電話会談を行い、新型コロナウイルス感染
症の状況を踏まえ、防衛当局の役割や取組などに
ついて意見交換を行った。両大臣は、FOIPの維
持・強化に向け、同地域におけるカナダのコミッ
トメント強化に期待を表明し、日加防衛協力・交
流を継続・強化していくことの重要性を指摘した。

同年11月には、岸防衛大臣が、サージャン国防
大臣との電話会談を実施し、北朝鮮や東シナ海・
南シナ海を含む地域情勢について意見交換した。
会談では岸防衛大臣から、感染症の影響下にもか
かわらず、北朝鮮の「瀬取り」に対する警戒監視
活動にカナダがアセットを派遣したことを評価す
る旨述べるとともに、両大臣は力を背景とした一
方的な現状変更の試みに強く反対するとの明確な
メッセージを発信していくことで一致した。

日独防衛相フォーラム（オンライン）において基調講演する	
岸防衛大臣（2020年12月）
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また、両大臣は、安全保障に影響を与えうる感
染症にかかるリスクに対する取組で協力していく
こ と を 確 認 し た。さ ら に、日 加 共 同 訓 練

「KAEDEX」をはじめとする両国間の継続的な連
携を歓迎するとともに、引き続き、このような機
会を最大限に活かし、FOIPの維持・強化に向け、
防衛協力・交流を活発に推進することで一致した。

2021年3月、岸防衛大臣は、カナダのNPO「国
防協会会議」が主催する「第89回 安全保障・防
衛に関するオタワ会議」にわが国の防衛大臣とし
て初めて参加し、スピーチを行った10。このス
ピーチでは、FOIPの維持・強化に向けた防衛
省・自衛隊の取組、カナダとの防衛協力・交流の
現状を紹介しつつ、中国海警法をめぐる問題につ
いて、国際的に声を上げ、関係国と連携していく
旨改めて表明したうえで、普遍的価値を守るた
め、各国が連携していくことの重要性を訴えた。

軍種間の主な交流については、2020年6月、統
幕長が、ヴァンス軍参謀総長と電話会談を実施
し、国際社会及び地域の平和と安定のため共通の
課題に対し連携を強化していくことで合意した。
同年11月、海幕長は、マクドナルド海軍司令官と
テレビ会談を行い、新型コロナウイルス感染症の
影響下においても、日加海軍種間で緊密に協力し
ていくことを確認した。また、同月には、護衛艦

「しまかぜ」が、九州西方海空域において、カナダ
海軍フリゲート艦「ウィニペグ」と日加共同訓練

「KAEDEX20」を実施し、戦術技量の向上及び連
携強化を図った。2021年1月、空幕長は、マイン

10	「第89回安全保障・防衛に関するオタワ会議」における岸防衛大臣スピーチについては、防衛省HPを参照（https://www.mod.go.jp/j/approach/
exchange/area/2021/20210313_can-j.html）

ジンガー空軍司令官とテレビ会談を行い、FOIP
の維持・強化に向け、引き続き空軍種間協力・交
流を深化していくことで一致した。

（5）ニュージーランド
ニュージーランドとの間では、2013年8月、防

衛協力・交流に関する覚書の署名が行われたほ
か、2014年7月の日ニュージーランド首脳会談
では、ACSAに関する研究を行うことで一致した。
また、2019年9月の日ニュージーランド首脳会
談では、情報保護に関する国際約束についての予
備協議開始について一致した。

2020年5月には、河野防衛大臣がマーク国防
大臣とテレビ会談を実施し、北朝鮮や東シナ海・
南シナ海を含む地域情勢や二国間の防衛協力・交
流などについて意見交換を行った。両大臣は、
2019年12月に日米豪ニュージーランドの4か国
で実施された人道支援・災害救援共同訓練「クリ
スマス・ドロップ」などを通じ、太平洋島嶼国に
対する両国の協力が進展していることを歓迎する
とともに、この地域における協力を拡大していく
こと、感染症対策上の新たな協力も含め、日
ニュージーランド協力・交流を引き続き強力に推
進していくことで一致した。

2020年9月及び12月には、防衛審議官がブ
リッジマン国防次官と電話会談を行い、両国の防
衛協力・交流に関する意見交換を実施し、より一
層関係を深化させていくことを確認した。

北朝鮮による「瀬取り」に対する警戒監視活動

海自訓練施設を見学するニュージーランド哨戒機の搭乗員（2020年11月）カナダ海軍フリゲート艦「ウィニペグ」と日加共同訓練「KAEDEX」を	
実施する護衛艦「しまかぜ」（2020年11月）【カナダ国防省】
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に 関 し て、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 軍 は、2018年、
2019年に引き続き、2020年も感染症の影響下に
もかかわらず哨戒機を派遣し、コミットメントを
継続している。2020年11月には、派遣された哨
戒機の搭乗員が海自鹿屋航空基地を訪問し、哨戒
機を運用する海自隊員と交流を行った。

（6）NATO
2014年5月に安倍内閣総理大臣が欧州を訪問

した際、NATO本部においてラスムセン事務総
長（当時）と会談を行い、「日NATO国別パート
ナーシップ協力計画」（I

Individual Partnership and Cooperation Programme between Japan and NATO
PCP11）に署名した（2018

年5月、2020年6月改訂）。この計画に基づき、
同年12月、女性・平和・安全保障分野における
日NATO協力として、初めてNATO本部に自衛
官を派遣するとともに、2015年以降、「ジェン
ダー視点のNATO委員会（N

NATO Committee on Gender Perspectives
CGP）年次会合」に

防衛省・自衛隊から参加している。
なお、2019年12月からは、情報通信担当幕僚

として、自衛官をNATO本部諮問・指揮統制幕
僚部（N

NATO Headguarters Consultation, Command and Control Staff
HQC3S）に派遣し、NATOの様々な政

策や事業に関する情報通信の管理業務に携わって
いる。

そのほか、防衛省は、2017年2月に欧州連合軍
最高司令部（S

Supreme Headquarters Allied Powers Europe
HAPE）に連絡官を派遣し、2019

年6月にNATO海上司令部（M
NATO Allied Maritime Command

ARCOM）に連絡
官を派遣している。また、2018年7月、在ベル
ギー日本国大使館が兼轄する形で、NATO日本
政府代表部が開設された。サイバー分野について
は、2019年3月から、防衛省職員をNATOサイ
バー防衛協力センター（C

NATO Cooperative Cyber Defence Centre of Excellence
CDCOE）に派遣し、

同年12月には、エストニアにおいてNATO主催
のサイバー防衛演習「サイバー・コアリション
2019」へわが国として初めて正式に参加した。ま
た、2021年4月には、CCDCOE主催のサイバー
防衛演習「ロックド・シールズ2021」へわが国
として初めて正式に参加した。

2020年7月、河野防衛大臣は、ストルテンベル
グNATO事務総長と電話会談を実施した。両者
は、東シナ海・南シナ海を含む地域情勢について

11	 IPCPは、日NATO協力の一層の進展を目的として、ハイレベル対話の強化や防衛協力・交流の促進などの協力を推進する旨定めるとともに、実務的な協
力の優先分野を特定している。2020年6月にIPCPが再度改訂され、実務的な協力の優先分野として「人間の安全保障」が追加された。

意見交換を行い、力を背景とした一方的な現状変
更の試みに強く反対することを再確認するととも
に、新型コロナウイルス感染症の状況及び、IPCP
が改訂されたことを踏まえ、FOIPの維持・強化
に向け、日NATO防衛協力・交流を引き続き強
力に推進していくことで一致した。

また、軍種間では、同年4月、11月及び2021年
4月、統幕長がピーチ軍事委員長と電話会談を行
い、日NATO間の防衛協力・交流の重要性につ
いて再確認した。

（7）その他の欧州諸国
イタリアとの間では、2016年6月に日伊情報

保護協定が発効した。2017年5月には、日伊防衛
協力・交流に関する覚書への署名が行われたほ
か、2019年4月に日伊防衛装備品・技術移転協
定が発効するなど、防衛協力を行っていくうえで
の制度面の整備が進んでいる。

2020年5月、河野防衛大臣は、グエリーニ国防
大臣と日伊防衛相電話会談を実施した。両大臣は、
地域情勢について力を背景とした一方的な現状変
更の試みに強く反対することで同意したほか、同
年がローマ・東京間横断初飛行100周年であり、
空軍種間の協力が進展していることを歓迎すると
ともに、FOIPの維持・強化に向け、日伊防衛協
力を引き続き強力に推進していくことで一致し
た。また、防衛装備・技術協力の分野を含め、今
後一層協力を拡大する意思を表明した。

同年8月には、空幕長がロッソ空軍参謀長と電
話会談を行うとともに、同年10月にはテレビ会
談を実施し、空軍種間で一層の関係強化を促進す
ることで一致した。

スペインとの間では、2018年1月、デ・コスペ
ダル国防大臣が訪日し、日スペイン防衛相会談を
実施した。同会談では2014年11月に署名された
防衛協力・交流に関する覚書に基づき、防衛当局
間の関係をさらに強化することで一致した。

また、2021年2月には、護衛艦「ゆうぎり」が
グアム周辺海域において、スペイン海軍練習帆船
と親善訓練を実施した。
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オランダとの間では、2016年12月にヘニス国
防大臣（当時）が訪日し、日オランダ防衛相会談
に際して防衛協力・交流の覚書の署名が行われ
た。2018年9月、小野寺防衛大臣（当時）がオラ
ンダを訪問し、バイレフェルト国防大臣と日オラ
ン ダ 防 衛 相 会 談 を 実 施 し た。同 会 談 で は、
NATO・EUを通じた協力について意見交換を実
施するとともに、小野寺防衛大臣（当時）から北
朝鮮の「瀬取り」の状況及び国連安保理決議に基
づく厳格な制裁履行が重要である旨説明し、国連
安保理非常任理事国かつ北朝鮮制裁委員会議長国

（当時）であるオランダと緊密に連携していくこ
とで同意した。

また、2021年には、英空母打撃群に加わるオ
ランダ海軍フリゲートも日本に寄港する予定であ
り、歴史ある日オランダ関係を一層発展させるも
のとして、わが国として歓迎する旨表明した。

エストニアとの間では、2018年9月、ルイク国
防大臣が訪日し、日エストニア防衛相会談を実施
した。同会談では、同年1月の安倍内閣総理大臣
訪問時の成果を踏まえ、CCDCOEに対する防衛
省からの職員派遣を含め、今後、二国間及び多国
間の枠組みの中でサイバー分野での協力を深化さ
せていくことで一致した。

ウクライナとの間では、2018年10月、ペトレ
ンコ国防次官が訪日し、日ウクライナ防衛協力・
交流に関する覚書に署名したほか、日ウクライナ
安全保障協議を開催した。

2021年3月には、岸防衛大臣は、ウクライナ国
防大臣として初訪日したタラン国防大臣との間で
防衛相テレビ会談を実施した。岸防衛大臣から、
わが国は一貫してウクライナの主権及び領土一体
性を尊重することを表明し、両大臣は、防衛協
力・交流の重要性を確認し、覚書に基づき、幅広
い分野で協力を推進していくことで一致した。ま
た、地域情勢について意見交換を行い、特に東シ
ナ海や南シナ海情勢について、力を背景とした一

方的な現状変更の試みや緊張を高めるいかなる行
為にも強く反対することで一致し、この文脈で、
中国の海警法に対する深刻な懸念について認識を
一致した。

フィンランドとの間では、2019年2月、ニーニ
スト国防大臣（当時）が訪日し、日フィンランド
防衛協力・交流に関する覚書への署名が行われ
た。また、2020年8月には、河野防衛大臣が、カ
イッコネン国防大臣と日フィンランド防衛相テレ
ビ会談を実施し、新型コロナウイルス感染症の状
況を踏まえつつ、FOIPの維持・強化に向けて、
防衛協力・交流を強力に推進していくことで一致
した。

デンマークとの間では、2019年10月、河野防
衛大臣は、ブラムセン国防大臣との間で電話会談
を実施し、二国間の防衛交流や両国を取り巻く安
全保障情勢などについて、意見交換を行ったほ
か、河野防衛大臣から中東地域における日本関係
船舶の安全確保のための自衛隊による情報収集活
動について説明した。

EUとの間では、2020年2月、河野防衛大臣は、
第56回ミュンヘン安全保障会議に際してボレル
EU上級代表と会談を実施し、日EU間で特に海
洋安全保障の分野での協力が進展していることを
歓迎しつつ、引き続き実質的な防衛協力・交流を
進めることで一致し、地域情勢などについて意見
交換を行った。

また、2021年5月に開催された日EU定期首脳
協議において、両首脳は、自由で開かれたインド
太平洋に向けた協力を強化すること、及び、東シ
ナ海・南シナ海情勢について、一方的な現状変更
の試みに強く反対することで一致した。また、台湾
海峡の平和と安定の重要性を強調するとともに、
両岸問題の平和的解決を促すことで一致した。

EUとの軍種間の主な交流として、2020年6月、
統幕長がグラツィアーノ軍事委員長と電話会談を
行い、直面する安全保障情勢や新型コロナウイル

動画：日EU共同訓練
URL：https://youtu.be/yREKLlIoNyE
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ス感染症への取組などを意見交換した。このほか、
同年10月には、海賊対処行動に従事する護衛艦

「おおなみ」が欧州連合海軍部隊（ソマリア・アタ
ランタ作戦）との海賊対処共同訓練やジブチへの
共同寄港を実施した。日EU双方は同寄港にあわ
せ、ジブチの小中学校に対し、文房具などを寄贈
する共同物資供与式を行うとともに、高官級テレ
ビ会議を実施するなど、幅広い分野で交流を深化
させている。

これら諸行事にあたり、岸防衛大臣とボレル
EU上級代表は各々のコメントを記載した共同声
明を発出した。その中で岸防衛大臣は、日EUの
海賊対処部隊が連携を図ることに極めて大きな意
義があること、FOIPの維持・強化に向けて引き
続きEUと協力してくことを述べた。

6　中国

（1）中国との防衛協力・交流の意義など
わが国と中国との安定的な関係は、インド太平

洋地域の平和と安定に不可欠の要素である。日中
は、大局的かつ中長期的見地から、安全保障を含
むあらゆる分野において、「戦略的互恵関係」を構
築し、それを強化できるよう取り組んでいく必要
がある。

安全保障分野においては、防衛省・自衛隊は、
中国との間で相互理解・信頼関係を増進するた
め、多層的な対話や交流を推進することとしてい
る。この中で、尖閣諸島周辺海域を含む東シナ海
情勢などについて、わが国の率直な懸念を伝達
し、中国がインド太平洋地域の平和と安定のため

に責任ある建設的な役割を果たして、国際的な行
動規範を遵守するとともに、国防政策や軍事力に
かかる透明性を向上させることで、わが国を含
む、国際社会の懸念を払拭していくよう強く促し
ていく方針である。このほか、不測の事態の発生
を回避すべく、「日中防衛当局間における海空連
絡メカニズム」を両国間の信頼関係の構築に資す
る形で運用していくこととしている。

（2）最近の主要な防衛交流実績など
日中防衛交流は、2012年9月のわが国政府に

よる尖閣三島（魚釣島、南小島及び北小島）の取
得・保有以降、停滞していたが、2014年後半以
降、交流が徐々に再開している。

近年の閣僚級の交流実績については、2015年
11月のADMMプラスに際して中谷防衛大臣と
常
じょう・ばんぜん

万 全 国務委員兼国防部長（いずれも当時）と
の間で、4年5か月ぶりとなる日中防衛相会談が
実施されたほか、2019年6月には、岩屋防衛大臣

（当時）と魏
ぎ・ほ う わ

鳳和国務委員兼国防部長との会談が
行われ、防衛大臣・国防部長間における相互訪問
の早期実現が重要との認識で一致した。この共通
認識に基づき、同年12月、河野防衛大臣が防衛大
臣として10年ぶりに中国を訪問した。

2020年12月には、岸防衛大臣が魏鳳和国務委
員兼国防部長と日中防衛相テレビ会談を実施し
た。同会談では、岸防衛大臣から、わが国固有の
領土である尖閣諸島周辺海域などの東シナ海情勢
について、力を背景とした一方的な現状変更の試
みに対する強い懸念を伝達し、事態をエスカレー
トさせるような行動をとらないよう強く求めると

日EU共同でジブチ小中学校へ文房具などを寄贈する隊員（2020年10月）日EU海賊対処共同訓練において近接するスペイン海軍フリゲート艦
「SANTA	MARIA」に敬礼する護衛艦「おおなみ」艦長（2020年10月）
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ともに、南シナ海情勢の現状への懸念を表明し、
法の支配や自制の重要性について指摘した。

さらに、自国の国防政策や軍事力の透明性を向
上させ、国際社会の懸念を払拭するよう求めた。
そのうえで、両大臣は、日中防衛当局間における
意思疎通を継続していくことを確認したほか、「日
中防衛当局間ホットライン」について、調整をさ
らに加速させていくことで一致した。

また、両国の外交・防衛当局が参加する日中安
保対話（第13回）は、2015年3月に東京におい
て4年ぶりに開かれ、以降、ほぼ毎年開催されて
いる。また、日中防衛当局は日中高級事務レベル
海洋協議にも参加しており、直近では2021年2
月に第12回協議がオンラインで実施された。日
本側から東シナ海をはじめとする海洋・安全保障
分野の課題にかかるわが国の立場や懸念を改めて
申し入れ、中国側の行動を強く求めるとともに、海
警法などについてわが国の強い懸念を伝達した。

軍種間においては、2019年4月、護衛艦「すず
つき」が海自艦艇として約7年半ぶりに訪中し、
中国人民解放軍海軍成立70周年を記念した中国
主催国際観艦式に参加したほか、同月に海幕長が
約5年半ぶりに訪中し、同観艦式に合わせ実施さ
れたハイレベルシンポジウムにおいて、自由で開
かれた海洋の重要性などについて発信した。これ
に続き、同年10月には、中国海軍ミサイル駆逐艦

「太原」が中国艦艇として約10年ぶりに日本に寄
港したほか、海自護衛艦との間で、約8年ぶり3
回目となる親善訓練を実施した。

12	 正式名称：日本国防衛省と中華人民共和国国防部との間の海空連絡メカニズムに関する覚書

また、部隊間においても、2018年11月、中国
軍東部戦区副司令員（中将）を団長とする東部戦
区代表団が訪日したのに続き、2019年11月には、
陸自西部方面総監を団長とする自衛隊代表団が東
部戦区などを訪問した。このほか2018年には、6
年ぶりに、笹川平和財団が主催する「日中佐官級
交流」が再開されており、同年4月及び2019年9
月に中国軍佐官級代表団が訪日したほか、2018
年9月及び2019年4月に自衛隊佐官級訪問団が
訪中し要人表敬、部隊への訪問などを行った。

今後も、防衛省・自衛隊は、中国との間では、
各種懸念が存在しているとの現状を踏まえ、わが
国の率直な懸念を明確に伝えるべく、意思疎通を
図っていくとともに、防衛交流を推進し、日中防
衛当局間での相互理解・信頼醸成を進めつつ、わ
が国の領土・領海・領空を断固として守り抜くた
め、冷静かつ毅然と対応していくこととしている。

（3）日中防衛当局間の海空連絡メカニズム
2007年1月及び4月の日中首脳会談において、

安倍内閣総理大臣と温
おん・かほう

家宝中国国務院総理（当時）
との間で両国の防衛当局間の連絡体制の強化、特
に海上における連絡体制の整備で一致したことを
踏まえ、日中防衛当局は、2008年4月に第1回共同
作業グループ協議を開催し、以降、防衛当局間で、
2015年1月の第4回共同作業グループ協議以降は
両国の外交当局も交えた形で協議を重ねてきた。

その後、2017年12月の第8回日中高級事務レ
ベル海洋協議、2018年4月の第7回共同作業グ
ループ協議などでの交渉を経て、同年5月に東京
で開かれた日中首脳会談に際し、安倍内閣総理大
臣と李

り・こくきょう
克強中国国務院総理の立ち合いのもと、日

中防衛当局間で本メカニズムに関する覚書12の署
名が行われ、同年6月8日、本メカニズムの運用
が開始された。

本メカニズムは、日中防衛当局の間で、①日中
両国の相互理解及び相互信頼を増進し、防衛協
力・交流を強化するとともに、②不測の衝突を回
避し、③海空域における不測の事態が軍事衝突又
は政治外交問題に発展することを防止することを

中国国務委員兼国防部長とテレビ会談する岸防衛大臣（2020年12月）
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目的として作成されたものであり、主な内容は、①
防衛当局間の年次会合・専門会合の開催、②日中
防衛当局間のホットライン開設、③自衛隊と人民
解放軍の艦船・航空機間の連絡方法となっている。

本メカニズムに基づき、同年12月には、防衛当
局間において第1回年次会合・専門会合、2020年
1月には、第2回年次会合・専門会合が実施され
た。2021年3月には第3回年次会合・専門会合が
実施され、日本側からは、尖閣諸島周辺海空域を
含む東シナ海情勢に関するわが国の立場について
伝えるとともに、力を背景とした一方的な現状変
更の試みに対する強い懸念を示したほか、緊張を
高める如何なる行為にも強く反対する旨伝達した。

また、中国海警法に対する強い懸念を伝えると
ともに、同法の制定により、わが国を含む関係国
の正当な権益が損なわれ、東シナ海や南シナ海な
どの海域において緊張を高めることになること
は、断じて受け入れられないとの立場を伝達した。
そのうえで、本メカニズムが運用開始以後、適切
に運用されてきたとの認識を共有したほか、「日
中防衛当局間ホットライン」に関しても調整を行
い、早期開設に向けた調整が着実に進展している
ことを確認した。

2020年12月に実施した日中防衛相テレビ会
談においても、ホットラインの早期開設に向けた
調整が着実に進展していることを改めて歓迎する
とともに、その実現に向け、日中の両防衛相が
リーダーシップを発揮し、調整をさらに加速させ
ていくことで一致した。

資料36（最近の日中防衛協力・交流の主要な実績（過
去3年間））

7　ロシア

（1）ロシアとの防衛協力・交流の意義など
ロシアは、インド太平洋地域における安全保障

上の重要なプレーヤーであり、かつ、わが国の重
要な隣国でもあることから、日露の防衛交流を通
じて信頼関係を増進させることが極めて重要であ
る。防衛省・自衛隊は、様々な分野で日露関係が

13	 正式名称：領海の外側に位置する水域及び上空における事故の予防に関する日本国政府とロシア連邦政府との間の協定

進展する中、1999年に署名された日露防衛交流
に関する覚書（2006年改定）に沿って、日露「2
＋2」や防衛当局間の各種対話、日露海上事故防
止協定13に基づく年次会合、日露捜索・救難共同
訓練などを継続的に行っている。

ロシアとの関係については、ウクライナ情勢な
どを踏まえ、政府としてG

Group of Seven
7の連帯を重視しつつ

適切に対応することとしている。同時に、隣国で
あるロシアとの間で、不測の事態や不必要な摩擦
を招かないためにも実務的コンタクトは絶やさな
いようにすることが重要であり、これらの点を総
合的に勘案してロシアとの交流を進めている。

（2）最近の主要な防衛交流実績など
2013年4月に行われた日露首脳会談では、日

露両国間の安全保障・防衛分野における協力を拡
大することの重要性を確認し、日露「2＋2」を立
ち上げることで合意した。同年11月に実施され
た初の日露「2＋2」において、陸軍種間の部隊間
交流及び演習オブザーバー相互派遣の定例化、ア
デン湾における海自とロシア海軍の海賊対処部隊
間の共同訓練の実施、日露サイバー協議の定例開
催などで一致した。

2017年3月に実施された第2回目の日露「2＋
2」においては、地域情勢などについて意見交換
を行い、北方領土への地対艦ミサイルの配備や、
北方四島を含み得る諸島への師団配備といった北
方四島におけるロシア軍の軍備強化にかかる動き
については、北方領土はわが国固有の領土である
とのわが国の立場と相容れないものであり、遺憾
である旨を日本側から抗議した。

2018年7月、小野寺防衛大臣（当時）が防衛大
臣として初めてロシアを訪問し、日露「2＋2」及
び防衛相会談を開催し、統幕長の訪露や艦艇の寄
港を含む防衛交流の推進に加え、日露共通の目標
である北朝鮮の非核化に向け、引き続き連携して
いくことで一致した。

2019年5月、日露防衛相会談及び第4回日露
「2＋2」が東京で開催され、防衛交流について、
同年夏のロシア国際軍楽祭への陸自中央音楽隊の

 参照
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初参加などで一致するとともに、防衛政策に関し
て、わが国のミサイル防衛システムは純粋に防御
的なものであり、ロシアに脅威を与えるものでは
ない旨説明した。

資料37（最近の日露防衛協力・交流の主要な実績（過
去3年間））

8　太平洋島嶼国

太平洋島嶼国は、海洋国家であるわが国と法の
支配に基づく自由で、開かれた、持続可能な海洋
秩序の重要性についての認識を共有するととも
に、わが国と歴史的にも深い関係を持つ重要な
国々である。わが国としては、2018年に開催さ
れた第8回太平洋・島サミットにおいて、この地
域の安定と繁栄により深くコミットしていく考え
を表明した。さらに、同年に発表された防衛大綱
においても、太平洋島嶼国との協力や交流を推進
する旨が初めて言及された。

2020年6月及び8月、河野防衛大臣は、太平洋
島嶼国の中で軍隊を保有する三か国であるフィ
ジー、パプアニューギニア（P

Papua New Guinea
NG）及びトンガの

各国防大臣とそれぞれ電話会談を実施した。各会
談において、新型コロナウイルス感染症の状況を
踏まえ意見交換を行い、防衛当局間のコミュニ
ケーションを継続するとともに、FOIPの維持・
強化に向け、防衛協力・交流を引き続き強力に推

14	 防衛省は、PNG、フィジー、トンガの国防大臣やその他の軍を保有しない太平洋島嶼国及び米国、オーストラリア、ニュージーランド、英国、フランス、カ
ナダの局長級を交えた多国間会合を東京で開催し、地域の諸課題について議論し相互理解・信頼醸成を促進するため、日・太平洋島嶼国国防大臣会合の開
催を計画している。当初、2020年4月に開催を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から延期し、現在、感染症の状況を踏まえつつ、
適切な時期の開催を追求している。

進していくことで一致した。
2021年3月、フィジー、パプアニューギニア、

トンガ及びわが国の4か国の局長級で、日・太平
洋島嶼国国防大臣会合14（J

Japan Pacific Islands Defense Dialogue
PIDD）の準備会合を

テレビ会議形式で開催した。同会合においては、
新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大してい
る現状を踏まえ、感染症対策、HA/DRと気候変
動、海洋安全保障の分野における防衛当局の役割
などについて意見交換を行った。そのうえで、
日・太平洋島嶼国国防大臣会合の開催に向けて引
き続き緊密に協力することを確認した。

PNGとの間では、2015年以降、陸自中央音楽
隊が同国の軍楽隊の新設・育成に関する能力構築
支援を実施しており、関係強化が図られてきた。
能力構築支援を経て、同軍楽隊は、2018年11月
に同国で開催されたAPEC首脳会議の場におい
て、各国首脳の前で高い技術で演奏を披露した。
また、2021年3月には、同国への新たな分野の能
力構築支援として、HA/DR能力向上を目的とし
た、工兵部隊に対する施設機械整備教育をオンラ
インで行った。

こうした取組に加えて、海自及び空自において
は、艦艇や航空機による寄港・寄航を通じて太平
洋島嶼国との関係を強化している。2015年以降、
空自は、ミクロネシア連邦等における人道支援・
災害救援共同訓練「クリスマス・ドロップ」を実
施し、物料投下訓練としてミクロネシア連邦、パ

 参照

日・太平洋島嶼国国防大臣会合の準備会合（テレビ会議形式）において	
スピーチする松川防衛大臣政務官（2021年3月）

施設機械整備についてオンライン教育を受講するパプアニューギニア軍
（2021年3月）
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ラオ共和国及び北マリアナ諸島に対して寄付物品
の投下を実施している。

資料38（最近の太平洋島嶼国との防衛協力・交流の
主要な実績（過去3年間））

9　中東諸国

中東地域の平和と安定は、わが国を含む国際社
会の平和と繁栄にとって極めて重要であることか
ら、防衛省・自衛隊としても、同地域の国と協力
関係の構築・強化を図るため、ハイレベル交流や
部隊間交流を進めてきている。

アラブ首長国連邦（U
United Arab Emirates

AE）との間では、2018
年5月に防衛交流に関する覚書が署名され、同年
12月には防衛当局間協議が開催された。2020年
1月、安倍内閣総理大臣がUAEを訪問して、ムハ
ンマド・アブダビ皇太子と意見交換を行い、中東
における日本関係船舶の航行の安全を確保するた
めのわが国の取組について直接説明し、その支持
を得ている。同年3月及び6月には河野防衛大臣
が電話会談を、2021年3月には岸防衛大臣がテ
レビ会談を、それぞれボワルディ国防担当国務大
臣との間で実施し、二国間の防衛交流や地域情勢
などについて意見交換した。

軍種間交流では、2019年6月、統幕長が歴代統
幕長として初めてUAEを訪問し、ムハンマド・ア
ブダビ皇太子を表敬したほか、自衛隊は、同年11
月に実施されたドバイ・エアショーにC-2輸送機
を参加させた。また、2020年7月及び2021年3
月には、統幕長がルメーシー国軍参謀長とテレビ
会談を実施し、国際社会及び地域の平和と安定の
ため、共通の課題に対し引き続きともに対応して
いくことで一致したほか、2021年3月に空幕長が
アル・アラウィ空軍司令官と電話会談を行うなど、
二国間の防衛交流は深化を続けている。

イスラエルとの間では、2018年10月に初めて、
外務・防衛当局間協議を開催し、第1回協議にお
いては地域情勢、安全保障問題など、幅広い事項
について意見交換を実施した。同年11月、第4回
日イスラエル・サイバー協議が開催され、2019
年9月には、防衛当局間で「防衛省とイスラエル
国防省の間の防衛装備・技術に関する秘密情報保

護の覚書」に署名するなど、安全保障分野での関
係を強化している。

また同年6月、統幕長が歴代統幕長として初め
てイスラエルを訪問したほか、2020年6月には、
コハビ国軍参謀総長と電話会談を実施するなど、
軍種間でも交流を推進している。

イランとの間では、2019年12月の日イラン首
脳会議において、安倍内閣総理大臣から、中東に
おける日本関係船舶の航行の安全を確保するため
のわが国の取組について詳細に説明した。また、
同年10月及び2020年1月、河野防衛大臣は、
ハータミ国防軍需大臣と防衛大臣として初の電話
会談を実施し、両大臣は地域情勢などについて意
見交換を行った。2021年2月には、岸防衛大臣が
ハータミ国防軍需大臣とテレビ会談を実施し、中
東地域における日本関係船舶の安全確保のための
自衛隊による情報収集活動の延長について説明す
るとともに、防衛当局間の意思疎通を継続してい
くことで一致した。

エジプトとの間では、2017年9月、山本防衛副
大臣が防衛省の政務三役として初めてエジプトを
訪問したほか、2020年6月には、統幕長がヘガー
ジ参謀総長と電話会談し、日エジプト防衛協力の
推進の重要性について確認した。

オマーンとの間では、2019年3月、バドル国防
担当大臣が訪日し、岩屋防衛大臣（当時）と会談
した際、防衛協力に関する覚書が署名された。同
年12月、河野防衛大臣は、防衛大臣として初めて
オマーンを訪問し、バドル国防担当大臣と会談し
た。両大臣は、FOIPのもと、海軍種間での協力を
中心とした防衛協力・交流を引き続き深化させて
いくことを確認した。2020年1月には、安倍内閣

 参照

UAE国軍参謀長とテレビ会談を行う山崎統幕長（2020年7月）
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総理大臣がオマーンを訪問して、ハイサム新国王
と意見交換を行い、中東における日本関係船舶の
航行の安全を確保するためのわが国の取組につい
て直接説明して、その支持を得た。

カタールとの間では、2015年2月、防衛交流に
関する覚書が署名された。2019年5月に訪日し
たアティーヤ副首相兼防衛担当国務大臣は、岩屋
防衛大臣（当時）と、初の防衛相会談を実施した。
同年12月、河野防衛大臣は、同国が主催する第
19回ドーハ・フォーラムに防衛大臣として初め
て出席し、アティーヤ副首相兼防衛担当国務大臣
と会談を実施した。会談において、両大臣は、日
カタール防衛協力・交流が進展していることを歓
迎し、教育・訓練などの分野での防衛協力・交流
を引き続き深化させていくことを確認した。

サウジアラビアとの間では、2016年9月、防衛
交流に関する覚書が署名された。また、2020年1
月には、安倍内閣総理大臣がサウジアラビアを訪
問し、サルマン国王やムハンマド皇太子を表敬し
た。同年9月には、河野防衛大臣とムハンマド皇
太子兼副首相兼国防大臣との電話会談が実施さ
れ、両大臣は、二国間の防衛協力・交流や地域情
勢などについて意見交換を行ったほか、河野防衛
大臣から中東地域における日本関係船舶の安全確
保を目的とした自衛隊による情報収集活動につい
て説明した。

また、2021年2月には、岸防衛大臣がハーリド
国防副大臣と電話会談を行い、新型コロナウイル
ス感染症の影響を踏まえ、感染症対策分野におい
ても防衛協力・交流を推進していくことで一致す
るとともに、中東地域における平和と安定及び航
行の安全の確保のため、引き続き連携していくこ
とで合意した。

トルコとの間では、2012年7月に、事務次官が
ドゥンダル国防次官（当時）との会談において防
衛協力・交流の意図表明文書に署名した。2019
年6月、ドゥンダル陸軍総司令官が訪日し、陸幕
長と懇談したほか、防衛副大臣を表敬した。同年
7月には、アカル国防大臣がG20に伴う大統領随
行で訪日し、岩屋防衛大臣（当時）と懇談した。

バーレーンとの間では、2019年10月、河野防
衛大臣とハリーファ国軍司令官との電話会談が実

施され、両大臣は、二国間の防衛交流や中東情勢
などについて意見交換した。また、同年11月、河
野防衛大臣は、同国で開催された第15回マナー
マ対話に際してハリーファ国軍司令官と初の大臣
級における防衛当局間での会談を実施し、今後ハ
イレベル交流や海軍種を中心とした交流を引き続
き行っていくことで一致した。さらに、2020年8
月には、統幕長がヌアイミ国軍参謀長とのテレビ
会談を実施し、両国の防衛交流や新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大防止への取組などについて
意見交換した。

ヨルダンとの間では、2016年10月、アブドッ
ラー国王が訪日した際に、日ヨルダン防衛交流に
関する覚書に署名した。2018年11月には、アブ
ドッラー国王が訪日し、岩屋防衛大臣（当時）か
らの表敬及び習志野駐屯地への部隊訪問を通じ、
両国間で防衛当局者協議や部隊間交流などが着実
に進展していることを歓迎した。

また、2019年12月、河野防衛大臣は、防衛大
臣として初めてヨルダンを訪問し、フネイティ統
合参謀本部議長と会談した。会談では、フネイ
ティ統合参謀本部議長から、同年7月に初の外
務・防衛当局間協議が開催されるなど両国の防衛
交流が進展していることや、今後も訓練や装備分
野などでの協力を進めていきたい旨の発言に対
し、河野防衛大臣から、当該分野での協力を検討
していく旨述べた。

さらに、2020年10月には、第2回外務・防衛
当局間協議がテレビ会議形式で開催された。

資料39（最近の中東諸国との防衛協力・交流の主要
な実績（過去3年間））

10　アジア諸国

（1）スリランカ
スリランカは、インド洋のシーレーン上の要衝

に位置する重要国であり、近年、同国との防衛協
力・交流を強化している。2018年8月、小野寺防
衛大臣（当時）が、防衛大臣として初めてスリラ
ンカを訪問し、ウィジェワルダナ国防担当国務大
臣（当時）と両国間で初となる防衛相会談を実施
した。会談では、海洋安全保障及び海上の安全に

 参照
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ついて議論するとともに、スリランカ側から今
後、陸海空軍のHA/DR分野の能力向上を通じて
スリランカ軍全体としての能力を高めていきたい
旨述べられたことに対し、小野寺防衛大臣（当時）
もこれを支援する意向を示した。

2019年7月には、原田防衛副大臣（当時）がスリ
ランカを訪問し、ウィジェワルダナ国防担当国務
大臣との会談やシリセーナ大統領兼国防大臣（い
ずれも当時）を表敬し、FOIPの推進に向けて、ス
リランカと日本の海洋国家間のパートナーシップ
を一層強化する必要性について認識を共有した。

軍種間の主な交流については、同年2月、両国
海軍種間で初となる幕僚協議において、HA/DR
分野の共同訓練「JA-LAN」を年1回実施するこ
となどで合意したことを受け、2020年9月、イン
ド太平洋方面派遣訓練部隊が、コロンボ港周辺海
空域で日スリランカ共同訓練（JA-LAN EX）を実
施し、戦術技量の向上及びスリランカ海軍との連
携強化を図った。

能力構築支援においては、同年2月、スリラン
カ空軍司令部において同国空軍関係者約15名に
対し、航空救難セミナーを実施した。セミナーで
は、空自の航空救難に関する知見、能力について
紹介するとともに、スリランカ空軍のための捜索
救難マニュアルの制定について協議した。

（2）パキスタン
パキスタンは、南アジア、中東、中央アジアの

連接点に位置し、わが国にとって重要なシーレー
ンにも面しているなど、インド太平洋地域の安定
にとって重要な国家である。また、同国は、伝統
的にわが国と友好的な関係を有する親日国でもあ
り、そのような観点から、同国との防衛協力・交
流を推進している。

同国との間では、2004年以来おおむね2年に1
回の頻度で局長級の防衛政策対話を実施している
が、2019年6月には、2年連続となる防衛政策対

話を実施し、日パキスタン防衛協力・交流の覚書
に署名した。2020年8月には、河野防衛大臣がバ
ジュワ陸軍参謀長とテレビ会談を実施し、新型コ
ロナウイルス感染症の状況を踏まえ、両国間の防
衛協力・交流などについて意見交換を行った。

軍種間においては、パキスタンが主催する海軍
種の多国間共同訓練「アマン」への参加や教育交
流などを実施している。

（3）モンゴル
モンゴルは、わが国と普遍的価値を共有する重

要なパートナーであり、防衛省・自衛隊としても、
「戦略的パートナーシップ」の発展に向け、同国と
の防衛協力・交流を推進している。

2020年6月、河野防衛大臣は、エンフボルド国
防大臣とテレビ会談を実施し、東シナ海・南シナ
海情勢を含む地域情勢などについて意見交換した
ほか、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ
つつ、FOIPの維持・強化に向け、日モンゴル防
衛協力・交流を引き続き強力に推進していくこと
で一致した。

また、能力構築支援については、2012年以降、
PKO（施設）や衛生分野における事業を実施して
いる。

資料40（最近のアジア諸国との防衛協力・交流の主
要な実績（過去3年間））

 参照

パキスタン海軍主催多国間共同訓練「アマン21」に参加する	
護衛艦「すずなみ」（2021年2月）【パキスタン海軍】

動画：令和2年度インド太平洋方面派遣訓練
URL：https://www.youtube.com/watch?v=akdBvIOFaL8
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11　アフリカ諸国

ジブチは、海賊対処のため、海外で唯一自衛隊
の拠点が存在する重要な国家である。同拠点は
UNMISS派遣部隊への物資の輸送に活用された
ほか、2019年10月から12月にかけて、わが国が
ジブチに対して災害対処能力強化支援として実施
している陸自教官によるジブチ軍工兵部隊要員に
対する重機操作訓練の際に、教官の生活拠点とし
て活用された。同年12月には、河野防衛大臣が、
ジブチを訪問し、ブルハン国防大臣と会談を実施
した。会談では、両大臣は、日ジブチ防衛協力・
交流の深化のため、防衛当局間で引き続き連携を
密にしていくことを確認した。

また、この会談の中で、河野防衛大臣はジブチ
における自衛隊の活動拠点の運用に関する同国政
府の支持に対する感謝を伝えたほか、中東地域に
おける日本関係船舶の安全確保のための自衛隊に
よる情報収集活動に関し、ジブチを拠点に活動す
る海賊対処部隊の固定翼哨戒機を活用することに
ついて説明した。

今後、本活動拠点について、中東・アフリカ地
域における安全保障協力などのための長期的・安
定的な活用に向けて取り組むこととしている。

資料41（最近のその他の諸国との防衛協力・交流の
主要な実績（過去3年間））

12　中南米諸国

中南米諸国には、太平洋に面する国や、わが国

15	 ARFは、政治・安全保障問題に関する対話と協力を通じ、アジア太平洋地域の安全保障環境を向上させることを目的としたフォーラムで、1994年から開
催されている。現在26か国（ASEAN10か国（ブルネイ、インドネシア、ラオス、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム、カンボジア（以
上1995年から）、ミャンマー（1996年から））に、日本、オーストラリア、カナダ、中国、インド（以上1996年から）、ニュージーランド、PNG、韓国、ロシ
ア、米国、モンゴル（以上1998年から）、北朝鮮（2000年から）、パキスタン（2004年から）、東ティモール（2005年から）、バングラデシュ（2006年から）、
スリランカ（2007年から）を加えた26か国）と1機関（欧州連合（EU：European	Union））がメンバー国となり、外務当局と防衛当局の双方の代表によ
る各種政府間会合を開催し、地域情勢や安全保障分野について意見交換を行っている。

と基本的価値を共有する国が多い。
コロンビアとの間では、2016年12月、防衛交

流に関する覚書に署名した。
ブラジルとの間では、2020年12月、岸防衛大

臣は、シルヴァ国防大臣と両国間で初となる日ブ
ラジル防衛相会談をオンラインで実施した。その
際、日ブラジル防衛協力・交流に関する覚書に署
名し、今後も防衛協力・交流を強力に推進してい
くことで合意した。

ジャマイカとの間では、2019年12月、ホルネ
ス首相兼国防大臣が来日し、河野防衛大臣と会談
した。

チリとの間では、2021年1月、海幕長がレイバ
海軍司令官とテレビ会談を行い、海軍種間交流を
促進することで一致した。

資料41（最近のその他の諸国との防衛協力・交流の
主要な実績（過去3年間））

3 	多国間における安全保障協力の推進	多国間における安全保障協力の推進

1　	多国間安全保障枠組み・対話に	
おける取組

多国間の枠組みについては、拡大ASEAN国防

相会議（A
ASEAN Defence Ministers’ Meeting

DMMプラス）、ASEAN地域フォーラ
ム15（A

ASEAN Regional Forum
RF）をはじめとした取組が進展しており、

アジア太平洋地域の安全保障分野にかかる議論や
協力・交流の重要な基盤となっている。わが国と

 参照

 参照

日ブラジル防衛協力・交流に関する覚書に署名する	
岸防衛大臣（2020年12月）
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しては、そうした枠組みなどを重視して域内諸国
間の協力・信頼関係の強化に貢献するとともに、
日ASEAN防衛当局次官級会合や東京ディフェン
ス・フォーラムを開催するなど、地域における多
国間の協力強化に寄与している。

資料42（多国間安全保障対話の主要実績（インド太
平洋地域・過去3年間））
資料43（防衛省主催による多国間安全保障対話）
資料44（その他の多国間安全保障対話など）

（1）拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）
のもとでの取組

ASEAN諸国においては、域内における防衛当
局 間 の 閣 僚 会 合 で あ るASEAN国 防 相 会 議

（ADMM）のほか、わが国を含めASEAN域外国
8か国16を加えたADMMプラスが開催されてい
る。

ADMMプラスは、ASEAN域外国を含むイン
ド太平洋地域の国防大臣が出席する、政府主催の
唯一の公式の会議であるため、地域の安全保障・
防衛協力の発展・深化の促進という観点から、極
めて大きな意義があり、防衛省・自衛隊も積極的
に参加・支援している。なお、ADMMプラスは、
閣 僚 会 合 の も と に、① 高 級 事 務 レ ベ ル 会 合

（A
ASEAN Defence Senior Officials’ Meeting

DSOM）プラス、②ADSOMプラスWG、③
専門家会合（E

Experts’ Working Group
WG）が設置されている17。

2020年12月、岸防衛大臣は、オンラインで開
催されたADMMプラス創設10周年式典に出席
し、プラス国を代表してスピーチを行った。ス
ピーチでは、わが国が一貫してASEANの主導的
な役割を尊重し、非伝統的安全保障課題に対する
ASEANの取組を積極的に支援してきたこと、ま
た地域の安全保障上の課題を理性と対話により乗
り越えるべきと提唱し続けてきた旨強調するとと
もに、今後も地域の安全保障協力に貢献していく
決意を表明した。

また、岸防衛大臣は、オンラインで開催された

16	 2010年10月に発足し、ASEAN域外国として、わが国のほか、米国、オーストラリア、韓国、インド、ニュージーランド、中国及びロシアが参加している。
17	 EWGにおいて、わが国は積極的に貢献してきており、2019年には、1月、4月、9月、10月及び12月に対テロEWGに、3月、4月、7月及び10月にHA/

DR	EWGに、2月、5月及び9月に海洋安全保障EWGに、2月、3月及び10月に防衛医学EWGに、3月及び9月にPKO	EWGに、3月、9月及び12月に地
雷処理EWGに、5月及び8月にサイバーEWGに、それぞれ参加した。また2021年には、3月にサイバーEWG、海洋安全保障EWG及び防衛医学EWGに
参加した。

18	 対テロ、HA/DR、海洋安全保障、防衛医学、PKO、地雷処理、サイバーの7つの専門家会合を設置
19	 第1期（2011年から2013年）、第2期（2014年から2016年）、第3期（2017年から2019年）、第4期（2021年から2024年）

第7回ADMMプラスに出席し、法の支配に基づ
く、自由で開かれた国際秩序の形成に全力で取り
組むわが国の決意を表明した。わが国としても
ASEANの枠組みで感染症対策の協力体制の効果
を高める努力が行われていることを評価し、感染
症対策分野の防衛協力を推進していく意向を示す
と と も に、わ が 国 のFOIPと2019年6月 に
ASEANが発表した「インド太平洋に関する
ASEANアウトルック」（A

ASEAN Outlook on the Indo-Pacific
OIP）は多くの本質的

な共通点を有しており、AOIPを全面的に支持す
る旨を述べた。

さらに、南シナ海問題に言及し、わが国は、力
を背景とした一方的な現状変更を試みる動きに強
く反対し、法の支配に基づき南シナ海行動規範

（C
Code of Conduct in the South China Sea

OC）が正当な権利や利益を侵害してはならな
いとの立場を表明するとともに、国際的な安全保
障課題として、北朝鮮の「瀬取り」対策を含め、国
連安保理決議の完全な履行の確保への協力が不可
欠である旨強調した。

加えて、7つの分野18において実践的な協力を
行うEWGでは、第4期19に日ベトナムが共同で
就任するPKO専門家会合の議長として、2021年
4月から本格的に始動させることを紹介し、地域
に貢献する決意を表明した。

なお、ADMMプラスでは、「ADMMプラスの

 参照

ADMMプラス創設10周年式典においてスピーチする	
岸防衛大臣（2020年12月）
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戦略的安全保障ビジョンに関する共同宣言」が採
択された。

図表Ⅲ-3-1-4（拡大ASEAN国防相会議（ADMMプ
ラス）の組織図及び概要）

（2）ASEAN地域フォーラム（ARF）
外交当局を中心に取り組んでいるARFについ

20	 毎年、外相級の閣僚会合のほかに、高級事務レベル会合（SOM：Senior	Officials’	Meeting）及び会期間会合（ISM：Inter-Sessional	Meeting）が開かれ
るほか、信頼醸成措置及び予防外交に関する会期間支援グループ（ISG	on	CBM/PD：Inter-Sessional	Support	Group	on	Confidence	Building	
Measures	and	Preventive	Diplomacy）、ARF安全保障政策会議（ASPC：ARF	Security	Policy	Conference）などが開催されている。また、2002年の
閣僚会合以降、全体会合に先立って、ARF防衛当局者会合（DOD：Defense	Officials’	Dialogue）が開催されている。

ても、近年、災害救援活動、海洋安全保障、平和維
持・平和構築といった非伝統的安全保障分野にお
いて、具体的な取組20 が積極的に進められてお
り、防衛省・自衛隊としても積極的に貢献してい
る。

例えば、海洋安全保障分野においては、2009
年以来、海洋安全保障に関する会期間会合（ISM 

 参照

図表Ⅲ-3-1-4 拡大ASEAN国防相会議(ADMMプラス)の組織図及び概要

拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）とは

ASEAN域外国を含むインド太平洋地域の国防大臣が出席する、唯一の政府主催の公式な会議

※参加国：ASEAN10か国＋8カ国（オーストラリア・中国・インド・日本・NZ・韓国・ロシア・米国）

ADMMプラスのもとには専門家会合（EWG）が設置され、インド太平洋地域の安全保障課題に対し、共同演習等の実践的な取組がな
されているところがADMMプラスのユニークな点である。

7つの分野に設置され、各EWGは1期（3年）をASEAN加盟国1カ国とプラス1カ国が共催する。

※7つの分野　…　①対テロ　②人道支援・災害救援　③海洋安全保障　④防衛医学　⑤PKO　⑥地雷処理　⑦サイバー

各EWGにおいては、それぞれの分野に関する情報共有、ワークショップ、セミナー、共同訓練の開催、勧告や報告書の提出などの実践
的な取組が行われている。

専門家会合（EWG: Experts’ Working Group）とは

拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）
ASEAN Defense Ministers’ Meeting Plus
…　防衛大臣など閣僚級の会議。毎年開催

高級事務レベル会合（ADSOMプラス）
ASEAN Defense Senior Official’s Meeting Plus
…　次官・局長級の会議。毎年開催

高級事務レベル会合ワーキングループ
（ADSOMプラスWG）
ASEAN Defense Senior Officials’ Meeting
…　課長級の会議。毎年開催

専門家会合（EWG）
Experts’ Working Group
をADSOMプラス、
ADSOMプラスWG
のもとに設置
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on M
Inter-Sessional Meeting on Maritime Security

S）が開催21されており、わが国の取りまと
めにより、海洋安全保障分野の能力構築支援に関
する「ベストプラクティス集」を作成した。

また、災害救援分野においては、同年以来、
ARF災害救援実動演習（ARF-D

Disaster Relief Exercise
iREx）が実施さ

れており、防衛省・自衛隊からも、隊員や航空機
などを派遣している。

（3）防衛省・自衛隊が主催している多国間安全保
障対話

ア　日ASEAN防衛担当大臣会合及び「ビエン
チャン・ビジョン2.0」
2013年12月の日ASEAN特別首脳会議におけ

る安倍内閣総理大臣の提案に基づき、2014年11
月、バ ガ ン（ ミ ャ ン マ ー）に お い て、初 の 日
ASEAN防衛担当大臣会合が開催された。HA/
DRや海洋安全保障といった非伝統的安全保障分
野における協力について意見交換を行った本会合
は、50年近くに及ぶ日ASEAN友好・協力の歴史
において、初めてわが国とASEAN諸国の防衛担
当大臣が一堂に会した画期的な機会であり、今後
の防衛協力強化に向けた重要な一歩となった。

2019年11月、河 野 防 衛 大 臣 は、第5回 日
ASEAN防衛担当大臣会合において、わが国独自
のイニシアティブ「ビエンチャン・ビジョン」の
アップデート版である「ビエンチャン・ビジョン
2.0」を発表した。

同ビジョンは、ASEAN全体への防衛協力の方
向性について、透明性をもって、重点分野の全体
像を示したものであり、協力の目的・方向性・手
段といった基本的な骨格は従来のものを踏襲しつ
つ、第一に「心と心の協力」、「きめ細やかで息の
長い協力」、「対等で開かれた協力の日ASEAN防
衛協力」にかかる実施3原則、第二に日本の取組
とASEANの中心性・一体性との関係を明確化す
るものとしての「強靭性」の概念、第三にAOIP
とわが国のFOIPとのシナジーを追求する視点と
いう3点での新機軸を導入している。

そのうえで、岸防衛大臣は、2020年12月にオ

21	 わが国は2011年、インドネシア及びニュージーランドとともに第3回会期間会合を、2017年、フィリピン及び米国とともに第9回会期間会合を東京で共
催した。

22	 ASEAN各国のサイバーセキュリティ要員を対象として、自衛官が講師を務めるセミナーを開催し、サイバー空間で発生するインシデントにより適切に対
応できるようになることをねらいとする。

ンライン形式で開催された第6回会合に出席し、
「ビエンチャン・ビジョン2.0」における新事業と
して、「日ASEAN防衛当局サイバーセキュリティ
能力構築支援事業」22を発表した。ASEAN側の大
臣から歓迎の意が示されるとともに、今後もより
実践的な日ASEAN防衛協力を推進することへの
期待が示された。

HA/DR 分 野 で は、「HA/DR に 関 す る 日
ASEAN招へいプログラム」を2018年から実施
しており、2020年2月には、第3回招へいプログ
ラムとして、ASEAN加盟国及びASEAN事務局
から災害対応を担当する国防当局者を招へいし、
大規模災害時のわが国の対応要領に関するセミ
ナーに加え、机上訓練や防災訓練視察などを実施
した。

また、国際法の分野でも、2018年11月には
ASEAN全加盟国及びASEAN事務局を招へいし、

「インド太平洋における地域協力と法の支配」と
題した日ASEAN国際法シンポジウムを初めて開
催した。

国際航空法や航空安全保障の分野でも、2019
年7月にはASEAN全加盟国の空軍士官及び
ASEAN事務局員を招へいし、シンポジウムや部
隊訪問を通じて、日ASEAN空軍種間での信頼醸
成の促進及びインド太平洋地域における「法の支
配」の貫徹に貢献し、もって地域の安定に寄与す
ることを目指し、プロフェッショナル・エアマン
シップ・プログラムを初めて開催した。

同年6月には、インド太平洋方面派遣訓練に従
事中の護衛艦「いずも」艦上において、日ASEAN
シップライダー乗艦協力プログラムを実施し、
ASEAN全加盟国及び同事務局から10名が参加し
た。同プログラムでは、参加者に対し、ブルネイ・
ムアラ港からフィリピン・スービック港までの5
日間の航海を体験させつつ、海洋国際法や海洋で
のHA/DRなどに関するセミナー、机上演習を行
い、海洋安全保障に関する知識向上に貢献した。

このように、ASEAN全加盟国の参加者と、国
際法の認識共有や海洋安全保障、HA/DRなど
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様々な分野でのセミナーや研修などを通じた能力
向上支援及び相互理解・人的ネットワーク構築の
促進を図り、もってインド太平洋地域の安定に寄
与している。

資料45（ビエンチャン・ビジョン2.0）

イ　日ASEAN防衛当局次官級会合
日ASEAN間の次官級の人脈構築を通じた二国

間・多国間の関係強化を図るため、2009年以降、
防衛省の主催により日ASEAN防衛当局次官級会
合を開催している。

なお、2020年は新型コロナウイルス感染症の
影響に伴い、中止となった。
ウ　東京ディフェンス・フォーラムなど

防衛省は、1996年から地域諸国の防衛政策担
当幹部（国防省局長・将官級）を対象とする「ア
ジア太平洋地域防衛当局者フォーラム（東京ディ
フェンス・フォーラム）」を開催し、各国の防衛政
策や防衛分野での信頼醸成措置への取組について
意見交換を行っている。

なお、2020年及び2021年は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響に伴い、中止となった。

（4）その他
ア　民間機関など主催の国際会議

安全保障分野においては、政府間の国際会議だ
けではなく、政府関係者、学者、ジャーナリスト
などが参加する国際会議も民間機関などの主催に
より開催され、中長期的な安全保障上の課題の共
有や意見交換などが行われている。

主な国際会議としては、I
The International Institute for Strategic Studies

ISS（英国国際戦略研
究所）が主催する「IISSアジア安全保障会議（シャ
ングリラ会合）23」や「IISS地域安全保障サミット

（マナーマ対話）24」、欧米における安全保障会議の
中でも最も権威ある会議の一つである「ミュンヘ
ン安全保障会議25」があり、防衛省から、これらの
会議に、防衛大臣等が積極的に参加し、各国の国
防大臣等との会談や本会合におけるスピーチを行

23	 諸外国の国防大臣クラスを集めて防衛問題や地域の防衛協力についての議論を行うことを目的として開催される多国間会議であり、民間研究機関である英
国の国際戦略研究所の主催により始まった。2002年の第1回から毎年シンガポールで開催され、会場のホテル名からシャングリラ会合（Shangri-La	
Dialogue）と通称される。なお、2020年及び2021年は新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、中止となった。

24	 英国国際戦略研究所（IISS：The	International	 Institute	for	Strategic	Studies）が主催している中東諸国の外務・防衛当局など関係者を中心に安全保障
に関して意見交換を行う国際会議であり、毎年、バーレーンのマナーマで開催されている。

25	 欧米における安全保障会議の中で最も権威ある民間機関主催の国際会議の一つであり、1962年から毎年（例年2月）開催されている。欧州主要国の閣僚を
はじめ、世界各国の首脳や閣僚、国会議員、国際機関主要幹部が例年参加している。

うことで、各国ハイレベルとの信頼醸成・認識共
有や、積極的なメッセージの発信を図っている。

2019年11月、河野防衛大臣は、第15回マナー
マ対話に防衛大臣として初めて出席し、フランス
の軍事大臣や、ヨルダン、バーレーン、イエメン
の閣僚級等との二国間会談を行うとともに、本会
合においてスピーチを行った。スピーチでは、わ
が国は、開かれ安定した海洋秩序が国際社会の安
定と繁栄の基礎であるとの考えのもと、中東の平
和と安定に寄与し続けていること、中東の海洋安
全保障に対する人的貢献や訓練への参加、防衛装
備品協力、人的交流などを通して自衛隊と中東地
域とのつながりがより緊密になってきている旨、
また、航行の自由の原則と海洋における法の支配
が重要である旨を述べ、わが国に関係する船舶の
安全や、中東地域の平和と安定に向けて、情報収
集態勢の強化を図るため、わが国独自の取組とし
て自衛隊アセットの活用について説明を行った。

また、同年12月、河野防衛大臣は、カタール政
府主催の第19回ドーハ・フォーラムに防衛大臣
として初めて出席し、カタール及びマレーシアの
国防大臣や、ヨルダンの統合参謀本部議長との二
国間会談を行うとともに、本会合においてスピー
チを行った。スピーチでは「多国間安全保障協力」
をテーマに北朝鮮の核・ミサイル能力を含む軍事
力の強化に懸念を示しつつ、国際社会において軍
備管理・軍縮及び「法の支配」を貫徹する必要が
あること、「法の支配」に基づき、共同訓練、能力
構築支援、防衛装備・技術協力などの手段を活用
し、各国と共に、FOIPの推進を目指しているこ
と、また、わが国による多国間安全保障協力の一
例として、「ビエンチャン・ビジョン2.0」を紹介
し、引き続き、多国間安全保障協力を推進してい
くことを述べた。

2020年2月に開催された第56回ミュンヘン安
全保障会議には、わが国から、河野防衛大臣と茂
木外務大臣がそれぞれ出席し、河野防衛大臣は、
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会議に際し、ウクライナのザホロドニューク国防
大臣との初めての防衛相会談を行ったほか、カナ
ダ、フランス及びドイツの国防大臣や、EU上級代
表、NATO事務総長との会談を行い、防衛協力・
交流や地域情勢に関する意見交換を行った。
イ　各軍種間における取組

統幕長は、2020年8月、米インド太平洋軍及び
フィジー共和国軍が共催するインド太平洋参謀長
等会議（C

Chiefs of Defense Conference
HOD）にオンライン形式で参加し、わ

が国及び諸外国の防衛政策や情勢認識に関する理
解を促進するとともに、新型コロナウイルス感染
症の影響下における連携の重要性について認識を
共有した。

また、同年11月、豪国防軍、警察及び国境警備
隊共催の太平洋合同安全保障会議（J

Joint Heads of Pacific Security
HoPS）にオ

ンライン参加し、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大や自然災害への対応などについて、太平洋
島嶼国を中心とした約25の国や地域の軍、警察
などのトップと議論した。同会議を通じ、わが国
及び諸外国の海洋安全保障や災害対処などに関し

相互理解の促進を図るとともに、新型コロナウイ
ルス感染症の影響下においても地域の連携が重要
であり、わが国としても積極的に協力していく旨
発信した。

陸幕長は、同年5月、米太平洋陸軍司令官主催
のテレビ会議「インド太平洋ランドパワー会議」
に参加した。同会議には、北東及び東南アジア並
びにオセアニアの計23か国から陸軍トップ級が
参加し、FOIP実現のため、価値観を共有する各
国が引き続き連携していくこと、また新型コロナ
ウイルス感染症の拡大に伴う対応に関する教訓を
共有していく必要性を確認した。

海幕長は、同年9月及び12月、米海軍太平洋艦
隊司令官が主催する多国間テレビ会議に参加し
た。同会議にはインド太平洋地域諸国十数か国の
海軍種参謀長級が参加し、新型コロナウイルス感
染症の環境下においても訓練を実施できる海軍種
の強みを活かして、今後も防衛協力・交流を継続
していくことで一致した。

空幕長は、同年4月、米太平洋空軍司令官が主
催する多国間テレビ会議に参加した。同会議には
インド太平洋地域の空軍参謀長などが参加し、新
型コロナウイルス感染症への対応について教訓を
共有するとともに、引き続き空軍種間で連携して
いくことで合意した。また、2021年2月には、イン
ド空軍主催の空軍参謀長等会議にオンライン形式
で参加し、「インド太平洋におけるエア・パワーの
重要性」をテーマにしたスピーチを通じて、同地域
における協力・連携の重要性について発信した。

インド太平洋ランドパワー会議にオンライン参加する	
湯浅陸幕長（2020年5月）

米海軍太平洋艦隊司令官主催多国間テレビ会議にオンライン参加する	
山村海幕長（2020年12月）

インド空軍主催空軍参謀長等会議にオンライン参加する	
井筒空幕長（2021年2月）
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2　	実践的な多国間安全保障協力の	
推進

（1）パシフィック・パートナーシップ
2007年から行われているパシフィック・パー

トナーシップ（P
Pacific Partnership

P）は、米海軍を主体とする艦艇
が域内各国を訪問して、医療活動、施設補修活動、
文化交流などを行い、各国政府、軍、国際機関及
びNGOとの協力を通じ、参加国の連携強化や国
際平和協力活動の円滑化などを図る活動である。
わが国は、同年以降、自衛隊の医療要員や部隊な
どを派遣している。

（2）多国間共同訓練
ア　インド太平洋地域での多国間共同訓練の意義

防衛省・自衛隊は、インド太平洋地域において、
従来から行われていた戦闘を想定した訓練に加
え、HA/DR、非戦闘員退避活動（N

Non-combatant Evacuation Operation
EO）などの

非伝統的安全保障分野を取り入れた多国間共同訓
練に積極的に参加している。こうした訓練への参
加は、自衛隊の各種技量の向上に加え、関係国間
との協力の基盤を作るうえで重要であり、今後と
も積極的に取り組んでいくこととしている。

イ　多国間共同訓練への取組
近年、防衛分野における多国間関係は「信頼醸

成」の段階から「具体的・実践的な協力関係の構
築」の段階へと移行しており、これを実効的なも
のとするための重要な取組として、様々な多国間
共同訓練・演習が活発に行われている。

自衛隊は、2005年から米タイ共催の多国間共
同訓練「コブラ・ゴールド」に継続的に参加して
おり、2020年に参加した「コブラ・ゴールド20」
では、在外邦人等の保護措置に関する訓練を実施
し、統合運用能力の向上を図った。

海自は、同年8月、ハワイ諸島周辺海空域にお
いて米海軍が主催する環太平洋合同演習「リム
パック2020」に、2021年1月には、グアム島周
辺海空域において、米海軍主催の固定翼哨戒機多
国間共同訓練「シードラゴン2021」に参加した
ほか、同年2月には、アラビア海北部海空域にお
いて、パキスタン海軍主催多国間共同訓練「アマ
ン21」に参加した。また、同年4月には、ベンガ
ル湾において、日仏米豪印共同訓練「ラ・ペルー
ズ21」に参加した。

空自は、同年1月から2月にかけて、日米豪共
同訓練等「コープ・ノース21」に参加した。

資料46（多国間共同訓練の参加など（過去3年間）） 参照

米海軍主催多国間共同訓練「リムパック2020」において	
ミサイル射撃訓練を行う護衛艦「あしがら」（2020年8月）

固定翼哨戒機多国間共同訓練「シードラゴン2021」に参加する	
海自隊員（2021年1月）

動画：令和2年度米国派遣訓練
URL：https://www.youtube.com/watch?v=bVEvB3bIDAo
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4 	能力構築支援への積極的かつ戦略的な取組	能力構築支援への積極的かつ戦略的な取組

1　能力構築支援の意義

現在の安全保障環境は、一国で自国の平和と安
定を維持することはできず、国際社会が一致して
国際的な課題解決に取り組むことが不可欠となっ
ている。東南アジア諸国をはじめとする各国防衛
当局から、防衛省に対し、自国の能力構築への支
援要請や協力への期待が寄せられており、防衛
省・自衛隊は、2012年に安全保障・防衛関連分
野における能力構築支援（キャパシティ・ビル
ディング）を開始した。

能力構築支援は、①インド太平洋地域の各国な
どに対して、その能力向上に向けた自律的・主体
的な取組が着実に進展するよう協力することによ
り、相手国軍隊などが国際の平和及び地域の安定
のための役割を適切に果たすことを促進し、わが
国にとって望ましい安全保障環境を創出するもの
である。また、これらの活動により、②支援対象
国との二国間関係の強化が図られる、③米国や
オーストラリアなどの他の支援国との関係強化に
つながる、④地域の平和と安定に積極的・主体的
に取り組むわが国の姿勢が内外に認識されること
により、防衛省・自衛隊を含むわが国全体への信
頼が向上する、といった意義がある。

この際、自衛隊がこれまで蓄積してきた知見を
有効に活用するとともに、外交政策との調整を十
分に図り、多様な手段を組み合わせて最大の効果
が得られるよう効率的に取り組むこととしている。

2　具体的な事業

防衛省・自衛隊による能力構築支援事業は、こ
れまでインド太平洋地域を中心に、15か国・1機
関に対し、HA/DR、PKO、海洋安全保障などの
分野で行ってきている。

防衛省・自衛隊による能力構築支援事業は、「派

遣」もしくは「招へい」又はこれらを組み合わせ
た手段により、一定の期間をかけて支援対象国の
具体的・着実な能力の向上を図っている。

派遣は、専門的な知見を有する自衛官などを支
援対象国に派遣し、セミナーや講義・実習、技術
指導などにより、対象国の軍隊及びその関連組織
の能力向上を目指すものである。また、招へいは、
支援対象国の実務者などを防衛省・自衛隊の部
隊・機関等に招待し、セミナーや講義・実習、教
育訓練の研修などを通じてその能力向上を図ると
ともに、防衛省・自衛隊が現に行う人材育成の取
組などについて知見を共有するものである。

また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、2021年からはオンラインによる講義・実習も
能力構築支援の新たな手段として取り入れている。

能力構築支援事業の一環として2020年1月か
ら2021年3月までの間に実施した派遣は、4か
国7件、延べ33名であり、招へいは、3か国1機
関4件、延べ57名であった。また、オンラインに
よる講義・実習は、2か国2件、延べ11名に対し
て実施した。

具体的には、能力構築支援事業の派遣として、
東ティモールにおける車両整備管理などに関する
教育指導、ベトナムにおけるインシデント対処能

パプアニューギニア陸軍に対しオンライン教育を行う陸自隊員	
（2021年3月）

動画：PNGに対する能力構築支援（軍楽隊育成）
URL：https://youtu.be/VII_SO3YPOw
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力の向上を目的としたサイバーセキュリティセミ
ナーや航空救難セミナー、スリランカ空軍に対す
る航空救難セミナーなどを実施した。また、ミャ
ンマーに対しては、同空軍の気象部隊設立のため
の航空気象に関する実技教育や潜水医学セミナー
を実施するとともに、同国軍医官を招へいして潜
水艦救難艦「ちよだ」研修などを行い、潜水医学
分野について活発に意見交換した。

また、招へいとして、インドネシアに対する
HA/DR研修、ラオスに対する道路復旧などの工
事管理、重機操作要領といった施設分野に関する
教育指導などを実施した。

このほか、カンボジアに対する、国連PKOに

資する施設分野の支援として、道路測量教官育成
のため、初のオンライン教育を実施するととも
に、パプアニューギニアに対しても、2015年か
ら軍楽隊の育成支援を継続しているところ、新た
な分野の支援として、HA/DRに資する工兵部隊
の施設機械整備教育をオンラインで実施した。

さらに、アフリカにおける能力構築支援とし
て、2016年以降、ジブチ軍に対し、油圧ショベル
やグレーダ、ドーザといった施設器材の操作教育
をはじめとする災害対処能力強化支援事業を実施
するなど、同国との関係強化を図っている。

図 表 Ⅲ-3-1-5（ 能 力 構 築 支 援 の 最 近 の 取 組 状 況
（2020.1～2021.3））

 参照

図表Ⅲ-3-1-5 能力構築支援の最近の取組状況（2020.1～2021.3）

パプアニューギニア

カンボジア

東ティモール

スリランカ

ミャンマー ベトナム
ラオス

インドネシア

能力構築支援とは

ミャンマー

ASEANラオス

スリランカ

カンボジア

インドネシア 東ティモール パプアニューギニア

ベトナム

人道支援・災害救援

PKO（施設）
（オンライン）

潜水医学、日本語教育環境整備、
航空気象

人道支援・災害救援（施設） 航空救難 サイバーセキュリティ

人道支援・災害救援
（施設機械整備）
（オンライン）

車両整備人道支援・災害救援航空救難

※　　　 はそれぞれ米国・オーストラリアと連携した支援を指す。
※ 赤字は写真の支援分野を表す。

能力構築支援事業を実施している国・支援分野（2020.1 ～ 2021.3）

能力構築支援 … 「派遣」や「招へい」などの事業を実施することで、支援対象国の能力を一定の期間をかけて具体的に・着実に向上させる
ことを目的とした事業

「派遣」 … 専門的な知見を有する自衛官等を支援対象国に派遣し、セミナーや実習・講義、技術指導等により、対象国の軍隊及びそ
の関連知識の能力向上を目指す。

「招へい」 … 支援対象国の実務者などを防衛省・自衛隊の部隊・機関等に招待し、セミナーや実習・講義、教育訓練等の研修などを通じ
て、対象国の実務者などの能力向上を図るとともに、防衛省・自衛隊が現に行う人材育成の取組などについて知見を共有
する。

※ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、2021年からはオンラインによる講義・実習も能力構築支援の新たな手段として取り入れている。
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3　関係各国との連携

地域の安全保障環境の安定化を図るうえで、他
の支援国との協力が必要不可欠であり、特に日
米・日豪間ではそれぞれ能力構築支援が重要な取
組の一つとなっている。

まず、日米間においては、2015年4月の日米
「2＋2」の共同発表において、地域の平和・安
定・繁栄のため、能力構築支援を含めた両国の協
力の継続的かつ緊密な連携強化を明記するなど、
日米が連携して東南アジア諸国との防衛協力を推
進していくことで一致している。

また、日豪間においては、2013年以降、計5回、
豪国防省職員5名を防衛省で受け入れ、これに対

し、2015年以降、計4回、防衛省職員4名を豪国
防省に派遣している。

2017年11月には、初めての「日豪能力構築支
援ワーキンググループ」が開催された。

なお、日米豪3か国間においても、具体的協力
として、東ティモールにおける豪軍主催の能力構
築支援事業「ハリィ・ハムトゥック」に2015年
10月以降、計5回、自衛隊と米軍がともに参加し、
東ティモール軍工兵部隊に対し施設分野の技術指
導を実施した。

このように、能力構築支援を実施している関係
各国との緊密な連携を図り、相互に補完しつつ、
効果的・効率的に支援を実施していくことが重要
である。
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海洋安全保障の確保第2節
防衛大綱は、海洋国家であるわが国にとって、

法の支配、航行の自由などの基本的ルールに基づ
く「開かれ安定した海洋」の秩序を強化し、海上交
通及び航空交通の安全を確保することは、平和と
繁栄の基礎であり、極めて重要であるとしている。

この観点から、防衛省・自衛隊はインド、スリラ
ンカなどの南アジア諸国、東南アジア諸国といっ

たインド太平洋地域の沿岸国自身の海洋安全保障
に関する能力向上に資する支援を推進している。

また、共同訓練・演習や部隊間交流、これらに
合わせた積極的な寄港などを推進するとともに、
関係国と協力した海賊への対応や海洋状況把握

（M
Maritime Domain Awareness

DA）の能力強化にかかる協力などの取組を推
進している。

1 	海洋安全保障の確保に向けた取組	海洋安全保障の確保に向けた取組
（1）政府としての基本的考え方

国家安全保障戦略において、わが国は海洋国家
として、法の支配、航行・飛行の自由や安全の確
保、国際法にのっとった紛争の平和的解決を含む
法の支配といった基本的ルールに基づく秩序に支
えられた「開かれ安定した海洋」の維持・発展に
向け主導的な役割を発揮することとしている。

また、2018年5月、第3期海洋基本計画が閣議
決定された。本計画においては、海洋の安全保障
の観点から海洋政策を幅広く捉え、「総合的な海
洋の安全保障」として政府一体となって取り組む
ことを明記している。

これに向け政府は、わが国の領海などにおける
国益の確保、わが国の重要なシーレーンの安定的
利用の確保などに取り組むこととしている。

また、海洋に関する施策に活用するため、海洋
関連の多様な情報を艦艇、航空機などから収集、
集約・活用するMDAの強化に向けた取組を一層
強化することとしている。

なお、中国とASEANが策定に向け協議を続け
ている南シナ海行動規範（C

Code of Conduct in the South China Sea
OC）に対し、わが国

としては、COCは、国連海洋法条約をはじめと
する国際法に合致すべきであり、南シナ海を利用
するステークホルダーの正当な権利や利益を害し
てはならないとの立場を表明している。

（2）防衛省・自衛隊の取組
防衛省・自衛隊は、シーレーンの安定的利用を

確保するための海賊対処行動、中東地域における
日本関係船舶の安全確保に必要な情報収集活動な
どを行っている。また、法の支配や航行の自由の
重要性について、防衛省・自衛隊としても機会を
捉えて国際社会に呼びかけており、例えば、2020
年12月のADMMプラスにおいては、岸防衛大臣
は、力を背景とした一方的な現状変更の試みや既
成事実化に強く反対し、国連海洋法条約を含む国
際法に則った紛争の平和的解決を強く要請する旨
を述べた。

また、海自は、これまで、西太平洋海軍シンポ
ジウム（W

Western Pacific Naval Symposium
PNS）の枠組みのもとで「洋上で不慮

の遭遇をした場合の行動基準」（C
Code for Unplanned Encounters at Sea

UES）を策定す
るなどの取組も行っている。

2 	海賊対処への取組	海賊対処への取組

1　海賊対処の意義

海賊行為は、海上における公共の安全と秩序の
維持に対する重大な脅威である。特に、海洋国家
として国家の生存と繁栄の基盤である資源や食料

の多くを海上輸送に依存しているわが国にとって
は、看過できない問題である。わが国は、海賊行
為に対しては、第一義的には警察機関である海上
保安庁が対処し、海上保安庁では対処できない又
は著しく困難と認められる場合には、自衛隊が対
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処することになる。
ソマリア沖・アデン湾は、わが国及び国際社会

にとって、欧州や中東から東アジアを結ぶ極めて重
要な海上交通路に当たる。人質の抑留による身代
金の獲得などを目的とした機関銃やロケット・ラ
ンチャーなどで武装した海賊事案が多発・急増し
たことを受けて採択された2008年6月の国連安保
理決議第1816号をはじめとする決議1により、各国
は同海域における海賊行為を抑止するための行動、
特に軍艦及び軍用機の派遣を要請されている。

これまでに、米国など約30か国がソマリア沖・
アデン湾に軍艦などを派遣している。海賊対処の
ための取組としては、2009年1月に第151連合
任務部隊（C

Combined Task Force
TF1512）が設置されたほか、EUは

2008年12月から「アタランタ作戦」を実施して
おり、また、これらに属さない各国独自の活動も
行われている。

こうした国際社会の取組が功を奏し、ソマリア
沖・アデン湾における海賊事案の発生件数は、現
在低い水準で推移しているものの、海賊を生み出

1 ほかに、国連安保理が海賊抑止のための協力を呼びかけている決議としては、決議第1838号、1846号及び1851号（以上2008年採択）、決議第1897号
（2009年採択）、決議第1918号及び1950号（以上2010年採択）、決議第1976号及び2020号（以上2011年採択）、決議第2077号（2012年採択）、決
議第2125号（2013年採択）、決議第2184号（2014年採択）、決議第2246号（2015年採択）、決議第2316号（2016年採択）、決議第2383号（2017年
採択）、決議第2442号（2018年採択）、決議第2500号（2019年採択）並びに決議第2554号（2020年採択）がある。

2 バーレーンに司令部を置く連合海上部隊（CMF：Combined Maritime Forces）が、海賊対処のための多国籍の連合任務部隊として、2009年1月に設置
を発表した。

3 2016年12月以降、1隻に変更
4 正式名称：「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律」

す根本的な原因とされているソマリア国内のテロ
や貧困などはいまだ解決されていない。また、ソ
マリア自身の海賊取締能力もいまだ不十分である
現状を踏まえれば、国際社会がこれまでの取組を
弱めた場合、状況は容易に逆転するおそれがある。
このように、わが国が海賊対処を行っていかなけ
ればならない状況に大きな変化はない。

Ⅱ部5章3項3（海賊対処行動）p.198
図表Ⅲ-3-2-1（ソマリア沖・アデン湾における海賊
等事案の発生状況）

2　わが国の取組

（1）海賊対処行動のための法整備
2009年3月、ソマリア沖・アデン湾において

わが国関係船舶を海賊行為から防護するため、海
上警備行動が発令されたことを受け、護衛艦2隻3

がわが国関係船舶の直接護衛を開始し、P-3C哨
戒機も同年6月より警戒監視などを開始した。

その後、海賊対処法4が同年7月から施行された
ことにより、船籍を問わず、全ての国の船舶を海賊

 参照

アデン湾における海賊対処行動に従事する護衛艦「おおなみ」（2020年6月）

図表Ⅲ-3-2-1 ソマリア沖・アデン湾における 
海賊等事案の発生状況
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（注）　資料は、国際商業会議所（ICC）国際海事局（IMB）のレポートによる。
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動画：第35次派遣海賊対処行動水上部隊活動記録
URL：https://youtube.com/watch?v=0OrAq4mBeG0&feature=share
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行為から防護することが可能となった。また、民間
船舶に接近するなどの海賊行為を行っている船舶の
進行を停止するために他の手段がない場合、合理的
に必要な限度において武器の使用が可能となった。

さらに、2013年11月、「海賊多発地域における日
本船舶の警備に関する特別措置法」の施行により、
一定の要件を満たした場合に限り、警備員が日本船
舶に乗船し、小銃を所持した警備が可能となった。

資料10（自衛隊の主な行動の要件（国会承認含む）と
武器使用権限等について）

（2）自衛隊の活動
ア　派遣海賊対処行動水上部隊などの部隊派遣

派遣海賊対処行動水上部隊、派遣海賊対処行動
航空隊及び派遣海賊対処行動支援隊を派遣し、現
地における活動を実施している。

派遣海賊対処行動水上部隊は、護衛艦（1隻派
遣）により、アデン湾を往復しながら民間船舶を
直接護衛するエスコート方式と、状況に応じて割
り当てられたアデン湾内の特定の区域で警戒にあ
たるゾーンディフェンス方式により、航行する船
舶の安全確保に努めている。護衛艦には海上保安
官も同乗5している。

派遣海賊対処行動航空隊は、P-3C哨戒機（2機
派遣）により海賊行為への対処を行っている。
CTF151司令部との調整により決定した飛行区
域において警戒監視を行い、不審な船舶の確認と
同時に、海自護衛艦、他国艦艇及び民間船舶に情
報を提供し、求めがあればただちに周囲の安全を
確認するなどの対応をとっている。収集した情報
は、常時、関係機関などと共有され、海賊行為の
抑止や、海賊船と疑われる船舶の武装解除といっ
た成果に大きく寄与している。

派遣海賊対処行動支援隊は、派遣海賊対処行動
航空隊を効率的かつ効果的に運用するために、ジ
ブチ国際空港北西地区に整備された活動拠点にお
いて、警備や拠点の維持管理などを実施している。

また、派遣海賊対処行動航空隊及び派遣海賊対
処行動支援隊に必要な物資などの航空輸送を実施
するため、必要に応じ空輸隊などを編成し、空自

5 海自護衛艦に海上保安官8名が同乗し、必要に応じて海賊の逮捕、取調べなどの司法警察活動を行っている。

輸送機を運航している。
なお、2020年11月、海外でのP-3C哨戒機の

故障時に自衛隊による自己完結的な対応を安定的
に実施するため、空輸隊などの人員数を約130名
に増員するとともに、ジブチ活動拠点の改修など
のため、派遣海賊対処行動支援隊の人員数を約
120名に増員した。
イ　第151連合任務部隊（CTF151）司令部派遣隊

海賊対処を行う各国部隊との連携強化及び自衛
隊の海賊対処行動の実効性向上を図るため、2014
年8月以降、CTF151司令部に司令部要員を派遣
している。また、2015年5月から8月までの間に
は、自衛隊から初めてCTF151司令官を派遣し、
その後、2017年3月から6月、2018年3月から6
月及び2020年2月から6月までの間もそれぞれ
CTF151司令官及び司令部要員を派遣した。
ウ　活動実績

水上部隊が護衛した船舶は、2021年3月31日
現在で4,049隻であり、自衛隊による護衛のもと
で、1隻も海賊の被害を受けることなく、安全に
アデン湾を通過している。

また、航空隊は、同日現在で飛行回数2,707回、
延べ飛行時間約19,930時間、船舶や海賊対処に
取り組む諸外国への情報提供15,266回の活動を
行っている。アデン湾における各国の警戒監視活
動の約7から8割を航空隊が担っている。

図表Ⅲ-3-2-2（自衛隊による海賊対処のための活動
（イメージ））
図表Ⅲ-3-2-3（派遣部隊の編成）

 参照

 参照

バーレーンにおいて諸外国軍人と海賊対処行動に従事する 
CTF151司令官と同司令部要員（2020年6月）
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図表Ⅲ-3-2-2 自衛隊による海賊対処のための活動（イメージ）

0 50 100 200km

（※）2016年12月14日以降1隻態勢。

Potions Copyright©2016 GeoCatalog Inc.
Source：Esri, DigitalGlobe, Earthstar Geographics, CNES/Airbus DS, USDA, USGS, GeoEye, Getmapping, AeroGRID, IGP, UPR-EGP, and the GIS Community

護衛航路
（900 ～ 1,100km）

■　水上部隊（約200名／護衛艦1隻）海上保安官8名同乗

■　航空隊（約60名／ P－3C哨戒機2機）
■　支援隊（約120名）

自国枠組み

CTF151

CTF151

ジブチ

イエメン

ソマリア

【警戒監視飛行（P－3C哨戒機）】
護衛航路等の上空から情報提供などを実施

【ゾーンディフェンス】（※）
特定の海域内での警戒監視活動

【エスコート】（※）
直接護衛による民間船舶の護衛

又
は

艦　　艇 哨　戒　機

（日本）
CTF151

（独、西）
EUNAVFOR

（日・中・印など）
自国枠組み

（注）参加国間のローテーションなどの関係で、派遣国は時期により異なる。

ゾーンディフェンスエスコート

（西・伊など）
EUNAVFOR

（日・韓・パなど）
CTF151

派遣海賊対処行動部隊 各国の活動状況
海賊対処行動の概要

図表Ⅲ-3-2-3 派遣部隊の編成

自衛艦隊司令官

派遣海賊対処行動
水上部隊指揮官

海上保安官（8名同乗）

合計　約200名

陸上自衛官
海上自衛官

海上自衛官及び陸上自衛官

護衛艦×1隻

○特別警備隊隊員が乗艦
○哨戒ヘリ×1～ 2機及び
　特別機動船×1～ 2隻を搭載

派遣海賊対処行動
航空隊司令

合計　約60名

合計　20名以内司令部

【派遣海賊対処行動水上部隊】
護衛艦による民間船舶の護衛及び第151連合任務部隊（CTF151）の枠組み中で
ゾーンディフェンスを実施

【派遣海賊対処行動航空隊】
P-3C哨戒機2機によるアデン湾の警戒監視飛行を実施

【派遣海賊対処行動支援隊】
派遣海賊対処行動航空隊などが海賊対処行動を行うために必要な支援にかかる業
務を実施

【第151連合任務部隊司令部派遣隊】
CTF151司令官・司令部要員を務める自衛官がCTF151に参加する各国部隊など
との連絡調整を実施
＊この他、航空支援集団司令官隷下に、C-130H輸送機などからなる空輸隊を編成し、所要に
応じ、物資などの航空輸送を実施

派遣海賊対処行動
支援隊司令

第151連合任務部隊
司令部派遣隊

合計　約120名（海約30名、陸約80名）

司令部

業務隊 警衛隊 警務隊飛行隊
P-3C×2機 整備補給隊

※四捨五入によるため、合計は符号しない。
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3　わが国の取組への評価

自衛隊による海賊対処行動は、各国首脳などか
ら感謝の意が表されるほか、累次の国連安保理決
議でも歓迎されるなど、国際社会から高く評価さ
れている。また、ソマリア沖・アデン湾における
海賊対処に従事する現場の海自護衛艦に対し、護

衛を受けた船舶の船長や船主の方々から、安心し
てアデン湾を航行できた旨の感謝や、引き続き護
衛をお願いしたい旨のメッセージが多数寄せられ
ている。加えて、一般社団法人日本船主協会など
からも日本関連船舶の護衛に対する感謝の意とと
もに、引き続き海賊対処に万全を期して欲しい
旨、継続的に要請を受けている。

3 	訓練などを通じた取組	訓練などを通じた取組
海自は、インド太平洋沿岸国との共同訓練など

を通じ戦術技量の向上を図るとともに、インド太
平洋地域の平和と安定への寄与、相互理解の増進
及び信頼関係の強化に取り組んでいる。

2020年9月から10月にかけて実施したインド
太平洋方面派遣訓練では、護衛艦「かが」をはじ

めとする派遣部隊が、日米、日印、日豪など、合計
5回の二国間の共同訓練や親善訓練を実施したほ
か、海賊対処行動や派遣情報収集活動などの進
出・帰投に合わせ、積極的に共同訓練、親善訓練
や寄港を行った。

また、派遣海賊対処行動水上部隊は、海賊対処

海洋安全保障について～初の自衛官出身大使の声～

ジブチ共和国駐
ちゅう

箚
さつ

特命全権大使 
大
おお

塚
つか

　海
うみ

夫
お

　氏
ジブチは、国土、人口、資源、GDPのいずれから

見ても決して大国ではありませんが、アフリカと
アラブ世界の接合部に位置するバブ・エル・マン
デブ海峡を扼する戦略的要衝にあり、その巧みな
外交力と相まって、「自由で開かれたインド太平洋」
の友邦として極めて重要な国です。治安が良く、経
済成長もアフリカ随一の力強さを持ち安定してい
るため、多くの国が軍事拠点を置き、その結果とし
て更に自国の安定度が高く
なっています。

日本からの経済協力は、独
立後の間もない時期に始ま
り、治安、教育、インフラ、
保健衛生など幅広い分野で
草の根レベルに浸透し、ジブ
チ国民の高い親日感情の醸
成に寄与してきました。

今年で自衛隊活動拠点開
設から10年を迎えます。こ
の間、自衛隊の海賊対処行動
は世界の海上交通の安全確

保に貢献してきました。大国エチオピアの外港と
しての機能を果たすジブチにとって、海上交通の
安全は国益に直結しています。海賊対処行動はジ
ブチの安全保障にも寄与しているとの声もあり、
ジブチの地に足をつけて活動する自衛隊員は、両
国の架け橋となってきました。

日本を代表する立場にある特命全権大使として、
防衛と外交が「和」ンチームとなり、拠点開設10
周年を機に二国間関係の更なる発展に寄与できる
よう努力してまいる所存です。

VOICE

和食による文化外交の最前線を担う 
公邸料理人山下元2等海佐と 

アクリル板を装着した食卓前にて（筆者：右）

ジブチ大統領に信任状を捧呈する筆者（手前右） 
【ジブチ大統領府】
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能力及び海賊対処にかかる連携の強化を目的に、
ソマリア沖・アデン湾などにおいて、EUなど6と
の間で共同訓練を実施している。

こうした共同訓練や寄港を通じたインド太平洋

6 派遣海賊対処行動水上部隊は、2020年6月及び2021年2月にEU海上部隊（スペイン海軍）と、2020年7月にはEU海上部隊（スペイン海軍）及び韓国海
軍と、同年8月には英海軍と、同年10月にはEU海上部隊（スペイン海軍・空軍及びドイツ海軍）と、同年10月、2021年2月及び3月にはパキスタン海軍と、
それぞれ海賊対処共同訓練を実施

地域沿岸国との連携の強化は、海洋安全保障の維
持に寄与するものであり、大きな意義がある。

資料46（多国間共同訓練の参加など（過去3年間））
図表Ⅲ-3-2-4（自衛隊による寄港・寄航実績（2020.4
～2021.3））

4 	海洋安全保障にかかる協力	海洋安全保障にかかる協力
防衛省・自衛隊は、インドネシア、ベトナム、

フィリピン、タイ、ミャンマー、マレーシア、ブル
ネイ及びスリランカに対し、海洋安全保障に関す
る能力構築支援の取組を行った実績がある。これ
により、沿岸国などのMDA能力などの向上を支
援するとともに、わが国と戦略的利害を共有する
パートナーとの協力関係を強化している。

また、2018年5月に閣議決定された海洋基本
計画では、法とルールが支配する海洋秩序に支え

られた「自由で開かれた海洋」の維持・発展に向
け、防衛当局間においては、二国間・多国間の
様々なレベルの安全保障対話・防衛交流を活用し
て各国との海洋の安全保障に関する協力を強化す
ることとされている。これを受け防衛省は、
ADMMプラスや海洋安全保障分野におけるARF
会期間会合（I

Inter-Sessional Meeting on Maritime Security
SM-MS）といった地域の安全保障

対話の枠組みにおいて、海洋安全保障のための協
力に取り組んでいる。

 参照

図表Ⅲ-3-2-4 自衛隊による寄港・寄航実績（2020.4～2021.3）
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宇宙領域及びサイバー領域の利用にかかる協力第3節
国際社会においては、一国のみでの対応が困難

な安全保障上の課題が広範化・多様化しており、
宇宙・サイバーといった新たな領域の利用の急速
な拡大は、これまでの国家の安全保障のあり方を
根本から変えるため、国際的なルールや規範作り
が安全保障上の課題となっている。防衛省・自衛

隊は、関係国と情報共有、協議、演習、能力構築支
援などを通じて連携・協力を強化することによ
り、宇宙領域及びサイバー領域における優位性を
早期に獲得するとともに、国際的な規範の形成に
かかる取組を推進することとしている。

1章3節（宇宙・サイバー・電磁波の領域での対応）
p.238

1 	宇宙領域の利用にかかる協力	宇宙領域の利用にかかる協力
宇宙領域の利用については、関係国との協議や

情報共有、多国間演習への積極的な参加などを通
じ、宇宙状況監視（S

Space Situational Awareness
SA）や宇宙システム全体の

機能保証などを含めた様々な分野での連携・協力
を推進している。

防衛省・自衛隊はこれまで、米軍が主催する宇
宙状況監視多国間机上演習「グローバル・センチ
ネル」及び宇宙安全保障に関する多国間机上演習

「シュリーバー演習」に参加し、多国間における宇
宙空間の脅威認識の共有、SSAにかかる協力や宇
宙システムの機能保証にかかる知見の蓄積に努め
ている。

このほか、わが国と米国は、2020年12月、わ
が国の準天頂衛星システムに米国製ペイロード2
基を搭載する覚書を締結した。

米国以外との協力についても防衛省・自衛隊と
して取り組んでおり、オーストラリアと安全保障
分野における日豪宇宙協議及び日米豪宇宙協議を

開催し、宇宙政策にかかる意見交換を実施してい
る。また、フランスとは2015年3月、日仏「2＋
2」において、宇宙分野での両国政府間対話を強
化することについて一致したことを受け日仏包括
的宇宙対話の立ち上げを決定し、2017年3月の
第2回日仏包括的宇宙対話では日仏間のSSA協
力を強化するため、「日本国の権限のある当局と
フランス共和国国防大臣との間の宇宙状況把握に
かかる情報共有に関する技術取決め」に署名し、
具体的な協力を促進することで一致した。

EUとは2014年5月、日EU定期首脳協議にお
いて、日EU宇宙政策対話の立ち上げを決定し、
これまで4回の協議をしている。また、インドと
は2018年10月の日印首脳会談において、政府間
での宇宙対話を立ち上げることを決定し、2019
年3月に実施された第1回日印宇宙対話に防衛省
からも参加した。

2章2節（日米同盟の抑止力及び対処力の強化）p.274
1節2項（各国との防衛協力・交流の推進）p.312

2 	サイバー領域の利用にかかる協力	サイバー領域の利用にかかる協力
サイバー領域の利用については、脅威認識の共

有、サイバー攻撃対処に関する意見交換、多国間
演習への参加などにより、関係国との連携・協力
を強化することとしている。

防衛省は、オーストラリア、英国、ドイツ、エス
トニアなどとの間で、防衛当局間によるサイバー
協議を設け、脅威認識やそれぞれの取組に関する

意見交換を行っている。また、NATOとの間で
は、防衛当局間のサイバー協議である「日NATO
サイバー防衛スタッフトークス」を実施するとと
もに、2019年12月には、これまでオブザーバー
として参加していたNATO主催のサイバー防衛
演習「サイバー・コアリション2019」に初めて
正式に参加するなど、運用面での協力も見据えた

 参照

 参照
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取組を行っている。
さらに、エストニアに設置されているNATO

サイバー防衛協力センター（C
Cooperative Cyber Defence Centre of Excellence

CDCOE）が主催
する「サイバー紛争に関する国際会議」（C

International Conference on Cyber Conflict
yCon）

への参加のほか、同年3月より、防衛省から同セ
ンターに職員を派遣し、NATOとのサイバー分
野での協力関係を発展させている。また、これま
でオブザーバー参加していたCCDCOE主催の
サイバー防衛演習「ロックド・シールズ2021」
に、2021年4月にわが国として初めて正式に参
加した。

このほか、シンガポール、ベトナム、インドネシ
アの防衛当局との間で、ITフォーラムを実施し、
サイバーセキュリティを含む情報通信分野の取組
及び技術動向に関する意見交換を行っている。ま
た、能力構築支援として、2017年12月、2019年
3月及び同年8月並びに2020年1月に、ベトナム
軍に対するサイバーセキュリティ分野の人材育成
セミナーを実施するなど、協力の拡大を図ってい
る。

1節2項（各国との防衛協力・交流の推進）p.312
1節4項（能力構築支援への積極的かつ戦略的な取組）
p.348
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軍備管理・軍縮及び不拡散への取組第4節

1	 包括的核実験禁止条約（CTBT）の発効後の現地査察（OSI）の実施に備え、CTBT機関に登録される関連分野の専門家であり、CTBTの発効後には、現地査
察を実施する査察員となることも期待される。

大量破壊兵器及びその運搬手段となり得るミサ
イルなどの拡散や武器及び軍事転用可能な貨物・
機微技術の拡散については、国際社会の平和と安
定に対する差し迫った課題である。また、特定の
通常兵器の規制についても、人道上の観点と防衛
上の必要性とのバランスを考慮しつつ、各国が取

り組んでいる。
これらの課題に対しては軍備管理・軍縮・不拡

散にかかわる国際的な体制が整備されており、わ
が国も積極的な役割を果たしている。

図表Ⅲ-3-4-1（通常兵器、大量破壊兵器、ミサイル及
び関連物資などの軍備管理・軍縮・不拡散体制）

1 	軍備管理・軍縮・不拡散関連条約などへの取組	軍備管理・軍縮・不拡散関連条約などへの取組
わが国は、核兵器、化学兵器及び生物兵器と

いった大量破壊兵器や、その運搬手段となり得る
ミサイル、関連技術・物資などに関する軍備管
理・軍縮・不拡散のための国際的な取組に積極的
に参画している。

化学兵器禁止条約（C
Chemical Weapons Convention

WC）については、条約
交渉の段階から化学防護の知見を提供し、条約成
立後も検証措置などを行うために設立された化学
兵器禁止機関（O

Organisation for the Prohibition of Chemical Weapons
PCW）に化学防護の専門家で

ある陸上自衛官を派遣するなど、人的貢献を行っ
てきた。また、陸自化学学校（さいたま市）で条約
の規制対象である化学物質を防護研究のために少
量合成していることから、条約の規定に従い、
OPCW設立当初から計11回の査察を受け入れ
ている。

さらに、わが国はCWCに従い、中国において
遺棄化学兵器を廃棄処理する事業にも政府全体と

して取り組んでいる。防衛省・自衛隊としては、
同事業を担当する内閣府に陸上自衛官を含む職員
を出向させており、2000年以降、計19回の発
掘・回収事業に、化学・弾薬を専門とする陸上自
衛官を派遣している。

その他、生物兵器禁止条約（B
Biological Weapons Convention

WC）、国際輸出
管理レジームであるオーストラリア・グループ

（A
Australia Group

G）やミサイル技術管理レジーム（M
Missile Technology Control Regime

TCR）な
どの主要な会合に防衛省職員を派遣するととも
に、包括的核実験禁止条約機関（C

Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty Organization
TBTO）準備

委員会が実施する代用査察員1を養成する訓練に
自衛官を派遣するなど、規制や取決めの実効性を
高めるため協力している。

資料47（国際機関への防衛省職員の派遣実績）

通常兵器の規制について、わが国は、人道上の
観点と安全保障上の必要性を踏まえつつ、特定通
常兵器使用禁止・制限条約（C

Convention on Certain Conventional Weapons
CW）などの各種

 参照

 参照

図表Ⅲ-3-4-1 通常兵器、大量破壊兵器、ミサイル及び関連物資などの軍備管理・軍縮・不拡散体制

区　分 大量破壊兵器など 通常兵器核兵器 化学兵器 生物兵器 運搬手段（ミサイル）

軍備管理・軍縮・
不拡散関連条約

など

核兵器不拡散条約
（NPT）

包括的核実験禁止条
約（CTBT）

化学兵器禁止条約
（CWC）

生物兵器禁止条約
（BWC）

弾道ミサイルの拡散に
立ち向かうためのハー
グ行動規範（HCOC）

特定通常兵器使用禁止・
制限条約（CCW）
クラスター弾に関する条約
対人地雷禁止条約（オタワ条約）
国連軍備登録制度
国連軍事支出報告制度
武器貿易条約（ATT）

不拡散のための
輸出管理体制

原子力供給国
グループ（NSG） オーストラリア・グループ（AG） ミサイル技術管理

レジーム（MTCR） ワッセナー・アレンジメント（WA）

大量破壊兵器の
不拡散のための

国際的な新たな取組
拡散に対する安全保障構想（PSI）
国連安保理決議第1540号
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条約に加え、CCWの枠組み外で採択されたクラ
スター弾に関する条約（オスロ条約2）も締結して
いる。わが国は、同条約の発効を受け、2015年2
月に自衛隊が保有する全てのクラスター弾の廃棄
を完了した。

2	 クラスター弾の主要な生産国及び保有国である米国、中国、ロシアなどはオスロ条約には署名していない。
3	 大量破壊兵器及びその関連物資などの拡散を防止するため、既存の国際法、国内法に従いつつ、参加国が共同して取り得る措置を検討し、また、同時に各国

が可能な範囲で関連する国内法の強化にも努めようとする構想

なお、CCWの枠組みにおいては、自律型致死
兵器システム（L

Lethal Autonomous Weapons Systems
AWS）に関する政府専門家会合

などに随時職員を派遣している。LAWSにかかる
議論については、その特徴、人間の関与のあり方、
国際法の観点などから議論されており、わが国と
しては引き続き、安全保障上の観点も考慮しつつ、
積極的に議論に関与していくこととしている。

さらに、対人地雷の禁止に関連し、防衛省は、
例外保有などに関する年次報告を対人地雷禁止条
約事務局に対して行うなど、国際社会の対人地雷
問題への取組に積極的に協力してきた。

このほか、防衛省・自衛隊は、軍備や軍事支出
の透明性の向上などを目的とした国連軍備登録制
度 や 国 連 軍 事 支 出 報 告 制 度、武 器 貿 易 条 約

（A
Arms Trade Treaty

TT）に基づく年次報告を行うとともに、制度
の見直し・改善のための政府専門家会合などに随
時職員を派遣している。

2 	大量破壊兵器の不拡散などのための国際的な取組	大量破壊兵器の不拡散などのための国際的な取組
北朝鮮やイランなどが大量破壊兵器・ミサイル

開発を行っているとして強く懸念した米国は、
2003年5月、「 拡 散 に 対 す る 安 全 保 障 構 想

（P
Proliferation Security Initiative
SI）3」を発表し、各国に同構想への参加を求め

た。同構想に基づき、大量破壊兵器などの拡散阻
止能力の向上のためのPSI訓練などをはじめ、政
策上、法制上の課題の検討のための会合を開催す
るなどの取組が行われている。

防衛省・自衛隊は、関係機関・関係国と連携し、
第3回のパリ総会（2003年9月）以降、各種会合
に自衛官を含む防衛省職員を派遣するとともに、
2004年からは、継続的に訓練に参加している。

現在まで、防衛省・自衛隊は、外務省、警察庁、
財務省、海上保安庁などの各関係機関と連携しつ
つ、わが国主催による3回のPSI海上阻止訓練に

参加するとともに、2012年7月にはわが国とし
て初主催となるPSI航空阻止訓練にも参加した。
2018年7月にわが国主催のPSI海上阻止訓練「パ
シフィック・シールド18」を実施し、大量破壊兵
器などの拡散阻止にかかる活動要領をオーストラ
リア、ニュージーランド、韓国、シンガポール、米
国とともに演練した。

防衛省・自衛隊としては、わが国周辺における
拡散事例などを踏まえ、大量破壊兵器などの拡散
防止や、自衛隊の対処能力の向上などの観点か
ら、各種訓練や会合の主催や他国の実施する同種
活動への参加など、PSIを含む不拡散体制の強化
に向けて取り組んでいる。

図表Ⅲ-3-4-2（PSI訓練への防衛省・自衛隊の参加実
績（平成24（2012）年度以降））

 参照
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図表Ⅲ-3-4-2 PSI訓練への防衛省・自衛隊の参加実績（平成24（2012）年度以降）

実施時期 訓　　練 実施場所 防衛省・自衛隊の対応

2012年7月 日本主催PSI航空阻止訓練 日本
統幕、陸幕、空幕、航空総隊、航空支援集団、北部方面隊、中
央即応集団、陸自第７化学防護隊及び中央特殊武器防護
隊、内部部局が参加（航空機2機を含む。）

2012年9月 韓国主催PSI海上阻止訓練 韓国 統幕、海幕、内部部局が参加（艦艇1隻、航空機1機を含む。）
2013年2月 米・UAE共催PSI訓練 UAE オブザーバー派遣（統幕）
2014年8月 米国主催PSI海上阻止訓練 米国 統幕が参加（艦艇1隻を含む。）
2015年11月 ニュージーランド主催PSI阻止訓練 ニュージーランド 統幕が参加
2016年9月 シンガポール主催PSI海上阻止訓練 シンガポール 統幕が参加
2017年9月 オーストラリア主催PSI海上阻止訓練 オーストラリア 統幕、陸幕、海幕、内部部局が参加（航空機１機を含む。）

2018年7月 日本主催PSI海上阻止訓練 日本
統幕、陸上総隊、自衛艦隊、東部方面隊、横須賀地方隊、化学
学校、内部部局が参加（艦艇2隻、航空機2機、車両3両を含
む。）

2019年7月 韓国主催PSI訓練 韓国 統幕、化学学校が参加
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国際平和協力活動への取組第5節

1	 自衛隊法第8章（雑則）あるいは附則に規定される業務
2	 自衛隊法第3条に定める任務。主たる任務はわが国の防衛であり、従たる任務は公共の秩序の維持、周辺事態（2007年当時）に対応して行う活動及び国際

平和協力活動である。なお、周辺事態は2016年の平和安全法制施行に伴い、重要影響事態に改正されている。

防衛省・自衛隊は、紛争・テロなどの根本原因
の解決などのための開発協力を含む外交活動とも

連携しつつ、国際平和協力活動などに積極的に取
り組んでいる。

1 	国際平和協力活動の枠組みなど	国際平和協力活動の枠組みなど

1　	国際平和協力活動の枠組みと	
本来任務化の経緯

防衛省・自衛隊は、国際平和協力活動として、
現在までに①国際連合平和維持活動（国連PKO）
への協力をはじめとする国際平和協力業務、②海
外の大規模な災害に対応する国際緊急援助活動、
③旧イラク人道復興支援特措法に基づく活動並び
に④旧テロ対策特措法及び旧補給支援特措法に基
づく活動を行ってきた。

2007年には、国際平和協力活動を、付随的な
業務1から、わが国の防衛や公共の秩序の維持と
いった任務と並ぶ自衛隊の本来任務2に位置づけ
た。また、2016年3月には、平和安全法制が施行
され、特別措置法によることなく、一般法に基づ
き国際平和共同対処事態に際して協力支援活動な
どを行うことができるようになった。

Ⅱ部5章（自衛隊の行動などに関する枠組み）p.195
1章5節（平和安全法制施行後の自衛隊の活動状況な
ど）p.260
図表Ⅲ-3-5-1（自衛隊による国際平和協力活動）
資料10（自衛隊の主な行動の要件（国会承認含む）と
武器使用権限等について）
資料48（国際平和協力活動関連法の概要比較）
資料49（自衛隊が行った国際平和協力活動など）

2　	国際平和協力活動を迅速、的確に
行うための平素からの取組

自衛隊が国際平和協力活動に積極的に取り組む
ためには、引き続き、平素から各種体制の整備を
進めることが重要である。このため、陸海空自と

もに、派遣待機部隊などを指定し、常続的に待機
態勢を維持している。

2015年9月、国連は国連平和維持活動におけ
る柔軟性及び即応性を確保すべく、国連本部が各
国のPKO派遣にかかる準備状況をより具体的に
把握することを目的として、平和維持活動即応能
力登録制度（P

Peacekeeping Capability Readiness System
CRS）を立ち上げた。これを踏ま

え、2016年3月、わが国は施設部隊や司令部要員
などについて登録を行った。また、2020年5月、
PKOの早期展開のための航空輸送支援を行うこ
と が で き る よ う、C-2及 びC-130H輸 送 機 を
PCRSに追加登録した。

また、自衛隊は、国際平和協力活動などにおい
て人員・部隊の安全を確保しつつ任務を遂行する
ために必要な、派遣先での情報収集能力や防護能

 参照
図表Ⅲ-3-5-1 自衛隊による国際平和協力活動

国
際
平
和
協
力
活
動

イラク国家再建に向けた取組への協力

国際テロ対応のための活動

国際平和協力業務

国際緊急援助活動

凡例：　　は限時法、　　は恒久法に基づく活動を示す。

「イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支
援活動の実施に関する特別措置法」に基づく活動
（2009年2月終結）

「テロ対策海上阻止活動に対する補給支援活動の実
施に関する特別措置法」に基づく活動
（2010年1月終結）

「国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律」
に基づく活動

「国際緊急援助隊の派遣に関する法律」に基づく活動

諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等
「国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する
諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法
律」に基づく活動
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力の強化を進めている。また、多様な環境や任務
の長期化に対応するため、輸送展開能力や情報通
信能力の向上、円滑かつ継続的な活動のための補
給や衛生の体制整備にも取り組んでいる。

国際平和協力活動への従事にあたり必要な教育
については、陸上総隊隷下の国際活動教育隊にお
いて、派遣前の陸自要員の育成、訓練支援などを
行っている。また、統合幕僚学校の国際平和協力
センターでは、国際平和協力活動などに関する基
礎的な講習を行うとともに、国連PKOなどにお
ける派遣国部隊指揮官や、派遣ミッション司令部
幕僚要員を養成するための専門的な教育を、国連
標準の教材や外国人講師も活用して行っている。

さらに、平成26（2014）年度からは外国軍人
や関係省庁職員に対する教育も行っている。これ
は、多様化・複雑化する現在の国際平和協力活動
の実態を踏まえ、関係省庁や諸外国などとの連
携・協力の必要性を重視したものであり、教育面
での連携の充実を図ることで、より効果的な国際
平和協力活動に資することを目指している。

3　	派遣部隊に対する福利厚生や	
メンタルヘルス施策

防衛省・自衛隊では、任務に従事する隊員や留
守家族の不安を軽減するよう、各種家族支援施
策、派遣部隊に対するメンタルヘルス施策を実施
している。派遣部隊隊員に対しては、①ストレス
軽減に必要な知識を与えるための派遣前教育、②
派遣前・派遣中・派遣後等の各段階に応じたメン
タルヘルスチェック、③メンタルヘルス要員等に
よる派遣中の隊員の不安や悩みなどの相談へのカ
ウンセリング、④派遣中の隊員に対する専門的知
識を有する医官を中心としたメンタルヘルス診療
支援チームの本邦からの派遣、⑤帰国に際しての
ストレス軽減のための帰国前教育、⑥帰国後の臨
時健康診断など、派遣部隊の特性に応じて必要な
施策を実施している。

Ⅳ部1章1節3項（人的資源の効果的な活用に向けた
施策など）p.379

2 	国連平和維持活動などへの取組	国連平和維持活動などへの取組
国連PKOは、世界各地の紛争地域の平和と安

定を図る手段として、伝統的な停戦監視などの任
務に加え、近年では、文民の保護（P

Protection of Civilian
OC）、政治プ

ロセスの促進、元兵士の武装解除・動員解除・社
会復帰（D
Disarmament, Demobilization and Reintegration

DR）、治安部門改革（S
Security Sector Reform
SR）、法の支配、

選挙、人権などの分野における支援などを任務と
するようになっている。現在、12の国連PKOが
設立されている（2021年3月末現在）。

また、紛争や大規模災害による被災民などに対
して、人道的な観点や被災国内の安定化などの観
点から、国連難民高等弁務官事務所（U

Office of the United Nations High Commissioner for Refugees
NHCR）

などの国際機関や各国政府、非政府組織（N
Non-Governmental Organization

GO）
などにより、救援や復旧活動が行われている。

これまで、わが国は、25年以上にわたって、カ
ンボジア、ゴラン高原、東ティモール、ネパール、

南スーダンなど、様々な地域において国際平和協
力業務などを実施しており、その実績は内外から
高い評価を得ている。

現 在、国 連 南 ス ー ダ ン 共 和 国 ミ ッ シ ョ ン
（U

United Nations Mission in the Republic of South Sudan
NMISS）に引き続き司令部要員を派遣してい

るほか、平和安全法制の施行により、国際連携平
和安全活動への参加が可能となり、2019年4月
には多国籍部隊・監視団（M

Multinational Force and Observers
FO）への司令部要員

の派遣を開始した。
今後も国際平和協力活動については、これまで

に蓄積した経験を活かし、人材育成などに取り組
みつつ、現地ミッション司令部要員などの派遣や
わが国が得意とする分野における能力構築支援な
どの活動を通じ積極的に貢献していくこととして
いる。
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1　	多国籍部隊・監視団（MFO	
Multinational	Force	and	
Observers）への派遣

（1）MFOへの派遣の意義など
1981年8月、MFOは、「エジプト・アラブ共

和国とイスラエル国との間の平和条約の議定書」
により、平和条約に定められた国際連合の部隊及
び監視団の任務及び責任を代替する機関として設
立された。MFOは、1982年の活動開始以来、エ

ジプトとイスラエルとの間の対話や信頼醸成の促
進を支援することにより、わが国の「平和と繁栄
の土台」である中東の平和と安定に貢献してきた。

このような中、MFOからわが国に対し、要員
の派遣について要請があり、わが国としても、国
際平和のための努力に対し人的な協力を積極的に
果たしていくため、2019年4月、シナイ半島国際
平和協力業務の実施について閣議決定し、初めて
の国際連携平和安全活動としてMFOへの司令部
要員2名の派遣を開始した。

1章5節3項（その他の取組・活動など）p.261

（2）司令部要員などの活動
司令部要員2名は、シナイ半島南部シャルム・

 参照

MFOにおいて活動する陸自隊員（2020年6月）

図表Ⅲ-3-5-3 MFO組織図

エジプト
代表事務所
（カイロ）

イスラエル
代表事務所

（テルアビブ）

MFO本部（ローマ）

MFO事務局長

軍事部門（シナイ半島）

司令官 顧問団

作戦部隊司令部

参謀長

作戦部

作戦計画部

後方支援部

連絡調整部

文民監視団

沿岸警備隊

歩兵大隊x3

後方支援大隊

（注）赤枠はわが国要員の配置部門

図表Ⅲ-3-5-2 MFO活動の概要及び関連地図

活 動 地 域 エジプト・シナイ半島
本部所在地 イタリア・ローマ
現地司令部 シャルム・エル・シェイク

（シナイ半島南部、南キャンプ内）
設 立 根 拠 「エジプト・アラブ共和国およびイスラエル国との

間の平和条約」（1979年3月）
「エジプト・アラブ共和国およびイスラエル国との
間の平和条約の設立議定書」（1981年8月）

活 動 期 間 1982年4月25日～
幹　　　部 ●　事務局長： ロバート・S・ビークロフト（米）

●　司令官： エヴァン・ウィリアムズ（ニュージーランド）
要　員　数 ●　軍事要員： 1,154名（要員派遣国：13か国）

　　（MFOホームページより）
 ※活動部隊は、歩兵大隊、沿岸警備隊、航空部隊、

文民監視団などから構成

活動概要（2021年3月時点） 関連地図

100km

ヨル
ダン

エジプト

イスラエル

パレス
チナ

サウジ
アラビア

地中海
北キャンプ
エルゴラ

南キャンプ
シャルム・エル・シェイク
（司令部要員の派遣先）

ローマ

MFO本部

【凡　例】
：MFOキャンプ
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エル・シェイクの南キャンプに所在するMFO司
令部において、エジプト及びイスラエルの政府そ
の他の関係機関とMFOとの連絡調整に従事する
連絡調整部の副部長及び部員として勤務している。

また、MFOに派遣された司令部要員2名が円
滑かつ効果的に活動を行えるよう、派遣先国にお
いて関係機関との連絡・調整などを行うため、カ
イロに連絡調整要員1名を派遣している。

この活動を通じ、中東の平和と安定へのわが国
の一層積極的な関与の姿勢を示すことになるほ
か、米国などの他の要員派遣国との連携の促進に
もつながり、人材育成の新たな機会となることも
期待される。

図表Ⅲ-3-5-2（MFO活動の概要及び関連地図）
図表Ⅲ-3-5-3（MFO組織図）

2　	国連南スーダン共和国ミッション
（UNMISS	United	Nations	Mission	
in	the	Republic	of	South	Sudan）

（1）UNMISSへの派遣の意義など
2011年7月、南スーダン独立に伴い、平和と安

全の定着や南スーダンの発展のための環境構築の
支援などを目的として、UNMISSが設立された。
わが国は、国連からのUNMISSに対する協力、特
に陸自施設部隊の派遣要請を受け、同年11月に
司令部要員2名（兵站幕僚及び情報幕僚）の派遣、
同年12月には自衛隊の施設部隊、現地支援調整
所（当時）及び司令部要員1名（施設幕僚）などの

派遣、2014年10月には司令部要員1名（航空運
用幕僚）の派遣をそれぞれ閣議決定した。

南スーダンは6つの国と国境を接し、アフリカ
大陸を東西南北に結ぶ、極めて重要な位置にある。
南スーダンの平和と安定は、南スーダン一国のみ
ならず、周辺諸国の平和と安定、ひいてはアフリ
カ全体の平和と安定につながるものであり、かつ
国際社会で対応すべき重要な課題である。防衛
省・自衛隊は、これまでの国連PKOにおいて実
績を積み重ね、国連も高い期待を寄せているイン
フラ整備面での人的な協力を行うことで、同国の
平和と安定に貢献してきた。

Ⅰ部2章10節9項（南スーダン情勢）p.128

（2）派遣施設隊の活動
派遣施設隊は、2012年3月にジュバの国連施

設内での施設活動を開始して以降、順次活動を拡
大し第2次要員への交代以後は300名を超える規
模を維持し、安全を確保しながら道路の補修や避
難民向けの施設構築を行うなど、意義のある活動
を行ってきた。

わが国として、自衛隊が担当するジュバにおけ
る施設活動について一定の区切りをつけることが
できたことなどを総合的に勘案した結果、2017
年3月、同年5月末をもって自衛隊の施設部隊に
よる活動を終了することを決定した。要員は撤収
作業に従事した後、南スーダンから順次撤収し、
UNMISSにおける施設部隊による業務を終結し
た。活動終了時点において、派遣施設隊による道
路 補 修 は 延 べ 約260km、用 地 造 成 は 延 べ 約

 参照

 参照

UNMISSにおいて業務調整する陸自隊員（2020年11月）

図表Ⅲ-3-5-4 UNMISSの組織

（注）二重線はわが国要員の配置部門

国連事務総長特別代表

事務総長

国連本部

日本の要員の配置状況

ミッション
支援部長

副特別代表
（国連常駐調整官

/人道調整官）

副特別代表
（政務）

軍事部門
司令官

軍事部門司令部
兵站課

（兵站幕僚1名）

統合ミッション
分析センター

（情報幕僚1名）

施設課
（施設幕僚1名）

航空課
（航空運用
幕僚1名）

官房長
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50万m2 になるなど、これまでのわが国PKO活
動の中で、最大規模の実績となった。

なお、国連から、道路の維持補修などに活用す
るため派遣施設隊が保有する重機、車両、居住関
連コンテナなどの物品の譲渡要請があったことか
ら、わが国によるUNMISSへの協力をさらに効
果的なものにするため、これらの物品を無償で
UNMISSに譲渡した。また、この譲渡に先立ち、
UNMISSの 要 請 を 受 け、日 本 隊 撤 収 後 も
UNMISSがこれらの重機などを用いて円滑に活
動を行えるよう、UNMISS職員に対し重機など
の操作や整備に関する教育を行った。

派遣施設隊のこうした献身的な活動は、国連及
び南スーダンから感謝され、高い評価を受けた。

（3）司令部要員などの活動
UNMISS司令部に対する要員派遣は継続して

おり、現在、陸上自衛官4名（兵站幕僚、情報幕
僚、施設幕僚、航空運用幕僚）がUNMISS司令部
に お い て 活 動 を 実 施 し て い る。兵 站 幕 僚 は
UNMISSの活動に必要な物資の調達・輸送、情
報幕僚は治安情勢にかかる情報の収集・整理、施
設幕僚はUNMISS全体の施設業務にかかる企
画・立案、航空運用幕僚はUNMISSが運航する
航空機の飛行計画の作成などといった業務を行っ
ている。

さらに、司令部要員の活動を支援するため連絡
調整要員1名を在南スーダン連絡調整事務所に派
遣している。連絡調整要員は、わが国のUNMISS
に対する協力を円滑かつ効率的に行うことを目的

UNMISS司令部に派遣されている女性隊員の声

陸上総隊司令部（東京都練馬区） 
運用部付　1等陸尉　中

なか
林

ばやし
　由

ゆ
貴
き

私は、2020年1月から1年間、UNMISSにおい
て航空運用幕僚として勤務しました。私が所属す
る航空課は、文民、軍人及び現地スタッフの37か
国約110名で構成される組織です。私は、UNMISS
で保有する航空機計27機の日々の運航計画を作成
するとともに、作成した運航計画をもとに運航を
管理する業務を担当しました。運航管理にあたっ
ては、急な天候不良や航空機の不具合、南スーダン
政府の飛行許可が下りないといった問題が時折発
生しましたが、その際は上司・同僚の協力を得て
チームとして対応しました。このようにチームで
問題の解決にあたったことで、大変やりがいを

もって業務に従事できたと感じています。また、航
空機での緊急患者空輸の要請があった際には、緊
張感を持って対応しました。迅速かつ正確に関係
部署と調整して航空機を離陸させることが患者の
命に直結することから、緊急患者空輸により、無事
に患者が病院へ後送された後、関係者から感謝の
言葉をいただいた時は大変嬉しく達成感を感じま
した。
南スーダンへの派遣期間の1年間は、コロナ禍で
の勤務でしたが、職場の上司・同僚、一緒に派遣さ
れている司令部要員、在南スーダン大使館の皆様
及び日本から応援してくださっている多くの方々
のおかげで無事に任務を完遂できました。この場
をお借りして、あらためて感謝申し上げます。

インド空軍少佐と調整を行う筆者（左） 職場の同僚との記念撮影（筆者：右から5番目）
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として、南スーダン政府などと南スーダン国際平
和協力隊との間の連絡調整にあたっている。

このように、わが国は引き続き、UNMISSの活
動に貢献していくこととしている。

1章5節3項（その他の取組・活動など）p.261
図表Ⅲ-3-5-4（UNMISSの組織）

3　国連事務局への防衛省職員の派遣

防衛省・自衛隊は、国連の国際平和に向けた努
力に積極的に寄与し、また、派遣された職員の経
験をわが国のPKO活動への取組に活用すること
を目的に、国連事務局へ職員を派遣している。
2021年3月現在、1名の自衛官（担当級）が国連
平和活動局において国連PKOの方針や計画の作
成などに関する業務を行っているほか、1名の自
衛官及び1名の事務官（ともに担当級）が国連活
動支援局において国連三角パートナーシップ・プ
ロジェクト（U

UN TPP United Nations Triangular Partnership Project
NTPP）3に関する業務を行っている。

また、2002年12月以降、現在派遣中の職員を
含め、これまでに国連平和活動局に延べ7名（課
長級1名、担当級6名）の自衛官を、国連活動支援
局に延べ4名（いずれも担当級）の自衛官及び事
務官を派遣した。

資料47（国際機関への防衛省職員の派遣実績）

4　	PKO訓練センターへの講師などの
派遣

防衛省・自衛隊は、アフリカ諸国などの平和維
持活動における自助努力を支援するため、PKO
要員の教育訓練を行うアフリカなどに所在する
PKO訓練センターなどに自衛官を講師などとし
て派遣しており、これらPKO訓練センターの機
能強化を通じ、アフリカなどの平和と安定に寄与
している。

資料47（国際機関への防衛省職員の派遣実績）

3	 国連、国連PKOの要員派遣国及び技術や装備を有する第三国間の協力により、国連PKOの要員派遣国の要員の能力向上を支援するパートナーシップ

5　	国連三角パートナーシップ・プロジェクト
（UN	TPP	United	Nations	Triangular	
Partnership	Project）への支援

わが国は、これまでPKOの円滑化に欠かせな
い施設や輸送の分野で確かな信頼を得てきた。今
後とも、PKOの早期展開を支援し、質の高い活動
を実現するため、2014年9月のPKOサミットに
おいて、わが国は積極的な支援を表明し、本プロ
ジェクトによって具体化された。

本プロジェクトは、わが国が拠出した資金を基
に、国連活動支援局が重機の調達や工兵要員への
訓練を実施するものとして始動した。2015年9
月の試行訓練以来、ナイロビ（ケニア）にある国
際平和支援訓練センターに自衛官を教官として派
遣しており、2018年6月から10月には同訓練セ
ンターにおいて、被教育者の重機の操作練度に応
じて効率的かつ多くの隊員を訓練することとし、
これに自衛官を派遣し、アフリカ各国軍の要員に
対して施設器材の操作訓練を実施した。

2019年8月から11月にかけて、ウガンダ軍の
工兵要員に対し、2回の重機の操作及び整備の訓
練を実施したが、これはウガンダ軍早期展開能力
センターにおいて実施された初めての訓練であっ
た。プロジェクトの開始から2021年3月までに、
延べ164名の陸上自衛官をアフリカに派遣し、9
回の訓練を、アフリカの8か国277名の要員に対
して実施してきている。

また、PKO要員の30％以上がアジアから派遣
されていることを踏まえ、工兵要員に対する重機
の操作訓練を実施する本プロジェクトを初めてア
ジア及び同周辺地域で行うこととした。2018年
の試行訓練以来、ハノイにあるベトナム軍駐屯地
に陸上自衛官を教官として派遣しており、2019
年10月から12月には同駐屯地において、ベトナ
ム軍の工兵に対し、施設器材の操作訓練を実施し
た。また、2020年2月から3月にかけて、アジア
各国軍の要員に対し、施設器材操作の教官養成訓
練を実施した。プロジェクトの開始から2021年3
月までに、延べ66名の陸上自衛官をベトナムに派
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遣し、アジア及び同周辺地域の9か国56名の要員
に対して、計3回の訓練を実施した。

また、国連PKOにおいて、派遣要員の安全確
保のための衛生能力強化が課題となっていること
を踏まえ、国連が本プロジェクトでの支援の枠組
みを衛生分野にも拡大することとなった。これを
受けて、PKOの活動地域で衛生科隊員又は医療
従事者が専門的な治療を行う前に、応急処置を実
施できる要員の育成を目的とした国連野外衛生救
護補助員コース（U

UN Field Medical Assistant Course
NFMAC）が2019年10月に

実施され、陸上自衛官を教官として派遣した。同
コースではウガンダにある国連エンテベ地域支援
センターにおいて、陸上自衛官2名を含む教官8
名が、要員29名を対象に教育を実施した。

6　	国連PKO工兵部隊マニュアルの	
改訂

防衛省・自衛隊は、国際平和協力活動において、
より主導的な役割を果たすため、2013年以降、

国連において国連三角パートナーシップ・プロジェクトに関する 
業務に携わる隊員の声

国連活動支援局（アメリカ合衆国ニューヨーク） 
メディカルトレーニングオフィサー 
2等陸佐　川

かわ
﨑
さき

　真
ま

知
ち

子
こ

私は2020年8月からニューヨークにある国連
本部活動支援局で勤務を開始し、国連三角パート
ナーシップ・プロジェクトに関する業務、特に医
療訓練の計画及び準備を担当しています。
近年の国連平和維持活動（PKO）を取り巻く環境
は非常に厳しく、毎年100名を超えるPKO要員が
任務中に亡くなっており、PKO要員の安全を確保
することは喫緊の課題となっています。これを受
け、2019年に野外衛生補助員コース（UNFMAC）
が開設され、日本及び欧州から派遣された教官が
PKO派遣中の要員に対し医療に関する教育・訓練
を行いました。

年が明けて2020年は新型コロナウイルス感染
症の世界的流行に見舞われたため、予定されてい
た訓練等が軒並中止となりました。そのような状
況ではありましたが、現場のPKO部隊からは新型
コロナウイルス感染症の蔓延防止のための施策を
望む声が多かったことから、教育資料作成という
緊急の任務に携わることとなりました。当該教育
資料の作成に際し、多くの方々と協力しています
が、最前線で仕事をしているやりがいを感じなが
ら職務を遂行しています。
現在、同僚と協力して早期の訓練再開に向けた
準備や新たな支援国の獲得に向けた調整、イン
ターネットを活用した新しい訓練の開発などを進
めています。微力ながらPKOの直面する課題の解
決に貢献できるようこれからも頑張ります。

国連本部前にて 同僚とリモート会議中の筆者
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国連が進める国連PKO部隊マニュアル4の策定を
支援することを目的に、工兵（施設）に関する分
科会の議長国を務め、国連PKO工兵部隊マニュ
アルの完成に寄与した。

国連より、同マニュアルを改訂するにあたり、
再度議長国就任の依頼を受けた。防衛省・自衛隊
にとって、これまでのPKOミッションなどへの
派遣を通じて蓄積した経験・能力を活かした貢献
を実施できる有意義な機会であり、工兵部隊マ

4	 国連は、PKO派遣部隊に求められる能力の明確化と参加国の理解促進を目的として、職種ごとに、その目的、能力、任務などを規定するマニュアルを作成し
ており、PKO工兵部隊マニュアルはその1つである。国連PKOマニュアルは、工兵以外に、憲兵、航空、海上、河川、通信、特殊部隊、輸送、兵站及び司令部
支援の計10個の分野が存在している。

ニュアルの改訂を担う議長国に再度就任すること
とした。マニュアル改訂作業のために、2018年
12月、東京において第1回の専門家会合が開かれ
て以降、これまで計4回の専門家会合を経て改訂
作業を終了し、2019年7月、改訂した工兵部隊マ
ニュアルを国連に提出した。

防衛省・自衛隊としては、同マニュアルの普及
に向け支援していくこととしている。

3 	国際緊急援助活動への取組	国際緊急援助活動への取組
近年、軍の果たす役割が多様化し、人道支援・

災害救援などに軍の有する能力が活用される機会
が増えている。自衛隊も、人道的な貢献やグロー
バルな安全保障環境の改善の観点から、国際協力
の推進に寄与することを目的として国際緊急援助
活動に積極的に取り組んでいる。

このため、平素から、自衛隊は事前に作成した
計画に基づき任務に対応できる態勢を維持してい
る。派遣に際しては、被災国政府などからの要請
内容、被災地の状況などを踏まえつつ、外務大臣
との協議に基づき、自衛隊の機能・能力を活かし
た国際緊急援助活動を積極的に行っている。

資料49（自衛隊が行った国際平和協力活動など）

1　国際緊急援助隊法の概要など

わが国は、1987年に国際緊急援助隊の派遣に
関する法律（国際緊急援助隊法）を施行し、被災
国政府又は国際機関の要請に応じて国際緊急援助
活動を行ってきた。1992年、国際緊急援助隊法
が一部改正され、自衛隊が国際緊急援助活動や、
そのための人員や機材などの輸送を行うことが可

能となった。
資料10（自衛隊の主な行動の要件（国会承認含む）と
武器使用権限等について）

2　	自衛隊が行う国際緊急援助活動と
自衛隊の態勢

自衛隊は、国際緊急援助活動として災害の規模
や要請内容などに応じて、①応急治療、防

ぼうえき
疫活動

などの医療活動、②ヘリコプターなどによる物
資、患者、要員などの輸送活動、③浄水装置を活
用した給水活動などの協力に加え、自衛隊の輸送
機・輸送艦などを活用した人員や機材の被災地ま
での輸送などを行うことができる。

陸自は、国際緊急援助活動を自己完結的に行え
るよう、陸上総隊や方面隊などが任務に対応でき
る態勢を常時維持している。また、海自は自衛艦隊
が、空自は航空支援集団が、国際緊急援助活動を
行う部隊や部隊への補給品などの輸送ができる態
勢を常時維持している。さらに、2015年4月から、
海自固定翼哨戒機による捜索活動の要請があった
場合、迅速に対応できるよう態勢を整備した。
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防衛力を構成する
中心的な要素などⅣ第 部

人的基盤と衛生機能の強化人的基盤と衛生機能の強化

防衛装備・技術に関する諸施策防衛装備・技術に関する諸施策

情報機能の強化情報機能の強化

高い練度を維持・向上する 高い練度を維持・向上する 
自衛隊の訓練・演習自衛隊の訓練・演習

地域社会や環境との共生に関する取組地域社会や環境との共生に関する取組

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章
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人的基盤の強化第1節
防衛大綱は、防衛力の中核は自衛隊員であり、
自衛隊員の人材確保と能力・士気の向上は防衛力
の強化に不可欠としている。そして、これらは人
口減少と少子高齢化の急速な進展によって喫緊の
課題となっており、防衛力の持続性・強靭性の観

点からも、人的基盤の強化をこれまで以上に推進
していく必要があるとしている。
これまで行われてきた取組を含め、人的基盤の

強化に関する取組を、以下で説明する。

1 	募集・採用	募集・採用

1　募集

防衛省・自衛隊が各種任務を適切に遂行するた
めには、質の高い人材を確保することが必要不可
欠である。防衛省・自衛隊に対する国民の期待が
高まる一方で、社会の少子化・高学歴化の進展な
どにより、自衛官の採用環境は、厳しい状況にあ
る。このような状況において、防衛省・自衛隊は、
募集対象者などに対して、自衛隊の任務や役割、
職務の内容、福利厚生、礼遇などを丁寧に説明し、
確固とした入隊意思を持つ優秀な人材を募る必要
がある。

このため、防衛省・自衛隊では、全国50か所に
自衛隊地方協力本部を置き、地方公共団体、学校、
募集相談員などの協力を得ながら、厳しい採用環
境の中、きめ細やかに、かつ、粘り強く自衛官等
の募集・採用を行っている。なお、地方公共団体
は、募集期間などの告示や広報宣伝などを含め、
自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一
部を行うこととされており、防衛省はこれに要す
る経費を負担している。また、募集に関する事務
の円滑な遂行のために必要な募集対象者情報の提
出を含め、所要の協力が得られるよう地方公共団
体などとの連携を強化している。

1第 章
人的基盤と	
衛生機能の強化

自衛隊地方協力本部長による説明会の様子 高校生に対するオンライン説明会の様子

動画：令和2年度自衛官採用CM
URL：https://www.youtube.com/watch?v=Jtxwcm_YCCo
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2　採用

（1）自衛官
自衛官は、個人の自由意志に基づく志願制度の
もと、様々な区分に応じて採用される。なお、自
衛官の採用年齢について、民間企業での勤務経験
を有する者など、より幅広い層から多様な人材を
確保するため、2018年、一般曹候補生及び自衛
官候補生の採用上限年齢を「27歳未満」から「33
歳未満」に引き上げた。
さらに、2020年、任期制自衛官（自衛官候補生）
の質の向上を図るとともに、多様な経歴・能力を
有する人材を確保するため、自衛官候補生試験の
見直しを行った。

図表Ⅳ-1-1-1（採用対象人口の推移）
図表Ⅳ-1-1-2（自衛官の任用制度の概要）

自衛官は、その職務の特殊性から、自衛隊の精
強性を保つため、階級ごとに職務に必要とされる
知識、経験、体力などを考慮し、大半が50歳代半
ばで退職する「若年定年制」や2、3年を1任期と

1 国家公務員法第2条に定められた特別職の国家公務員として位置づけ

して任用する「任期制」など、一般の公務員とは
異なる人事管理1を行っている。
採用後は、各自衛隊の教育部隊や学校で基本的

な教育訓練を受けた後、希望や適性などに応じて
職種が決定され、全国の部隊などで勤務する。

資料50（自衛官の定員及び現員並びに自衛官の定数
と現員数の推移）
資料51（自衛官などの応募及び採用状況（令和2

（2020）年度））

 参照

 参照

入隊式に臨む陸自新入隊員

図表Ⅳ-1-1-1 採用対象人口の推移

資料出典：平成5（1993）年度及び平成6（1994）年度は、総務省統計局「我が国の推計人口（1920年～ 2000年）」及び「人口推計年報」による。
平成28（2016）年度以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2017年4月の中位推計値）による。

18 ～ 32歳人口（千人）
18 ～ 26歳人口（千人）
うち18歳人口（千人）

21,000
20,000
19,000
18,000
17,000
16,000
15,000
14,000
13,000
12,000
11,000
10,000
9,000
8,000
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000

0
5 6 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 2122 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 4142 43 44 45 46 47

（令和年度）（平成年度）

約1,743万人

約184万人

約1,881万人

約1,105万人

約121万人

約1,750万人

約1,002万人

約106万人

約1,563万人

約897万人

約91万人

約1,373万人

約781万人

約83万人

約1,241万人

約720万人

約75万人
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図表Ⅳ-1-1-3 予備自衛官などの制度の概要

予備自衛官 即応予備自衛官 予備自衛官補

基本構想 ●防衛招集命令などを受けて自衛官となって勤務 ●防衛力の基本的な枠組みの一部として、防衛招集命令などを受
けて自衛官となって、あらかじめ指定された陸自の部隊で勤務

●教育訓練修了後、陸自又は海自の予備自衛官として
任用

採用対象 ●元自衛官、元即応予備自衛官、元予備自衛官 ●元自衛官、元予備自衛官 （一般・技能共通）
●自衛官未経験者（自衛官勤務1年未満の者を含む。）

採用年齢 ●士：18歳以上55歳未満
●幹・准・曹：定年年齢に2年を加えた年齢未満

●士：18歳以上50歳未満
●幹・准・曹：定年年齢から3年を減じた年齢未満

●一般は、18歳以上34歳未満、技能は、18歳以上で
保有する技能に応じ53歳から55歳未満

採用など ●志願に基づき選考により採用
●教育訓練を修了した予備自衛官補は予備自衛官に任用

●志願に基づき選考により採用 ●一般：志願に基づき試験により採用
●技能：志願に基づき選考により採用

階級の
指定

●元自衛官：退職時指定階級が原則
●元予備自衛官、元即応予備自衛官：退職時指定階級が
原則

●予備自衛官補
　・一般：2士　・技能：技能資格・経験年数に応じ指定

●元自衛官：退職時階級が原則
●元予備自衛官：退職時指定階級が原則

●階級は指定しない

任用期間 ●3年／1任期 ●3年／1任期 ●一般：3年以内
●技能：2年以内

（教育）
訓練

●自衛隊法では20日／年以内。ただし、5日／年（基準）
で運用

●30日／年 ●一般：50日／3年以内（自衛官候補生課程に相当）
●技能：10日／2年以内（専門技能を活用し、自衛官
として勤務するための教育）

昇進 ●勤務期間（出頭日数）を満たした者の中から勤務成績
などに基づき選考により昇進

●勤務期間（出頭日数）を満たした者の中から勤務成績などに基
づき選考により昇進

●指定階級がないことから昇進はない

処遇

●訓練招集手当：� 8,100円／日※
●予備自衛官手当：� 4,000円／月
※�即応予備自衛官となるための訓練に従事する予備自衛
官補出身の予備自衛官の訓練招集手当は8,300円／日
を支給

●訓練招集手当：� 10,400～14,200円／日
●即応予備自衛官手当：� 16,000円／月
●勤続報奨金：� 120,000円／1任期

●教育訓練招集手当：� 8,200円／日※
※�令和元（2019）年度以前の採用試験合格者は
7,900円／日を支給

雇用企業へ
の給付金

●即応予備自衛官育成協力企業給付金：560,000円／
人

※予備自衛官補出身の予備自衛官が即応予備自衛官に任
用された場合に支給

●即応予備自衛官雇用企業給付金：42,500円／月

－

●雇用企業協力確保給付金：34,000円／日

応招義務
など

●防衛招集、国民保護等招集、災害招集、訓練招集 ●防衛招集、国民保護等招集、治安招集、災害等招集、訓練招集 ●教育訓練招集

図表Ⅳ-1-1-2 自衛官の任用制度の概要

幹　　　　　　部

〈階級〉

士長

１士

２士

１曹
２曹
３曹

准尉

中学校など

曹

准 尉

（
６
年・卒
業
後
曹
長
）

防
衛
医
科
大
学
校

医
学
教
育
部
医
学
科

（
４
年・卒
業
後
曹
長
）

防
衛
大
学
校

幹部候補生

（
貸
費
学
生
を
含
む
）

一
般
大
学
な
ど

将
〜
３尉

曹長

（
３
年・卒
業
後
士
長
）

陸
上
自
衛
隊
高
等
工
科
学
校

士長 （
２
士
で
採
用・選
考
に
よ
り
３
曹
）

一
般
曹
候
補
生

（
２
士
で
任
用・２
、３
年
を
１
任
期
）

（注1）

（注2） （注6）

（注4）

（注3）

自
衛
官
候
補
生

【
３
月
間
】

（
２
士
で
採
用・約
６
年
で
３
尉
）

航
空
学
生（
海
・
空
）

18歳以上33歳未満

任
期
制

自
衛
官

高 等 学 校 な ど

（
４
年・卒
業
後
曹
長
）

防
衛
医
科
大
学
校

医
学
教
育
部
看
護
学
科

（注5） （注7）

（注）1　医科・歯科・薬剤幹部候補生については、医師・歯科医師・薬剤師国家試験に合格し、所定の教育訓練を修了すれば、2尉に昇任する。
2　一般曹候補生については、最初から定年制の「曹」に昇任する前提で採用される「士」のこと。平成18（2006）年度まで「一般曹候補学生」及び「曹候補士」の二

つの制度を設けていたが、両制度を整理・一本化し、平成19（2007）年度から一般曹候補生として採用している。
3　自衛官候補生については、任期制自衛官の初期教育を充実させるため、2010年7月から、入隊当初の3か月間を非自衛官化して、定員外の防衛省職員とし、

基礎的教育訓練に専従させることとした。
4　陸上自衛隊高等工科学校については、将来陸上自衛隊において装備品を駆使・運用するとともに、国際社会においても対応できる自衛官となる者を養成す

る。平成22（2010）年度の採用から、自衛官の身分ではなく、定員外の新たな身分である「生徒」に変更した。新たな生徒についても、通信教育などにより生
徒課程終了時（3年間）には、高等学校卒業資格を取得する。平成23（2011）年度の採用から、従来の一般試験に加えて、中学校校長などの推薦を受けた者の
中から、陸上自衛隊高等工科学校生徒として相応しい者を選抜する推薦制度を導入した。

5　3年制の看護学生については、平成25（2013）年度をもって終了し、平成26（2014）年度より、防衛医科大学校医学教育部に4年制の看護学科が新設された。
6　航空学生については、採用年度の4月1日において、海上自衛隊にあっては年齢18歳以上23歳未満の者、航空自衛隊にあっては年齢18歳以上21歳未満の者

を航空学生として採用している。
7　貸費学生については、現在、大学及び大学院（専門職大学院を除く）で医・歯学、理工学を専攻している学生で、卒業（修了）後、その専攻した学術を活かして引

き続き自衛官に勤務する意思を持つ者に対して防衛省より学資金（54,000円／月額）が貸与される。

：課程修了後任命：採用試験：試験又は選考【凡例】
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（2）予備自衛官、即応予備自衛官、予備自衛官補
有事などの際は、事態の推移に応じ、必要な自
衛官の所要数を早急に満たさなければならない。
この所要数を迅速かつ計画的に確保するため、わ
が国では予備自衛官、即応予備自衛官及び予備自
衛官補の3つの制度2を設けている。

図表Ⅳ-1-1-3（予備自衛官などの制度の概要）

予備自衛官は、防衛招集命令などを受けて自衛
官となり、後方支援、基地警備などの要員として
任務につく。即応予備自衛官は、防衛招集命令な
どを受けて自衛官となり、第一線部隊の一員とし
て、現職自衛官とともに任務につく。また、予備
自衛官補は、自衛官未経験者などから採用され、
教育訓練を修了した後、予備自衛官として任用さ
れる。
予備自衛官などは、平素はそれぞれの職業など
についているため、定期的な訓練などには仕事の
スケジュールを調整するなどして参加する必要が
あることから、予備自衛官などを雇用する企業の
理解と協力が不可欠である。
このため、防衛省は、年間30日の訓練が求めら
れる即応予備自衛官が、安心して訓練などに参加
できるよう必要な措置を行っている雇用企業など
に対し、その負担を考慮し、「即応予備自衛官雇用
企業給付金」を支給している。
また、2017年には、予備自衛官又は即応予備
自衛官の雇用主から、訓練招集の予定期間や実運
用のために予備自衛官などが招集され自衛官とな
る予定期間などの情報を求められた場合に、防衛
省・自衛隊から当該情報を提供する枠組みを整備
するとともに、2018年には、予備自衛官又は即
応予備自衛官が、①防衛出動、国民保護等派遣、

2 諸外国においても、予備役制度を設けている。
3 平成30年7月豪雨に際しては、2018年7月12日から7月30日の間、即応予備自衛官約310名を招集し、災害廃棄物の除去や生活支援活動などに従事した。
4 平成30年北海道胆振東部地震に際しては、2018年9月8日から9月23日の間、即応予備自衛官約250名を招集し、生活支援活動などに従事した。
5 令和元年東日本台風（台風第19号）に際しては、2019年10月15日から11月8日までの間、即応予備自衛官及び予備自衛官約410名を招集し、災害廃棄

物の除去や生活支援活動などに従事した。
6 令和2年7月豪雨に際しては、2020年7月7日から7月19日の間、即応予備自衛官及び看護師資格を有する予備自衛官など約350名を招集し、災害廃棄

物の除去や医療支援などに従事した。
7 2020年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための災害派遣に際しては、2月18日から3月12日の間、医師、看護師などの資格を有する予備自

衛官10名を招集し、医療支援などに従事した。

災害派遣などにおいて招集に応じた場合や、②招
集中の公務上の負傷などにより本業を離れざるを
得なくなった場合、その職務に対する理解と協力
の確保に資するための給付金を雇用主に支給する
「雇用企業協力確保給付金」制度を新設した。
さらに、2020年には、自衛官経験のない者が

予備自衛官補を経て予備自衛官に任用され、所定
の教育訓練を受け、即応予備自衛官に任用された
場合に、当該即応予備自衛官が安心して教育訓練
に参加できるよう必要な措置を行った雇用企業に
対し、給付金を支給する「即応予備自衛官育成協
力企業給付金」制度を新設した。
平成30年7月豪雨3、平成30年北海道胆振東部
地震4で即応予備自衛官が、令和元年東日本台風
（台風第19号）5、令和2年7月豪雨6で即応予備自
衛官及び予備自衛官が招集され、物資輸送や生活
支援活動などに従事した。また、2020年、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止のための災害
派遣では、医師、看護師などの資格を有する予備
自衛官を招集し、自衛隊病院などにおいて医療支
援などの任務にあたった7。
今後も、地震などの災害に対し、予備自衛官な

どの招集機会の増加が予想されるため、予備自衛
官などの充足向上を図る様々な施策を実施してい
る。具体的には、より幅広い層から多種多様な人
材を確保するため、2018年に採用・任用基準の
拡大を行い、予備自衛官については、士長以下の
採用上限年齢を「37歳未満」から「55歳未満」に、
継続任用時の上限年齢を「61歳未満」から「62歳
未満」に引き上げるとともに、医師の資格を有す
る者については、上限年齢を設けず、医師の技量
が適正に維持され、予備自衛官の任務に支障がな

 参照

動画：予備自衛官等制度の概要
URL：https://twitter.com/jgsdf_reserve/status/1247004431922561026?s=09
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いことを確認したうえで、継続任用を認めること
とした。
即応予備自衛官については、士長以下の採用上
限年齢を「32歳未満」から「50歳未満」へ引き上

げた。また、2019年には、自衛官経験のない予備
自衛官補から予備自衛官に任用された者について
も、所定の教育訓練を受けたうえで、即応予備自
衛官に任用できる制度を新設した。

活躍する即応予備自衛官と雇用主の声

陸上自衛隊第105補給大隊第2補給中隊（佐賀県神埼郡）
即応予備3曹　時

とき
　博

ひろ
幸
ゆき

2020年6月から妻が里帰り出産のため、故郷の
久留米市田主丸に帰省し、7月4日に第2子である
次女が誕生しました。同月5日から九州全域に大雨
警報が発表され、筑後川が氾濫の危険もあったた
め、眠れない日々が続きました。同月7日、即応予
備自衛官の災害招集命令が発令されました。派遣
に際して、妻や子を見守ってくれた方々に恩を返
す時じゃないか、自分も誰かのために行動すべき
じゃないか、と強く思ったことを覚えています。

被災地では、物資の管理・輸送任務を中心に活
動してきました。新型コロナウイルス感染症の影
響もあり、直接被災者を支援することはありませ
んでしたが、「自衛官がいるだけでホッとするね。」
と会話するのが聞こえてきたことが、とても印象
に残っています。

毎月の訓練や今回の災害派遣は、職場の理解や

後押しがあってのことです。おかげで微力ながら
被災者や被災地の助けになったと思います。急な
派遣にも関わらず、送り出していただいた職場の
皆様、本当にありがとうございました。

山江村体育館にて災害派遣活動に従事する筆者

株式会社六五警備保障　
執行役員兼統括本部長　穴

あな
見
み

　健
けん

次
じ

 氏
弊社は、熊本県内において「施設警備、交通誘導

警備」を主とした警備業を行う従業員50人の地場
企業です。

現在、即応予備自衛官2人、予備自衛官2人を雇
用しており、勤勉で礼儀正しく他の模範となる社
員です。人材確保が困難な今日、退職自衛官の採用
は大きなメリットがあり、深く感謝しています。

訓練の際は、他社員の理解と協力を得ながら、即
応予備自衛官30日、予備自衛官5日の完全出頭を
目指すように応援しています。

令和2年7月豪雨災害では、即応予備自衛官1人、
予備自衛官2人が派遣され、被災地では廃棄物除去
等に当たり、隊員一丸となり頑張ったと報告を受
けています。地元の災害で自衛官を派遣していた
だくことは、県民全体が勇気づけられるとともに
心の支えとなっています。今後とも予備自衛官等

の雇用を積極的に行い、微力ながら企業の責任を
果たしていく所存です。

最後に自衛隊の皆様方のご苦労に心から感謝し、
今後とも国防のためにご活躍されることを祈念い
たします。

株式会社六五警備保障にて筆者近影

VOICE
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また、割愛8により民間部門に再就職する航空
機操縦士を予備自衛官として任用するなど、幅広
い分野で予備自衛官の活用を進めている。

（3）事務官、技官、教官など
防衛省・自衛隊には、自衛官のほか、約2万
1,000人の事務官、技官、教官などが隊員9として
勤務している。防衛省では、主に、人事院が行う
国家公務員採用総合職試験及び国家公務員採用一
般職試験、防衛省が行う防衛省専門職員採用試験
の合格者から採用を行っている。採用後は、共通
の研修を受けたうえで、様々な分野で業務を行っ
ている。
事務官は、本省及び防衛装備庁の内部部局など
での防衛全般に関する各種政策の企画・立案、情
報本部での分析・評価、全国各地の部隊や地方防
衛局などでの行政事務に従事している。
技官は、本省内部部局、防衛装備庁、全国各地

8 自衛隊操縦士の割愛は、最前線で活躍する若手の操縦士が民間航空会社などへ無秩序に流出することを防止するとともに、一定年齢以上の操縦士を民間航
空会社などで活用する制度であり、わが国の航空業界などの発展という観点からも意義がある。

9 防衛省の職員のうち、特別職の国家公務員を「自衛隊員」といい、自衛隊員には、自衛官のほか、事務官、技官、教官などが含まれる。

の部隊や地方防衛局などで、各種の防衛施設（司
令部庁舎、滑走路、弾薬庫など）の建設工事、様々
な装備品の研究開発・効率的な調達・維持・整備、
隊員のメンタルヘルスケアなどに従事している。
教官は、防衛研究所や防衛大学校、防衛医科大

学校などで、防衛に関する高度な研究や隊員に対
する質の高い教育を行っている。
これら防衛省の事務官等に関し、令和3（2021）

年度においては、「令和3年度内閣の重要課題を
推進するための体制整備及び人件費予算の配分の
方針」（2020年7月21日内閣総理大臣決定）にお
いて、重点的に整備する分野の一つとして、「防衛
力整備の一層の効率化を図りつつ、適切な安全保
障の実施体制を整備する」と記載されたことを踏
まえ、防衛大綱、中期防の実施体制を整えるため
の増員などに取り組んだところである。

資料52（防衛省の職員等の内訳） 参照
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2 	日々の教育	日々の教育

1　自衛官の教育

部隊を構成する自衛官個々の能力を高めること
は、部隊の任務遂行に不可欠である。このため、
各自衛隊の教育部隊や学校などで、階級や職務に
応じて段階的かつ体系的な教育を行い、必要な資
質を養うと同時に、知識・技能を修得させている。
教育には、特殊な技能を持つ教官の確保、装備
品や教育施設の整備など、非常に大きな人的・時

間的・経済的努力が必要である。専門の知識・技
能をさらに高める必要がある場合や、自衛隊内で
修得することが困難な場合などには、海外を含む
部外教育機関、国内企業、研究所などに教育を委
託している。さらに、中期防に基づき領域横断的
な統合運用を推進するため、統合教育の強化や教
育課程の共通化を図るとともに、先端技術の活
用、女性自衛官を含む採用層の拡大に伴う教育基
盤の整備を図ることとしている。

防衛技官の活躍

沖縄防衛局（沖縄県中頭郡嘉手納町）
調達部調達計画課　係長　水

みず
島
しま

　海
かい

渡
と

私は、2013年に防衛技官として入省し、自衛隊
及び在日米軍施設における建設関連業務を担って
います。この仕事を志望したのは、飛行場における
滑走路整備、港湾における護岸整備や、建物周りの
土木工事など、多種多様な工事に携わることで日
本の平和に貢献できるということに魅力を感じた
ためです。現在は、普天間飛行場代替施設建設事業
に係る環境調査業務を担当し、施設利用者はもち
ろん、周辺環境にも配慮し、皆が喜ぶ施設整備の実
施に向けて、自然環境や周辺の生活環境への配慮

に徹底して取り組んでいます。こうしたプロジェ
クトを通して、沖縄の基地負担軽減に貢献できる
ことにやりがいを感じられる仕事です。

海草の生息環境を調査中の筆者(左から2番目)

陸上自衛隊幹部候補生学校（福岡県久留米市）
総務部管理課営繕班　係員　池

いけ
原
はら

　崚
りょう

太
た

私は、2020年4月に防衛技官として採用され、
福岡県にある陸上自衛隊幹部候補生学校で勤務を
しています。陸上自衛隊に関心を持ったのは、九州
の大学在学中に、熊本地震や九州北部豪雨等の自
然災害が起こり、その際の自衛隊の災害派遣報道
を見たことがきっかけです。

就職先を考える中で、大学で学んだ建築の知識
を陸上自衛隊の施設建設に生かせることを防衛省
の業務セミナーで知り、陸上自衛隊への就職を決
めました。現在は駐屯地内のアスファルト舗装工

事を実施しています。
今後、自衛隊施設を支える防衛技官として、多く

の施設建設に携わり、日本の安全保障に貢献して
いきたいです。

アスファルト舗装工事における測量中の筆者

VOICE
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国内外の大学院などで学ぶ隊員の声

National Defense University
The Dwight D. Eisenhower School for 
National Security and Resource Strategy

（アメリカ合衆国）1等陸佐　古
ふる

庄
しょう

　明
あき

裕
ひろ

（現所属：陸上自衛隊教育訓練研究本部付）
私は、2020年7月か

ら1年 間、ワシ ントン
DCにある米国防大学の
国家安全保障・資源戦
略大学院で学びました。
この大学は、大統領等
を 補 佐 で き る シ ニ ア
リーダーの育成を目的
としており、これまでにアイゼンハワー大統領をは
じめとした世界各国の政府高官を輩出してきまし
た。学生は、米軍人のほか、大統領府、国務省等の参
事官等や留学生（大佐級）からなり、多様なキャリ
アをもった学生たちとの切磋琢磨を通じて幅広い視
野と戦略的思考を身につけることができました。今
後は、ここで得た成果を活かし、わが国の防衛によ
り一層貢献していきたいと思います。

Columbia University, School of International 
and Public Affairs (SIPA)（アメリカ合衆国）
3等海佐　横

よこ
川
かわ

　亮
りょう

太
た

（現所属：海上自衛隊幹部学校）
私は、安全保障政策及

び国際紛争解決につい
て学ぶため、2020年9
月からニューヨーク市に
所在するコロンビア大学
国際公共政策大学院に
留学しております。日々
の授業では、著名な教授
陣から提供される貴重
な学術研究及び現場体
験に対し、世界30か国以上から集まる多種多様な学
生達と問題意識を交換しており、留学生活は自身の
知見を広げる素晴らしい機会となっています。

帰国後は、留学中に培った幅広い視野及び知識
を存分に発揮し、防衛省・自衛隊の任務に貢献し
ていく所存です。

Australian Defence College（オーストラリア）
防衛書記官　折

おり
戸
と

　栄
えい

介
すけ

（現所属：内部部局地方協力局地方調整課長）
私は、2020年

1月 か ら 約1年
間、豪州国防大学
の国防戦略研究
課程を受講しま
した。同課程は、
戦略レベルの思
考を身につける
ことを主眼としているのですが、まさに課程の最中
に新型コロナウイルスの世界的な拡散が起こり、講
義や議論の焦点も「アフター・コロナ」の世界がど
うなっていくか、そしてどのようにそれぞれの国や
地域、世界全体を平和で安定的なものにしていくか
といった点に自然と移っていきました。

こうした中で、同課程で豪州をはじめとする多
くの国からの大佐級の軍人や職員とともに議論し、
様々な見方を吸収することができたことは、今後
も安全保障政策に携わっていく自分にとってかけ
がえのない財産だと思っています。

東京都立大学大学院　人文科学研究科人間科学専
攻臨床心理学教室（東京都八王子市）
1等空尉　永

なが
井
い

　陽
よう

介
すけ

私は、大学を卒
業後、航空自衛隊
に入隊し、航空機
を整備する部隊
で数年間勤務し
た後、国内大学院
研修の希望が叶
い、東京都立大学
大学院に進学しました。

現在、博士前期課程に在籍し、カウンセリングな
どの心理の実務を行う上で必要となる理論や技法
を習得するため、勉学に勤しんでいます。研修終了
後は、臨床心理士などの資格を取得し、研修で培っ
た技能をもって、部隊におけるカウンセリング業務
やメンタルヘルス施策に携わり、隊員の心の健康の
保持増進を通じて、部隊の任務遂行に寄与していき
たいと考えております。

VOICE

米国防大学にて

コロンビア大学メインキャンパスにて

卒業式で特別賞（Geddes Gavel Award）
を受賞する筆者（中央）

カウンセリングを行う筆者（右）
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3 	人的資源の効果的な活用に向けた施策など	人的資源の効果的な活用に向けた施策など

10 2020年以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための災害派遣活動等に従事した職員に対し、災害派遣等手当の特例を措置している。

1　人材の有効活用など

自衛隊の人的構成は、これまで全体の定数が削
減されてきた一方、装備品の高度化、任務の多様
化・国際化などへの対応のため、より一層熟練し
た者、専門性を有する者が必要となっている。
このような状況を踏まえ、防衛大綱などでは、

自衛隊の精強性にも配意しつつ、知識・技能・経
験などを豊富に備えた高齢人材の一層の活用を図
るため、自衛官の若年定年年齢を現中期防期間中
に1歳、次期中期防期間中に1歳、階級ごとに段階
的に引き上げることとしており、2020年に1尉か
ら1曹、2021年に1佐から3佐までの引上げを実
施した。また、定年退職後の再任用（定年から65
歳まで可）を引き続き拡大するほか、部隊などに
おける自衛隊の専門性の高い分野において退職自
衛官の技能の活用を促進することとしている。
さらに、AIなどの技術革新の成果を活用した
無人化・省人化などを推進するため、AIの活用
促進などにかかるアドバイザー業務の外部委託や
AI・データ分析官の採用に向けた取組により、
AI活用に関する支援態勢を構築するとともに、
部外委託講習により部内人材の育成を図るなど、

AI活用にかかる環境整備を行っている。
加えて、限られた人員で稼働率を確保していく

観点から、海自の一部艦艇では、複数クルーで交
替勤務し稼働日数の増加を図るクルー制を導入し
ており、新型護衛艦（FFM）についてもクルー制
の導入を検討している。

図表Ⅳ-1-1-4（自衛官の階級と定年年齢）

2　	生活・勤務環境の改善及び処遇の
向上

防衛大綱及び中期防は、全ての自衛隊員が高い
士気を維持し、自らの能力を十分に発揮し続けら
れるよう、生活・勤務環境の改善を図ることとし
ている。具体的には、即応性確保などのために必
要な隊舎・宿舎の確保及び建替えを加速し、同時
に、施設の老朽化対策及び耐震化対策を推進する
ほか、老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新、
日用品などの所要数の確実な確保などを実施する
こととしている。
また、自衛官は厳しい環境下において任務を遂
行するため、任務や勤務環境の特殊性などを踏ま
え、処遇を改善することとしている。自衛官の任務
の危険性などの特殊性、官署が所在する地域の特
性に応じた適切な処遇を確保するため、特殊勤務
手当10などの改善を図るとともに、災害対処能力な
どの向上のため簡易ベッドの整備や非常用糧食の

 参照

図表Ⅳ-1-1-4 自衛官の階級と定年年齢

階級 略称 定年年齢
陸将・海将・空将 将 60歳陸将補・海将補・空将補 将補
1等陸佐・1等海佐・1等空佐 1佐 57歳
2等陸佐・2等海佐・2等空佐 2佐 56歳3等陸佐・3等海佐・3等空佐 3佐
1等陸尉・1等海尉・1等空尉 1尉

55歳

2等陸尉・2等海尉・2等空尉 2尉
3等陸尉・3等海尉・3等空尉 3尉
准陸尉・准海尉・准空尉 准尉
陸曹長・海曹長・空曹長 曹長
1等陸曹・1等海曹・1等空曹 1曹
2等陸曹・2等海曹・2等空曹 2曹 53歳3等陸曹・3等海曹・3等空曹 3曹
陸士長・海士長・空士長 士長

－1等陸士・1等海士・1等空士 1士
2等陸士・2等海士・2等空士 2士

（注）1　 統幕長、陸幕長、海幕長又は空幕長の職にある陸将、海将又は
空将である自衛官の定年は、年齢62歳

2　 医師、歯科医師及び薬剤師である自衛官並びに音楽、警務、情
報総合分析、画像地理・通信情報の職務に携わる自衛官の定
年は、年齢60歳

生活・勤務環境の改善
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改善を実施しているほか、隊員が士気高く、誇りを
持って任務を遂行できるよう、功績を適切に顕彰
するため、防衛功労章の拡充をはじめとした栄典・
礼遇に関する施策を推進することとしている。
さらに、2019年には厳しい募集環境を踏まえ、
防衛省職員給与法を改正し、特に初任給に重点を
置いた給与の引上げを行った。

3　	隊員の退職と再就職のための取組
など

自衛隊の精強性を保つため、多くの自衛官は、
50代半ば（若年定年制自衛官）又は20代～30代
半ば（任期制自衛官）で退職することから、その
多くは、退職後の生活基盤の確保のために再就職
が必要である。
再就職の支援は、雇用主たる国（防衛省）の責
務であり、自衛官の将来への不安の解消や優秀な
人材確保のためにも極めて重要であることから、
再就職に有効な職業訓練などの支援施策を行って
いる。
また、防衛省は自ら職業紹介を行う権限を有し
ていないため、一般財団法人自衛隊援護協会が、
厚生労働大臣と国土交通大臣の許可を得て、退職
自衛官のための無料職業紹介事業を行っている。
退職自衛官は、職務遂行と教育訓練によって培

われた、優れた企画力・指導力・実行力・協調性・
責任感などのほか、職務や職業訓練などにより取
得した各種の資格・免許も保有している。このた
め、地方公共団体の防災や危機管理の分野をはじ
め、金融・保険・不動産業や建設業のほか、製造
業、サービス業など幅広い分野で活躍している。
退職自衛官の再就職支援については、防衛大綱
及び中期防に基づき、引き続き職業訓練課目の拡
充や、退職前の段階的な資格取得などの支援を行
うとともに、退職自衛官の知識・技能・経験を活
用するとの観点から、地方公共団体や関係機関と
の連携を強化しつつ、退職自衛官のさらなる活用
を進めるなど、一層の充実を図ることとしている。
特に、地方公共団体の防災部局には、2021年3

11 自衛隊法第65条の2、第65条の3及び第65条の4に規定

月末時点で、46都道府県に104名、431市区町村
に508名の計612名の退職自衛官が危機管理監
などとして在職しており、地方公共団体との連携
を強化するとともに、防災をはじめとする危機管
理への対処能力への向上につながることから、こ
れらの取組を一層強化し、地方公共団体の防災部
局での退職自衛官の活用を積極的に支援していく
こととしている。
なお、防衛省では、地方公共団体の防災部門な

どへの採用を希望する退職予定自衛官向けに「防
災・危機管理教育」を実施しており、本教育を受
講した者は申請により内閣府から「地域防災マ
ネージャー」の資格が付与されている。従来、資
格を付与されるための条件は、自衛官は、「3佐以
上ないし1尉であって3佐の実質的な職務経験が
あること」であったが、防衛省・自衛隊として、
災害派遣における自衛官の任務の実態などを踏ま
え、地域防災マネージャーの要件の拡充について
関係省庁と調整を行った結果、2021年4月から
「1尉以上ないし2尉であって1尉の実質的な職務
経験があること」に拡大された。
また、令和3（2021）年度には、任期制自衛官

の充足の維持・向上に加え、予備自衛官及び即応
予備自衛官の充足向上を図るため、任期制自衛官
の任期満了後に国内の大学に進学した者が、その
在学期間中、予備自衛官又は即応予備自衛官に任
官した場合、任期制自衛官退職時進学支援給付金
を支給することとした。

図表Ⅳ-1-1-5（再就職支援施策として行っている主
な職業訓練）
図表Ⅳ-1-1-6（令和2（2020）年度再就職支援実績）

一方、自衛隊員の再就職については、従来の事
前承認制に替わって、2015年10月から新たな再
就職等の規制が導入され、一般職の国家公務員と
同様に、公務の公正性に対する国民からの信頼を
確保するため、3つの規制（①他の隊員・OBの再
就職依頼・情報提供等の規制、②在職中の利害関
係企業等への求職の規制、③再就職者による依頼
等（働きかけ）の規制）11が設けられた。これらの
規制の遵守状況については、隊員としての前歴を
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有しない学識経験者から構成される監視機関（防
衛人事審議会再就職等監視分科会、内閣府再就職
等監視委員会）において監視するとともに、不正
な行為には罰則を科すことで厳格に対応すること
としている。
あわせて、内閣による再就職情報の届出・公表

について制度化し、再就職情報の一元管理・情報
公開を的確に実施するため、自衛隊員のうち管理
職隊員（本省企画官相当職以上）であった者の再
就職状況について毎年度内閣が公表することとし
ている。直近では、令和元（2019）年度に提出さ
れた再就職情報の届出のうち管理職隊員であった

自衛隊新卒について～再就職した隊員と雇用主の声～

「自衛隊新卒とは」「自衛隊新卒とは」
自衛隊での任期を修了し民間企業へ就職する任期制自衛官は、自衛隊に入隊し、各種教育や厳しい訓練

を通じて、規律正しさ、責任感、実行力、チームワークなどの社会人としての基本的な素養を身につけて
います。このような任期制自衛官について、「自衛隊を中途退職した」という誤解が生じないよう、「自衛
隊新卒」と呼ぶこととしました。

自衛隊新卒の声自衛隊新卒の声
三井不動産レジデンシャルサービス株式会社 
第四統括支社　埼玉支店
フロントマネージャー　小

お
山
やま

　隼
しゅん

矢
や

 氏
私は航空自衛隊松島基地で3年間勤務し、任期を

修了後マンション管理会社である「三井不動産レ
ジデンシャルサービス株式会社」に入社しました。
自衛隊から民間企業への就職にあたり、業務内容
から社内の雰囲気まで全く異なる環境に足を踏み
入れることに戸惑いもありましたが、入社後の研
修が充実しており、一から業務に馴染んでいける
内容となっていました。また、就職活動の際には基
地援護室の手厚い支援もあり、就職活動と自衛隊
業務を両立することができました。

今後は同期とともに切磋琢磨しながら自衛隊で
培った気力や体力を活かしつつ、新たなキャリア
を積んでいきたいと思います。

雇用主の声雇用主の声
三井不動産レジデンシャルサービス株式会社
取締役会長　高

たか
松
まつ

　茂
しげる

 氏
当社は三井不動産グループのマンション管理会

社として三井不動産レジデンシャルが開発・分譲
したマンションを中心に超高層マンションから再
開発に伴う大規模・都市型マンションなど首都圏
と中部エリアにて約21万戸を管理しております。

2019年より自衛官の紹介を受け、2020年に初
めて任期制自衛官と定年退職自衛官が各1名入社
しております。自衛官として組織に所属し、厳しい
規律のもとで勤務していたこともあり、上下関係
を理解し、常に明るく何事にも積極的な姿勢で業
務に取り組み、同僚とのコミュニケーションも円
滑に勤務し活躍しております。

三井不動産レジデンシャルサービス株式会社 
第四統括支社　埼玉支店　フロントマネージャー

小山　隼矢 氏

三井不動産レジデンシャルサービス株式会社
取締役会長　高松　茂氏
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航空自衛隊は2020年10月21日から23日まで
の間、東京都江東区の東京ビッグサイトで開催され
た「危機管理産業展」に出展しました。当産業展は、
危機管理をテーマにした国内最大級の総合トレード
ショーであり、「防災・減災」、「事業リスク対策」、そ
して「セキュリティ」の3分野を柱に、例年、最新の
製品、サービスなどが一堂に集結します。航空自衛
隊がPRしたのは、危機管理に強い「人財」としての
退職自衛官です。「平時の備えが未来を救う～退職
自衛官活用のススメ～」をキャッチフレーズとして、
来場した企業関係者に退職自衛官の活用を勧める広
報活動を実施しました。今回はコロナ禍により全体
の来場者数は減少していましたが、ブルーインパル
スをモチーフにした出展ブースも好評を博し、多く
の方々にご来場いただきました。特設ステージでは、
OBのご協力を得てステージプレゼンテーションを
企画し、退職自衛官の有用性について大いにPRして

いただきました。自然災害等が多いわが国において、
在職期間を通じて危機管理に従事してきた退職自衛
官の経験と能力をお役に立てられる場はまだまだあ
ると思っています。自衛官が50代半ばの若さで定
年退職することや、20代から30代で任期満了退職
する自衛官もいることを、広く知っていただく余地
があることも認識しました。貴重な人的資源である
退職自衛官について、引き続き発信していきます。

危機管理産業展2020へ出展する様子

危機管理産業展2020への出展～危機管理分野における退職自衛官の雇用促進～解　説

地方公共団体などの防災部局で活躍する退職自衛官の声 
～全国初の「広域圏事務組合」危機管理官～

奥能登広域圏事務組合　危機管理官　佐
さ

藤
とう

　令
りょう

 氏
奥能登広域圏事務組合は、輪島市、珠洲市、能登

町及び穴水町の2市2町で広域消防や空港利用促
進業務等を行う特別地方公共団体です。2019年
10月、広域防災に関する事項と危機管理官の設置
に関する条例等の改正を行い、全国初の危機管理
専門ポストが作られました。

私の業務は、各市町が作成する地域防災計画、国
民保護計画及び防災訓練等に関する指導、助言並
びに災害等発生時における自衛隊など関係機関と
の連絡調整に関する事項です。

具体的な活動として、防災対策会議等への参加
や防災訓練計画の作成支援のほか、毎月、各市町危
機管理担当部局を訪問し意見交換・情報提供を行
う業務や、防災士・中高生・団体等に対する防災
教育・講演等の防災啓発活動を行っています。
2020年6月には新型コロナウイルス感染症の拡大
防止のため、陸上自衛隊（金沢）への災害派遣要請
にかかる調整を行い、圏内の医療従事者、社会福祉
関係職員、消防職員等約140名に対する感染防護
服着脱及びゾーン設定要領等の教育・訓練を実施

していただいたことにより、職員の対処能力向上
や施設内のクラスター防止手順の策定等、大きな
成果を生むことができました。

消防本部職員と筆者（中央）

防災訓練における筆者の様子（筆者：左から2人目）
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図表Ⅳ-1-1-5 再就職支援施策として行っている主な職業訓練

自衛隊は精強性を保つため、多くの自衛官は、50代半ば（若年定年制自衛官）または20代～30代半ば（任期
制自衛官）で退職することになる。
退職後の再就職の支援は、雇用主たる国（防衛省）の責務であり、将来の不安の解消や優秀な人材の確保のた

めにも極めて重要であることから、再就職に有効な職業訓練などの再就職支援施策を行っている。

■ 再就職支援施策として行っている主な職業訓練

自動車運転 ●�大型自動車　●�普通自動車　●�大型特殊自動車　●�準中型自動車　●�中型自動車

施設機械等運転 ●�フォークリフト　●�ボイラー技士　●�車両系建設機械　●�クレーン運転士　●�高所作業車

電気通信技術 ●�電気工事士　●�電気主任技術者　●�電気通信工事担当者　●�特殊無線技士

危険物等取扱 ●�危険物取扱者　●�毒物劇物取扱責任者　●�高圧ガス製造保安責任者　●�第3種冷凍機械責任者

労務等実務 ●�警備員検定　●�ドローン操縦士　●�運行管理者　●�倉庫管理主任者　●�海技士　●�社会保険労務士

情報処理技術
●�パソコン基礎検定　●�マイクロソフトオフィススペシャリスト　●�ITパスポート　
●�基本（応用）情報技術者

社会福祉関連 ●�介護職員初任者研修　●�福祉住環境コーディネーター　●�メンタルヘルスマネジメント　●�サービス介助士

法務等実務 ●�宅地建物取引士　●�秘書検定　●�行政書士　●�国内旅行業務取扱管理者　●�通関士

その他
●�防災・危機管理教育　●�ファイナンシャルプランナー　●�日商簿記　●�TOEIC　●�ネイリスト　●�調理師
●�消防設備士　●�衛生管理者　●�マンション管理士　●�溶接技能者　●�自動車整備士
●�医療事務　●�調剤報酬事務　●�介護事務　●�医療保険事務

※各区分ごとの職業訓練課目名は受講者の多い順で記載している。
※上記を含め、約150課目の職業訓練の受講を可能としている。

就職補導教育 職業適性検査 職業訓練 任期制隊員
合同企業説明会

応募・面接等
支援 再就職

■ 任期制隊員の再就職支援

職業訓練 職業紹介 応募・面接等
支援 再就職職業適性検査業務管理教育

■ 若年定年退職隊員の再就職支援

図表Ⅳ-1-1-6 令和2（2020）年度再就職支援実績
農林・水産・鉱業　1.3％公務、団体　2.6％

卸売・小売業
6.8％

建設業
9.2％

金融・保険・
不動産業
9.3％

製造業
13.4％ 運輸・通信・

電気・ガス・
水道業
20.2％

運輸・通信・
電気・ガス・

水道業
20.2％

サービス業
37.2％

任期満了
退職者に対する
再就職支援実績

再就職支援希望者数� 1,213人

就職決定者数� 1,209人

就職決定率� 99.7％

若年定年
退職者に対する
再就職支援実績

再就職支援希望者数� 1,496人

就職決定者数� 1,459人

就職決定率� 97.5％
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者の届出を取りまとめ、2020年10月、計203件
を公表した。

資料53（再就職等支援のための主な施策）
資料54（退職自衛官の地方公共団体防災関係部局に
おける在職状況）

4　家族支援への取組

平素からの取組として、部隊と隊員家族の交流
や隊員家族同士の交流などのほか、大規模災害な
ど発生時の取組として、隊員家族の安否確認につ
いて協力を受けるなど、関係部外団体などと連携
した家族支援態勢の整備についても推進している。
また、中期防においても、対処態勢を長期にわ
たり持続可能とする観点から、隊員家族に配慮し
た各種の家族支援施策を推進するとしており、海
外に派遣される隊員に対しては、メールやテレビ
電話など家族が直接連絡できる手段の確保や、家
族からの慰問品の追送支援などを行っている。さ
らに、家族説明会を開催して様々な情報を提供す
るとともに、留守家族専用の相談窓口（家族支援
センター）や隊員家族向けホームページなどを設
置して各種相談に応じる態勢をとっている。

5　	厳正な服務規律の保持のための	
取組

近年、防衛省・自衛隊に対して国民から多くの
期待が寄せられており、自衛隊がその実力を最大
限に発揮して任務を遂行するためには、国民の支
持と信頼を勝ち得ることが必要不可欠であり、そ
のためには常に規律正しい存在であることが何よ

り求められている。
防衛省・自衛隊では、高い規律を保持した隊員
を育成するため、従来から「防衛省薬物乱用防止
月間」、「自衛隊員等倫理月間」、「防衛省職員ハラ
スメント防止週間」の期間を設けて、遵法意識の
啓発に努めるとともに、服務指導の徹底などの諸
施策を実施している。
また、防衛力の中核は隊員であり、自衛隊が組
織力を発揮し、さまざまな事態にしっかりと対応
していくためには、隊員が士気高く安心して働け
る環境を構築する必要がある。
パワー・ハラスメントやいじめは、隊員の人
格・人権を損ない、自殺事故にもつながる行為で
あり、周囲の勤務環境にも影響を及ぼす大きな問
題である。パワー・ハラスメント対策の一環とし
て、平成28（2016）年度に人事教育局服務管理
官付に「防衛省パワハラホットライン」を常設し、
隊員からの相談に対応しているが、その相談件数
は、平 成29（2017）年 度 が140件、平 成30
（2018）年度が252件、令和元（2019）年度が
519件、令和2（2020）年度が1,010件と、年々
倍増している。

図表Ⅳ-1-1-7（防衛省パワハラホットライン相談件
数の推移）

パワー・ハラスメントは、隊員の認識不足や上
司と部下との間のコミュニケーション・ギャップ
などの問題に起因しており、それらの問題を解消
していくため、①隊員の啓発・意識の向上のため
の集合教育・e-ラーニング、②隊員（特に管理職）
の理解促進・指導能力向上のための教育、③相談
体制の改善・強化などの施策を行っている。

 参照

 参照

海外派遣隊員の家族に対する説明会（2019年5月） ハラスメント防止教育を受講する隊員の様子
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また、暴行、傷害及びパワー・ハラスメント等
の規律違反の根絶を図るため、2020年3月から
懲戒処分の基準を厳罰化した。
さらに、令和2（2020）年度から第三者である
弁護士によるハラスメント相談窓口を設置した。

6　自衛隊員の自殺防止への取組

自衛隊員の自殺者数は、平成16（2004）年度
から平成18（2006）年度は100人以上であった
が、平成19（2007）年度以降は、緩やかな減少傾
向となり、令和2（2020）年度は66人となってい
る。しかしながら、依然として、60人以上の貴重
な隊員の命が自殺により失われていることは、組
織にとって多大な損失であるとともに、御家族に
とっても大変痛ましいことである。

図表Ⅳ-1-1-8（自衛隊員の自殺者数の推移）

令和元（2019）年度の自殺事故の状況について
調査したところ、10代・20代の若い隊員及び50

代の中高年の隊員の自殺者数が人員比よりも多い
ことや、勤務環境や生活環境に変化のあった隊員
の自殺事故が多いことが確認された。
このような状況を踏まえ、令和2（2020）年度

は、きめ細やかな隊員の心情把握を行うととも
に、メンタルヘルス不調の兆候のある者に対して
は、部外カウンセラーの利用や医療機関での受診
を行うように積極的に指導するなどの対策を行っ
ている。
また、自殺者が多い傾向にある7～9月に備え、
令和3（2021）年度からメンタルヘルス施策強化期
間を6～7月に設定するなどの施策を進めている。

7　殉職隊員への追悼など

1950年に警察予備隊が創設され、保安隊・警
備隊を経て今日の自衛隊に至るまで、自衛隊員
は、国民の期待と信頼に応えるべく日夜精励し、
旺盛な責任感をもって、危険を顧みず、わが国の

 参照

図表Ⅳ-1-1-7 防衛省パワハラホットライン相談件数の推移
（単位：件数）

区　分 平成28
（2016）年度

平成29
（2017）年度

平成30
（2018）年度

令和元
（2019）年度

令和2
（2020）年度

防衛省パワハラホットライン 92 140 252 519 1,010
各機関等相談窓口 96 139 271 419 332

合　計 188 279 523 938 1,342

図表Ⅳ-1-1-8 自衛隊員の自殺者数の推移
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平和と独立を守る崇高な任務の完遂に努めてき
た。その中で、任務の遂行中に、不幸にしてその
職に殉じた隊員は2,000人を超えている。
防衛省・自衛隊では、殉職隊員が所属した各部
隊において、殉職隊員への哀悼の意を表するた
め、葬送式を行うとともに、殉職隊員の功績を永
久に顕彰し、深

しん
甚
じん
なる敬意と哀悼の意を捧げるた

め、内閣総理大臣参列のもと行われる自衛隊殉職
隊員追悼式など様々な形で追悼を行っており、令
和2年度自衛隊殉職隊員追悼式では、25柱（陸自
14柱、海自8柱、空自2柱、機関等1柱）を顕彰し
ている12。

12 自衛隊殉職者慰霊碑は、1962年に市ヶ谷に建てられ、1998年、同地区に点在していた記念碑などを移設し、「メモリアルゾーン」として整理された。防衛
省では毎年、殉職隊員の御遺族をはじめ、内閣総理大臣と防衛大臣以下の防衛省・自衛隊高級幹部のほか、歴代の防衛大臣などの参列のもと、自衛隊殉職隊
員追悼式を行っている。また、メモリアルゾーンにある自衛隊殉職者慰霊碑には、殉職した隊員の氏名などを記した銘版が納められており、国防大臣などの
外国要人が防衛省を訪問した際、献花が行われ、殉職隊員に対して敬意と哀悼の意が表されている。このほか、自衛隊の各駐屯地及び基地において、それぞ
れ追悼式などを行っている。

菅内閣総理大臣参列のもと行われた令和2年度自衛隊殉職隊員追悼式
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ワークライフバランスと女性の活躍の更なる推進第2節
わが国を取り巻く安全保障情勢が一層厳しさを
増し、防衛省・自衛隊の対応が求められる事態が
増加するとともに長期化しつつある一方、社会構
造の大きな変化によりその任務を担う防衛省の職
員は、今後男女ともに、育児・介護などの事情の
ため時間や移動に制約のある者が増加することが
想定される。
このような厳しい状況の中で、各種事態に持続
的に対応できる態勢を確保するためには、職員が
心身ともに健全な状態で、高い士気を保って、そ
の能力を十分に発揮しうるような環境を整えるこ
とが必要である。このような考えから、防衛省・
自衛隊においては、職員の仕事と生活の調和
（ワークライフバランス）に関する取組を進めて

いる。
また、防衛省・自衛隊は、女性職員の活躍の推

進に積極的に取り組んでおり、その数も近年増加
傾向にある。
防衛省・自衛隊においては、ワークライフバラ

ンスと女性職員の採用・登用のさらなる拡大を一
体的に推進するため、2015年に「防衛省におけ
る女性職員活躍とワークライフバランス推進のた
めの取組計画」（以下、「取組計画」という。）を策
定し、様々な取組を行ってきた。取組計画は
2021年3月には、勤務時間管理の徹底やマネジ
メント改革等を加えた新たな取組計画のもとで、
取組の強化・拡充を図ることとしている。

1 	ワークライフバランス推進のための働き方改革	ワークライフバランス推進のための働き方改革
（1）価値観・意識の改革
働き方改革にあたっては、特に管理職員などの

働き方に対する価値観や意識の改革を行う必要が
ある。防衛省・自衛隊においては、平成29（2017）
年度以降、働き方改革やワークライフバランスに
関する意識啓発のため、トップからのメッセージ
の発出、セミナーや講演会などの教育を実施して
いる。また、育児や介護などで時間や移動に制約
がある隊員が増えていく中、すべての隊員が能力
を十分に発揮して活躍できるよう、ワークライフ
バランス確保のため、長時間労働の是正や休暇の
取得の促進などに努めている。
さらに、管理職のマネジメント能力の向上に向

けた「マネジメント改革」のための取組も実施し
ている。

（2）職場における仕事改革
ワークライフバランス推進に向けた取組は、

個々の職場の実情に合わせた取組を行い、それぞ
れの職員が自ら職場環境の改善策を考えることが
実効性のある取組や風土作りにつながる。そのよ
うな考えから、2016年以降、ワークライフバラ

ンス推進強化期間等において、「防衛省における
働き方改革推進のための取組コンテスト」を実施
しており、各機関等からの応募の中から、特に優
れた取組について防衛大臣及び防衛副大臣がそれ
ぞれ表彰を行うとともに、各職場における仕事改
革の一助としている。また、さらなる業務の効率
化を推進するとともに、長時間労働是正のための
適切な勤務時間管理にも取り組んでいる。

（3）働く時間と場所の柔軟化
業務の繁閑の事情や個人の抱える時間制約など

「防衛省における働き方改革推進のための取組コンテスト」の 
オンライン表彰式の様子
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の事情を踏まえれば、働く時間と場所の柔軟化が
必要である。このため、防衛省・自衛隊において
は、平成28（2016）年度からフレックスタイム制
を導入したほか、早出遅出勤務の多段階化を図る
など、柔軟に勤務時間を選択できるようにした。
自宅における勤務を可能とするテレワーク環境
の整備については、平成29（2017）年度に内部
部局においてテレワークを開始して以降、順次範
囲を拡大するとともに端末の段階的な整備を行
い、令和2（2020）年度にはすべての機関におい
てテレワークが実施可能となった。特に2020年
以降は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のた
め、多くの職員がテレワーク勤務したが、こうし
た非常時における業務継続の観点からも、引き続
き端末の整備とともに資料の電子化などを含めた
デジタル化を推進し、テレワークの実施環境を整
備している。

（4）育児・介護をしながら活躍できるための環境
整備
防衛省・自衛隊においては、育児休業などを取
得する職員のための代替要員の確保など、職員が
育児・介護などと仕事を両立するための様々な制
度を整備しているほか、特に男性職員の家庭生活
への参画を推進するため、男性職員の育児休業な
どの取得促進に取り組んでおり、令和2（2020）
年度から、子どもが生まれた全ての男性職員が
1ヶ月以上を目途に育児に伴う休暇・休業を取得

できることを目指すとともに、令和7（2025）年
度までに男性職員の育児休業取得率30％を目指
している。
また、育児休業からの円滑な復帰を支援するた

めのメールマガジンの発信や、管理職員や人事担
当部局がきめ細かく職員の育児にかかる状況を把
握するための「育児シート」などの活用を促進す
るなど、職業生活と家庭生活を両立しやすい環境
整備を進めている。
防衛省・自衛隊では、中途退職した自衛官を再

度採用できる制度があるが、この制度について、
2017年1月、育児・介護により中途退職した者
も採用できるよう見直しを行い、2018年1月、本
制度に基づく採用を開始した。

（5）保育の場の確保
不規則な勤務態勢である自衛隊の特性に合った

保育の場を確保することは、子育てをする隊員が
任務に専念するために重要である。防衛省・自衛
隊においては、2007年4月以降、陸自の三宿、熊
本及び真駒内の各駐屯地と朝霞駐屯地宿舎地区、
海自の横須賀地区、空自の入間基地、防衛省本省
の所在する市ヶ谷地区、防衛医科大学校にそれぞ
れ庁内託児施設を整備してきた。災害派遣などに
おける緊急登庁時において、他に預け先がなく、
子供を帯同して登庁せざるを得ない隊員につい
て、自衛隊の駐屯地などで子供を一時的に預かる
緊急登庁支援の施策を推進している。

資料：両立支援ハンドブック
URL：�https://www.mod.go.jp/j/profile/worklife/book/�

handbook_2021.pdf
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両立支援制度の活用

海上自衛隊第3航空隊（神奈川県大和市） 
1等海尉　岡

おか
田
だ

　彩
あや

夏
か

私は、2017年と2019年にそれぞれ1年ずつ育
児休業制度を取得し、2020年7月の職場復帰後も、
P-1哨戒機の機長資格を得るべく養成訓練に励みな
がら、2児の子育てをしています。訓練中、いつも
痛感するのは、機長として部下を指揮することの
大変さです。刻々と情勢が変わる上空の場面にお
いて次々と判断を下すことも大変ですが、自分の
意図を正しく部下に伝え、的確に指揮することは
もっと大変です。

一方で、月並みな表現ですが、子育ても本当に大
変です。職場の方々にサポートをいただきながら、
夫とともに子育てしてきました。夫は自衛官では
ありませんが私の仕事をよく理解してくれており、
また、職場の皆様の配慮にも感謝しかありません。

現在は、子育てと養成訓練を両立している私だ
からこそ目指せる「P-1の機長像」があると感じて
います。後輩たちに「真の女性活躍」を示すととも
に、子供に誇れる母親の姿を見せるために、仕事も
家庭も全力で両立しながら、胸を張って言います。
「お母さん、P-1の機長を目指します」。

家族との一コマ（筆者：左から2人目） 養成訓練中の筆者（右）

情報本部（東京都新宿区）
2020年3月、子供も独り立ちし、夫婦2人の生

活となった矢先、妻の父親が脳梗塞で倒れ、実家で
の在宅介護が始まりました。義父は要介護5という
状況だったので在宅での介護に不安はありました
が、妻が専業主婦なので介護職員などの支援を受
ければなんとかなると腹を括りました。

介護を始めて直ぐに、妻が介護に専念するために
は誰かが掃除、洗濯、食事の支度などの家事をする必
要があるという至極当たり前の現実に直面しました。

夫婦2人の生活ですので当然、私が年次休暇、フ
レックスタイム制などを活用して家事・介護時間
を確保していました。しかし、次第に年次休暇だけ

での時間確保では限界になり、このまま介護を続け
ていくためには介護休暇など、その他の制度を最大
限活用しなければやっていけないと思いました。

家族での介護は一人一人の負担を分散すること
が大事です。誰かが疲れてしまっては円満な家庭
を維持できません。それこそ仕事にも集中できな
くなります。

親の介護はいつ来るか分かりません。
私は義父の介護を通じて、介護と仕事を両立す

るためだけでなく、家族のためにも平素から制度
を知り、職場の理解を得て、遠慮なく制度のメリッ
トを最大限活用することに努めなければならない
と実感しています。

義父との会話（筆者：左） 父の介護をする妻（口腔内清拭）

VOICE
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2 	女性の活躍推進のための改革	女性の活躍推進のための改革
防衛省・自衛隊は、女性職員の採用・登用のさ
らなる拡大を図るため、取組計画において女性職
員の採用・登用について具体的な目標を定めるな
ど、意欲と能力のある女性職員の活躍を推進する
ための様々な取組を行ってきている。さらに、
2017年4月、「女性自衛官活躍推進イニシアティ
ブ―時代と環境に適応した魅力ある自衛隊を目指
して―」（「イニシアティブ」）を策定し、女性自衛
官の活躍を推進するための理念的な方針を明らか
にした。

（1）女性自衛官の活躍推進に取り組む意義と人事
管理の方針

「イニシアティブ」においては、女性自衛官の活
躍推進に取り組む意義と人事管理の方針について
明らかにしている。具体的には、自衛隊の任務が
多様化・複雑化する中、自衛官には、これまで以
上に高い知識・判断力・技術を備えた多面的な能

力が求められるようになっている。また、少子
化・高学歴化の進展などによる厳しい募集環境の
もと、育児や介護などで時間や場所に制約のある
隊員が大幅に増加することが想定される。
こうした環境の変化を踏まえれば、自衛隊とし
ても、従来の均質性を重視した人的組成から多様
な人材を柔軟に包摂できる組織へと進化すること
が求められている。
自衛隊において、現時点で必ずしも十分に活用
できていない最大の人材源は、採用対象人口の半
分を占める女性である。女性自衛官の活躍を推進
することは、①有用な人材の確保、②多様な視点
の活用、③わが国の価値観の反映、といった重要
な意義がある。このため、防衛省・自衛隊として、
意欲と能力、適性のある女性があらゆる分野に
チャレンジする道を拓き、女性自衛官比率の倍増
を目指すこととした。
なお、女性自衛官の採用・登用に際しては、機

女性初の戦車小隊長として勤務する松浦3尉（左） 全クルー女性による訓練飛行

動画：夢を守る女性陸上自衛官の活躍
URL：https://www.youtube.com/watch?v=-bcA9G417vU

動画：航空自衛隊女性自衛官の活躍
URL：https://www.youtube.com/watch?v=CzUcZlTk_bs&feature=youtu.be

動画：自分の時間も大切に働く女性海上自衛官
URL：https://www.youtube.com/watch?v=tsk6VAV6LP4
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女性自衛官の活躍

米陸軍サイバー研究・教育センター 
（アメリカ合衆国ジョージア州フォートゴードン）
2等陸佐　西

にし
村
むら

　朋
とも

子
こ

私は、米陸軍のサイバー・電磁波・通信に関する
研究及び教育を行う米陸軍サイバー研究・教育セ
ンターで、人材育成や能力開発に関わる調整をする
ための連絡官として勤務しています。

トライアル＆エラーを繰り返しながら世界を
リードしていく米陸軍の取組を目の当たりにし、
スケールの大きさやスピードの速さを肌で感じ学
んでいます。本勤務を通じ学んだ教訓を陸上自衛
隊の人的基盤の強化等に反映し、言語や文化の壁
を乗り越え、日米が切磋琢磨できる教育や訓練の
機会を充実させて、サイバー空間を守る同志を増
やしていきたいです。

日本のサイバー領域における取組の 
説明をする筆者

海上自衛隊第1練習潜水隊（広島県呉市）
みちしお船務科　1等海曹　中

なか
元
もと

　陽
よう

子
こ

女性の潜水艦乗組への配置制限が解除され、潜水
艦教育訓練隊における5か月間の教育を経て2020
年6月から練習潜水艦「みちしお」に乗艦しています。

女性が勤務することに対して、最初は周りの方々
に戸惑いも多くあったと思いますが、周りの乗員の方
の配慮や温かい雰囲気に助けられ毎日楽しく勤務す
ることができています。また家族のサポートも大き
く、主人や息子を始め人の優しさを実感しています。

分からないことだらけで勉強の日々ですが、一歩
ずつ確実に知識技能を身に着け、どんな時でも「明
るく楽しく」勤務していきたいと思います。

練習潜水艦「みちしお」の当直警衛海曹として勤務する筆者

NATO本部諮問・指揮統制幕僚部 
（ベルギー・ブリュッセル）
2等空佐　古

こ
賀
が

　真
ま

奈
な

美
み

私は、ベルギーに所在するNATO本部の指揮通
信担当部署で勤務しています。NATOは、加盟国間
だけでなく、日本を含むパートナー国とサイバーや
海洋安全保障など幅広い分野で協力しています。そ
のため各国が共通の用語等を使用して通信をする
ための基準書を作成することが私の主な仕事です。

職場は各国の軍人と文民職員が勤務しており国
際色豊かです。新型コロナウイルス感染症の影響
で仕事も生活も大きく変化しましたが、同僚に助
けられ、オンラインでのコーヒー休憩を一緒に楽

しみながら頑張っています。私のNATOでの勤務
が今後の日NATO協力の一助となれば幸いです。

VOICE

NATO本部前にて
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会均等のさらなる徹底を図るとともに、本人の意
欲と能力・適性に基づく適材適所の配置に努める
ことを、人事管理の方針としている。

（2）女性自衛官の配置制限の解除
防衛省・自衛隊においては、女性自衛官の配置
制限について順次見直しを行い、2018年12月に
潜水艦の配置制限を解除したことにより、「母性
の保護」の観点から女性が配置できない部隊（陸
上自衛隊の特殊武器（化学）防護隊の一部及び坑
道中隊）を除き、配置制限を全面的に解除した。
これら配置制限の解除により、2018年には女
性自衛官初の戦闘機操縦者が、2020年3月には
女性自衛官初の空挺隊員が誕生した。また同年
10月には、女性自衛官が初めて潜水艦への乗組
みを開始した。

（3）女性職員の採用・登用の拡大
新たな取組計画では、女性職員の採用・登用の
数値目標について改定前の目標を上回る数値を設
定し、更なる計画的な採用と登用の拡大を図るこ
ととしている。
ア　女性自衛官
女性自衛官は、2021年3月末現在、約1.8万人

（全自衛官の約7.9%）であり、10年前（2011年3
月末時点で全自衛官の約5.2％）と比較すると、
2.7ポイント増となっており、その比率は近年増
加傾向にある。
女性自衛官の採用については、10年後の令和

12（2030）年度までの目標として、自衛官採用者
に占める女性の割合を令和3（2021）年度以降
17％以上とし、令和12（2030）年度までに全自
衛官に占める女性の割合を12％以上とすること
とした。具体的には女性の採用予定数の増加によ
り自衛官の採用数を増加させるため、女性の採用
を積極的に行うとともに、女性の活躍を推進し、
これを支える女性自衛官にかかる教育・生活・勤
務環境の基盤整備を推進する。
また、登用については、令和7（2025）年度末

までに佐官以上に占める女性の割合を5％以上と
することを目指すこととしている。

図表Ⅳ-1-2-1（女性自衛官の在職者推移）

イ　女性事務官、技官、教官など
女性事務官、技官、教官などは、2021年3月末

現在、約3,500人（全事務官などの約25.6%）で
あり、10年前（2011年3月末時点で全事務官な
どの約23.3％）と比較すると、2.3ポイント増と
なっており、その比率は近年増加傾向にある。
採用については、令和3（2021）年度以降、政

府目標と同様に、採用者に占める女性の割合を
35％以上とすることを目標としている。また、登
用については、令和7（2025）年度末までに、本
省係長相当職に占める女性の割合を35％、地方
機関課長・本省課長補佐相当職に占める女性の割
合を10％、本省課室長相当職に占める女性の割
合を6％、指定職相当に占める女性の割合を5%
とすることを目標としている。

 参照

図表Ⅳ-1-2-1 女性自衛官の在職者推移
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衛生機能の強化第3節

1	 第一線救護衛生員とは、准看護師（保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第6条に規定する准看護師をいう。）の免許を有し、かつ、救急救命士（救
急救命士法（平成3年法律第36号）第2条第2項に規定する救急救命士をいう。）の免許を有する隊員のうち、緊急救命行為に関する訓令（平成28年防衛省
訓令第60号）第4条に規定する協議会が認定した訓練課程を修了した者をいう。

2	 手術に必要な4機能をシェルター化し、大型トラックに搭載（手術車、手術準備車、滅菌車・補給車）した動く手術室。開胸、開腹、開頭術など救命のための
手術が可能

3	 損傷した内臓に対するガーゼ圧迫留置、縫合などによる止血と腸管内容物による汚染を防止するための応急的な手術であり、患者の状態を後送に耐え得る
レベルまで安定化させることを目的としている。

自衛隊が、その任務を遂行するためには、隊員の
健康を適切に管理し、部隊の壮健性を維持してい
くことが必要である。また、各種事態に対応する隊
員の生命を最大限に守れるよう衛生機能の充実・
強化に不断に取り組んでいくことが重要である。

加えて、自衛隊の任務が多様化・国際化する中
で、災害派遣や国際平和協力活動における衛生支

援や医療分野における能力構築支援など様々な衛
生活動のニーズに適確に応えていくことが重要で
ある。

このため、防衛省・自衛隊としては、各種事態
や国内外における多様な任務を適切に遂行できる
よう衛生に関する機能の充実・強化を図っている。

1 	シームレスな医療・後送態勢の強化	シームレスな医療・後送態勢の強化

1　各種事態における衛生機能の強化

中期防は、各種事態に対応するため、統合運用
の観点も含め、第一線から最終後送先までのシー
ムレスな医療・後送態勢の強化を図ることとして
いる。

具体的には、隊員の生命を最大限守ることを目
的として、第一線において負傷した隊員に対し、

「第一線救護衛生員1」が救急救命処置を行うとと
もに、野外手術システム2などを備えた医療拠点
において、ダメージコントロール手術（D

Damage Control Surgery
CS）3を

行った後、最終後送先である自衛隊病院などに安
全かつ迅速に後送し、根治治療を行うまでの一連
の医療・後送を間隙なく実施するための衛生機能
の充実を図ることとしている。加えて、これらの
実施に必要となるDCS及び術後の患者管理や後
送中の患者の全身管理などに必要な資器材の整

備、装甲化した救急車の導入に向けた所要の整備
を行うこととしている。

この際、平素からの自衛隊の衛生運用にかかる
統制・調整を行うため、統合幕僚監部の組織強化
を図る方針としている。

2　南西地域における衛生機能の強化

中期防は、シームレスな医療・後送態勢の強化
にあたっては、広大な海域と多数の離島を抱える
わが国の地理的特性などを踏まえ、特に南西地域
における衛生機能の強化を重視することとしてい
る。具体的には、南西地域における医療拠点の保
持要領や後送要領などのほか、沖縄本島や島嶼部
における衛生資材などの備蓄態勢の整備を図るこ
ととしている。

2 	自衛隊病院の拠点化・高機能化	自衛隊病院の拠点化・高機能化
自衛隊病院は、各種事態においては、活動地域

から後送された隊員などを収容・治療する病院と
しての役割を果たし、また、平素においては、隊
員やその家族などの診療を行う病院としての役割

を果たしている。このほか、医療従事者の技量の
維持・向上及び養成のための教育機関としての役
割も有している。

防衛大綱及び中期防は、自衛隊病院の拠点化・
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高機能化については、引き続き、人材と医療資源
を集中し、一般的な診療に加え、感染症対応、銃
創などの外傷あるいはNBC兵器による攻撃など
による負傷者に対しても一定程度の診療能力を有
する後送病院としての対応能力の向上を図り、効
率的かつ質の高い医療体制の確立を図ることとし
ている。これまで、地域医療においては、一部の
自衛隊病院が地方公共団体の二次救急医療機関の
指定を受けて、救急患者の受入れを積極的に行う
など、医療の高度化を進めてきた。特に自衛隊中
央病院においては、年間約5,700台（2020年実
績）の救急車の受入れを行った。

4	 第一種感染症指定医療機関とは、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定
した病院をいう。（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第6条）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けた
防衛省・自衛隊の取組として、自衛隊病院や防衛
医科大学校病院においては、2020年2月1日から
新型コロナウイルス感染症患者を受け入れてい
る。これまでに、自衛隊中央病院のほか札幌、三
沢、仙台、横須賀、富士、阪神、福岡、佐世保、熊
本、別府、那覇の各自衛隊地区病院及び防衛医科
大学校病院において、1,708名の新型コロナウイ
ルス感染症患者を受け入れた（2021年3月31日
時点）。特に自衛隊中央病院及び防衛医科大学校
病院は、各々東京都、埼玉県から第一種感染症指
定医療機関4（厚生労働大臣の定める基準に適合

新型コロナウイルス感染症に対応する医官の声

自衛隊中央病院（東京都世田谷区）
呼吸器内科医官　1等陸佐　河

かわ
野
の
　修
しゅう
一
いち

私は、現在自衛隊中央病院で新型コロナウイル
ス感染者の診療に従事しています。自衛隊中央病
院は、東京都に4か所ある第一種感染症指定医療機
関の一つとして、これまでに700例以上の症例を
受入れました。中には人工呼吸器を装着し、集中治
療が必要となるような重篤な患者もいます。
診療にあたっては、専門の垣根を越えて様々な
診療科の医官と力を合わせ、患者に24時間寄り添
い高いレベルのケアを提供してくれる病棟の看護
官をはじめ、すべての病院職員が一丸となって、
ひっ迫する東京の医療を支えていることに、医官

として大きなやりがいを感じています。その一方、
不眠不休の中、全力で対応しても救うことができ
なかった命もあり、自らの力不足を感じることも
ありました。個人防護衣を身に着けながらの精神
的、肉体的に負荷のかかる長期間の診療の中での
チームビルディングの難しさなど、実際の診療で
しか得られない多くの教訓や様々な課題を得るこ
ともできました。
今後も新型コロナウイルス感染症への対応を続
けながら、これまでに得られた知見や教訓を感染
症の対応のみならず、様々な事象に活用し、自衛隊
衛生の能力向上に寄与していきたいと考えていま
す。

感染症対応医師による電子カルテを用いたカンファレンス風景
（筆者：前列左）

新型コロナウイルス感染症患者の治療にあたる筆者（中央奥）
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し、一類感染症5に対応できる陰圧室等を兼ね備
えた病床を各々2床保有）の指定を受けており、
患者数の増加に対応し患者の受入れを一般病床ま
で拡大した。

また、新型コロナウイルス感染症のワクチン接
種を加速するため、自衛隊は、2021年5月24日
以降、東京及び大阪において自衛隊大規模接種セ
ンターを設置・運営し、ワクチン接種を開始した。

防衛省・自衛隊においては、今般の新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大を受けた取組における
教訓事項を活かし、令和2（2020）年度第1次補正
予算及び第2次補正予算において、感染者の受入
れなどに対応するための人工呼吸器や陰圧設備な
ど医療用器材等の整備、感染者等の輸送に必要と
なる救急車等の整備、新型コロナウイルス感染症
対応に必要な防護服等の整備、現地に展開して肺
炎の診断に活用できるCT診断車や医療用器材の
整備などを実施し、衛生機能のさらなる強化を
図っている。

加えて、自衛隊中央病院及び防衛医科大学校病
院は、抗ウイルス薬「アビガン®」の新型コロナウ
イルス感染症に対する治験を実施した。防衛省に
おいては、2020年3月から、未承認薬の人道的な
使用の枠組みでアビガン錠による治療経験を積む
とともに、アビガン錠が新型コロナウイルス感染

5	 エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（平成10年法律第114号）第6条）

症の治療薬として正式に承認されるために必要な
治験による有効性の確認プロセスにも参加した。
防衛省・自衛隊は、新型コロナウイルス感染症の
治療にとどまらず、治療薬の開発にも協力するこ
とを通じて、積極的に役割を果たしている。

このほか、自衛隊中央病院及び防衛医科大学校
病院は、感染症対応にかかる訓練を実施している。
例えば、自衛隊中央病院は、定期的に、一類感染
症感染者が発生したとの想定に基づき、感染症患
者受入訓練を実施し、患者発生時の関係機関との
連携要領の確立を図っている。新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大を受けた活動においても、本
訓練の経験が活かされた。

また、自衛隊中央病院では2020年9月、大規
模スポーツイベント開催中に発生した同時多発テ
ロを想定し、陸自東部方面隊や陸自衛生学校のほ
か、世田谷区医師会、日本DMAT、警視庁や東京
消防庁などの参加を得て、大量傷者受入訓練を実
施した。このほか、同年11月には、感染症患者受
入訓練を実施し、新型コロナウイルス感染症の流
行下における新型インフルエンザ患者の受入れ要
領を確認するなど、関係機関との連携強化や災害
拠点病院に準じた医療機関としての能力向上を
図っている。

Ⅱ部4章2節1項（防衛関係費の概要）p.190 参照

令和2年度大量傷者受入訓練の様子（2020年9月） 感染症患者受入訓練の様子（2020年11月）

動画：令和2年度大量傷者受入訓練
URL：https://youtu.be/dvXUYqruh-Y
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3 	防衛医科大学校の機能強化	防衛医科大学校の機能強化
防衛医科大学校は、医師である幹部自衛官（医

官）、保健師及び看護師である幹部自衛官（看護
官）や技官を養成する防衛省・自衛隊の唯一の機
関であり、主たる医療従事者を育成・輩出し、そ
の技能を維持・向上させる役割を担っている。

このような中、防衛大綱及び中期防において、
防衛医科大学校は、その運営改善及び研究機能の
強化を進め、優秀な人材の確保に努めることとし
ている。

具体的には、優秀な医官や看護官を養成するた
めの組織体制の強化や他の一般大学病院と同等以

上に質の高い医療を提供するための態勢の整備を
行うこととしている。また、同校の防衛医学研究
センターにおける研究機能や各自衛隊の衛生部門
との連携を強化することとしている。これらの取
組により、同校の教育・研究態勢の一層の充実を
図ることとしている。

防衛医学研究センターでは、平成27（2015）年
度から防衛医学の専門的知見を活かした防衛医学
先端研究を開始しており、爆傷・衝撃波損傷研究
など自衛隊の部隊運用に資する研究を行っている。

4 	医官・看護官などの確保・育成	医官・看護官などの確保・育成
任務の多様化に伴い、医官など衛生部門に携わ

る者に求められる能力が高まっている中、医官の
充足率は年々改善傾向にあるものの、9割に満た
ない状況である。この要因は、医官の離職であり、
その主な理由の一つとして「医師としての研修・
診療機会の不足」があげられる。防衛省・自衛隊
では、防衛医科大学校を中心とした卒後の臨床教
育の充実や、医官の診療機会を確保するための各
種取組の促進、感染症や救急医療をはじめとした
専門的な知識・能力の取得・向上、モチベーショ
ンの向上など、離職を防止するための様々なキャ
リアを想定した各種施策を継続して講じることで
医官の充足向上を図りつつ、医療技術の練度を維

持・向上させている。中期防においては、医官の
充足向上を引き続き図るほか、今後増大が見込ま
れる任務所要に対応できるよう、医師である予備
自衛官の任用を一層推進することとしている。

また、看護官についても、医官と同様、部内外
病院などにおける実習など、知識・技術を維持・
向上するための施策を講じている。

さらに、国際平和協力活動、大規模災害などを
含む多様な任務や特殊な環境での任務を遂行する
ため、衛生科隊員及び診療放射線技師、臨床検査
技師や救急救命士などの医療従事者を自衛隊の病
院や学校などにおいて教育・養成している。

5 	戦傷医療対処能力の向上	戦傷医療対処能力の向上
防衛省・自衛隊は、第一線の救護、ダメージコ

ントロール手術、後送にかかる能力の向上を図る
ため、米軍などにおける取組を調査し、適確な救
命のための検討を進め、戦傷医療対処能力の向上

を含む教育訓練・研究の充実・強化を図っている。
第一線救護にかかる能力の向上については、准

看護師かつ救急救命士の免許を有する隊員が、任
務遂行中に負傷した隊員に対し、負傷した現場付

動画：防衛医科大学生の生活
URL：https://youtu.be/dgZ8FQo_jq0
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近において緊急救命行為6を実施できるようにす
るため、平成29（2017）年度から当該免許を有
する隊員に対して、必要な知識・技能を身につけ
させるための教育・訓練を実施している。また、
この教育訓練課程を修了した隊員を第一線救護衛
生員として指定し、部隊へ配置するとともに、令
和元（2019）年度から第一線救護衛生員に対し
て、救護処置に必要な知識・技能を維持するため
の教育・訓練を開始した。

6	 負傷により気道閉塞や緊張性気胸の症状などとなった者に対する救護処置や、痛みを緩和するための鎮痛剤の投与などの処置

さらに、中期防に基づき、陸上における第一線
救護を含む戦傷医療に加えて、艦艇又は航空機上
での戦傷医療など、各自衛隊の部隊や装備の特性
に応じた教育訓練の充実を図るとともに、機上医
療訓練システムの整備、救急処置能力向上教材の
整備などを推進している。また、戦傷医療教育に
必要な各自衛隊共通の衛生訓練基盤の整備を推進
することとしている。

6 	国際協力に必要な態勢の整備	国際協力に必要な態勢の整備
防衛省・自衛隊は、これまで、国連三角パート

ナーシップ・プロジェクト（U
United Nations Triangular Partnership Project

NTPP）の枠組み
における国連野外衛生救護補助員コースへの教官
派遣（U

United Nations Field Medical Assistant Course
NFMAC）、国際緊急援助活動として海外

被災地での医療提供などに参加しているほか、イ
ンド太平洋地域を中心とする国々に対し、潜水医
学、航空医学、災害医療など医療分野での能力構
築支援や共同訓練を積極的に行っている。

また、2014年の西アフリカにおけるエボラ出
血熱への対応などを踏まえ、国際的に脅威となる
感染症対策について、防衛省・自衛隊は、海外で
の活動に資するための専門性を有する人材の養成
や、防衛医科大学校などを含めた態勢の整備を加
速し、感染症対応能力の向上のための各種取組を
行っている。

具体的には、感染症対応能力向上のための人材
育成や、感染症患者搬送用の機材整備、既知の感
染症の中で最も危険性が高いとされる一類感染症
の罹患患者に対する診療態勢を整備するため、部
隊、防衛医科大学校病院及び自衛隊中央病院に所
要の施設器材の整備などを行うとともに、2017
年4月に自衛隊中央病院、2019年3月には防衛
医科大学校病院がそれぞれ第一種感染症指定医療
機関の指定を受け、感染症対応能力の向上を図っ
ている。

今後、海外での医療活動を行ううえで有効な移
動式医療システムの更新、国際機関や米国防省な
どの衛生関係部局への要員派遣など、様々な国際
協力に必要な態勢の整備を推進していくこととし
ている。
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近年の軍事技術の進展は目覚ましいものとなっ
ている。こうした技術の進展を背景に、現在の戦
闘様相は、陸・海・空のみならず、宇宙・サイ
バー・電磁波といった新たな領域を組み合わせた
ものとなっており、各国は、全般的な軍事能力の
向上のため、これら新たな領域における能力を裏
付ける技術の優位を追求している。

さらに、極超音速誘導弾などのゲーム・チェン
ジャーとなり得る最先端技術を活用した兵器の開
発や、人工知能（A

Artificial Intelligence
I）を搭載した自律型の無人兵

器システムの研究に多額の研究開発費を投じ、早
期実用化に取り組んでいる。また、量子コン
ピューティングや量子暗号をはじめとする量子技
術、第5世代移動通信システム（5G）などをはじ
めとするI
Information and Communication Technology

CT分野の今後のさらなる技術革新は、

1	 装備品について、基本的な構成部品を共通化させつつ、機能、性能などにバリエーションを持たせることで、異なる運用要求に応えるようにすること。

将来の戦闘様相をさらに予見困難なものにすると
みられる。

わが国においては財政事情が厳しさを増す中、
防衛技術に対する研究開発投資は一定の水準を
保ってはいるものの他国に比し低水準にあり、装
備品の高性能化・複雑化に伴い外国製装備品の輸
入が高水準で推移する一方、国内企業からの調達
数量が減少傾向にあることなどにより、わが国の
防衛産業・技術基盤は厳しい状況に晒

さら
されている。

このような中、多次元統合防衛力の構築に必要
かつ十分な防衛力の「質」及び「量」を確保するに
は、①装備体系の見直し、②技術基盤の強化、③
装備調達の最適化、④産業基盤の強靭化、⑤防衛
装備・技術協力の推進に取り組むことが不可欠で
ある。

装備体系の見直し第1節

1 	合理的な装備体系の構築のための取組	合理的な装備体系の構築のための取組
人口減少・少子高齢化の急速な進展や厳しい財

政事情を踏まえれば、領域横断作戦に対応できる
十分な能力を獲得するためには、装備体系の合理
化などにかかる取組を一層推進することが必要不
可欠である。中期防においては、統合運用の観点
から実効的かつ合理的な装備体系を構築するた
め、次の項目に取り組んでいくこととしている。

1　統幕の機能強化

中期防では、現有の装備体系を検証し、統合運
用の観点から実効的かつ合理的な装備体系を構築
するための統幕の機能を強化することとしてい

る。これを踏まえ、中期防期間中の適切なタイミ
ングで、統合運用上の観点を踏まえた装備体系の
構築に着手することとしている。

2　	装備品のファミリー化・	
仕様の共通化・共同調達など

統合的見地を踏まえ、開発・取得・維持経費の
低減を図るため、中期防では、装備品のファミ
リー化1、装備品の仕様の共通化、各自衛隊が共通
して保有する装備品の共同調達などを行うことと
している。これを踏まえ、例えば、陸自が保有す
る沿岸レーダー、低空レーダーなどの複数種類の

2第 章
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レーダーの後継として、仕様を共通化した「多目
的監視レーダー」を開発している。

3　	重要度の低下した装備品の	
運用停止など

中期防では、航空機などの種類の削減、重要度
の低下した装備品の運用停止、費用対効果の低い
プロジェクトの見直しや中止などを行うこととし

ている。
これを踏まえ、203mm自走りゅう弾砲など、

わが国を取り巻く安全保障環境にかんがみ、必ず
しも優先順位の高いとは言えない装備品につい
て、後継装備品を整備せず用途廃止とするととも
に、生物偵察車などの整備数量が少なく、費用対
効果の低い装備品などは、機能担保を行いつつ用
途廃止とすることとしている。

2 	限られた人材を最大限有効に活用するための取組（無人化・省人化）	限られた人材を最大限有効に活用するための取組（無人化・省人化）
わが国を取り巻く厳しい安全保障環境及び人口

減少・少子高齢化の急速な進展を踏まえれば、限
られた人材を最大限有効に活用して防衛力を最大
化することが重要である。中期防では、防衛装備
品の無人化、省人化の取組を積極的に進めること
としている。

1　無人化の取組

中期防では、情報処理や部隊運用などにかかる
判断をはじめとする各分野への人工知能（AI）の
導入、無人航空機（U

Unmanned Aerial Vehicle
AV）の整備、無人水上航走

体（U
Unmanned Surface Vehicle

SV）及び無人水中航走体（U
Unmanned Underwater Vehicle

UV）の研究開
発などの無人化の取
組を積極的に推進す
ることとしている。

これを踏まえ、グ
ローバルホークや海
自の艦載型無人機の
取得のほか、有人機
が行う任務の支援を
行う遠隔操作型支援
機技術の研究を行う
とともに、警戒監視
などの任務が期待さ
れるモジュール化
UUVの研究などに
も取り組むこととし
ている。

2　省人化の取組

中期防では、新型護衛艦（FFM）や潜水艦など
の設計の工夫、レーダーサイトなどの各種装備品
のリモート化など、省人化の取組を積極的に推進
することとしており、2020年11月には、平成30
年度計画護衛艦（30FFM）「くまの」の命名式・
進水式が実施された。このほかにも、警戒監視に
特化させることで、より少人数の30名程度で運
用可能な哨戒艦の導入や、AIを活用した電波画
像識別技術の研究をはじめとする装備品へのAI
の利活用の検討など、具体的な取組を進めること
としている。

平成30年度計画護衛艦（30FFM）「くまの」の命名式・進水式
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技術基盤の強化第2節

1 	技術基盤の強化の必要性	技術基盤の強化の必要性

1	 1957年にソビエト連邦（当時）が人類発となる人工衛星の打ち上げに成功し、米国に強い衝撃を与えた、いわゆる「スプートニク・ショック」のような想定
外の他国の技術進展により安全保障環境に急激な変化が生じる出来事のこと。

わが国の高い技術力は、防衛力の基盤を成して
おり、他国に対する技術的優越を確保し、優れた
防衛装備品の創製に資する技術基盤を強化するこ
とは、防衛力強化に直接的に寄与するのみなら
ず、技術的奇襲1を防ぐといった観点からも、国家
安全保障上重要な意義を持つ。そのため、各国と
も技術基盤の強化に注力しており、将来の戦闘様
相を一変させる、いわゆるゲーム・チェンジャー
となり得る技術の早期実用化に向けて多額の研究
開発費を投じている。

Ⅰ部3章1節（軍事科学技術をめぐる動向）p.130

わが国における防衛技術の研究開発費は一定の
水準を保ってはいるものの、他国に比し低水準に
ある。わが国としても国家として技術的優越の確

保に戦略的に取り組み、技術基盤を強化すること
は、優れた防衛装備品を創製し、わが国の安全保
障を確保する観点において重要である。そのため、
わが国として重視すべき技術分野について国内に
おける研究開発をさらに推進し、技術基盤を育
成・強化する必要がある。

また、装備品調達や国際共同開発などの防衛装
備・技術協力を行うにあたっては、重要な最先端
技術をわが国が保有することにより、主導的な立
場を確保することが重要である。このため、防衛
省における研究開発のみならず、官民一体となっ
て研究開発を推進する必要がある。

図表Ⅳ-2-2-1（研究開発費の現状）

 参照

 参照

図表Ⅳ-2-2-1 研究開発費の現状

出典：「OECD：Main Science and Technology Indicators」
* EUについては以下の27カ国の合計
アイルランド　イタリア　エストニア　オーストリア　オランダ　キプロス　ギリシャ
クロアチア　スウェーデン　スペイン　スロバキア　スロベニア　チェコ　デンマーク
ドイツ　ハンガリー　フィンランド　フランス　ブルガリア　ベルギー　ポーランド
ポルトガル　マルタ　ラトビア　リトアニア　ルーマニア　ルクセンブルク

主要国の国防研究開発費の推移 主要国の国防費に対する研究開発費比率の推移

出典：「OECD：Main Science and Technology Indicators」
「SIPRI Military Expenditure Database ©SIPRI 2021」
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（注1）：各国の国防研究開発費は「OECD：Main Science and Technol-
ogy Indicators」に掲載された各国の研究開発費及び国防関係予算
比率から算出。ただし中国については記載されていない。

（注2）：EUにおいては各国の国防研究開発費とは別に「欧州防衛基金
（European Defence Fund）」により、2021年から2027年にか
け て79億5300万 ユ ー ロ の 研 究 開 発 投 資 を 行 う と 発 表。（Eu-
ropean Defence Agency HPによる。）

（注）：フランスの令和元年度のデータについては、OECDとフランス軍
事省の公表値を精査中のため記載せず。
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2 	防衛技術戦略など	防衛技術戦略など

2	 民生用にも防衛用にもどちらにも使うことができる技術

防衛省では、わが国の技術的優越を確保し、先
進的な装備品の創製を効果的・効率的に行い、防
衛技術や民生技術に関する各種の政策課題に対応
するため、2016年、国家安全保障戦略などを踏
まえつつ、戦略的に取り組むべき各種施策の具体
的な方向性を示した「防衛技術戦略」を策定した。
この戦略に基づき、防衛省は各種施策を推進して
いる。

1　防衛技術戦略の概要

防衛技術戦略の概要は、次のとおりである。

（1）防衛省の技術政策の目標
わが国の防衛力の基盤である技術力を強化し、

さらに強固な防衛力の基盤とするべく、次の2つ
を防衛省の技術政策の目標に定めた。

①　技術的優越の確保
②　優れた防衛装備品の効果的・効率的な創製

（2）推進すべき具体的施策
前述の目標を達成するため、次の3つの施策を

推進する。
①　技術情報の把握

防衛技術を支えている様々な科学技術につい
て、官民におけるデュアル・ユース技術2や最先
端科学技術を含む国内外の現状と動向を把握す
る。また、ゲーム・チェンジャーとなり得る先進
的な技術分野を明らかにする「中長期技術見積り」

（本項2参照）を策定し、公開する。
②　技術の育成
「研究開発ビジョン」（本項3参照）に基づき、

研究開発を推進するとともに、防衛力構築の基盤
を担う研究開発、国内外の関係機関などとの技術

軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化す
る中、わが国の優れた科学技術を活かし、防衛装備
につながる技術基盤を強化することがこれまで以上
に重要となっています。そのためには、将来の可能
性を秘めた先進技術を育成し、防衛装備に適用可能
とすることが必要であり、革新的・萌芽的な技術の
発掘、育成から戦い方を変える装備の実現に至るま
で、一貫して取り組む体制が求められています。
防衛装備庁は、技術戦略部技術戦略課に新設した

「先進技術戦略官」のもとで、国内外の先端技術動向
の調査・分析を主導すると共に、技術戦略部に「技
術連携推進官」を設け、大学、民間企業、国立研究開
発法人などに所在する有望な技術を発掘し、その活
用を推進することにより、先進技術の防衛用途への
適用を加速する体制を整備いたしました。
また、これら技術戦略部の体制整備に加え、防衛

装備庁の研究所を再編し、次世代装備研究所を新設
することにより、陸、海、空の装備領域に縛られず、

宇宙、サイバー、電磁波などの新たな領域も含む複数
の領域を横断し、変化する戦闘様相に対応した次世代
の装備の実現にかかる研究体制を整備いたしました。

防衛装備庁次世代装備研究所の看板を設置する	
大西防衛大臣政務官と土志田次世代装備研究所長

先進技術に関する研究開発体制の強化について解　説
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交流や、「安全保障技術研究推進制度」（4項2参
照）及びその成果の装備品などへの適用に向けた
橋渡し研究を推進する。
③　技術の保護

わが国の技術が意図せず他国に流出し、国際社
会の平和及び安全の維持や、わが国の技術的優越
の確保の妨げにならないよう、技術移転を適切に
行うための技術管理を実施するとともに、防衛装
備移転を考慮した知的財産管理を確立し、知的財
産の活用を推進する。

2　中長期技術見積り

「中長期技術見積り」とは、今後おおむね20年
の間に確立されることが期待される、装備品に適
用が可能な技術の見通しと、わが国の技術的優越
を確保するために確立しなければならない技術分
野を提示するものである。また、本見積りを公表
することで、優れた民生先進技術の取り込みや、
防衛装備品への適用を目指した技術の省外での育
成を促進させることを期待している。今般、特に
新たな領域に関する技術や、人工知能（AI）など

のゲーム・チェンジャーとなり得る最先端技術を
はじめとする重要技術により戦略的に取り組むた
めに、見直しを行っている。

3　研究開発ビジョン

「研究開発ビジョン」とは、先進的な研究を中長
期的視点に基づき体系的に行うため、今後のわが
国の防衛に必要な能力の獲得に必要な技術につい
て基本的な考え方を示したうえで、技術的課題や
研究開発のロードマップを提示したものである。

防衛省は、策定した研究開発ビジョンを公表
し、防衛産業などと共有することで、企業などの
予見可能性を向上させ先行投資の促進を図るとと
もに、その力を最大限に引き出し、より効果的・
効率的な研究開発を実現することを目指してい
る。これまで、「将来の戦闘機に関する研究開発ビ
ジョン」（2010年）、「将来無人装備に関する研究
開発ビジョン～航空無人機を中心に～」（2016
年）、そして「研究開発ビジョン～多次元統合防衛
力の実現とその先へ～」（2019年）をそれぞれ公
表している。

3 	研究開発に関する取組	研究開発に関する取組

1　研究開発体制の強化

近年、防衛技術と民生技術との間でボーダレス
化が進展し、両者の相乗効果によるイノベーショ
ンの創出が期待されており、既存の防衛産業が有

する技術のみならず、わが国が保有する幅広い分
野の技術にも目を向け、これらを進展させること
にも留意しなければ、真に優れた防衛装備品の創
製にはつながらなくなってきている。

先進技術の研究開発体制を強化するため、令和

資料：研究開発ビジョン（電磁波領域における取組）
URL：�https://www.mod.go.jp/atla/soubiseisaku/vision/rd_vision_

kaisetsuR0203_01.pdf

資料：研究開発ビジョン（宇宙を含む広域常続型警戒監視の取組）
URL：�https://www.mod.go.jp/atla/soubiseisaku/vision/rd_vision_

kaisetsuR0203_02.pdf

資料：研究開発ビジョン（サイバー防衛の取組）
URL：�https://www.mod.go.jp/atla/soubiseisaku/vision/rd_vision_

kaisetsuR0203_03.pdf
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3（2021）年度には、新たな領域や既存装備品の
枠を超えた領域横断的な機能の創製につながる研
究開発を、先進的な基礎研究の成果の活用から装
備品としての実現に至るまで一貫して実現する

「次世代装備研究所」を防衛装備庁に新設した。
また、同年度には、「政府関係機関移転基本方

針」3に基づき、デュアル・ユース技術を活用した
UUVなどの研究開発を効率的かつ効果的に実施
するとともに、地元の高等教育機関など民生分野
においても活用可能な新たな試験評価施設として

「艦艇装備研究所岩国海洋環境試験評価サテライ
ト（仮称）」を山口県岩国市へ新設予定である。

加えて、革新的・萌芽的な技術の早期発掘やそ

3	 平成28年3月22日まち・ひと・しごと創生本部決定

の育成のための体制を強化するため、国内外の先
端技術動向の調査・分析に関する企画立案に従事
する「先進技術戦略官」と、大学、民間企業、国立
研究機関などの先進的研究の成果活用を推進する

「技術連携推進官」を新設した。

2　研究開発の短縮化

テクノロジーの進化が安全保障のあり方を根本
から変えようとしていることから、諸外国は先進
技術を活用した兵器の開発に注力している。防衛
省においても、新たな領域に関する技術や、人工
知能（AI）などのゲーム・チェンジャーとなり得

次期戦闘機開発着手

三菱重工業株式会社　航空機・飛昇体事業部　
次期戦闘機プログラムオフィス長　　杉

すぎ
本
もと
　晃
あきら

当社は陸海空の幅広い防衛装備品について生
産・技術基盤の一翼を担ってまいりました。この
うち航空自衛隊の戦闘機については愛知県小牧南
工場を中心に、開発や製造、修理等の事業を行って
います。
2020年10月、当社はF-2戦闘機の後継機（F-X）

を開発する「次期戦闘機（その1）」契約を防衛省よ
り受注しました。今日の戦闘機の任務や機能は多様
であり、極めて高度なインテグレーションが必要と
なるため、国内防衛装備品メーカの知見を結集すべ
く、当社含め国内メーカ8社のエンジニアからなる
オールジャパン体制の「次期戦闘機エンジニアリン
グチーム（FXET：F-X	Engineering	Team）」を組
織して開発作業を行っています。2020年12月の
チーム発足式典では、防衛省や国内防衛装備品メー

カから多数のご参加を頂くなか、戦闘機としては
F-2以来約30年ぶりとなる開発にあたり固い結束
と強い覚悟を誓い合いました。
現在は開発作業の初期にあたる構想設計が本格
化しています。F-Xには、これまで我が国が獲得し
た先端技術や知見の全てを投入するとともに、長期
にわたる運用中も、その有効性を保つため優れた技
術を逐次取り込める戦闘機とすべく、開発の成功に
むけてオールジャパンで活動してまいります。

FXET発足式典の様子

VOICE

資料：研究開発ビジョン（スタンド・オフ防衛能力の取組）
URL：�https://www.mod.go.jp/atla/soubiseisaku/vision/rd_vision_

kaisetsuR0203_05.pdf

資料：研究開発ビジョン（水中防衛の取組）
URL：�https://www.mod.go.jp/atla/soubiseisaku/vision/rd_vision_

kaisetsuR0203_04.pdf
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る最先端技術など、戦略的に重要な装備・技術分
野において技術的優越を確保できるよう、将来的
に有望な技術分野への重点化及び研究開発プロセ
スの合理化などにより、研究開発期間の大幅な短
縮を図ることとしている。

具体的には、島嶼防衛用高速滑空弾、モジュー
ル化U

Unmanned Underwater Vehicle
UV、スタンド・オフ電子戦機などについ

ては、研究開発期間を大幅に短縮させるため、装
備品の研究開発を段階的に進めるブロック化、モ
ジュール化などの取組を活用することとしてい
る。また、将来潜水艦にかかる研究開発について、
既存の潜水艦を種別変更した試験潜水艦を活用
し、試験評価の効率化を図ることとしている。さ
らに、AIやレーザーなどの新しい技術について
は、運用者が使用方法をイメージできるように防
衛装備庁で実証を行うとともに、企業などから技
術的実現可能性に関する情報を早期に収集し、十
分な分析を行うことで、将来の装備品の能力を具
体化することとしている。

また、平成29（2017）年度から、新技術の短期
実用化の取組として、運用ニーズを踏まえなが
ら、AI、VR、ドローンといった技術革新サイクル
の速い民生先端技術を活用し、短期間での実用化

4	 内閣総理大臣、科学技術政策担当大臣のリーダーシップのもと、各省より一段高い立場から総合的・基本的な科学技術・イノベーション政策の企画立案及
び総合調整を行うことを目的とした「重要政策に関する会議」の一つ。

5	 総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）のほか、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、知的財産戦略本部、健康・医療戦略推進本部、宇宙開発
戦略本部及び総合海洋政策本部並びに地理空間情報活用推進会議

6	 内閣官房長官のリーダーシップのもと、全ての国務大臣が参加し、「統合イノベーション戦略2019（令和元年6月21日閣議決定）」に盛り込まれた項目のう
ち、特にイノベーション関連の司令塔間で調整の必要がある事項について、点検・整理などを行い、横断的かつ実質的な調整・推進を実施することを目的と
した会議

を推進している。

3　次期戦闘機の開発

F-2戦闘機の後継機である次期戦闘機について
は、開発を効率的に実施するため、2020年4月、
防衛装備庁に「装備開発官（次期戦闘機担当）」を
新設した。また、同年10月には、戦闘機全体のイ
ンテグレーションを担当する機体担当企業とし
て、令和2（2020）年度事業に関し三菱重工業株
式会社と契約を締結し、開発に着手した。

同年12月には、次期戦闘機の開発にあたり、米
国ロッキード・マーチン社をインテグレーション
支援の候補企業として選定した。また、日米間の
相互運用性の確保のため、令和3（2021）年度か
ら米国装備品とのデータリンク連接にかかる研究
事業を新たに開始するなど、米国から必要な支援
と協力を受けながら、わが国主導の開発を行うこ
ととした。なお、次期戦闘機のエンジン、搭載電
子機器などの各システムについては、開発経費や
技術リスクの低減のため、米国及び英国と引き続
き協議を行い、協力の可能性を追求している。

Ⅰ部3章1節（軍事科学技術をめぐる動向）p.130

4 	民生技術の積極的な活用	民生技術の積極的な活用

1　	国内外の関係機関との技術交流や
関係府省との連携の強化

先進的な民生技術を取り込み、効率的な研究開
発を行うため、防衛装備庁と大学や独立行政法人
などの研究機関との間で、研究協力や技術情報の
交換などを積極的に実施している。

国内においては、先進技術の活用による優れた
防衛装備品の創製や効果的、効率的な研究開発を
行うため、「統合イノベーション戦略2020」（令
和2年7月17日閣議決定）に基づき、総合科学技

術・イノベーション会議4（C
Council for Science, Technology and Innovation

STI）などの司令塔
会議5において横断的かつ実質的な調整を図って
いる。また、同戦略を推進するために設置された
統合イノベーション戦略推進会議6に積極的に参
画し、関係府省や国立研究開発法人、産業界、大
学などとの一層の連携を図っている。加えて、民
生技術の動向を把握し、技術力の相補的・相乗的
な向上を図るため、研究機関などとの人的交流の
さらなる強化を図ることとしている。

図表Ⅳ-2-2-2（大学・国立研究開発法人等との主な
技術交流）

 参照

 参照
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さらに、国外においては、日米共同研究や技術
者同士の交流を引き続き積極的に進めていくとと
もに、その他の国々についても、各国の技術戦略
などを注視しつつ、様々な場を活用して意見交換
などを継続し、多様な可能性を継続的に検討して
いくこととしている。

2　革新的・萌芽的な技術の発掘・育成

平成27（2015）年度から、防衛分野での将来
における研究開発に資することを期待し、先進的
な民生技術についての基礎研究を公募・委託する

「安全保障技術研究推進制度」（競争的資金制度）
を開始し、令和2（2020）年度までに95件の研究
課題を採択7した。平成29（2017）年度に、大規
模かつ長期間にわたる研究課題についても採択で
きるよう、本制度を拡充しており、令和3（2021）
年度も、引き続き同様の規模（総額：約101億円）
で推進することとしている。

なお、本制度が対象とする基礎研究において

7	 「安全保障技術研究推進制度」（競争的資金制度）の採択研究課題については、防衛装備庁HPを参照（https://www.mod.go.jp/atla/funding.html）

は、研究者の自由な発想こそが革新的、独創的な
知見を獲得するうえで重要であり、研究の実施に
あたっては、学会などでの幅広い議論に資するよ
う研究成果を全て公開できるなど、研究の自由を
最大限尊重することが必要である。よって、本制
度では、研究成果の公表を制限することはなく、
防衛省が研究成果を秘密に指定することや研究者
に秘密を提供することもない。研究成果について
は、既に学会発表や学術雑誌への掲載などを通じ
て公表されている。

本制度などを通じて、先進的な民生技術を積極
的に活用することは、将来にわたって国民の命と
平和な暮らしを守るために不可欠であるのみなら
ず、米国防省高等研究計画局（D

Defense Advanced Research Projects Agency
ARPA）による革

新的な技術への投資が、インターネットやGPS
の誕生など民生技術を含む科学技術全体の進展に
寄与してきたように、防衛分野以外でもわが国の
科学技術イノベーションに寄与するものである。
防衛省としては、引き続き、こうした観点から関
連する施策を推進していくとともに、本制度が学
問の自由と学術の健全な発展を確保していること
の周知に努めることとしている。

また、令和2（2020）年度から、「安全保障技術
研究推進制度」で得られた基礎研究の成果などの
中から、有望な先進技術を早期に発掘、育成し、
技術成熟度を引き上げて装備品の研究開発に適用
する「橋渡し研究」も開始している。令和3（2021）
年度も、将来的なゲーム・チェンジャーとなり得
る装備品の創製につなげることを目指し、引き続
き「橋渡し研究」を積極的に実施することとして
いる。

図表Ⅳ-2-2-3（安全保障技術研究推進制度の令和2
（2020）年度新規採択研究課題）

 参照

図表Ⅳ-2-2-2 大学・国立研究開発法人等との�
主な技術交流

№ 協力相手 主な協力分野・協力技術

①
宇宙航空

研究開発機構
（JAXA）

航空宇宙分野
●2波長赤外線センサ
●極超音速飛行技術
●超広帯域電磁波観測技術

②
情報通信
研究機構
（NICT）

電子情報通信分野
●サイバーセキュリティ技術
●量子暗号通信

③ 海洋研究開発機構
（JAMSTEC）

海洋分野
●海洋無人機システム
●水中移動体通信

④ 横浜国立大学 ●複数無人機の協調制御アルゴリズムの構築
⑤ 海上保安庁 ●短波帯表面波レーダ

動画：防衛装備庁陸上装備研究所広報ビデオ
URL：https://www.youtube.com/watch?v=NJmCjYB1Hwo

動画：防衛装備庁艦艇装備研究所広報ビデオ
URL：https://www.youtube.com/watch?v=t3hfUZ3LvhQ

防
衛
装
備
・
技
術
に
関
す
る
諸
施
策

第
2
章

405 令和3年版	防衛白書

防衛力を構成する中心的な要素など第Ⅳ部

防衛2021_Ⅳ-2-2.indd   405防衛2021_Ⅳ-2-2.indd   405 2021/06/10   10:47:462021/06/10   10:47:46



図表Ⅳ-2-2-3 安全保障技術研究推進制度の令和2（2020）年度新規採択研究課題

研究課題名 概要 研究代表者
所属機関

【
大
規
模
研
究
課
題（
タ
イ
プ
S
）】7
件

レーザー反射光を利用する海中海底ハイブ
リットセンシングの研究

本研究では、従来のソーナーやカメラより高い精度と圧倒的に広い探査範囲を有する可視
化技術及び、可視化した海底の状況を把握するレーザーを用いた新たな海中探査技術に関
する基礎研究に取組む。

国立研究開発法人
海洋研究開発機構

多元組成傾斜バルク材を用いた高温構造材料
の網羅的な高効率探索

本研究では、耐熱合金の質・量ともに優れた材料データベースの実現に向けて、材料の組成
と特性を大量かつ自動的に取得する試験環境を構築し、航空機用エンジン内で高温となる
材料に適用することで、収集したデータの有効性を確認する。

国立研究開発法人
物質・材料研究機構

ジャイアント・マイクロフォトニクスによる
高出力極限固体レーザ

本研究では、レーザーに用いる原材料、その表面処理、接合の方法などを研究することによ
り、テラヘルツ波（周波数1012Hz前後の電磁波）を利用する中で世界最大の出力と輝度を
誇る固体レーザーの机上サイズでの実現を目指す。

国立研究開発法人
理化学研究所

超小型ロバストテラヘルツ波イメージング装
置の研究開発

本研究では、レーザーが発する光がテラヘルツ波（周波数1012Hz前後の電磁波）へと変換
される現象の具体的なメカニズムを解明し、この現象を活用した小型で高出力な光源を製
作することで、ロボットに搭載可能な小型の3D可視化装置の実現を目指す。

国立研究開発法人
理化学研究所

反転MOSチャネル※1型酸化ガリウムトラン
ジスタの研究開発

本研究では、従来実現が困難であった超高耐圧・大電流デバイスの実用化に向けて、それに
適した物性を有する酸化ガリウム半導体を用いたトランジスタを実現するための基礎研究
を行う。

株式会社
ノベルクリスタル
テクノロジー

AI的画像解析によるオペランド※2電子顕微鏡
計測技術に関する研究

本研究では、最先端の電子顕微鏡で取得した画像を、多数の計算機を用いたAIによる画像
解析にかけることで、実環境下で観察可能な電子顕微鏡計測システムの実現を目指す。

一般財団法人ファインセラ
ミックスセンター

強化学習を用いた環境適応型ファジング※3シ
ステムの提案

本研究では、開発者や運用担当者が認知していない未知のセキュリティ上の不具合を、AIを
用いて、攻撃者に悪用されるより、早く検出するシステムの実現を目指した基礎研究を行う。

株式会社リチェルカセキュ
リティ

【
小
規
模
研
究
課
題（
タ
イ
プ
A
・
C
）】14
件

超熱AO※4によるソフトマテリアル表面への
ナノ構造付加と機能制御

本研究では、非常に大きな熱運動エネルギーを有する酸素原子をプラスチック等に衝突さ
せることにより、その表面にできる微細な構造の形成メカニズムの解明と、表面構造が電磁
波の吸収特性にどのように影響するかの基礎研究を行う。

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構

マルチスケールバブルによる摩擦抵抗低減効
果の向上

本研究では、航行時の摩擦抵抗を減らすため、ミリメートル単位の気泡を船体から放出する
既存の手法に対し、マイクロメートル単位の気泡も組み合わせて放出する新たな手法を開
発することで、摩擦抵抗を半分以下とし、船舶等の推進性能を画期的に向上させることを目
指す。

国立研究開発法人
海上・港湾・航空
技術研究所

ランダム配向FRP※5の耐衝撃性の解明と最適
設計技術開発

本研究では、樹脂内部に繊維をランダムに積層して作られる繊維強化複合材料を対象とし、
衝撃時の多様な損傷の発生・進展プロセスを実験的かつ理論的に解明して、耐衝撃メカニ
ズムを明らかにすることを目指す。

国立研究開発法人
海上・港湾・航空
技術研究所

スピントロニクス素子を用いた小型プロトン
磁力計※6の創成

本研究では、電子の性質を活用して、1cm2以下の小さなサイズで、微弱な磁気を高感度か
つ高精度に検出する磁力計の実現を目指す。

スピンセンシング
ファクトリー株式会社

半導体カーボンナノチューブを用いた微少量
物質検知の研究

本研究では、炭素原子がチューブ状になったカーボンナノチューブを用いた新たなセンサ
によって、従来技術では検知が難しかった微少な量の化学物質の検知に挑戦するとともに、
特定のガスのみを選択的に検知するための基礎研究を行う。

東レ株式会社

深層強化学習を用いた自律サイバー推論シス
テムの研究

本研究では、高度なサイバー攻撃に対する自動対処を実現する第一歩として、サイバー攻撃
をAIにより自動で検知・対処できるシステムについて、その基本的な理論検討等を行う。

情報セキュリティ
大学院大学

量子雑音ランダム化ストリーム暗号の安全性
向上に関する基礎研究

本研究では、予測不可能なランダム性を特徴とする量子雑音を利用することで、既存の暗号
より高い安全性を有する暗号を実現できることを、実験的に検証する。 玉川大学

合成開口レーダによる埋設物探査におけるク
ラッタ※7分離技術の研究

本研究では、地下に埋設された物質を航空機や観測衛星からレーダーを用いて探査する上
で妨げとなる、目標物以外からのノイズを小さくし、目標物を迅速に識別するための解析技
術の確立を目指す。

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構

4D印刷技術によるスマート・メカニカルメ
タマテリアルの開発

本研究では、3Dプリンターで作成でき、かつ、熱や光等の環境変化を与えると任意の形状
へと変化する新たな材料の創製に向けた基礎研究を実施する。

国立研究開発法人
物質・材料研究機構

SiC※8繊維強化型複合材の超高温疲労試験に
関する高度化技術研究

本研究では、航空機のジェットエンジン等での活用が期待される複合材を対象として、
1500℃という超高温環境下における材料の劣化の過程を詳細に解明するための試験法の
確立を目指す。

国立研究開発法人
物質・材料研究機構

LA-ICP-MSによるWBGS※9ウェハの不純物
元素定量法開発

本研究では、半導体デバイスの動作不良の一要因となる微量な不純物の成分量を調べるた
めに、固体状態のまま分析することが可能な新たな分析手法の確立を目指す。

株式会社
東レリサーチセンター

ナノ構造デザインによる赤外輻射スペクトル
制御

本研究では、赤外線を世界最高レベルで屈折させることができる薄膜を実現し、その薄膜を
積層させることで、表面の赤外線の輻射の程度を変化させることを目指す基礎研究を行う。

一般財団法人ファイン
セラミックスセンター

電界結合による海水中ワイヤレス電力伝送利
用法の基礎研究

本研究では、海上及び海中におけるワイヤレス給電システムの実現に向けて、電極同士が接
近したときに発生する電界を利用した、給電に関する基礎研究を行う。 株式会社リューテック

ワイヤレス受電機能を有する共振補償方式コ
アレス超軽量誘導モータの基礎研究

本研究では、モータの回転時に熱や磁力として外部に放出されるエネルギーを大幅に抑え
ることで、高出力化・高効率化を実現するとともに、モータのコイルを受電にも利用し、ワ
イヤレス受電可能な超軽量モータに関する基礎技術を確立する。

株式会社ワィティー

※1　反転MOSチャネル	：	電圧によってMOS（Metal	Oxide	Semiconductor）構造の表面の電荷が反転してできる電流の通り道
※2　オペランド（観察）	：	実際に反応または動作している実環境下でその場観察すること
※3　ファジング	：	検査対象に問題が起きそうな様々な細工をした入力データを与えることで意図的に例外を発生させ、ソフトウェアの不具合を発見する手法
※4　超熱AO	：	常温と比べ、非常に大きな熱運動エネルギーを有する状態にある	Atomic	Oxygen（原子状酸素）
※5　FRP	：	Fiber	Reinforced	Plastics（繊維強化プラスチック）
※6　プロトン磁力計	：	陽子（プロトン）が磁場の大きさに比例した周波数の電磁波を放射するという現象を利用した磁力計
※7　クラッタ	：	レーダーの電波がターゲット以外によって反射されて発生する不要な電波
※8　SiC	：	Silicon	Carbide（炭化ケイ素）
※9　WBGS	：		Wide	BandGap	Semiconductor（ワイドバンドギャップ半導体）。	

電子を通過させるためにより多くのエネルギーが必要な半導体で、破壊電界強度が大きくなる利点がある。
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装備調達の最適化第3節

1 	ライフサイクルを通じたプロジェクト管理	ライフサイクルを通じたプロジェクト管理

1	 プロジェクトマネージャーの指名及び統合プロジェクトチームの設置は行わないものの、プロジェクト管理重点対象装備品と同様に、機能・性能やコスト、
スケジュールなどに関するリスクに着目し、プロジェクト管理を実施する特定の装備品を指す。

2	 プロジェクト管理を行うため、事業において創出する成果物について、その進捗や費用を管理可能な単位（構成品や役務など）にまで詳細化し、体系付けし
た階層構造のこと

1　	重点的なプロジェクト管理による
最適な装備品の取得

装備品の高度化・複雑化により、装備品のライ
フサイクル（構想、研究・開発、量産・配備、運
用・維持など）全体のコストが増加傾向にある中、
品質が確保された装備品を適切な経費で必要とす
る時期までに効率的かつ計画的に取得するには、
ライフサイクル全体を通じた取得の効率化と、そ
れを実現するための組織的な管理体制が極めて重
要である。このため、防衛装備庁の設置（2015年
10月）以来、同庁プロジェクト管理部が重要な装
備品を選定したうえでライフサイクルを通じたプ
ロジェクト管理を実施し、最適な装備品の取得の
実現に向けた取組を推進している。

具体的には、プロジェクト管理対象装備品（以
下「対象装備品」という。）として、2021年3月末
時点で、21品目のプロジェクト管理重点対象装
備品と12品目の準重点管理対象装備品1を選定し
ている。また、プロジェクト管理重点対象装備品
については、専属の担当官としてプロジェクトマ
ネージャー（P

Project Manager
M）を指名した後、省内関連部署の

職員で構成される統合プロジェクトチーム（I
Integrated Project Team

PT）
などによるプロジェクト管理を実施している。

また、これまで（2021年3月末時点）に、選定
した対象装備品のうち31品目について、取得プ
ログラムの目的や取得方針、ライフサイクルコス
トなど、計画的にプロジェクト管理を進めるため
に必要な基本的事項を定めた「取得戦略計画」及
び「取得計画」（以下「対象装備品の計画」とい
う。）を策定した。

さらには、原則、毎年度、対象装備品の計画の
実施状況を確認したうえで、分析及び評価を実施
し、これを基に適宜、対象装備品の計画を見直す

など、最新の状況を反映した適切なプロジェクト
管理の推進に努めている。また、2020年9月の取
得プログラムの分析及び評価は、対象装備品の計
画を策定済みの23品目に対して実施した。

図表Ⅳ-2-3-1（プロジェクト管理重点対象装備品及
び準重点管理対象装備品）

2　	プロジェクト管理推進・強化の	
ための取組

（1）これまでの取組
プロジェクト管理を推進、強化するために次の

取組を行っている。
ア　WBSによるコスト・スケジュールの管理

一部の国内生産の装備品などについては、装備
品等の構成要素（W

Work Breakdown Structure
BS2）ごとに作業の進捗状況、

経費の発生状況などを可視化できるマネジメント
手法の導入を推進している。具体的には、2019
年6月に導入した新たな契約制度（共同履行管理
型インセンティブ契約制度）を活用するなど、コ
スト上昇やスケジュール遅延を早期に察知して、
迅速な対応が行えるようなコスト・スケジュール
管理に努めている。（2項3参照）
イ　コスト見積り精度向上に関する手法の検討

ライフサイクルコストの見積りは、これまでに
開発又は導入した類似装備品の実績コストデータ
から推定している。見積り精度の向上には、より
多くのデータに基づき推定する必要があるため、
コストデータベースを構築し、コストデータの収
集とそのデータベース化を推進している。
ウ　専門知識の習得・発展

プロジェクトマネージャーなどのマネジメント
能力のさらなる向上や、プロジェクト管理に携わる
人材育成のため、海外や民間におけるプロジェク
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ト管理手法の研修などを定期的に実施している。

（2）今後の取組
装備品の効果的・効率的な取得を一層推進する

ためには、装備品のライフサイクルを通じたプロ
ジェクト管理の実効性及び柔軟性の向上が必要で
ある。このため、中期防においては、民生分野に
おける成功事例の装備品製造などへの取り込み
や、民間の知見の活用に資する企画競争方式など

3	 実務を行う防衛省職員の視点だけでなく、経営学・経済学の分野で提唱されている理論なども踏まえ、効果的な取得制度の見直しを図るため、当該分野を専
門とする大学准教授などを非常勤職員として招へいし、防衛装備品の取得制度に資する研究を実施する制度

の契約方式の積極的な適用、コスト管理の厳格化
など、新たな取組に着手することとしている。

その際、プロジェクト管理の対象品目を拡大す
るとともに、ライフサイクルコストとの関係を含
め、事業計画の見直しに関する基準の適正化を図
ることとしている。また、より効率的な装備品取
得のため、装備品の選定段階での精緻なライフサ
イクルコスト算出や、代替案検討、企業提案内容
に対する拘束性確保などを行うこととしている。

2 	契約制度などの改善	契約制度などの改善

1　取得制度の見直し

防衛省では、環境の変化に迅速に対応した取得
改革を推進するため、2007年から「総合取得改
革推進プロジェクトチーム」会合を、2010年か
らは有識者による「契約制度研究会」において取
得制度の検討を行っている。平成28（2016）年

度からは、検討結果を確実に具現化するため、特
別研究官制度3を活用している。

2　長期契約など

装備品の製造には長期間を要することから、一
定数量を一括で調達しようとする場合、5年を超

図表Ⅳ-2-3-1 プロジェクト管理重点対象装備品及び準重点管理対象装備品

１２式地対艦誘導弾能力向上型※

ＳＭ－３ブロックⅡＡ

戦闘機（Ｆ－３５Ａ）

新多用途ヘリコプター
（陸自ＵＨ－２）

輸送機（Ｃ－２）

滞空型無人機
（グローバルホーク）

ティルト・ローター機
（オスプレイ）

０３式中距離地対空
誘導弾(改善型)

水陸両用車（AAV7）

哨戒ヘリコプター※
（ＳＨ－６０Ｋ能力向上型）

固定翼哨戒機（Ｐ－１） 次期戦闘機※

１６式機動戦闘車 空中給油・輸送機
（ＫＣ－４６Ａ）

早期警戒機
（Ｅ－２Ｄ）

宇宙状況監視(SSA)システム※１２式地対艦誘導弾（改）及び
哨戒機用新空対艦誘導弾※

新艦対空誘導弾※

プロジェクト管理重点対象装備品（H30）

プロジェクト管理重点対象装備品（H27）

島嶼防衛用高速滑空弾※

プロジェクト管理
重点対象
装備品（R1）

プロジェクト管理
重点対象

装備品（H29）

島嶼防衛用新対艦誘導弾※ 長期運用型
無人水中航走体（ＵＵＶ）※

極超音速誘導弾※

戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）

プロジェクト管理重点対象装備品（R2）

スタンド・オフ電子戦機※

新艦艇 ２９年度型潜水艦※

掃海艦

準重点管理対象装備品（R2）

次期警戒管制レーダ装置※ １０式戦車将来中距離空対空誘導弾※ ＡＳＭ-３（改）※ １９式装輪自走
１５５ｍｍりゅう弾砲

準重点管理対象装備品（R1）

準重点管理対象
装備品（H29）

イージス・システム搭載艦※

※印の図はイメージです。
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える契約が必要になるものが多い。また、装備品
や役務については、①防衛省のみが調達を行って
いること、②それらを供給する企業が限られてい
ることなどから、スケールメリット4が働きにくく、
企業としても高い予見可能性をもって計画的に事
業を進めることが難しいという特殊性がある。

このため、財政法において原則5か年度以内と
されている国庫債務負担行為による支出年限につ
いて、特定の装備品については、長期契約法5の制
定により10か年度以内としている。この結果、装
備品の安定的な調達が可能となり、計画的な防衛
力整備が実現されるとともに、企業側も、将来の
調達数量が確約され、人員・設備の計画的な活用
と一括発注による価格低減が可能となる。

図表Ⅳ-2-3-2（長期契約のイメージとコスト縮減効
果）
Ⅱ部4章2節3項（効率化への取組）p.193

また、P
Private Finance Initiative

FI法6などを活用し、より長期の複数年
度契約を実施することで、国の支出を平準化し予
算の計画的取得及び執行を実現するとともに、受
注者側のリスク軽減、新規参入の促進などを通じ

4	 規模を大きくすることにより得られる効果のことであり、例えば、材料の大量購入などにより、単価を低く抑えることができる。
5	 特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限に関する特別措置法（2015年4月成立。2019年3月、有効期限を5年間延長する一部改正法

成立）
6	 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律
7	 多様な任務への対応能力の向上と船体のコンパクト化を両立させた新たな護衛艦

た装備品調達コストの低減などのメリットを引き
出している。なお、PFI法を活用した事業として
は、2013年1月から「Xバンド衛星通信中継機能
等の整備・運営事業」を、2016年3月から「民間
船舶の運航・管理事業」を実施している。

このほか、装備品の特性により競争性が期待で
きない調達や、防衛省の制度を利用しコストダウ
ンに取り組む企業については、迅速かつ効率的な
調達の実施及び企業の予見可能性向上の観点か
ら、透明性・公正性を確保し、対象を類型化・明
確化したうえで、随意契約の適切な活用を図って
いる。

具体的には、新艦艇（FFM）7 の取得にあたり、
防衛省の要求事項に対して最も優れた企画提案を
行った者を調達の相手方とし、次順位者を下請負
者として設計・建造に参画させる調達方式を、
2017年2月から採用した。これにより、必要な機
能を効率的に具備した新艦艇の取得と、建造技術
基盤の維持・強化を図ることができ、同年4月、
企画提案契約を締結、同年8月には調達相手方及
び下請負者を決定した。

 参照

図表Ⅳ-2-3-2 長期契約のイメージとコスト縮減効果
令和3年度予算における戦闘機（F-2）の機体構造部品の一括調達

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

従前の調達（イメージ）

長期契約法による調達（イメージ）

総額約98億円

総額約50億円

（49％の縮減）
約47億円の縮減
一括調達により

機体構造部品の一括調達

契約
締結 納入 納入 納入 納入 納入 納入 納入 納入
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3　	調達価格の低減策と	
企業のコストダウン意欲の向上

装備品の調達においては、市場価格が存在しな
いものが多く、高価格になりやすいという特性を
踏まえ、調達価格の低減と企業のコストダウン意
欲の向上を同時に達成することが必要である。

この実現のため防衛装備庁では、2019年6月
に導入した共同履行管理型インセンティブ契約制
度を一部の事業に適用している。

8	 可動率や安定在庫の確保といった装備品のパフォーマンスの達成に対して対価を支払う契約方式であり、欧米諸国で装備品の維持・整備に適用されて効果
を上げている。

9	 技術的要素の評価などを行うことが適当であるものについて、価格のみによる自動落札方式とは異なり、価格以外の要素と価格とを総合的に評価して落札
者を決定する方式

同制度では、官民が共同して契約の履行や進捗
の管理、コスト管理を行い、リスクを極小化し、
結果としてコストダウンが図られた場合は一定の
割合を企業に還元することとしており、これによ
り価格低減及び企業のコストダウン意欲の向上を
図っている。

そのほか、2020年4月からは、企業のコストダ
ウンを正当に評価する仕組みとして、価格低減に
対して報奨を付与する制度を導入した。

3 	調達の効率化に向けた取組など	調達の効率化に向けた取組など

1　効果的・効率的な維持・補給

装備品の定期整備について、安全性の確認を十
分に行ったうえでその実施間隔を延伸し、効率化
を図っている。また、装備品の可動率の向上と長
期的なコスト抑制を図る観点から、P

Performance Based Logistics
BL（成果保

証契約8）などの包括契約の拡大に取り組んでい
る。さらに、令和3（2021）年度予算においては、
UH-60J救難機について一定数量をまとめ買いす
るとともに、F-2戦闘機の機体構造部品の一括調
達などにおいて長期契約を活用することにより、
コストの縮減を追求している。

Ⅱ部4章2節3項（効率化への取組）p.193
図表Ⅳ-2-3-2（長期契約のイメージとコスト縮減効
果）

2　装備品取得のさらなる効率化

装備品の取得にあたっては、契約制度の見直し
のほか、装備品のファミリー化、装備品の仕様の
共通化、各自衛隊が共通して保有する装備品の共
同調達などにより、開発・取得・維持経費の低減
を図っている。例えば、令和3（2021）年度予算
においては、将来潜水艦用ソーナー装置の開発に
おいて、既存装備品を活用することによる経費の
縮減を見込んでいる。

さらに、過去の主要装備品などの調達価格の内
訳や実績価格のデータベース化を進めており、調
達価格の妥当性の検証は勿論のこと、新規装備品
のライフサイクルコストの見積りの精度向上、効
率化に活用することを見込んでいる。

Ⅱ部4章2節3項（効率化への取組）p.193

3　公正性・透明性の向上のための取組

防衛省では、装備品などの取得にかかる公正
性・透明性の向上を図るため、契約の適正化のた
めの措置や、チェック機能の強化のための措置を
講じている。

まず、政府全体の取組である「公共調達の適正
化」として、防衛省においても総合評価落札方式9

の導入拡大、入札手続の効率化を継続して実施し
ている。これに加え、2012年に相次いで発生した
防衛関連企業による過大請求事案や装備品の試験
結果の改ざん事案などの反省を踏まえた再発防止
策として、制度調査の強化や違約金の見直し、監督
検査の実効性の確保などを着実に実施しており、
これらを通じて不祥事の再発防止、公正性・透明
性の向上及び契約の適正化に取り組んでいる。

また、防衛装備庁においては、監察・監査部門
において内部監察などの一層の充実を図るととも
に、防衛監察本部による監察や外部有識者からな

 参照

 参照
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る防衛調達審議会における審議などにより、同庁
の内外から重層的なチェック及び組織内の相互牽
制を行っている。さらに教育部門を充実させ、職

10	 令和3（2021）年度、防衛装備庁有償援助調達室に、FMS調達の履行状況の管理を行う「履行管理・促進班」を新設

員に対する法令遵守にかかる教育を徹底すること
により、コンプライアンス意識の向上にも努めて
いる。

4 	FMS調達の合理化に向けた取組の推進	FMS調達の合理化に向けた取組の推進
F
Foreign Military Sales
MS（有償援助）は、米国の武器輸出管理法な

どのもと、米国の安全保障政策の一環として同盟
諸国などに対して装備品を有償で提供するもので
ある。FMSには、①価格が見積りであること、②
前払いが原則であり履行後に精算されること、③
納期が予定であることなどの特徴があるが、一般
では調達できない機密性の高い装備品や能力の高
い装備品を調達できる点で、わが国の防衛力を強
化するために非常に重要なものである。

一方、FMSについては、納入遅延や精算遅延な
どの様々な課題があることは事実であり、近年
FMS調達額が高水準で推移している中で、日米
が協力して改善に努めているところである。

具体的には、2016年以降、防衛装備庁と米国
防安全保障協力庁との間でFMS調達をめぐる諸
課題について協議を行う会議（SCCM：安全保障
協力協議会合）を5回開催している。

2020年1月の第4回会議においては、未納入・
未精算の課題について、全ての未納入・未精算
ケースの履行状況を適時に把握するなどの取組を

行うことで合意した。この取組を含め、日米両国
が連携してFMS調達の履行管理を強化した結果、
令和元（2019）年度末の未納入額は約166億円、
未精算額は約332億円と、平成30（2018）年度
末と比較して、未納入額は約160億円の縮減（約
49%減）、未精算額は約161億円の縮減（約33%
減）となった。

2021年1月の第5回会議においては、未納入・
未精算に関するさらなる取組として、主要な装備
品の履行管理を強化することや、日米間で未納
入・未精算の原因を解明したうえで、計画的に処
理・除去する取組を継続・強化していくことなど
について合意した。また、価格の透明性の課題に
ついては、米国防安全保障協力庁が、米国防省内
の関係機関に対し価格情報の提供について指導・
監督していくことや、価格の透明性に起因する諸
課題の解決に向けた支援を行うことなどについて
合意した。防衛省においては、引き続き、FMS調
達の履行管理体制を強化10するなど、FMS調達の
合理化を推進することとしている。
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産業基盤の強靭化第4節

1	 Ⅱ部2章2節参照
2	 例えば、戦闘機関連企業は約1,100社、戦車関連企業は約1,300社、護衛艦関連企業は約8,300社ともいわれている。
3	 令和元（2019）年度の売上実績に基づく防衛需要依存度調査（防衛関連企業150社回答）による。前年度調査では平均5％程度であったが、防衛需要依存率

の低い企業の回答数が増加したため、防衛需要依存率が低下した。また、比較的小規模ではあるが、防衛産業を支える重要な技術を有する企業の中には、防
衛需要依存度が50％を超える企業も存在し、防衛需要の規模が企業の経営に大きな影響を与える。

4	 「装備の生産及び開発に関する基本方針、防衛産業整備方針並びに研究開発振興方針について（通達）」（45.7.16）

高性能な装備品の生産と高い可動率を確保する
ためには、それを具現化するための強靭な産業基
盤が不可欠である。防衛省としては、2014年6月
に「防衛生産・技術基盤戦略」を策定し、その維
持・強化に努めてきたところであるが、防衛大綱1

などを踏まえ、2019年に防衛省と産業界との意見
交換の場を設けるなど、変化する安全保障環境に
的確に対応できるよう、今後、産業基盤のさらな
る強靭化に向け取り組んでいくこととしている。

1 	わが国の防衛産業基盤の現状	わが国の防衛産業基盤の現状
防衛産業基盤とは、防衛省・自衛隊の活動に必
要な装備品の生産・運用・維持整備に必要不可欠
な人的、物的、技術的基盤である。わが国におい
ては、その多くの部分を、装備品などを生産する
企業（防衛産業）が担っており、特殊かつ高度な
技能や設備を有する広範な企業2が関与している。
一方、防衛需要依存度（会社売上に占める防衛
関連売上の比率）は平均で3％程度であり3、多く
の企業で防衛事業が主要な事業とはなっていな
い。また、少量多種生産や装備品の高度化・複雑
化により調達単価及び維持・整備経費が増加傾向
にあることから、調達数量の減少に伴う仕事量及

び作業量の減少により、技能の維持・伝承が困難
になるという問題や、一部企業が防衛事業から撤
退するなどの問題も生じている。
これらに加え、欧米企業の再編と国際共同開発
が進展するなか、2014年4月に防衛装備移転三
原則が策定されたものの、これまで、わが国の防
衛産業は、専ら自衛隊向けに装備品の生産などを
行うことを前提として構築されてきたために、国
際競争力の向上が課題となっている。

図表Ⅳ-2-4-1（主要装備品などの維持整備経費の推
移）
5節1項（防衛装備移転三原則）p.416

2 	防衛生産・技術基盤戦略	防衛生産・技術基盤戦略

1　	防衛生産・技術基盤戦略の	
位置づけなど

防衛力を支える重要かつ不可欠な要素である防
衛生産・技術基盤を維持・強化するため、国家安
全保障戦略及び25大綱を受け、これまでのいわ
ゆる「国産化方針4」に代わり、2014年6月、「防
衛生産・技術基盤戦略」が策定された。

資料1（国家安全保障戦略（概要））

2　防衛生産・技術基盤戦略の概要

（1）防衛生産・技術基盤戦略策定の意義
①防衛生産・技術基盤戦略策定の背景とその位置

づけ、②防衛生産・技術基盤の特性、③防衛生産・
技術基盤を取り巻く環境変化について明確にした。
（2）防衛生産・技術基盤の維持・強化の目標・意義
防衛生産・技術基盤の維持・強化を通じ、①安

全保障の主体性確保、②抑止力向上への潜在的な
寄与及びバーゲニング・パワーの維持・向上、③
先端技術による国内産業高度化への寄与を図る。
（3）施策推進に際しての基本的視点
施策の推進にあたっては、①官民の長期的パー

トナーシップの構築、②国際競争力の強化、③装
備品取得の効率化・最適化との両立、といった基
本的視点を踏まえる。

 参照

 参照
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（4）防衛装備品の取得方法
装備品の取得については、現在、国内開発、国
際共同開発・生産、ライセンス国産、民生品など
の活用、輸入といった複数の取得方法を採用して
いるが、取得方法のあり方は、防衛生産・技術基
盤に直接的な影響を及ぼす。防衛装備移転三原則
によって、より機動的・弾力的な取組が可能と
なった国際共同開発・生産を含め、装備品の特性
に応じ、取得方法を適切に選択する。
（5）防衛生産・技術基盤の維持・強化のための諸施策
防衛生産・技術基盤の維持・強化を図るため、
厳しい財政事情を勘案しつつ、①契約制度などの
改善、②研究開発にかかる施策、③防衛装備・技
術協力などの推進、④サプライチェーンの実態の
把握などによる強靭な生産・技術基盤の構築も含

5	 防衛装備庁については、2015年10月1日に設置済み

めた防衛産業組織に関する取組、⑤防衛装備庁の
設置5などによる防衛省における体制の強化、⑥
関係省庁と連携した取組など、メリハリと効率性
を重視した諸施策を推進していく。
（6）各装備品分野の現状及び今後の方向性
主な装備品分野（陸上装備、需品など、艦船、航

空機、弾火薬、誘導武器、通信電子・指揮統制シス
テム、無人装備、宇宙・サイバー）について防衛生
産・技術基盤の現状を分析するとともに、25大綱
で示された自衛隊の体制整備にあたっての重視事
項などを踏まえ、それぞれの分野における防衛生
産・技術基盤の維持・強化及びそれぞれの装備品
の取得に関する今後の方向性を示し、企業側に
とっての予見可能性の向上を図ることとしている。

3 	産業基盤の強靭化に向けた取組	産業基盤の強靭化に向けた取組

1　これまでの取組

防衛生産・技術基盤戦略を踏まえ、防衛省にお
いては、長期契約法の策定など契約制度の改善、
装備品の取得に関する組織を統合した防衛装備庁
の新設など、防衛産業基盤の維持・強化に資する
各種施策を実施してきた。

また、防衛装備庁においては、①技術的優越を
確保するための防衛技術戦略などの策定及び安全
保障技術研究推進制度の実施（2節参照）、②プロ
ジェクト管理を推進するための取得戦略計画の策
定や契約制度の改善（3節参照）、③防衛産業基盤
の維持・強化のための防衛産業のサプライチェー
ンの可視化及びリスク対応（本項2参照）、④国際

図表Ⅳ-2-4-1 装備品などの維持整備経費の推移

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

主要装備品などの
維持整備費
（億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

12,000

10,000

（注）1　「装備品などの維持整備費」とは、陸海空各自衛隊の装備品等の修理や消耗品の代価及び役務費などに係る予算額（各自衛隊の修理費から、艦船
の艦齢延伸及び航空機の近代化改修等のための修理費を除いたもの）を示す。

2　令和元年度以降については、防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策に係る経費を含む。
3　金額は契約ベースの数値である。
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的なF-35戦闘機プログラムへの国内企業参画や、
各国との共同研究・開発といった防衛装備・技術
協力（5節参照）にも取り組んでいる。

2　防衛大綱などを踏まえた取組

装備品の生産・運用・維持整備にとって必要不
可欠であるわが国の防衛産業基盤を強靭化するた
め、防衛大綱などに基づき、防衛生産・技術基盤
戦略の大きな方向性を踏まえ、次の項目に取り組
むこととしている。
（1）企業間の競争環境の創出に向けた契約制度の見直し
わが国の防衛産業は、1社しか製造などができ
ない装備品が多く、競争環境に乏しい状況にある。
このため、防衛産業の競争力の強化やコスト低減
などに資する取組及び成果を積極的に評価すると
ともに、その評価に応じたインセンティブを与
え、企業間に競争環境を創出させるような契約制
度の見直しを行うこととしている。
（2）装備品のサプライチェーンのリスク管理強化
装備品などの調達には、防衛省が直接契約を結
ぶプライム企業のみならず、当該プライム企業と
契約を結ぶ、幅広い分野・規模のサプライヤー企
業が関与しており、これら装備品などにかかる企
業の連鎖（サプライチェーン）は、わが国の産業
基盤を支える根幹となっている。一方、こうした
サプライチェーンは、部品を製造する企業の事業
撤退・倒産による供給途絶などのリスクを抱えて
おり、防衛省としても、こうしたリスクに対応す
べく、サプライチェーンの維持・強化に向けた取
組を行っている。
これまでの調査では、防衛需要依存度の高い中
小企業の存在が明らかとなっているほか、令和元
（2019）年度末までに実施したサプライチェーン
調査6では、代替困難な技術を有するキーサプラ
イヤーの特定とともに、特定のサプライヤーへの
発注の集中といった脆弱性が明らかになった。こ
の調査結果を踏まえ、防衛省では、サプライ

6	 令和元年度末までに主要装備品60品目についてのサプライチェーン調査を実施した。
7	 日米が共同開発したSM-3ブロックⅡAでは、FMS調達でありながら、日本のみならず、米国の取得分についても、構成品のおおむね半分程度の製造をわが

国企業が請け負っている。
8	 2018年10月、初期的商談に用いられるような貨物の性能などの情報であって、設計情報や製造方法などの「貨物の設計、製造又は使用に必要な特定の情報」

を含まないようなものは、外為法の規制の対象には含まれないことを、経産省HP上のQ＆Aにおいて明確化。現在、防衛省においては、企業からの依頼に
基づき、企業が作成した資料などに含まれている情報について、何人に対しても開示することが可能であり、不特定多数の者が入手可能な公知の技術として
取り扱われても支障がない情報の範囲を確認している。

チェーンの調査結果のデータベース化や供給途絶
などのリスクを早期に把握するための恒常的なモ
ニタリング態勢の構築に取り組んでいる。
また、優れた技術・製品を有する中小企業の発

掘に取り組むとともに、サプライチェーンを構成
する企業が事業から撤退する場合の承継支援を令
和3（2021）年度から実施する。その他、3Dプリ
ンター技術や人工知能（AI）に代表される革新的
な技術の防衛装備品の製造工程への適用可能性の
評価といった取組などにより、サプライチェーン
が抱える脆弱性への的確な対処と強靭化を図るこ
ととしている。
（3）輸入装備品の維持整備などへのわが国防衛産

業のさらなる参画
産業基盤の強靱化のため、輸入装備品の維持整

備などにわが国企業が参画することは有益であ
る。このため、F-35A戦闘機やオスプレイのよう
な輸入装備品の国内企業による維持整備の追求
や、能力の高い装備品について、米国などとの国
際共同研究・開発をより一層推進し国内企業への
裨
ひ
益
えき
を追求7していくことが重要である。

（4）防衛装備移転三原則のもとでの装備品の適切
な海外移転の推進
装備品の適切な海外移転を政府一体となって推

進するため、必要な運用改善に努めるとともに、
装備品にかかる重要技術の流出を防ぐため、知的
財産管理、技術管理及び情報保全の強化を進める
こととしている。
ア　必要な運用改善のための取組
関係省庁とも連携して、外為法（外国為替及び

外国貿易法）の運用基準である防衛装備移転三原
則のもと、必要な運用改善に努めるとともに、そ
れらを通じて産業界の予見可能性を高め、適切か
つ円滑な装備移転を進めることとしている。
具体的には、国際展示会などで、初期的商談に

必要な基礎的マーケティング情報を円滑に提供す
るための当該情報の取扱いの合理化8など、関連
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制度・手続の運用改善に取り組む必要がある。
イ　重要技術の流出防止
（ア）知的財産管理
知的財産にかかるより適切な契約条項などを適
用することにより、研究開発などで生じた知的財
産を適切に把握し、官民間の帰属の明確化や海外
への重要技術の流出防止を推進することとしてい
る。また、技術の特性などを踏まえた知的財産の
オープン化、クローズ化にかかる選択肢及び判断
材料を提示し、それぞれの選択肢に応じた適切な
管理を推進することとしている。
（イ）技術管理
防衛装備の海外移転の可否の審査にあたって、
防衛省が担当している技術の重要度や優位性など
を踏まえた技術的機微性評価を適正かつ迅速に実
施するなど、技術流出防止に取り組んでいる。ま
た、機微性が高い技術については、技術の流出を
防ぐため、関係省庁とも連携のうえ、技術のブ
ラックボックス化などのリバースエンジニアリン
グ対策の検討を推進することとしている。
（ウ）情報保全の強化
わが国の防衛産業が国際的な取引を行うために
は、サイバー攻撃の脅威増大に対応することが必
要である。情報セキュリティにかかる措置の強化
を目的として、防衛省の「保護すべき情報」9を取
り扱う契約企業に対して適用される情報セキュリ
ティ基準を見直すこととしている。
また、企業による防衛調達への参入検討をさら
に促進するとともに、国内外の防衛関連企業との
取引を行いやすくするためには、必要となる保全
措置への企業の予見可能性を向上させることが重
要である。今後、防衛省と保全が必要な情報を取
り扱う契約を行うに際し、標準的に必要となる保
全措置をあらかじめ包括的に明示した情報保全指
標を整備することとしている。
（5）その他の効率化・強靭化に向けた取組
前述の取組のほか、装備品の製造プロセスの効
率化や徹底した原価の低減などの施策に取り組

9	 防衛省において「注意」又は「部内限り」に該当する情報及び当該情報を利用して作成される情報

み、これらの結果生じ得る企業の再編や統合も視
野に、わが国防衛産業基盤の効率化・強靭化を図
ることとしている。

3　産業界との協力・連携

装備品の生産・運用・維持整備に必要不可欠の
基盤であるわが国の技術基盤・産業基盤の維持・
強化のため、防衛大綱・中期防のもとで示された
「技術基盤の強化」や「産業基盤の強靭化」に取り
組んでいくうえで、防衛省と産業界の連携は不可
欠である。
こうした観点から、2019年10月、河野防衛大
臣と日本経済団体連合会（経団連）幹部との間で
意見交換の場を持ち、防衛装備政策に加え、国際
情勢や防衛政策を含む幅広いテーマについて意見
交換を行うとともに、官民の協力・連携の強化に
ついての全般的な議論を行った。また、同年11月
以降、防衛装備庁と経団連防衛産業委員会との間
で、「防衛装備・技術の海外移転」、「サプライ
チェーンの維持・強化」、「契約制度及び調達の在
り方」、「先進的な民生技術の積極的な活用」、「情
報保全の強化」などについて計8回の意見交換を
実施し、その成果については、2020年12月、岸
防衛大臣と経団連幹部に報告され、了承された。
防衛省においては、引き続き、防衛大綱に明記
されている産業基盤及び技術基盤の強化を図るた
め、産業界との意見交換など、官民の協力・連携
の強化を進めていくこととしている。

防衛装備庁と経団連防衛産業委員会との意見交換の成果について	
報告を受ける岸防衛大臣（2020年12月）
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防衛装備・技術協力第5節

1	 「防衛装備移転三原則」の名称は、例えば、自衛隊が携行するブルドーザなどの被災国などへの供与にみられるように、移転の対象となり得るものが、平和貢
献・国際協力にも資するものであることなどから「防衛装備」の文言が適当であり、また、貨物の移転に加えて技術の提供が含まれることから「輸出」では
なく「移転」としたものである。

わが国は、自国の安全保障、平和貢献・国際協
力の推進及び技術基盤・産業基盤の維持・強化に
資するよう、防衛装備移転三原則に基づき、諸外
国との防衛装備・技術協力を推進している。引き
続き、相手国のニーズなどの情報収集の強化、装
備品の維持整備への支援も含めた協力、官民一体
の連携体制の強化などを通じて効果的な防衛装
備・技術協力を実現していくこととしている。

2013年12月に策定された国家安全保障戦略
に基づき、新たな安全保障環境に適合する明確な
原則として、2014年4月に「防衛装備移転三原
則1」及びその運用指針が策定された。防衛省とし
ては、この三原則のもと、これまで以上に平和貢

献・国際協力に寄与するとともに、同盟国たる米
国及びそれ以外の諸国との防衛協力を積極的に進
めることを通じ、地域の平和と安定を維持し、わ
が国を守り抜くための必要な諸施策を積極的に推
進していくこととしている。

また、防衛装備の適切な海外移転は、国際的な
平和と安全の維持の一層積極的な推進に資するも
のであり、同盟国たる米国及びそれ以外の諸国と
の安全保障・防衛分野における協力の強化に資す
るものである。さらに、国際共同開発・生産が国
際的主流となっていることにかんがみ、わが国の
防衛産業基盤の維持・強化、ひいてはわが国の防
衛力の向上に資するものである。

資料55（防衛装備移転三原則）

1 	防衛装備移転三原則	防衛装備移転三原則

1　防衛装備移転三原則の内容

（1）移転を禁止する場合の明確化（第一原則）
防衛装備の海外への移転を禁止する場合を、①

わが国が締結した条約その他の国際約束に基づく
義務に違反する場合、②国連安保理の決議に基づ
く義務に違反する場合、又は③紛争当事国への移
転となる場合とに明確化した。

（2）移転を認め得る場合の限定並びに厳格審査及
び情報公開（第二原則）

移転を認め得る場合を、①平和貢献・国際協力
の積極的な推進に資する場合、又は②わが国の安
全保障に資する場合などに限定し、透明性を確保
しつつ、仕向先及び最終需要者の適切性や安全保
障上の懸念の程度を厳格に審査することとした。
また、重要な案件については国家安全保障会議で

審議し、あわせて情報の公開を図ることとした。

（3）目的外使用及び第三国移転にかかる適正管理
の確保（第三原則）

防衛装備の海外移転に際しては、適正管理が確
保される場合に限定し、原則として目的外使用及
び第三国移転についてわが国の事前同意を相手国
政府に義務付けることとした。ただし、平和貢
献・国際協力の積極的な推進のため適切と判断さ
れる場合、部品などを融通し合う国際的なシステ
ムに参加する場合、部品などをライセンス元に納
入する場合などにおいては、仕向先の管理体制の
確認をもって適正な管理を確保することも可能と
した。

資料56（原則1「移転を禁止する場合」、原則2「移転
を認め得る場合の限定」、原則3「適正管理の確保」に
ついて）
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2 	米国との防衛装備・技術協力関係の深化	米国との防衛装備・技術協力関係の深化

2	 2018年12月、F-35A戦闘機の取得数については、42機から147機とし、新たな取得機のうち42機については、短距離離陸・垂直着陸機能を有する戦闘
機の整備に替え得るものとすることが決定された。

3	 電子光学分配開口システム。一つの機体に6か所内蔵することにより全方位を認識することができる最先端赤外線センサーであり、ミサイル検出及び追尾
などが可能になる。

4	 2019年12月、令和元（2019）年度及び令和2（2020）年度のF-35A戦闘機の取得について、また、2020年12月には、令和3（2021）年度のF-35A戦闘
機の取得について、それぞれ、より安価な手段であることが確認された国内企業が参画した製造とすることが決定された。

5	 日本におけるエンジンのリージョナル・デポは、株式会社IHI（東京都：瑞穂工場）を予定

1　共同研究・開発など

わが国は、米国との間で、1992年以降、25件の
共同研究と1件の共同開発を実施している。現在
は、6件の共同研究（①部隊運用におけるジェット
燃料及び騒音への曝

ばく
露
ろ

の比較、②化学剤呈
てい

色
しょく

反
応識別装置、③高耐熱性ケース技術、④次世代水
陸両用技術、⑤日米間のネットワーク間インター
フェース、⑥モジュール型ハイブリッド電気駆動
車両システムに係る共同研究）を実施している。

また、2014年7月以降、ペトリオットPAC-2
の部品、イージス・システムにかかるソフトウェ
ア及び部品など、並びにF-15及びF-16に搭載さ
れているF100エンジン部品の米国への移転につ
いて、国家安全保障会議において、海外移転を認
め得る案件に該当することを確認している。

Ⅲ 部1章2節2項2（ 米 国 の ミ サ イ ル 防 衛 と 日 米
BMD技術協力）p.230
資料20（日米共同研究・開発プロジェクト）

2　日米共通装備品の生産・維持整備

（1）F-35A戦闘機生産への国内企業の製造参画
及び整備拠点の設置

わが国は、2011年12月、F-35A戦闘機をF-4
戦闘機の後継機とし、平成24（2012）年度以降、
42機取得すること、一部の完成機輸入を除き国
内企業が製造に参画することなどを決定した2。こ
れを踏まえ、わが国は、平成25（2013）年度以降
のF-35A戦闘機の取得に際して、国内企業の製造
参画を図り、これまで、機体及びエンジンの最終
組立・検査（F

Final Assembly and Check Out
ACO）やエンジン部品の一部（19

品目）、レーダー部品の一部（7品目）及び電子光
学分配開口システム（E

Electro-Optical Distributed Aperture System
ODAS）3部品の一部（3品

目）の製造参画の取組を行ってきた。

令和元（2019）年度以降のF-35A戦闘機の取得
に際し、国内企業が製造に参画することを前提にし
た機体価格と完成機輸入の場合の価格を比較した
結果、完成機輸入の場合の方がより安価な取得方
法であった。厳しい財政状況の中、わが国の防衛力
の強化を効率的に図りつつ必要な機数を速やかに
取得するとの観点を踏まえ、同年度以降のF-35A
戦闘機の取得は、完成機輸入によることとした。

しかし、その後の製造工程の改善、作業習熟によ
る工数の低減などといった、製造企業による経費
低減の取組により、国内企業が最終組立・検査を
実施する方が、完成機輸入に比べてより安価とな
ることが確認されたため、令和元（2019）年度、令
和2（2020）年度及び令和3（2021）年度のF-35A
戦闘機の取得については、国内企業が最終組立・
検査を実施した機体を取得することとされた4。

国内企業が継続してF-35戦闘機の製造に参画
することは、その運用・整備基盤の確保や最先端
の戦闘機技術・ノウハウに接することによる戦闘
機関連の技術基盤の維持・育成・高度化を図るこ
とが可能となる意義もあり、技術基盤・産業基盤
の強化にも資することになる。

米国政府は、F-35戦闘機について全世界的な
運用が予想される中、北米・欧州・アジア太平洋
地域において機体・エンジンを中心とした整備拠
点（リージョナル・デポ）の設置を構想している。

2014年12月、米国政府は、アジア太平洋地域
におけるF-35戦闘機の整備拠点について、①機
体の整備拠点は、2018年初期までにわが国及び
オーストラリアに設置すること、②エンジンの整
備拠点は、2018年初期までにオーストラリアに
設置し、その3～5年後、追加所要に対応するため
わが国にも設置すること5を決定した旨、公表し
た。さらに、2019年2月、米国政府は、F-35戦闘
機の構成品のうち、一部のアビオニクス部品のア
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ジア太平洋地域における整備拠点を、整備所要に
応じ2025年以降に日本に設置すること6を決定
した旨、公表した。

2020年7月には、愛知県にある三菱重工業小
牧南工場において、F-35戦闘機の機体の整備拠
点としての運用を開始した。機体及びエンジンな
どの整備拠点を国内に設置し、アジア太平洋地域
での維持整備に貢献することは、わが国のF-35A
戦闘機の運用支援体制を確保するとともに、国内
の防衛産業基盤の維持、日米同盟の強化及びイン
ド太平洋地域における装備協力の深化といった観
点から、有意義である。

（2）日米オスプレイの共通整備基盤の確立に向け
た取組

米海軍は、普天間飛行場に配備されている米海
兵隊オスプレイの定期機体整備を2017年頃から
開始するため、その整備企業を選定する入札を行

6	 日本におけるアビオニクス部品の整備拠点は、三菱電機株式会社（神奈川県：鎌倉製作所）を予定
7	 2017年4月1日に、株式会社SUBARUに社名を変更
8	 陸自では、CH-47JA輸送ヘリコプターの輸送能力を巡航速度や航続距離などの観点から補完・強化できるティルト・ローター機（オスプレイ（V-22））を

17機導入することとし、佐賀空港における施設整備が完了するまでの一時的な処置として、木更津駐屯地に暫定的に配備することとしている。
9	 正式名称：防衛装備品及び他の関連物品の共同研究、共同開発及び共同生産を実施するために必要な武器及び武器技術の移転に関する日本国政府とグレー

トブリテン及び北アイルランド連合王国政府との間の協定
10	 英国における戦闘機を含む将来の戦闘航空システム体系全体の総称

い、2015年10月、富士重工業株式会社7を選定し
た。2017年2月から、陸自木更津駐屯地において
定期機体整備が実施され、2019年3月には1機
目、2020年3月には2機目、2021年1月には3
機目の整備が完了し、米側へ引き渡された。現在
は、4機目及び5機目を整備中である。

防衛省としては、①陸自オスプレイ（V-22）8の
円滑な導入、②日米安保体制の円滑かつ効果的な
運用、③整備の効率化の観点から、木更津駐屯地
の格納庫を整備企業に使用させ、米海兵隊オスプ
レイの整備とともに、将来のV-22の整備を同駐
屯地で実施することにより、日米オスプレイの共
通の整備基盤を確立していくこととしている。木
更津駐屯地での共通の整備基盤の確立は、新ガイ
ドラインに掲げる「共通装備品の修理及び整備の
基盤の強化」の実現と沖縄の負担軽減に資するも
のとして、極めて有意義である。

3 	新たな防衛装備・技術協力の構築	新たな防衛装備・技術協力の構築

1　	欧州主要国との防衛装備・	
技術協力など

競争力のある防衛産業を擁
よう

する欧州主要国との
防衛装備・技術協力は、これらの国々との安全保
障・防衛協力の強化及びわが国の防衛産業基盤の
維持・強化に資するものであることから、その関
係の構築・深化を図っている。

（1）英国
英国との間では、2013年7月、日英防衛装備

品・技術移転協定9の署名・発効に至り、同月、米
国以外の国とは初めてとなる化学・生物防護技術
にかかる共同研究を開始し、本共同研究は2017
年7月に成功裏に完了した。

また、2014年11月には「共同による新たな空

対空ミサイルの実現可能性に係る日英共同研究」
（2018年3月完了）、2016年7月には「人員脆弱
性評価に係る共同研究」（2020年7月完了）、
2018年2月には「ジェットエンジンの認証プロ
セスに係る共同研究」（2020年2月完了）をそれ
ぞれ開始し、成功裏に完了した。なお、2018年3
月には「次世代RFセンサシステムの実現可能性
に係る共同研究」、同年12月には「共同による新
たな空対空ミサイルの実証に係る日英共同研究」
をそれぞれ開始しており、現在も継続中である。

さらに、「将来戦闘機における英国との協力の可
能性に係る日英共同スタディ」を実施するなど、日
英がそれぞれ検討を進める次期戦闘機及び将来戦
闘航空システム（F

Future Combat Air System
CAS10）に関する情報交換を行

い、将来の共同事業の可能性について、日英両政府
及び企業も含めた形で意見交換を実施している。
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また、日英防衛装備・技術協力運営委員会を
2014年7月に初開催し、定期的に協議を行っている。

Ⅲ部3章1節2項5（1）（英国）p.326

（2）フランス
フランスとの間では、2014年1月、防衛装備品

協力及び輸出管理措置に関する委員会をそれぞれ
設置し、2016年12月には、日仏防衛装備品・技
術移転協定11が発効した。また、2018年1月の第
4回日仏「2＋2」においては、次世代機雷探知技
術に関する協力の早期開始を確認し、同年6月、
次世代機雷探知技術に係る共同研究を開始した。

また、2017年6月の「パリ・エアショー2017」
に海自P-1哨戒機が参加するとともに、防衛装備
庁が初めてP-1哨戒機関連のブースを出展した。
2019年6月の「パリ・エアショー2019」には海
自P-1哨戒機及び空自C-2輸送機が参加した。

Ⅲ部3章1節2項5（2）（フランス）p.328

（3）ドイツ
ドイツとの間では、2017年7月、日独防衛装備

品・技術移転協定12 に署名し、発効した。また、
2018年4月の「ベルリン・エアショー2018」に
海自P-1哨戒機が参加するとともに、防衛装備庁
がP-1哨戒機関連のブースを出展した。

Ⅲ部3章1節2項5（3）（ドイツ）p.329

（4）イタリア
イタリアとの間では、2019年4月、日伊防衛装

備品・技術移転協定13 が発効した。また、同年1
月には、欧州で初となる「日伊・官民防衛産業
フォーラム」を開催し、さらに日伊防衛装備・技
術協力に関する課長級協議の枠組みを設置した。

Ⅲ部3章1節2項5（7）（その他の欧州諸国）p.332

11	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とフランス共和国政府との間の協定
12	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とドイツ連邦共和国政府との間の協定
13	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とイタリア共和国政府との間の協定
14	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とオーストラリア政府との間の協定

2　	インド太平洋地域の友好国との	
防衛装備・技術協力など

インド太平洋地域の友好国との間では、わが国
との防衛装備・技術協力に関する関心や期待が寄
せられており、関係構築を積極的に図っている。

（1）オーストラリア
オーストラリアとの間では、2014年12月、日

豪防衛装備品・技術移転協定14が発効した。
また、同年10月の日豪防衛相会談においては、

①F-35戦闘機プログラムに関する潜在的な協力
の機会の検討、②取得改革にかかるオーストラリ
ア装備庁との対話、③オーストラリア側からの要
請を受け、オーストラリアの将来潜水艦プログラ
ムに関する日本の協力の可能性についての検討、
④オーストラリア国防科学技術機関との防衛技術
交流、⑤防衛産業間対話を含む多面的な協力につ
いて検討を進めていくこととした。その後、2015
年12月から、船舶の流体力学分野に係る共同研究
を開始し、2019年11月に終了した。また、同年
11月には、科学技術者交流計画に係る取決めに署
名し、技術者の相互派遣の枠組みを整理した。

同年2月には、オーストラリアで開催されたア
バロン国際航空ショーに空自C-2輸送機が参加
し、わが国の技術力を発信した。

また、同年6月には、第2回目となる日豪防衛装
備・技術協力共同運営委員会を開催し、日豪間で
防衛装備・技術協力をさらに推進していくための
方策などについて、さらなる検討を行うなど、日
豪両国の防衛装備・技術協力の進展を図っている。

Ⅲ部3章1節2項1（オーストラリア）p.312

（2）インド
インドとの防衛装備・技術協力は、日印の特別な

戦略的グローバル・パートナーシップに基づく重
要な協力分野と位置づけられており、2015年12月
の日印首脳会談において日印防衛装備品・技術移

 参照

 参照

 参照

 参照

 参照
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転協定15の署名が行われ、2016年3月に発効した。
また、これまでに計5回の防衛装備・技術協力

に関する事務レベル協議を開催するなど、デュア
ル・ユースを含む防衛装備・技術協力案件の形成
に向け協議を実施している。2017年9月の日印
防衛相会談での研究協力に向けた協議開始の合意
を踏まえ、2018年7月には「UGV16／ロボティ
クスのための画像による位置推定技術に係る共同
研究」を開始した。

さらに、2019年2月には同国とは2回目とな
る「日印・官民防衛産業フォーラム」をベンガ
ルールにおいて開催するなど、日印両国の防衛装
備・技術協力に関する議論が進展している。この
ほか、日本国内においても、インドへの海外移転
に関する官民の知識向上のため、民間ビジネスの
分野での先行事例やインドとの防衛装備・技術協
力の現状を学ぶ機会として、第1回目の「防衛装
備移転に関するインドウェビナー」を2020年12
月に開催した。

Ⅲ部3章1節2項2（インド）p.315

（3）ASEAN諸国
ASEAN諸国との間では、日ASEAN防衛当局

15	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とインド共和国政府との間の協定
16	 UGV（Unmanned	Ground	Vehicle）とは、陸上無人車両のことを指す。

次官級会合などを通じて、人道支援・災害救援や
海洋安全保障など、非伝統的安全保障分野におけ
る防衛装備・技術協力について意見交換がなされ
ており、参加国からは、これらの課題に効果的に
対処するため、わが国からの協力に期待が示され
ている。2016年11月の日ASEAN防衛担当大臣
会合の際にわが国が表明した「ビエンチャン・ビ
ジョン」において、ASEAN諸国との防衛装備・
技術協力に関しては、①装備品・技術移転、②人
材育成、③防衛産業に関するセミナーなどの開催
を3つの柱として進めることとしている。

具体的な取組として、フィリピンとの間では、
同年9月の日比首脳会談において、フィリピン海
軍への海自TC-90練習機の移転などについて正
式に合意され、2017年3月には、2機のTC-90を、
2018年3月には、残り3機のTC-90をフィリピ
ン海軍へ引き渡した。さらに、2016年11月から
2018年3月まで、フィリピン海軍パイロットに対
する操縦訓練を海自徳島航空基地で行い、2017
年4月以降、フィリピンにわが国の整備企業の要
員を派遣し、維持整備の支援を実施している。

また、2018年6月の日比防衛相会談において、
陸自で不用となった多用途ヘリコプターUH-1H

 参照

防衛装備移転に関するインドウェビナー（2020年12月）に参加する職員 フィリピン空軍による自衛隊レーダー視察の状況

動画：TC-90に係るフィリピンとの防衛装備協力【ダイジェスト版】
URL：https://www.youtube.com/watch?v=mOenxy3ud3c&t=1s
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初めての国産完成装備品海外移転「フィリピン向け防空レーダー」

防衛装備庁長官官房装備官（航空担当）
空将　　後

ご
藤
とう

　雅
まさ

人
ひと

2014年に「防衛装備移転三原則」が策定された
後、2015年に防衛装備庁が創設され、2020年8
月にフィリピン向け防空レーダーに係る契約が国
産完成装備品の海外移転として初めて成立しまし
た。同レーダーは、航空自衛隊J／FPS-3及び陸上
自衛隊JTPS-P14を基にフィリピン空軍の要求を
満足するように再設計・製造されるものです。フィ
リピンとは閣僚級を含むハイレベル交流から各自
衛隊のスタッフトークス、共同訓練、能力構築支援
等の防衛協力・交流に加え、装備分野では海上自
衛隊TC-90本機や陸上自衛隊UH-1H補用部品の
譲渡が既に行われていましたが、本完成品の移転
は安全保障分野のみならず二国間関係をより深化
させるものであります。更に、フィリピンの防空能
力向上はもとより、同国周辺地域の安全保障に寄
与できればよいと考えております。
本移転成功の教訓は何かと問われれば、現地大
使館（特に両国の防衛駐在官及び武官）や企業を含
めた「人」だと思います。先方のニーズを真摯に聞
き、魅力ある提案を次々と熱意をもって提案する

ことによって、私はフィリピン国防省装備担当次
官・局長、空軍司令官及び各部長と、装備庁及び企
業の担当者は選定チーム長との信頼関係（人脈）を
しっかり構築しました。まさしく「モノを売るより
も先ずは人を売れ」です。加えて、当時の航空幕僚
長と空軍司令官との人間関係も非常に大きかった
と思います。
契約が成立したことが終わりではなく、しっかり

とレーダーが納入、現地サイトに建設され、維持運
用され続けることが本当の意味での移転です。引き
続き、関係者全員がOne	Teamで取り組んでいき
たいと思います。また、第2、第3の移転成功へと！

フィリピン空軍基地で儀仗を受ける筆者（向かって右）

三菱電機株式会社
防衛グローバル営業部　　加

か
藤
とう

　淳
あつし

私は営業担当として、本件の提案活動に従事し
て参りました。このレーダーは、空域における航空
機等の位置・速度の把握や管制を目的としたレー
ダーです。フィリピン空軍の要求に基づき当社の
自衛隊向けレーダーの製造経験を踏まえ、今回海
外向けに製造するものであり、フィリピンの防空
態勢の構築及び地域の平和と安定の確保において
も重要な装備品となります。それ迄海外での実績
のない日本企業にとって、経験豊富な欧米メー
カーとの厳しい争いでしたが、営業・技術が一体
となって、何度もエンドユーザーであるフィリピ
ン空軍のニーズをヒアリングし、提案・交渉を重
ねて参りました。フィリピンの調達制度やプロセ
スも、当初は何もわからず、全てが手探りからのス
タートであり、様々なことが想定通りに進まず苦
労しましたが、地道に一つ一つを丁寧に調べ、真摯
に対応を繰り返していくことで、日本初の完成品

装備移転となる受注を達成することが出来ました。
本レーダーが、日本とフィリピンとの友好関係
の発展に寄与し、安全・安心な地域社会の構築に
貢献できることを切に願っております。

来日したフィリピン軍メンバーと（筆者左）（2019年12月）

VOICE
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の部品などをフィリピン空軍に無償譲渡すること
を確認し、同年11月、移転にかかる防衛当局間の
取決めに署名のうえ、2019年3月、一部部品など
の引き渡しを開始、同年9月に完了した。これら
2件の移転は、2017年6月に施行された、不用装
備品等の無償譲渡等を可能とする自衛隊法の規定
を適用した事例である。（本項3参照）

加えて、2019年1月には、防衛装備・技術協力
に関する事務レベルの定期協議の枠組みを設置し
た。2020年8月には、フィリピン国防省と三菱電機
株式会社との間で、同社製警戒管制レーダー（4基）
を約1億ドルで納入する契約が成立し、2014年の
防衛装備移転三原則の策定以来、わが国から海外
への完成装備品の移転としては初の案件となった。

タイとの間では、2017年11月、防衛装備品・
技術移転協定の早期締結を含め今後の二国間の防
衛装備・技術協力を促進していくことで一致した。

ベトナムとの間では、2016年11月の日越防衛
次官級協議において、「防衛装備・技術協力に関す

17	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とマレーシア政府との間の協定

る定期協議の実施要領（T
Terms of Reference

OR）」に署名した。また、
2019年5月の日越防衛相会談の際に、具体的な分
野などを示した「防衛産業間協力の促進の方向性
にかかる日ベトナム防衛当局間の覚書」に署名す
るとともに、2020年10月の日越首脳会談では、防
衛装備品・技術移転協定について、実質合意した。

このほか、日本国内においても、「防衛装備移転
に関するベトナムウェビナー」を2021年3月に
開催し、ベトナムとの民間ビジネスの分野での先
行事例やベトナムとの防衛装備・技術協力の現状
を学ぶことで、ベトナムへの海外移転に関する官
民の知識向上を図った。この取組は、2020年12
月にインドを対象として開催したウェビナーから
数えて、2回目の開催となるものである。

マレーシアとの間では、2018年4月、日マレーシ
ア防衛装備品・技術移転協定17に署名し、発効した。

インドネシアとの間では、2021年3月に東京
で開催された第2回日インドネシア「2＋2」にお
いて、日インドネシア防衛装備品・技術移転協

フィリピン大使館　国防武官 
グリーン　アルバート　C.　ラガーディア大佐
フィリピン空軍の防衛力整備計画における警戒
管制レーダー取得事業に関し、三菱電機㈱との間
で成功裏に交渉が行われたことは、防衛分野にお
けるフィリピンと日本の関係の歴史的なマイルス
トーンです。本件はフィリピンにとって、初の日本
製防衛装備品の調達であると同時に、日本にとっ
ても、外国に対する初の新造完成装備品の移転で
あることから、両国にとって初めての事業と言え
ます。本警戒管制レーダーによって、フィリピンの
国防態勢に必要不可欠である、フィリピン国軍の
海洋状況把握（MDA）能力及び防空能力の強化が
期待されています。
特に、本警戒管制レーダー事業は、2015年に
フィリピン国防省と日本国防衛省の間で署名され
た「日比防衛協力・交流に関する覚書」の下で実施
されている、様々な分野における二国間防衛協力
のモメンタムを基礎として成り立っています。本
警戒管制レーダーは、これまで日本から移転され

た装備品とあいまって、フィリピンの状況認識を
強化するものです。本装備品は、両国の相互利益の
ためのフィリピンと日本の二国間の強固なパート
ナーシップを象徴するものです。
日本におけるフィリピン国防省及び同国軍の代

表として、本事業の契約成立を見届けるとともに、
フィリピン国民に対し、本件が国費を投じる価値
があることを伝えることができることを大変嬉し
く思います。

空自基地にて説明を受ける筆者（2021年1月）
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定18に署名し、即日発効した。
このような取組を通じて、人道支援・災害救援

や海洋安全保障分野での協力を推進していくこと
としている。

Ⅲ部3章1節2項3（東南アジア（ASEAN）諸国）p.317

（4）中東
アラブ首長国連邦との間では、2019年11月、

空自C-2輸送機が「ドバイ・エアショー2019」に
参加して地上及び飛行展示を実施し、ムハンマド
皇太子をはじめとする政府高官が視察した。

ヨルダンとの間では、アブドッラー国王からの
要請を受け、2019年8月、ヨルダン王立戦車博物
館での展示用として、陸自の退役済み61式戦車1
両をヨルダン側に無償で貸し付けた。これに対し、
アブドッラー国王より、ヨルダンで開発された装
甲車を陸自に贈呈したいとの申し出があり、同
月、受領した。同年10月、防衛省において、前述
の貸し付け・贈呈にかかる式典を開催し、防衛大
臣及びヨルダン駐日特命全権大使によるスピーチ
及び覚書の署名・交換が行われた。また、同年11
月には、ヨルダン王立戦車博物館において、駐ヨ
ルダン特命全権大使及び同博物館長による貸し付
けた陸自61式戦車の除幕及び説明パネルの設置
が実施された。

イスラエルとの間では、2019年9月、わが国と
イスラエル防衛当局間で提供される、防衛装備・
技術に関する秘密情報を適切に保護するため、「防
衛装備・技術に関する秘密情報保護の覚書19」の
署名が行われた。

18	 正式名称：防衛装備品及び技術の移転に関する日本国政府とインドネシア共和国政府との間の協定
19	 正式名称：防衛省とイスラエル国防省との間の防衛装備・技術に関する秘密情報保護の覚書
20	 財政法（昭和22年法律第34号）第9条第1項
	 国の財産は、法律に基づく場合を除くほか、これを交換しその他支払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し若しくは貸し付けてはならな

い。
21	 2021年4月現在、わが国は、防衛装備品・技術移転協定を、米国、英国、オーストラリア、インド、フィリピン、フランス、イタリア、ドイツ、インドネシア

及びマレーシアと締結している。そのほか、防衛装備品・技術移転協定の締結に関して、ベトナムと実質合意している。（参照　資料29各種協定締結状況）

3　開発途上国装備協力規定の新設

わが国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す
中、わが国と安全保障・防衛上の協力・友好関係
にある国が適切な能力を備え、安全保障環境の改
善に向けて国際社会全体として協力して取り組む
基盤を整えることが重要である。

この点、経済規模や財政事情により独力では十
分な装備品を調達できない友好国の中には、以前
から、不用となった自衛隊の装備品を活用したい
とのニーズがあった。しかし、自衛隊の装備品を
含む国の財産を他国に譲渡又は貸し付ける場合に
は、財政法第9条第1項20の規定により、適正な対
価を得なければならないこととされているため、
無償又は時価よりも低い対価での譲渡は、法律に
基づく場合を除き認められていなかった。

こうした中、友好国のニーズに応えていくため、
自衛隊で不用となった装備品を、開発途上地域の
政府に対し無償又は時価よりも低い対価で譲渡で
きるよう、財政法第9条第1項の特例規定を自衛
隊法に新設し、2017年6月から施行されている。

なお、この規定により無償又は時価よりも低い対
価で譲渡できるようになった場合においても、いか
なる場合にいかなる政府に対して装備品の譲渡な
どを行うかについては、防衛装備移転三原則などを
踏まえ、個別具体的に判断されることとなる。また、
譲渡した装備品のわが国の事前の同意を得ない目
的外使用や第三者移転を防ぐため、相手国政府と
の間では国際約束を締結する必要がある21。

4 	部外転用	部外転用
航空機は防衛分野と民生分野で共通する技術基

盤が多く、民生分野の活性化に資する施策を講じ
ることが、わが国の航空機の産業基盤の維持・活
性化、ひいては防衛産業基盤の維持・強化につな

がるという観点から、防衛省では、防衛省が開発し
た航空機の民間転用について検討を進めてきた。

2010年8月には、民間転用の制度設計に向けた
指針を取りまとめ、2011年には、民間転用を希望

 参照
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する企業の申請に関する制度を整備した。これま
で、P-1哨戒機に搭載されるF7-10エンジンや
US-2救難飛行艇の民間転用に向けた技術資料な
どについて、企業の申請を受けて開示してきた。ま
た、2016年12月には、F7-10エンジンについて、
防衛装備庁と製造会社である株式会社IHIとの間
で、JAXAへの販売に向けた民間転用契約を初め
て締結し、2019年9月にJAXAへ納入された。

防衛装備移転三原則の策定後、航空機以外の装

備品についても民間以外の諸外国政府から引き合
いがあることなどを踏まえ、その呼称を民間転用
から部外転用に改め、今後の案件形成に向け、
2018年8月に手続規則の整備を行った。2019年
にSH-60K改用自動操縦装置用飛行制御装置処理
部及びSH-60K用着艦誘導支援装置の部外転用に
向けた技術資料などについて、企業の申請を受け
て開示した。

5 	国際防衛装備品展示会への出展	国際防衛装備品展示会への出展
防衛装備・技術協力を推進する観点から、防衛

装備庁では、国際防衛装備品展示会への出展を実
施し、わが国の防衛装備に関する施策や高い技術
力を発信している。このような取組は、各国政府
関係者などのわが国の装備政策や技術力に対する
理解を深め、防衛装備・技術協力推進のための基
盤の形成に寄与している。

2019年には、アラブ首長国連邦の「ドバイ・
エアショー2019」に出展し、わが国が開発した
C-2輸送機の地上及び飛行展示を行った。また、
国内においては、同年に幕張メッセで開催された

「防衛・セキュリティ技術国際展示会／カンファ
レンス　DSEI Japan 2019」に、防衛装備庁の
ブースを出展した。

6 	防衛装備品の適切な海外移転に向けた官民連携	防衛装備品の適切な海外移転に向けた官民連携
防衛装備品の海外移転について、防衛大綱及び

中期防では、「防衛装備移転三原則の下、装備品の
適切な海外移転を政府一体となって推進する」と
されていることを受け、諸外国との安全保障協力
を進めるとともに、防衛産業基盤の強靱化を図る
ため、官民が連携してこのための取組を進めてい
る。具体的には、防衛装備庁、商社、製造企業の連
携のもとで、相手国の潜在的なニーズを把握して
提案に向けた活動を行う「事業実現可能性調査」
を、インド、インドネシア、マレーシア、ベトナム
の4か国を対象とし、令和2（2020）年度から実
施している。同年度は、商社の持つ海外ネット
ワークを活用した情報収集網を構築することで、
将来の海外移転につながる可能性のあるいくつか

の案件を確認した。
また、わが国と相手国との間で、両国の防衛当

局と企業が一堂に会して、防衛装備品の海外移転
に関する意見交換を行う「官民防衛産業フォーラ
ム」を、2017年8月のインドネシアでの開催をは
じめ、これまでに、インド、ベトナム、オーストラ
リア、イタリア、フィリピンを合わせた計6か国
において実施している。

さらに、防衛産業から要望が寄せられていた海
外移転に関する情報共有の場として、Web上に
ポータルサイトを整備し、令和3（2021）年度中
に運用を開始するとともに、掲載情報を随時追加
していく計画である。

7 	装備品にかかる重要技術の流出防止	装備品にかかる重要技術の流出防止
国際的な防衛装備・技術協力の推進にあたって

は、装備品にかかる重要技術の流出を防ぐため、
①知的財産管理、②技術管理及び③情報保全の強

化に取り組んでいくこととしている。
4節3項2（4）イ（重要技術の流出防止）p.415 参照
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1 	軍事情報の収集	軍事情報の収集

1	 政府の情報収集衛星は、内閣衛星情報センターにおいて運用されているものであり、防衛省は他省庁とともに、情報収集衛星から得られる画像情報を利用し
ている。

情勢の推移に応じて的確に防衛政策を立案し、
また、各種事態への対処において防衛力を効果的
に運用するためには、わが国周辺などにおける中
長期的な軍事動向を把握するとともに、各種事態
の兆候を早期に察知することが必要である。この
ため、防衛省・自衛隊は、平素から、各種の手段
による情報の迅速・的確な収集に努めている。
防衛省・自衛隊による具体的な情報収集の手段
としては、①わが国上空に飛来する軍事通信電波
や電子兵器の発する電波などの収集・処理・分
析、②各種画像衛星（情報収集衛星1を含む）から
のデータの収集・判読・分析、③艦艇・航空機な

どによる警戒監視、④各種公刊情報の収集・整理、
⑤各国国防機関などとの情報交換、⑥防衛駐在官
などによる情報収集などがあげられる。
防衛駐在官については、令和2（2020）年度中
に、在ケニア防衛駐在官がセーシェルを、在豪州
防衛駐在官がトンガを、それぞれ新たに兼轄した
ほか、令和3（2021）年度中に、大洋州地域との
連携強化、欧州及び中東に関する情報収集を強化
するため、ニュージーランド及びスペインに各1
名の新規派遣を計画するとともに、イスラエルに
1名の追加派遣を計画している。

図表Ⅳ-3-1（防衛駐在官派遣状況（イメージ）） 参照

3第 章 情報機能の強化

図表Ⅳ-3-1 防衛駐在官派遣状況（イメージ）

令和3年4月1日現在（85大使館6代表部　70名（うち在勤46大使館2代表部）派遣）

【凡例】

■ 派遣先
■ 兼轄先

（　）内は派遣人数。記述なしは1名派遣

フィンランドフィンランド
カザフスタンカザフスタン

モンゴルモンゴル

ロシア（3名）ロシア（3名）

スウェーデンスウェーデン ポーランドポーランド

ウクライナウクライナ

ドイツ（2名）ドイツ（2名）

オランダオランダ

英国（2名）英国（2名）
フランス（2名）フランス（2名）

軍縮会議日本政府
代表部（ジュネーブ）
軍縮会議日本政府
代表部（ジュネーブ）

オーストリアオーストリア
イタリアイタリア

モロッコモロッコ

スペイン
※令和3年度中に

新規派遣予定

スペイン
※令和3年度中に

新規派遣予定

アルジェリアアルジェリア

エジプトエジプト
ナイジェリアナイジェリア

ジブチジブチ
エチオピアエチオピア
ケニアケニア

南アフリカ
共和国
南アフリカ
共和国

サウジ
アラビア
サウジ
アラビア

トルコトルコ

レバノンレバノン

ヨルダンヨルダン

イスラエル
※令和3年度中に

1名追加派遣予定

イスラエル
※令和3年度中に

1名追加派遣予定

オーストラリア
（3名）

オーストラリア
（3名）

米国
（6名）

米国
（6名）

インド（3名）インド（3名）

パキスタンパキスタン

アフガニスタンアフガニスタン

イランイラン

アラブ首長国連邦アラブ首長国連邦

クウェートクウェート

中華人民共和国（3名）中華人民共和国（3名）

国際連合
日本政府
代表部

（ニューヨーク）

国際連合
日本政府
代表部

（ニューヨーク）

大韓民国（3名）大韓民国（3名）

ベトナム（2名）ベトナム（2名）

ミャンマーミャンマー

タイタイ
フィリピン（2名）フィリピン（2名）

チリチリ

マレーシア（2名）マレーシア（2名）

シンガポールシンガポール

ブラジルブラジル

インドネシアインドネシア

ニュージーランド
※令和3年度中に新規派遣予定
ニュージーランド
※令和3年度中に新規派遣予定

ベルギー（2名）ベルギー（2名）
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各国防衛駐在官の声

レバノン
防衛駐在官　1等陸佐　　秀

ひで
島
しま
　剛

たか
明
あき

レバント地域西部、
地中海東岸の小さくも
美しい多宗教・多文化
国家レバノンは、中
東・欧州・北南米他各
国との人の交流も盛ん
な魅力溢れる地です
が、現在は深刻な政治
／経済危機・隣国シリ
アの内戦・難民問題・
ベイルート港大爆発そ
してコロナ禍等、国難の渦中にあります。
当地の人々と共に在りつつ、また、各国武官・当
国軍・国連機関他の協力を得て、将来の交流基盤
の形成と、米露・地域大国等多数の主体が関与す
る当地域の複雑な軍事情勢の把握・解明に努めて
います。

シンガポール
防衛駐在官　1等海佐　　栗

くり
原
はら
　靖
やすし

防衛駐在官
としてシンガ
ポール政府や
軍との調整を
行っています
が、東 京23
区ほどの面積
の小さな都市
国家であるこの国が行っている国防の取り組みを
目の当たりにし、国の独立と安全を守るという国
家としての強い意志を肌で感じるとともに、如何
に国を守るべきかということを考えさせられてい
ます。
インド太平洋地域における活動が増加している
自衛隊にとって、地域の中心に位置するこの国は
極めて重要な国であり、当地において勤務する防
衛駐在官としての役割をしっかりと果たしていく
所存です。

イスラエル
防衛駐在官　1等空佐　　平

ひら
光
みつ
　康

やす
紀
のり

警報後、空
を見上げると
2つ航跡雲が
見えました。
ミサイル防衛
システムによ
るロケット弾
迎撃に遭遇し
た際、市民が落ち着いて生活を続ける姿から如何
に信頼されるミサイル防衛能力が大切かを切に感
じた瞬間です。イノベーション国家として経済界
から注目される技術力は、防衛分野においても世
界的に存在感を高めています。アラブ諸国との関
係正常化も進む中、日々の情報収集に加え、日本と
の防衛協力に熱心なイスラエルとの関係を更に深
化させるべく引き続き防衛駐在官として尽力する
所存です。

チリ
防衛駐在官　2等陸佐　　齊

さい
藤
とう
　智
さとし

太平洋の最
東端に位置す
る南米チリの
初代防衛駐在
官として着任
しました。チ
リは南米の安
全保障面で要
となる国であ
り、域内のほとんどの国が武官を派遣しています。
チリでは軍の文民統制が重んじられ、また、地震大
国であるなど我が国との類似点が多く、基本的な
価値観を共有する戦略的パートナーです。「自由で
開かれたインド太平洋」に賛同し、我が国自衛隊と
の交流にも大変関心を示しています。日本からの
地理的な距離はありますが、チリの防衛駐在官と
してこの距離を乗り越えられるような関係の構築
と両国関係の益々の発展に尽力します。

VOICE

国軍民軍協力部訪問（筆者：右）

レセプションで各国武官と（筆者：中央）

オンラインでの外務・防衛当局間（PM）協議
（筆者：右端）

【イスラエル国防省】

陸軍大将リカルド・マルチネス司令官	
を表敬する筆者（右）
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2 	情報機能の強化に向けた取組	情報機能の強化に向けた取組
防衛大綱などにおいては、政策判断や部隊運用
に資する情報支援を適時・適切に実施するため、
情報の収集・分析・共有・保全などの各段階にお
ける情報機能を総合的に強化するための取組を推
進することとしている。
具体的には、情報収集・分析機能について、情
報収集施設の整備や能力向上、情報収集衛星・商
用衛星などの活用、滞空型無人機を含む新たな装
備品による情報収集手段の多様化などにより、電
波情報・画像情報の収集態勢を強化している。ま
た、防衛駐在官制度の充実をはじめとする人的情
報の収集態勢の強化、公開情報の収集態勢の強
化、同盟国などとの協力の強化などにより、新た
な領域に関するものも含め、ニーズに十分に対応
できるよう、情報収集・分析機能を抜本的に強化
している。
その際、情報処理における最新技術の積極的活
用、多様な情報源と融合したオールソース分析、

情報共有のためのシステムの効率的な整備・連接
を進める。また、多様化するニーズに情報部門が
的確に応えていくため、能力の高い情報収集・分
析要員の確保・育成を進め、採用、教育・研修、
人事配置などの様々な面において着実な措置を講
じ、総合的な情報収集・分析機能を強化している。
情報保全については、関係部局間で連携しつ

つ、教育などを通じ、知るべき者の間での情報共
有を徹底し、情報漏えい防止のための措置を講じ
るなど、情報保全のための取組を徹底するととも
に、関係機関との連携の推進などにより、防衛
省・自衛隊におけるカウンターインテリジェンス
機能の強化を図ることとしている。
また、先進技術を含む経済安全保障全般に関す

る各種情報の「収集・分析」と「保全」の双方を所
掌する体制を整備するため、令和3（2021）年度、
防衛政策局調査課に「経済安全保障情報企画官」
を新設した。

3 	情報本部	情報本部

1　情報本部の任務

情報本部は、冷戦後の安全保障環境が複雑さを
増している中で、高度かつ総合的な情報収集・分
析を実施できる体制を整備するため、1997年に
創設された防衛省の中央情報機関であり、わが国
最大の情報機関である。電波情報、画像・地理情
報、公刊情報などを収集し、国際・軍事情勢など、
極めて速いスピードで変化しているわが国を取り
巻く安全保障環境にかかわる分析を行っている。

2　情報本部の活動

情報本部は、陸・海・空の自衛官と事務官・技
官（語学系、技術系、行政・一般事務）からなる組
織であり、自衛官は各自衛隊の部隊などにおける
経験に基づく知見を、事務官・技官は語学、技術
などの専門的な知識を駆使し、一丸となって業務
に従事している。

具体的には、刻々と変化する国際情勢について、
電波情報、画像情報、公刊情報（新聞、インター
ネットなど）、関係者との意見交換などからもたら
される交換情報といった、様々な情報源から得た
情報に基づき、軍事的、政治的、経済的要因を含
む様々な観点から総合的な分析を実施している。
また、情報本部では、宇宙・サイバー・電磁波

といった新たな領域における情報収集・分析機能
を強化しており、例えば、サイバー空間における
脅威の動向について、公刊情報の収集や諸外国と
の情報交換など、必要な情報の収集・分析を行っ
ている。
情報本部の情報業務の成果は、分析プロダクト

として、内閣総理大臣、防衛大臣、内閣官房国家
安全保障局、内閣情報調査室や陸・海・空自衛隊
の各部隊に対して適時適切に提供され、政策判断
や部隊運用を支えている。また、関係省庁や諸外
国カウンターパートとの情報交流も積極的に実施
している。
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各自衛隊の訓練・演習第1節
防衛大綱は、防衛力が真価を発揮するために

は、平素から絶えずその能力を維持・向上させる
ことが必要であり、自衛隊の訓練・演習は防衛力
を支える重要な要素の一つであるとしている。

自衛隊がわが国防衛の任務を果たすためには、
装備品などの充実を図るだけでなく、平素から指
揮官をはじめとする隊員が高い資質と能力を持つ
とともに、部隊としても高い練度を有することな
どにより、堅固な防衛態勢をとることが必要であ
る。堅固な防衛態勢をとることは、わが国への侵
略を意図する国に対して、その侵略を思いとどま
らせる抑止力としての機能を果たすものである。

また、防衛大綱は、日米同盟の抑止力・対処力
の強化として、各種の運用協力及び政策調整を一
層深化させるべく、共同訓練・演習を一層積極的
に実施することとしており、各自衛隊は、各軍種

間での共同訓練や日米共同統合演習（実動演習及
び指揮所演習）を着実に実施している。

さらに、積極的な共同訓練・演習やその際の海
外における寄港等を通じて平素からプレゼンスを
高め、わが国の意思と能力を示すとしているほ
か、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に推
進するとの観点から、「自由で開かれたインド太
平洋」というビジョンを踏まえ、訓練・演習に積
極的に取り組むこととしている。

そのため、同盟国、友好国その他の関係国との
共同訓練・演習を通じ、わが国の安全保障と密接
な関係を有するインド太平洋地域の安定化を図る
とともに、一国のみでは対応が困難なグローバル
な安全保障上の課題や不安定要因への対応に努め
ている。

1 	部隊の練成	部隊の練成
各自衛隊の部隊などで行う訓練・演習は、隊員

それぞれの職務に必要な技量の向上を目的とした
隊員個々の訓練と、部隊の組織的な能力の練成を
目的とした部隊の訓練・演習とに大別される。隊
員個々の訓練は、職種などの専門性や隊員の能力
に応じて個別的、段階的に行われている。部隊の訓
練・演習は、小さな単位の部隊から大部隊へと徐々

に規模を拡大しつつ訓練を積み重ねながら、一つ
の組織として能力を発揮できることを目標として
部隊間での連携などの大規模な総合訓練を行う。

各自衛隊は、種々の制約の中で、事故防止など
安全確保に細心の注意を払いつつ、日夜厳しい教
育訓練を行い、心身ともに健全で、練度の高い隊
員の育成と精強な部隊の練成に努めている。

4第 章
高い練度を維持・向上する	
自衛隊の訓練・演習

訓練・演習 とは

練成訓練は、隊員の練度を向上するとともに精強な部隊などを練成することを目的とするものであり、「個人訓練（各個訓練）」と「部隊訓
練」に区分される。また、「部隊訓練」は基本的なものから応用的なものまで段階的に進め、部隊に対して組織としての行動に習熟させ、与
えられた任務を遂行できるよう練度を向上させる「訓練」と、主に防衛出動など自衛隊の行動時の事態を想定し、部隊の訓練の集大成とし
て、各種の部隊が参加し総合力を演練する「演習」に区分される。

KEY	WORD
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1　陸上自衛隊

陸自は、普通科（歩兵）、特科（砲兵）、機甲科
（戦車・偵察）、施設科（工兵）などの職種ごとに
部隊の行動を訓練するとともに、他の職種部隊と
協同した諸職種協同訓練を行っている。

2020年には、北海道の良好な訓練基盤を活用
して連隊を基幹とした部隊が実動による対抗演習
を実施するため、訓練評価支援隊を新編した。

夜間射撃能力を向上させる陸自第7特科連隊

2　海上自衛隊

海自は、要員の交代や艦艇の検査、修理の時期
を見込んだ一定期間を周期として、これを数期に
分け、段階的に練度を向上させる訓練方式をとっ
ている。

この方式での訓練の初期段階では、戦闘力の基
本単位である艦艇や航空機ごとの練度の向上に
伴って、応用的な部隊訓練へと移行するととも
に、艦艇相互、艦艇と航空機の間で連携した訓練
を実施している。

3　航空自衛隊

空自は、戦闘機、レーダー、地対空誘導弾など
の先端技術の装備を駆使するため、訓練の初期段
階では個人の専門的な知識技能を段階的に引き上
げることを重視しつつ、戦闘機部隊、航空警戒管
制部隊、地対空誘導弾部隊などの部隊ごとに訓練
を実施している。

この際、隊員と航空機などの装備を総合的に機
能発揮させることを目指しており、練度が向上す
るに従って、これら部隊間の連携要領の訓練を行
い、さらに、これに航空輸送部隊や航空救難部隊
などを加えた総合的な訓練を実施している。

飛行教導群F-15アグレッサー

4　統合訓練

有事の際に防衛力を最も効果的に発揮するため
には、平素から、陸・海・空各自衛隊の統合運用に
ついて訓練を積み重ねておくことが必要である。

このため、自衛隊は、従来から2つ以上の自衛
隊が協同して行う統合訓練を実施してきており、

海上輸送、99式自走りゅう弾砲訓練参加中の海上自衛官
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逐次その充実を図っている。
統合訓練は、機能別統合訓練、作戦別統合訓練、

統合演習に区分される。このうち統合演習は、統

1 わが国への直接の脅威を防止・排除するための演習である自衛隊統合演習、日米共同統合演習、日米共同統合防空・ミサイル防衛訓練などのほか、大規模な
災害対処を想定した自衛隊統合防災演習や国際平和協力活動などを想定した国際平和協力演習などがある。

幕が計画、実施する自衛隊の全般的な対処構想に
基づく訓練・演習であり、米軍との共同統合演習
を含めて、1979年から実施している。

2 	訓練・演習の意義	訓練・演習の意義
各自衛隊は、中期防に基づき、水陸両用作戦能

力をはじめとする様々な戦術技量のさらなる向上
を図るとともに、国内外の訓練環境を活用しつ
つ、統合訓練と各自衛隊の訓練・演習を有機的に
連携させることなどにより、平素からの部隊の迅
速かつ継続的な展開の実効性向上やプレゼンスを
強化することとしている。

また、各種事態発生時に効果的に対処し、抑止
力の実効性を高めるため、このような作戦別の訓
練の集大成として、自衛隊の統合訓練・演習や日
米の共同訓練・演習を計画的かつ目に見える形で
実施し、統合運用能力や日米共同対処能力の向上
を図るとともに、これらの訓練・演習を通じて得
られた教訓などを踏まえ、事態に対処するための

各種計画を不断に検証し、見直しを行うこととし
ている1。

これらの訓練・演習に際しては、各種事態に国
として一体的に対処できるよう、警察、消防、海
上保安庁などの関係機関との連携を確保するとと
もに、地方公共団体、民間団体などとも連携を図
りつつ、シミュレーションや総合的な訓練・演習
を拡充することとしている。

このほか、自衛隊の統合訓練・演習や日米間で
の共同訓練・演習の機会については、自衛隊の実
運用のための計画などの検討・検証のみならず、
国民保護を含む総合的な課題の検討・検証の場と
しても積極的に活用することとしている。

図表Ⅳ-4-1-1（常続的な展開訓練） 参照

図表Ⅳ-4-1-1 常続的な展開訓練

常続的な展開訓練の一例

〇常続的陸上自衛隊展開訓練構想（CPEC）
高い練度を保持した陸上自衛隊の部隊を南西地域等へ機動展開し、練成訓練を実施することにより、抑止力及び対処力の向上を図る

米海兵部隊

水陸機動部隊 Continuous Projection Exercises Concept：CPEC

水陸機動団の艦艇と連携した南西地域における
洋上機動展開及び島嶼部における練成訓練

機動師団・旅団の機動展開及び
島嶼部における練成訓練 北海道をはじめとする国内や米国・オーストラリア等の

国外の良好な訓練基盤への機動展開訓練等
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3 	各自衛隊の主要訓練	各自衛隊の主要訓練

1　陸上自衛隊の主要訓練

陸自は、全国の部隊が実動する陸上自衛隊演習
（1982年に初めて実施）や方面隊実動演習、機動
展開訓練のほか、米陸軍との実動訓練（オリエン
ト・シールド（国内）や米海兵隊との実動訓練（レ
ゾリュート・ドラゴン（国内）、アイアン・フィス
ト（国外））及び豪州における米軍との実動訓練

（タリスマン・セイバー）をはじめとする米国や
諸外国との共同訓練などを通じ、各種事態への対
処能力の向上を図るとともに、日米同盟の抑止
力・対処力を強化している。

（1）各種事態における実効的な抑止及び対処にか
かる能力を強化する主要訓練

機動師団・旅団が全国に展開する機動展開訓
練、西部方面隊をはじめとする方面隊規模での実

動演習により各種事態などへの対処能力の向上を
図っているほか、米海兵隊との実動訓練（アイア
ン・フィスト）を通じて、米軍の持つ実際的なノ
ウハウを吸収しつつ水陸両用機能の強化を図って
いる。

また、国内における米空軍機からの空挺降下訓
練を実施し、空挺作戦に必要な戦術技量を維持・
向上するとともに、米軍機による空挺作戦の実効
性の維持・向上を図っている。

さらに、良好な国内外の訓練基盤を活用し、特
に国内では訓練評価支援隊などと連携した対抗形
式による実動演習を北海道で実施し、諸職種協同
に係る練度の向上を図っている。

このほか、米国本土においてホーク・中SAM/
SSM部隊実射訓練を実施して地対空・地対艦戦闘
能力の強化を図るとともに、豪州射撃競技会

（AASAM）に参加し、射撃能力の向上を図っている。

動画：AIRBORNE21
URL：https://twitter.com/jgsdf_1stAbnB/status/1372021173081366532

動画：米国における米海兵隊との実動訓練「アイアン・フィスト20」
URL：https://www.youtube.com/watch?v=1Z09vuM-Xdo

動画：国内における米海兵隊との実動訓練「フォレストライト」
URL：https://www.youtube.com/watch?v=U3D4C2CalRw&feature=share

動画：豪州における米軍との実動訓練「タリスマン・セイバー19」
URL：https://fb.watch/567pKdWffd/

動画：インド陸軍との実動訓練「ダルマ・ガーディアン19」
URL：https://www.youtube.com/watch?v=zobSfEAnIlc

動画：令和元年度米比共同訓練「カマンダグ19」
URL：https://www.youtube.com/watch?v=bal6T2UsDZI
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また、米陸軍との実動訓練（ライジング・サンダー）
や豪州における米陸軍との実動訓練（サザン・
ジャッカルー）などにおいて情報、機動及び火力を
連携させた諸職種協同能力の向上を図っている。

（2）日米同盟による抑止力及び対処力を強化する
主要訓練

日米共同方面隊指揮所演習（ヤマサクラ（YS））
を日米共同訓練の基軸とし、前述の各種の指揮所
演習及び実動訓練を年間を通じて実施することに
より、日米共同対処などの実効性の向上や領域横
断作戦能力の向上を図っている。

（3）安全保障協力を推進する主要訓練
印陸軍との実動訓練（ダルマ・ガーディアン）

や多国間共同訓練（カーン・クエスト（モンゴ
ル））、日仏米豪共同訓練（ARC21（アーク21））
などの共同訓練を通じ各国との連携や信頼関係を
強化し、わが国にとって望ましい安全保障環境の
創出に寄与してきている。

さらに、英陸軍との実動訓練（ヴィジラント・
アイルズ）、フィリピンにおける米海兵隊との実
動訓練（カマンダグ）を通じ、米国の各同盟国と
の連携強化を図っている。

2　海上自衛隊の主要訓練

海自は、1955年以来実施している全国の部隊
が実動する海上自衛隊演習（実動演習）や1980
年以来実施している米海軍が主催する多国間共同
訓練（リムパック）、2018年以来実施しているイ
ンド太平洋方面派遣訓練や2007年以来実施して
いる日米印豪共同訓練（マラバール）などを通じ、
日米同盟の抑止力・対処力を強化するとともに、

「自由で開かれたインド太平洋」の維持・強化に
も貢献している。

（1）各種事態における実効的な抑止及び対処にか
かる能力を強化する主要訓練

海上自衛隊演習（図上演習（日米共同演習を含
む。））、海上自衛隊演習（実動演習（日米共同演習
及び日米豪加共同訓練を含む。））などにより即応
能力の向上を図っている。

また、実機雷処分訓練（硫黄島）、機雷戦訓練
（日向灘・陸奥湾・伊勢湾）、掃海特別訓練（日向
灘・陸奥湾・伊勢湾）により各種戦術技量の向上
を図っている。

さらに、米海軍の協力を得て良好な国外の訓練

動画：日米共同対処などの実効性の向上
URL：https://youtu.be/XU3aulNdvig

動画：令和2年度機雷処分訓練
URL：https://www.youtube.com/watch?v=qgdHbRNwprY

日米共同方面隊指揮所演習（ヤマサクラ）を視察する副大臣、政務官 日米共同統合演習（キーン・ソード21）に参加する海自艦艇部隊
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基盤を活用し、護衛艦の米国派遣訓練、米国派遣
訓練（潜水艦）、グアム島方面派遣訓練（敷設艦）、
米国派遣訓練（航空機）を実施し、各種戦術技量
の向上を図っている。

（2）日米同盟による抑止力及び対処力を強化する
主要訓練

艦艇や航空機による日米共同訓練、対潜特別訓
練、掃海特別訓練、衛生特別訓練、日米衛生共同
訓練により、日米共同対処などの実効性や領域横
断作戦能力の向上を図っている。

海自は東シナ海や南シナ海において米海軍と精
力的に共同訓練を行っており、例えば、2020年8
月には、東シナ海において、護衛艦「すずつき」と
米海軍駆逐艦「マスティン」が共同訓練を実施し
たほか、同年10月には、南シナ海において、イン
ド太平洋方面派遣訓練（IPD）中の護衛艦「かが」
と「いかづち」が、米海軍駆逐艦「ジョン・S・マ
ケイン」と補給艦「ティピカヌー」と合流して共
同訓練を実施した。

（3）安全保障協力を推進する主要訓練
インド太平洋方面派遣訓練（IPD）のほか、日

米豪共同訓練、日豪共同訓練、日印共同訓練
（JIMEX）、日 ス リ ラ ン カ 共 同 訓 練（JA-LAN 
EX）、インドネシア海軍との親善訓練、日米豪韓
共同訓練（パシフィック・ヴァンガード）、日仏米
豪共同訓練（ARC21（アーク21））といった各国海
軍との共同訓練の実施を通じ、インド太平洋地域
の諸外国との信頼関係を構築・強化し、わが国に
とって望ましい安全保障環境の創出を図っている。

例えば、2020年9月から10月にかけ、護衛艦
「かが」、「いかづち」などがインド太平洋方面派遣
訓練（IPD）を実施し、インド太平洋地域に所在
する米国、オーストラリア、インド、インドネシ
ア、スリランカの各国海軍と共同訓練などを行う
とともに、ベトナム・カムラン、スリランカ・コ
ロンボへ寄港した。

また、同年11月の日米印豪共同訓練（マラバー
ル2020）においては、インド太平洋の主要海域
であるベンガル湾とアラビア海北部において日米
印豪の艦艇が一堂に会したことを通じて、「自由
で開かれたインド太平洋」というビジョンを維
持・強化していくという4か国の一致した意思が
具現化されたほか、これら4か国の連携・結束が
示された。

3　航空自衛隊の主要訓練

空自は、全国の部隊が実動する航空総隊総合訓
練（実動訓練）や各種機能別訓練のほか、1996年
以来実施している米空軍演習（レッド・フラッ
グ・アラスカ）や1999年以来実施しているグア
ムにおける日米豪共同訓練（コープ・ノース）な
どを通じ、日米同盟の抑止力・対処力を強化する
とともに、諸外国との連携強化を図っている。そ
の際、インド太平洋地域での航空機の飛行や寄港
を通じて「自由で開かれたインド太平洋」の維
持・強化にも貢献している。

（1）各種事態における実効的な抑止及び対処にか
かる能力を強化する主要訓練

PAC-3機動展開訓練、国外運航訓練により機
動展開能力、即応能力の向上を図っている。また、
良好な国外の訓練基盤を活用し、高射部隊による
ペトリオットの実射訓練により、防空戦闘能力を

訓練でミサイルを発射するF-15戦闘機

動画：練度向上のための訓練
URL：https://youtu.be/6IbU3COUBTA
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強化している。
さらに、米国高等空輸戦術訓練センターを活用

し、輸送機部隊の任務遂行能力の向上を図ってい
る。

（2）日米同盟による抑止力及び対処力を強化する
主要訓練

米空軍に加え、米海軍や米海兵隊との対戦闘機
戦闘訓練、要撃戦闘訓練、防空戦闘訓練、戦術攻
撃訓練、空中給油訓練、捜索救難訓練、編隊航法
訓練、米海軍との共同訓練などの各種日米共同訓
練により、日米共同対処などの実効性の向上や領
域横断作戦能力の向上を図っている。

例えば、日本海、東シナ海周辺空域などにおい
て、米空軍B-52爆撃機、B-1爆撃機などと共同訓
練を着実に積み重ねている。

（3）安全保障協力を推進する主要訓練
多国間共同訓練（コブラ・ゴールド）における

在外邦人等保護措置訓練、人道支援・災害救援共
同訓練（クリスマス・ドロップ）を実施し、各国
との信頼関係の構築・強化により、わが国にとっ
て望ましい安全保障環境の創出を図っている。

例えば、2021年3月、C-2輸送機などにより国
外運航訓練を行い、ベトナム・ホーチミンに寄航
した。これらの活動は、「自由で開かれたインド太
平洋」の維持・強化に資する観点から、インド太
平洋地域の航行・上空飛行の自由に寄与するとと
もに、各国との協力・交流の推進を通じて同地域
の安定に寄与するものである。

4　統合による主要訓練

自衛隊は、1979年以来、統合運用を演練する
自衛隊統合演習（実動演習）及び自衛隊統合演習

（指揮所演習）をおおむね毎年交互に実施してい
る。また、1986年以来、武力攻撃事態などにおけ
る自衛隊の運用要領及び日米共同対処要領を演練
し、自衛隊の即応性と日米の相互運用性の向上を
図るため日米共同統合演習（キーン・ソード（実

2 全自衛隊と米インド太平洋軍が参加する本演習は、おおむね毎年、実動演習と指揮所演習を交互に行っておりこれまで合計15回実施した。2020年の訓練
においては、一部の訓練にカナダ海軍が参加したほか、英国、オーストラリア、フランス、インド、フィリピン、韓国からのオブザーバーを受け入れている。

動演習）、キーン・エッジ（指揮所演習））2を実施
している。

（1）各種事態における実効的な抑止及び対処にか
かる能力を強化する主要訓練

統合水陸両用作戦訓練などを実施して、自衛隊
の水陸両用作戦に関する戦術技量の向上を図って
いるほか、自衛隊統合防災演習、離島統合防災訓
練を実施し、災害対処能力の向上を図っている。

また、国内における在外邦人等保護措置訓練を
実施し、在外邦人等保護措置に関する統合運用能
力の向上及び自衛隊と関係機関との連携の強化を
図っている。

さらに、従来領域における訓練・演習に加え、
新たな領域にかかる体制の充実に合わせた総合的
な訓練・演習を実施し、わが国防衛を任務とする
自衛隊に必要な練度の維持・向上を図ることとし
ている。

（2）日米同盟による抑止力及び対処力を強化する
主要訓練

日米共同統合演習（キーン・ソード（実動演
習）、キーン・エッジ（指揮所演習））を実施し、各
種事態における実効的な抑止及び対処にかかる能
力を強化するとともに、日米共同対処能力の向上
を図っている。また、日米共同統合防空・ミサイ
ル防衛訓練を実施して日米共同による弾道ミサイ
ル対処や防空戦闘能力を向上している。

例えば、2020年10月から11月にかけて実施

日米共同統合防災訓練（TREX）
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したキーン・ソード21では、陸自と海自による
水陸両用作戦に加え、空自が参加して統合火力訓
練を沖大東島射爆撃場で実施したほか、鹿児島県
十島村の臥蛇島において、統合訓練として初めて
日米共同での着上陸訓練を実施した。この着上陸
訓練は、普天間飛行場に所在するMV-22による
米軍再編にかかる訓練移転として、日米共同訓練
を行うとともに沖縄の負担軽減も図るものであ
る。このほか、キーン・ソード21には同年5月に
新編された空自宇宙作戦隊が初めて統合訓練に参
加し、宇宙状況監視について訓練を実施したほ
か、サイバー攻撃等対処、電子戦といった新たな

領域における統合運用要領を演練した。

（3）安全保障協力を推進する主要訓練
多国間共同訓練（コブラ・ゴールド）やパシ

フィック・パートナーシップ、国際平和協力演習
ADMM、拡散に対する安全保障構想（PSI）訓練
への参加により、在外邦人等保護措置に関する統
合運用能力や国際平和協力業務に必要な各種能力
の向上を図っている。

資料19（主な日米共同訓練の実績（令和2（2020）
年度））
資料46（多国間共同訓練の参加など（過去3年間））

4 	練成訓練の客観的・定量的な評価	練成訓練の客観的・定量的な評価
自衛隊では、部隊などの練成訓練の成果を評価

するとともに、その進歩・向上を促すことを目的
として、各幕僚長以下の各レベルの練成責任者の
もと、訓練検閲を実施している。

また、その練度の評価にあたっては、部隊訓練
基準などの評価基準を活用するなど、客観的かつ

定量的な評価を実施している。
例えば、陸自は、訓練の実施にあたって、可能

な限り実戦に近い環境下においてレーザーを使用
した交戦訓練装置を活用することなどにより、訓
練練度を客観的かつ定量的に評価することとして
いる。

 参照
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陸自の任務遂行能力をさらに高める訓練評価支援隊の訓練に参加した 
連隊長の声

陸上自衛隊第39普通科連隊長（青森県弘前市） 
1等陸佐　木

き
原
はら

　邦
くに

洋
ひろ

（現所属：教育訓練研究本部）
令和元（2019）年度、富士トレーニングセンター

（FTC）での訓練で大きな戦果をあげ、また、米国
本土で実施した米陸軍統合即応トレーニングセン
ター（JRTC）での日米共同訓練に参加した、第39
普通科連隊にとって、北海道トレーニングセン
ター（HTC）での訓練は、その集大成となるもので
した。各訓練には、それぞれ目的や狙いに基づき厳
しい訓練環境が設定されていましたが、「戦場」と
いう意味では、HTCでの訓練は最も過酷な環境で
した。訓練期間は、準備や約1,000kmの長距離機
動を含めると約1か月、敵と戦闘する期間は9夜
10日にわたり、訓練間の状況は途切れることなく
続きました。遊撃活動や情報収集を任務とする隊

員は、水や食料が無くなりながらも任務を継続し
ました。

訓練は対抗方式で行われ、相手の部隊は、陸上自
衛隊唯一の機甲師団の部隊でした。あれほど沢山の
戦車や装甲車と対峙するのは初めての経験であり、
轟音とともに攻撃する迫力や不整地を前進する能
力は、日頃の訓練とは比べ物にならず、若い隊員
は、震えながらも必死に対戦車火器を構え、配属さ
れた協同部隊も装備上の不利がある中においても、
第39普通科連隊と共に全力で戦ってくれました。

これらHTCでしか経験できない訓練を通じて、
連隊はさらなる精強な部隊を目指すための「本物
の指標」を得ました。今回の運営の教訓が、今後の
運営に反映され、陸上自衛隊全体がさらに精強に
なることを確信しています。

障害設置を行う隊員の様子 敵に応戦する機関銃手の様子
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護衛艦隊の各種戦能力の向上

海上自衛隊水上戦術開発指導隊司令
（神奈川県横須賀市）
1等海佐　本

もと
山
やま

　勝
かつ

善
よし

海上自衛隊はいかなる事態においても適切に対
処できる能力を保有するため4つの分野（「人」「機
能」「構想」「協同」の充実）に努力を集中し、任務
の完遂を目指しています。

水上戦術開発指導隊（以後、戦術隊と記載）は、
戦略・戦術などの分析・開発、作戦や装備開発能
力の向上にかかる態勢を整備するとともに、蓄積
した知識・経験を適切に管理共有することにより、
艦隊の能力を最大発揮し、従来とは異なる発想を
含めて、4つの分野の一つである「構想」の充実を
具現化する部隊として、2020年10月に誘導武器
教育訓練隊を母体として新編されました。

戦術隊の任務は、前身である誘導武器教育訓練

隊の任務（誘導武器システム等に関する教育訓練）
に加えて、水上戦術（BMD、対空戦及び対水上戦）
の開発・改善、その他の各種戦における護衛艦等
の運用の改善、それらに関する訓練指導です。

海上自衛隊が任務を完遂できるかは、戦略・作
戦・戦術の適否によるところが大きいため、技術
の進展に伴う装備・戦い方をめぐる環境の変化に
応じた柔軟な発想を大胆に取り入れつつ、限られ
た資源を有効に活かし、闘い／戦いに勝利しなけ
ればならず、戦術隊隊員一同、精強な艦隊のため、
水上戦術の開発・改善に鋭意取り組んでいます。

また各種戦術を場面に応じて選択、活用するの
は運用する人であり、戦術隊は、各種戦術に関する
知識、過去の教訓などをしっかりと蓄積管理し、訓
練指導などを通じて艦隊内で共有するとともに、
その確実な定着に尽力してまいります。

艦上において訓練指導中の筆者（手前左から3人目） 水上戦術開発隊開隊時に庁舎前にて
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各種訓練環境の整備第2節

1 	訓練環境	訓練環境
一層厳しさが増す安全保障環境にあっては、自
衛隊が持つ能力を最大限発揮できるよう部隊など
の体制整備を図るとともに、訓練の質を向上させ
ることが重要である。
このため、自衛隊の訓練は、可能な限り実戦に
近い環境で行うよう努めているが、自衛隊の即応
性を維持・向上させるためには、訓練環境をより
一層充実させていく必要がある。こうした背景の
もと、防衛省では、効率的・効果的な訓練・演習
を行うため、国内外での訓練実施基盤の拡充にか
かる取組を推進している。
その一環として、防衛省は、防衛大綱に基づき、
北海道をはじめとする国内の演習場の整備・活用
の拡大を図っているところであり、
2020年6月と8月には、陸自において訓練評
価支援隊が矢臼別演習場（北海道野付郡別海町な
ど）において連隊級の実動対抗演習を行った。
また、国内に所在する米軍施設・区域の活用に
ついても、地元との関係に留意しつつ、自衛隊に
よる共同使用の拡大を促進することとしている。
さらに、自衛隊施設や米軍施設・区域以外の場
所の利用や米国・オーストラリアなどの国外の良
好な訓練環境の活用を促進するとともに、シミュ
レーターなどを一層積極的に導入することとして
いる。
このほか、馬毛島（鹿児島県）に、陸海空自衛隊
が訓練・活動を行うことができる施設などの整備
を進めている。

1　陸上自衛隊

演習場や射場は、地域的にも偏在しているう
え、広さも十分でないこともあり、大部隊の演習

や戦車、長射程火砲の射撃訓練などを十分には行
えない状況にある。これらの制約は、装備の近代
化に伴い大きくなる傾向にある。また、演習場や
射場の周辺地域の都市化に伴う制約もある。
このため、国内では実施できない地対空誘導弾
部隊や地対艦誘導弾部隊の実射訓練などを米国で
行っている。
また、師団レベルや方面隊レベルの実動演習で
は、大規模な演習場や自衛隊施設・区域以外も活
用して訓練を行うなど、限られた国内の演習場な
どを最大限に活用した訓練を行っているほか、演
習場の改善などにも努めている。

2　海上自衛隊

訓練海域は、気象、海象、船舶交通及び漁業な
どの関連から使用できる時期や場所に制約があ
る。このため、例えば、比較的浅い海域で行うこ
とが必要な掃海訓練や潜水艦救難訓練などについ
ては陸奥湾や周防灘の一部などで行っている。
このほか、短期間により多くの部隊が訓練成果

練度の定量的な評価のためレーザーの照準を調整する陸自隊員

動画：国外の訓練環境を活用した空自高射部隊実弾射撃訓練
URL：https://youtu.be/YkEhg6prw_g
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をあげられるように計画的・効率的な訓練に努め
ている。

3　航空自衛隊

現在、わが国周辺の訓練空域の多くは、広さが
十分でないため、一部の訓練では、航空機の性能
や特性を十分に発揮できないこともあり、また、
基地によっては訓練空域との往復に長時間を要し
ている。さらに、飛行場の運用にあたっては、航
空機の騒音に関連して早朝や夜間の飛行訓練につ

いて十分配慮した訓練を行うことが必要である。
このため、例えば、硫黄島の訓練空域では、逐

次、部隊から航空機を派遣し、本土では十分に実
施できない訓練などを中心に集中的な訓練を行っ
ている。
また、在日米軍の射爆撃場の共同使用などによ

り、実弾の射爆撃訓練を行っている。
このほか、米国において高射部隊によるペトリ

オットの実射訓練を行っているなど、国外の訓練
環境の活用に努めている。

資料57（演習場一覧）

2 	安全管理への取組など	安全管理への取組など
防衛省・自衛隊は、日頃の訓練にあたって安全
確保に最大限留意するなど、平素から安全管理に
一丸となって取り組んでいる。
こうした中、2019年9月、海上自衛隊鹿屋航空
基地（鹿児島県）でP-3C哨戒機の整備中に機体
から落下したエンジンが隊員を直撃し、隊員1名
が殉職する事故が発生した。
このような事故については、再発防止策を徹底

し、安全の確保に万全を期している。
国民の生命や財産に被害を与えたり、隊員の生
命を失うことなどにつながる各種の事故は、絶対に
避けなければならない。防衛省・自衛隊としては、
これらの事故について徹底的な原因究明を行った
うえで、今一度、隊員一人一人が安全管理にかかる
認識を新たにし、防衛省・自衛隊全体として再発防
止に全力で取り組んでいくこととしている。

 参照

大空を守る者の使命～自衛隊の航空交通管制～

内部部局防衛政策局訓練課 
航空管制官　2等空佐　江

え
頭
とう

　努
つとむ

 
（現所属：航空幕僚監部人事教育部補任課）

自衛隊の航空交通管制は、民間航空機の運航の
安全性や効率性を図ることはもとより、対領空侵
犯措置をはじめとする自衛隊の行動や実戦を想定
して行う戦術的な飛行訓練の
特殊性にも配慮する必要があ
ります。

具体的には、初動から事態
対処に至る防衛力を迅速かつ
総合的に発揮できるよう、操
縦者と一体となって連携し、
刻一刻と変化する状況とニー
ズに柔軟に即応して、適切に
戦闘機などを発進帰投させな
ければなりません。これは飛

行部隊の諸活動成否の鍵を握る管制部隊の使命で
あり、これを裏付ける練成訓練の積み重ねが重要
です。

私は空自の航空管制官としての矜持を胸に刻み、
日々の業務に奔走しておりますが、今後再び管制
部隊で勤務する際はその使命を完遂する所存です。

VOICE

空自の管制部隊で戦闘機を 
発進帰投させる筆者

運航特性、操縦環境等の理解に資する空自航空管制官の 
同乗飛行訓練の様子（後席が筆者）
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防衛省・自衛隊の様々な活動は、国民一人一人、
そして、地方公共団体などの理解と協力があっては

1	 「令和2年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（2020年10月2日閣議決定）
2	 例えば、一般競争入札に付す際に、商品などを種類ごとにグルーピングし、当該グループごとに落札者を決定する方法
3	 A～D等級に分類された入札参加資格のうち、中小企業が多くを占めるC又はD等級のみで競争することとしている。
4	 オープンカウンター方式とは、基準額以下の物品等を調達する際、従来のように特定の事業所と見積合せをせず、当該調達案件を公募することで、多くの事

業者から見積書を提出してもらう、いわゆる「公募型見積合せ」のことをいう。

じめて可能となるものであり、地域社会・国民と自
衛隊相互の信頼をより一層深めていく必要がある。

地域社会や環境との調和にかかる施策第1節
防衛大綱は、近年、自衛隊及び在日米軍の活動
及び訓練・演習の多様化、装備品の高度化などが
進んでおり、防衛施設である自衛隊施設や在日米
軍施設・区域の周辺の地方公共団体や地域住民の
理解及び協力を得ることはこれまで以上に重要に
なっているとしている。
このため、地方公共団体や地域住民に対し、平

素から防衛省・自衛隊の政策や活動に関する積極
的な広報を行うとともに、自衛隊及び在日米軍の
部隊や装備品の配備、訓練・演習などの実施にあ
たっては、地元に対する説明責任を十分に果たし
ながら、地元の要望や情勢に応じたきめ細やかな
調整を実施することとしている。

1 	民生支援活動	民生支援活動
防衛省・自衛隊は、地方公共団体や関係機関な
どからの依頼に基づき、様々な分野で民生支援活
動を行っている。これらの活動は、自衛隊への信
頼をより一層深めるとともに、隊員に誇りと自信
を与えている。
陸自は、全国各地で発見される不発弾などの処
理にあたっており、令和2（2020）年度の処理実
績は1,194件（約21.9トン）で、沖縄県での処理
件数が全体の約43％を占めている。海自は、機雷
などの除去・処理を行っており、令和2（2020）
年度の処理実績は、468個（約3.6トン）であった。
また、駐屯地や基地を部隊活動に支障のない範

囲で開放するなど、地域住民との交流に努めるほ
か、各種の運動競技会において輸送などの支援を
行っている。加えて、一部の自衛隊病院などにお
ける一般診療、離島の救急患者の緊急輸送などに
より、地域医療を支えている。
さらに、国などの方針1を踏まえ、分離・分割発

注2の推進や同一資格等級区分内の者による競争
の確保3及びオープンカウンター方式4の導入な
ど、効率性にも配慮しつつ、地元中小企業の受注
機会の確保も図っている。

資料58（市民生活の中での活動） 参照

5第 章
地域社会や環境との	
共生に関する取組

動画：令和2年度航空観閲式
URL：https://youtu.be/hrJA0ydlSGM
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2 	地方公共団体などによる自衛隊への協力	地方公共団体などによる自衛隊への協力
（1）自衛官の募集及び就職援護への協力
厳しい募集及び雇用環境の中、質の高い人材を

確保し、比較的若い年齢で退職する自衛官の再就
職を支援するためには、地方公共団体や関係機関
の協力が不可欠である。

（2）自衛隊の活動への支援・協力
自衛隊の駐屯地や基地は、地域社会と密接な関

わりを持っており、自衛隊が教育訓練や災害派遣

など各種の活動を行うためには、地元からの様々
な支援・協力が不可欠である。さらに、国際平和
協力業務などで国外に派遣される部隊は、関係機
関から派遣にかかる手続の支援・協力を受けてい
る。
また、各種事態において自衛隊が迅速かつ確実

に活動を行うため、地方公共団体、警察・消防機
関といった関係機関との連携を一層強化してい
る。

3 	地方公共団体及び地域住民の理解・協力を確保するための施策	地方公共団体及び地域住民の理解・協力を確保するための施策
全国8か所に設置された地方防衛局は、部隊や
地方協力本部などと連携し、それぞれの地方との
協力関係の構築に努めている。令和2（2020）年
度は、日米共同訓練をはじめとする各種訓練や、
馬毛島における自衛隊施設の整備、陸自V-22の
佐賀空港配備計画等について、地元説明を実施す
るとともに、台風や豪雨などへの対応における地

方公共団体との連絡調整などを実施した。また、
すべての都道府県、市町村に対して防衛白書の説
明を実施したほか、コロナ禍において防衛問題セ
ミナーを初めてオンラインで開催するなど、防衛
政策全般に対する理解を促進するための施策を実
施した。

図表Ⅳ-5-1-1（地方協力確保事務について） 参照

図表Ⅳ-5-1-1 地方協力確保事務について

広く防衛政策についての理解を得るために実施する施策

各種事態への実効的な対処を行うために実施する施策

1 各種事業を円滑に実施するための地元調整にかかる施策

2

3

4

自衛隊等がかかわる事件・事故への対応にかかる施策

地方公共団体や地域住民を対象とした防衛白書の説明・防衛問題セミナー等の実施

大規模災害等における自衛隊や地方公共団体への必要な支援・訓練への参加

自衛隊の部隊改編等・米軍の訓練等にかかる地元調整

自衛隊等と連携を図り地方公共団体等への情報提供等の必要な協力

動画：海上自衛隊沖縄基地隊の不発弾処理
URL：https://www.youtube.com/watch?v=-DgagJ8p5uA
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4 	防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策	防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策

1　	防衛施設の特徴と	
周辺地域との調和関連事業

防衛施設は、用途が多岐にわたり、広大な土地
を必要とするものが多い。また、日米共同の訓
練・演習の多様性・効率性を高めるため、2021
年1月1日現在、在日米軍施設・区域（専用施設）
の土地面積のうち約29％、78の専用施設のうち
30施設を日米地位協定に基づき自衛隊が共同使
用している。一方、多くの防衛施設の周辺地域で
都市化が進んだ結果、防衛施設の設置・運用が制
約されるという問題が生じている。また、航空機
の頻繁な離着陸による騒音などが、周辺地域の生
活環境に影響を及ぼすという問題もある。
そのうえで、防衛施設は、わが国の防衛力と日
米安全保障体制を支える基盤としてわが国の安全
保障に欠くことのできないものであり、その機能
を十分に発揮させるためには、防衛施設と周辺地
域との調和を図り、地域住民の理解と協力を得
て、常に安定して使用できる状態に維持すること
が必要である。
このため、防衛省は、1974年以来、防衛施設周
辺の生活環境の整備等に関する法律（環境整備法）
などに基づき、自衛隊や米軍の行為あるいは飛行
場をはじめとする防衛施設の設置・運用により、
その周辺地域において生じる航空機騒音などの障
害の防止、軽減、緩和などの措置を講じてきた。
2011年には関係地方公共団体などからの要望
などを踏まえて同法を一部改正し、特定防衛施設

周辺整備調整交付金について、医療費の助成など
のいわゆるソフト事業への交付を可能とするため
の見直しを行ったほか、交付対象となる防衛施設
の追加などを行った。また、住宅防音工事を重点
的に実施している。
なお、特定防衛施設周辺整備調整交付金につい

ては、2014年4月からPDCAサイクルの徹底を
図る取組などにより、交付金の効果の向上を図っ
ている。
防衛省としては、防衛施設と周辺地域との調和

を図るための施策のあり方について、関係地方公
共団体からの要望などを踏まえ、厳しい財政事情
を勘案し、より実態に即した効果的かつ効率的な
ものとなるよう引き続き検討している。

図表Ⅳ-5-1-2（在日米軍施設・区域（専用施設）の自
衛隊との共同使用状況）、図表Ⅳ-5-1-3（自衛隊施設

（土地）の状況）、図表Ⅳ-5-1-4（在日米軍施設・区域
（専用施設）の状況）、図表Ⅳ-5-1-5（令和3（2021）
年度基地周辺対策費（契約ベース））、資料59（在日米
軍施設・区域（共同使用施設を含む。）別一覧）

2　	在日米軍の駐留に関する理解と	
協力を得るための取組

わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを
増す中、在日米軍のプレゼンスとその即応性の維

 参照

図表Ⅳ-5-1-2 在日米軍施設・区域（専用施設）
の自衛隊との共同使用状況

件数面積（km2）

75

263
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（注）面積の計数は四捨五入している。

在日米軍施設・区域（専用施設）
うち自衛隊が共同使用している施設・区域
在日米軍施設・区域（専用施設）
うち自衛隊が共同使用している施設・区域

（2021.1.1現在）

図表Ⅳ-5-1-3 自衛隊施設（土地）の状況

（2021.1.1現在）

地域別
分布

用途別

0 20

（注）計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

40 60 80 100
（％）

北海道地方
42％  約460km2

飛行場  7％  約81km2

営舎  5％  約55km2

その他  13％  約148km2

中部地方　　　　  
16％  約178km2

東北地方  13％  約147km2
九州地方  13％  約143km2

関東地方  5％  約57km2
その他  10％  約112km2

演習場  74％  約813km2

計 約1,097km2 （国土面積の約0.3％）

地
域
社
会
や
環
境
と
の
共
生
に
関
す
る
取
組

第
5
章

442日本の防衛

第1節地域社会や環境との調和にかかる施策

防衛2021_Ⅳ-5-1.indd   442防衛2021_Ⅳ-5-1.indd   442 2021/08/06   10:13:192021/08/06   10:13:19



持は、わが国の安全を確保する上で極めて重要な
要素である。
そのうえで、在日米軍の安定的な駐留のために
は、防衛施設周辺の地方公共団体や地域住民の
方々の理解と協力を得ることが不可欠である。
このため、日米防衛相会談をはじめ様々なレベ
ルで米側との認識共有を図るほか、在日米軍の部
隊運用などに関する地方公共団体などとの調整、
在日米軍再編にかかる交付金等の交付、事件・事
故発生時の地方公共団体などへの速やかな情報提
供、在日米軍と地域住民の交流の促進など、様々
な取組を不断に行っていくこととしている。

5	 令和3（2021）年度予算で約48億円
6	 再編特措法では、在日米軍の再編の対象である航空機部隊と一体として行動する艦船の部隊の編成の変更（横須賀海軍施設における空母の原子力空母への

交替）について、在日米軍の再編と同様に扱うこととしている。
7	 具体的な事業の範囲は、「駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法施行令」第2条において、教育、スポーツ及び文化の振興に関する事業など、14

事業が規定されている。

（1）在日米軍の部隊運用等に関する地方公共団体
等との調整
防衛省では、在日米軍再編や在日米軍の訓練、部

隊の展開、新規装備の配備等に際し、その都度、関
係する地方公共団体及び地域住民に対して事前に説
明するなどの調整を実施し、在日米軍施設の維持や
部隊運用に対する地元の理解の促進に努めている。

（2）在日米軍再編を促進するための交付金等
再編交付金5は、再編6を実施する前後の期間

（原則10年間）において、再編が実施される地元
市町村の住民生活の利便性の向上や産業の振興に
寄与する事業7の経費にあてるため、防衛大臣が
再編関連特定防衛施設と再編関連特定周辺市町村
を指定した後、在日米軍の再編に向けた措置の進
み具合などに応じて交付される。
2021年4月現在、9防衛施設14市町村が再編

交付金の交付対象となっている。そのほか、在日
米軍再編を促進するため、予算措置により追加的
な施策を実施している。

資料60（防衛施設と周辺地域との調和を図るための
主な施策の概要）

 参照

図表Ⅳ-5-1-4 在日米軍施設・区域（専用施設）の状況

（注）計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

（2021.1.1現在）

地域別
分布

用途別

（％）

沖縄県  70％  約185km2

飛行場  23％  約61km2

倉庫  15％  約40km2

その他  15％  約39km2

関東地方  12％  約32km2

東北地方  9％  約24km2

その他  9％  約22km2

演習場　47％  
約123km2

0 20 40 60 80 100

計 約263km2 （国土面積の約0.07％）

都道府県名 施設・区域数
北海道 1 施設・区域
青森県 4 施設・区域
埼玉県 3 施設・区域
千葉県 1 施設・区域
東京都 6 施設・区域

神奈川県 11 施設・区域
静岡県 2 施設・区域
京都府 1 施設・区域
広島県 5 施設・区域
山口県 2 施設・区域
福岡県 1 施設・区域
長崎県 10 施設・区域
沖縄県 31 施設・区域
合計 78 施設・区域

図表Ⅳ-5-1-5 令和3（2021）年度基地周辺 
対策費（契約ベース）

（単位：億円）

事　項 本土分 沖縄分
障害防止事業 107 5
騒音防止事業 608 149
移転措置 46 4
民生安定助成事業 220 111
道路改修事業 56 14
周辺整備調整交付金 194 34
その他事業 12 7地
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（3）在日米軍の運用における安全確保等
在日米軍の運用にあたって、地域住民の安全確
保は大前提であり、事件・事故はあってはならな
い。
防衛省としては、米軍機の墜落、部品落下・遺
失、民間空港などへの予防着陸8などが発生した
際には、米側に対し、安全管理及び再発防止の徹
底並びに速やかな情報提供を強く求めるととも
に、個別の事案の態様に応じて飛行停止等の対策
を講ずるよう求め、得られた情報は直ちに関係自
治体等に説明しているほか、事件・事故による被
害に対し迅速で適切な補償が行われるよう措置し
ている。
また、米側の事故調査結果や再発防止策を聞く
だけではなく、自衛隊の専門的知見も活用して確
認し、その合理性を判断している。
さらに、2019年7月、航空機事故に関するガイ
ドラインを改正し、万が一国内の米軍施設・区域
外で米軍機による事故が発生した場合には、適用
される方針及び手続が一層改善されるよう取り組
んでいる。
わが国としては、地元の不安や懸念を踏まえ、
首脳や閣僚レベルを含め、米側に対し、わが国の
考え方をしっかり伝え、安全な運用の確保を最優
先の課題として、日米両国で緊密に協力して取り
組んでいる。
また、米軍人等による飲酒に起因する事件・事
故が増加傾向にあることは、防衛省としても懸念
しており、米側に対して、累次の機会を通じて、綱
紀粛正や隊員教育を強化するよう申し入れている。
米側においても、夜間飲酒規制措置、一定階級
以下の米軍人を対象とする夜間外出規制措置など
を含む勤務時間外行動の指針（リバティ制度）を
示すなど、対策を実施しており、今後も日米間で
協力して、飲酒事案の再発防止に努めていくこと
としている。
なお、沖縄県内における犯罪を抑止し、沖縄県
民の安全・安心の確保を図るため、2016年6月
「沖縄県における犯罪抑止に関する対策について」
が取りまとめられ、防犯パトロール体制の強化と

8	 パイロット等が飛行中に、航空機に何らかの通常と異なることを示す徴候を察知した場合に行う着陸

安全・安心な環境の整備を柱とした対策がおこな
われている。
防衛省も、沖縄総合事務局に創設された「沖

縄・地域安全パトロール隊」に参加しており、今
後とも関係省庁と連携し、実効的な犯罪抑止の取
組となるよう、協力することとしている。

（4）在日米軍と地域住民の交流の促進
防衛省では、日米の相互理解を深める取組とし

て、地方公共団体と米軍の理解と協力を得なが
ら、在日米軍施設・区域周辺の住民の方々と米軍
関係者がスポーツ、音楽、文化などを通じて交流
を行う「日米交流事業」を開催している。
また、在日米軍においても、基地の開放（フレ

ンドシップデー）、ホームページ・ソーシャルメ
ディアを活用した情報発信など、地域の方々との
相互理解を深めるための取組を行っている。

（5）その他の措置（自衛隊にかかるものも含む）
①漁業補償
防衛省は、自衛隊又は在日米軍が水面を使用し

て行う訓練などのため、法律（自衛隊法第105条
第1項又は漁船操業制限法第1条）又は契約によ
り制限水域を設定し、これに伴う損失を補償して
いる。
また、同法の規定による操業の制限又は禁止に

より、漁業経営上の損失を被った者で、同法の規
定による補償を受けられないものを救済するた
め、行政措置として一定の要件を満たす者に対
し、見舞金を支給している。
②基地交付金等
総務省所管の防衛施設に関する交付金の制度で

ある国有提供施設等所在市町村助成交付金（以下
「基地交付金」という。）及び施設等所在市町村調整
交付金（以下「調整交付金」という。）についても、
防衛省は、各種情報提供等の協力を行っている。
基地交付金は、米軍の施設や自衛隊が使用する

施設のうち、飛行場や演習場の用に供する土地が
広大な面積を有しており、市町村の区域の多くを
占めていることが市町村の財政に著しい影響を与
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えていることを考慮して創設されたものであり、
固定資産税の代替的性格を基本として、米軍や自
衛隊の用に供している国有財産（土地、建物及び
工作物）の所在する市町村に対して交付されるも
のである。
調整交付金は、米軍が建設し、又は設置する資
産（以下「米軍資産」という。）に対する固定資産

税が非課税とされているにもかかわらず、基地交
付金が交付されていないこととの均衡や、米軍の
軍人や軍属にかかる市町村民税等の非課税措置に
よる税財政上の影響を考慮して創設されたもので
あり、米軍資産の所在する市町村に対して交付さ
れるものである。

5 	国家行事への参加	国家行事への参加
自衛隊は、国家的行事において、天皇、国賓な
どに対し、儀じよう、と列、礼砲などの礼式を実
施している。諸外国からの国賓や公賓等がわが国
を訪問した際の歓迎式典などにおける儀じよう
は、国際儀礼上欠くことのできない行為である。
2019年10月、即位礼正殿の儀に際し、皇居外

苑北の丸地区において、陸自は、礼砲を実施した。
また、同年11月、祝賀御列の儀においては、陸・
海・空自衛隊及び防衛大学校・防衛医科大学校に
よる儀じよう、奏楽及びと列を実施した。これらの
任務に就いた隊員以外にも、自衛隊が実施するた
めの準備を含め、多くの隊員が本行事に参画した。

防衛省では、地域住民の生活の安定と福祉の向上
のため、防衛施設から生じる障害などに対し、地方
公共団体が行う様々な生活環境の整備などへの補助
金を交付しています。また、防衛施設の設置・運用
による生活環境などへの影響が特に著しい周辺市町
村には医療費の助成などに充てることができる交付
金を交付しています。
例えば、演習場や飛行場などがあることによって

地域住民のくらしに影響を及ぼす場合に、住民の避
難などの円滑化を図るため、公園などの整備への助
成を行っています。
また、自衛隊や在日米軍の飛行場などの航空機の
離着陸などにより生じる騒音を防止・軽減するた
め、静穏を必要とする学校・病院などの防音工事へ
の助成を行っています。

公園の例 防音工事の例

（写真提供：静岡県御殿場市）
東富士演習場に隣接する御殿場市では、住民の避難などの	

円滑化を図るため、市が行う公園の整備に対し、助成を行いました。

（写真提供：北海道標茶町）	
防音工事は、屋外の騒音を遮断するための防音サッシの取付け（遮音）、
密閉された室内環境を快適に保つための空調機器の取付け（換気・除湿・
温度保持）、室内の壁・天井に吸音材料の取付け（吸音）を実施します。

地域社会におけるインフラ整備等への支援解　説
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6 	東京オリンピック・パラリンピック競技大会への取組	東京オリンピック・パラリンピック競技大会への取組

1　	これまでのオリンピックにおける
自衛隊の協力及び自衛官選手等の
実績など	
（1964年東京オリンピック以降）

1964年、東京で開催された第18回オリンピッ
ク競技大会の開会式では、ブルーインパルスが五
輪のマークを東京の空に大きく描き、音楽隊がオ

リンピック・マーチやファンファーレを演奏する
などの協力を行うとともに、防衛大学校学生が選
手団入場時に各国のプラカードを掲げるなどの協
力を行った。また、同オリンピックにおいて自衛
官21名が選手として参加し、ウエイトリフティ
ングにおいては三宅義信選手が第1位、陸上マラ
ソンにおいては円谷幸吉選手が第3位に輝くなど
の成果を挙げた。

オリンピックのためモチベーションを維持しつつ挑戦する隊員の声

自衛隊体育学校（埼玉県朝霞市） 
特別体育課程学生　2等陸曹　乙

おと
黒
ぐろ

　圭
けい

祐
すけ

私は、小学1年生からレスリング競技を始め、五
輪優勝を目標に練習をし、2019年に自衛隊体育学
校に所属して以来、日々練成に取り組み、様々な苦
難を乗り越え、東京五輪代表内定を勝ちとること
が出来ました。
私は、東京五輪が延期された1年間を、優勝の確
率を上げる事ができる追い風と捉え、すぐに自己
分析をし、東京五輪出場のために上げた階級に必
要な、筋力と基礎体力の更なる強化を明確な課題
として、すぐに気持ちを切り替えて行動すること
で、モチベーションを維持しました。

東京五輪で優勝を目標に、国民や全国の自衛隊
員、医療従事者の皆様に感動や勇気を与えられる
ように、引き続き、日々訓練を頑張ります。

令和元年度全日本レスリング選手権での著者（赤シングレット）

自衛隊体育学校（埼玉県朝霞市） 
特別体育課程学生　3等陸曹　並

なみ
木
き

　月
つき

海
み

私は、中学生でボクシングを始め、高校公式戦無
敗で、2017年に自衛隊体育学校に所属以来、厳し
い練成のもと、世界選手権初出場で銅メダル獲得
など、日々競技に取り組み、アジア・オセアニア大
陸予選で準優勝でき、東京五輪出場権を獲得しま
した。
そのような中で、新型コロナウイルス感染症に
よる東京五輪延期、練習の制限など、思い通りにい
かない事に戸惑いこそしましたが、今だから見つ
め直せる所や競技レベルを上げるための時間が	
増えた事に気づきました。2020年より2021年の
自分を強くするためにやるべき事が明確になって
からは、延期になった事をプラスに考える事でモ
チベーションも上がり、効率の良い練習ができま

した。
東京五輪優勝を目標に、応援して下さる沢山の
人が笑顔になり、夢や勇気そして感動を与えられ
るよう、引き続き、努力します。

平成30年全日本選手権での著者（右側）

VOICE
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以降、自衛隊は、各オリンピックに参加し、自
衛官の選手は、これまで金メダル8個、銀メダル
4個、銅メダル8個を獲得している。

2　	東京オリンピック・パラリンピック
競技大会への協力など

2013年9月、2020年東京オリンピック競技大
会・東京パラリンピック競技大会（以下「東京
2020大会」という。）への防衛省・自衛隊として
の取組を強化することを目的に、防衛大臣を長と
する「防衛省・自衛隊2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会特別行動委員会」を
設置した。
第1回委員会においては、小野寺防衛大臣（当
時）から、防衛省・自衛隊が協力・参加する意義
とともに、自衛隊員すべてが参加しているという
気概のもと、これからも日本の安全保障のために
全力で働き、しっかりと、大会の成功に向けて努
力していく旨述べた。
2019年12月の第12回委員会においては、防

衛省・自衛隊として、セキュリティ対策について
は、競技会場周辺を含むわが国上空・海域の警戒
監視、大規模テロ等が発生した場合の被災者救
援、サイバー攻撃等への対処に関する支援等に取
り組むことを決定した。
また、式典等大会運営への協力については、東

京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委
員会と調整を行ってきた協力項目（聖火到着式へ
の協力、国旗等掲揚への協力、射撃競技会場にお
ける医療サービスへの協力、セーリング競技にお
ける海上救護への協力、会場内外の整理への協力
及び競技（アーチェリー、射撃、近代五種）におけ
る運営協力）について、同組織委員会から正式に
依頼を受け、実施することを決定した。
2020年3月、空自松島基地において聖火到着

式が開催され、ブルーインパルスによるオリン
ピックカラーのスモークを使用しての飛行、音楽
隊による演奏の協力を行った。同月、東京2020
大会は延期され、2021年夏の開催とされたこと
から、引き続き同組織委員会と連携し準備を進め
ている。

7 	南極地域観測に対する支援	南極地域観測に対する支援
自衛隊は、文部科学省が行う南極地域における
科学的調査に対し、南極地域観測が再開された
1965年から砕氷艦「ふじ」を、1983年以降は砕
氷艦「しらせ」を、2009年以降は砕氷艦「しらせ」
（2代目）をもって人員・物資の輸送及びその他の
協力を行っている。
2019年11月から2020年4月の第61次観測
支援では、のべ135名の人員輸送、約1,400tの物
資輸送、艦上観測支援、野外観測支援及び基地設
営支援を実施した。
2020年11月からの第62次観測支援では、南
極大陸周辺海域における海洋観測の支援を実施
し、その行動は約30,000kmにも及ぶ長大なもの
であり、わが国の南極地域観測事業の推進に大き

く貢献している。
資料61（南極地域観測協力実績）

ペンギンよ、こんにちは

 参照

動画：第61次南極地域観測協力行動「しらせ氷海を行く」
URL：https://www.youtube.com/watch?v=1BvjHkBNkiY
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8 	部外土木工事の受託	部外土木工事の受託
自衛隊は、自衛隊の訓練の目的に適合する場合
に、国や地方公共団体が行う土木工事などの施工
を受託している。陸自は、創隊以来8,270件の部
外土木工事を受託している。
2020年には、宮城県柴田町長の委託を受け、
宮城県柴田郡柴田町において防災拠点・総合体育
館建設のための敷地造成工事を受託し、約50名
の隊員が約70日かけて32,000㎥の敷地面積を造
成した。

本拠点は早急に整備が必要であるものの、東日本
大震災復興関連工事等により民間業者の手当てが
つかなかったことから申し出があったものである。
こうした活動により地域の災害対策に貢献する

とともに、地域との連携を強化している。
資料62（部外土木工事の実績）

9 	その他の取組	その他の取組

1　	自衛隊機・米軍機に対する	
レーザー照射や凧揚げによる	
妨害事案への対応

飛行中の自衛隊機・米軍機に対するレーザー照
射や凧揚げによる妨害事案が多発している。これ
らは、パイロットの操縦への障害につながり、墜
落などの大惨事をもたらしかねない大変危険で悪
質な行為である。そのため関係する地方公共団体
の協力を得て、ポスターの掲示などにより、地域
住民にこのような行為の危険性などについて周知
するとともに、警察への通報について協力を依頼
している。また、2016年12月に航空法施行規則
が改正され、このような行為が規制対象とされる
とともに、罰金などが科せられることとなった。

2　	防衛施設の上空及びその周辺に	
おける小型無人機等の飛行への対応

近年、民生用を含むドローンを用いたテロ事案
やテロ未遂事案が各国で発生しており、それらの
中には軍事施設を対象としたものも含まれてい
る。わが国においても自衛隊の施設や在日米軍の
施設・区域に対するドローンを用いたテロ攻撃が
発生する可能性があるが、これらの施設に対する
危険が生じれば、わが国を防衛するための基盤と
しての機能に重大な支障をきたしかねない。この
ため、2019年6月13日、改正小型無人機等飛行

禁止法が施行され、防衛大臣が指定する自衛隊の
施設や在日米軍の施設・区域の上空及びその周辺
における小型無人機等の飛行が禁止されることと
なった。2021年3月末現在、主要部隊司令部等が
所在する54の自衛隊の施設及び15の在日米軍施
設・区域が対象施設に指定されている。

資料63（小型無人機等飛行禁止法に基づき対象防衛
関係施設に指定された施設一覧）

3　	防衛施設周辺における土地利用・
管理等の在り方に関する対応

防衛省は、2013年12月に策定された「国家安
全保障戦略」において、安全保障の観点からの防
衛施設周辺における土地利用等の在り方について
検討することとされたことを踏まえ、平成25
（2013）年度から防衛施設に隣接する土地所有の
状況について、計画的に把握するための調査を
行っている。2020年7月17日に、政府は、「経済
財政運営と改革の基本方針2020について」（いわ
ゆる「骨太の方針2020」）を閣議決定し、その中
で、「安全保障等の観点から、関係府省による情報
収集など土地所有の状況把握に努め、土地利用・
管理等の在り方について検討し、所要の措置を講
ずる」とされたことを受け、内閣官房において、
「国土利用の実態把握等に関する有識者会議」か
らの提言などを踏まえながら検討がなされ、
2021年3月26日に、政府は、「重要施設周辺及び

 参照

 参照
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国境離島等における土地等の利用状況の調査及び
利用の規制等に関する法律案（いわゆる「重要土
地等調査法案」）」を閣議決定し、第204回国会に
提出した。本法案は、安全保障環境が厳しさと不
確実性を増す中、重要施設の周辺や国境離島など
において、その機能を阻害する土地などの利用を

防止するため、区域指定を行い、当該区域内の土
地などについての利用状況の調査や利用規制など
の措置について定めるものである。本法案は、国
防上の基盤である防衛施設の機能発揮を万全にす
る観点からも、大きな意義があるものである。
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環境問題への対応第2節
地球環境の持続可能性に対する危機感は、国際

的に高まっており、2015年には、持続可能な開
発目標（SDGs）の国連における採択や気候変動
に関する国際枠組みであるパリ協定の合意など、
各国で取組が進められている。

2019年6月に大阪で開催されたG20サミット
では海洋プラスチックごみ汚染や気候変動が重要
な議題となるとともに、その直前には各国の関係
閣僚が参加する「G20持続可能な成長のためのエ
ネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合」
が初めて開催された。

わが国においても、2018年に第5次環境基本計
画を閣議決定し、持続可能な社会の実現に取り組
んでいるところであり、2019年9月のSDGサミッ
トにおいて、次のSDGサミットまでに、国内外に
おける取組をさらに加速させる旨表明している。

また、2020年10月には、政府として、2050年
までの脱炭素社会の実現を目標として掲げるな
ど、具体的な施策が進められている。

こうした国内外における取組の加速を受け、防
衛省としても、政府の一員として環境問題の解決
に貢献するとともに、自衛隊施設及び米軍施設・
区域と周辺地域の共生についてより一層重点を置
いた施策を進める必要がある。

こうした観点から、令和3（2021）年度に地方
協力局を改編し、防衛省・自衛隊の環境政策全般
を担当する課を新設するなど、環境問題への対応
について防衛省として一元的・効果的に実施する
体制を整備することとしている。引き続き、新た
な体制のもと、さらなる施策の推進に取り組んで
いく方針である。

1 	防衛省・自衛隊の施設に関する取組	防衛省・自衛隊の施設に関する取組
防衛省は、従前から政府の一員として、環境関

連法令を遵守し、環境保全の徹底や環境負荷の低
減に努めてきたところであり、「防衛省環境配慮
の方針」のもとでさらなる環境への取組の推進を
図ることとしている。

1　	防衛省気候変動タスクフォースの
設置

2021年4月、米国政府主催で各国首脳が参加
する気候サミットの気候安全保障セッションに、
岸防衛大臣が出席し、気候変動による安全保障へ
の影響や、防衛省・自衛隊の気候変動に関する取
組を紹介するとともに、こうした課題に省を挙げ
て取り組むべく、新たに防衛省に気候変動タスク
フォースを立ち上げることを発表した。

大臣の当該発表を踏まえ、同年5月、気候変動
がわが国の安全保障に与える影響について、評価
し、及び分析し、防衛省として必要な対応を行う
ことを目的として、防衛副大臣を座長とする防衛

省気候変動タスクフォースを設置し、第1回会議
を開催した。

2　再生可能エネルギー電気の調達

地球温暖化や気候変動の問題は、国際社会の平
和と安定に影響をもたらす可能性があるのみなら
ず、国民生活にも様々な悪影響を生じさせるおそ
れがある。このため、防衛省・自衛隊は、組織全
体として25万人の隊員を有し、日本全国の各地
で施設や様々な装備品を運用しており、わが国政
府の機関で最大の電力需要家（政府全体の約4割）
として、電気の調達にあたり、再生可能エネル
ギーにより発電された電気（以下「再エネ電気」
という。）を可能な限り利用することとした。この
取組は、2019年12月に、防衛省・自衛隊として
方針を定めたものである。その際、公共機関によ
る調達であることや、逼迫した経済状況であるこ
とを踏まえ、再エネ電気の調達にあっても、競争
性を確保することや安定的に電気を供給してもら
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えること、電力価格を低廉にすることや、施設等
が所在している地域における特性などに留意し、
防衛省・自衛隊のすべての施設で、再エネ電気を
含む電気の調達を行うこととした。防衛省・自衛
隊においては施設等ごとに電気の調達を行ってお
り、2021年度の契約件数は約1,000件にも及ぶ
ところであり、前年度から約3.5倍の526施設等
において再エネ電気の調達が実現した。そのうち、
282施設等においては、再エネ比率100%を調達
する契約が実現した。2021年度における再エネ
電気の調達見込み量は前年度から約6.8倍増加し
て、約6億2千万kWh（一般家庭約15万世帯超
の年間電力使用量）であり、防衛省・自衛隊全体
の予定使用電力量（約12億8千万kWh）の約
48.7％を再エネ電気で調達することになる。再エ
ネ電気の調達を実現した施設の中には、予定使用

電力量が防衛省・自衛隊全体で2番目に多い防衛
医科大学校といった規模の大きな施設も含まれて
いる。引き続き、再エネ電気の比率が向上するよ
う様々な工夫を凝らし、最終的には100%の比率
を目指して努力していくこととしている。

図表Ⅳ-5-2-1（令和3（2021）年度　再エネ導入施設
一覧（予定使用電力量 上位10契約））

3　防衛省におけるPFOS処理実行計画

防衛省においてはPFOSを含有する泡消火剤に
ついて、PFOS処理実行計画を定め、原則として令
和3（2021）年度末までに、艦船については、令和5

（2023）年度末までに処理を完了することを目標と
して泡消火剤の交換及び処分を迅速に進めている。

2 	在日米軍施設・区域に関する取組	在日米軍施設・区域に関する取組
在日米軍は、環境補足協定や在日米軍が策定し

た日本環境管理基準（J
Japan Environmental Governing Standards

EGS）に基づき、周辺の環
境保護と米軍関係者や周辺住民の安全確保のた
め、適切な環境管理に基づき行動することに努め
ている。

1　光熱水料節約の取組

在日米軍施設・区域においては、エネルギー効
率の良い暖房・換気・空調設備への交換、不在時
に消灯する人感センサーの設置、太陽光発電パネ
ルの設置、冷暖房の運用期間の短縮・設定温度の

見直し、照明の制御及び夜間照明等の消灯等の光
熱水料節約の取組を行っている。

2　PFOSを巡る問題への対応

2020年4月に、普天間飛行場で発生した泡消
火剤の流出事故への対応のため、政府と関係自治
体は、環境補足協定に基づき、環境事故発生後、
施設・区域内への立入りを初めて行った。また、
PFOSを巡る一連の問題については、政府全体と
して取組を進めているところであり、水道水や水
環境に関する暫定目標値の設定、自衛隊や消防が

 参照

図表Ⅳ-5-2-1 令和3（2021）年度　再エネ導入施設一覧（予定使用電力量 上位10契約）

施設等の名称 予定使用電力量 再エネ比率
1 防衛医科大学校 31,911,672kWh 50%
2 陸上自衛隊東千歳駐屯地 22,119,258kWh 100%
3 航空自衛隊入間基地 21,593,000kWh 50%
4 航空自衛隊浜松基地 19,489,652kWh 50%
5 海上自衛隊大湊地方総監部 14,964,965kWh 100%
6 航空自衛隊千歳基地 14,822,600kWh 100%
7 陸上自衛隊三宿駐屯地 13,671,060kWh 50%
8 航空自衛隊岐阜基地 13,418,684kWh 100%
9 陸上自衛隊霞ヶ浦駐屯地 11,899,000kWh 50%
10 海上自衛隊鹿屋航空基地 11,892,216kWh 100%
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保有する泡消火剤の速やかな交換といった取組が
進展している。さらに、在日米軍の保有する泡消
火剤の交換をはじめ、日米両政府で協力し、集中

的に検討を行っている。引き続き、地元住民の
方々の懸念を払拭すべく、関係省庁、関係自治体
及び米側と緊密に連携していくこととしている。

日米地位協定において、在日米軍施設・区域にお
ける在日米軍の運用は、公共の安全に妥当な考慮を
払って行わなければならないとされています。この
理念のもと、政府としては、米軍の運用に際して環
境の保全がしっかりとなされることが極めて重要と
考えており、在日米軍による施設・区域の環境管理
が厳格に行われるよう、様々な機会に日米間で協議
を行ってきています。

2000年9月11日の日米「2＋2」では、環境保
護が重要との共通認識のもと、在日米軍施設・区域
の周辺住民、米軍関係者やその家族などの健康と安
全の確保を共通の目的とすることに合意し、「環境
原則に関する共同発表」を行いました。

また、2015年9月28日、在日米軍施設・区域に
係る環境対策を強化するため、日米地位協定を補足
する「在日米軍に関連する環境の管理の分野におけ
る協力に関する協定」を発効しました。

この協定は、環境補足協定と呼ばれる法的拘束力
を有する国際約束であり、日米間の情報共有や、環
境事故発生時の米側からの通報に基づく施設・区域
内への立入り、施設・区域返還前の調査のための立
入り、米国が日本環境管理基準（JEGS（ジェグス）：
Japan Environmental Governing Standards）を
発出・維持することなどを規定しています。

JEGSは、在日米軍における施設・区域内の環境
管理にあたり、日米両国又は国際約束の自然環境保
護に係る基準のうち、最も保護的なものを一般的に
採用して策定される環境管理の基準であり、防衛省
としても関係省庁と連携しながら、日米協議を強化
し、JEGSの定期的見直しの際の協力、環境に関す
る情報交換、環境汚染への対応などにかかわる協議

に取り組んでいます。
持続可能な社会の実現のためには、社会の構成員

である全ての主体が、環境に対する自らの責任を自
覚し、自主的・積極的に環境負荷を可能な限り低減
していく必要があります。こうした認識のもと、防衛
省として、引き続き在日米軍施設・区域における環
境管理が万全なものとなるよう、関係自治体及び米
側と緊密に連携のうえ、しっかりと取り組んでいき
ます。

防衛省の環境対策に関する 
取組のウェブサイトはこちらから▶

   
 

DEPARTMENT OF DEFENSE 
 

JAPAN ENVIRONMENTAL 
GOVERNING STANDARDS 

 
December 2020 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

ISSUED BY 
HEADQUARTERS, U.S. FORCES, JAPAN 

日本環境管理基準（JEGS）（2020年版）

在日米軍施設・区域に関する環境管理の枠組みについて解　説
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情報発信や公文書管理・情報公開など第3節

1 	様々な広報活動	様々な広報活動

1	 令和2（2020）年度は、新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、各種イベントなどは中止又は延期、要領を変更して実施した。特に、自衛隊音楽まつり
は中止し、代わりに「青少年のための3自衛隊合同コンサート」を昭和女子大学人見記念講堂及びBunkamuraオーチャードホールで開催した。

防衛省・自衛隊の活動は、国民一人一人の理解
と支持があって初めて成り立つものであり、分か
りやすい広報活動を積極的に行い、国民の信頼と
協力を得ていくことが重要である。

内閣府の「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」
（2018年1月調査）によれば、国内外に広がる自
衛隊の活動に対し、国民からの期待と評価が高
まっている。この結果を踏まえ、防衛省・自衛隊
の実態がより理解されるように、今後も様々な広
報活動に努めていくこととしている。

また、自衛隊が任務を安定的に遂行するために
は、諸外国の理解と支持も不可欠であることか
ら、自衛隊の海外における活動を含む防衛省・自
衛隊の取組について、国際社会に向けた情報発信
を強化することも重要である。

資料64（「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」抜粋）

1　国内外に対する情報発信など

防衛省・自衛隊は、公式ホームページ、ソー
シャルネットワーキングサービス（S

Social Networking Service
NS）、動画

配信など、インターネットを活用した積極的な情
報発信に取り組んでいる。

また、パンフレットや広報動画の作成、広報誌
『MAMOR（マモル）』への編集協力、報道機関へ
の取材協力など、正確な情報を、幅広く、適時に
提供するよう努めている。

さらに、防衛省・自衛隊の活動が世界中に広が
る中、国際社会に対して、その活動を正確に広報
し、諸外国の理解と信頼を得ることも大変重要で
ある。そのための取組として、特に、英語版防衛
省ホームページの一層の充実と英語版Twitterを
活用した迅速かつ分かりやすい情報発信を積極的
に行っているほか、海外メディアへの取材機会の
提供、英語版の防衛白書の作成、英文広報パンフ

レット「Japan Defense Focus（JDF）」の発行な
ど様々な方法により国際社会に向けた情報発信を
行っている。

2　イベント・広報施設など

防衛省・自衛隊では、自衛隊の現状を広く国民
に紹介する活動を行っている。この活動には、陸
自の富士総合火力演習や海自の体験航海、ブルー
インパルスなど空自による展示飛行や体験搭乗な
どがある。また、全国に所在する駐屯地や基地な
どでは、部隊の創立記念日などに、装備品の展示
や部隊見学などを行うとともに、地元の協力を得
て、市中でのパレードを行っている例もある。さ
らに、自衛隊記念日記念行事の一環として、自衛
隊音楽まつりを毎年開催している。1

また、陸・海・空自がそれぞれ主担当となって
観閲式、観艦式、航空観閲式を行っている。2020
年は、防衛省・自衛隊の任務遂行能力への影響の
懸念に加え、新型コロナウイルス感染症の状況か
ら、これまでの観閲式などの実施要領を改め、規
模を縮小し、空自入間基地において、無観客の航
空観閲式を実施した。

広報施設の公開にも積極的に取り組んでおり、

 参照

青少年のための3自衛隊合同コンサート
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市ヶ谷地区内の施設見学（市ヶ谷台ツアー）には、
2021年3月末現在までに約46万5,700人の見学

2	 各体験ツアーの公募は、防衛省・自衛隊ホームページなどで行っている。
3	 陸・海・空自の生活を体験するツアーであり、自衛隊地方協力本部が窓口となって、民間企業などからの依頼を受けて実施している。

者が訪れている。2020年8月からは、同地区にお
いて大本営地下壕跡の公開を開始した。その他、
各自衛隊において、広報館や史料館などを公開し
ている。

3　隊内生活体験

防衛省・自衛隊は、大学生・大学院生又は女性
を対象とした自衛隊生活体験ツアー2や、団体・
企業などを対象とした隊内生活体験3を行ってい
る。これらは、自衛隊の生活や訓練を体験すると
ともに、隊員とじかに接することにより、自衛隊
に対する理解を促進するものである。

開始された大本営地下壕見学

2020年11月28日（土）、防衛省・自衛隊は、航
空自衛隊入間基地において、菅義偉	内閣総理大臣
の観閲のもと、令和2（2020）年度航空観閲式を挙
行しました。
これまでの航空観閲式は、百里基地に数千人の支
援要員を参集して、所要の準備を行っていました。
また、当日は、多くのご来賓等をお招きし、観閲官
である内閣総理大臣から訓示をいただくとともに、
陸上・海上・航空自衛隊の各種航空機による観閲飛
行、ブルーインパルスや米軍による展示飛行などを
披露するなど、大規模に実施していました。

しかしながら、近年の防衛省・自衛隊を取り巻く
状況の変化に伴い、これまでのような大規模な航空
観閲式は、部隊等にとって大きな負担となり、任務
遂行に支障が生じかねない状況でありました。
令和2（2020）年度はこのような状況に加え、新

型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、観閲官の
視察、訓示を中心とし、ご来賓などをお招きしない
新しい形式で航空観閲式を実施しました。また、航
空観閲式の模様について、国民の皆さまにもご覧い
ただけるよう、ソーシャル・ネットワーキング・
サービスを活用し、ライブ映像として配信しました。

新たな航空観閲式について解　説
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4　地域とともにある各部隊の取組

海自は、旧海軍以来の伝統を引き継ぎ海自カ
レーという看板メニューを有している。隊員が各
艦艇の中で毎週金曜日に食べる美味しいカレーの
レシピは秘伝とされ、海自基地の地元の飲食店な
どとも連携し、地域と一体となってご当地海自カ
レーを育んでいる。

なお、この秘伝レシピは海自HPにおいて公開
されている。

空自は、2018年以来、高タンパクかつ栄養価
が高く、安価で調理が簡単である鶏の唐揚げを

「より上を目指す」という意味を込めて、「空自空
上げ」として、マスコットキャラクターの「からっ
と隊長」とともに、定着を図っている。

また、全国各基地のレシピは空自HPに公開す

るとともに、「おおぞらキッチン」と題して空自公
式Twitterなどで調理の様子を簡単にまとめた動
画を配信している。

2020年11月、海自カレーと空自空上げをめ

海自カレー（補給艦おうみビーフカレー）

1972年に導入され、令和までの約50年の長き
にわたり日本の空を第一線で守り続けてきた航空自
衛隊のF-4戦闘機（ファントムⅡ）は、F-35戦闘機
にその席を譲り、多くの隊員に惜しまれつつ令和2
（2020）年度末をもって、すべての運用を終了しま
した。これまで、多くの操縦者とともに空を駆け、
時には各地の航空祭で国民と触れあってきたファン
トムⅡは、航空自衛隊外にもファンが多く、これま
で多数の書籍、写真集、DVDなどで取り上げていた
だきました。そんなファントムⅡの実物は、もう見
ることができないのでしょうか？	ここではファン
トムⅡの退役後の第2の人生を紹介いたします。
ファントムⅡに限らず、これまで航空自衛隊で運

用してきた重要な装備品は、その役目を終えると、
航空自衛隊の各基地や浜松広報館（エアーパーク）、
又は「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与
等に関する省令」に基づき、要望される地方自治体、
博物館などにおいて展示機（品）となることが第2
の人生の始まりとなります。
ファントムⅡは、航空自衛隊内においては、これ

まで千歳、三沢、百里、岐阜、新田原及び那覇の各基
地に展示され、令和2（2020）年度は新たに小松、
美保及び築城の各基地並びにエアーパークに展示さ
れ、隊員の士気高揚に役立つとともに、航空祭などに

来基される皆様に楽しんでいただいております。
一方、航空自衛隊外においては、青森県立三沢航

空科学館（青森県三沢市）及び茨城空港公園（茨城
県小美玉市）に展示されています。2011年からファ
ントムⅡを展示いただいている茨城県小美玉市から
は、「とても迫力のある機体を間近で見られてとて
もうれしい」、「機体があるだけでイベントが華やか
になる」というような市民、茨城空港公園来場者及
び職員の皆様の声をいただいており、我々としても
嬉しい限りです。
もしかしたらこの先、別の地方自治体、博物館等

において、ファントムⅡの新たな展示が実現するか
もしれません。お楽しみに。

F－4戦闘機の退役 ～ファントムⅡの第2の人生～解　説
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ぐって海自と空自が対決した結果、海自カレーと
空自空上げのコラボメニュー「空海⤴（くうか
い）」が誕生した。

一方、陸自は、2020年12月、全国各駐屯地の
多様な給食を「陸自飯」として発信し、地域（地産
地消）と人（隊員）を大切にする組織イメージを、
広く国民に周知することとしている。

陸自給食は①戦士としての身体づくりを支え
る、②地域の名産品・特産品を活用したご当地グ
ルメ、③隊員の要望を丁寧に取り上げたバラエ
ティ性をコンセプトとしている。

空上げ普及させ隊、からっと隊長

海幕広報室・空幕広報室共通
「海自カレーVS空自空上げ（からあげ）」の取組
は、海上自衛隊及び航空自衛隊の広報の一環とし
て、「海自カレー」及び「空自空上げ」をアピールし、
それぞれにある多くのレシピを各ご家庭で調理し、
召し上がっていただくことで、「海自カレー」及び
「空自空上げ」をより多くの国民の皆様に知ってい
ただき、海上及び航空自衛隊に対して親近感を持っ
ていただければという願いを込めて始めました。	
取組に際しては、組織のトップ自らが一翼を担った
ポスターを作成し、公式SNSで配信することとしま
した。

海幕広報室担当
（1）伝統の味海自カレー
カレーは明治時代の帝国海軍から食べ始められた
長い伝統のある料理であり、海上自衛隊では今でも
毎週金曜日に各部隊でカレーを食べています。海自
カレーは各部隊において独自のレシピがあります。
味付けやアレンジについては、各部隊においてカ
レーを調理する調理員が適宜決めております。各部
隊の代表的なレシピは海上自衛隊公式ホームページ
の「艦めし」において紹介しているほか、海上自衛
隊公式SNSでも各部隊のカレーを発信しておりま
すので、ぜひご覧ください。

空幕広報室担当
（2）新進気鋭空自空上げ（からあげ）
「航空自衛隊全体でより上を目指す」という意味

を込めて「空自空上げ（くうじからあげ）」と呼称し
ており、基地等ごとに地域の名産や地元の食材を使
用した特色あるレシピを作っています。
各基地等のレシピは、航空自衛隊公式ホームペー

ジにおいて紹介しているとともに、航空自衛隊公式
SNSにおける「おおぞらキッチン」のコーナーにお
いても調理法の紹介動画を配信しておりますので、
ぜひご覧ください。
ちなみに、月末の金曜日を「空自空上げの日」と

して、全国の基地等の昼食で提供しています。金曜
日なのは海自に対抗してではなく、「フライ（揚げ
る）デー」だからです（笑）

伝統の味海自カレー VS 新進気鋭空自空上げ（からあげ）解　説
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これらを広く国民に周知するため、SNSを活用
し、全国各駐屯地のご当地グルメを発信するとと
もに、陸自HPに各駐屯地のご当地グルメや隊員人
気のレシピを特集コーナーとして公開している。

また、全国各駐屯地自慢の「ご当地グルメ、ラー
メン、肉料理、丼」を、国民視聴者が人気投票で決
定する「陸自飯グランプリ」を開催し、投票の結
果、北部方面隊真駒内駐屯地の「日本新三大夜景
藻岩山ラーメン」が栄えある栄冠に輝いた。

2 	公文書管理・情報公開に関する取組	公文書管理・情報公開に関する取組

1　	公文書の適切な管理及び情報公開
制度の適切な運用の必要性

わが国において最も重要な制度である民主主義
の根幹は、国民が正確な情報に接し、それに基づ
き国民が適切な判断を行って主権を行使すること
にあり、国民が正確な情報に接するうえで、政府
が保有する行政文書は、最も重要な資料である。
このため、行政文書を適切に管理し、情報公開請
求に適切に対応することは、防衛省・自衛隊を含
む政府の重要な責務である。

2　	公文書の適切な管理及び情報公開
制度の適切な運用の推進

防衛省・自衛隊は、南スーダン日報問題及びイ
ラク日報問題により、防衛省・自衛隊に対する国
民の不信を招いたことを重く受け止めている。

防衛省・自衛隊は、政府全体として公文書管理
の適正化に向けて必要となる施策を取りまとめた

「公文書管理の適正の確保のための取組について」
（2018年7月20日行政文書の在り方等に関する閣
僚会議決定）も踏まえた再発防止策に全力で取り
組み、職員の意識や組織の文化を改革し、チェッ
ク態勢を充実させるなど、行政文書の管理や情報
公開請求への対応の適正化に取り組んでいる。

資料65（防衛省における情報公開の実績（令和2
（2020）年度））

 参照

日本新三大夜景（©夜景観光コンベンション・ビューロー）	
藻岩山ラーメン（真駒内駐屯地）

動画：空自空上げ　番外編総集編
URL：https://www.youtube.com/watch?v=MlsPQyNKXOU

動画：艦TUBE
URL：https://www.youtube.com/watch?v=sTg3a3hUXWQ
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3 	政策評価などに関する取組	政策評価などに関する取組

1　政策評価への取組

防衛省は、政策評価制度に基づき各種施策につい
て評価を行っており、令和2（2020）年度には、防衛
大綱及び中期防の主要な政策のほか、研究開発や租
税特別措置に関する事業の政策評価を行った。

2　	証拠に基づく政策立案（EBPM）
の推進

平成30（2018）年度に「政策立案総括審議官」
を新設するなど、防衛省内における証拠に基づく
政策立案（EBPM）の推進体制を構築し、EBPM
を推進している。

3　個人情報保護に関する取組

「行政機関の保有する個人情報の保護に関する
法律」に基づき、個人の権利を保護するため、保
有する個人情報の安全確保などの措置を講ずると
ともに、保有個人情報の開示などを行っている。

4　公益通報者保護制度の適切な運用

防衛省では、内部の職員などからの公益通報に
対応する制度と外部の労働者などからの公益通報
に対応する制度を整備し、それぞれの窓口を設置
して公益通報への対応及び公益通報者の保護など
を行っている。
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自衛隊新卒　／　381
自衛隊統合防災演習（→JXR）　／　257, 430, 434
自衛隊法　／　181, 186, 199, 200, 203, 204, 213, 214, 215, 

218, 225, 259, 260, 261, 314, 362, 373, 380, 422, 
423, 444

ジェンダー視点のNATO委員会（→NCGP）　／　332
次期戦闘機　／　189, 403, 404, 418
指向性エネルギー兵器　／　13, 137
地震防災派遣　／　200
次世代装備研究所　／　401, 403
事態対処法（武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平

和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律）　
／　195, 203

実効的な抑止及び対処　／　172, 431, 432, 433, 434
自動警戒管制システム（→JADGE）　／　225, 248
若年定年制　／　372, 380, 383
ジャンカイⅡ級フリゲート　／　33
シャン級原子力潜水艦　／　33
シャングリラ会合（IISSアジア安全保障会議）　／　320, 321, 

325, 345
上海協力機構（→SCO）　／　44, 79
修正主義勢力　／　6, 8, 49
集団安全保障条約機構　／　90
集団的自衛権　／　90, 167
自由で開かれたインド太平洋（FOIP）　／　10, 11, 51, 172, 177, 

270, 271, 272, 278, 306, 307, 310, 311, 317, 328, 
329, 333, 355, 426, 428, 432, 433, 434

柔軟に選択される抑止措置　／　173, 209, 265, 274
重要影響事態　／　197, 200, 201, 203, 204, 279, 312, 362
宿営地の共同防護　／　260, 261
取得改革　／　408, 419
シュリーバー演習　／　243, 357
巡航ミサイル　／　12, 13, 23, 25, 29, 38, 75, 76, 83, 84, 86, 

87, 91, 92, 93, 108, 109, 110, 130, 155, 174, 225, 
229, 275

証拠に基づく政策立案（→EBPM）　／　458
常続監視　／　174, 209, 221
常備自衛官　／　175
情報公開　／　381, 416, 453, 457
情報公開制度　／　457
情報通信技術（→ICT）　／　46, 132, 140
情報保護協定　／　103, 312, 315, 326, 329, 330, 332
　日英情報保護協定　／　326
　日豪情報保護協定　／　312
　日独情報保護協定　／　330
女性自衛官活躍推進イニシアティブ　／　390
自律型致死兵器システム（LAWS）　／　132, 360
新型護衛艦（新艦艇、FFM）　／　174, 178, 221, 223, 379, 

399, 409
新型コロナウイルス　／　2, 8, 13, 32, 43, 47, 50, 72, 77, 86, 

92, 95, 96, 99, 102, 103, 104, 105, 106, 119, 141, 
142, 157, 158, 179, 190, 193, 200, 251, 252, 253, 
254, 255, 271, 277, 307, 310, 312, 313, 314, 316, 
318, 320, 322, 323, 324, 325, 326, 327, 328, 329, 
330, 331, 332, 333, 337, 339, 340, 345, 346, 348, 
368, 374, 375, 378, 379, 382, 388, 391, 394, 395, 
446, 453, 454

人件・糧食費　／　190, 191, 192
人工知能　／　1, 12, 18, 43, 48, 130, 131, 132, 146, 148, 398, 

399, 402, 403, 414
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人的基盤　／　177, 188, 371, 391
人道支援・災害救援　／　41, 42, 105, 162, 266, 280, 299, 313, 

319, 331, 337, 369, 420, 423, 434
人民武装警察部隊（武警）　／　21, 25, 26, 28, 30
信頼醸成　／　45, 105, 127, 242, 307, 309, 318, 335, 337, 

343, 344, 345, 347, 364

す
水上戦術開発指導隊　／　437
水爆　／　60
水陸機動団　／　175, 182, 183, 184, 221, 222
スウォーム　／　30, 132, 248
スカーボロ礁　／　38, 50, 102, 150
スカッド　／　39, 61, 62, 63, 64, 65, 67, 69, 70, 71, 156
スクランブル（緊急発進）　／　87, 199, 213, 215
スタンド・オフ　／　171, 174, 177, 178, 188, 189, 223, 248, 

403
スタンド・オフ電子戦機　／　189, 248, 404, 408
スタンド・オフ・ミサイル　／　178, 189, 221, 223
ステルス　／　29, 30, 54, 55, 75, 88, 132, 146, 225, 248
ステレグシチー級フリゲート「グレミヤシチー」　／　4, 86, 87
スビ礁　／　36, 38, 39
スペースデブリ　／　135, 136, 137, 240, 242

せ
成果保証契約（→PBL）　／　410
政策評価　／　458
西沙諸島　／　38, 45, 50
生物兵器禁止条約（→BWC）　／　61, 359
積極的平和主義　／　169, 170, 172, 306
接続水域　／　20, 28, 33, 35, 37, 211, 216, 217
瀬取り　／　45, 72, 73, 97, 98, 116, 117, 118, 211, 212, 270, 

271, 272, 313, 325, 326, 328, 330, 331, 333, 342
尖閣諸島　／　18, 20, 23, 33, 35, 36, 37, 50, 149, 210, 211, 

213, 216, 267, 270, 271, 272, 334, 336
戦区　／　21, 26, 32, 34, 42, 335
専守防衛　／　166, 168, 172, 265
潜水艦発射弾道ミサイル（→SLBM）　／　12, 14, 22, 23, 65, 

66, 67, 69, 71, 81, 107
船舶検査活動　／　197, 201
潜没潜水艦　／　33, 211, 215, 216
戦略支援部隊　／　21, 28, 31, 137, 140, 147
戦略的互恵関係　／　170, 334
戦略的なコミュニケーション　／　173, 209
戦略爆撃機　／　12, 93, 95, 166

そ
早期警戒情報（→SEW）　／　228
総合取得改革　／　408
総合評価落札方式　／　410
総合ミサイル防空　／　174, 177, 178, 188, 189, 225, 226, 

274, 275, 304
相互運用性　／　9, 13, 95, 96, 133, 179, 265, 275, 278, 281, 

301, 305, 312, 313, 314, 315, 404, 434
相互の防衛調達に関する覚書（→RDP MOU）　／　280, 281
装備品のファミリー化　／　398, 410
ゾーンディフェンス　／　151, 353, 354
即応予備自衛官　／　175, 197, 200, 203, 252, 373, 374, 375, 

380
即応予備自衛官雇用企業給付金　／　373, 374
存立危機事態　／　195, 196, 198, 203, 279, 312

た
ターミナル段階　／　77, 227, 230
第一線救護　／　393, 396, 397
対衛星兵器（→ASAT）　／　32, 85, 89, 131, 135, 136, 137, 

138, 242
大規模地震対処計画　／　257
大規模接種センター　／　395
第5世代戦闘機　／　29, 84, 132
第3海兵機動展開部隊（ⅢMEF）　／　285, 286, 288, 294, 295
第19回党大会（中国共産党第19回全国代表大会）　／　17, 19, 

22, 32
退職自衛官　／　237, 258, 375, 379, 380, 381, 382, 384
対中武器禁輸措置　／　46, 47
対特殊武器衛生隊　／　233, 255
第151連合任務部隊（→CTF151）　／　151, 352, 353, 354
対米武器・武器技術供与取極　／　280
大本営地下壕見学　／　454
大陸間弾道ミサイル（→ICBM）　／　22, 23, 67, 68, 155, 166, 

275
対領空侵犯措置（領空侵犯に対する措置）　／　208, 213, 214, 

215, 216, 225, 252, 439
大量破壊兵器　／　2, 8, 11, 57, 58, 59, 60, 61, 71, 73, 74, 75, 

77, 80, 112, 115, 142, 154, 155, 156, 167, 212, 
227, 263, 270, 271, 306, 313, 330, 359, 360

竹島　／　2, 90, 209, 214, 324
多国間安全保障協力　／　345, 347
多国間安全保障協力・対話　／　307
多国間共同訓練　／　103, 259, 260, 315, 318, 322, 325, 340, 

347, 356, 432, 434, 435
多国籍部隊・監視団（MFO）　／　261, 363, 364
多次元統合防衛力　／　171, 172, 188, 208, 249, 398, 402
タリスマン・セーバー（タリスマン・セイバー）　／　95, 431
タリバーン　／　127, 160
タリンマニュアル　／　144
ダルマ・ガーディアン　／　311, 431, 432
短距離離陸・垂直着陸（→STOVL）　／　174, 178, 417
弾道ミサイル　／　2, 11, 12, 22, 23, 24, 30, 32, 39, 44, 55, 57, 

58, 59, 60, 61, 62, 63, 64, 65, 66, 67, 68, 69, 70, 
71, 72, 73, 75, 76, 77, 83, 84, 90, 101, 107, 108, 
109, 110, 121, 125, 130, 135, 137, 142, 154, 155, 
156, 174, 198, 199, 200, 209, 212, 225, 226, 227, 
228, 229, 230, 236, 261, 263, 265, 266, 267, 270, 
271, 275, 313, 325, 326, 327, 330, 359, 434

弾道ミサイル情報共有訓練　／　228
弾道ミサイル等に対する破壊措置　／　198, 203, 204, 226
弾道ミサイル防衛（→BMD）　／　24, 55, 77, 108, 175, 178, 

225, 229, 230, 265, 280, 304
弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイル（SM-3ブロックⅡA）　

／　225, 275

ち
治安出動　／　198, 203, 204, 231, 232, 233
力を背景とした一方的な現状変更　／　18, 33, 36, 112, 270, 

306, 313, 316, 322, 324, 327, 328, 329, 330, 332, 
333, 334, 336, 342, 351

地対空誘導弾　／　174, 175, 178, 182, 221, 429, 438
知的財産管理　／　402, 414, 415, 424
地方協力本部　／　237, 258, 371, 441, 454
地方公共団体　／　172, 173, 176, 178, 182, 185, 195, 196, 

222, 236, 237, 251, 252, 257, 258, 266, 279, 290, 
294, 304, 371, 380, 382, 384, 394, 430, 440, 441, 
442, 443, 444, 445, 448
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地方防衛局　／　182, 185, 237, 376, 441
中印国境問題　／　46, 111
中央軍事委員会　／　20, 21, 22, 27, 28, 32, 42, 89, 132, 137
中央特殊武器防護隊　／　233, 361
中期防衛力整備計画（中期防）　／　76, 169, 177, 178, 188, 

193, 238, 240, 244, 245, 250, 376, 377, 379, 380, 
384, 393, 396, 397, 398, 399, 408, 415, 424, 430, 
458

中距離核戦力（INF）全廃条約　／　12, 23, 83, 89
中距離弾道ミサイル　／　22, 23, 39, 50, 66, 77, 155
中国海軍情報収集艦　／　211
中国海軍戦闘艦艇　／　211
中長期技術見積り　／　401, 402
中朝首脳会談　／　74
中朝友好協力及び相互援助条約　／　74
中東地域への自衛隊派遣　／　217, 270
駐留軍用地跡地利用　／　299
駐留軍用地特措法（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国
における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土
地等の使用等に関する特別措置法）　／　282, 287

長期契約　／　193, 408, 409, 410, 413
朝鮮戦争　／　74, 76
庁内託児施設　／　388

つ
「通常兵器による迅速なグローバル打撃」（CPGS）構想　／　14
「2＋2」　／　29, 50, 108, 109, 138, 143, 227, 231, 269, 271, 

272, 275, 285, 290, 294, 295, 305, 315, 318, 326, 
328, 330, 336, 350, 357, 419, 422, 452

て
ティルト・ローター機　／　418
テポドン　／　61, 62, 63, 68, 73
デュアル・ユース　／　130, 133, 401, 403, 420
デルタⅢ級SSBN　／　86
電子戦　／　28, 31, 32, 85, 88, 137, 146, 147, 148, 189, 247, 

248, 249, 435
電磁波　／　1, 18, 30, 32, 85, 130, 146, 147, 171, 172, 173, 

174, 177, 178, 186, 188, 189, 207, 208, 221, 238, 
240, 242, 246, 247, 248, 249, 250, 357, 391, 398, 
401, 402, 405, 406, 427

電波妨害装置（ジャマー）　／　135, 137, 147

と
ドイツ　／　7, 14, 79, 113, 117, 118, 122, 133, 134, 138, 

246, 307, 309, 329, 330, 346, 356, 357, 419, 423
東京ディフェンス・フォーラム（アジア太平洋地域防衛当局者

フォーラム）　／　342, 345
統合運用　／　32, 81, 173, 174, 182, 186, 187, 208, 222, 

238, 250, 259, 260, 301, 322, 347, 377, 393, 398, 
429, 430, 434, 435

統合軍　／　14, 15, 136, 143
統合訓練　／　32, 34, 259, 429, 430, 435
統合計画　／　293, 294, 295, 296, 297, 298
統合任務部隊　／　113, 186, 226, 279
島嶼防衛　／　174, 175, 178, 221, 222, 329, 404
同盟調整メカニズム（→ACM）　／　264, 265, 266, 267, 275, 

279
トーポリ　／　81
トクサ　／　61, 63
特定通常兵器使用禁止・制限条約（→CCW）　／　132, 359

特定防衛施設周辺整備調整交付金　／　442
特別協定　／　78, 283, 284
特別研究官制度　／　408
ドバイ・エアショー　／　338, 423, 424
ドローン　／　126, 248, 404, 448
ドンディアオ級情報収集艦　／　33

な
内閣サイバーセキュリティセンター（→NISC）　／　243
ナゴルノ・カラバフ　／　90, 91
NATOサイバー防衛協力センター（→CCDCOE）　／　143, 

244, 245, 332, 358
ならず者国家　／　6, 8, 13
南海トラフ　／　257, 279
南沙諸島　／　29, 36, 38, 45, 50, 102, 147, 149
南北首脳会談　／　58, 73, 74

に
日ASEAN国際法シンポジウム　／　344
日ASEAN防衛当局次官級会合　／　342, 345, 420
日印秘密軍事情報保護協定　／　315
日韓秘密軍事情報保護協定（日韓GSOMIA）　／　228, 324 ,326
日・太平洋島嶼国国防大臣会合（→JPIDD）　／　308, 311, 337
日中防衛当局間の海空連絡メカニズム（海空連絡メカニズム）　／　

41, 150, 335
日米安全保障協議委員会（→SCC）　／　29, 227, 231, 263, 

269, 271, 272
日米安保条約（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約）　／　197, 262, 263, 269, 270, 271, 272, 
278, 280, 282

日米宇宙協力ワーキンググループ（→SCWG）　／　243, 274
日米韓防衛実務者協議（→DTT）　／　325
日米共同開発　／　225, 231
日米共同技術研究　／　230
日米共同調整所　／　279
日米共同統合演習　／　179, 224, 240, 268, 275, 276, 428, 

430, 432, 434
日米共同統合防災訓練（→TREX）　／　257, 279, 319, 434
日米豪安全保障・防衛協力会合（→SDCF）　／　314
日米合同委員会　／　269, 282, 301, 305
日米サイバー防衛政策ワーキンググループ（→CDPWG）　／　

245, 274
日米装備・技術定期協議（→S&TF）　／　280
日米地位協定（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国にお
ける合衆国軍隊の地位に関する協定）　／　282, 283, 
289, 442, 452

日米防衛協力のための指針（ガイドライン）　／　177, 234, 262, 
264, 265

任期制　／　372, 380, 381, 383

の
能力構築支援（キャパシティ・ビルディング）　／　97, 109, 113, 

115, 117, 172, 173, 177, 207, 266, 270, 280, 307, 
310, 312, 314, 318, 319, 320, 322, 323, 324, 328, 
337, 340, 344, 345, 348, 349, 350, 356, 357, 358, 
363, 393, 397, 421

ノドン　／　61, 63, 65, 67, 68, 69, 70, 71
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は
排他的経済水域（→EEZ）　／　27, 28, 39, 45, 66, 69, 72, 99, 

114, 209, 218, 324
ハイブリッド戦　／　1, 112, 113
派遣海賊対処行動航空隊　／　218, 353
派遣海賊対処行動支援隊　／　353
派遣海賊対処行動水上部隊　／　352, 353, 355, 356
パシフィック・ヴァンガード　／　325, 433
パシフィック・パートナーシップ　／　347, 435
バスチオン　／　86
働き方改革　／　177, 387
PAC-3機動展開訓練　／　228, 433
バル　／　86
板門店宣言文　／　73

ひ
BMD統合任務部隊　／　226
ビエンチャン・ビジョン2.0　／　318, 344, 345
非核化　／　6, 11, 44, 57, 58, 59, 60, 72, 73, 74, 76, 227, 271, 

272, 273, 319, 325, 336
非核三原則　／　168, 172, 265
東シナ海　／　10, 18, 27, 28, 29, 33, 34, 36, 39, 41, 44, 89, 

116, 117, 149, 210, 211, 212, 213, 214, 216, 270, 
271, 272, 273, 276, 312, 313, 316, 318, 319, 322, 
324, 327, 328, 330, 331, 332, 333, 334, 335, 336, 
340, 433, 434

東シナ海防空識別区　／　18, 33, 149, 214
東日本大震災　／　257, 258, 272, 279, 448
非国家主体　／　8, 154, 155, 156
非戦闘員退避活動（→NEO）　／　347
比中仲裁判断　／　38, 50, 102, 149, 150
非伝統的安全保障分野　／　41, 321, 326, 343, 344, 347, 420

ふ
ファイアリークロス礁　／　36, 38, 39
ファスト・フォース（→Fast-force）　／　251, 252
ファンディング　／　133
ブースト段階　／　13, 227, 230
部外転用　／　423, 424
武器貿易条約（→ATT）　／　359, 360
武器輸出三原則　／　231, 280
武警（人民武装警察部隊）　／　21, 22, 25, 26, 27, 28, 29, 30
不審船　／　217, 232
武装工作員　／　231, 232, 233
物件費　／　179, 190, 191
物品役務相互提供協定（→ACSA）　／　261, 278, 279, 307, 

315
　日印ACSA　／　261, 315, 316
　日英ACSA　／　326
　日加ACSA　／　330
　日豪ACSA　／　312
　日仏ACSA　／　328
　日米ACSA　／　261, 278, 279
普天間飛行場代替施設　／　271, 272, 289, 290, 293, 377
不発弾　／　252, 301, 440, 441
ブラヴァ　／　81
ブラモス　／　108
フランス　／　3, 60, 84, 91, 107, 114, 115, 116, 117, 122, 

133, 134, 138, 150, 154, 162, 202, 212, 240, 261, 
307, 309, 328, 329, 337, 345, 346, 357, 419, 423, 
434

武力攻撃事態　／　195, 196, 203, 208, 226, 236, 278, 312, 

434
武力攻撃予測事態　／　195, 203
プルトニウム　／　59, 119
プロジェクト管理　／　177, 182, 191, 407, 408, 413
プロジェクトマネージャー　／　407
プロフェッショナル・エアマンシップ・プログラム　／　344
文民統制　／　168, 172, 185, 199, 426

へ
米韓合同軍事演習　／　57, 59, 72, 77
米軍再編　／　191, 270, 271, 272, 282, 283, 285, 289, 301, 

435
米軍再編関係経費　／　190
米軍等の部隊の武器等の防護（自衛隊法第95条の2、米艦艇の防

護）　／　199, 261, 314
米国防省高等研究計画局（→DARPA）　／　132, 405
米朝首脳会談　／　11, 57, 58, 60, 72, 74, 227
平和安全法制　／　203, 260, 261, 262, 278, 312, 362, 363
平和維持活動即応能力登録制度（→PCRS）　／　362
平和構築　／　343
ペトリオット（→PAC-3）　／　13, 178, 225, 227, 229, 230, 

304, 417, 434, 439
辺野古　／　271, 272, 289, 290, 293, 294

ほ
防衛会議　／　168, 181
防衛関係費　／　20, 177, 190, 191, 192, 194, 395
防衛監察本部　／　182, 410
防衛技術戦略　／　401, 413
防衛協力小委員会（→SDC）　／　264, 268, 269
防衛計画の大綱（防衛大綱）　／　169, 171, 172, 173, 175, 177, 

180, 188, 207, 208, 221, 223, 234, 238, 244, 245, 
247, 251, 262, 274, 280, 306, 337, 351, 371, 376, 
379, 380, 393, 396, 412, 414, 415, 424, 427, 428, 
438, 440, 458

防衛施設　／　20, 182, 185, 376, 440, 442, 443, 444, 445, 
448, 449

防衛出動　／　168, 195, 198, 203, 204, 226, 231, 233, 234, 
374, 428

防衛省気候変動タスクフォース　／　450
防衛生産・技術基盤戦略　／　412, 413, 414
防衛装備移転三原則　／　231, 321, 412, 413, 414, 416, 421, 

422, 423, 424
防衛装備・技術協力　／　170, 172, 173, 177, 182, 266, 268, 

280, 281, 307, 315, 316, 318, 319, 322, 326, 327, 
328, 332, 345, 398, 400, 413, 414, 416, 417, 418, 
419, 420, 422, 424

防衛装備庁　／　182, 185, 236, 376, 401, 403, 404, 405, 407, 
410, 411, 413, 415, 419, 421, 424

防衛装備品・技術移転協定　／　308, 312, 315, 318, 319, 320, 
321, 324, 326, 328, 329, 332, 418, 419, 422, 423

　日インドネシア防衛装備品・技術移転協定　／　308, 318, 319, 
422

　日豪防衛装備品・技術移転協定　／　312, 419
防衛駐在官　／　322, 421, 425, 426, 427
防衛調達審議会　／　411
防衛問題セミナー　／　441
防衛力整備　／　118, 134, 163, 164, 169, 177, 182, 186, 188, 

189, 190, 191, 376, 409, 422
防衛力の意義　／　207, 208
包括的核実験禁止条約（→CTBT）　／　359
包括的共同作業計画（→JCPOA）　／　119
防空識別圏（→ADIZ）　／　214, 215
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防空のための作戦　／　234
防災業務計画　／　257
飽和攻撃　／　62, 64, 69, 91

「ホーム・グロウン型」テロ　／　157
北斗　／　32, 137
保障基地（中国軍中ジブチ保障基地）　／　40
北極海　／　14, 40, 152, 153, 161
北方領土　／　2, 87, 88, 336
捕虜　／　92, 125, 127
ボレイ級弾道ミサイル搭載原子力潜水艦（ボレイ級SSBN）　／　

81

ま
馬毛島　／　270, 272, 304, 438, 441
マシャール派　／　128
マラバール　／　96, 108, 316, 317, 432, 433
マルウェア　／　141, 142, 243

み
ミサイル防衛見直し　／　13, 130, 275
ミスチーフ礁　／　36, 38, 147
ミッドコース段階　／　24, 227, 230
南シナ海　／　2, 6, 10, 11, 20, 25, 26, 27, 28, 29, 33, 34, 36, 

38, 39, 40, 41, 44, 45, 48, 49, 50, 51, 95, 96, 97, 
99, 101, 102, 103, 104, 105, 106, 117, 149, 150, 
270, 271, 272, 273, 276, 306, 312, 313, 314, 315, 
316, 318, 319, 321, 322, 324, 327, 328, 330, 331, 
332, 333, 335, 336, 340, 342, 351, 433

ミュンヘン安全保障会議　／　333, 345
ミラージュ2000　／　54, 55
民間転用　／　18, 423, 424
ミンスク合意　／　92
民生支援活動　／　440

む
無人化・省人化　／　379, 399
ムスダン　／　61, 62, 63, 67

め
メンタルヘルスケア　／　376

や
役割・任務・能力（→RMC）　／　271, 279
ヤマサクラ　／　277, 432
ヤルス　／　81

ゆ
ユアン級潜水艦　／　25, 105
有償援助（→FMS）　／　411

よ
洋上で不慮の遭遇をした場合の行動基準（→CUES）　／　41, 

150, 351

抑止力　／　6, 11, 12, 16, 22, 57, 60, 69, 70, 72, 75, 77, 80, 
99, 109, 113, 115, 118, 170, 171, 172, 174, 223, 
230, 247, 262, 263, 264, 265, 270, 271, 272, 274, 
276, 282, 285, 289, 290, 297, 299, 301, 305, 412, 
428, 430, 431, 432, 433, 434

予備自衛官　／　177, 200, 203, 373, 374, 375, 376, 380, 396
予備自衛官補　／　373, 374, 375

ら
ライフサイクル　／　177, 182, 191, 407, 408, 410
拉致問題　／　57, 271, 273, 330

り
リージョナル・デポ　／　417
陸上総隊　／　182, 183, 184, 186, 247, 260, 301, 313, 361, 

363, 366, 369
陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）　／　171, 

175, 177, 178, 225, 229, 230
離島統合防災訓練（→RIDEX）　／　257, 434
リバティ制度（勤務時間外行動の指針）　／　444
リムパック（環太平洋合同演習）　／　347, 432
領域横断作戦　／　171, 173, 174, 177, 178, 186, 187, 188, 

189, 208, 221, 247, 249, 250, 266, 377, 398, 403, 
432, 433, 434

領空侵犯　／　33, 36, 87, 173, 198, 199, 203, 204, 209, 213, 
214, 215

量子暗号通信　／　132, 405
領土、領海、領空（領土・領海・領空）　／　28, 165, 167, 172, 

207, 210, 215, 335
遼寧　／　25, 26, 29, 34, 38, 39, 47, 102, 211

る
ルーヤンⅢ級駆逐艦　／　25

れ
令和2年7月豪雨　／　251, 252, 253, 255, 374, 375
レーザー　／　32, 130, 131, 135, 137, 138, 146, 404, 406, 

435, 438, 448
レールガン　／　130, 131
レゾリュート・ドラゴン　／　431
レッド・フラッグ・アラスカ　／　433
レンハイ級駆逐艦　／　4, 25, 31, 34

ろ
ロードマップ（再編の実施のための日米ロードマップ）　／　77, 

101, 104, 122, 285, 289, 290, 294, 295, 301, 304, 
305, 402

「ローン・ウルフ型」テロ　／　157
ロケット軍　／　21
ロヒンギャ　／　101
ロフテッド軌道　／　62, 63, 66, 67, 70, 229, 230

わ
ワークライフバランス　／　387
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A
ACM　／　264, 267
ACSA　／　261, 278, 279, 312, 315, 326, 328, 330, 331
ADIZ　／　214, 215
ADMM　／　105, 106, 320, 322, 323, 324, 325, 334, 342, 
343, 351, 435
ANZUS条約　／　95, 97
AQAP　／　159
AQIM　／　159
ARF　／　45, 105, 318, 341, 343, 344, 356
ASAT　／　135, 139
ASBM　／　23, 155
ASEAN　／　36, 39, 45, 95, 100, 102, 103, 105, 106, 116, 
118, 150, 170, 271, 273, 309, 311, 317, 318, 323, 341, 342, 
343, 344, 345, 351, 420, 423
ATT　／　359, 360
AU　／　128
A-50　／　87, 105, 214
A2／AD　／　18, 23

B
BMD　／　13, 225, 226, 227, 228, 230, 231, 301, 304, 417, 
437
BPM　／　268
BWC　／　359

C
CAP　／　33
CARAT　／　99, 100, 103
CCDCOE　／　143, 144, 244, 246, 332, 333, 358
CCW　／　132, 359, 360
CDPWG　／　245, 274, 275
CHOD　／　346
CIS　／　90
COC　／　45, 106, 150, 342, 351, 359
CTBT　／　359
CTF151　／　151, 352, 353
CUES　／　41, 150, 351
CWC　／　155, 359
CYMAT　／　246
C4ISR　／　9, 135, 208, 240

D
DARPA　／　131, 132, 133, 405
DMZ　／　56, 58, 73, 75
DTT　／　325

E
EAS　／　45
EBPM　／　458
EEZ　／　66, 69, 99, 209
EMP　／　60
EU　／　18, 46, 47, 112, 114, 115, 116, 117, 119, 133, 138, 
143, 144, 149, 151, 328, 332, 333, 334, 341, 346, 352, 356, 
357, 400
EWG　／　320, 323, 342, 343

F
FACO　／　417

FAST-Force　／　251, 252
FOIP　／　51, 306, 307, 309, 310, 311, 312, 314, 315, 316, 
317, 318, 320, 322, 323, 327, 328, 329, 330, 331, 332, 333, 
334, 337, 338, 340, 342, 344, 345, 346
FPDA　／　96, 102
FMS　／　411, 414
F-35　／　10, 12, 13, 14, 15, 75, 76, 94, 105, 123, 133, 178, 
188, 189, 223, 281, 414, 417, 418, 419, 455

H
HA/DR　／　276, 311, 319, 321, 323, 324, 328, 337, 340, 
342, 344, 347, 348, 349
H-6　／　23, 29, 30, 32, 34, 35, 36, 38, 87, 89, 90, 147, 150, 
154, 178, 213, 214

I
IAEA　／　59, 119
ICBM　／　12, 13, 14, 22, 24, 50, 59, 60, 61, 62, 63, 67, 68, 
69, 70, 71, 73, 81, 83, 84, 85, 130, 154, 155, 166, 227, 231, 
275
ICT　／　140, 398
IISS　／　320, 345
IL-78　／　30
INF　／　23, 50, 83, 89
IPD　／　311, 433
IRBM　／　22, 23, 24, 61, 62, 63, 66, 67, 154, 155
ISAF　／　127
ISIL　／　6, 114, 115, 116, 117, 121, 124, 126, 127, 128, 157, 
158, 159
ISR　／　132, 147, 173, 209, 250, 266, 268, 271, 274, 277

J
JADGE　／　225, 226, 227, 248
JCPOA　／　119, 120
JPIDD　／　311, 337
JXR　／　257
J-10　／　23, 29, 31, 38, 54, 55
J-11　／　29, 30, 31, 38, 54, 55
J-15　／　26, 29, 31, 32, 54, 55, 147
J-16　／　29, 31, 32, 54, 55
J-20　／　29, 31, 54, 55

K
KJ-2000　／　30
KN-08　／　67, 68
KN-14　／　68

L
LAWS　／　132, 360
LCS　／　103, 104

M
MAGTF　／　285, 294
MD　／　80, 83, 89
MDR　／　13, 130, 138, 275
MEF（米海兵機動展開部隊）　／　285, 294, 295
MEF（最小必須戦力）　／　99
MFO　／　261, 363, 364, 365
MiG-29　／　56, 58, 82, 93
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MiG-31　／　82, 83, 85, 138
MRBM　／　22, 23, 154, 155

N
NATO　／　6, 47, 79, 80, 83, 85, 92, 93, 112, 113, 114, 115, 
116, 117, 118, 127, 138, 142, 143, 144, 147, 148, 152, 163, 
244, 245, 246, 332, 333, 346, 357, 358, 391
NBC　／　2, 154, 232, 233, 394
NCGP　／　332
NDS　／　8, 9, 10, 12, 113
NEO　／　347
NGO　／　17, 347, 363
NISC　／　243, 244, 246
NPR　／　12
NPT　／　120, 154, 168, 359
NSS　／　8, 9, 10, 12, 115, 136, 144

O
OECD　／　194
OPCW　／　359, 360
OSCE　／　91, 92

P
PAC-3　／　55, 225, 228, 229, 230, 304
PBL　／　178, 410
PCRS　／　362
PFI　／　409
PKO　／　41, 42, 47, 118, 201, 202, 320, 321, 322, 323, 340, 
342, 348, 349, 362, 363, 365, 366, 367, 368, 369
PM　／　407, 426
PSI　／　359, 360, 361, 435

Q
QDR　／　53, 161

R
RAP　／　113
RC-2　／　247, 250
RDP MOU　／　281
RIDEX　／　257

S
SACO　／　190, 191, 283, 284, 287, 289, 290
S&TF　／　280
SCC　／　269
SCO　／　44, 46, 79

SCWG　／　243, 274
SDC　／　269
SDCF　／　314
SDSR　／　115, 144
SEW　／　228
SIPRI　／　42, 44, 93, 107, 108, 134, 154
SLBM　／　12, 14, 22, 23, 59, 61, 63, 65, 66, 67, 69, 70, 71, 
81, 85, 86, 154, 155
SSA　／　135, 189, 240, 241, 357
SSBN　／　12, 23, 81, 85, 86, 88, 152
SSR　／　363
START　／　13, 22, 50, 79, 89
STOVL　／　174, 175, 178
S-400　／　44, 86, 89, 93, 133
Su-25　／　58
Su-27　／　29, 87
Su-30　／　29, 34, 35, 105, 108
Su-33　／　29
Su-34　／　87
Su-35　／　29, 44, 84, 87, 89, 104
Su-57　／　84, 132

T
TC-90　／　321, 420, 421
TEL　／　22, 23, 61, 63, 64, 65, 66, 67, 68, 69, 156
THAAD　／　13, 77, 78
TREX　／　257, 434
T-14　／　84
Tu-95　／　81, 84, 85, 86, 87, 89, 154, 213, 214
Tu-160　／　81, 85, 87, 93, 154

U
UNCLOS　／　45, 149
UNMISS　／　261, 341, 363, 365, 366, 367

V
VJTF　／　113

W
WPNS　／　41, 150, 351

Y
Y-7　／　38, 230
Y-8　／　32, 34, 38, 147
Y-9　／　35, 38
Y-20　／　30, 38
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